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Ⅰ 教育学部の教育目的と特徴 
 

１．熊本大学教育学部は、「広い視野と深い教養をもった豊かな人間性を基盤とした教員の

養成と地域社会における生涯学習等の指導者の養成のため、教員や地域社会の指導者と

して必要な基礎的・専門的な知識・技術を修得させ、併せて主体的な課題探究能力を育成

すること」をその理念・目的としている。また、ミッションの再定義においては、「地域

密接型を目指す大学として、義務教育諸学校に関する地域の教員養成機能の中心的役割

を担う」ことや「実践型教員養成機能への質的転換を図る」ことを約束した。これらに対

応する本学部の教育の特徴としては以下の諸点がある。 

２．義務教育に対応するすべての機能を備えた４つの教員養成課程（小学校、中学校、特別

支援、養護教諭の各教員養成課程）を擁していること（特に、養護教諭課程は九州地区で

は本学部のみに設置）。 

３．小学校、中学校、特別支援の各教員養成課程については、副専攻制度により複数免許の

取得を可能にしていること。特に、近年需要が高まっている特別支援学校教員免許につい

ては他課程からの取得を促進していること。 

４．附属学校園及び協力校との緊密な連携の下、１～４年次の積み上げ方式の教育実習を実

施し、実践的指導力を高める体制を整えていること。 

５．熊本県・市教育委員会と連携し、ユア・フレンド事業（不登校児童・生徒への支援活動）、

フレンドシップ事業（公民館等での子どもを対象とする活動）、スクールトライ事業（連

携協力校での学校行事等の体験）、教員インターンシップ事業等を実施していること。 

６．１年次の学生生活支援講座、シニア教授による教養教育科目「教師の仕事」及び「教師

への道」、２年次からの教員採用試験対策講座等、キャリア教育が充実していること。 

７．附属学校園との連携に基づく学習指導要領シンポジウム（平成 22～26 年度）や現職教

員を対象とする研修への学生の参加等、養成と研修の一体化に向けた取り組みを行って

いること。 

８．以上のような多彩な教育機会を有効活用できるよう、学びのポートフォリオを用いた指

導等、４年間の学びを見通し・振り返るための工夫をし、１～２年次の教職実践基礎演習

から４年次の教職実践演習に至る一貫した学びの流れを作り出していること。 

 

[想定する関係者とその期待] 

教育に関心を持つ受験生、本学部の在学生、卒業生、卒業生の就職先、教育委員会、学校

教育・社会教育関係者等を関係者として想定し、教育に関する多様な学びの機会の充実、理

論と実践の往還を通じた実践的指導力の向上、現代的教育課題への対応等に関する期待に

応える必要があると考えている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況)  

○教員組織編成や教育体制の工夫とその効果 

 専任教員は各学科（課程・専攻等）に所属し、各分野の研究レベルを維持しながら学生の

指導にあたっている（資料・１－１－１）。教育に関わる委員会としては、教務委員会、教

育実習委員会、厚生・就職委員会、評価・FD 委員会等に加え、各課程の運営委員会を設けて

いる（資料・１－１－２）。特に、幼稚園教育課程と小学校課程の運営委員会は、平成 27年

度に関係する全学科の委員が出席する形に拡充した。 

 

（資料・１－１－１）各学科の教員数（平成 27年９月現在） 

学科
等 

国語 社会 数学 理科 音楽 美術 
保健
体育
＊１ 

技術 家政 
英語
＊２ 

学校
教育 
＊３ 

特
別
支
援 

養護
教諭 

実践
セン
ター 

定数

＊４ 
6 10 6 10 6 6 12 5 6 8 13 5 8 3 

現員 
6 

(1) 

10 

(1) 

5 

(0) 

10 

(1) 

5 

(2) 

6 

(1) 

10 

(2) 

5 

(1) 

6 

(6) 

8 

(1) 

13 

(2) 

5 

(3) 

8 

(4) 

2 

(1) 

＊１ 生涯スポーツ福祉を含む ＊２ 旧外国人教師枠を含む ＊３ 教育学と心理学の計 ＊４ 定数は教授会決

定による ( )の数値は女性教員数で内数 

（出典：平成 27 年９月 11 日学科主任会議資料に基づき作成） 

 

（資料・１－１－２）各種委員会一覧（教育関連） 

委員会名 構成員 

企画委員会 委員長（副学部長）１名＋各学科委員16名 

予算・施設委員会 委員長（副学部長）１名＋各学科委員16名 

評価・FD委員会 委員長（教授会選出）１名＋各学科委員16名 

教務委員会 委員長（教授会選出）１名＋各学科委員16名 

厚生・就職委員会 委員長（教授会選出）１名＋各学科委員16名 

教育実習委員会 
委員長（教授会選出）１名＋各学科委員17名（実践センターを

含む） 

入試委員会 
委員長（副学部長）１名＋入試委員２名（教授会選出）＋教務委

員長１名＋委員１名（教務委員会推薦） 

人権教育委員会 
関連学科委員４名＋教務委員長１名＋セクハラ相談員１名＋委

員長推薦１名 ※委員長は委員会互選 

国際交流委員会 
委員長（教授会選出）１名＋副学部長１名＋各系委員６名＋委

員長推薦２名＋国際化推進センター委員１名 

教育活動推進委員会 
学部長１名＋副学部長２名＋実践センター長１名＋評価・FD委

員長１名＋各系委員５名 

小学校課程運営委員会 副学部長１名＋関係学科委員13名 

中学校課程運営委員会 副学部長１名＋関係学科・各系委員４名 

幼稚園教育課程運営委員会 副学部長１名＋教務委員長＋附属幼稚園長＋関係学科委員13名 

（出典：平成 27 年度各種委員等名簿に基づき作成） 
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○多様な教員の確保の状況とその効果 

 教員人事は、人事委員会、選考委員会、教授会での慎重な審議を経て行われている。近年、

小・中・高の常勤教員としての勤務経験を持つ教員が多く採用されており（平成 23～27 年

度に５名）、附属学校園長と合わせた現場経験者は 31 名となり、本学部の常勤教員の 31.3％

を占めるに至っている（資料・１－１－３）。これに小・中・高での非常勤の経験を持つ教

員を加えると、常勤教員の約 40％が教育現場での指導経験を有していることになる。また、

小・中学校の管理職経験者等をシニア教授等として採用しており（平成 27 年 12 月現在６

名在籍）、教養教育科目「教師への道」及び「教師の仕事」や教員採用試験対策講座等の担

当を通じ学生の教職意識を高める役割を果たしている。シニア教授は、採用試験対策ハンド

ブックの作成や教育実習の支援を行う上でも大きな力となっている（資料・１－１－４、１

－１－５）。さらに、海外での教育研究歴のある教員が多く採用される（平成 23～27 年度に

４名）など、多様な人材の確保が進んでいる。加えて、常勤教員に占める女性の割合が平成

22 年度の 23.1％から平成 27 年度の 26.3％へと改善され、性別を問わず学びやすい環境と

なっている。中でも、教授に占める女性の割合は、平成 22 年度の 14.0％から平成 27 年度

の 26.4％と大きく改善された。 

 

（資料・１－１－３）教育現場での勤務経験を持つ教員の内訳（平成 27年 12 月現在） 

種別 人数 教育学部常勤教員に占める割合（％） 

小学・中学・高校での勤務経験（常勤）

を持つ教員 
19名 19.2 

附属学校園長の経験を持つ教員 14名 14.1 

小学・中学・高校での勤務経験（常勤）

または附属学校園長の経験を持つ教員 
31名 31.3 

シニア教授等で小学・中学・高校での勤

務経験（常勤）を持つ教員 
６名 

 
上記のうち小・中学校の管理職経験を

持つ教員 
４名 

（出典：教育学部総務担当による調査等に基づき作成） 

 

（資料・１－１－４）シニア教授（学生支援室担当）の主な業務 

名称 内容・題目等 

学生生活支援講座（１年次・前期） 
教育学部での学び方・教員としての資質の高め

方等 

社会連携科目（１年次・後期） 教師への道 

社会連携科目（２年次・前期） 教師の仕事 

教育実習オリエンテーション（１～４年次） 学生支援室の利用方法等 

指導案作成・模擬授業・採用試験対策等に関

する相談 
学生支援室にて随時受付 

教員採用試験対策講座（１～３年次・修士１

年次） 
基礎講座・１次対策・２次対策 

教員採用試験対策講座（４年次・修士２年次・

別科） 

マナー・願書の書き方・集団討論・個人面接・

模擬授業・１次模試・２次試験直前集中講座 

（出典：教員採用対策ハンドブック等に基づき作成） 
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（資料・１－１－５）教員採用対策ハンドブック・教員採用試験対策講座日程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：2013 年度教員採用対策ハンドブック及び厚生・就職委員会資料） 

 

○入学者選抜方法の工夫とその効果 

 本学部では平成 22 年度入試より、教職志望の学生を幅広く集めるため、個別学力試験（前

期）の試験科目を３科目から２科目選択へと変更した。その結果、入試の志願倍率（学部計）

は、平成 21 年度の 2.6 倍から、平成 22～25 年度の 3.0～3.4 倍と上昇した（資料・１－１

－６）。また、平成 23・24 年度にアドミッションポリシーの見直しを行い、入学までに学ん

でおくべきこと、課程毎の相違などを明確化した。さらに、出前授業（平成 27年度は 12月

までに 35校で実施）や学校訪問等を通した広報に力を入れている。 

 また、平成 28 年度入試から、従来第二志望までであった学科併願を第三志望までに拡大

し、小学校課程に推薦入試を導入した。さらに、平成 29 年度入試からは、教職意識の高い

学生を数多く入学させるため、個別学力試験の配点比率を高め、全学科で面接を導入する予

定である。 

 

（資料・１－１－６）教育学部入学試験の志願倍率（学部計） 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

志願倍率 3.0 3.4 3.1 3.1 2.5 2.8 

（出典：入学試験に関する調査・統計に基づき作成） 

 

○教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制の整備とその効果 

 全学の規定に従い、授業アンケートと授業参観を実施している。本学部のアンケートの実

施率は対象科目の 80～95％と高い水準にある（資料・１－１－７）。授業参観は毎年ほぼ全

学科で行われ、学部教員の半数以上が参加している。また、評価・FD委員会により、教員養

成に関わる多様な研修機会や手法が整理され、情報提供されている（資料・１－１－８）。

以上のような取り組みにより各教員の教育力が高まり、授業アンケートの数値が改善され

ている。 
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（資料・１－１－７）授業改善のためのアンケート実施率 

年度 

学期 

H22 

前 

H22 

後 

H23 

前 

H23 

後 

H24 

前 

H24 

後 

H25 

前 

H25 

後 

H26 

前 

H26 

後 

実施率（％） 92.1 80.0 94.3 90.4 90.3 82.8 95.5 86.0 86.2 85.0 

（出典：授業改善のためのアンケート実施報告書等に基づき作成） 

 

（資料・１－１－８）教員養成担当者としての力量を高める機会 

カテゴリー 名称 概要 効果 

シンポジウ

ム 

学習指導要領シ

ンポジウム 

 附属学校教員と連携し

た分科会の開催 

 学校教育全体に関わる新たな動向を知るこ

とができる。 

 教科教育等の新たな動向を知ることができ

る。 

教員養成機能充

実シンポジウム 

 教員養成機能の強化に

向けた各事業(教育実

習改革、カリキュラム

開発等)の報告 

 文部科学省の教育行政に関する考え方や県

教委・市教委の取り組みと方向性、学部や附

属学校の教育や実習等に関する新たな動向

を知ることができる。 

指導・助言 

研究指定校や校

内研修での指導

助言 

 研究授業の参観及び校

内研修での助言 

 学校現場での授業改善の取り組みを知るこ

とができる。 

 助言の準備、研究授業の観察、授業検討会で

の討論、助言等を通して、自分の講義の展開

の仕方等を改善することができる。 

教育センターの

研究員や研修受

講教員に対する

指導助言 

 研究員の授業参観及び

研究協力 

 現職教員への講義 

 学校現場での授業改善の取り組みを知るこ

とができる。 

 現職の先生方の講義と実習の反応、質問、

感想等により、講義内容や実習方法を改善

することができる。 

教育系の研究会

での指導助言 

 研究授業の参観及び校

内研修での助言 

 現場の教員との交流 

 学校現場での授業改善の取り組みを知るこ

とができる。 

 現場の教員の悩みや問題点、教育研究の方向

性を取り入れて大学の授業の改善に資する

ことができる。 

 交流を通じて、現場の教育の課題となってい

る点を知ることができる。 

教員免許状更新

講習・教員免許法

認定講習・教育セ

ンター研修(10年

経験者研修等を

含む) 

 現職教員向けの講習・

研修の担当 

 現職教員のニーズを把握し、教員養成の課

題を再検討できる。 

 現職の先生方とのディスカッションや質

問、試験での解答により自分自身の授業内

容や授業方法を改善することができる。 

教員研修会や実

技研修会での講

演や指導助言 

 教科内容に関する講

演や実技に関する指

導助言 

 現職教員が抱える悩みや課題について知る

ことができる。 

教育委員

会・教育現

場等との連

携・支援 

現職教員と連携

した授業実践 

 地域教材開発や協力

校教員と連携した授

業実践 

 現職教員が困っていることや必要としてい

る教材を知ることにより教材開発の視点を

得ることができる。 

現職教員との共

同研究 

 現職教員との実践的

な共同研究 

 教員養成の在り方について検討を行うこと

ができる。 

 教員との共同研究を通じてお互いが抱える

問題意識や課題などの共有を図ることがで

きる。 
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夏休み自由研究

相談教室 

 教員養成における教

育活動の一環として、

大学教員、学部生、大

学院生が小中学生お

よび現職教員からの

夏休み自由研究に関

する相談に対応 

 学校現場での自由研究への取り組みや指導

する現職教員が抱える悩みや課題について

知ることができる。 

専任教諭不在校

でのキャリア教

育支援 

 専任教諭以外でもキ

ャリア教育の実践が

可能となる支援活動 

 ものづくり教育を通じて、児童・生徒の将

来設計能力や情報収集能力および人間関係

形成能力の育成手法について助言。 

各種機関との連

携事業への参加

(学校教育外活動

への参加) 

 学校外機関による教材

開発に対する情報提供

及び実践協力 

 各種講習会での講話 

 ものづくりフェアなど

での指導 

 学校現場及び大学、学校外機関との連携を

図ることができる。 

 様々 な教育現場で実際に起こった事故や現

職教員が抱える悩みや課題について知るこ

とにより、授業改善の視点を得ることがで

きる。 

 学生の教員としての指導力を実践の場で確

認することができる。 

附属学校園教員

との連携 

 附属学校園の児童生

徒を対象とした授業

研究や指導 

 附属特別支援学校の

児童を対象とした体

験活動 

 附属学校園の先導的教育研究と連携し、そ

の理論・方法・効果を研究することができ

る。 

 障がいに配慮した教材準備の必要性や支援

方法を知ることができる。 

 教科教育における特別支援教育の視点を得

ることができる。 

研究会・学

会 

現職教員との定

例教育研究会・学

会 

 現場教員と卒業生およ

び学生たちとの定期的

な教育研究会・学会 

 現職教員、大学教員、学

部学生院生が一体とな

って、教材研究や研究

活動の相互啓発を行う 

 学校現場での授業研究や授業改善の取り組

みを知ることができる。 

 現職教員が抱える悩みや課題について知る

ことができる。 

 大学教員の授業改善、学部学生院生への教育

効果、モチベーション高揚に効果がある。 

教育系(民間団

体、自主的サーク

ル含む)の研究

会・学会・協議会

(日本教育大学協

会等を含む)の開

催・参加 

 課題研究発表及び自由

研究発表への参加 

 大学における授業実践

発表 

 大学の研究成果を学校現場と共有できる。 

 各大学の授業の実際を知ることができる。 

 教育実践、生活指導実践、授業研究、カリ

キュラム開発、進路指導など、最前線の緊

急課題、斬新的な実践報告を把握すること

ができるともに、理論的提案の有効性に議

論することができる。 

卒業生との

連携 

OB・OG との研究

会・交流会 

 卒業生および在学生

による研究発表会、卒

業生の仕事上の近況

報告を兼ねた話題提

供、在学生による教材

研究、卒業研究、修士

研究の紹介 

 ゼミOB・OGと学部学生

及び教員の交流 

 学校現場における授業の実態を知ることや

教材研究の視点を得ることができる。 

 現職教員(定年退職した教員も含む)が抱え

る悩みや課題、考え方について知ることが

できる。 

 学校現場や教員養成に関する課題を把握す

ることができる。 

 授業内容・方法の改善に生かすことができ

る。 

学科同窓会との

合同行事 

 学科の同窓会と連携し

た行事参加(美術科同

窓会展など) 

 教員養成に関する実践的な情報を同窓生よ

り得ることができる。 
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授業・実習 

教職実践演習及

び現地調査 

 教職実践演習の担当及

び現地調査の引率 

 教員養成全体の課題を把握することができ

る。 

 学生の教育実習体験後の問題意識を把握で

き、講義内容等改良できる。 

教育実習時の参

観指導・教育実習

後の研究会 

 教育実習の成果と課題

についての話し合い 

 実習との関係から講義内容を見直すことが

できる。 

 教育実習の改善、実習指導に関する意見交

換ができる。 

大学院における

授業実践研究 

 大学院生が開発した授

業の参観及び助言 

 附属学校との協力のもと教師の専門性向上

について考えることができる。 

授業における学

生へのコメント

調査・学生との交

流会 

 授業に対する学生のコ

メント収集 

 授業内容の不断の見直しができる。 

現職派遣教員及

び県教育委員会

等との交流 

 修論発表会への県教

委担当者の参加と講

評 

 現職派遣教員及びその派遣に関わる県教育

委員会担当部署との意見交換 

最終講義  テストの翌週に講義

を行う 

 テスト内容の解説、評価基準や規準、講義

の目標、復習の観点、教員養成カリキュラ

ムにおける本講義の成果の位置づけなどを

概説することで、他の講義の布石とするこ

とができる。 

全学生・教員参加

型の宿泊実習 

 学科所属の全教員・学

生が参加する宿泊体験

型の実習 

 教員・学生の一体感が醸成される。 

 多くの情報を共有することができる。 

会議 

定期的なランチ・

ミーティング 

 学科教員全員参加に

よる毎週１回のミー

ティングを開催 

 昼食時間を利用し自由な意見交換を行うこ

とができる。 

 授業改善、学生の動向など様々 の情報を共有

することができる。 

調査・研究 

科研による教員

養成カリキュラ

ムの分析・調査 

 教員養成の在り方検

討 

 教員養成全体の課題を把握することができ

る。 

（出典：平成 26 年度教育学部 FD 報告書） 

 

○教育プログラムの質の保証・質の向上のための工夫とその効果 

 平成 24年度から学部長、副学部長、各委員会の代表等を構成員とする教員養成機能充実

委員会が設置され、教育プログラム全体の質向上のための措置が迅速に行えるようになっ

た。これにより、各種プロジェクトの実施（学習指導要領シンポジウム、教員養成機能充実

シンポジウムの開催等）、実践型カリキュラムへの転換（学びのポートフォリオ、教職実践

基礎演習の導入等）、特別支援学校教員免許の取得拡充、キャリア教育や教員採用試験対策

の充実、入試改革等の取り組みが推進された。その成果については、事業報告書や教員養成

機能充実シンポジウム（資料・１－１－９）、保護者説明会等を通じ情報発信している。 

 以上の取り組みの中でも、特に評価が高いのは次の三点である。第一に、学習指導要領シ

ンポジウムは附属学校園との連携の面で評価が高く、学内で教育活動表彰（準グランプリ）

を受けた。第二に、特別支援学校教員免許の取得拡充については、熊本県・市教育委員会か

ら現場の要請に応えるものとして高く評価されている。第三に、教職実践基礎演習について

は、連携協力校（熊本市立黒髪小学校、桜山中学校）からの賛同・協力を得て、両校を活動

の場として活用させていただいている。 
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（資料・１－１－９）取り組みの成果を示す事業報告書・シンポジウム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：教員の資質向上に係る先導的取組支援事業報告書、教員養成機能充実シンポジウ

ム（第３弾）報告書） 

 

（水準） 

 期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 教育の実施体制に関しては、教員養成機能充実委員会を設置し、実践的カリキュラムへの

転換を推進する体制を整え、過去５年で５回の学習指導要領シンポジウム、４回の教員養成

機能充実シンポジウムを開催した点、元教育管理職等のシニア教授等への任用を進め、教職

意識の高揚やキャリア教育、教員採用試験対策の充実を図った点、教育現場のニーズを踏ま

え、特別支援学校教員免許の取得拡充を図った点、１～２年次に教職実践基礎演習を導入し

た点、入試改革を推進した点が特に優れているため、期待される水準を上回ると判断した。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

○体系的な教育課程の編成状況 

 学科別に学位授与とカリキュラム編成の方針が定められ、これに基づき各学科のカリキ

ュラムが編成されており、全学的なカリキュラムマップ検証により、その妥当性が裏付けら

れている（資料・１－２－１）。また、教員養成プログラム配置図（資料・１－２－２）や

４年間の学びを見通し・振り返るためのポートフォリオ（資料・１－２－３）を作成するな

ど、学部独自の工夫をしている。さらに、平成 27年度には１～２年次に教職実践基礎演習

を導入し、４年次の教職実践演習に至る一貫した学びの流れを作り出し、実践型教員養成機

能への転換が大きく進展した。 

 

（資料・１－２－１）カリキュラムマップの検証結果（小学校課程の検証結果の一部） 

教養教育科目・専門教育科目を通して、各学習成果を達成できる科目配置となっているか 

小学校課程において期待される学習成果 カリキュラムマップの検証結果 

1-① 
文化・社会に関する一般的な理解と

関心を持っている 

教養科目（学系：人文社会）、専門基礎科目

（日本国憲法）、小学校の教科に関する専門

科目（国語・社会・音楽・美術・家庭・生活）

の履修によって達成できる。 

1-② 
自然・生命に関する基本的な理解と

広い視野を持っている 

教養科目（学系：自然及び生命）、小学校の

教科に関する専門科目（算数・理科・保健体

育・家庭・生活）の履修によって達成できる。 

2-① 
教職に関する基本的理論・概念につ

いて説明することができる。 

教員養成課程共通の教職に関する専門科目

の履修によって達成できる。 

2-② 
教科に関する基本的理論・概念につ

いて説明することができる。 

小学校の教科（９教科）に関する専門科目、

副専攻学科の教科に関する専門科目の履修

によって達成できる。 

2-③ 
教員として必要な知識・技能を持つ

ことができる。 

小学校の教職に関する専門科目、副専攻学

科の教職に関する専門科目、教職実践演習

などの履修によって達成できる。 

3-① 
教育に関する課題を見出し、解決方

法を提案することができる。 

小学校の教職に関する専門科目、副専攻学

科の教職に関する専門科目の履修によって

達成できる。 

4-① 

教員として必要なコミュニケーシ

ョン能力と倫理観を身に付け、社会

に貢献することができる。 

専門基礎科目（日本国憲法）、道徳教育の研

究、人権教育論、教育相談などの履修によっ

て達成できる。 

5-① 
国際的な問題に関心と理解力を持

ち、国際感覚を身に付けている。 

外国語科目（教養）、教養科目（学系：人文

社会）の履修によって達成できる。 

6-① 

情報通信技術（ICT）を活用するため

に必要な知識・技能・倫理を身に付

け、情報の収集・分析・加工・発信

を行うことができる。 

情報科目（教養）の履修によって達成でき

る。 

7-① 

あらゆる専門分野や社会生活の基

盤として求められる読解力、文章表

現力、数的処理能力を身に付けてい

る。 

教養科目（学系：人文社会及び自然）、小学

校の教科及び教職に関する専門科目（国語・

算数など）、副専攻学科の専門科目の履修に

よって達成できる。 

（出典：学習成果に基づく学士課程教育プログラムカリキュラムマップの検証（平成 25

年３月 29日）に関する回答文書に基づき作成） 
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（資料・１－２－２）教員養成プログラム配置図 

 

（出典：教職実践基礎演習説明会資料より） 

 

（資料・１－２－３）教育学部 学びのポートフォリオ 

 

（出典：教育学部 学びのポートフォリオ（平成 27 年度入学者用） 
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○社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

 教育委員会等と連携し、ユア・フレンド事業（不登校児童・生徒への支援活動）、フレン

ドシップ事業（公民館等での子どもを対象とする活動）、スクールトライ事業（連携協力校

での学校行事等の体験）、教員インターンシップ事業等、現代的教育課題に対応する活動を

多数設定し、これを教員養成プログラムの中に組み込んでいる（前掲資料・１－２－２、

p11）。また、近年需要が高まっている特別支援学校教員免許については、平成 26 年度から

特別支援コア科目を開設し、他課程からの取得を促進している（資料・１－２－４）。 

 

（資料・１－２－４）特別支援学校教員免許取得の手引き 

  

（出典：特別支援学校教員免許取得の手引き） 

 

○国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

 教養教育科目として、ネイティブ・スピーカーによる英会話コース、リスニングコース、

リーディングとライティングを中心とするコース、CALL コースを設けている。また、国際

交流委員会の支援の下、英語圏、中国語圏等の大学への留学生派遣や受け入れが盛んに行わ

れている。平成 25～26 年度の海外派遣留学生は６名、平成 26 年度に本学部に在籍した外

国人留学生は 36 名であり（資料・１－２－５）、各１名の学部生及び大学院生がチューター

として留学生の支援を行っている。さらに、毎年、学期途中に留学生との交流パーティー、

年度末に教員研修留学生及び国際交流に関わる奨学金受給者の報告会が開催されている

（資料・１－２－６）。 
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（資料・１－２－５）教育学部国際交流通信「水輪」 

  
注：上記資料の右ページに留学生数の根拠となる名簿が掲載されているが、留学生の氏

名が記載されているため、個人情報保護の観点から黒塗りしている。 

（出典：教育学部国際交流通信「水輪」） 

 

（資料・１－２－６）国際交流委員会が開催する行事への参加人数 

行事 年度・回 参加人数 

留学生との交流パーティー 平成 27 年度第１回 41 名 

平成 27 年度第２回 57 名 

教員研修留学生研究報告会及び国際

奨学事業支援奨学金成果報告会 

平成 26 年度 約 15 名 

平成 27 年度 約 20 名 

（出典：教育学部教務担当調べ） 

 

○養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

 養成する人材像を明示した学位授与の方針とカリキュラム編成方針に基づき、多様な教

育プログラムを段階的に配置している（前掲資料・１－２－２、p11）。また、１～２年次の

教職実践基礎演習から４年次の教職実践演習に至る流れを見通した指導ができるよう、学

びのポートフォリオ（前掲資料・１－２－３、p11）を作成している。 

 他方、教職実践基礎演習（平成 27 年度から）では、学部での講義・演習と連携協力校等

での体験的活動を組み合わせた指導方法（資料・１－２－７）、教職実践演習（平成 25 年度

から）では、学部での講義・演習と学校現場での調査、模擬授業、e-learning 等を組み合わ

せた指導方法（資料・１－２－８）を採用している。各教員は、このような学部全体での取

り組みに参加しながら、各授業での指導方法の改善に努めている。その結果、授業アンケー

トの結果は概ね良好であり、全体としてさらに改善傾向にある（資料・１－２－９、１－２

－10）。 
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（資料・１－２－７）教職実践基礎演習の授業計画 

 

（出典：教職実践基礎演習説明会資料より） 

 

（資料・１－２－８）教職実践演習の授業計画（小学校課程の例） 

 

（出典：教職実践演習ガイダンス資料より） 
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（資料・１－２－９）授業アンケートの結果の経年変化 

 

（出典：授業改善のためのアンケート実施報告書） 

 

（資料・１－２－10）アンケート結果の経年変化についての分析 

 

（出典：平成 26 年度授業改善のためのアンケート実施報告書（一部表現を変更）） 

 

○学生の主体的な学習を促すための取組 

 授業アンケートのうち、授業時間外での学習時間に関する設問（資料・１－２－９、１－

２－10 の Q7）への回答の経年変化を見ると、授業時間以外に全く学習をしない層は平成 26

年度の前学期まで減少し続けており、毎週３時間未満の授業時間外の学習をする層が拡大

している（資料・１－２－11）。このように改善が続いてきた背景には、平成 24 年度には

①Q1～Q5 への回答の平均値の推移について 

 Q1（授業の難易度）については、一般的には数値が 3（ちょうどよかった）に近づく

ほどよいと考えられ、2 未満が全学で要注意とされている。これに対し、Q2（教員の声

の聞き取りやすさ）、Q3（授業の手段の有効性）、Q4（教員との双方向的なやりとり）、Q5

（授業の目標の明示）については数値が 1（非常に聞き取りやすかった、非常に有効だ

った等）に近づくほどよいと考えられ、2.5 以上が要注意とされている。 

 このことを踏まえて言えば、Q1～Q5 のいずれについても、本学部の授業は概ね良好な

状況にあり、一時的（平成 26 年度前学期）にその傾向に足踏みや若干の後退が生じた

感があるが、過去５年間を通じてさらに改善傾向にあると言える。 

 

②Q6～Q10 への回答の平均値の推移について 

 Q6（授業の目標の達成度）、Q8（授業の有意義さ）、Q9（授業展開のつながりのよさ）、

Q10（教育に関心をもてたか）のいずれについても、平均値が 1（十分に達成できた等）

に近づくほどよいと考えられ、2.5 以上が要注意とされている。また、Q7（授業時間外

の学習時間）についても平均値が 1（3時間以上）に近づくほどよいと考えられるが、4

（1時間未満）以上の場合に注意が求められる。 

 このことを踏まえて言えば、Q7 以外の設問については本学部の授業は概ね良好な状

況にあり、一時的（平成 26 年度前学期）にその傾向に足踏みや若干の後退が生じた感

があるが、過去５年間を通じてさらに改善傾向にあると言える。 
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94.3％、平成 25 年度には 97.4％の授業科目で予習・復習に関する指示が適切に行われてい

たこと（シラバスチェック報告書より）、講義棟に自習スペースや、授業のない時間帯に自

習に使える教室を設けるなどの工夫がある。 

 本学部では現在、学生の主体的な学習をさらに促すため、正統的周辺参加の理論（資料・

１－２－12）に依拠しつつ、連携協力校等での体験的活動を含む多様な教育プログラムを各

段階に配置するとともに、学生が自らの学びの道筋を見通したり、振り返ったりしながら主

体的に学習していくことができるよう、学びのポートフォリオを活用した指導を行ってい

る（前掲資料・１－２－２、１－２－３、p11）。 

 

（資料・１－２－11）授業時間外での学習時間の経年変化 

 

（出典：平成 26 年度授業改善のためのアンケート実施報告書） 
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（資料・１－２－12）正統的周辺参加の理論 

 

（出典：教職実践基礎演習説明会資料より） 

 

（水準） 

 期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 教育内容・方法に関しては、学部での講義・演習と学校現場での調査、模擬授業、e-

learning 等を組み合わせた教職実践演習を実施している点（平成 25 年度から）、特別支援

免許取得の拡充を図っている点（平成 26 年度から）、教員養成プログラム全体の配置図を作

成し、学びのポートフォリオを指導に用いている点（平成 26年度から）、連携協力校での体

験的活動等を含む教職実践基礎演習を導入した点（平成 27 年度から）が特に優れている。

また、授業アンケートの結果も概ね良好であり、全体として改善を続けている。以上を踏ま

え、期待される水準を上回ると判断した。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

（観点に係る状況） 

○履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

 成績評価については、各授業科目にふさわしい評価基準・方法を定め、授業計画書に明記

している。卒業認定基準は教育学部規則及び履修案内に明記してあり、新入生ガイダンスで

も必ず説明している。卒業論文に関しては、関連規則を学生便覧に示し、論文提出等に関す

る具体的指示はその都度掲示により行っている。 

 過去５年間の単位修得、休学、退学・除籍、学位授与等の状況に大きな変化は見られず、

概ね良好である。留年者数は平成 22～24 年度は 50 名前後であったが、平成 25・26 年度で

半数近くまで減少している（資料・２－１－１）。このような変化が生じた一因として、各

学科での指導や保護者への連絡など、成績不振者に対する対応を丁寧に行ったことがある。 

 

（資料・２－１－１）単位修得、留年、休学、退学・除籍、学位授与等の状況 

項目 H 22 H 23 H 24 H 25 H 26 H27 備考 

単位取得率（％） 87.1 87.0 88.2 89.6 90.4 91.7 年度実績 

留年者数（人） 45 51 51 32 27 47 年度実績 

休学者数（人） 13 13 8 16 19 16 5月1日現在 

退学・除籍者数（人） 10 8 12 10 14 9 年度実績 

学位授与数（件） 302 304 301 307 296 320 年度実績 

標準修業年限内卒業・修了率(%) 88.85 90.45 89.64 91.61 87.58 91.25 年度実績 

標準修業年限×1。5年内卒業・修了率(%) 94.06 94.94 94.26 96.82 94.84 99.38 年度実績 

（出典：熊本大学データ集・大学年報・卒業判定資料等に基づき作成） 

 

○資格取得状況、学外の語学等の試験の結果、学生が受けた様々な賞の状況から判断される

学習成果の状況 

 免許・資格取得の状況にも大きな変化は見られず、引き続き順調である（資料・２－１－

２）。論文投稿・学会発表、芸術・スポーツ活動（展覧会、演奏会、競技会等への参加）も

活発化している（資料・２－１－３、２－１－４）。学生の受賞も続いており、多方面の活

躍を裏付けている（資料・２－１－５）。 

 

（資料・２－１－２）学生の免許・資格取得の状況 

免許種 H 22 H 23 H 24 H 25 H26 H27 備考 

教員免許全体* 260 227 255 256 259 296 

*教員免

許取得者

全体の実

人数 

小学校 196 166 185 182 179 195 

中学校 188 161 174 181 178 192 

高等学校 197 185 181 184 185 185 

特別支援 22 19 24 26 23 21 

養護教諭 32 30 34 32 32 32 

幼稚園 68 55 56 60 53 64 

社会福祉主事 0 0 4 0 0 0 

社会福祉士 2 1 4 9 5 2 

（出典：熊本大学データ集・大学年報等に基づき作成） 
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（資料・２－１－３）学生の論文投稿・学会発表等の状況 

年度 
査読無し論文件数 査読論文件数 発表件数 

その他 合計 
日本語 英語 日本語 英語 国内 国際 

H21 5 0 2 2 5 0 1 15 

H22 7 0 4 1 3 0 1 16 

H23 4 0 4 0 8 1 3 20 

H24 7 0 4 1 9 0 1 22 

H25 6 0 5 1 7 1 6 26 

H26 5 0 7 0 8 0 4 24 

H27 7 0 1 0 11 0 1 20 

（出典：個人調書（教員）に基づき作成） 

 

（資料・２－１－４）学生の芸術・スポーツ活動等*の状況 

年度 
芸術作品・演奏 スポーツ活動 

その他 合計 
日本語 英語 国内 国際 

H22 12 0 24 0 0 36 

H23 19 0 19 0 0 38 

H24 21 0 21 0 0 42 

H25 23 0 48 0 0 71 

H26 9 0 43 0 0 52 

H27 12 1 7 2 3 25 

 *展覧会への出品、演奏会への出演、競技会への出場等 

 （出典：個人調書（教員）に基づき作成） 

 

（資料・２－１－５）学生の受賞例 

 

 東光原文学賞（平成 22、24、25 年度） 

 日本理科教育学会九州支部大会発表論文賞（平成 22、23、24、25 年度） 

 音の夢ピアノコンクール優秀賞（平成 23年度）、第２位（平成 24年度）、第１位 

 （平成 25 年度）、日本バッハコンクール金賞（平成 26、27 年度） 

 ヨーロッパ国際ピアノコンクール inJapan 優秀賞、ディプロマ賞（平成 27 年度） 

 九州音楽コンクール金賞（平成 22、23、25 年度）、最優秀賞（平成 23 年） 

 二紀展奨励賞（平成 23年度）、九州青年美術展文部科学大臣賞（平成 24年度） 

 熊本県美術協会 KAB 賞（平成 23年度）、KKT 賞（平成 24年度） 

 全国国立大学柔道優勝大会 3位（平成 25年度） 

 精密工学会ベストプレゼンテーション賞（平成 22 年度） 

 日本産業技術教育学会学会長賞（平成 23、25 年度）、優秀賞（平成 26 年度） 

 都道府県対抗・学生観光 PRアワードグランプリ（観光庁長官賞）（平成 25 年度） 

 

（出典：個人調書（教員）に基づき作成） 
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○学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査結果とその分析結果 

 授業アンケートは、本学部ではほとんどの項目で良好であり、全体として改善傾向にある

（前掲資料・１－２－９、１－２－10、p15）。授業の目標の達成度や授業への満足度につい

ても、平成 26年度にはやや後退が見られたものの、全体として改善し続けている（資料・

２－１－６、２－１－７）。 

 また、平成 25 年度卒業生について履修カルテの分析を行った結果、教員としての資質（14

項目、各４点満点）が順調に伸びていることが明らかになった。小学校課程の例を挙げると、

２年次終了時点では「他者との連携・協力」だけが平均値 3.0 以上であったが、附属学校で

の教育実習を経験した３年次終了時点では、「教育の意義」、「教育時事問題」、「他者との連

携・協力」、「共同授業や研究会の実施」、「教員としての基本的事項」、「報告書・諸届出」、

「幼児・児童及び生徒理解」が 3.0 以上となった。さらに、協力校での教育実習を終えた段

階（教職実践演習前）では、すべての項目が 3.0 以上となり、「教育の意義」、「教育時事問

題」、「他者との連携・協力」、「教員としての基本的事項」、「幼児・児童及び生徒理解」が 3.5

以上となった（資料・２－１－８）。 

 

（資料・２－１－６）授業の目標の達成度に関するアンケート結果の経年変化 

 

（出典：平成 26 年度授業改善のためのアンケート実施報告書に基づき作成） 

 

（資料・２－１－７）授業の有意義さに関するアンケート結果の経年変化 

 
（出典：平成 26 年度授業改善のためのアンケート実施報告書に基づき作成） 
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（資料・２－１－８）履修カルテの分析結果（小学校課程の例） 

 

  

（出典：教員の資質向上に係る先導的取組支援事業報告書） 

 

（水準） 

 期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 学業の成果に関しては、履修及び卒業、免許・資格の取得の状況はいずれも良好であり、

平成 25・26 年度には留年者数が以前の半数近くまで減少している。論文投稿・学会発表、

芸術・スポーツ活動等も活発化している。授業の目標の達成度や授業への満足度に関するア
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ンケート結果も良好であり、さらに改善傾向にある。加えて、履修カルテの分析の結果、教

員としての力量も確実に高まっていると考えられるため、期待される水準を上回ると判断

した。 
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観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況） 

○進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の状況 

 進路状況は概ね順調である。学部全体の推移としては、平成 25 年度以降大学院進学率が

回復傾向にあり、就職率も平成 24年度以降上昇傾向にある（資料・２－２－１）。課程別に

見ると、大学院進学が多いのは中学校課程と特別支援課程である（資料・２－２－２）。他

方、就職先としては教育・学習支援業が多数（平成 26年度：61.2％（熊本大学データ集よ

り））を占めている。 

 

（資料・２－２－１）学部卒業者の大学院進学率及び就職率の推移 

進路種別 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

大学院進学率（％） 14.6 12.2 9.6 11.1 15.2 18.1 

就職率（％） 85.3 77.2 84.2 90.4 90.8 92.8 

（出典：熊本大学データ集・大学年報等に基づき作成） 

 

（資料・２－２－２）平成 26年度学部卒業者の進路状況（課程別） 

区分 
卒業者
数 A 
 (人) 

進学者
数 B  
(人) 

進学率
B/A 

（％） 

就職希
望者数 
C (人) 

就職者
数 D 
(人) 

就職率 
D/C 

（％） 

教育学部全体 296 45 15.2 238 216 90.8 

小学校教員養成課程 109 14 12.8 88 78 88.6 

中学校教員養成課程 77 20 26.0 56 52 92.9 

特別支援学校教員養成課程 20 5 25.0 15 13 86.7 

養護教諭養成課程 32 2 6.3 30 25 83.3 

地域共生社会課程 22 1 4.5 19 19 100 

生涯スポーツ福祉課程 36 3 8.3 30 29 96.7 

 （出典：熊本大学データ集・大学年報等に基づき作成） 

 

 教員養成課程卒業者の教員就職率（卒業年の９月時点での集計、臨時採用を含む）は、平

成 21 年度卒が 40％台後半であったのに対し、平成 22、23、25、26 年度卒が 50％台後半、

平成 24 年度卒は 60％台と過去５年間で大きく改善されている（資料・２－２－３）。また、

文部科学省発表の大学別就職状況（教員養成課程）によると、平成 24・25 年度の場合、九

州・沖縄地区の国立教員養成系大学・学部の中で教員就職率が最も高いのは、福岡教育大学

の約 60～65％である。本学部の教員就職率は、これに次ぐ 60％前後という数値であり、佐

賀大学と並んで総合大学の中では最も高くなっており、採用状況の厳しい九州・沖縄地区に

あって健闘している（資料・２－２－４）。その背景には、小・中学校の管理職経験者をシ

ニア教授等として採用するなど、キャリア教育や採用試験対策の面で工夫を重ねてきたこ

とがある（前掲資料・１－１－４、１－１－５、p４～５）。 

 

（資料・２－２－３）教員養成課程卒業者の教員就職率の推移（臨時採用を含む） 

時点 
H22 年度 
卒業者 

H23 年度 
卒業者 

H24 年度 
卒業者 

H25 年度 
卒業者 

H26 年度 
卒業者 

卒業年の9月時点
（％） 

58.0 57.1 62.1 57.6 58.3 

平成26年9月時点
（％） 

65.0 60.9 63.4 58.3 - 

（出典：厚生・就職委員会資料等に基づき作成） 
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（資料・２－２－４）国立教員養成系大学・学部卒業者の教員就職率（九州・沖縄地区） 

卒業年度 福岡教育 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 琉球 全国 

H24（％） 60.7 62.4 47.7 62.1 56.4 54.9 46.5 54.6 61.3 

H25（％） 65.2 56.8 52.2 57.6 58.1 50.3 40.6 52.7 60.4 

（出典：文部科学省「大学別就職状況（教員養成課程）」に基づき作成） 

 

○在学中の学業の成果に関する卒業・修了生及び進路先・就職先等の関係者への意見聴取等

の結果とその分析結果 

 平成 26年度に実施された卒業生アンケート（回答者：平成 16、21、23 年度の卒業生）に

よれば、卒業生の多く（70%前後）が、確かな専門性、コミュニケーション能力、自己理解・

主体的行動能力、コンプライアンス・倫理観・モラルなど、教員に必要な能力が教育学部で

身についたと考えている（資料・２－２－５）。また、教員養成機能充実シンポジウム（平

成 24年度）で示された意見として、現職教員が大学の授業に求めるものとしては、指導案

の書き方、授業の方法など、授業研究に関するものが最も多いという指摘がある。本学部と

しては、４年次の教職実践演習に模擬授業を取り入れ、指導力を確認するなどの方法でこの

ような要請に応えている。また、教育学部諮問会議でも同様の意見聴取を行い、教員養成機

能充実委員会等で対応を検討している。 

 

（資料・２－２－５）教育学部の卒業生アンケートの結果 

  

  

（出典：平成 26 年度実施卒業生アンケートデータ（教育学部）より） 
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74%

25%1%
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いない
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5%
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いえない

3身に付いて

いない
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（水準） 

 期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 進路状況は概ね順調であり、平成 25年度以降大学院進学率が回復傾向にあり、就職率も

平成 24 年度以降上昇傾向にある。また、教員養成課程卒業者の教員就職率も平成 22 年度

以降、50％～60％台と大きく改善されており、九州・沖縄地区の国立総合大学の教員養成学

部の中で最も高くなっている。さらに、卒業生アンケートに対し、教育学部の卒業生の多く

が、確かな専門性、コミュニケーション能力、自己理解・主体的行動能力、コンプライアン

ス・倫理観・モラルなどが学部で身についたと回答している。以上のことから、期待される

水準を上回ると判断した。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 教育の実施体制の面では、特に次の点で質の向上が見られる。教員養成機能充実委員会を

設置し、ミッションの再定義に掲げた実践的カリキュラムへの転換を推進する体制を整え

た点、学習指導要領シンポジウム（平成 22～26 年度）や教員養成機能充実シンポジウム（平

成 24～27 年度）を開催した点、元学校管理職等のシニア教授等への任用を進め、教職意識

の高揚やキャリア教育の充実に向けた体制を整えた点である。 

 教育内容・方法の面では、特に次の点で質の向上が見られる。学部での講義・演習と学校

現場での調査、模擬授業、e-learning 等を組み合わせた教職実践演習を実施している点（平

成 25年度から）、特別支援コア科目を開講し特別支援免許取得の拡充を図っている点、４年

間の学びを見通し、振り返るための学びのポートフォリオを導入した点（平成 26 年度から）、

教職実践基礎演習を１～２年次に導入し、４年次の教職実践演習に至る一貫した学びの流

れを作り出した点（平成 27 年度から）である。 

 なお、学部教育に対する附属学校園の貢献に関しては、特に次の点が注目される。幼・小・

中連携を視野に入れたカリキュラム開発に関する共同研究を継続的に実施し、その成果を

学習指導要領シンポジウム（平成 22～26 年度）で発表し、書籍『論理的思考力・表現力育

成のためのカリキュラム開発』（平成 27年）にまとめた点である。 

 以上の理由から、教育活動の状況は平成 21 年度末に比べて重要な質の変化があったと判

断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 学業の成果に関しては、特に次のような４つの点で質の向上が見られる。第１は論文投

稿・学会発表、芸術・スポーツ活動が活発化しており、学生の受賞が続いている点、第２は

留年者数が平成 25・26 年度で半数近くまで減少した点、第３は授業の目標の達成度や授業

の有意義さに関するアンケート結果が良好であり、さらに改善傾向にある点、４番目が履修

カルテの分析（平成 26 年度）の結果、教員としての力量が確実に高まっている点である。 

 進路・就職の状況に関しては、特に次のような３つの点で質の向上が見られる。第１は平

成 25 年度以降大学院進学率が回復傾向にあり、就職率も平成 24 年度以降上昇傾向にある

点、第２は教員養成課程卒業者の教員就職率も、平成 22 年度以降は 50～60％台と大きく改

善されている点、３番目が特に平成 24・25 年度の場合、九州・沖縄地区の国立大学（単科

大学を除く）の教員養成学部の中では最も高くなっている点などである。 
 以上の理由から、教育活動の状況は平成 21 年度末に比べて重要な質の変化があったと判

断する。 
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Ⅰ 教育学研究科の教育目的と特徴 

 

［教育学研究科の教育目的］ 

１ 教育学研究科は、学部における教員養成教育を基礎として、広い視野に立って精深な教

育学的学識及び研究方法を授けるとともに、教育の場に関する理論と実践の研究能力及

び専門性を高め、教員として必要な資質能力を向上させることを目的とする。また、教員

養成の研究者として、大学院博士課程への進学を含め、教員養成系大学・教育研究機関の

研究者や指導者又は、各地域の教育センターの研究者・指導者などを育成するとともに、

教職専門及び教科専門に関わる実践的指導者を養成することも併せて目的としている。

平成 25 年 12 月 18 日のミッションの再定義において、「熊本大学の教員養成分野は、熊

本県教育委員会及び熊本市教育委員会との連携により、地域密接型を目指す大学として、

義務教育諸学校に関する地域の教員養成機能の中心的役割を担うとともに、熊本県にお

ける論理的思考力・表現力育成のためのカリキュラム開発等の教育研究や子ども理解と

教員としての資質育成等の社会貢献活動等を通じて我が国の教育の発展・向上に寄与す

ることを基本的な目標とし、実践型教員養成機能への質的転換を図るものとする」旨を公

表した。 

 

［教育学研究科の各専修と入学定員］ 

２ 教育学研究科は、昭和 61年４月に設置した修士課程の大学院研究科で、現在、学校教

育実践専攻（学校教育、特別支援教育、養護教育の各専修）、教科教育実践専攻（言語系

教育、理数系教育、社会系教育、生活系教育、芸術・スポーツ系教育の各専修）の２専攻

８専修を設置している。教育学研究科を修了した者には修士（教育学）の学位が授与され、

所要の基礎資格（一種免許状）を有する者は当該教科の専修免許状を取得できる。学生の

入学定員は、学校教育実践専攻 13 名、教科教育実践専攻 34 名、合計 47 名である。 

 

［教育学研究科の特徴］ 

３ 平成 21 年度改組により「実践性・学際性・現代性」という三つの理念に基づく教育課

程の編成を通して、高度な実践的指導力を備えた学校教員等の養成を行っている。 

４ 学校教育実践専攻、教科教育実践専攻の２専攻を有し、学校教育実践専攻に特別支援教

育専修と養護教育専修を設置していることは全国の教育学研究科の中でも特筆に値する。 

５ 学校教育専修の心理学コースの中に、臨床心理士の養成コースがあり、多くの大学院生

が臨床心理士の道を目指して学習研鑽を積んでいる。 

６ 各教科等の実践的指導力や特別支援、いじめ・不登校、心身の健康などの現代的教育課

題への対応力を高める取組を継続的に行い、その成果を現代的教育課題に関する授業科

目に活かしている。 

７ 教育学研究科には、熊本県教育委員会及び熊本市教育委員会から毎年現職教員が２年

間派遣され、大学院生として入学している。彼等は大学院を修了した後、教職現場に復帰

し、各現場でリーダーとなり、その後、指導主事、管理職等として活躍している。 

８ このほか、大学院に準じるものとして特別支援教育特別専攻科（定員 30 名）がある。 
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[想定する関係者とその期待] 

 教育に関心を持つ受験生とその家族、教育学部・教育学研究科の在学生とその家族、卒業

生・修了生、卒業生・修了生の就職先、教育委員会、学校教育・社会教育関係者等を関係者

として想定し、教育に関する多様な学びの機会の充実、理論と実践の往還を通じた実践的指

導力の向上、現代的教育課題への対応等を期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況)  

○教員組織編成や教育体制の工夫とその効果 

 専任教員は複数のコースからなる専修に所属し、学生の指導にあたっている（資料・１－

１－１）。このような体制には、各教員は専門分野の研究レベルを維持しながら隣接領域（言

語系教育専修の場合、国語教育コースと英語教育コース）の教員と連携して学生の教育にあ

たることができるというメリットがある。また、大学院教育の実施、改善、改革に関わる委

員会としては、教務委員会、評価・FD委員会、企画委員会、入試委員会、国際交流委員会、

教員養成機能充実委員会、教育活動推進委員会等がある（資料・１－１－２）。特に、教員

養成機能充実委員会は、後述するように学習指導要領シンポジウム等の企画を推進し、大学

院生の学びや研究発表の場を広げることに貢献している。 

 

（資料・１－１－１）各専修の常勤教員数（平成 27 年９月現在） 

専攻 学校教育実践 教科教育実践 

計 
専修 

学校 

教育 

特別 

支援 

教育 

養護 

教育 

言語系

教育 

社会系

教育 

理数系

教育 

芸術・

スポー

ツ系 

教育 

生活系

教育 

定数 

＊１ 
15 5 8 14 10 17 24 11 104 

現員 14 5 8 14 10 16 21 11 99 

＊１ 定数は教授会決定による 

（出典：平成 27 年９月 11 日学科主任会議資料に基づき作成） 

 

（資料・１－１－２）委員会一覧（大学院教育関連） 

委員会名 構成員 

企画委員会 委員長（副学部長）１名＋各学科委員16名 

評価・FD委員会 委員長（教授会選出）１名＋各学科委員16名 

教務委員会 委員長（教授会選出）１名＋各学科委員16名 

入試委員会 
委員長（副学部長）１名＋入試委員２名（教授会選出）＋教務委

員長１名＋委員１名（教務委員会推薦） 

国際交流委員会 
委員長（教授会選出）１名＋副学部長１名＋各系委員６名＋委

員長推薦２名＋国際化推進センター委員１名 

教育活動推進委員会 
学部長１名＋副学部長２名＋実践センター長１名＋評価・FD委

員長１名＋各系委員５名 

教員養成機能充実委員会 
学部長１名＋副学部長２名＋実践センター長１名＋各種委員会

委員長４名＋学部長指名若干名 

（出典：平成 27 年度専修主任・各種委員等名簿等に基づき作成） 
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○多様な教員の確保の状況とその効果 

 教員人事は、各専修・コース（学部の各学科に概ね対応）からの発議に基づき、人事委員

会、選考委員会、教授会での慎重な審議に基づき行われる。平成 22～27 年度の人事は計 29

名で、そのうち小学校・中学校・高等学校での勤務経験を持つ教員が２名、海外での教育研

究歴のある教員が３名と多様な人材の確保が進んでいる（資料・１－１－３）。教職経験や

海外の大学での教育研究の経験は教育内容や講義等に生かされている。 

また、定年退職後の教育学部教員で有能かつ必要な分野の教員や小・中学校校長経験者で

有能な人材をシニア教授・准教授として採用している（資料・１－１－４）。この補充を通

して、学校教育、特別支援教育、養護教育の３専修と、教科教育実践専攻の５専修 10 コー

スの教員確保ができ、大学院生の希望に沿った研究指導が行われている。この点は全ての専

修が揃わない教育学研究科が多い中、本研究科の優れた点である。 

 

（資料・１－１－３）平成 22年度～27年度の採用人事一覧 

採用年度 採用時職名 学科等 
学校現場での勤務経験、海外での

教育研究歴 

平成 22 年度 
准教授 学校教育（心理学系）  

准教授 保健体育  

平成 23 年度 

准教授 英語教育  

准教授 特別支援教育 特別支援学校での勤務経験あり 

准教授 保健体育  

講師 数学教育  

准教授 特別支援教育  

平成 24 年度 

教授 学校教育（教育学系）  

准教授 技術教育  

教授 美術教育  

講師 家政教育  

平成 25 年度 

准教授 英語教育 海外の大学での教育歴あり 

講師 音楽教育 海外の大学での教育歴あり 

講師 保健体育  

講師 美術教育  

准教授 学校教育（教育学系）  

平成 26 年度 

准教授 養護教育  

准教授 社会科教育  

教授 家政教育  

准教授 社会科教育  

講師 学校教育（教育学系）  

教授 養護教育  

講師 音楽教育  

准教授 国語教育 高等学校での勤務経験あり 

講師 音楽教育 海外の大学での研究歴あり 

准教授 国語教育  

准教授 養護教育  

平成 27 年度 
教授 数学教育  

准教授 美術教育  

（出典：平成 22 年度～27 年度人事記録より作成） 
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（資料・１－１－４）シニア教授・准教授の任用状況と学校現場での教育経験 

採用

年度 

採用時

職名 
担当（専修・センター） 学校現場での勤務経験 任用継続 

平成

25 

年度 

シニア

教授 
社会系教育 なし 

～平成 27

年度 

シニア

准教授 

教育実践総合センター 

（学生支援室） 
教諭・教頭・校長 

～平成 26

年度 

シニア

教授 

教育実践総合センター 

（学生支援室） 

教諭・校長 

県教育庁義務教育課長補佐等 

～平成 27

年度 

シニア

教授 

教育実践総合センター 

（学生支援室） 

教諭・校長 

市教育委員会指導課長補佐等 

～平成 27

年度 

平成

26 

年度 

シニア

教授 
教育実践総合センター なし 

～平成 27

年度 

シニア

教授 
教育実践総合センター なし 

～平成 27

年度 

シニア

准教授 

教育実践総合センター 

（特別支援教育相談室） 

教諭・教頭・校長 

市教育センター指導主事等 

～平成 27

年度 

シニア

准教授 
養護教育 

養護教諭 

県教育庁指導主事等 

～平成 27

年度 

平成

27 

年度 

シニア

教授 
生活系教育 なし  

シニア

教授 
理数系教育 なし  

シニア

教授 
芸術・スポーツ系教育 教諭  

シニア

教授 
芸術・スポーツ系教育 なし  

シニア

教授 
芸術・スポーツ系教育 なし  

シニア

准教授 

教育実践総合センター 

（学生支援室） 

教諭・教頭・校長 

市教育委員会教育審議員等 
 

（出典：平成 22 年度～27 年度人事記録より作成） 

 

○入学者選抜方法の工夫とその効果 

 本研究科には多様な専修・コースがあるため、専修（計８専修）ごとに入学定員を設ける

一方、各コース（計 14コース）で試験問題を作成し選抜を実施している（資料・１－１－

５）。９月の大学院入試の結果入学予定者が定員に達しなかった場合、１月に二次募集を行

い、概ね定員充足に達している（資料・１－１－６）。 

 熊本県教育委員会派遣の現職教員の受け入れの場合は、英語の試験や専門科目の試験に

現場での研究論文等の代替科目（現職教員等に対する研究業績等による代替措置）を設けて

いる（資料・１－１－７）。それにより現職派遣の受験生は研究論文等を試験に代え、大学

院に入学している。この代替措置は厳格な審査であり、代替が認められない時もある（資料・

１－１－８）。 
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（資料・１－１－５）各専修の入学定員 

専攻 学校教育実践 教科教育実践 

専修 
学校 

教育 

特別支 

援教育 

養護 

教育 

言語系 

教育 

理数系 

教育 

社会系 

教育 

生活系 

教育 

芸術・

スポー

ツ系教

育 

入学 

定員 

５人 

程度 

５人 

程度 

３人 

程度 

７人 

程度 

７人 

程度 

４人 

程度 

６人 

程度 

10 人 

程度 

13 人 34 人 

47 人 

（出典：熊本大学大学院教育学研究科（修士課程）学生募集要項に基づき作成） 

 

（資料・１－１－６）過去５年の研究科全体の定員充足率（入学者数÷定員数） 

年度 
平成 22 

年度 

平成 23 

年度 

平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

定員充足率 106.4% 95.7% 93.6% 83.0% 91.5% 104.3％ 

（出典：各年度の熊本大学データ集・大学年報に基づき作成） 

 

（資料・１－１－７）現職教員等に対する研究業績等による代替措置 

現職教員等に対する研究業績等による代替措置について 

提出書類等の注）１に下記のように記載。 

１．３年以上の教職経験を持つ現職教員等は、外国語及び専修・コース別専門科目（２科目）

合計３科目のうち１科目を研究業績等により代替を希望することができます。また、専修・

コースによっては、実践研究報告書・小論文等により筆記試験の全部又は一部を代替するこ

とができます（各専修・コースの「学力検査科目」を確認すること）。この代替措置を希望

する者は、入学志願票の所定欄を○で囲み、研究論文・報告又は美術作品等のうちから主要

なもの２点の現物又は別刷を出願書類とともに８月１１日（火）までに提出して下さい。こ

の代替措置の認否は本研究科が行い、その結果を本人に通知しますので、この措置を希望す

る者は、できるだけ早い時期に教育学部事務ユニット教務担当（電話 096-342-2522）へ相

談して下さい。 

 

また、選抜方法の（３）学力検査科目及び配点の（注２）に下記のように記載 

１．３年以上の教職経験を持つ現職教員等は、外国語及び専修・コース別専門科目（２科目）

合計３科目のうち１科目を研究業績等により代替を希望することができます。代替が認め

られた場合は、提出された「研究論文・報告又は美術作品等」を審査の対象とします。 

２．３年以上の教職経験を持つ現職教員等は、各専修・コースの学力検査科目の説明を確認し

て下さい。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（補足） 

なお、①「外国語及び専修・コース別専門科目（２科目）合計３科目のうち１科目を研究業

績等により代替を希望することができる」というのは、すべての専修・コースにて適用され

る。 

②「専修・コースによっては、実践研究報告書・小論文等により筆記試験の全部又は一部を

代替することができる」のは、言語系教育専修（国語教育コース）、理数系教育専修（理科

教育コース）、生活系教育専修（技術教育コース）である。 

（出典：平成 28 年度熊本大学大学院教育学研究科（修士課程）学生募集要項） 
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（資料・１－１－８）現職教員受験者の代替措置希望の状況とその認否 

実施年 
代替認否 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

英語 
1 科目 

認可 ２ ２ ３ １ ３ ０ 
否 ０ １ １ ０ ０ ０ 

専門 
1 科目 

認可 １ １ ０ ０ ０ ０ 
否 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

全科目 認可 ０ ０ １ ０ ０ ０ 
否 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

入学者数 ３人 ４人 ５人 １人 ３人 ２人 
うち代替認可 ３人 ３人 ４人 １人 ３人 ０人 

（出典：平成 22 年度～27 年度の入学者選抜〔教務資料〕より作成） 

 

○教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制の整備とその効果 

 授業改善のためのアンケートを実施し、授業実施報告書の作成を求めている。その結果、

アンケート結果は非常に良好な状況にある（資料・１－１－９）。また、評価・FD委員会に

より、教員養成担当者としての力量を高めるための多様な研修機会や手法が整理され、情報

提供されている（資料・１－１－10）。中でも、平成 22～26 年度まで５年間開催された学習

指導要領シンポジウム（資料・１－１－11）や平成 24年度から４年連続開催の教員養成機

能充実シンポジウム（資料・１－１－12）は、大学院段階における教員養成の動向や教育現

場のニーズを知ることができる貴重な機会となっている。 

 

（資料・１－１－９）授業の有意義さに関するアンケート結果（平成 25年度） 

 

 質問項目：Q8 全体として,この授業はどの程度有意義でしたか。 

 教育学研究科・前学期 

１ 

非常に有意義 

だった 

２ 

有 意 義 だ

った 

３ 

あまり有意義

ではなかった 

４ 

全く有意義で

はなかった 

無効 平均＊ 

28 18 0 0 
1 1.39 

60.9％ 39.1％ 0％ 0％ 

 教育学研究科・後学期 

１ 

非常に有意義 

だった 

２ 

有意義だっ

た 

３ 

あまり有意義

ではなかった 

４ 

全く有意義で

はなかった 

無効 平均＊ 

25 31 1 0 
1 1.58  

43.9％ 54.4％ 1.8％ 0％ 

 ＊平均は、「非常に有意義」を１点、「有意義」を２点、「あまり有意義でなかった」 

  を３点として出したもので、１点台は評価が高いことになる。 

 

（出典：平成 25 年度授業改善のためのアンケート実施報告書） 
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（資料・１－１－10）教員養成担当者としての力量を高める機会 

カテゴリー 名称 概要 効果 

シンポジウム 

学習指導要領シ

ンポジウム 

 附属学校教員と連携

した分科会の開催 

 学校教育全体に関わる新たな動向を

知ることができる。 

 教科教育等の新たな動向を知ること

ができる。 

教員養成機能充

実シンポジウム 

 教員養成機能の強化

に向けた各事業(教育

実習改革、カリキュラ

ム開発等)の報告 

 文部科学省の教育行政に関する考え

方や県教委・市教委の取組と方向性、

学部や附属学校の教育や実習等に関

する新たな動向を知ることができる。 

指導・助言 

研究指定校や校

内研修での指導

助言 

 研究授業の参観及び

校内研修での助言 

 学校現場での授業改善の取組を知る

ことができる。 

 助言の準備、研究授業の観察、授業検

討会での討論、助言等を通して、自身

の講義の展開の仕方等を改善するこ

とができる。 

教育センターの

研究員や研修受

講教員に対する

指導助言 

 研究員の授業参観及

び研究協力 

 現職教員への講義 

 学校現場での授業改善の取組を知る

ことができる。 

 現職教員の講義と実習の反応、質問、

感想等により、講義内容や実習方法

を改善することができる。 

教育系の研究会

での指導助言 

 研究授業の参観及び

校内研修での助言 

 現職教員との交流 

 学校現場での授業改善の取組を知る

ことができる。 

 現職教員の悩みや問題点、教育研究の

方向性を取り入れて大学の授業の改

善に資することができる。 

 交流を通じて、現場の教育の課題とな

っている点を知ることができる。 

教員免許状更新

講習・教員免許

法認定講習・教

育センター研修

(10 年経験者研

修等を含む) 

 現職教員向けの講

習・研修の担当 

 現職教員のニーズを把握し、教員養

成の課題を再検討できる。 

 現職教員とのディスカッションや質

問、試験での解答により自分自身の

授業内容や授業方法を改善すること

ができる。 

教員研修会や実

技研修会での講

演や指導助言 

 教科内容に関する講

演や実技に関する指

導助言 

 現職教員が抱える悩みや課題につい

て知ることができる。 

教育委員会・教

育現場等との

連携・支援 

現職教員と連携

した授業実践 

 地域教材開発や協力

校教員と連携した授

業実践 

 現職教員が困っていることや必要と

している教材を知ることにより教材

開発の視点を得ることができる。 

現職教員との共

同研究 

 現職教員との実践的

な共同研究 

 教員養成の在り方について検討を行

うことができる。 

 教員との共同研究を通じてお互いが

抱える問題意識や課題などの共有を

図ることができる。 

夏休み自由研究

相談教室 

 教員養成における教

育活動の一環とし

て、大学教員、学部

生、大学院生が小中

学生及び現職教員か

 学校現場での自由研究への取組や指

導する現職教員が抱える悩みや課題

について知ることができる。 
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らの夏休み自由研究

に関する相談に対応 

専任教諭不在校

でのキャリア教

育支援 

 専任教諭以外でもキ

ャリア教育の実践が

可能となる支援活動 

 ものづくり教育を通じて、児童・生徒

の将来設計能力や情報収集能力およ

び人間関係形成能力の育成手法につ

いて助言。 

各種機関との連

携事業への参加

(学校教育外活

動への参加) 

 学校外機関による教

材開発に対する情報

提供及び実践協力 

 各種講習会での講話 

 ものづくりフェアな

どでの指導 

 学校現場及び大学、学校外機関との連

携を図ることができる。 

 様々な教育現場で実際に起こった事

故や現職教員が抱える悩みや課題に

ついて知ることにより、授業改善の

視点を得ることができる。 

 学生の教員としての指導力を実践の

場で確認することができる。 

附属学校園教員

との連携 

 附属学校園の児童生

徒を対象とした授業

研究や指導 

 附属特別支援学校の

児童を対象とした体

験活動 

 附属学校園の先導的教育研究と連携

し、その理論・方法・効果を研究する

ことができる。 

 障がいに配慮した教材準備の必要性

や支援方法を知ることができる。 

 教科教育における特別支援教育の視

点を得ることができる。 

研究会・学会 

現職教員との定

例教育研究会・

学会 

 現職教員と卒業生及

び学生たちとの定期

的な教育研究会・学会 

 現職教員、大学教員、

学部学生院生が一体

となって、教材研究や

研究活動の相互啓発

を行う 

 学校現場での授業研究や授業改善の

取組を知ることができる。 

 現職教員が抱える悩みや課題につい

て知ることができる。 

 大学教員の授業改善、学部学生院生へ

の教育効果、モチベーション高揚に効

果がある。 

教育系(民間団

体、自主的サー

クル含む)の研

究会・学会・協議

会(日本教育大

学協会等を含

む)の開催・参加 

 課題研究発表及び自

由研究発表への参加 

 大学における授業実

践発表 

 大学の研究成果を学校現場と共有で

きる。 

 各大学の授業の実際を知ることがで

きる。 

 教育実践、生活指導実践、授業研究、

カリキュラム開発、進路指導など、最

前線の緊急課題、斬新的な実践報告

を把握することができるともに、理

論的提案の有効性に議論することが

できる。 

卒業生との連

携 

OB・OG との研究

会・交流会 

 卒業生および在学生

による研究発表会、

卒業生の仕事上の近

況報告を兼ねた話題

提供、在学生による

教材研究、卒業研究、

修士研究の紹介 

 ゼミOB・OGと学部学

生及び教員の交流 

 学校現場における授業の実態を知る

ことや教材研究の視点を得ることが

できる。 

 現職教員(定年退職した教員も含む)

が抱える悩みや課題、考え方について

知ることができる。 

 学校現場や教員養成に関する課題を

把握することができる。 

 授業内容・方法の改善に生かすこと

ができる。 
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学科同窓会との

合同行事 

 学科の同窓会と連携

した行事参加(美術科

同窓会展など) 

 教員養成に関する実践的な情報を同

窓生より得ることができる。 

授業・実習 

教職実践演習及

び現地調査 

 教職実践演習の担当

及び現地調査の引率 

 教員養成全体の課題を把握すること

ができる。 

 学生の教育実習体験後の問題意識を

把握でき、講義内容等改良できる。 

教育実習時の参

観指導・教育実

習後の研究会 

 教育実習の成果と課

題についての話し合

い 

 実習との関係から講義内容を見直す

ことができる。 

 教育実習の改善、実習指導に関する意

見交換ができる。 

大学院における

授業実践研究 

 大学院生が開発した

授業の参観及び助言 

 附属学校との協力のもと教師の専門

性向上について考えることができる。 

授業における学

生へのコメント

調査・学生との

交流会 

 授業に対する学生の

コメント収集 

 授業内容の不断の見直しができる。 

現職派遣教員及

び県教育委員会

等との交流 

 修論発表会への県教

委担当者の参加と講

評 

 現職派遣教員及びその派遣に関わる

県教育委員会担当部署との意見交換

ができる。 

最終講義  テストの翌週に講義

を行う 

 テスト内容の解説、評価基準や規準、

講義の目標、復習の観点、教員養成カ

リキュラムにおける本講義の成果の

位置づけなどを概説することで、他

の講義の布石とすることができる。 

全学生・教員参

加型の宿泊実習 

 学科所属の全教員・学

生が参加する宿泊体

験型の実習 

 教員・学生の一体感が醸成される。 

 多くの情報を共有することができ

る。 

会議 

定期的なラン

チ・ミーティン

グ 

 学科教員全員参加に

よる毎週 1 回のミー

ティングを開催 

 昼食時間を利用し自由な意見交換を

行うことができる。 

 授業改善、学生の動向など様々の情報

を共有することができる。 

調査・研究 

科研による教員

養成カリキュラ

ムの分析・調査 

 教員養成の在り方検

討 

 教員養成全体の課題を把握すること

ができる。 

（出典：平成 26 年度教育学部 FD 報告書） 
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（資料・１－１－11）学習指導要領シンポジウム 

 

（出典：平成 27 年３月の学習指導要領シンポジウム（第５弾）ちらし） 
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（資料・１－１－12）教員養成機能充実シンポジウム 

 

（出典：平成 25 年 12 月、平成 26年 12 月開催の教員養成機能充実シンポジウム 

（第２弾、第３弾）報告書） 

 

○教育プログラムの質の保証・質の向上のための工夫とその効果 

 平成 24年度から教員養成機能充実委員会が設置され、教育プログラム全体の改善策を効

率的に審議し、改革プロジェクトを実施し、学部・大学院の教育の質の向上に繋げている。

特に、附属学校園や教育委員会との連携の下、平成 22～26 年度の５年間の計画で開催され

た学習指導要領シンポジウム（前掲資料・１－１－11、p12）や平成 24年度から連続４年開

催されている教員養成機能充実シンポジウム（前掲資料・１－１－12、p13）は、大学院生

の発表の場、現職教員との交流の場ともなり、教育の質の向上に寄与している。 

学習指導要領シンポジウムは、学長裁量経費（学内予算）や中期目標達成経費（学内予算）

を得て、大学教員、大学院生、附属学校教員、熊本県・市の学校現場の教員が連携して共同

研究を実施し、広く社会一般に発信したものである。平成 26 年度は研究成果を著書『論理

的思考力・表現力育成のためのカリキュラム開発』（資料・１－１－13）にまとめ出版した。

そこで行われたカリキュラム開発は、学校現場との密接な連携や、理論と実践の往還に基づ

く取組であり、現在設置準備を進めている教職大学院における教育研究を先取りするもの

として非常に重要な意味を持つ。 

理科教育コースや養護教育専修では、附属小学校や中学校、特別支援学校と連携して授業

を行っており（資料・１－１－14～１－１－16）、理論と実践の往還による大学院生の力量

形成が行われている。附属学校園との連携に基づき、他の専修・コースでも教員の研究、大

学院生の検証授業や実地研究等が行われており、研究科全体としては学習指導要領シンポ

ジウムや教員養成機能充実シンポジウムが開催されている。 
 大学院生に対して長期履修制度（資料・１－１－17）を設けて就学支援を行い（資料・１

－１－18）、平成 22～27 年度で６名長期履修制度を利用している。 
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（資料・１－１－13）『論理的思考力・表現力育成のためのカリキュラム開発』 

 

（出典：平成 27 年３月刊『論理的思考力・表現力育成のためのカリキュラム開発』） 
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（資料・１－１－14）平成 27年度「理科教育授業実践研究」シラバス 

（出典：熊本大学シラバスシステムより出力） 
 
  



熊本大学教育学研究科 分析項目Ⅰ 

－2-16－ 

（資料・１－１－15）平成 27年度「理科教育教材開発」シラバス 

  
（出典：熊本大学シラバスシステムより出力） 
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（資料・１－１－16）平成 27年度「保健科教育授業実践研究」シラバス 

（出典：熊本大学シラバスシステムより出力） 
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（資料・１－１－17）長期履修制度の案内 

14．長期履修制度 

 この制度は、学生が職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間

にわたり計画的に授業を履修し、修了することができる制度です。ただし、入学時に本制度

の申請をすることが必要です。 

（１）対象者 

  職業を有し就業している者、育児、介護等を行う必要がある者及び本研究科が相当と認

めた者。 

（２）長期履修期間 

  延長期間は２年を限度とします。したがって修業年限は３年又は４年となります。 

（３）①申請期間 

   入学手続き期間（日程については合格通知時にお知らせします。） 

   ②申請方法 

   申請書類については、教育学部事務ユニット教務担当窓口で配布しますので、早めに

お問い合わせ下さい。 

（４）授業料 

  ３年又は４年とした場合、標準修行年限（２年間）の授業料額を按分し計算した額とな

ります。  

（出典：平成 28 年度熊本大学大学院教育学研究科（修士課程）学生募集要項より） 

 

（資料・１－１－18）長期履修制度の利用状況 

年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

適用
者数 

１名 ３名 なし １名 なし １名 

内容 

・保健体育
コース：
平成23年
度より３
年間 

・保健体育コ
ース：４年
間 

・特別支援教
育：３年間 

・養護教諭：
３年間 

 ・保健体育
コース：
３年間 

 ・保健体育
コース：
４年間 

（出典：教務関係資料に基づき作成） 

 

（水準） 

 期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

教育の実施体制に関しては、学校教育実践専攻及び教科教育実践専攻の８専修 14 コース

において教育の質を維持するために必要な教員数を堅持し、学校現場での勤務経験や海外

での教育研究歴を持つ教員等、多様な教員の確保を進めている点、平成 24年度に教員養成

機能充実委員会を設置し、大学院生の発表の場となる学習指導要領シンポジウムや教員養

成機能充実シンポジウムを継続的に開催し、平成 26 年度には著書『論理的思考力・表現力

育成のためのカリキュラム開発』を出版した点、附属学校園と連携し、大学院生による検証

授業や実地研究を進めるなど、理論と実践の往還による力量形成が行なわれている点が特

に優れているため、期待される水準を上回ると判断した。  
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

○体系的な教育課程の編成状況 

 本学公式ウェブサイト上に掲載された専攻別の学位授与の方針（資料・１－２－１、以下

DP）と、カリキュラム編成方針（資料・１－２－２、以下 CP）を踏まえて教育課程が編成さ

れている。カリキュラムの特徴としては、「教育実践共通科目」４単位の中に「教育実践原

論」２単位と「教育心理学特論」２単位を設け、専門分野を超えた学びの場とする一方、専

修・コース別の「課題研究／実践課題研究」を必修化し、教育現場の課題を意識した研究指

導を行っている点がある（資料・１－２－３）。 

 また、平成 25 年度に「DP における修得すべき知識・能力と授業科目との関連性リスト」

を作成し、本研究科の教育プログラムを検証した結果、科目編成には大きな問題はないこと

が明らかになった（資料・１－２－４）。さらに、平成 27 年度には CP等を踏まえた教育プ

ログラムの検証を行い、指摘された３つの課題（課題研究の開始年次、通年４単位の授業の

存在、「地域社会を牽引するリーダー力」の比重）について各専修・コースに改善を求めた

（資料・１－２－５）。 

 

（資料・１－２－１）教育学研究科の学位授与方針 
学校教育実践専攻（修士課程）の学位授与方針 

学位授与の要件 

（課程修了の要件） 

・当該課程の標準修業年限 2 年以上在学し、各専修において定められた履修方法により

32 単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受け、修士論文の審査および最終試験（口

述試験など）に合格すること。 

・学位審査は、主査 1名、副査 2名以上により構成される研究指導・審査委員会により行

われ、その報告を受けて研究科委員会での審議によって最終判定される。 

（履修方法） 

 本専攻は、学校教育専修、特別支援教育専修、養護教育専修の 3専修から構成されてい

る。研究科共通の必修科目として、「教育実践共通科目」4単位、「授業実践研究」2単

位、「教材開発」2単位、「課題研究／実践課題研究」4単位の 12 単位、選択必修科目と

して、「現代的教育課題に関する科目（4科目各 2単位）」から 2単位、選択科目として

18 単位を修得する。なお、選択科目の 18単位の内訳は、各専修により以下のように異な

る。 

１. 学校教育専修では、「学校教育に関する科目」から 8単位以上、「教科教育に関する

科目」から 2単位以上、自由科目 8単位の 18 単位である。 

２. 特別支援教育専修では、「学校教育に関する科目」から 4単位以上、「特別支援教育

に関する科目」から 10単位以上、自由科目 4単位の 18単位である。 

３. 養護教育専修では、「学校教育に関する科目」から 2単位以上、「養護教育に関する

科目」から 10 単位以上、「教科教育に関する科目」から 4単位、自由科目 2単位の 18

単位である。 

修得すべき知識・能力 

１. 高度な専門的知識・技能及び研究力 

・広い視野に立った精深な教育学的学識及び研究方法を修得している。 

・教育の場に関する理論と実践の研究能力、及び高度な専門性を持っている。 

・発達途上にある子どもたちに対する専門的な立場からの理解力・実践的指導力を持ち、

現在及び近未来における学校を取り巻く激しい社会的変動に対応し、現代的教育課題

を解決できる的確な知識、技能、実践力を有している。 

２. 学際的領域を理解できる深奥な教養力 

・現代的教育課題に関する高度な知識を持ち、現代的教育課題を分析し、解決できる能力

を持っている。 

・いじめ・不登校、校内暴力等の今日的課題や情報ネット社会への対応力等、生徒指導に
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関わる実践力や集団指導力を持っている。 

・豊かな人間性や社会性を育む対人関係能力、コミュニケーション能力を持つとともに、

特別な教育的ニーズのある児童生徒に係わる特別支援教育の実践的指導力を持ってい

る。 

・先端的な教育内容・活動、及び教科横断的な教育システムにより、学校教員に必要とさ

れる総合的な資質能力を持っている。 

３. グローバルな視野と行動力 

・現代的な教育課題を国際的視野と国際的感覚に基づいて解決できる能力を持っている。 

・国際的に通用する専門的知識・技能及び自らの考えをもち、それらを専門家に対して

も、一般の人々にも、明確に伝えることができるコミュニケーション能力を修得してい

る。 

・外国文献を読解する能力を修得している。 

４. 地域社会を牽引するリーダー力 

・学校・地域社会の連携活動を指導的に推進する地域スクールリーダーとしての役割を

果たすことができる。 

・学校現場における先端的な生徒指導、生活指導、特別支援教育に係わるスクールリーダ

ーとしての役割を果たすことができる。 

・学校現場における課題の指摘、ならびに課題解決に向けた理論的知識を持っている。 

・研究グループをコーディネイトできる能力を持っている。 

 

教科教育実践専攻（修士課程）の学位授与方針 

学位授与の要件 

（課程修了の要件） 

・当該課程の標準修業年限 2 年以上在学し、各専修において定められた履修方法により

32 単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受け、修士論文の審査および最終試験（口

述試験など）に合格すること。 

・学位審査は、主査 1名、副査 2名以上により構成される研究指導・審査委員会により行

われ、その報告を受けて研究科委員会での審議によって最終判定される。 

（履修方法） 

 研究科共通の必修科目として、「教育実践共通科目」4単位、「授業実践研究」2単位、

「教材開発」2単位、「課題研究／実践課題研究」4単位の 12単位、選択必修科目として、

「現代的教育課題に関する科目（4科目各 2単位）」から 4単位、選択科目として、「教科

教育に関する科目」から 4単位以上、「教科内容に関する科目」から 8単位以上、自由科

目 4単位の合計 32単位以上を修得する。 

修得すべき知識・能力 

１. 高度な専門的知識・技能及び研究力 

・広い視野に立って精深な教育学的学識及び研究方法を修得している。 

・教育の場に関する理論と実践の研究能力、及び高度な専門性を持っている。 

・発達途上にある子どもたちに対する専門的な立場からの理解力・実践的指導力を持ち、

現在及び近未来における学校を取り巻く激しい社会的変動に対応し、子どもたちの学

ぶ意欲・学力の向上に資する探究的・創造的な教科指導力を修得している。 

２. 学際的領域を理解できる深奥な教養力 

・教科教育実践専攻に設置される各専修においては、各専門教科に関わる高度な知識・技

能の修得、及び教科横断的な学際的専門教育の理論と実践を通して、高度な実践的指導

力を持っている。 

・知識基盤社会における教育内容・教育活動として重視される課題解決型学習及び探究

活動並びに関連する授業設計・教材開発に関わる総合的・実践的な教科指導力を持って

いる。 

・専門的な教科指導力のほか、生徒指導・生活指導、特別支援教育に関わる知識・技能等

を備えた、学校教員としての総合的な指導力を持っている。 
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３. グローバルな視野と行動力 

・現代的な教育課題を国際的視野と国際的感覚に基づいて解決できる能力を持っている。 

・国際的に通用する専門的知識・技能及び自らの考えをもち、それらを専門家に対して

も、一般の人々にも、明確に伝えることができるコミュニケーション能力を修得してい

る。 

・外国文献を読解する能力を修得している。 

４. 地域社会を牽引するリーダー力 

・学校現場における先駆的な教科指導等に係わるスクールリーダーとしての役割を果た

すことができる。 

・研究グループをコーディネイトできる能力を持っている。 

（出典：熊本大学公式ウェブサイトより） 

 

（資料・１－２－２）教育学研究科のカリキュラム編成方針 

学校教育実践専攻（修士課程）のカリキュラム編成方針 

（１）全体の方針 

 本研究科は、広い視野に立って精深な教育学的学識及び研究方法を授けるとともに、教

育の場に関する理論と実践の研究能力及び専門性を高め、教員としての資質能力を向上

させることを教育目的としている。また、現在及び近未来における学校を取り巻く激しい

社会的変動に対応できる的確な資質能力を有する学校教員の育成を目標としている。 

 よって、本専攻では、発達途上にある子どもたちに対する専門的な立場からの理解力・

実践的指導力の育成を基盤として、変化の時代に対応できる総合的な知識・技能を修得す

ると共に、現代的な教育課題に対応できる高度な専門性を有する実践的指導力、及び研究

能力を育成するカリキュラムを編成する。 

（２）「修得すべき知識・能力」への対応 

１.「高度な専門的知識・技能及び研究力」 

発達途上にある子どもたちに対する専門的な立場からの理解力・実践的指導力を持ち、

現在及び近未来における学校を取り巻く状況に対応し、現代的教育課題を解決できる的

確な知識、技能、実践力を育成する科目を設けると共に、広い視野に立った精深な教育学

的学識及び研究方法を修得させるために修士論文を課す。さらに、附属学校園等との連携

により、教育の場に関する理論と実践の研究能力、及び高度な専門性を身に付ける教育の

機会を提供する。 

２.「学際的領域を理解できる深奥な教養力」 

 現代的教育課題に関する高度な知識を持ち、それらの課題を分析し、解決できる能力を

育成するカリキュラムを編成する。具体的には、いじめ・不登校等の今日的課題や情報ネ

ット社会への対応力、生徒指導に関わる実践力、対人関係能力、コミュニケーション能

力、特別支援教育の実践的指導力等の育成を目指した科目を配置する。さらに、学校教員

に必要とされる総合的な資質能力を育成するために、先端的な教育内容・活動、及び教科

横断的な教育システムを提供する。 

３.「グローバルな視野と行動力」 

 現代的な教育課題を国際的視野と国際的感覚に基づいて解決できる能力や、外国文献

を読解する能力を育成する教育の機会を提供する。国際的に通用する専門的知識・技能及

び自らの考えをもち、それらを専門家に対しても、一般の人々にも、明確に伝えることが

できるコミュニケーション能力を修得するための実践的トレーニングを課す。 

４.「地域社会を牽引するリーダー力」 

 学校・地域社会の連携活動を指導的に推進する地域スクールリーダーや、学校現場にお

ける先端的な生徒指導、生活指導、特別支援教育に係わるスクールリーダーとしての役割

を果たすことができる資質・能力を育成するカリキュラムを編成する。さらに、課題研究

や修士論文を課すことにより、学校現場における課題の指摘、ならびに課題解決に向けた

理論的知識を修得するとともに、研究グループをコーディネイトできる能力を育成する。 
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教科教育実践専攻（修士課程）のカリキュラム編成方針 

（１）全体の方針  

 本研究科は、広い視野に立って精深な教育学的学識及び研究方法を授けるとともに、教

育の場に関する理論と実践の研究能力及び専門性を高め、教員としての資質能力を向上

させることを教育目的としている。また、現在及び近未来における学校を取り巻く激しい

社会的変動に対応できる的確な資質能力を有する学校教員の育成を目標としている。 

 よって、本専攻では、教科教育の専門的な立場からの理解力・実践的指導力の育成を基

盤として、総合的な知識・技能を修得すると共に、現代的な教育課題に対応できる教科教

育に関する高度な専門性を有する実践的指導力、及び研究能力を育成するカリキュラム

を編成する。 

（２）「修得すべき知識・能力」への対応 

１.「高度な専門的知識・技能及び研究力」 

 発達途上にある子どもたちに対する専門的な立場からの理解力・実践的指導力を持ち、

現在及び近未来における学校を取り巻く状況に対応し、子どもたちの学ぶ意欲・学力の向

上に資する探究的・創造的な教科指導力を育成する科目を設けると共に、広い視野に立っ

た精深な教育学的学識及び研究方法を修得させるために修士論文を課す。さらに、附属学

校園等との連携により、教育の場に関する理論と実践の研究能力、及び高度な専門性を身

に付ける教育の機会を提供する。 

２.「学際的領域を理解できる深奥な教養力」 

 各専修においては、各専門教科に関わる高度な知識・技能や高度な実践的指導力を育成

するカリキュラムを編成する。具体的には、専門的な教科指導力のほか、生徒指導・生活

指導、特別支援教育に関わる知識・技能等を備えた、学校教員としての総合的な指導力の

育成を目指した科目を配置する。さらに、課題解決型学習及び探究活動並びに関連する授

業設計・教材開発に関わる総合的・実践的な教科指導力に関わる教育を提供する。 

３.「グローバルな視野と行動力」 

 現代的な教育課題を国際的視野と国際的感覚に基づいて解決できる能力や、外国文献

を読解する能力を育成する教育の機会を提供する。国際的に通用する専門的知識・技能及

び自らの考えをもち、それらを専門家に対しても、一般の人々にも、明確に伝えることが

できるコミュニケーション能力を修得するための実践的トレーニングを課す。 

４.「地域社会を牽引するリーダー力」 

 学校現場における先駆的な教科指導等に係わるスクールリーダーとしての役割を果た

すことができる資質・能力を育成するカリキュラムを編成する。さらに、課題研究や修士

論文を課すことにより、学校現場における課題の指摘、ならびに課題解決に向けた理論的

知識を修得するとともに、研究グループをコーディネイトできる能力を育成する。 

（出典：熊本大学公式ウェブサイトより） 
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（資料・１－２－３）履修基準単位数を示した表 

 

（出典：平成 27 年度履修案内） 
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（資料・１－２－４）DPを踏まえた科目編成等の検証結果 

 

 
 

（出典：DP における修得すべき知識・能力と授業科目との関連性リストの作成及び 

教育プログラムの検証に関する回答票（平成 26年３月）） 
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（資料・１－２－５）CPを踏まえた教育プログラムの検証結果と対応 

 大学院教育プログラムの検証を踏まえ、両専攻共通の下記課題 1については課題研

究の指導を１年次から行ってもらうように教務委員会から依頼することとした。 

課題１：平成 26 年度現職派遣教員の大学院生のアンケートから修士論文の作成に係

る課題研究を１年次から始めてほしいという要望があった。 

 また、教科教育実践専攻における下記課題２について、改善策として該当２コース

に対して検討を依頼することとした。また、課題３についても、配分の仕方を見直す

とともに、授業内容についての検討を教務委員会から各教員に依頼することとした。 

課題２：２コースにおいて通年４単位の授業設定になっていて、学生の履修選択の機

会に対応していない点が見られた。 

課題３：熊本大学が設定した「習得すべき知識・能力」への対応に関する下記 4項目 

① 「高度な専門的知識・技能及び研究力」：33.7％ 

② 「学際的領域を理解出来る深奥な教養力」：28.3％ 

③ 「グローバルな視野と行動力」：26.9％ 

④ 「地域社会を牽引するリーダー力」：11.1％ 

について検証した結果、教科教育実践専攻においては④「地域社会を牽引するリーダ

ー力」の項目の数値に若干低い結果が見られた。 

（出典：教務委員会資料（平成 27年 10 月）） 

 

○社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

 各教科の実践的指導力や特別支援、いじめ・不登校、心身の健康等の現代的教育課題への

対応力を高める取組を継続的に行い、その成果を現代的教育課題に関する科目等に活かし

ている（資料・１－２－６）。中でも、「心身健康教育実践原論」は、平成 18 年度に採択さ

れた現代的教育ニーズ取組支援プログラム「elこころ学習プログラムの開発」（資料・１－

２－７）以来の取組の成果を活かし、教員志望の全ての学生に「こころの健康に関する一次

予防力」を修得させる e-Learning Program を組み込んだ授業科目である（資料・１－２－

８）。 

 

（資料・１－２－６）現代的教育課題に関する科目（学校教育専修：黄色は全専修共通） 

科目名 単位数 

教育リーダーシップ原論 ２ 

心身健康教育実践原論 ２ 

特別支援教育実践原論 ２ 

教育研究方法論 ２ 

（出典：平成 27 年度学生便覧に基づき作成） 
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（資料・１－２－７）「el こころ学習プログラムの開発」の概要

 
（出典：「el こころ学習プログラムの開発」紹介ポスター） 
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（資料・１－２－８）平成 27年度「心身健康教育実践原論」シラバス 

     

（出典：熊本大学シラバスシステムより出力） 

 

○国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

 国際交流委員会の支援の下、英語圏、中国語圏などの大学（交流協定校）への留学生派遣

や受け入れ、研究交流等を盛んに行っている（資料・１－２－９）。  

平成 22～27 年度には、２か国からの大学院留学生（計８名）と、９か国からの大使館推

薦の教員研修留学生（計 17 名）が本研究科で学んでいる（資料・１－２－10、１－２－11）。

同時期に計 14名の研究生も受け入れており、国際通用性のあるカリキュラムが存在するこ

との証左となっている。なお、平成 22～27 年度に修士課程を修了し、学位を授与された外

国人留学生は計８名である（資料・１－２－12）。 
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（資料・１－２－９）教育学部国際交流通信「水輪」 

 

（出典：平成 27 年３月１日発行「水輪」14号より） 
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（資料・１－２－10）大学院留学生の所属と出身 

年度・人数 専修（コース） 出身 

  平成 22年度：１名    生活系教育（家政教育） 台湾 

  平成 23年度：１名    言語系教育（英語教育） 中国 

  平成 24年度：３名 

   学校教育（教育学） 中国 

   生活系教育（家政教育） 中国 

   生活系教育（技術教育） 台湾 

  平成 25年度：１名    学校教育（教育学） 中国 

  平成 26年度：２名  
   学校教育（教育学） 中国 

   特別支援教育 中国 

  平成 27年度：なし   

（出典：平成 22～27 年度国際交流委員会資料に基づき作成） 

 

（資料・１－２－11）大使館推薦による教員研修留学生の所属と出身 

年度・人数 専修（コース） 出身 

  平成 22年度：４名 

   言語系教育（英語教育） インドネシア 

   理数系教育（理科教育） ミャンマー 

   理数系教育（数学教育） モンゴル 

   言語系教育（英語教育） ブラジル 

  平成 23年度：２名 
   学校教育（教育学） フィリピン 

   言語系教育（英語教育） ミャンマー 

  平成 24年度：４名 

   言語系教育（英語教育） インドネシア 

   理数系教育（理科教育） ミャンマー 

   言語系教育（英語教育） ウズベキスタン 

   言語系教育（英語教育） スーダン 

  平成 25年度：３名 

   理数系教育（数学教育） ミャンマー 

   理数系教育（数学教育） 中国 

   言語系教育（国語教育） 韓国 

  平成 26年度：１名     学校教育（教育学） 韓国 

  平成 27年度：３名 

   社会系教育（社会科教育） 韓国 

   理数系教育（理科教育） 韓国 

   言語系教育（国語教育） 韓国 

（出典：平成 22～27 年度国際交流委員会資料に基づき作成） 

 

（資料・１－２－12）外国人留学生に対する学位授与件数（教育学研究科） 

年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

学位授与件数 ３ １ １ １ ２ ０ 

（出典：平成 22～27 年度国際交流委員会資料に基づき作成） 
 



熊本大学教育学研究科 分析項目Ⅰ 

－2-30－ 

○養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

 学位授与の方針とカリキュラム編成方針に基づき、授業計画書を作成し授業を実施して

いる。附属学校園等と連携し、理論と実践の往還を行う授業など、教育方法の工夫がなされ

ており（前掲資料・１－１－14～１－１－16、p15～17、前掲資料・１－２－８、p27）、大

多数の受講者から双方向的なやりとりが十分に行われていると評価されるなど、授業アン

ケートの結果も良好である（資料・１－２－13）。また、熊本市教育委員会と連携し、小・

中学校、高等学校でのインターンシップを実施している（資料・１－２－14）。 

 

（資料・１－２－13）授業アンケートの結果の例（平成 25年度） 

 

 質問項目 Q4「この授業において，教員との双方向的なやりとりが,どの程度行われて 

        いましたか。」 

 教育学研究科・前学期 

１ 

十分に行わ

れていた 

２ 

少し行われ

ていた 

３ 

あまり行わ

れていなか

った 

４ 

全く行われ

て 

いなかった 

無効 平均＊ 

36 10 1 0 0 1.26 

76.6％ 21.3％ 2.1％ 0％   

 教育学研究科・後学期 

１ 

十分に行わ

れていた 

２ 

少し行われ

ていた 

３ 

あまり行わ

れていなか

った 

４ 

全く行われ

て 

いなかった 

無効 平均＊ 

43 14 1 0 0 1.28 

74.1％ 24.1％ 1.7％ 0％   

＊「十分行われていた」を１点、「少し行われていた」を２点、「あまり行われてい

なかった」を３点として平均を出しており、１点台は評価が高いことになる。 

 

（出典：平成 25年度の授業改善のためのアンケート実施報告書） 

 

（資料・１－２－14）教員インターンシップ参加人数 
年度 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 

人数 １ １ なし ３ ２ １ 

内訳 

（専修） 
生活系教育 養護教育  

養護教育 

言語系教育 

生活系教育 

養護教育 

社会系教育 
社会系教育 

 

○学生の主体的な学修を促すための取組 

 平成 25 年度に大学院生を対象として教育学研究科のあり方についての意見聴取を行い

（資料・１－２－15）、これを踏まえて研究科の改革方針（教職大学院設置を含む）を検討

した。具体的には、修士論文題目のあり方の見直し（平成 27 年度教授会決定）、実践的科目

の新設（平成 27年度教務委員会に付託、審議中）、複数教員による指導体制の導入が予定さ

れている（資料・１－２－16）。また、平成 27 年度に教育プログラムの検証を行った際に

も、課題研究の開始時期についての大学院生（現職教員）の要望を課題として取り上げ、各

専修・コースに改善を求めた（前掲資料・１－２－５、p25）。このような学生の声を踏まえ

た改革こそが、主体的な学修を促す効果を持つと考えられる。 



熊本大学教育学研究科 分析項目Ⅰ 

－2-31－ 

 

（資料・１－２－15）大学院生アンケートの結果（抜粋） 

第Ⅲ問 あなたが受けた熊本大学大学院教育学研究科のカリキュラムについて、自分の考え

に最も近いものに○を付けてください。 

 

１）現在の教育学研究科のカリキュラムでは、修士課程を修了するために必要な単位数は 32

単位となっています。この単位数についてお答えください。【回答数６０】 

（回答）①多かった（６） ②ちょうどよかった（50） ③少なかった（５） 

 

２）教育学研究科修士課程の在り方として、今後どのような方向に行くのがよいと考えます

か。   【回答数６１】（うち複数回答１） 

（回答）①現在のように専門的な内容をより深めるコースを維持していくのがよい。（36） 

   ②専門的な内容に加えて教育実習等を含んだ実践的カリキュラムを必修化した方がよ

い。（19） 

   ③その他（７） 

第Ⅳ問 今後、教員養成系修士課程でも「理論と実践の往還を重視した実践科目」（46 単位程

度）として大学院での学修と現場での教育実習を融合した形のカリキュラムが必要

だと考えられます。その際のカリキュラム内容、教育実習の期間と形態、時期、実習

校についてお聞きします。 

 

１）「養成と研修の融合」に立脚した教員カリキュラムの充実を図るには、各大学院において

「理論と実践の往還を重視した実践科目」（４～６単位程度）が必要といわれています。そ

の際、自分の課題を持ち、大学院で理論を学習し、それをもとに授業計画を立て実習校で

実践をし、その結果を大学に持ち帰り省察して、さらに実践を重ねていくというような形

態になると思われます。あなたは「理論と実践の往還を重視した実践科目」（４～６単位程

度）のカリキュラムはどのような内容のものにすれば良いと考えますか。記述してくださ

い。【回答数 48】 

（回答）①実習を行うという方向で記載したのが（33） ②わからない（４） ③その必 

要はない（２） ③条件と要望を記載したのが（６） ④疑問が（３）である。 

 教育実習と大学の授業が往還し、それを繰り返すこと。そして、それに大学の教員も関与す

ることが求められている。専修の専攻によって教育実習への要望が違うことも考慮すべきこ

とである。課題意識、必要性、大学の教員の関与（それも教科教育）が必要であるとの要望が

多くあった。 

 

２）教育実習はどの位の期間と形態がよいと思いますか。【回答数 60】（うち複数回答２） 

（回答） 

① １ヶ月～２ヶ月程度（４～６単位程度）の集中的な教育実習で実習校の教諭とＴ・Ｔで行

う（14） 

② 毎週１回の定期日を定め、１年間を通して（４～６単位程度）実習校の教諭とＴ・Ｔで行

う（20） 

③ 講義のない日に各自が（４～６単位程度）実習校の教諭とＴ・Ｔで行う（３） 

④ 講義の時間内に実習を組み入れ、（４～６単位程度）実習校の教諭とＴ・Ｔで行う（12） 

⑤ その他（①と②の複合型、②と④の複合型、各自が行う、実習は必修化しなくてよいなど）

（12） 

 

３）教育実習の時期は、いつ頃がよいと思いますか。１つ○をつけてください。 

  そのように考える理由を書いてください。【回答数 59】（うち複数回答１） 

（回答）①１年次前期（８） ②１年次後期（30） ③２年次前期（７） ④２年次後期（１） 

 ⑤その他の時期（１年通して、２年間、融通の利く時期、２年次に定期的に週１回など）

（13） 
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４）大学院での教育実習先は、どこが適切と考えますか。（○をつけてください。複数選択可）

【回答数 142】 

（回答）①附属小学校（11） ②一般の小学校 ③附属中学校（８） ④一般の中学校（３７） 

 ⑤高等学校（19） ⑥附属特別支援学校（６） ⑦一般の特別支援学校（13） ⑧勤務校

（10） 

 ⑨その他（８） 

第Ⅶ問 熊本大学大学院教育学研究科についてのご意見（改善・要望等）を自由にお書きくだ

さい。 

 

回答を分析して示すと 

○カリキュラム面 

１．現場での実践的な経験ができる選択肢が増えるとよいと感じる。 

２．教育学・教育心理学、教科教育を中心に内容学との統合が図られたら何よりいいと思う。 

３．中学生等の学習（生活）指導に関して学ぶ場がほしい。 

４．今の大学院の姿を取り入れる形で教職大学院があったら、学びの場ややり方も広がると

思う。 

５．理論と実践の統合を目指した研究のために、教科教育をしっかりと学びたい。教科教育の

必修をもっと増やしてもよい。 

６．「理論と実践を自由に往還させる」、「理論と実践の統合が大切」 

７．研究を深めるために必要だと思った人が、必要な時期に教育実習に行けるようにしてほし

い。 

○設備面 

１．院生部屋やパソコン等の施設面の不足に対する要望 

２．大学院生同士が交流できるような場がほしい。 

 

○交流面 

１．自分自身の話や同世代もしくは現職の方々と、もっと盛んに交流できるような場づくりを

していくべきではないか。 

２．現場の先生方が、授業づくりで困った時、気軽に聞ける窓口（ホームページやメール）が

ほしい。 

○その他 

１．博士課程を設置し、院生の研究能力を高めていくべき。（特別支援教育） 

（出典：教員の資質能力向上に係る先導的取組支援事業報告書（平成 26年３月）） 

 

（資料・１－２－16）教育学研究科の改革方針 

修了者アンケートから、専門的知識・技能や想像力・論理的思考力等は身に付いたが、実践

力の育成については、研究科で学んだことが教育現場で活かされることが少ない、という指摘

がなされている。これまで、熊本大学教育学部・教育学研究科では、「不登校の改善・解決に

資する教育力の養成に関するシンポジウム」（平成１８年度）や「学習指導要領シンポジウム」

（平成 21 年度～平成 26 年度）など現代的教育課題に対する取組を行ってきており、実践的

指導力の育成にも力を注いでいる。しかしながら、大学院生がこれらのプロジェクトに積極的

に参加してきたとは言い難く、今後、組織的取組が必要となる。 

 

① 平成２９年度修士課程の改革 

以上の現状分析を踏まえ、平成２９年度の教職大学院発足に伴い、既設修士課程を以下の

ように改革する。現行の研究科の理念・目的を達成するため、児童生徒に関する今日的な教育

課題や指導法の改善等の教育実践的研究を確実に実行し、実践的な科目として教育現場での

実習科目を取り入れる。 
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１ 修士論文題目の設定 (平成 28 年度入学者から適用) 

  これまでの修士論文については、教育実践との関わりが薄い研究が多くあった。この 

ことを改善するため、修士論文の研究題目について以下の条件を課す。 

ⅰ） 学校教育または教科教育の実践との関わりを示すキーワードを題目自体に含める。 

ⅱ）ⅰ）が要件として満たされない場合、主題目の内容に関連する学校教育または教科教育

の実践に関する題目を付した副論文を提出する。 

上記の条件を満たすために、教科教育実践専攻においては、教科教育担当者と教科専門担当

者の密接な連携が求められる。 

 

２ 実践的科目の新設 

既存の「課題研究／実践課題研究」を「授業実践研究」や「教材開発」と連動させ、附属学

校または協力校等での実地研究・実証授業を行う新しい内容とする。授業形態として、研究科

教員の指導のもと、学部学生の教育実習のメンター、授業研究会への参加、授業法や開発した

教材の教育現場での検証などを行いつつ、修士論文を作成する。 

 

３ 研究指導の在り方の改善 

教職と教科や教科指導法と教科内容論が融合した研究等を行えるようにするため、複数教

員による修士論文の指導体制を整える。 

（出典：熊本大学教職大学院の設置の趣旨等を記載した書類（平成 27 年 12 月）） 

 

（水準） 

 期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 専攻別の学位授与方針とカリキュラム編成方針を定め、これに基づきカリキュラムを編

成し、詳細なシラバスを作成している点、DP や CP を踏まえた科目編成等の検証や大学院生

からの意見の聴取を行い、指摘された問題点を踏まえた改善を行っている点、各教科等の実

践的指導力や心身の健康等の課題への対応力を高める取組（「el こころ学習プログラムの開

発」等）を継続的に行い、現代的教育課題に関する授業科目に活かしている点、教育に関わ

る国際的通用性のあるカリキュラムが存在し、大使館推薦の教員研修留学生をはじめとす

る留学生の受け入れや派遣が盛んに行われている点、附属学校園等と連携し検証授業や実

地研究を行うなど、理論と実践の往還に基づく指導が行われている点などが特に優れてい

るため、期待される水準を上回ると判断した。 

 

 

  



熊本大学教育学研究科 分析項目Ⅱ 

－2-34－ 

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

○履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

 専攻別に定められた学位授与方針とカリキュラム編成方針、学習成果の到達基準・評価基

準に基づき、各授業科目にふさわしい成績評価基準・方法が検討され、授業計画書に明記さ

れている。成績評価は大学全体の指針に則り、その厳格性・一貫性を保つよう配慮している。

成績評価に関しては、評価・FD 委員長の下にそのデータを集め、著しく成績分布が偏って

いる科目については改善を求めるなどの対応をしている。 

 修了認定基準は教育学研究科規則及び履修案内等に明記され、修士論文関連規則が学生

便覧に示されており、研究題目の届出、論文提出等に関する具体的指示が掲示によって行わ

れている。大学院では、１年次前学期に指導教員及び研究題目、２年次後学期に修士論文審

査及び最終試験審査委員等の一覧表が作成され、教務委員会及び研究科委員会にて審議さ

れている。審査に合格した学生の修士論文は毎年抄録集が作られ、学業成果を公表している

（資料・２－１－１）。 

教育学部紀要（資料・２－１－２）や附属教育実践総合センター教育実践研究（資料・２

－１－３）に大学院生が大学教員と共に論文投稿ができ、筆頭著者になることもできる。紀

要への大学院生の参加数の内訳（資料・２－１－４）を見ると平成 25 年度修了生 44 人のう

ち 18人が大学院２年生時に紀要に発表し、そのうち筆頭著者が７名いる。各年度の執筆者

も一定数（筆頭著者 6.7 人、共同執筆者 6.8 人）を保ち、共著者数は増加傾向にあり、学業

の成果が進展したと高く評価できる。 

長期履修制度が平成 23年度から始まり、時間をかけて修了する学生が増えてきた。単位

修得、休学、退学・除籍、学位授与等の状況は（資料・２－１－５）の通りである。 

 
（資料・２－１－１）学位論文抄録集 

 
年度 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 

論文数 43 40 37 44 35 32 

（出典：平成 25 年度学位論文抄録集（表は各年度の抄録集に基づき作成）） 
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（資料・２－１－２）熊本大学教育学部紀要での大学院生の参加数 

年度等 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 計 年平均 

筆頭著者数 10 ７ ４ ７ ４ ８ 40 6.7 人 

共著者数 １ ４ ５ 12 ９ 10 41 6.8 人 

 （出典：各年度の熊本大学教育学部紀要より作成） 

 
（資料・２－１－３）附属教育実践総合センター実践研究紀要での大学院生の参加数 

年度等 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 計 年平均 

筆頭著者数 １ １ １ ０ １ １ ５ 0.8 人 

共著者数 ２ ３ ８ ０ ６ ０ 19 3.8 人 

 （出典：各年度の熊本大学教育学部附属教育実践総合センター実践研究紀要より作成） 
 

（資料・２－１－４）平成 25 年度の大学院生の紀要論文内訳（大学院生・下線は指導者） 

大学院生（修了年次）、指導者 論文名 頁（分量） 

A（H25）・河野順子 〈自己効力感〉に着眼したコミュニケーシ

ョン能力の育成についての一考察 ―学習

者「ひかり」の学びを中心に― 

11～19 

（9 頁） 

N（H25）・河野順子 「専有」を引き起こす説明的文章学習指導

に関する一考察 

21～28 

（8 頁） 

M（H25）・M・則元志郎 体育授業における戦術学習内容の検討 ―

バスケットボール教材を中心に― 

225～232 

（8 頁） 

M（H25）・則元志郎 「教科内容の明確化と体系化」についての

検討 ―学習指導要領と学校体育研究同士

会の比較― 

233～238 

（5 頁） 

U（H25）・山梨八重子 病の語りを聴くことの意味 －エイズ学習

から 10 年後のインタビューの分析－ 

253～262 

（9 頁） 

A（H25）・S（H25）・F・田中均 なぜ、人吉盆地は急峻な九州山地の中に位

置しているのか？ ―プルアパートペイズ

ンの教材開発― 

317～324 

（7 頁） 

S（H25）・A（H25）・F・田中均 プレートテクトニクスと活断層 325～330 

（6 頁） 

鶴島博和・F（H25）・T（H25）・

K（在学）・S（H26） 

世界史教育の現状と課題（Ⅰ） 29～56 

（28 頁） 

山本耕三・T（H25） 熊本市中心市街地における駐輪場有料化前

後の自転車駐輪の実態とその変化 

75～80 

（6 頁） 

松永拓己・K（H25）・I（H25）・

N（H25） 

絵画・ものづくりの融合制作の実践２ ―

教育教材としての試み― 

199～208 

（10 頁） 

宮瀬美津子・S（H24） 中学校におけるＥＳＤの視点をふまえた環

境教育に関する研究 

337～344 

（8 頁） 

八幡（谷口）彩子・Y（H25）・H

（H25）・S（H25） 

小学校家庭科への「家族の予算計画」導入の

試み（第２報） 

345～354 

（10 頁） 

（出典：平成 25 年度の熊本大学教育学部紀要より作成） 
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（資料・２－１－５）単位修得、留年、休学、退学・除籍、学位授与等の状況 

項目 H22 H23 H24 H25 H26   H27  備考 

単位取得率（％） 95.5 89.9 92.1 93.9 95.2 89.6 年度実績 

留年者数（人） ２ １ ８ ９ ７ ４ 年度実績 

休学者数（人） ２ ４ ４ １ １ ２ ５月１日現在 

退学・除籍者数（人） ２ ４ ４ ５ ６ ５ 年度実績 

長期履修者（人） ０ １ ３ ３ ２ ２  

学位授与数（件） 41 39 38 44 35 32 年度実績 

標準修業年限内卒業修了率(%) 84.09 75.51 76.08 78.84 87.50 93.8 年度実績 

標準修業年限×1.5年内卒業・修了率(%) 88.63 79.59 80.43 84.46 87.50 100 年度実績 

（出典：熊本大学データ集・大学年報・卒業判定資料・等に基づき作成） 

 

○資格取得状況、学外の語学等の試験の結果、学生が受けた様々な賞の状況から判断され

る学習成果の状況 

 免許・資格取得の状況に大きな変化は見られず、良好である（資料・２－１－６）。学生

の査読論文掲載・国際会議発表（資料・２－１－７）、芸術・演奏・スポーツ活動の状況（資

料・２－１－８）、受賞状況（資料・２－１－９）から、順調に学習成果が上がっていると

判断される。 

 

（資料・２－１－６）学生の免許・資格取得の状況 

免許種 H22 H23 H24 H25 H26  H27  備考 

教員免許全体* 31 35 34 32 30  22 

*教員免許(専修

免許)取得者全

体の実人数 

小学校 18 19 20 18 15 11 

中学校 23 25 26 27 27 20 

高等学校 23 28 26 27 24  19 

特別支援 ９ ６ ３ ２ ２ １ 

幼稚園 ５ ３ １ ２ ２ １ 

養護教諭 ３ １ １ ０ ０ ２ 

司書教諭 ０ ０ ０ ３ ０ ３ 

（出典：熊本大学データ集・大学年報等に基づき作成） 

 

（資料・２－１－７）学生の査読論文掲載、国際会議発表の状況 

年度 
査読無し論文件数 査読論文件数 発表件数 

その他 合計 
日本語 英語 日本語 英語 国内 国際 

H22 18 ４ ５ １ 28 １ ７ 64 

H23 20 ２ ４ ２ 27 ０ ５ 60 

H24 17 １ ６ ２ 27 １ ４ 58 

H25 14 ０ 11 ０ 33 ０ １ 59 

H26 17 ０ ７ １ 38 １ １ 65 

H27  ６ ０ ３ ０ 14 ０ ０ 23 

（出典：個人調書（教員）に基づき作成） 

  



熊本大学教育学研究科 分析項目Ⅱ 

－2-37－ 

（資料・２－１－８）学生の芸術・演奏・スポーツ活動の状況 

年度 
芸術作品・演奏 スポーツ活動 

その他 合計 
日本語 英語 国内 国際 

H22 ２ ０ １ ０ ０ ３ 

H23 ５ ０ ３ ０ ０ ８ 

H24 ５ ０ ４ ０ ０ ９ 

H25 ３ ０ ２ ０ ０ ５ 

H26 ４ ０ １ ０ ０ ５ 

H27 １ ０ ０ ０ ５ ６ 

 （出典：個人調書（教員）に基づき作成） 

 

（資料・２－１－９）学生の受賞等 

年度 賞名称 機関等名称 備考 

平成 22 

（４件） 

ファーストフレーム賞 銀光会  

努力賞 熊本県美術協会  

筑後市教育委員会賞 筑後市美術展実行委員会  

学長賞 熊本大学  

平成 23 

（２件） 

理科教育論文発表賞 理科教育学会  

第３位 音の夢ピアノコンクール 全国大会 

平成 24 

（８件） 

熊本県伝統工芸館賞 熊本県美術協会  

奨励賞四席 熊本県美術協会  

熊本県美術家連盟賞 銀光会  

ジェイ賞 銀光会  

熊本県賞 熊本県水彩画会  

県美術家連盟賞 熊本県水彩画会  

文部科学大臣賞 財団法人大牟田文化会館  

奨励賞 筑後市美術展  

平成 25 

（９件） 

奨励賞三席 熊本県美術協会  

奨励賞五席 熊本県美術協会  

協会賞 熊本県美術協会  

筑後市長賞 筑後市美術展実行委員会  

筑後市教育委員会賞 筑後市美術展実行委員会  

熊本市賞 熊本県美術協会  

山本文房堂賞 九州二紀会  

県賞 熊本県水彩画会  

入選賞 熊本市健軍文化ホール  

 （出典：熊本大学データ集等に基づき作成） 

 

○学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査結果とその分析結果 

 授業アンケートに関しては、授業の有意義さ（前掲資料・１－１－９、p8）や教員との双

方向的なやりとり（前掲資料・１－２－13、p30）等の項目で評価が高く、全体に満足度が

高い。授業目標の達成度（資料・２－１－10）では「十分」と「少し」を含め「達成できた」

が多く、良好である。 
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（資料・２－１－10）授業目標の達成度に関するアンケート結果（平成 25年度） 

質問項目 Ｑ６：あなた自身は、授業の目標をどの程度達成したと思いますか。 

   （１:十分達成できた～４:全く達成できなかった） 

 

教育学研究科・前学期 

１十分に達成

できた 

２少し達

成できた 

３あまり達成で

きなかった 

４全く達成で

きなかった 
無効 平均 

10 34 ２ ０  １ 1.83 

21.7％ 73.9％ 4.3％ ０％   

 

教育学研究科・後学期 

１十分に達成

できた 

２少し達

成できた 

３あまり達成で

きなかった 

４全く達成で

きなかった 
無効 平均 

8 37 12 ０  １ 2.07 

14.0％ 64.9％ 21.1％ ０％   

＊平均は、「非常に有意義」を１点、「有意義」を２点、「あまり有意義でなかっ

た」を３点として算出したもので、１点に近づくほど評価が高いことになる。 

（出典：平成 25 年度の授業改善のためのアンケート実施報告書による） 

 

（水準） 

 期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

履修・修了・免許取得等の状況は良好であり、授業の目標の達成度に関するアンケート結

果も良好である。紀要や教育実践研究に投稿した大学院生のうち、筆頭著者は平均 6.7 人で

一定を保ち、共著者数は増加傾向で、学業の成果が進展したと高く評価できる。学生の査読

論文掲載・国際会議発表や学生の芸術・スポーツの活動も良好で学生表彰も多く受けている。

以上のことから、期待される水準を上回ると判断した。 
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観点 進路・就職の状況 

（観点に係る状況） 

○進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の状況 

 教育学研究科修了生の就職率（留学生を除く）は 81.8％～93.0%、教員採用率（臨時採用

を含む）は 68.6％～78.9％であり、一定の水準を維持している（資料・２－２－１）。修了

生の７割程度が教員に採用されており、正規採用は年平均で 6.4 人、臨採は 15.4 人である

（資料・２－２－２）。校種別に見ると高校、中学の教員が多くなっている。 

 

（資料・２－２－１）教育学研究科修了生の就職・進学状況 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

教員（臨採を含む） 30（73.1％） 30（79.0％） 23（65.7％） 31（72.1％） 25（75.8％） 15（48.4％） 

教員以外への就職 ７（17.1％） ４（10.5％） ５（14.3％） ７（16.3％） １（3.0％） 10（32.3％） 

進学 ０ ３（7.9％） １（2.9％） ２（4.6％） １（3.0％） ０ 

その他 ４（9.8％） １（2.6％） ６（17.1％） ３（7.0％） ６（18.2％） 6（19.3％） 

合計（留学生除く） 41 38 35 43 33 31 

留学生（外数） １ １ ３ １ ２ ０ 

就職率 90.2% 89.5% 80.0% 88.4% 78.8% 80.6% 

就職・進学率 90.2% 97.4% 82.9% 93.0% 81.8% 80.6% 

（出典：厚生・就職委員会資料等に基づき作成） 

 

（資料・２－２－２）教育学研究科修了生の教員就職先 

年度 

就職先（正規採用） 
現職 
現場 
復帰 

就職先（臨時採用） 

高
校 

中
学 
* 

小
学 

特
支 

幼 
稚 
園 

そ 
の
他 

小
計 

高
校 

中
学 
* 

小
学 

特
支 

幼
稚
園 

そ
の
他 

小
計 

平成 22 ３ ０ １ １ １ ０ ６ ７ ６ ３ ３ １ ２ ２ 17 

平成 23 ３ ２ ３ ０ １ ０ ９ ５ ３ ４ ５ ２ ０ ２ 16 

平成 24 ０ ０ ２ ０ ０ １ ３ ４ ６ ８ ２ ０ ０ ０ 16 

平成 25 １ ３ ３ ０ ０ ０ ７ ８ ６ ２ ５ ２ ０ １ 16 

平成 26 ３ ３ １ ０ ０ ０ ７ ６ ２ ３ ３ １ １ ２ 12 

平成 27 ３ ３ １ ０ ０ １ ８ ２ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ５ 

計 13 11 11 １ ２ ２ 40 32 28 20 18 ６ ３ ７ 82 

*中学・高校は中学に数えた 

（出典：厚生・就職委員会資料等に基づき作成） 
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○在学中の学業の成果に関する卒業・修了生及び進路先・就職先等の関係者への意見聴取

等の結果とその分析結果 

 平成 26 年度に実施された修了生アンケート（2004 年度、2009 年度、2011 年度の修了生

計 22名）によれば、修了生の多く（70％以上）が、コミュニケーション能力、自己理解・

主体的行動力、専門知識・技能、文章表現力・数的処理能力などの点で必要な能力がついた

と回答しており（資料・２－２－３）、教育学研究科の学業の成果と捉えることができる。 

 

（資料・２－２－３）修了生アンケート 

  

  

（出典：平成 26 年度実施教育学研究科修了生アンケートデータより） 
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（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 研究科全体の就職状況（留学生を除く）は８割以上で、教員就職率は 7割程度以上で一定

の水準を維持している。高校、中学の教員が多く、本研究科の「高度な実践的指導力を持つ

教員の養成」により、専門性の高い分野へ就職しているため、期待される水準を上回ると判

断した。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

平成 24 年度から学部執行部、各委員会等の代表を構成員とする教員養成機能充実委員会

が設置され（資料・２－２－４）、改革プロジェクトを実施した。熊本県・市教育委員会と

連携して共同研究・発表の取組（前掲資料・１－１－９、１－１－10、p８～９）は大学・

附属学校・学校現場・大学院生の研鑽と交流の場となるとともに、ミッションの再定義に掲

げた「地域密接型を目指す大学」として、実践的カリキュラムへの転換に向けた改革推進と

なった。これらの取組は、第１期と比較して教育委員会、学校教育・社会教育関係者等の期

待に応え、附属学校園をはじめとする教育現場との連携を強化した。 

 教育内容・方法の面では、平成 25年度に学位授与方針（DP、前掲資料・１－２－１、p19

～21）に基づく教育プログラムの検証を行い、平成 27年度にカリキュラム編成方針（前掲

資料・１－２－２、p21～22）に基づく教育プログラムの検証を行い、２コース（国語教育

及び技術教育）の通年４単位の授業設定の解消等の改善を行った。また、各教科等の実践的

指導力を高める授業科目や特別支援、心身の健康などの現代的教育課題に関する授業科目

（前掲資料・１－２－６、p25）を実施している。第１期では個別あるいはグループ等によ

る取組が主体であったが、第２期では第１期と比較して、学部全体および附属学校との共同

で実施したことが質の向上になっている。 

以上の点で、教育活動の状況に重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 履修・修了・免許取得等の状況は良好であり（前掲資料・２－１－６、p36）、授業の目的

の達成度に関するアンケート結果も良好である。学生の査読論文掲載・国際会議発表、受賞

等（前掲資料・２－１－７、２－１－８、p36～37）から質の向上が見られる。教員就職率

は一定の水準を維持し（前掲資料・２－２－１、p39）、高校や中学への就職者が多く、本研

究科が目的とする高度な実践的指導力を持つ教員養成が効果を挙げている。教育学部紀要

や教育実践研究に大学院生の執筆者数は第１期に比べ第２期は増加している（資料・２－２

－５）。以上の点で、教育成果の状況に重要な質の変化があったと判断する。 
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（資料・２－２－４） 教員養成機能充実委員会次第 

 

  （出典：教員養成機能充実委員会次第） 

 
（資料・２－２－５）熊本大学教育学部紀要の大学院生の参加数の比較 
第１期：熊本大学教育学部紀要での大学院生の参加数 

年度等 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 計 年平均 

筆頭著者数 ０ １ １ ２ ３ ２ ９ 1.5人 

共著者数 ４ ２ ２ ７ ３ ４ 22 3.6人 
 

第２期：熊本大学教育学部紀要での大学院生の参加数（前掲資料・２－１－２、p25） 

年度等 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 計 年平均 

筆頭著者数 10 ７ ４ ７ ４ ８ 40 6.7人 

共著者数 １ ４ ５ 12 ９ 10 41 6.8人 
 

（出典：各年度の熊本大学教育学部紀要に基づき作成） 
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Ⅰ 文学部の教育目的と特徴 
 

１．文学部は、旧制五高の伝統を踏まえつつも、日々進歩する学問研究、また社会情勢の

変化や要請に応えるべく、幅広い知識と確かな専門力を有し、それに基づく実践力及

び判断力を身につけた総合力ある人材、もって幅広く社会に貢献する人材の育成を

目指している。 

２．そのために、豊かな教養と深い専門的知識・創造的知性によって自ら課題を発見し解

決する実践的能力及び現代社会に必要なグローバルな視野と市民的公共心を養うこ

とを教育の目的とし、教育プログラムを策定している。 

３．また、国際化の流れに柔軟かつ適切に対応でき、国際交流を推進できる人材の育成も

重要な目的として掲げ、授業での知識の獲得だけでなく、海外での実際の経験を促進

している。 

４．１～３のような目的を実現すべく、４学科・９コース・22 専門領域という幅広い領

域を生かした専門教育、地域・社会連携及び貢献を目指した実践的・社会対応的教育、

現代社会に対応するメディア・リテラシー及びコミュニケーション教育を特徴とし

ている。 

５．具体的には、「ミッションの再定義」に述べられている取り組みに則り、（１）情報処

理能力、文章作成力、英語コミュニケーション力を養う専門基礎教育、（２）コミュ

ニケーション力、企画立案力、課題解決力を養う体系的な教育、（３）熊本県地域イ

ンターンシップや地域密着型実習形式授業など、学生のアクティブラーニングを促

す教育プログラムが特徴となる。 

６．また、学生の学習効果を高めるために段階的な履修・進級課程を策定している（１年

次で専門基礎科目、２年次で専門基礎科目及び基盤科目、３～４年次で基盤科目及び

展開科目を中心に履修し、２年次でコースを選択、３年次で卒論作成に向けた専門領

域を決定、４年次に論文を完成させる）。 

 

[想定する関係者とその期待] 

 受験生からは様々な関心に対応する受け入れ体制・教育体制・学習環境の整備が、在学

生からは基礎学力の養成、専門知識の深化、学習環境整備、就職支援体制の充実が、保護

者からは様々な情報提供と被保護者の学業の充実、卒業後の進路の整備・充実が、卒業生

の受け入れ先となる組織や企業及び地域社会からは、卒業生の高い学力、専門性、実践力、

社会対応能力等の養成が期待されている。
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

 

教養教育機構の構成は（資料・１－１－１）のとおりで、教養教育における文学部教員

の授業担当数は学内で最も多い（H26 年度 214 コマ、H27 年度 203 コマ）。学部の教育体制

は４学科・９コース・22専門領域からなり、総合人間学科が３コース・９専門領域、歴史

学科が２コース・５専門領域、文学科が３コース・７専門領域、コミュニケーション情報

学科（以下「コミ情学科」）が１コース・１専門領域で、学生の多様な関心に対応する体

制が取られている（資料・１－１－２）。 

学部教員数は 60 名（H27 年 12 月現在）で、学科別配置数は、総合人間学科 18 名（教

授９、准教授９）、歴史学科 10 名（教授４、准教授６）、文学科 22 名（教授 12、准教授

８、講師２）、コミ情学科９名（教授３、准教授６）、附属永青文庫研究センター１名（教

授１）である。学部全体で、教授 29名（48.3％）、准教授 29 名（48.3％）、講師２名（3.4％）

とバランスの取れた構成となっている（資料・１－１－３）。また、「ミッションの再定義」

のコミ情学科拡充に沿って、H27 年度に学部の学科改編が決定された（コミ情学科の教員

定員３増・学生定員５増、文学科の教員定員３減・学生定員５減）。女性教員比率は H27

年度現在 13.3％（8/60）であるが、次年度１名、さらに次々年度バッファリングによる

１名の採用が決定しており、目標比率 15％を超えた 16.7％が達成される。４学科に属す

る教員の専門領域は、人文系学部としての幅広い領域を十分にカバーすると同時に（資

料・１－１－４）、全学部中最も多い計８名の外国籍教員が教育・研究に携わっており、

人文系学部に重要な外国語教育・異文化教育・国際化教育の強化体制も十分に取られてい

る。 

他大学と連携した教育体制に関連して、教育の国際化に寄与する学生交流協定大学と

の提携体制が第２期中期目標期間に大いに整備改善された。部局間の協定大学は、H21 年

度はボン大学（ドイツ）のみだったが、H22 年度に杭州師範大学（中国）、H24 年度に長榮

大学（台湾）、H26 年度に淡江大学（台湾）を加えて４大学に拡大された。また H22 年度

に部局間協定（学術のみ）として始まった安徽大学（中国）は H27 年度に大学間（学術・

学生）に拡大され、H27 年度現在、当学部学生が係る協定大学は部局間４大学、大学間 13

大学となり、ヨーロッパ、アジア、アメリカ、オーストラリアと幅広い国々への留学が可

能な体制が整っている（資料・１－１－５）。 

入試情報及びアドミッション・ポリシーは３種類の学生募集要項で公表・周知されてい

る（資料・１－１－６）。一般入試（前期日程）の第２期中期目標期間の学部全体の平均

志願倍率は 2.6 倍と良好である（資料・１－１－７）。入学者の定員充足率は学部全体平

均約 106％と良好で、学生の教育指導上問題のない入学者数となっている（資料・１－１

－８）。当学部への入学者は 92％が九州圏内からで、その内訳は熊本県内 25％、九州の他

県 75％となっている。この数値は九州内における当学部の位置づけをよく示し、有用な

データとして入試説明会等で活用している（資料・１－１－９、１－１－10）。 

当学部 FD委員会は、「熊本大学 FD憲章」の理念のもと、教育の質の向上の取り組み（学

部教育目的に即した教育プログラムの点検、教員と職員の連携、TA の資質向上、授業改

善アンケートの活用）を指針として表明している（資料・１－１－11）。また、教員相互

の授業参観を実施し、各教員の授業方法及び教育力の向上を図っている。学部の学科体制、

教員構成、教育プログラム等については、文学部将来構想検討委員会を吸収する形で、学

部長、両副学部長、４学科長で構成される運営会議に審議を集約し、教員の退職・転出に

伴う人事関連に対応する形で、学部教育の質を保障・改善すべく、継続的に検討を行って

いる。 
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履修関係ほか、教務関係情報については『学生便覧』及び『履修手続き案内』を冊子で

配布し、個々の授業科目の詳細（シラバス）は、H27 年度から WEB 上で閲覧できるように

した。そこで記載されている「評価方法」には成績評価の詳細が記載され、厳格で一貫し

た成績評価の徹底が図られている。それらの『便覧』や『案内』等を基に、種々のガイダ

ンスを通して学生の教務・履修関係のサポートを行い、学習の効率化を図っている（資料・

１－１－12）。外部に対する広報媒体としては、文学部ウェブサイトと『文学部案内』で

総合的な情報を、『文学部通信』でその年度の最新の情報や取り組みを紹介し、在学生、

保護者ほか外部への公表・周知を図っている（資料・１－１－13）。 

 

（資料・１－１－１）教養教育機構の体制 

 
（出典：「本学公式ウェブサイト：＜教育＞  ＜教養教育の実施体制＞」） 

   

（資料・１－１－２）学部教育体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：『2014 年度文学部案内』p.６） 
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（資料・１－１－３）文学部現員教員数（H27 年 12 月現在）（*外国人教員、**女性教員） 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

 （資料・１－１－４）学部４学科教員の専門領域 

＜総合人間学科＞C.S.パース研究、知識論、哲学、言語哲学、心の哲学、音楽史、初期バロック劇音

楽、ドイツ語圏文学・思想・芸術、認知心理学、脳科学、発達と適応、知覚心理学、認知神経科学、

医療社会学、社会学方法論、理論社会学、文化社会学、国際社会学、社会問題論、現代社会論、社会

理論、人間形成論、深層心理学、規範倫理学、応用倫理学、古代ギリシャ及び現代の倫理学、メタ倫

理学、文化人類学、アフリカ研究、映像人類学、社会人類学、内陸アジア研究、地域社会学、環境社

会学、口頭伝承論、民族語彙論、実践民俗学、経済伝承研究、文化行政論、環境地理学、気候学、計

量地理学、経済地理学、産業地域研究 ＜歴史学科＞中国政治・社会史、近・現代アメリカ社会・経

済史、イギリス近代史・都市史、西洋モダニズム思想、日本中世社会・経済史、日本近代政治・社会

史、日本近世史・法制史、博物館史、環中国海地域の考古学、日本考古学、東北アジア先史学、古民

族植物学 ＜文学科＞中世・近世の日本語（音韻・文法）、日本近・現代文学（小説・批評）、日本語

学（現代日本語文法・語彙）、日本中世文学、中国古典文学、日中比較文学、中国語学、近世中国語語

彙・文法論、日中語彙対照研究、英国小説、英文学、デジタル人文学、文学批評、英語学、中世英文

学、20 世紀アメリカ小説、現代米詩、日米俳句比較研究、ドイツ言語学、ドイツ語史、中世ドイツ語、

19・20 世紀ドイツ小説、ドイツ文化・文学、比較思想、フランス語学、16 世紀フランス文学、言語科

学、外国語としてのフランス語教育、教育方法論、20 世紀フランス文学、旧約聖書学、ヘブライ思想、

韓中比較文学、日中韓比較文化、日中比較文学、ドイツ・ポーランド越境文学、インドの諸言語、記

述音韻論、言語の比較対照研究、ハーン・漱石の比較文化論的研究 ＜コミュニケーション情報学科

＞ビジネス・コミュニケーション、プロジェクト・マネジメント、エージェント・ベース・シミュレ

ーション、談話分析、コミュニケーション学、応用言語学、英語教育、教員教育（教員能力開発）、コ

ミュニケーション方法論、質的調査方法論、言語学、心理言語学、精神測定学、言語思想史、一般言

語学、社会言語学、マーケティング、経営戦略、eラーニング、メディア研究、18～19 世紀英語小説

研究、現代文化史学批評論、情報メディア倫理、メディア・コミュニケーション論、放送・通信戦略、

観光情報学、地域ブランディング、紛争解決・平和構築学、コミュニケーション心理学、コミュニケ

ーション理論、修辞学、異文化コミュニケーション論、哲学、倫理学、コミュニケーション学 

                     （出典：『2016 年度文学部案内』p. 52） 

 

 

 

 

 

 

 

学科・センター 教授 准教授 講師 計

総合人間学科   9 (*1,**1)   9 (**1)   0  18(*1,**2)

歴史学科   4 (**1)   6 (**1)   0  10 (**2)

文学科  12 (*3,**2)   8 (*2, **1)   2 (**1)  22(*5,**4)

コミ情学科   3 (*1)   6 (*1)   0   9 (*2)

附属永青文庫研究
センター

　1 　0   0 　1

計  29 (*5,**4)  29 (*3,**3)   2 (**1)  60(*8,**8)
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（資料・１－１－５）文学部学生が関わる部局間・大学間交流協定大学 

 

（出典：「グローバル教育カレッジ・国際業務推進」資料を基に作成） 

 

（資料・１－１－６）各学科のアドミッション・ポリシー（求める人材内容のみ引用） 

＜総合人間学科＞ 

１．人間や人間関係への関心と探究心を持ち、人間に関わる問題に実際に取り組んでいきたいと考えている人。 

２．現代社会の抱える諸問題や日本及び世界各地の社会や文化に関心を持ち、それらを自分で分析する力を

つけたいと考えている人。 

３．地域社会や地域文化に関心を持ち、それらが抱える問題に実際に取り組んでいきたいと考えている人。 

＜歴史学科＞ 

１．歴史を学ぶことを通じて、「人間」の本質と可能性を探求し、新しい時代と社会とを切り開いていこうとする意

欲を持った人。 

２．国際交流や国際協力等の実践的活動に関心を持ち、歴史という長期的視点から、異文化社会の本質を理

解したいと考えている人。 

３．遺跡発掘調査や史料解読といった高度の技能を身につけ、より高い専門性を持って、文化財行政や歴史教

育に携わりたいと考えている人。 

＜文学科＞ 

１．日本を含むいろいろな国の言語、文学、文化に強い関心を持ち、それらを学ぶことを通して人類の文化や現

代社会に対する理解を深めたいと考えている人。 

２．英語をはじめとする外国語の運用能力と異文化を正しく理解する能力を身につけ、国際的な舞台で活動し

たいと考えている人。 

３．言語や文学に対する幅広い知識と的確な分析・表現能力を活かし、教育・研究の仕事に従事したいと考え

ている人。 

＜コミュニケーション情報学科＞ 

 １．理論だけでなく、自らの体験を通して、新聞・放送・広告といったマスメディア、インターネットに代表される

情報技術の仕組みと運用など、コミュニケーションと情報に関するさまざまな事象について考えたい人。 

２．オーラルコミュニケーションを中心に、英語によるディスカッションやディベート等に対応できる高いレベルの

実践的英語運用能力を習得したい人。 

（出典：『平成 27 年度熊本大学学生募集要項』p２-３） 

大学名（部局名：国名） 派遣学生数 留学予定期間

ボン大学（人文科学部：ドイツ） 4名以内 　 1年以内

杭州師範大学（外国語学院：中国） 5名以内 　 1年以内

長榮大学（人文社会学院：台湾） 3名以内 　 1年以内

淡江大学（外国語文学院：台湾） 2名以内 　 1年以内

モンタナ大学（アメリカ） 5名以内 10ヶ月以内

モンタナ州立大学（アメリカ） 3名以内 10ヶ月以内

リーズ大学（イギリス） 5名以内 10ヶ月以内

ニューカッスル大学(オーストラリア) 4名以内 10ヶ月以内

ザールラント大学（ドイツ） 5名以内 　 1年以内

ボルドー大学連合（フランス） 5名以内 　 1年以内

2名以内 　 1年以内

4名以内 6ヶ月以内

同済大学（中国） 5名以内 　 1年以内

安徽大学（中国） 2名以内 　 1年以内

南台科技大学（台湾） 5名以内 　 1年以内

倍材大学校（韓国） 5名以内 　 1年以内

東亜大学校（韓国） 4名以内 　 1年以内

ソウル市立大学校（韓国） 5名以内 　 1年以内

部局間

上海師範大学（中国）大学間
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（資料・１－１－７）「一般入試（前期日程）」の志願倍率 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

（資料・１－１－８）入学者の充足率 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

（資料・１－１－９）入学者の九州内外の分布 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

（資料・１－１－10）九州地方からの入学者の九州圏内分布 

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

 

学科 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 学科平均

総合人間学科 3.1 2.6 2.4 2.1 2.6 2.7 2.6

歴史学科 3.5 2.4 3.2 2.4 1.7 2.4 2.6

文学科 2.3 2.2 3.0 2.3 2.0 2.7 2.4

コミ情学科 2.5 2.9 2.6 3.1 2.9 3.0 2.8

学部平均 2.9 2.5 2.8 2.5 2.3 2.7 2.6

年度 入学者数 充足率

H22年度（定員170） 187 110%

H23年度（定員170） 176 104%

H24年度（定員170） 182 107%

H25年度（定員170） 177 104%

H26年度（定員170） 183 107%

H27年度（定員170） 180 106%

学部平均 181 106%

九州 四国 中国 近畿 中部 関東 東北 北海道 その他 合計

H22年度 172 1 8 0 1 2 0 0 3 187

H23年度 163 1 6 2 3 0 0 1 0 176

H24年度 165 1 9 1 0 0 0 0 6 182

H25年度 161 2 5 1 1 2 0 0 5 177

H26年度 164 1 9 0 2 3 0 1 3 183

H27年度 170 1 5 2 1 0 0 0 1 180

平均 165.8 1.2 7 1 1.3 1.2 0 0.3 3 180.8

(91.7%) (0.6%) (3.9%) (0.6%) (0.7%) (0.6%) (0.0%) (0.2%) (1.7%) (100.0%)

熊本 福岡 佐賀 長崎 大分 宮崎 鹿児島 沖縄 合計

H22年度 45 43 17 24 9 14 19 1 172

H23年度 49 52 6 16 11 14 15 0 163

H24年度 37 53 4 21 18 14 15 3 165

H25年度 38 31 16 23 15 9 26 3 161

H26年度 40 46 14 15 21 13 12 3 164

H27年度 40 60 13 18 13 10 15 1 170

平均 41.5 47.5 11.7 19.5 14.5 12.3 17.0 1.8 165.8

(25.0%) (28.6%) (7.0%) (11.8%) (8.8%) (7.4%) (10.3%) (1.1%) (100.0%)
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（資料・１－１－11）教員及び職員の質向上に関する文学部 FD指針 

１．文学部は教育理念・目的に即し、目的とする人材を養成することのできる教育プログラ

ムになっているか、また、授業の内容と方法が適切かを点検し、必要に応じて改善します。 

２．教員は、担当する授業や研究指導の内容・方法を不断に点検しつつ改善に努め、その結

果を年度ごとの授業改善のためのアンケートに対する教員コメント等で報告します。 

３．職員は、新しい知識・技能の習得に取り組むと同時に、教員等との連携を蜜にとりなが

ら教育改善を補佐します。 

４．ティーチング・アシスタントは、担当教員の指導・助言の下、教育内容を理解した上で

受講者の学びに最大限貢献し、自らの資質向上に努めます。 

５．FD 委員会は、授業改善のためのアンケート等のデータをもとに授業内容、方法を検討

し、必要な場合、学部に対して改善措置を提言します。 

             （出典：H27 年 11 月 11 日付「熊本大学文学部 FD 指針」） 

 

（資料・１－１－12）文学部における履修ガイダンス 

1 月  各学科のコース分けガイダンス（1年次生対象） 

4 月  入科式・新入生ガイダンス（新入生対象） 

    各コース履修ガイダンス（新 2・3年次生対象） 

    各履修モデル履修ガイダンス（新 2・3・4年次生対象） 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

（資料・１－１－13）文学部における広報刊行物 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

(水準)   

 

期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 

 

教養教育への学部教員の関わり度の高さ；人文系学部の専門教育に相応しい専門領域

の幅広さ；「ミッションの再定義」で掲げたコミ情学科の拡充の実現；交流協定大学の拡

大他、教育の国際化のための種々の整備改善；アドミッション・ポリシーの新規作成とそ

の公表・周知；『授業計画書』の WEB 化によるシラバス閲覧の改善；入学生・在学生の履

修効率化のための種々のガイダンス実施等々、第２期中期目標期間における学部の教育

実施体制は多くの点で適切に整備改善されているという理由から優れており、想定する

関係者の期待を上回ると判断する。 

 

 

資料１－１－13：文学部における広報刊行物

ウェブサイト・刊行物 配信・配布対象

文学部ウェブサイト 全対象

『文学部案内』 高校生

『文学部通信』 在学生及び保護者

『一般入試　学生募集要項』 受験生

『特別入試　学生募集要項』 受験生

『文学部第3年次編入学　学生募集要項』 受験生

『私費外国人留学生募集要項』 外国人受験生

オープンキャンパスリーフレット 高校生
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

 

H25 年度『学生便覧』から、学科の各コースのカリキュラム編成方針（資料・１－２－

１）及び学位授与方針（資料・１－２－２、１－２－３）を定めて教育課程を編成してい

る。また教養課程と学部専門課程の卒業要件単位に関して、学生の柔軟な履修を可能とす

る目的でその改善を行った（H23 年度以前の教養 40 単位以上、専門 84 単位以上を改め、

H24 年度から教養 34 単位以上、専門 84 単位以上、両者から６単位以上を自由選択とし、

CAP 制を廃止した）（資料・１－２－４）。さらに、学生の学習効果を高めるために、教

養課程から専門課程への段階的な履修課程を策定している（１年次で専門基礎科目、２年

次で専門基礎科目及び基盤科目、３～４年次で基盤科目及び展開科目）（資料・１－２－

５）。学生は２年次進級の際にコースを選択し、３年次で「課題研究 I」を選択すること

で専門領域を決め、４年次の課題研究 II 及び III（H24 年度新設）へと継続する形で論文

を完成させる。 

当学部の就職説明会等で協力してくれているサポーター企業対象にアンケート調査

（H23 年）を行った結果、企業が当学部学生に求めるものは、リーダーシップ、コミュニ

ケーション能力、創造性、自責・自発型、行動力、社会的問題の発見等であることが浮き

彫りになり、今後の学部教育の方向性を考える上で貴重な資料が得られた（資料・１－２

－６）。このアンケート結果とも関係する形で、H23 年度以前４科目だった実践・社会対

応科目を H24 年度から８科目に増やし、H27 年度にはさらに９科目に増やした（資料・１

－２－７）。「インターンシップ」の参加人数は、第２期中期目標期間に実施された４年度

で 110 名おり、H27 年度が 43名と最も多く、増加傾向にある（資料・１－２－８）。職場

での実際の経験は貴重な体験で、非常に有益だったとの声が多く、社会対応科目としての

成果は大きい。 

幅広く学習や単位取得の機会を社会に提供するために、研究生・科目等履修生を受け入

れている。第２期中期目標期間で計 16人（年度平均 2.7 人）がこの制度を利用して入学

している（資料・１－２－９）。また全学の生涯学習教育の一環である授業開放科目とし

て計 130 科目（年度平均 22 科目）を社会人対象に開放し、社会貢献の一翼を担っている

（資料・１－２－10）。 

国際通用性のある教育課程を推進する目的で、英語による授業を積極的に行っている。

コミ情学科と文学科では、外国人教員及び日本人教員が多くの授業を英語で行い、英語運

用能力の向上及び国際性の養成を図っている。コミ情学科では授業としての海外研修も

行っている。研修先は英語圏諸国が中心で、第２期中期目標期間で計 65名（年度平均 11

名）の学生が参加し、語学力・国際的視野を養成する授業として機能している（資料・１

－２－11）。教員引率による短期海外研修（１～２ヶ月）も複数行われている。参加学生

数は計 157 名（年度平均 26 名）と多く、ヨーロッパ及びアジア諸国での研修を行ってい

る（資料・１－２－12）。 

交流協定大学を中心に学生の海外留学を促進するため、学部独自のガイダンスを実施

し、留学経験のある先輩たちの体験談、教員からのアドバイス、事務手続きの説明など具

体的なサポートを提供している。また H24 年度には学部図書室に「国際交流図書コーナ

ー」が設置され、留学に関心のある日本人学生、海外からの留学生双方に有用な場として

機能している。第２期中期目標期間における交流協定大学への学生の留学数は計 38 名、

年度平均 6.3 名で、特に H26 年度 12 名、27 年度 10 名と顕著な増加傾向にある（資料・

１－２－13）。そのほか、文学部国際奨学事業を利用して計 27 名の学生が欧米及びアジア

の国々に出かけ、様々なテーマに取り組むことで貴重な海外研修経験を積んでいる（資

料・１－２―14）。これら種々の海外留学・研修の報告は文学部ウェブサイト、『文学部通

信』『熊大通信』「留学ガイダンス」等で行われている。 

海外からの留学生受け入れは、受入数・出身国数ともに年度毎に増加し、第２期中期目

標期間で計 321 名（年度平均 54 名）と学内で最も多くの留学生を受け入れているが、そ
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の数は年々増加傾向にあり、当学部での留学生受け入れ状況は非常に活発である（資料・

１－２－15）。国費留学生は東西ヨーロッパ（特にポーランドから計６名）、アジア（特に

ラオスから計７名）、南北アメリカなど多地域に渡っている（資料・１－２－16）。私費留

学生は中国（計 127 名）と韓国（計 73名）が目立って多く、両国からの留学生は年々増

えており、その他の東南アジア諸国からの増加傾向も含め、アジア諸国の増加が顕著であ

る（資料・１－２－17）。 

人文系学部学生として、幅広い知識と確かな専門力を備えた総合力のある人材育成が

学部全体としての目的であるが、同時に、女子学生が７割を占める学部として目指すべき

ものに女性のリーダーシップ養成がある。そこで、H24 年度に学部独自に「女性リーダー

シップ養成」検討委員会を立ち上げ、女性のリーダーシップ教育について議論を重ねた

（計６回開催）。構成メンバーは学部教員５名（うち女性教員３名）、各界で活躍している

６名の学外委員、学部長・副学部長２名の計 13名で、議論を通して答申及び提言をまと

めた（資料・１－２－18）。その答申と提言に基づいて「世界システム史演習 E」（H26 年

度）、「ジェンダー入門」（H27 年度～）が開講され、カリキュラムの改善に生かされてい

る。 

学生の主体的な学習として、社会調査実習、発掘調査実習/史資料学野外実習や、外部

からプロの映像制作者を招いて学生自ら制作する実習形式の授業等が従来実施されてい

るが、新たに H25 年度に水俣地域を対象とした「地域インターンシップ」を試行的に行

い、また同年度、海外フィールドスタディ型授業の可能性を探るためのゼミ合宿を台湾で

行った。さらに H26 年度から水俣・芦北地域の地域づくりや商品開発などに取り組む授業

も行われている。インターンシップ」に参加した学生の報告書からその研修授業の成果の

大きさが分かる（資料・１－２－19）。また、学生の学習環境を整備するために、学生か

らの要望を直接聞く場として「学部長と学生代表による懇談会」を毎年実施し（資料・１

－２－20）、その場で出た要望や意見に対して回答するとともに、具体的な改善を行って

いる。H23 年度の学部図書室の新設、H25 年度のメディア演習室の増設（１室を２室に）、

１階ロビー学生室へのコピー機設置、H26 年度から同室の休日開放、H27 年度の学部雑誌

室の貸し出し管理改善など、着実に整備改善がなされている。 

 

（資料・１－２－１）各コースのカリキュラム編成方針 

＜総合人間学科＞＜人間科学コース＞【体系性】人間科学（認知哲学・芸術学・認知心理学）

の学問体系を基礎として教育課程を編成している。/【段階性】基礎的な科目から学年進行に

沿って応用的・発展的な科目を学修するよう編成している。/【個別化（進路への対応）】3，

4 年次には人間科学（認知哲学・芸術学・認知心理学）の専門的な授業科目と卒業論文にいた

る課題達成型の授業科目を配置し、進学あるいは専門職への就職の進路に即した科目履修を

保証するよう編成している。//＜社会人間学コース＞【体系性】社会人間学（倫理学・社会学・

文化人類学）の学問体系を基礎として教育課程を編成している。/【段階性】基礎的な科目か

ら学年進行に沿って応用的・発展的な科目を学修するよう編成している。/【個別化（進路へ

の対応）】3，4年次には社会人間学（倫理学・社会学・文化人類学）の専門的な授業科目と課

題達成型の授業科目を置き、将来の進路に即した科目履修を保証するよう編成している。//＜

地域科学コース＞【体系性】地域科学（地域社会学・民俗学・地理空間学）の学問体系を基礎

として教育課程を編成している。/【段階性】基礎的な科目から学年進行に沿って応用的・発

展的な科目を学修するよう編成している。/【個別化（進路への対応）】3，4 年次には地域科

学（地域社会学・民俗学・地理空間学）の専門的な授業科目と卒業論文にいたる課題達成型の

授業科目を配置し、進学あるいは専門職への就職の進路に即した科目履修を保証するよう編

成している。 

＜歴史学科＞＜歴史資料学コース＞【体系性】日本史学・考古学の学問体系を基礎として教

育課程を編成している。/【段階性】：基礎的な科目から学年進行に沿って応用的・発展的な科

目を学修するよう編成している。/【個別化（進路への対応）】2年次より、コースを構成する

履修モデルに即した基礎的な専門科目を、3・4 年次には、より高度で専門的な授業科目を置
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き、コース内での横断的科目履修に配慮しつつ、将来の進路に即した科目履修を保証するよう

編成している。//＜世界システム史学コース＞【体系性】アジア史学・西洋史学・近現代社会

思想史学の学問体系を基礎として教育課程を編成している。/【段階性】基礎的な科目から学

年進行に沿って応用的・発展的な科目を学修するよう編成している。/【個別化（進路への対

応）】2年次より、コースを構成する履修モデルに即した基礎的な専門科目を、3・4 年次には、

より高度な専門的な授業科目を置き、コース内での横断的科目履修に配慮しつつ、将来の進路

に即した科目履修を保証するよう編成している。 

＜文学科＞＜東アジア言語文学コース＞【体系性】日本語日本文学及び中国語中国文学の学

問体系を基礎として教育課程を編成している。/【段階性】基礎的な科目から学年進行に沿っ

て応用的・発展的な科目を学修するよう編成している。/【個別化（進路への対応）】3・4 年

次には、日本語日本文学及び中国語中国文学の専門的な授業科目と卒業論文にいたる課題達

成型の授業科目を配置し、進学あるいは専門職への就職の進路に即した科目履修を保証する

よう編成している。//＜欧米言語文学コース＞【体系性】欧米言語文学（英語英米文学・独語

独文学・仏語仏文学）の学問体系を基礎として教育課程を編成している。/【段階性】基礎的

な科目から学年進行に沿って応用的・発展的な科目を学修するよう編成している。/【個別化

（進路への対応）】3・4年次には、欧米言語文学（英語英米文学・独語独文学・仏語仏文学）

の専門的な授業科目と課題達成型の授業科目を置き、将来の進路に即した科目履修を保証す

るよう編成している。//＜超域言語文学コース＞【体系性】比較文学及び言語学の学問体系を

基礎として教育課程を編成している。/【段階性】基礎的な科目から学年進行に沿って応用的・

発展的な科目を学修するよう編成している。/【個別化（進路への対応）】3・4 年次には、比

較文学及び言語学の専門的な授業科目と卒業論文にいたる課題達成型の授業科目を配置し、

進学あるいは専門職への就職への進路に即した科目履修を保証するよう編成している。 

＜コミュニケーション情報学科＞＜コミュニケーション情報学コース＞【体系性】コミュ

ニケーション情報学の学問体系を基礎として教育課程を編成している。/【段階性】基礎的な

科目から学年進行に沿って応用的・発展的な科目を学修するよう編成している。/【個別化（進

路への対応）】コースを構成する各教育分野の専門的な授業科目を置き、将来の進路に即した

科目履修を保証するよう編成している。 

 （出典：『平成 27 年度学生便覧』p.４-12） 

 

（資料・１－２－２）学部の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー） 
文学部は、学士課程教育において、「幅広く豊かな教養と人文・社会科学に関する確かな

専門的知識を有し、創造的な知性を持って自ら課題を発見し、解決する実践的な能力及び

21 世紀を生きる人間に必要なグローバルな視野と市民的公共心を備え、社会に貢献でき

る」人材の育成を目的としている。このことを踏まえ、本学が定める学習成果を達成すべ

く編成・実施された教育課程を学修し、所定の単位を修得した者に、本学部の学位を授与

する。 
（出典：『平成 27 年度学生便覧』p.４-12） 

 
（資料・１－２－３）各コースの学位授与方針（ディプロマ・ポリシー） 
【総合人間学科】 
＜人間科学コース＞ 
本コースは､学士課程教育において､｢人間や人間関係についての知見を持ち､目先の利害

にとらわれず､教養ある批判的判断のできる人材の育成｣を目標とするとともに､それぞ

れの履修モデルの特性を活かして､｢論理的判断力(認知哲学)､感受力・美的判断力(芸術

学)､実証的判断力(認知心理学) を養い､問題解決への柔軟で大胆な発想をすることがで

き､状況に応じた行動がとれる｣人材の育成を目指している｡このことを踏まえ､コースと

して掲げる学習成果を達成すべく編成・実施された教育課程を学修し､所定の単位を取得

した者に､本コースの学位を授与する｡ 
＜社会人間学コース＞ 
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本コースは､学士課程教育において､｢｢社会的存在としての人間｣という認識から出発し､現代

における人間と人間を取り巻く社会的現象にかかわる人材の育成｣を目標とする｡このことを

踏まえ､コースとして掲げる学習成果を達成すべく編成・実施された教育課程を学修し､所定

の単位を取得した者に､本コースの学位を授与する｡ 
＜地域科学コース＞ 
本コースは､学士課程教育において､｢｢地域社会の生活主体としての人間｣という観点から､人

間とその地域的環境(社会文化的・自然的環境) について多面的・有機的に理解を深め､現代の

地域社会が抱える諸問題の解決に実践的に取り組む人材の育成｣を目標とする｡このことを踏

まえ､コースとして掲げる学習成果を達成すべく編成・実施された教育課程を学修し､所定の

単位を取得した者に､本コースの学位を授与する｡ 
【歴史学科】 
＜歴史資料学コース＞ 
本コースは､学士課程教育において､｢文献史料や考古資料を的確な手法・技術で調査・分析す

る作業を通じて過去の歴史を読み解き､さらに人間や社会について真摯に考察するとともに、

現代を含めた時代の本質を正しく理解したうえで現代社会の諸問題に対応し、発言できる｣人

材の育成を目標とする。このことを踏まえ、コースとして掲げる学習成果を達成すべく編成・

実施された教育課程を学修し､所定の単位を取得した者に､本コースの学位を授与する｡ 
＜世界システム史学コース＞ 
本コースは､学士課程教育において､｢史資料の総合的分析力に依拠した論理的実証力を基礎

に、それぞれの履修モデルの特性を生かして、東アジア社会(アジア史学) と欧米社会(西洋史

学) の歴史展開や両社会相互関与の体系的理解力、日本・欧米における近現代社会思想の批判

的・相対的検証力（文化史学）｣を養い、｢アジアと欧米の歴史展開や社会思想を、確かな専門

知識・理論をもとに地域横断的かつ総合的に分析・討論することを通じて､異なる社会や文化

に対する理解を深め、広い視野と柔軟な思考力をもって現代社会の諸問題に対応し、発言でき

る｣人材の育成を目標とする。このことを踏まえ､コースとして掲げる学習成果を達成すべく

編成・実施された教育課程を学修し､所定の単位を取得した者に､本コースの学位を授与する｡ 
【文学科】 
＜東アジア言語文学コース＞ 
本コースは､学士課程教育において、東アジアの伝統文化や現代的課題に対して幅広い目配り

のできる豊かな専門的知識と理解力を習得し､東アジアの言語や文学､文化に関する諸問題に

ついて､新たな課題を発見して解決しその成果を的確に表現できる人材の育成を目指してい

る。このことを踏まえ、コースとして掲げる学習成果を達成すべく編成・実施された教育課程

を学修し､所定の単位を取得した者に､本コースの学位を授与する｡ 
＜欧米言語文学コース＞ 
本コースは、学士課程教育において、英語、ドイツ語、フランス語の運用能力を高めるととも

に、各言語圏の文学、文化､社会についての知見を幅広く獲得し、自国の文化や社会制度に対

する相対的な視点を持つことのできる人材の育成を目指している。このことを踏まえ､コース

として掲げる学習成果を達成すべく編成・実施された教育課程を学修し、所定の単位を取得し

た者に､本コースの学位を授与する｡ 
＜超域言語文学コース＞ 
本コースは、学士課程教育において、人類の言語文化及びその精華である文学作品の多様な諸

相に対する理解力と、その相互作用を複眼的・国際的に考察する視野を持ち、人類の言語や文

学に関する専門的な諸問題について新たな課題を発見して解決し､その成果を的確に表現で

きる人材の育成を目指している。このことを踏まえ、コースとして掲げる学習成果を達成すべ

く編成・実施された教育課程を学修し､所定の単位を取得した者に､本コースの学位を授与す

る｡ 
【コミュニケーション情報学科】 

＜コミュニケーション情報学コース＞ 
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本コースは、学士課程教育において、高次のコミュニケーション能力、外国語運用能力、そし

てメディア運用能力を養成することで、情報を読み解き、発信できる能力を高め、グローバル

化・情報化が進む現代社会において先導的役割を担いうる自発性と創造性に優れた人材の育

成を目指している。このことを踏まえ、コースとして掲げる学習成果を達成すべく編成・実施

された教育課程を学修し､所定の単位を取得した者に､本コースの学位を授与する｡ 
                    （出典：『平成 27 年度度学生便覧』p.４-12） 

 

（資料・１－２－４）卒業要件単位数及び科目区分 

 

（出典：『平成 27 年度学生便覧』p.13-14 を基に作成） 

 

（資料・１－２－５）段階的な履修体制 

 

（出典：『2014 年度文学部案内』p.５） 

 

単位数

  14単位以上

基盤科目

展開科目

   6単位以上

 124単位以上

*共通基礎科目、必修外国語科目を除く//　**教職科目、学芸員科目を除く

区分

教養教育

共通基礎科目（4：基礎セミナー1、ベーシック1、
情報基礎A・B）    16単位

必修外国語科目（12単位）

自由選択外国語科目

  18単位以上
教養科目

社会連携科目

開放科目

計

専門教育

専門基礎科目

専門科目
  70単位以上

専門基礎科目

教養科目*、専門科目**から
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（資料・１－２－６）サポーター企業アンケート調査（H23 年度実施） 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（資料・１－２－７）学部共通科目としての実践・社会対応科目 

 
（出典：平成 23 年度、24 年度、27年度『学生便覧』を基に作成） 

 

 

 

 

 

　質問：どのような熊本大学文学部の学生を貴社に採用したいとお考えでしょうか。

　　　　最も優先する採用基準をひとつ、もしくはふたつほどお教えください。

NTT西日本
新しい社会の基礎を創るために、自らリーダーとなり、大きなチームを動か
していける人材

何のために仕事をするか、それを叶えるための執念、執着心を備えている企
業人

自分のしている仕事が世の中の何の役に立っているか、自分以外の周囲のた
めに歯を食いしばることのできる思いを大切にする人

ニュースカイホテ
ル

コミュニケーション能力、特に人の話を聞き、すぐ理解できる力と自分の意
志を人に伝えることができる力

どうしたら相手が喜んでくれるかを考えて行動できる、相手（お客様）の立
場に立った言動ができる人

新しい事業に取り組みたいといった熱意・創造性がある、何かやってくれそ
うな、バイタリティ溢れる人

熊本製粉
積極性やコミュニケーション能力、行動力等を身につけ、変化に柔軟に対応
しアグレッシブに進化し続けられる自責・自発型社員

自ら向上する意欲や行動力を兼ね備えた人

周りからの指示を待つのではなく、自ら考え積極的にチャレンジする事がで
きる人

正義感の強さ、社会的不正への怒りを持ち、同時に弱者の視点から冷静に世
の中を見ることのできる人物

相手が誰であろうと積極的にぶつかっていく行動力（フットワークの良さ）

大和ハウス工業 行動力

毎日新聞
社会的な問題を発見するとともに、それに対して他人の受け売りではない自
分の意見を持ち、それを人に伝えることができる人材

ジブラルタ生命

九州産業交通
ホールディングス

サニクリーン九州

西日本新聞

H23年度以前（年次）　 H24～26年度（年次） H27年度～（年次）

英語コミュニケーションI（2） 21世紀市民学入門（1） 21世紀市民学入門（1）

英語コミュニケーションII（2） 英語コミュニケーション（2） 英語コミュニケーション（2）

情報処理A（2） 実践英語（2） 実践英語（2）

インターンシップ（3） 情報処理A（2） 情報処理A（2）

情報処理B（2） 情報処理B（2）

キャリア支援A（2） キャリア支援A（2）

キャリア支援B（3） キャリア支援B（3）

インターンシップ（3） インターンシップ（3）

ジェンダー入門（3）
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（資料・１－２－８）インターンシップ実施データ 

 

（参考）H21 年度 10 名   （出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

（資料・１－２－９）研究生・科目等履修生（日本人学生）受け入れ状況 

 

 (出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（資料・１－２－10）授業開放科目とその実施状況 

 

（出典：「政策創造研究教育センター：生涯学習教育部門資料」 

「人文社会科学系事務ユニット資料」を基に作成） 

 

（資料・１－２－11）「異文化コミュニケーション論実習」研修先及び参加人数 

 

（出典：文学部コミュニケーション情報学科資料） 

 

 

 

年度 参加人数 インターンシップ先

H22年度 不開講

H23年度 不開講

H24年度 33

H25年度 5

H26年度 29

H27年度 43

 計 110

熊本市役所、熊本大学、NTT西日本熊本支店、マ
イナビ熊本支店、朝日新聞社、日本生命、地域
経済センター、ニュースカイホテル、ほか

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

研究生 1 1 1 3

科目等履修生 1 1 2 2 6 1 13

計 2 1 3 2 6 2 16

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

教養科目 10 6 6 6 4 5 37

学部専門科目 8 9 11 5 11 14 58

大学院科目 1 1 2 1 3 2 10

放送大学科目 4 4 4 5 4 4 25

計 23 20 23 17 22 25 130

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

アメリカ 14 2 3 3 1 23

イギリス 1 2 2 2 7

カナダ 1 4 5 5 3 18

オーストラリア 4 2 1 7

ニュージーランド 1 2 1 4

アイルランド 2 2

中国 3 3

シンガポール 1 1

計 10 16 10 12 10 7 65
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（資料・１－２－12）文学部教員引率による短期海外研修先及び参加者数 

 
注：H27 年度の参加学生数が６名と少ないのは、参加人数の多い「ドイツ語・ドイツ事情 

研修プログラム」が事情により未実施となったため。 

（出典：自己評価委員会資料：「学科収集資料」を基に作成） 

 

（資料・１－２－13）文学部学生の留学先国名・留学生数 

 
（参考）H21 年度５名            

 (出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修先 参加学生 小計 合計

ドイツ 6

スペイン 6

ドイツ 15

ベルギー 9

モンゴル　　　  1

ドイツ 22

イタリア 10

韓国 2

ドイツ 37

フランス 7

台湾 3

中国 2

ドイツ 23

台湾 6

韓国 1

タイ 1

H27年度 オーストリア、チェコ 6 6

31

157

H22年度

H23年度

H24年度

H25年度

H26年度

12

25

34

49

大学 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

フランス（ボルドー大学連合） 1 3 1 5

ドイツ（ボン大学） 2 1 1 1 5

イギリス（リーズ大学） 1 5 4 10

アメリカ（モンタナ大学・モンタ
ナ州立大学・パシフィック大学）

2 1 1 1 1 6

オーストラリア（ニューカッスル
大学）

1 1 2 3 7

中国（上海師範大学） 2 1 3

韓国（東亜大学校） 1 1

インドネシア（ガシャマダ大学） 1 1

計 7 3 5 1 12 10 38
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（資料・１－２－14）「文学部国際奨学事業」利用学生数及び研修先 

 

(出典：「人文社会科学系事務ユニット資料」「熊本大学 

文学部ウェブサイト：国際交流」を基に作成） 

 

（資料・１－２－15）文学部における国費・私費外国人留学生数 

 

（参考）H21 年度：国費２、私費 28（計 30）    

 (出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（資料・１－２－16）国費外国人留学生の国別人数 

 

（参考）H21 年度：ラオス (１)、ポーランド (１) 

  (出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

 

 

年度 申請者数 採用人数 研修先 研究テーマ

H22 5 5
アメリカ、イギリス、台
湾、フランス、中国

H23 6 5
ドイツ（2）、台湾、中国、
韓国

H24 9 6
イギリス、カナダ、ドイ
ツ、台湾（2）、フランス

H25 12 4
フィリピン、インドネシ
ア、トルコ、フランス

H26 9 4
デンマーク、アメリカ、シ
ンガポール、中国、

H27 4 3 ドイツ、スイス、中国

計 45 27 -----

台湾における哈日族（ハーリーズー）の
現状に関する調査（台湾）/中国・撫順西
露天鉱と日本の関わりに関する調査研究
（中国）/伝統的な仮面と人間の仮面性
（韓国）/クラシック音楽の研究（ドイ
ツ）/ドイツ語とドイツ文化の学習（ドイ
ツ）/ウォルト・ディスニー作品のヒロイ
ンたちから見るアメリカ人女性像の研究
（アメリカ）/デフォー作『ロビンソン・
クルーソー』研究の推進と実用的英語の
向上（イギリス）/「マンガ」の海外進出
から考える文化の伝播について―台湾の
事例より（台湾）/現代フランス小説の研
究のための現地調査（フランス）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 計

国費（特別聴講学生）    2 2 5 8 8 11 36

（大使館推薦） (1) (1) (4) (6) (6) (9) (27)

（大学推薦） (1) (1) (1) (2) (2) (2) (9)

私費 50 45 43 48 46 53 285

（学部学生） (3) (1) (6) (4) (3) (1) (18)

（研究生） (9) (9) (0) (2) (0) (2) (22)

（特別聴講学生） (36) (35) (37) (42) (43) (50) (243)

（科目等履修生） (2) (0) (0) (0) (0) (0) (2)

合計 52 47 48 56 54 64 321

ポーランド (1) ラオス (1) ラオス (2) ラオス (2) ラオス (1) ラオス (1)
中国 (1) ポーランド (1) トルコ (1) タイ (1) インドネシア (1) インドネシア (1)

チェコ (1) インドネシア (1) シンガポール (1) タイ (1)
アメリカ (1) ポーランド (1) タイ (1) カンボジア (1)

クロアチア (1) ポーランド (2) ベトナム (1)
オランダ (1) オーストリア (1) トルコ (1)
ブラジル (1) ブラジル (1) ポーランド (1)

フランス (2)
スペイン (1)
ブラジル (1)

11

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

2 2 5 8 8
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（資料・１－２－17）私費外国人留学生の身分別・国別人数 

 

(出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（資料・１－２－18）「女性リーダーシップ養成」検討委員会答申及び提言（要点） 

＜答申＞ 

・リーダーのあり方、またリーダーに求められる資質やスキルはそれぞれの場面によって大きく異な

る。しかし本学部の立ち位置、学生の指向（地域中核大学・それ相応に高い志望動機を持った学生・

過度の競争よりは協調を好む性向）を勘案したとき、育成すべき人材モデルの一つは、地域（地方）

に根ざし、さまざまな人びとと連携しながら地域の抱えるさまざまな課題に誠実に取り組み、その過程

で必要に応じてリーダーシップを発揮する能力を備えた人材ということになろう。 

・リーダーシップを身につけるには優れたリーダー（ロールモデル）との交流や共同作業を経験し、ま

た困難な課題に取り組み、それを解決したという成功体験を持つことが不可欠である。 

・多様な価値観の存在を認め、事物を様々な視点から検討する能力を養おうとする教育実践やその

成果を基礎として、日常の勉学を通じて成功体験を積み重ね、またさまざまなロールモデルと接する

なかで、リーダーに求められる資質のいくつかを身につけ、必要とされている時と場所でリーダーシッ

プを発揮することで社会に貢献できる人材の育成を目指すことが望ましい。 

＜提言＞ 

・すべての学生がジェンダーについての正確な知識を身につけるための授業枠を設定し、女性の観

点からの経験や知識を披瀝できる講師を招聘して、現在の女性を取り巻く社会的状況の実態や形成

過程・要因などを学習の初段階で学ぶようにする。さらに社会における多様性についての認識を深

め、それを実践に生かすことを目指す指導・サポート体制を構築する。 

・学外有識者（ロールモデル）との対話や共同作業を行う機会を設けるほか、学外諸団体と連携し、

実践的作業を通してリーダーシップとは何かを実感し、その成果を社会に発信する授業枠を設定す

る。 

・自分と相手を尊重した自己主張・自己表現（アサーティブネス）や交渉術（ネゴシエーション）などを

身につける授業枠を設定する。 

・学生が卒業論文作成・キャリア形成に向けて国内外で行う現地調査を奨励し、支援体制をさらに充

実させる。 

・卒業論文作成を通して「達成困難な課題をクリアしたことによる成功体験」を全学生が持つことを目

指し、卒論作成に必要なスキルとモチベーションを持てる指導・サポート体制を充実させる。 

（出典：「文学部教授会資料」平成 25 年４月 17 日付） 

 

 

学部学生 韓国 (1) 中国 (1) 韓国 (1) 韓国 (2) 韓国 (2) 中国 (1)

中国 (2) 中国 (3) 中国 (2) 中国 (1)

マレーシア (2)

研究生 中国 (7) 中国 (9) 中国 (2) 中国 (2)

台湾 (1)

ブラジル (1)

特別聴講 アメリカ (1) イギリス (3) イギリス (2) イギリス (1) アメリカ (1) イギリス (1)

学生 イギリス (2) ドイツ (4) ドイツ (4) ドイツ (3) イギリス (1) ドイツ (3)

ドイツ (4) フランス (2) フランス (1) 韓国 (10) ドイツ (4) フランス (1)

フランス (4) リトアニア (1) 韓国 (13) 中国 (18) インドネシア (3) ハンガリー (1)

ポーランド (1) ルーマニア (1) 中国 (13) 台湾 (10) タイ (1) インドネシア (3)

韓国 (12) ラオス (1) 台湾 (4) 韓国 (11) 韓国 (9)

中国 (12) 韓国 (12) 中国 (16) 中国 (25)

中国 (11) 台湾 (6) 台湾 (7)

科目等履 中国 (2)

修生

53

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

50 45 43 48 46
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（資料・１－２－19）「地域インターンシップ」活動報告（H25 年度） 

8/20(火) 

07:00 起床、朝食 

08:00 相思社職員と顔合わせ 

09:00 相思社出発…相思社職員(A さん)の運転で頭石へ。B さん、及び C さん(水俣若者グル

ープ「あばぁこんね」のメンバー)とともに。到着後、B さんから簡単に「あるもの探し」の作

法の講義 

10:00 あるもの探し…案内人(D さん)からの簡単な講話の後、フィールドワーク。Dさんが案

内し、参加者が質問する形で展開 

12:00 昼食…村の方々による郷土料理。食後まもなく、Dさんへのインタビュー 

14:00 共有化、絵地図づくり、発表…各自で頭石の絵地図作成。作成後、Dさんと料理をつく

ってくださった方の前で発表 

17:00 頭石出発…相思社への途上、エムズにて買い物 

18:00 ディスカッション…印象、深かったことなどを口頭で、明日の予定の打ち合わせ 

19:00 夕食、風呂、就寝…太鼓集団「響」と共に夕食。Aさん、C さんもともに 

備考:あるもの探しは非常に体力を消耗した。快晴時は 2リットルペットボトル程度の水分補

給が必要 

8/22(木) 

08:00 起床、朝食 

08:30 相思社を出発 

08:50 みなくるバス乗車…陣原団地前バス停から回数券(10 枚綴り 1000 円)を購入、150 円(回

数券一枚)で目的地に到着 

09:15 ほっとはうすみんなの家到着 

10:00 朝ミーティングに参加、挨拶 

10:30 作業…二階作業室でエコバッグ作成。患者さんに自己紹介 

11:00 オリエンテーション…施設長(E さん)によるオリエンテーション。各自、自己紹介と水

俣研修の目的を説明 

12:00 昼食…ほっとはうすにて 

12:45 散歩…利用者とともにエムズまで散歩。途中、職員(F さん)と会話 

13:30 作業…一階作業室で各自作業 

14:30 講和①「ソーシャルワーカーとして出会った水俣から見えたこと」Gさん 

16:00 H さん送迎…Eさんの運転で、I さんの話を聞く。チッソ、水俣病資料館、語り部の話 

17:30 ほっとはうす到着、振り返り…E さんとともに振り返り、明日の打ち合わせ 

18:00 夕食…ほっとはうすにて 

19:00 ほっとはうす出発…途上、エムズに寄って買い物。その後タクシーで相思社へ 

20:00 風呂、就寝…集会棟の掃除 

備考:疲労の蓄積により、体力が限界に近づいている。九看大のボランティア玉名と共に行動

する場面もあった 

（出典：H25 年度「地域インターンシップ」についての引率者報告書」より抜粋） 

 

（資料・１－２－20）「学部長と学生代表による懇談会」（H25 年度例） 

【要望】建物内での携帯電話の電波を改善してほしい。 

＜回答＞本年度中に全学教育棟の屋上に KDDI のアンテナを建てることになっている。また、

NTT ドコモについても近い将来、同様の措置をとることになっている。 

＜措置＞実際に、アンテナの設置を行った。 

【要望】Wi-Fi（無線 LAN）の環境を改善して欲しい。 

＜回答＞学部内で調査のうえ。新たに接続ポイントを設置する。 

＜措置＞業者に調査を依頼し、接続ポイントを設置。 

【要望】オーパック検索システムで民俗学研究室と文化表象研究室の誤記を訂正してほしい。 

＜回答＞図書館に確認する。 
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＜措置＞図書館に問い合わせ、処理をお願いした。（その後図書館から処理済の連絡。） 

【要望】文学部図書室の本を充実してほしい。特に専門の雑誌類をお願いします。 

＜回答＞文学部図書室はスペースが限られているので、各学科・コース・履修モデル（分野）

で選定した本を入れている。主な雑誌類は各履修モデルの学生研究室に配架してあるはずで

ある。それを利用するように。そのほかについては、中央図書館を利用してほしい。さらに追

加してほしい専門雑誌等があったら、それについては、各・コース・履修モデル（分野）の担

当教員へ要望を出していただきたい。 

【要望】自販機のレパートリーを増やしてほしい。 

＜回答＞業者に確認し、可能であれば対処したい。 

＜措置＞業者に頼み、対応してもらった。 

【要望】教員免許取得のための法学部開講科目と文学部開講科目の重複を直してほしい。 

＜回答＞原則、重複しないよう時間割を作成しているが、もし重複がある場合は、担当教員へ

その旨連絡していただきたい。 

【要望】文学部国際奨学事業の選考では高学年が優先されているように思われる。GPA などを

判断基準に、低学年も公平に選考してほしい。      

＜回答＞国際交流委員会で、計画書、学業成績及び面接により総合的に判断しており、高学年

を優先しているということはない。（国際交流委員会に確認済み） 

【要望】メディア演習室のメディア機器をもっと充実してほしい。 

＜回答＞現在、メディア機器の補充を進めている。 

＜措置＞メディア演習室を 2 室に増設し、各室の暗幕カーテン、スクリーン、大型モニターな

どを補充、充実させた。 

【要望】1階玄関横のロビー学生室を土日も開けてほしい。     

＜回答＞検討します。四部局が関わる問題なので、四部局で検討するのに多少時間がかかると

思う。また、ロビーの中に設置されているコピー機の問題もあるのでその対応もしなければな

らないが、検討のうえ、できるだけ開放するようにしたい。 

＜措置＞平成 26 年度 5月から土・日・祝日開放することが決まり、現在開放している。 

【要望】就職相談室を玄関近くに設置してほしい。現在の位置は目立たず活用されていない。 

＜回答＞現在、検討中である。 

＜措置＞３階の奥にあった就職相談室を、学生が利用しやすい場所として、正面玄関近くの 2

階の応接室に移した。  

【要望】男子トイレを各階に配置してほしい。 

＜回答＞検討します。 

＜措置＞検討中。学内営繕要求として提出予定。 

（出典：「学部長と学生代表による懇談会」（H25 年 12 月実施）議事要録抜粋） 

 

 

(水準) 

 

期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 

 

 教育内容・方法に関する情報の改善；教養教育・専門教育の履修単位数の改善；学生の

履修効果を上げるための段階的な履修プログラムの策定；社会のニーズに対応した新た

な教育科目の設定；科目等履修生受け入れや授業科目開放などによる社会貢献；国際通用

性のある教育のための活発な取り組みと改善；新たな取り組みとしての、外部者参加によ

る学部独自の委員会開催；地域インターンシップ、地域密着型実習形式授業など、アクテ

ィブラーニングの新たな取り組み；学生との懇談会に基づいた学習環境の整備改善等々、

第２期中期目標期間における学部の教育内容・方法は多くの点で新たな取り組み及び改

善がなされているという理由から優れており、想定する関係者の期待を上回ると判断す

る。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

 

第２期中期目標期間の単位取得率（秀・優・良・可合計 51004/58370）は 87.4%と良好

であり、特に秀・優の合計率 55.5％（32417/58370）は学生の成績評定値の高さを示して

いる（資料・２－１－１）。各年次の留年者・退学者・除籍者率平均は学年平均 7.1%（１

年次 3.8%、２年次 0.5%、３年次 7.9%、４年次 15.0%）で、全体として約 93%の学生が順

調に進級しており、良好な状況である（資料・２－１－２）。学位取得者数は計 1,091 名

で、取得率は 84.9％（1091/1285）となるが、留学のための卒論未提出者計 38 名を在籍

者総数から除くと 87.5％（1091/1247）にのぼる（資料・２－１－３）。学部正規生として

入学した外国人留学生の学位取得者は計 19名（年度平均 3.2 名）で、４学科すべてに取

得者がいる（資料・２－１－４）。 

学生の各種免許・資格取得状況は計 450 件（年度平均 75 件）（教育職員免許状 193、学

芸員資格 163、社会調査士 94）で、第２期中期目標期間の４年次在籍者数平均 214 名の

35%（75/214）の取得率となる。特に H25～27 年度に教員免許取得数が顕著な増加傾向に

ある（資料・２－１－５）。また本学の H27 年度教育活動表彰において、歴史学科考古学

グループの「人材育成のための継続的な実務教育の実践と成果公開」が準グランプリを受

賞、さらに「トビタテ！留学 JAPAN」を利用して留学したコミ情学科の学生は帰国後の H27

年度全国留学成果報告会でのプレゼンテーションで審査員特別賞を受賞するなど、当学

部の教育の成果を示している。 

授業に対する学生の意見・満足度を調べて教員の授業改善に繋げるため、３年に１回ア

ンケートが実施されている。その結果、授業の有意義度に関して 90％以上の学生が有意

義と答え、授業に対する高い満足度を示す結果が出ている（資料・２－１－６）。 

 

（資料・２－１－１）成績評価状況（科目数） 

 

（参考）H21 年度：秀 1457 (14.4%)、優 3870 (38.1%)、良 2576 (25.4%)、可 867 (8.5%)、不可 352 (3.5%)、 

X1023 (10.1%)（単位取得率 8770/10145=86.4%；秀・優取得率 5328/10145=52.5%） 

 （出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 秀 優 良 可 不可 X（辞退） 計
H22年度 1434 3820 2583 979 355 942 10113
H23年度 1271 3949 2267 839 311 961 9598
H24年度 1424 4025 2192 907 296 957 9801
H25年度 1488 4057 2285 901 253 936 9920
H26年度 1477 4008 2087 845 332 854 9603
H27年度 1517 3947 1920 782 291 878 9335
 計 8611 23806 13334 5253 1838 5528 58370

(14.8%) (40.8%) (22.8%) (9.0%) (3.1%) (9.5%) (100.0%)
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（資料・２－１－２）留年者・退学者・除籍者の状況（括弧の中は在籍者数） 

 

（参考）H21 年度：留年者数 38、退学者数 11、除籍者数 1（計 50 名） 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（資料・２－１－３）学位取得者数 

 
（参考）H21 年度の学位取得者数 185 名（/4 年次生数 226 名＝81.9％）/（備考）各年度の取得 

者数が「留年者・退学者・除籍者数」を除いた残りの数と一致しないのは、単位不足のために 

年度末判定で「留年」となった学生が、再試その他で単位認定されて 3月末卒業となるケース 

があるため。     

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

年度 区分 1年次 2年次 3年次 4年次 計

H22年度 留年者数 7 0 12 37 56

退学者数 3 1 3 2 9

除籍者数 0 0 0 1 1

小計(/在籍数) 10 (/194)(5.2%) 1 (/193)(0.5%) 15 (/202)(7.4%) 40 (/227)(17.6%) 66 (/816)(8.1%)

H23年度 留年者数 7 0 18 33 58

退学者数 0 1 4 3 8

除籍者数 0 1 1 1 3

小計(/在籍数) 7 (/184)(3.8%) 2 (/186)(1.1%) 23 (/214)(10.7%) 37 (/213)(17.4%) 69 (/797)(8.7%)

H24年度 留年者数 5 0 11 25 41

退学者数 1 0 5 1 7

除籍者数 0 0 0 0 0

小計(/在籍数) 6(/190)(3.2%) 0(/178)(0.0%%) 16(/199)(8.0%) 26(/225)(11.6%) 48(/792)(6.1%)

H25年度 留年者数 2 0 15 26 43

退学者数 1 0 1 1 3

除籍者数 0 0 1 1 2

小計(/在籍数) 3(/180)(1.7%) 0(/188)(0.0%) 17(/204)(8.3%) 28(/198)(14.1%) 48(/770)(6.2%)

H26年度 留年者数 4 0 14 27 45

退学者数 2 0 0 1 3

除籍者数 0 0 0 0 0

小計(/在籍数) 6(/186)(3.2%) 0 (/175)(0.0%) 14(/204)(6.9%) 28(/214)(13.1%) 48(/779)(6.2%)

H27年度 留年者数 10 0 7 32 49

退学者数 0 2 3 2 7

除籍者数 1 0 1 0 2

小計(/在籍数) 11(/185)(5.9%) 2(/182)(1.1%) 11(/195)(5.6%) 34(/208)(16.3%) 58(/770)(7.5%)

総計(/在籍数) 43(/1119)(3.8%) 5(/1102)(0.5%) 96(/1218)(7.9%) 193(/1285)(15.0%) 337(/4724)(7.1%)
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（資料・２－１－４）私費外国人留学生の学位取得者数 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（資料・２－１－５）資格の種類と取得数 

 
 
 
 
 
 
 
 
（参考）H21 年度：教職 29、学芸員 33、社会調査士 17（計 79） 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（資料・２－１－６）授業改善アンケート結果（授業の有意義度） 

 

（出典：学生支援部学務ユニット（教育評価）資料） 

 

 

 (水準) 

 

期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 

 

 学生の学業の具体的成果の良好な状況（取得単位評定値・学位授与数）；H24～27 年度

における留年者・退学者・除籍者の合計数の減少傾向；H25～27 年度における教員免許取

得者数の顕著な増加傾向；歴史学科考古学グループの教育活動及びコミ情学科学生の受

賞；授業改善アンケートに見られる授業満足度の高さ等々、第２期中期目標期間における

学部の教育の成果、学生の学業の成果は良好であるという理由から優れており、想定する

関係者の期待を上回ると判断する。 

 

 

 

 

 

 

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

総 合 人 間
学科

0 2 1 1 0 1 5

歴史学科 1 0 0 1 0 0 2

文学科 1 0 0 2 0 0 3

コミ情学科 2 1 2 1 1 2 9

計 4 3 3 5 1 3 19

計

H23前学期 491 (30.3%) 996 (61.6%) 121 (7.5%) 10 (0.6%) 1,618

H26後学期 721 (37.4%) 1,046 (54.2%) 146 (7.6%) 15 (0.8%) 1,928

非常に有意義 有意義 あまり有意義でなかった 全く有意義でなかった

H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 計 
教育職員 
免許状 33 25 22 40 37 36 193 

学芸員資格 31 32 32 31 20 17 163 
社会調査士 

資格 12 14 14 23 17 14 94

計 76 71 68 94 74 67 450 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

 

第２期中期目標期間における就職希望学生の就職率は年度平均 87.6％で、H24～27 年

度にかけて上昇傾向にあり、特に H27 年度は 95.9%と極めて高い就職率となっている（資

料・２－２－１）。『サンデー毎日』（H25.８.11 付）による全国 549 大学対象の調査では、

当学部の H24 年度の就職率 89.0%は、人文・外国語系学部で全国 46 位、九州で１位と高

く評価されている。大学院進学者は計 92 人（年度平均約 15人）で、毎年１割前後の安定

的な進学状況となっている（資料・２－２－１）。就職業種は、金融・保険業、公務員、

製造業ほか幅広い業種にわたり、卒業生は社会の多方面で活躍している（資料・２－２－

２）。公務員には、永青文庫研究センターで専門的技術を身につけ、熊本市の文化財保護

関係の専門職員や、大学院卒業後文化行政部門で学芸員になっているケースもある。就職

先地域としては県内が 25.8％、それ以外の九州地域が 46.3％で、九州地域内が 72.1%を

占め、関東地域も 18.7％とある程度の数値を示している（資料・２－２－３）。学生の就

職地域の動向情報として重要なデータである。 

H25 年度に卒業生を対象に、学部に対する様々な意見調査を行った。その中の学業に対

する満足度に関する質問で、約９割の卒業生が満足と答えており、学部における学業成果

の証左となっている。それらの回答についての分析も、アンケート結果と一緒に行われて

いる（資料・２－２－４）。 
 

（資料・２－２－１）卒業生の就職・進学状況 

 

（出典：キャリア支援ユニット資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 卒業者数

B 就職希望者

C 就職者

D 就職率

E 進学者 17 (8.9%) 17 (9.6%) 16 (8.2%) 18 (10.6%) 15 (7.9%) 9 (5.4%) 92 (8.4%)

F 公務員試験準備者

G 教員採用試験準備者

H 就職活動継続者

I 専門学校等入学者

J その他

K 不明

L 研修医

種類 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 計

191 177 196 170 189 1091

H26年度 H27年度

168

776

136 140 164 136 163 886

114 115 146 116 144

147

141

54

83.8% 82.1% 89.0% 85.3% 88.3% 87.6%

19 7 6 7 6

95.9%

9

96

3 2 1 5 3 14

19 23 17 15 16

0

6

39

3 3 1 3 1 12

13 7 7 6 4

1

2

B「就職希望者」＝C「就職者」＋G「教員採用試験準備者」＋H「就職活動継続者」/C「就職者」は、正規の職員として最終的に

就職した者（１年以上の非正規職員として就職した者を含む）。自営業についた者は「就職者」とみなす。/D「就職率」＝C

「就職者」÷B「就職希望者」/J「その他」は、資格試験準備者、進学準備者、家事手伝い及び就職の意思のない者等。（参

考）H21年度：就職率91%

3 3 2 0 0 80

- - - - - - -
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（資料・２－２－２）就職先業種 

 

（出典：キャリア支援ユニット資料を基に作成） 

 

（資料・２－２－３）就職先地区別分布 

 

（出典：キャリア支援ユニット資料を基に作成） 

 

（資料・２－２－４）在学中の学業の成果・満足度に関する卒業生アンケートと分析 
・質問項目：（１）文学部への満足度 
     （２）文学部で身についた能力 

（３）文学部が目指すべき方向性 
（４）大学生時代に打ち込んだもの 
（５）文学部で学んだことの意義・価値（自由記述） 
（６）文学部の改善案（自由記述） 

（１）文学部への満足度 
「とても満足」と「やや満足」とを合わせると、8 割以上の卒業生が文学部に満足して

いる。所属の学科やコース、履修モデルで見るとその割合は 9 割を超える。「授業内容」

や「教員」などについてさらに細かく満足度を尋ねたが、全項目で「とても満足」と「や

や満足」とが過半数を超えており、回答した卒業生の殆どが文学部に満足している。 
（２）文学部で身についた能力 
文学部が教育目的とする 10 の能力*のうち「身についた」の合計数値が高かったもの

を順に示すと、 
「幅広い教養」（91.3％） 
「課題発見・解決力」（88.8％） 
「文章表現力」（87.5％） 
「論理的思考力」（87.4％） 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 計

農林・水産・鉱・建設業 1 7 4 0 4 4 20

製造業 16 22 16 16 19 12 101

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 3 1 3 0 11

情報通信・運輸業 7 10 22 13 25 24 101

卸売・小売業 7 10 16 14 14 18 79

金融・保険業 18 16 21 19 19 29 122

不動産・飲食・宿泊業 2 5 10 7 4 8 36

医療・福祉業 9 3 6 6 5 6 35

教育・学習支援業 13 7 9 16 18 11 74

サービス業 16 13 18 6 15 13 81

公務員 15 19 20 18 18 15 105

その他 7 2 1 0 0 1 11

計 114 115 146 116 144 141 776

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

県内 30 29 40 28 36 37 200 (25.8%)

九州 59 45 73 58 68 56 359 (46.3%)

関西 3 8 2 4 7 5 29 (3.7%)

東海 2 3 1 0 4 2 12 (1.5%)

関東 15 27 26 22 26 29 145 (18.7%)

その他 5 3 4 4 3 12 31 (4.0%)

計 114 115 146 116 144 141 776 (100.0%)

計
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などであった。文学部が伝統的に重視してきた能力の育成に概ね成功していると言える。

「確かな専門知識」については、平成 17 年度の改組によってコース制を導入したことの

結果として、「幅広い教養」の評価が 9 割を超した反面、「確かな専門知識」の評価が相対

的に低くなったと考えられる。 
（５）文学部で学んだことの意義・価値（自由記述） 
「幅広い教養」（7 件）、「論理的思考力」（4 件）。文学部には多様な学問分野が存在し、

それらを学ぶことで、物事を多角的に考える力がついたというのが、もっとも多い回答で

あった。また、出版社勤務の人など、幅広い教養が仕事に直接的に役に立っているという

回答もあった。反対に「確かな専門的知識」を挙げた回答は、学校教員として働いている

人の中に多く見られた。 
その他の回答として、直接的には役に立つと否とに関わらず、興味のある学問を学んだ

ことによって人生が豊かになったとする回答も 4 件あった。文学部が従来から行ってき

た研究教育の重要性をあらためて認識させられる回答であった。 
*10 の能力＝幅広い教養、確かな専門性、課題発見・解決力、論理的思考力、文章表現力、異文化理解

力、情報リテラシー、コミュニケーション力、市民感覚・倫理観、リーダーシップ 
（出典：平成 26 年２月 12 日付文学部将来構想委員会資料： 

「熊本大学文学部への満足度に関する卒業生調査」より） 

 

 

(水準) 

 

 期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 

 

卒業生の良好な就職・進学状況（H24～27 年度の就職率の上昇傾向、特に H27 年度の極

めて高い就職率、また H24 年度の就職率は人文系学部で全国 46位、九州１位という高い

評価）；卒業生対象の調査に見られる、学部教育に対する高い満足度等、第２期中期目標

期間における学生の進路に関する状況は十分に良好であるという理由から優れており、

想定する関係者が期待する水準を上回ると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 

第１期中期目標期間と比較して、第２期中期目標期間に教育実施体制及び教育内容・方

法に関して以下の面で改善及び新たな取り組みがなされた。 

教育実施体制に関しては、学生の柔軟な履修を目的として卒業要件単位数を改善した

（H24 年度）；第２期中期計画の女性教員比率 15％目標の達成が決定された（H27 年度）；

「ミッションの再定義」に沿ったコミ情学科の拡充が決定された（H27 年度）；『授業計画

書』の WEB 化（H27 年度）；部局間交流協定大学を H21 年度１大学から４大学へと拡大し

（H22、24、26 年度新規締結）、教育上の国際化のための体制を大幅に改善した；学習環

境の整備改善がなされた（H23 年度学部図書室の新設、H25 年度メディア演習室の増設、

H27 年度学部雑誌室の管理改善）。 

教育内容・方法に関しては、学部 FD指針の策定（H27 年度）；カリキュラム編成方針を

『学生便覧』に新たに記載（H25 年度）；学部 FD指針及びサポーター企業アンケート結果

に沿った授業カリキュラムの改善（H24 年度、H27 年度）；地域インターンシップ、地域密

着型実習形式授業ほか、アクティブラーニングの新たな取り組み（H25 年度２件、H26 年

度１件）；教育上の国際化に関する改善（英語による授業の拡大、日本人学生の留学状況

の改善、外国人留学生の増加）；女性リーダーシップ養成のための外部者参加委員会の新

規開催及びそれに伴う授業科目の対応（H24 年度）。 

以上、様々な点で改善・取り組みを行ったことから、重要な質の変化があったと判断す

る。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 

第１期中期目標期間と比較して、第２期中期目標期間に学業の成果及び進路・就職の状

況に関して以下の面で改善があった。 

学業の成果に関しては、学生の成績評価状況が改善した（第１期最終年度 H21 年度の単

位取得率 86.4％に対して第２期年度平均 87.4%、また秀・優の率が H21 年度 52.5%に対し

て第２期年度平均 55.5%）；学位授与率が大きく改善した（H21 年度の学位取得率 81.9％

に対して第２期年度平均 84.8%）；H24～27 年度、留年者・退学者・除籍者の合計数が減少

傾向にある；教員免許の取得者数が上昇傾向にある；本学の H27 年度教育活動表彰で歴史

学科考古学グループが準グランプリを受賞、同 27年度コミ情学科の学生が全国留学成果

報告会にて審査員特別賞を受賞。進路・就職の状況に関しては、H24～27 年度の就職率が

上昇傾向にあり、特に H27 年度は 95.9%と極めて高く、また H24 年度の就職率は人文系学

部で全国 46 位、九州１位と高く評価された。 

以上、数々の点で改善・取り組みが見られることから、重要な質の変化があったと判断

する。 
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Ⅰ 法学部の教育目的と特徴 
 

１ 本学部は、人財養成目標を次のような二つの視点から設定しており、その第１は社会の

「法化」に伴いそれを担う人財の養成という視点であり、第２は地域に対する本学部の貢

献という視点である。 

２ このような人財養成目標の視点をバランス良く実現する教育を行うこととしている本

学部では、学生の進路に対応した教育を重視して、次のような三つの人財養成目標を設定

している。 

① 企業法務に必要な基礎的能力を備えた人財の養成 

② 公共政策の形成ないし政策法務に必要な基礎的能力を備えた人財の養成 

③ 法科大学院及び社会科学系大学院進学に必要な基礎的能力を備えた人財の養成 

３ 本学部の教育目的は、法的知識を基礎として、法的に又は政策的に「考える力」、「表現

する力」、「議論する力」を用いて、現代社会に生起する具体的問題を解決しうる基礎的能

力を育成することにある。この場合、「法的」に考え、表現し、議論する基礎的能力とは、

実定法の解釈と適用を通じて社会の具体的問題を解決しうる基礎的能力をいい、また、

「政策的」に考え、表現し、議論する基礎的能力とは、法的素養に裏付けられた政策の企

画、立案、形成を通じて、社会の具体的問題を解決しうる基礎的能力をいう。 

４ このような教育目的を達成するために、本学部は、人財養成目標の①と③に適した教育

を行う法学コース、②に対応する公共政策コースの２コース制を導入している。 

５ 教育効果を高めるために、シラバスに授業の達成目標・授業内容・評価方法等を明示し、

講義科目のほかに１年次から４年次まで演習科目を必修とし少人数教育を徹底するとと

もに双方向・多方向型授業を展開し、履修登録できる単位の上限を設ける制度である CAP

制度、個々の学生の強みと進路に対等した指導を行うクラス担任制、オフィスアワー制度、

進級制度などを取り入れた教育活動を行うことを特徴としている。 

 

[想定する関係者とその期待] 

 以上の目的・特徴等に照らして、法学部では、受験生、在学生及びその家族、卒業生、卒

業生の雇用者（公的機関や民間企業等）及び地域社会を想定して、受験生、在学生及びその

家族からは各学生の将来の進路希望を達成できる教育カリキュラムの提供が期待され、卒

業生、卒業生の雇用者及び地域社会からは法学及び公共政策学の知識を基盤とした課題解

決能力の育成と地域社会への貢献が期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

本学部は、「①法学・政治学・経済学を学ぶ上で必要となる中等教育についての幅広い基

礎学力をもっている人、②他者・社会・公共への関心をもち、他人の異なった意見に謙虚に

耳を傾ける人、③自分の頭で柔軟かつ論理的にものを考え、率直に議論・対話できる人、④

公正・公平を追求する心、地域的及び国際的な感覚をもっている人」を求めるというアドミ

ッションポリシーを定めている。センター試験及び前期日程試験は基礎的学力を重視する

①、後期日程試験は小論文により社会問題に対応でき、論理的思考を有することを基準とし

て②③を評価し、推薦入学試験は集団面接により②③④を評価するなど、各種入学試験の種

類とアドミッションポリシーを対応させた選抜方法を採用し、多彩な個性を有する入学者

を受け入れており、定員も充足させている。 

本学部では、法的知識を基礎として、法的にまたは政策的に「考える力」、「表現する力」、

「議論する力」を用いて、現代社会に生起する具体的問題を解決しうる基礎的能力を育成す

るという教育目的のもとで、本学部に期待される代表的な教育内容である法学及び公共政

策学を特徴的に教育するとともに、両分野の密接な関連性を理解するために基礎的科目に

ついては、両分野共通で履修できるように工夫した１学科２コース制を採用している。学部

共通の専門基礎教育を２年次後期まで実施し、法学部としての共通教育を充実させるとと

もに、３年次から学生の進路に応じ必要な科目群を設定し、教育を行う進路指向型のコース

教育を導入している。法学コースでは、主に企業就職、法科大学院進学を意識した学生へ法

的知識養成の必要な教育を行っている。また、公共政策コースでは、公務員等への就職を希

望する学生に政策形成能力養成に必要な教育を行っている。これら２つのコースは、学生が

自由に選択することができ、また、各コースで一定の選択必修科目の修得を必要とするが、

その選択の範囲は広く設定されている。このような１学科２コース制で構成される本学部

の収容定員は 860 人であるが、学生の収容定員と収容数に係る定員充足率は、毎年 110％以

下で推移しておりその増減の差も極めて小さくなっている（資料・１－１－１）。収容定員

860 人に対して 37 人の専任教員数は、大学設置基準上の必要専任教員数を十分に満たすも

のであり、１学年の学生 5.8 人に対して１人の教員という割合は、１年次から演習科目を必

修とする本学部としての少人数教育を十分に可能とする体制である（資料・１－１－２）。

女性教員は全教員数の約 3 分の 1 を占め、また客員教授として、「海外インターンシップ」

の指導教員に海外企業での経営経験豊富な実務家や、特殊講義「法律家の役割」には、弁護

士を招くなど、多様な教員を確保している。 

教員は、法文化論講座、市民法学講座、現代法政策論講座又は公共政策論講座のいずれか

の講座に所属し、基礎法科目群、公法科目群、民法科目群、商法科目群、民事手続法科目群、

刑事法科目群、社会法科目群、国際関係法科目群、政治学科目群、経済学科目群、アドバン

スト科目群に分類される各種科目を担当して、各コース、クラスの教育目標を実現するため

に組織的に対応し、多様な学生の進路に対応している。また、法学部卒業者の代表的な進路

を念頭に置いて必要科目の履修を促す履修モデルとして「法律職公務員モデル」「企業法務
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モデル」「法曹モデル」「政策職公務員モデル」「企業政策モデル」等を設定している（資料・

１－１－３）。 

本学部の教育実施に関して、各年度の教育カリキュラムの実施に関する具体的な企画・立

案は教務学生委員会が担当し、授業改善の取組については FD委員会が担当している。平成

23 年度には、導入から３年目となった平成 20 年度以降入学者用カリキュラムの問題点を

検証し、科目群ごとの科目数の偏り、単位数と授業内容の不均衡等の問題点が指摘された。

平成 25 年度からは、それらの問題点を是正し、各コース、クラスの学生がバランスよく履

修できるように体系性を強化した新カリキュラムを実施している（資料・１－１－４）。 

上記教育の実施については、教務学生委員会と FD 委員会が中心となり、関係する 11 の

学部委員会委員長によって編成されたカリキュラム改善委員会で各教員に聞き取り調査を

行い、各委員会で関係項目についての実効性を検討した。その上で、審議及び両委員会を担

当する教務担当事務との連携の下、教授会に提案・審議され、周知及び情報共有が図られた

ことにより、教員の教育力の向上や職員の専門性を向上させるという効果を得た。また、将

来構想検討 WGを設置し、現状と課題認識を行い、さらなる改善を行う体制を構築し、教育

プログラムの質保障・質向上のため取り組んだ（資料・１－１－５）。 

 

（資料・１－１－１）法学部の学生定員及び現員 

 
(  )は 3 年次編入で内数 

（出典：全学保有データ及び法学部在籍学生数調べより作成） 

 

 

（資料・１－１－２）法学部専任教員数           （平成 27年５月１日現在） 

法学科 

設置基準

上必要専

任教員数 

教授 准教授 講師 

 

助教 助手 合計 

17 
17 

(1) 
17 
(6) 

3 

(3) 
0 0 

37 
(10) 

(  )は女性で内数 

（出典：2015 熊本大学データ集より作成） 
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（資料・１－１－３）履修モデル 

法律職公務員モデル 

 
（出典：平成 27 年度法学部学生便覧 22頁） 
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（資料・１－１－４）新カリキュラム（平成 25年度以降入学者用） 

 

 



熊本大学法学部 分析項目Ⅰ 
 

－4-7－ 

 

 
（出典：平成 27 年度法学部学生便覧 48頁、49 頁） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



熊本大学法学部 分析項目Ⅰ 
 

－4-8－ 

（資料・１－１－５）教育プログラムの質保障・質向上のための取り組み 

 
（出典：法学部将来構想検討 WG 報告書から抜粋） 

 
(水準)  期待される水準を上回る。 
 
(判断理由) 法学部の教育目的を実現するために必要な教員が配置され、法学部として提供

すべき科目等、カリキュラム編成が堅実であり、教務学生委員会や FD 委員会を中心に学部

全体で問題点の改善に取り組んでいる。また、常置委員会のほか、将来構想検討 WGの設置

等、カリキュラムを含めた現状の分析、課題の整理を行い、改善につなげる PDCA サイクル

が機能していることなどから、教育の実施体制として関係者の期待を上回る水準にあると

判断する。 
 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

 本学部では、カリキュラムの編成方針（資料・１－２－１）及び学位授与の方針（資料・

１－２－２）を定めて教育課程を編成している。本学部教育における授業科目には、教養教

育機構で開講される教養教育と本学部で開講される専門教育（必修科目、選択必修科目、選

択科目）があり、熊本大学において必要とされる外国語や情報教育などの教養教育に加えて、

本学部において必要な各コース共通の基本的科目を学ぶ１・２年次向け科目と、本学部の人

財養成目的に適応した進路指向型の教育を行う３・４年次向けの科目に大別され、本学部卒
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業者として必要十分な教育を受けたことを示す卒業要件 126 単位以上の取得が必要である

（資料・１－２－３）。 

 本学部では、社会経済の構造変化と国際的な相互依存関係や世界的規模での競争の中で、

市民社会の健全な発展に貢献し、職業人として指導的な役割を果たす人財を育成するため

に、幅広い教養に裏打ちされた批判的思考力と総合的判断力を修得させることを重視して、

これを担う科目群として全学で共通に実施される教養教育科目を位置づけている。 

 本学部における専門教育として、１・２年次に配当された専門科目は、法学と公共政策学

を等しく学べるという本学部の特徴を示す科目群であり、本学部において必要とされる基

本的科目と位置づけている。３・４年次に配当された専門科目は、進路指向別コースに分か

れ、法学・政治学・経済学の分野から精選された基本科目を共通に学習し、本学部の教育に

必要な専門の基礎・基本と幅広い視野を身につけることを目的としている。そのうち法学コ

ースでは、主に企業就職、法科大学院進学を意識した教育を行っており、優良企業、他大学

も含めた法科大学院への進学者を多数輩出している。公共政策コースでは、公務員への就職

を意識した教育内容であり、全体の約３分の１の学生が国・地方自治体に就職する成果をあ

げている（後掲資料・２－２－１、資料・２－２－２ p23）。１・２年次には、少人数授業

の基礎演習Ⅰ・Ⅱ（必修科目）を設け、高等学校から大学への転換教育を行うとともに、法

学と社会科学の基礎を学習し、社会に対する関心を涵養しつつ、学習リテラシー技法の基礎

を修得させる。さらに、少人数教育を徹底充実させるために、３・４年次には演習Ⅰ・Ⅱを

設け、きめ細かな学習指導を行うとともに進路指導を行う。 

 本学部では、学生の多様なニーズに対応するためカリキュラムの考え方や特色にもとづ

く進路指向型の履修モデルを示して履修の便宜を図るとともに、熊本県立大学総合管理学

部、熊本学園大学経済学部及び商学部との間で三大学間単位互換制度を導入して相互に学

生の受け入れ及び派遣を行い、熊本大学では開講されていない科目の履修を可能にし、選択

の幅を広げている（資料・１－２－４）。また、選択科目として特殊講義を開講し、特定の

専門領域に偏らない均衡のとれた専門基礎能力を有する人財養成に配慮している。 

３年次には、職業体験を通して進路についての意識を確かなものにするための体験型・実

習型科目としてインターンシップ（協定型及び公募型）を設けている（資料・１－２－５）。

さらにグローバル人財養成の一環として海外インターンシップを設け毎年学生を派遣し、

学生の主体性、積極性、異文化理解、英語力を向上させている（資料・１－２－６）。 

本学部における教育方法としては、講義科目及び演習科目ともに詳細なシラバスを作成

している（資料・１－２－７）。また、ティーチング・アシスタント（TA）として大学院生

を採用し、学生の学習・生活の相談、議論の活性化等に役立てている（資料・１－２－８）。

学生の主体的な学習を促すため、教務学生委員会が４月のガイダンス時に学年ごとに全体

的な履修指導項目に基づいて指導を行うとともに、前学期及び後学期の最初の演習科目授

業において授業担当者が教務学生委員会から示される履修指導書に基づいて個別的な指導

を行っている。さらに、全学年に履修登録上限（CAP）を設定し、学生が主体的に予習・復

習を行うための時間的余裕を与えている（資料・１－２－９）。演習担当教員はクラス担任

となって履修指導・成績管理・進路指導を行い、オフィスアワーを設けて補充的学習に活用

し、GPA 制度及び３年次進級や演習Ⅱの履修に一定の単位取得数の要件を設定するなど、学
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習の進捗状況の数値化及び進級上の条件を設けて主体的な学習を促す取組を行っている。

また、基礎演習Ⅰ・Ⅱの担当者会議や定例教授会日の FD 懇談会時に効果的な教育方法の工

夫が話し合われ、各授業にフィードバックしている。 

 

（資料・１－２－１）法学部におけるカリキュラム編成方針 

1）法学コース 
カリキュラム編成方針：＜体系性＞法学各分野の学問体系を基盤として科目群を構成し、法学全般を
体系的に修得できるように教育課程を編成している。＜段階性＞1・2 年次で法学、政治学、経済学の
分野から精選された基本科目を学習した上で 3・4年次では進路指向型のコース別教育により法学の専
門的な素養を身につけるように配置された諸科目を履修する。＜個別化（進路への対応）＞主に企業就
職、法科大学院への進学、資格試験の受験を志向する学生を対象として必要な科目群を設定し、学生の
進路志向に適応した教育を行う。 
2）公共政策コース 
カリキュラム編成方針：＜体系性＞法学、政治学、経済学各分野の学問体系を基盤として科目群を構成
し、公共政策学全般を体系的に修得できるように教育課程を編成している。＜段階制＞1・2 年次で法
学、政治学、経済学の分野から精選された基本科目を学修した上で 3・4年次では進路指向型のコース
別教育により公共政策学の専門的な素養を身につけるように配置された諸科目を履修する。＜個別化
（進路への対応）＞主に公務員など公的機関への就職を志向する学生を対象として、公共政策に関す
る現状分析、政策の企画、立案、評価に必要な科目群を設定し、学生の進路志向に適応した教育を行
う。 

                    （出典：平成 27 年度法学部学生便覧３、４頁） 

 

（資料・１－２－２）法学部における学位授与方針 

1）法学コース 
学位授与方針：学士課程教育において、「企業法務に必要な基礎的能力を備えた人財の養成」及び「法
科大学院及び社会科学系大学院進学に必要な基礎的能力を備えた人財の養成」を目標とし、特に「法
的」に考え、表現し、議論する基礎的能力、すなわち実定法の解釈と適用を通じて社会の具体的問題を
解決しうる基礎的能力を育成することを目的として、学習成果を達成すべく編成された教育課程を学
修し、所定の単位を修得したものに、本コースの学位を授与する。 
学習成果 
【豊かな教養】 
・幅広い視野と批判的思考力と総合的判断力を持っている。 
・人間と社会と自然に関して深く理解している。 
【確かな専門性】 
・法学の基本的理論・概念について説明することができる。 
・法学の研究手法を使用することができる。 
・法的な考え方の役割と限界を認識している。 
【創造的な知性】 
・現実の社会に生起する問題を法的な考え方を用いて見出し、解決方法を提示することができる 
【社会的な実践力】 
・紛争を法的に予防し、解決できる能力を備えている。 
【グローバルな視野】 
・国際化に対応しうるコミュニケーション能力や外国語の運用能力がある。 
【情報通信技術の活用力】 
・情報技術を使用して、情報の収集・分析や発信を行うことができる。 
【汎用的な知力】 
・法的な手法を用いた問題解決方法を一般的に理解しやすく立案、形成、実施することができる能力を
備えている。 

2）公共政策コース 
学位授与方針：学士課程教育において、「公共政策の形成に必要な資質と基礎的能力を備えた人財の養
成」及び「大学院進学に必要な基礎的能力を備えた人財の養成」を目標とし、特に、「政策的」に考え、
表現し、議論する基礎的能力、すなわち法的素養に裏付けられた政策の企画、立案、形成を通じて社会
の具体的問題を解決しうる能力を育成することを目的として、学習成果を達成すべく編成された教育
課程を学修し、所定の単位を修得したものに、本コースの学位を授与する。 
学習成果 
【豊かな教養】 
・幅広い視野と批判的思考力と総合的判断力を持っている。 
・人間と社会と自然に関して深く理解している。 
【確かな専門性】 
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・政策学の基本的理論・概念について説明することができる。 
・政策学の研究手法を使用することができる。 
・政策的な考え方の役割と限界を認識している。 
【創造的な知性】 
・現実の社会に生起する問題を政策的な考え方を用いて見出し、解決方法を提示することができる 
【社会的な実践力】 
・社会に生起する問題を政策的に解決できる能力を備えている。 
【グローバルな視野】 
・国際化に対応しうるコミュニケーション能力や外国語の運用能力がある。 
【情報通信技術の活用力】 
・情報技術を使用して、情報の収集・分析や発信を行うことができる。 
【汎用的な知力】 
・政策学の手法を用いた問題解決方法を一般的に理解しやすく立案、形成、実施することができる能力
を備えている。 

・政策的な考え方の社会的意味と限界を認識した上で、法的素養に裏付けられた政策の企画、立案、形
成ができる。 

                   （出典：平成 27 年度法学部学生便覧３頁、４頁） 

 

（資料・１－２－３）卒業要件単位数 

◎卒業単位数一覧   

区 分 単 位 数 

教 
 
養 
 
教 
 
育 

共通基礎科目 
  （基礎セミナー） 
  （ベーシック） 
  （情報基礎Ａ） 
  （情報基礎Ｂ） 

4単位 

 

 必修外国語科目 
   英語 ６ 
   初修外国語 ６ 

12単位 
 

教養科目 16単位以上  
社会連携科目   
自由選択外国語科目   
開放科目   

計  32単位以上  

 
専 
 
門 
 
教 
 
育 

必修科目 
  （基礎演習Ⅰ） 
  （基礎演習Ⅱ） 
  （演習Ⅰ） 
  （演習Ⅱ） 

12単位 

 

選択必修科目 82単位以上※  
選択科目   

計  94単位以上  

合  計（教養教育＋専門教育） 126単位以上  

※ 履修年次が3年次以上の選択必修科目の単位を、法学コースにあっては法学分野から10単
位、公共政策コースにあっては政治学・経済学分野から10単位修得しなければならない。 
＊３年次進級要件単位数    ６０単位以上  
＊４年次演習Ⅱ履修条件単位数 ８１単位以上  

 

                      
（出典：平成 27 年度法学部学生便覧 11頁） 
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（資料・１－２－４）三大学間単位互換制度の実施状況 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 

（資料・１－２－５）インターンシップ実施状況 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
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（資料・１－２－６）海外インターンシップ実施状況 

実施年度 コース 訪問先 参加人数 

24 アメリカ合衆国（東海岸） ジョージタウン大学 ほか 10 

25 
アメリカ合衆国（東海岸） ジョージタウン大学 ほか 10 

アメリカ合衆国（西海岸） スタンフォード大学 ほか 14 

26 

アメリカ合衆国（東海岸） ジョージタウン大学 ほか 8 

アメリカ合衆国（西海岸） スタンフォード大学 ほか 8 

フランス ボルドー第三大学 6 

27 

ベトナム ハノイ大学 2 

ベルギー ルーヴァン・カトリック大学 中止 

フランス ボルドー第三大学 中止 

＊平成 27年度のベルギー、フランスは、実施時期にテロが発生したことにより中止。 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 

（資料・１－２－７）法学部基礎演習１シラバス 

 

（出典：本学シラバスシステム） 
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（資料・１－２－８）法学部ティーチング･アシスタント（TA）採用実績 

年度 人数（延べ） 従事時間数 

平成 22 年度 11 366 

平成 23 年度 8 270 

平成 24 年度 16 390 

平成 25 年度 17 420 

平成 26 年度 14 364 

平成 27 年度 8 372 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 

（資料・１－２－９）履修登録上限（CAP）の状況 

 ＣＡＰ制（履修上限）と予復習の徹底 

皆さんは、１年次及び３年次は各年次４０単位、２年次は４１単位、４年次は４６単位を超えて

履修登録をすることができません（法学部規則第６条、法学部履修細則第５条）。学期毎の登録上限

は２３単位です。 

その趣旨は、皆さんに履修科目それぞれの予習・復習をしっかりとやってもらうということにあ

ります。 

いくつかの教育上特に重要な科目については、ＣＡＰから除外して、できるだけ多くの学生が

履修できるように配慮しています。また、そのことにより、特に１，２年次に教養教育科目を多

く履修できるよう配慮していますので、専門以外の分野の科目も履修して広い視野の獲得に努め

てください。 

集中講義、他大学および他学部履修科目はＣＡＰには含まれません。 

通年科目（初修外国語、演習）についての単位計算は、前期後期に均等配分して計算します。 

１年次および２年次末時点でのＧＰＡがそれぞれ３．２以上の場合には、早期卒業のために法学

部の履修上限（ＣＡＰ）を外すことができますので、希望する学生は自分でＧＰＡを計算・確認の

上申し出て下さい（法学部規則第６条４項、１８条、法学部履修細則第６条、７条）。 

                      （出典：平成 27年度法学部学生便覧８頁） 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

 

（判断理由）カリキュラム編成方針及び学位授与方針に添って、１・２年次には法学全般を

学び、３・４年次では進路指向型のコース別教育を行っている。国内外のインターンシップ

科目の提供は、学生の進路に対する意識を確かなものにしている。また、多様なニーズに対

応する三大学単位互換制度、計画的履修を促す CAP 制度のほか、TA の採用、少人数教育に

よる学習・進路支援などから、教育の内容及び方法として関係者の期待を上回ると判断する。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

平成 16 年度入学生から導入した CAP 制、クラス担任制及びオフィスアワー制度の導入や、

教養教育科目及び専門教育科目合計 60 単位以上の取得を３年次への進級要件として設定し、

さらに３年次末での修得単位数 81 単位以上を４年次演習Ⅱの履修条件とすることにより、

計画的な履修を促している。標準修業年限内の卒業率は８割程度で推移しているが（資料・

２－１－１）、留年率は第１期と比較して大きく改善した状況が継続している（資料・２－

１－２）。また、進路支援委員会が実施している日弁連法務財団の「法学検定試験」を任意

で受験する受験者も安定した数値を確保しており、合格率も全国平均を上回っている（資

料・２－１－３）。さらに、平成 24 年度法学検定試験のスタンダード部門においては、20 名

以上の受験団体中全国３位の成績を獲得している。これらの数値からも学生が身に付けた

学力や資質・能力が向上していることは明らかである。さらに、本学部独自の GPA による各

学年成績優秀者表彰制度により一層の学力及び資質・能力の向上が図られている（資料・２

－１－４）。 

平成 24 年度と平成 25 年度の本学部卒業生に対して行った「学習成果に関するアンケー

ト」調査によれば、「豊かな教養」「確かな専門性」「創造的な知性」「社会的な実践力」「グ

ローバルな視野」「情報通信技術の活用力」「汎用的な知力」の各項目について、「身につい

た」と回答した学生の割合は、「身につかなかった」と回答した学生のほぼ２倍以上となっ

ており（「グローバルな視野」を除く。）、身に付けた能力及び学業の成果という点で評価で

きる（資料・２－１－５）。さらに、「授業改善のためのアンケート」結果からも、学生の総

合評価は「非常に有意義であった」「少し有意義であった」との回答が「有意義でなかった」

との回答を大幅に上回っており、入学時の学業に関する期待に対して、身に付けた学力、資

質、能力及び教育上の成果や効果の向上があったものと評価できる（資料・２－１－６）。 

 新たな教育方法の成果として、平成 20 年度から平成 22 年度まで文部科学省の教育 GP「学

生主導型ゼミによる“地域活性化人材”の育成 ～「九州四大学合同ゼミ」における地域課

題と切り結ぶ政策教育の充実～ 」が採択された。熊本大学、九州大学、鹿児島大学、西南

学院大学は、佐賀大学を加えて、大学連携による「九州五大学合同ゼミ」を平成 13年から

行っており、地域の抱える問題について、関係者と対話しながら、フィールドワークによっ

て実情を調査し、認識を深める合宿形式の演習を行ってきた。さらにこの成果は、『学生が

見た川辺川ダム－５大学合同ゼミの記録－』（熊本大学法学部／伊藤洋典ゼミ）と題して熊

日情報文化センターから出版された（資料・２－１－７）。 

平成 26 年には、ハンセン病患者が非公開の法廷で死刑判決を受け、公正な裁判を受ける

権利を害されたとされる「菊池事件」について、ゼミに所属する学生が、多角的に調査・研

究した成果を、現在の裁判員裁判で裁判が行われたとしたらどのような結論になるか、模擬

裁判が企画され、一般に公開して開催され、マスコミの取材を通して極めて高い評価を得た。

この取り組みは、平成 27年度熊本大学教育活動表彰準グランプリを受賞し、最高峰の法学

雑誌の一つである「法学セミナー」721 号に特集記事として取り上げられ、内容の採録、参

加した学生の見解等が詳しく収録されて、熊本大学法学部の教育レベルの高さを周知する
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結果となった（資料・２－１－８）。 

また、１年次合宿研修やスポーツ大会、ゼミ説明会等の行事を企画から運営まで学生が主

体となって行う「行事実行委員会」の活動や司法試験や公務員試験などの合格を目指し、法

律学研究、判例等のゼミ形式の討論会を実施している本学部公認サークル「志法会」、「熊法

会」の活動も学業の成果として評価できる。なお、教育 GP 採択までの取組や「志法会」・「熊

法会」の活動は可能な限り学生の自発性・積極性を引き出し、教員の指導を極力抑えたもの

で、効果的な教育方法の工夫といえる。 

 

（資料・２－１－１）｢標準修業年限内の卒業率｣及び｢標準修業年限×1.5 年内卒業率」 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 

（資料・２－１－２）留年率一覧 

卒 業 年 月 在籍者 卒業者 
留年者  

 (期間満了) 
留年率 

平成 17 年３月 329  248  81(1) 24.6% 

平成 18 年３月 298  217  81(1) 27.2% 

平成 19 年３月 302  217  85(1) 28.1% 

平成 20 年３月 269  212  57(1) 21.2% 

平成 21 年３月 259  206  53(3) 20.5% 

平成 22 年３月 242  200  42(1) 17.4% 

平成 23 年３月 252  212  40(0) 15.9% 

平成 24 年３月 234  198  36(1) 15.4% 

平成 25 年３月 244  194  50(0) 20.5% 

平成 26 年３月 242  199  43(0) 17.8% 

平成 27 年３月 261  217  44(1) 16.9% 

平成 28 年３月 251 219 32(2) 12.7% 

   ( )書きは期間満了者で内数    
（出典：法学部卒業判定資料） 
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（資料・２－１－３）法学検定の状況 

 
＊アドバンスト：企業や官公署等において法律実務を担当しうる水準以上の相当高度なレベルのコース 

 （出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 
（資料・２－１－４）成績優秀者表彰制度の概要 

成績優秀者表彰制度の概要 
 

１．新２、３、４年生の成績優秀者３名（GPA 上位順）を新学期ガイダンス時に表彰 

２．学部での学位記授与式の後、以下に該当する卒業生を表彰 

①成績優秀学生３名（４年間通算 GPA 上位順） 

②最多単位取得者１名 

③優秀卒論賞（若干名） 

 

研究教育支援委員会（予算委員兼任）が該当学生の確認や表彰準備を行う。 

法学部振興会に入会している学生には副賞として図書カードを進呈する。 

（諸経費は振興会からの補助） 

 
（出典：法学部研究教育支援委員会資料） 
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（資料・２－１－５）学習成果に関するアンケート 

【法学コース】                     

 ○アンケート項目                   

 １．豊かな教養                    

  1-1 教養が身についた                  

  1-2 幅広い視野と批判的思考力と総合的判断力が身についた 

  1-3 人間と社会と自然に関して深く理解できるようになった 

 ２．確かな専門性                   

  2-1 専門性が身についた                

  2-2 法学の基本的理論・概念について説明できるようになった 

  2-3 法学の研究手法を使用することが出来るようになった 

  2-4 法的な考え方の役割と限界を認識出来るようになった 

 ３．創造的な知性                  

  3-1 創造的な知性が身についた   

  3-2 現実の社会に生起する問題を法的な考え方を用いて見出し、解決方法を提示することができるようになった 

 ４．社会的な実践力                 

  4-1 社会的な実践力が身についた 

  4-2 紛争を法的に予防し、解決できる能力が身についた 

 ５．グローバルな視野                

  5-1 グローバルな視野が身についた           

  5-2 国際化に対応しうるコミュニケーション能力や外国語の運用能力が身についた 

 ６．情報通信技術の活用力              

  6-1 情報通信技術の活用力が身についた         

  6-2 情報技術を使用して、情報の収集・分析や発信を行うことができるようになった      

 ７．汎用的な知力                  

  7-1 いろいろな方面に用いることができる知力が身についた       

  7-2 法学の手法を用いた問題解決方法を一般的に理解しやすく立案、形成、実施することができる能力が身につ
いた 

                        

 ○アンケート集計結果（回答者数：５１名）（対象：平成２５年３月卒業生）   

 項目   1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 2-4 3-1 3-2 4-1 4-2 5-1 5-2 6-1 6-2 7-1 7-2   

 身についた  51 49 42 41 39 36 38 31 36 41 36 28 16 32 26 50 42   

 身につかなかっ
た 

0 1 6 7 8 11 11 17 12 8 11 21 29 17 19 1 7   

 未回答 0 1 3 3 4 4 2 3 3 2 4 2 6 2 6 0 2   

                        

 《具体的な科目名や課外活動等》           

 １．豊かな教養・・・発表形式の授業    ５．グローバルな視野        

 ２．確かな専門性・・・演習、卒業論文、債権各論
Ⅲ 

 ６．情報通信技術の活用・・・情報処理の科目、演習   

 ３．創造的な知性・・・演習、部活動  ７．汎用的な知力         

 ４．社会的な実践力・・・紛争解決法系の科

目 

              

                        

 《その他の意見》                    

 強く望む人のみでなく、学部としてもっと国際交流が気軽に手軽にできるとよいと思う       

                        

 ○アンケート集計結果（回答者数：４３名）（対象：平成２６年３月卒業生）   

 項目   1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 2-4 3-1 3-2 4-1 4-2 5-1 5-2 6-1 6-2 7-1 7-2   

 身についた  38 35 28 31 33 23 32 25 22 26 22 21 6 15 15 32 26   

 身につかなかっ
た 

1 2 7 4 4 12 6 10 12 10 11 13 26 19 16 4 8   

 未回答 4 6 8 8 6 8 5 8 9 7 10 9 11 9 12 7 9   

                        

 《具体的な科目名や課外活動等》           

 １．豊かな教養・・・商法･国際法ゼミ    ５．グローバルな視野・・・外諸購読、国際奨学事業、
ｼｮｰﾄﾋﾞｯｼﾞｯﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

  

 ２．確かな専門性・・・法の倫理、法社会学、会社

法、商取引 

 ６．情報通信技術の活用・・・情報基礎概論   

 ３．創造的な知性・・・演習、民事訴訟法Ⅰ   ７．汎用的な知力・・・基礎演習、演習   

 ４．社会的な実践力・・・演習               
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 《その他の意見》                    

 勉強しやすい環境がある。学生同士のつながりが強い。       

 多様な学び。基礎の徹底。経済学も学べること。       

                    

【公共政策コース】 

 

                   

 ○アンケート項目                   

 １．豊かな教養                    

  1-1 教養が身についた                  

  1-2 幅広い視野と批判的思考力と総合的判断力が身についた   

  1-3 人間と社会と自然に関して深く理解できるようになった    

 ２．確かな専門性                   

  2-1 専門性が身についた               

  2-2 政策学の基本的理論・概念について説明できるようになった    

  2-3 政策学の研究手法を使用することが出来るようになった      

  2-4 政策的な考え方の役割と限界を認識出来るようになった    

 ３．創造的な知性                   

  3-1 創造的な知性が身についた      

  3-2 現実の社会に生起する問題を法的な考え方を用いて見出し、解決方法を提示することができるようになった 

 ４．社会的な実践力              

  4-1 社会的な実践力が身についた     

  4-2 社会に生起する問題を政策的に解決できる能力が身についた    

 ５．グローバルな視野         

  5-1 グローバルな視野が身についた           

  5-2 国際化に対応しうるコミュニケーション能力や外国語の運用能力が身についた    

 ６．情報通信技術の活用力        

  6-1 情報通信技術の活用力が身についた      

  6-2 情報技術を使用して、情報の収集・分析や発信を行うことができるようになった   

 ７．汎用的な知力                   

  7-1 いろいろな方面に用いることができる知力が身についた     

  7-2 政策学の手法を用いた問題解決方法を一般的に理解しやすく企画、立案、形成することができる能力が身に
ついた 

  7-3 政策的な考え方の社会的意味と限界を認識した上で、法的要素に裏付けられた政策の企画、立案、形成がで
きるようになった。 

                        

 ○アンケート集計結果（回答者数：６８名）（対象：平成２５年３月卒業生）        

 項目   1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 2-4 3-1 3-2 4-1 4-2 5-1 5-2 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3  

 身についた  61 53 45 51 40 29 44 50 41 50 41 47 22 44 37 54 40 37  

 身につかなかっ

た 

5 10 17 14 21 32 18 18 20 17 22 20 39 22 23 12 21 25  

 未回答 2 5 6 3 7 7 6 0 7 1 5 1 7 2 8 2 7 6  

                        

 《具体的な科目名や課外活動等》             

 １．豊かな教養        ５．グローバルな視野        

 ２．確かな専門性      ６．情報通信技術の活用        

 ３．創造的な知性・・・就活      ７．汎用的な知力         

 ４．社会的な実践力                   

              

 ○アンケート集計結果（回答者数：６４名）（対象：平成２６年３月卒業生）        

 項目   1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 2-4 3-1 3-2 4-1 4-2 5-1 5-2 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3  

 身についた  59 59 47 53 52 32 38 46 43 50 39 38 21 46 34 57 46 39  

 身につかなかっ
た 

2 2 11 4 7 22 18 11 14 10 17 20 28 14 16 2 12 17  

 未回答 3 3 6 7 5 10 8 7 7 4 8 6 15 4 4 5 6 8  

                        

 《具体的な科目名や課外活動等》             

 １．豊かな教養・・・演習、部活、経済法Ⅱ  ５．グローバルな視野・・・国際法、外書講読、留学制度  

 ２．確かな専門性・・・法社会学  ６．情報通信技術の活用・・・情報処理概論   

 ３．創造的な知性・・・法社会学  ７．汎用的な知力         

 ４．社会的な実践力・・・経済学Ⅱ              

 《その他の意見》              
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 法学だけでなく政治や経済についても学べる。熱心な先生方。       

 学年間の連携。公務員を目指すのに適した環境。       

                        

（出典：全学保有データ） 
 

（資料・２－１－６）「学生による授業改善アンケート」結果の概要 

 
（出典：「授業改善のためのアンケート」実施報告書より作成） 

 
（資料・２－１－７）「学生が見た川辺川ダム－５大学合同ゼミの記録」 

『学生が見た川辺川ダム－５大学合同ゼミの記録－』 
目次： はしがき ：出版にあたって 
1．川辺川ダム問題の現状と今日的課題： 熊本日日新聞社 編集委員 山口和也氏の講演 
2．川辺川ダム中止への経緯と、これから： 高橋ユリカ氏の講演 
3．ダム反対表明と今後のあり方： 熊本県知事 蒲島郁夫氏へのインタビュー 
◆5 大学合同ゼミ合宿スケジュール 
4．川辺川ダム問題における住民意識及び市民運動： 5 大学の事前調査のまとめ 
5．現在の地域活性化策とその課題： パネルディスカッション（国、県、五木村） 
◆5 大学合同ゼミ合宿フィールドワーク 
6．五木村の地域活性化について： 5 大学の学生による討論 
7．講評： 前熊本県知事 塩谷義子 
あとがき ：5 大学 学生名簿 

（出典：熊本大学法学部／伊藤洋典ゼミ『学生が見た川辺川ダム－５大学合同 

ゼミの記録－』熊日情報文化センター、2011 年３月 31日発行。） 
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（資料・２－１－８）法学部生による模擬裁判特集記事 

 
（出典：法学セミナー2015 年２月号 通巻 721 号表紙） 

 
（水準）期待される水準を上回る。 

 

（判断理由）留年率の状況は第１期末に改善したものが継続しており、法学検定の合格率、

学習成果に関するアンケート、授業改善アンケート、教育 GPの獲得、教育 GP 活動の成果を

示す書物の刊行、模擬裁判の企画、学生が主体となって企画立案する行事など、本学部の教

育目的である法的知識を基礎とし、社会の具体的問題を解決しうる能力が着実に育成され

ており、教育の成果として関係者の期待を上回ると判断する。 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

本学部では、４月のガイダンス時に卒業後の進路決定に必要な各学年次にやっておくべ

きことの説明を行っている。特に早い段階から卒業後の進路決定に向けた準備や各学生の

進路選択の参考になることを目的として２年次前期にキャリア科目「職業選択と自己実現」

及び３年次前期に「特殊講義 職業選択の実践」を開講している。さらに社会への視野を広
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げることを目的として読売新聞西部本社による寄付講義「ジャーナリズムの現場から」を開

講し、国内外で起こる種々の出来事を参考に進路選択に役立てている。また、３年次・４年

次の少人数教育科目演習Ⅰ及び演習Ⅱの担当教員により丁寧な進路指導が行われており、

学生のキャリア意識の形成に大きな効果を上げている。 

 このような本学部における進路支援活動により、平成 23 年度、平成 24 年度とわずかに

減少した就職率は 95％以上の高水準を維持している。最近の主な進路先については、国家

公務員及び地方公務員ともに各種行政機関に及んでおり、民間企業も情報通信・マスコミ・

商社・金融・保険・製造・運輸・流通・建設・旅行と各業種の有力企業に決定している。ま

た、他大学を含めた法科大学院を中心として大学院への進学希望者も着実に進学先を決定

している（資料・２－２－１、２－２－２）。平成 27 年度に設置した「人文社会系地域連携

会議」では、各自治体の代表から、法的な知識を持って業務に当たる人材、裁判を想定して

法的知識を活用できる人材等を求める意見が強く、本学部の教育内容はこれに合致してい

る（資料・２－２－３）。また、平成 24年度末及び平成 25 年度末に実施した卒業生懇談会

での聴き取り調査によれば、本学部卒業生としての強み・特色は、コミュニケーション能力・

社会に対する適応力・ビジネス文書作成能力及び理解力・法律文書作成能力及び理解力など

を挙げており、結果を各教員に通知してカリキュラム内容の改善、個別の授業内容の改善に

学部全体として意識的に取り組んでいる（資料・２－２－４）。 
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（資料・２－２－１）法学部進路状況 

 
（出典：平成 27 年度教育研究評議会資料） 

 
（資料・２－２－２）平成 26年度法学部進路状況 

  
 



熊本大学法学部 分析項目Ⅱ 
 

－4-24－ 

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 
（資料・２－２－３）熊本大学人文社会系地域連携会議要項 

国立大学法人熊本大学人文社会系地域連携会議要項 
 

平成 27 年 8 月 27 日人文社会系地域連携会議 承認 
 
（目的） 

第１条 国立大学法人熊本大学人文社会系地域連携会議（以下「連携会議」という。）は、

国立大学法人熊本大学（以下「本学」という。）における地域連携推進の一環として、

人文社会系の学生ほか熊本県全域の自治体職員の教育を通じ、地域の更なる発展に寄

与するとともに地域が抱える政策課題等の解決に向けた連携及び協議の場とすること

を目的とする。 
 
（委員） 

第２条 連携会議は、次に掲げる委員をもって組織する。 
(1) 文学部長 
(2) 法学部長 
(3) 社会文化科学研究科長 
(4) 法曹養成研究科長 
(5) 熊本市長 
(6) 熊本県市長会会長 
(7) 熊本県町村会会長 
(8) 熊本県副知事 

２ 前項第５号から第８号までの委員は、学長が委嘱する。 
３ 第１項第５号から第８号までの委員の任期は、１年とし、再任を妨げない。 
 
 （協議事項等） 
第３条 連携会議は、次に掲げる事項を協議する。 
（１） 学生及び自治体職員の教育に関すること。 
（２） 地域における人材活用に関すること。 
（３） 地域における政策課題及び諸課題の解決に関すること。 
（４） その他議長が必要と認めた事項 

 
（議長） 

第４条 連携会議に、議長を置き、大学院社会文化科学研究科長をもって充てる。 
２ 議長は、連携会議を主宰する。  
３ 議長に事故があるときは、議長があらかじめ指名する委員がその職務を代行する。 
 
 （議事） 
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第５条 連携会議は委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決することができな

い。 
２ 連携会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 
（代理者の出席） 

第６条 委員は、やむを得ない理由により委員会に出席できないときは、議長の承認を得

て代理の者を出席させることができる。 
  
（意見の聴取） 

第７条 議長は、必要があるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聴くことが

できる。 
 
 （事務） 
第８条 連携会議の事務は、人文社会科学系事務ユニットにおいて処理する。 
 
（雑則） 

第９条 この要項に定めるもののほか、連携会議の運営に関し必要な事項は、議長が別に

定める。 
 

附 則 
１ この要項は、平成２７年８月２７日から施行する。 
２ この要項施行後、最初に委嘱される第２条第１項第５号から第８号までの委員の任

期は、同条第３項の規定にかかわらず、平成２８年３月３１日までとする。 
 

（出典：人文社会科学系地域連携会議資料） 
 
（資料・２－２－４）法学部卒業生の意見 
平成 25 年 3 月 8 日（金）卒業生懇談会（東京都新宿） 
参加者（教員：山崎・深町・朝田） 
A 氏（大和証券）、B 氏（NTT データ）、C 氏（三菱 UFJ リース）、D 氏（富士通）、E 氏（財務省）、
F 氏（朝日生命）、G 氏（牧野フライス製作所）、H 氏（牧野フライス製作所）、I 氏（牧野フライス製
作所）、J 氏（牧野フライス製作所）、K 氏（若色ゼミ）、L 氏、M 氏（牧野技術サービス） 
 
平成 26 年 3 月 8 日（土）卒業生懇談会（東京都新宿） 
参加者（教員：山崎・鈴木・深町） 
N 氏（2007 年卒・新日鐵住金・深町ゼミ）、O 氏（2007 年卒・牧野フライス製作所・山崎ゼミ）、P 氏
（2008 年卒・牧野フライス製作所・山下ゼミ）、Q 氏（2011 年卒・牧野フライス製作所）、R 氏（2011
年卒・牧野技術サービス・朝田ゼミ）、S 氏（2012 年卒・牧野フライス製作所・倉田ゼミ）、T 氏（2012
年卒・ジャパネットタカダ・ 朝田ゼミ）、U 氏（2011 年卒・ザイマックス・若色ゼミ）、V 氏（2012
年卒・三菱ＵＦＪリース・伊藤ゼミ）、W 氏（2012 年卒・岡田ゼミ） 
 
懇談会参加者に聞いた熊本大学法学部の強み・特色 
・コミュニケーション能力がある。 
・社会的な適応力に優れている。 
・ビジネス文書作成能力が高い。 
・報告書等の枠組作りや文書作成能力に優れている。 
・契約書等の法的文書の性質の理解力に優れている。 
・契約書作成等法的文書作成能力が高い。 
・論理的思考能力が優れている。 
・社内規則等の運用能力が高い。 
・労働法等関連法規を学んでいることから労務管理などの場面で対応能力が高い。 
・文書作成、契約書のチェック等々、学習した内容が実社会と関係するものが多く、法学部で学んだ
ことが業務上役立っている。 

・各種法律と関係する職務が多く、顧客満足度の増加に役立っている。 
・総務を担当すると種々の法律に関係する業務が多くなることから、大学での学習が役立っている。 

       （出典：過去２回実施した卒業生懇談会におけるインタビューの概要より） 
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（水準）期待される水準を上回る。 
 
（判断理由）卒業後の進路に関わる授業を提供し、演習科目における進路指導などの活動に

より、学生が希望する就職先への就職及び進学が高水準を維持していることから、関係者の

期待に十分に応えていると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

法学部の教育目的を実現するために必要な教員が配置され、法学部として提供すべき科

目等、カリキュラム編成が堅実であり、教務学生委員会や FD 委員会を中心に問題点の改善

に取り組んだ結果として、学生の計画的な履修が促され、留年率の低水準の継続、公務員試

験の合格者数等に効果が明確に反映されている。さらにカリキュラム編成方針及び学位授

与方針を定め、必要な事項を学生便覧に掲載して周知するとともに、三大学単位互換制度、

国内外のインターンシップ、講義科目と演習科目のバランスのとれた組合せ、履修指導、CAP

制度、TA の採用、クラス担任制、少人数教育による学習・進路支援などの活動を充実した

ことによる教育方法の改善による効果、五大学共同ゼミの実施（前掲資料・２－１－７、p20）

や海外インターンシップ(前掲資料・１－２－６、p13)の実施など第１期中期目標期間には

実施していなかった新たな教育活動に取り組んだこと等、重要な質の変化があったと判断

できる。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

留年率は第１期中期目標期間に改善した状況が継続しており、法学検定の合格率（全国３

位の部門有り。）、学習成果に関するアンケート及び授業改善アンケートの調査結果、教育 GP

の採択（前述の五大学共同ゼミ）、教育 GP 活動の成果を示す書物の刊行、模擬裁判の企画な

ど（前掲資料・２－１－８、p21）、第１期中期目標期間ではあまり見られなかった学生が主

体となって企画・立案・実施する行事など学生に自発性や積極性を引き出す教育の成果があ

がっている。また、卒業後の進路に関わる授業の提供や演習科目における進路指導などの積

極的な活動により、学生が希望する就職先への就職及び進学等高い進路決定率を示してお

り、重要な質の変化があったと判断できる。 
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Ⅰ 法曹養成研究科の教育目的と特徴 
 

１ 大学院法曹養成研究科は、理論と実務を架橋する教育を強く意識したプロセスとして

の法曹養成教育を行うことにより、豊かな人間性、幅広い教養、専門的な資質・能力及び

高い倫理観を備えた質の高い法曹を養成するとともに、法律学の理論的・臨床的研究を遂

行して、社会の発展に寄与することを教育目的としている。 

２ 本研究科は、さらに、身近な社会生活上の法的ニーズに応える能力だけではなく、グロ  

ーバル化しつつある社会で新たに生じる法的諸問題をも解決する能力を備える 21世紀を

担う人材を養成するため、家庭医としての能力（地域住民の社会生活における基礎的かつ

普遍的ニーズに即した法的サービスを提供することのできる能力）と専門医としての能

力（公共政策法務、高齢者福祉と財産管理、企業コンプライアンス、企業再生という新し

い法的ニーズに対応できる能力）を兼ね備える質の高い法曹養成を教育目的とし、高度で

専門的職業能力を有する人材を養成するという中期目標を設定している。 

３ １で述べた本研究科の教育目的である、幅広い教養、専門的資質・能力及び高い倫理  

観を備えた質の高い法曹を養成することを実現するため、法律家になるための適性や学

力を有する者のほか、豊かな社会経験のある社会人を受け入れている、という特徴を持っ

ている。 

４ 本研究科は、入学定員を 22 人（平成 26 年度から 16 人）として徹底した少人数教育を

行うと共に、研究者教員と実務家教員からなるインストラクター制を導入して、入学前指

導や学期初めの履修指導等を徹底し、学習や学生生活についてきめ細かい指導を行って

いる。 

５ 本研究科は、上記の目的、すなわち理論と実務を架橋する教育のため、次のような特徴

を持つ。附属臨床法学教育研究センターを設置し、法理論と実務を統合した臨床法学教育

の実践と教育方法の開発に取り組んでいる。学生は、本研究科専任の実務家教員の指導の

下での「リーガル・クリニック」や弁護士事務所等で実務経験を積む「エクスターンシッ

プ」を履修し、生の事案や事件・記録に接しながら法理論の応用と実務の技能を学んでい

る。 

６ 本研究科は、平成 19 年度及び 24 年度に独立行政法人大学評価・学位授与機構の法科

大学院認証評価を受審し、いずれも評価基準に適合しているとの認定を受けている。 

 

 

［想定する関係者とその期待］ 

以上の目的・特徴等に照らし、本研究科は在学生・受験生、その家族、修了者とその雇   

用主、地域社会等の関係者を想定し、在学生らからは法曹としての課題発見・解決能力を

涵養すること、修了者らからは法曹としての課題発見・解決能力を発揮して法曹として活

躍すること、地域社会からは地域の法的ニーズに応える法曹を養成することなどの期待

を受けている。 

 

 



熊本大学法曹養成研究科 分析項目Ⅰ 

－5-3－ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

 専門職大学院である本研究科は、法曹養成専攻からなり、家庭医と専門医としての２つの

能力を有し、幅広い教養、専門的資質・能力及び高い倫理観を備えた質の高い法曹の養成を

目的とする。 

 本研究科は、法曹養成のために必要な教育を体系的に行うために専任教員を 18 人（みな

し専任教員３人を含む）、兼担・兼任教員を 36 人、合計 54 人を置いており、専門職大学院

の設置基準を満たしている(資料・１－１－１)。また、法律基本科目群をはじめとする各科

目群に専任教員がもれなく配置されている（資料・１－１－２)。研究者教員が専攻分野に

ついて教育上・研究上の優れた業績をもち、実務家教員は、弁護士、検察官、裁判官等の経

験を有しており、教育分野についての高度の技術・技能や優れた知識を有している。このこ

とは、認証評価の結果(http://www.ls.kumamoto-u.ac.jp/pdf/24hyouka.pdf)から明らかで

ある。 

 法科大学院志願者は全国的に減少しており、本研究科の入学定員充足率及び学生定員充

足率もその影響を受けてきた (資料・１－１－３、１－１－４)。このため、平成 26年度入

試(平成 25年度実施)から入学定員を 22人から 16人とし、優秀な学生を確保し、より一層

の少人数教育の充実に努めるとともに、入試説明会、試験会場、受験機会を増やし、面接重

視型入試を取り入れる等して、定員充足率・入学者を増やすための様々な努力をしてきた。

平成 27 年度入試においては、その効果が表れ始めたが、現在の法科大学院を取り巻く社会

情勢等を総合的に勘案した結果、平成 28 年度からの学生募集停止を決定した。このなかで、

本研究科の入学者構成比において、法学部出身者のみならず社会人・非法学部の比率は大き

いものとなっている(資料・１－１－５)。これは、様々な生活基盤をもつ人材を集めて教育

する中で議論が深まるという効果をもち、法科大学院設置の趣旨に合致しているといえる。 

 本研究科は、教員の教育力向上のため、FD 委員会を設置し、組織的かつ継続的に次の活

動を行っている。①授業改善のためのアンケートの実施、②前学期と後学期に授業参観と授

業評価を行うこと、③学期ごとに、学生への成績配付の前にインストラクター会議を開き、

学生の成績状況と授業に対する意見を検討すること、④教育内容及び教育方法改善のため

の講演会を実施すること、⑤教育内容及び教育方法の改善のための情報や研究成果を収集

すること。  

とりわけ、②においては、授業参観の目的、対象科目、期間等を毎回定めて実施し、参観

者には「良かったと感じたこと」、「改善した方がよいと感じたこと」等について記入する「授

業参観報告書」の提出を求めている(資料・１－１－６)。提出されたこれらの資料は、授業

評価のための「意見交換会」での討議のために用いられている。この意見交換会での議論は

FD 委員会によって報告書にまとめられ、教授会に提出される。さらに、これらの資料はイ

ンストラクター会議や１年生の必修科目担当者会議においても参照されている（資料・１－

１－７）。これにより授業方法や学生指導における継続的な改善という効果が生まれている。

加えて、教育実施体制を支えるため、平成 27 年度からは「学生カルテ」を導入した。これ

により、教員は学生の成績・履修状況・学修環境等を正確に理解し、これを共有することが

可能となり、学修指導等に役立てている。 

 さまざまな FD 活動と並んで、教育プログラムの質保証・質向上の一環として厳格な成績

評価が求められる。このため、本研究科では、成績評価及び評価基準等を定め、教員に成績

評価の際に周知するとともに(資料・１－１－８)、これを学生には学生便覧やシラバスなど

で明示している。また、成績評価に質問や疑問のある場合に、学生は所定の手続を経て、質

問・疑問を提起し、最終的には異議を申し立てることができる(資料・１－１－９、１－１

－10)。 
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 教育実施体制を強化するため、九州大学、鹿児島大学、琉球大学との教育連携を実施し、

遠隔講義システムを利用し、他大学の特色ある授業科目の履修を可能とすることにより、学

生の授業科目選択の幅が広がった。この点については、平成 24年度に受審した認証評価に

おいて「特色ある点」として評価されている。また、熊本県弁護士会との連携による県内法

律事務所でのエクスターンシップ、さらには平成 26 年度からは地域企業・官庁でのエクス

ターンシップを実施し、外部組織との連携を図っている。これによって地域における司法ニ

ーズへの学生の関心が強まっている。 

  

（資料・１－１－１）専任教員数                   H27.5.1 現在 

区分 
必要専任

教員数 

専任教員数 兼担・兼任 

教員数 専任教員 実・専 実・み 合計 

教 授 

12 

5 1 3 9 

36 准教授 8 0 0 8 

講 師 1 0 0 1 

※「実・専」は実務家・専任教員の略 

※「実・み」は実務家・みなし専任教員の略 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 

（資料・１－１－２）科目別の専任教員数（延べ人数）          H27.5.1 現在 

法  律  基  本  科  目 法
律
実
務 

基
礎
科
目 

基
礎
法
学
・ 

隣
接
科
目 

展
開
・ 

 

先
端
科
目 

憲法 行政法 民法 商法 
民事 

訴訟法 
刑法 

刑事 

訴訟法 

1 1 3 2 1 1 1 5 1 7 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 
（資料・１－１－３）入学者選抜の実施状況 

区分 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

入学定員 22 22 22 

22 

（既修 5、 

未修 17） 

16 

(既修 4、 

未修 12） 

16 

(既修 4、 

未修 12） 

志願者数 82 47 39 36 25 33 

受験者数 76 35 37 34 21 31 

合格者数 37 18 18 17 10 18 

競争倍率 2.05  1.94  2.05  2.00  2.10  1.72  

入学者数 19 16 11 9 8 9 

入学定員 

充足率 
86％  72％  50％  40％  50％  56％  

※既修：２年短縮コース（法学既修者）／未修：３年標準コース（法学未修者） 
（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 

（資料・１－１－４）学生定員と現員 

  H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

収容定員 82 74 66 66 60 49 

現  員 91 81 66 39 33 36 

定員充足率 110.98% 109.46% 100.00% 59.09% 55.00％ 73.47％ 

  （出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
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（資料・１－１－５）入学者構成比 

  H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

入学者数 19 人 16 人 11 人 9 人 8 人 9 人 

社会人 15.8% 37.5% 36.4% 44.4% 25.0％ 22.2％ 

非法学部 10.5% 12.5% 9.1% 0.0% 0.0％ 11.1％ 

法学部 73.7% 50.0% 54.5% 55.6% 75.0％ 66.7％ 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 
（資料・１－１－６）授業参観報告書 

 
（出典：平成 27 年度 FD委員会資料） 
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（資料・１－１－７）教育関係各種委員会等 

 
＊インストラクター：担任 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 

（資料・１－１－８）成績評価及び評価基準 
成績評価及び評価基準等について 

 
１．成績表の入力方法等 

（１）成績評価と点数の対応は以下のとおりです。 

   各科目の最低到達目標に達している者の評点を６０点とする絶対評価とします。 

評語 評価基準 評点 

秀 到達目標を充分に達成し、きわめて優秀な成績をあげている １００～９０点 

優 到達目標を充分に達成し、優秀な成績をあげている ８９～８０点 

良 到達目標を概ね達成している ７９～７０点 

可 到達目標を最低限達成している ６９～６０点 

不可 到達目標を達成していない ５９～０点 

（注）リーガル・クリニック、エクスターンシップⅠ、エクスターンシップⅡは、 

入学年度に関わらず「合格」・「不合格」で表します。 

 

（２）合格（「可」以上）と不合格（「不可」）の評価は絶対評価とします。 

（３）厳格な成績評価に努めてください。定期試験を必ず実施し、平常点だけで成績評価することは避

けてください。また、成績評価は原則として絶対評価としますが、全体として、「秀」や「優」に

著しく偏った成績評価とならないよう努めてください（目安として「秀」と「優」合計で２割程

度を上限としてください）。 

（４）平常点については、質問に適切に答えられた回数、議論に有益な自主的発言の回数、レポート・

小テスト等を総合して評価してください。出席それ自体を加点するいわゆる「出席点」は採用し

ないでください。 

（５）授業担当者は、SOSEKI（学務情報システム）に成績評価の点数（素点）を入力してください。（兼

任教員は、別添の成績記入表に成績評価の点数（素点）を記入し、押印の上で法曹養成研究科教

務担当へ提出してください。提出していただいた成績は、法曹養成研究科教務担当にて SOSEKI（学

務情報システム）に入力し、学生へ公表いたします。） 

（６）定期試験を受験しなかった者については×（未受験）と入力してください。履修登録をしたが、

定期試験を受験しなかった科目の成績評価は、「不可」となります。 

 

なお、定期試験当日、学生が病気、忌引き等により試験を受けることができなかった場合には、追

試験を実施することがありますので、ご承知置きください。 

 

２．学生への成績発表 

   成績評価は、SOSEKI（学務情報システム）を通じて発表されるので、学生はこれによって単位取得

の有無等を確認します。 

  

＊ 
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３．成績評価基準・答案の返却等 

試験の答案は、授業担当者が添削し、採点をしたうえで、法曹養成研究科教務担当へ提出してくだ

さい。学生への答案の返却は法曹養成研究科教務担当がまとめて行います。 

授業担当者は、成績評価にあたっては評価基準（答案の採点基準を含む）を作成し、定められた期

日までに所定の形式で TKC（法科大学院教育研究支援システム）に登録してください。（兼担・兼任

教員は、法曹養成研究科教務担当へ提出してください。） 

  

  法曹養成研究科教務担当のアドレス  lawschool@jimu.kumamoto-u.ac.jp  

 
（出典：平成 27 年度法曹養成研究科教員向け配布資料） 

 

（資料・１－１－９）成績についての疑義・異議申立について（申し合わせ） 
成績についての疑義・異議申立について（申し合わせ） 

[平成２５年 ７月１０日法曹養成研究科教授会承認] 
【成績発表】 

１．担当教員は、各学期の定期試験について、以下の日（以下、成績提出締切日という。）までにSOSEKIへ成績を入力する。 

前学期：前学期定期試験期間最終日から土・日・祝日を含む15日後 

後学期：後学期定期試験期間最終日から土・日・祝日を含む10日後 

２．SOSEKIへの入力が不可能な非常勤講師については、成績提出締切日までに教務担当まで成績記入表を提出する。教務担当は、

提出された成績記入表に基づき、SOSEKIへ成績を入力する。 

３．学生は、成績提出締切日の翌日（以下、成績発表日という。）からSOSEKIで成績を確認する。 

【答案返却等】 

４．担当教員は、成績提出締切日までに教務担当へ答案を提出する。 

５．教務担当は、成績発表日から土・日・祝日を除く1日後から学生へ答案を返却する。ただし、後学期定期試験において、修了対

象者以外の学生に限り、成績発表日から土・日・祝日を除く3日後から学生へ答案を返却する。 

６．担当教員は、各学期の定期試験に係る評価基準・講評について、学生へ答案を返却する日と同日までに、別に定める方法で公表

する。 

【質問・疑問の受付】 

７．学生は、成績発表日からSOSEKI で成績を確認し、質問や疑問がある場合には、以下の期間において担当教員にその旨申し出

る。 

前学期：成績発表日の土・日・祝日を除く1日後から、3日以内 

後学期：成績発表日の土・日・祝日を除く4日後から、3日以内 

ただし、修了対象者に限り、成績発表日の土・日・祝日を除く3日以内 

８．教員は、学生から質問や疑問の申し出を受けたときは説明に努めなければならない。 

【教務委員会のあっせん】 

９．学生は、担当教員と面談ができない場合、または回答が得られない場合、教務委員会に対し、当該教員について、面談または

回答に応じるようあっせんを求めることができる。 

10．教務委員会は、上記の申し出に応じ、当該学生と担当教員との協議ができるよう、あっせんを行う。 

【異議申立】 

11．教務委員会のあっせんによっても当該担当教員との協議ができない場合、回答が得られない場合、その他著しく不公正な事情

がある場合、学生は、担当インストラクターと相談の上、以下の期間において別に定める方法で異議を申し立てることができる。 

前学期：成績発表日の土・日・祝日を除く4日後から、3日以内 

後学期：成績発表日の土・日・祝日を除く4日後から、4日以内。 

ただし、修了対象者に限り、成績発表日の土・日・祝日を除く3日以内 

12．教務委員会は、上記異議申立の内容について審議し、別に定める方式にしたがい、意見書を作成する。教務委員会は、上記異

議申立について、必要と認めた場合には、調査委員会を組織することができる。調査委員会は、教務委員長・当該教科関連科目

の教員・他の教員各1名で組織する。 

13．調査委員会は、上記異議申立の内容について審議し、教務委員会に対し、別に定める方式にしたがい、報告書を提出する。 

14．教務委員会は、意見書の内容および回答を求める旨担当教員に通知する。 

15．担当教員は、当該意見書に対し、すみやかに回答書を作成し、教務委員会に提出する。このとき、担当教員は、成績の修正を

認めるときは、所定の修正手続を行う。 

16．教務委員会は、意見書および回答書について、必要があると認めるときは、教授会の審議を求めることができる。 

【その他】 

17．集中講義等の日程については、別に定める。 

（出典：平成 27 年度法曹養成研究科教授会資料） 
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（資料・１－１－10）成績評価に係る異議申し立て（フロー） 

 

 
（出典：平成 27 年度学生便覧４頁） 

 
（水準）期待される水準を上回る。 
 
（判断理由） 
 本研究科の教員組織は、能力・経験のある研究者教員・実務家教員がバランスよく配置さ

れ、専門職大学院としての目的を達成するために、効率的に編成されている。入学者選抜に

ついては、全国的な法科大学院志願者減少の中、これまでさまざまの工夫をし、学生の多様

性を確保してきた。また各種 FD 活動も盛んに行うとともに、シラバスの工夫や異議申立て

制度等を設けるとともに、学生カルテを導入することにより教育プログラムの質保証・質向

上を図っている。さらに、九州・沖縄の４法科大学院と単位互換を継続するとともに、地元

自治体・企業ともエクスターンシップを実施することにより、外部組織との連携を強化した。 
以上のことから、関係者から期待される水準を上回ると判断する。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

本研究科はディプロマ・ポリシー（DP）を定め、教育課程を編成している(資料・１－２

－１)。この教育課程においては、家庭医としての能力に加えて、専門医としての能力を有

する法曹を養成する。このために、社会に生起する種々の法的問題を合理的に解決するため

の法理論を学ぶ理論教育と要件事実や事実認定の基礎を学ぶ実務教育とを架橋することを

強く意識している。本研究科のカリキュラム編成においては、法律基本科目群、法律実務基

礎科目群、基礎法学･隣接科目群、展開・先端科目群からなる授業科目について、適切な年

次配当を行うとともに、社会の新しいニーズに対応した専門医としての能力を養成するた

めに、４つの履修モデルを呈示している(資料・１－２－２)。 

各授業科目において履修条件を定めることで、学生は１年次に法律学の「法理論の基礎」

から始めて、２年次を中心に「法理論の応用」に進み、さらに３年次を中心に「法実務の基

礎」に至り、段階的・系統的かつ完結的に学べるようにしている。このため、本研究科は、

GPA 制度を導入し、進級要件は GPA1.8 以上、修了要件は GPA2.0 以上としている。なお、修

了時 GPA 1.8 以上 2.0 未満の者には、修了者認定試験を行うことになっている。また、平成

26 年度からのカリキュラムでは、法律基本科目群の各分野に選択科目として発展・演習科

目を導入し、学生が自らの習熟度(得意・不得意)に応じて柔軟に科目を選択し学習できるよ

うに、これを改正した。 

さらに、とりわけ他学部出身者や社会人に対しては、入学前学習指導やガイダンスで丁寧

に学修指導するとともに、学年チーフインストラクターやインストラクターによる日常的

な指導を行っている(資料・１－２－３)。 

学生の主体的な学習のために、自習室などの施設の充実とともに、いつでもどこでも法文

献･判例の検索ができるインターネット環境を備えている。これにより、学生は、講義を受

ける前に、ネット上の電子シラバスを読むことによって、その内容を理解し、効果的に予習

することが可能となる。このために、電子シラバスには、「履修条件」の他に、「学習の目標」、

「試験・成績評価の方法」、「共通的な到達目標モデル項目」などを記載している(資料・１

－２－４)。また、事前の授業資料の配付も行われている。 

これら従来からのインストラクター制度や電子シラバス、双方向授業に加えて、とりわけ

１年生の法学未修者等のために、熊本県弁護士会所属の本研究科を修了した若手弁護士に

よる、憲法･民法･刑法を中心に当該授業を受ける前にその予習方法や内容についてアドバ

イスを受け、基本的知識・思考力を養う「予習ゼミ」を週１回のペースで新たに導入した(平

成 27年度からは民法を中心とする「民法基礎ゼミ」に変更し、とりわけ重要な法律基本科

目である民法の充実を図った)。また、１年次開講の法律基本科目については、授業を受け

た後に、担当専任教員による「復習クラス」を２週に１回の割合で実施し、授業内容を確認

し、択一問題や論述問題にも対応している。この他にも、司法試験に対応するため司法試験

科目を担当する教員による課外ゼミを行い(資料・１－２－５)、学力の向上を図っており、

２年次以上の在学生、法務学修生に対しては、若手弁護士等(アカデミック･アドバイザー)

による論文指導が行われている。その他に、成績優秀学生の表彰や、本学独自の法曹養成研

究科奨学金給付制度を設けることにより主体的な学修を促している。 

 

（資料・１－２－１）本研究科のディプロマ・ポリシー 
 
(1) 高度な専門的知識・技能及び研究力 

法理論の基礎的知識のみならずその応用的能力をもち、法理論に裏付けられた実務的

能力を身に付け、専門的な法的ニーズにも対応できる高度な能力を持っている。 
(2) 学際的領域を理解できる深奥な教養力 

幅広い教養を備え、法的な専門的知識のみならず、法に隣接する歴史的、哲学的、社

会学的及び経済学的観点から、人間や社会の在り方について物事を全体的に把握する
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能力を修得している。 
(3) グローバルな視野と行動力 

外国の法制度、法の歴史、国際的な法の知識を通じて､物事を相対的･批判的に把握す

る力を身に付け、グローバルな視点から法的課題に対応する能力を備えている。 
(4) 地域社会を牽引するリーダー力 

地域住民の社会生活における様々なニーズだけではなく企業や地方団体の幅広い要

求にも対応して法的サービスを提供する能力を修得している。 
 

（出典：本学公式ウェブサイト「学位授与の方針」） 
 

（資料・１－２－２）本研究科の養成する法曹像及び教育課程との関連図 
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（出典：本研究科ウェブサイト） 
 
（資料・１－２－３）入学前学修指導スケジュール 

平成 27 年度入学予定者に対する入学前学習指導 

 
2014.9.17 

教務委員会 
１ 意義・目的 

入学予定の法学未修者について、まず条文から出発し、法律基本書を一応理解でき、短

答問題について答えとその理由を簡潔に記述させることにより、また論述問題について

与えられた具体的な事例を分析し自分の頭で論理的に考えさせることにより、基礎的・基

本的な知識を習得しその定着を図るとともに、法的思考の基本を習得させ、1年次前期の

授業にスムーズについていける下地をつくることを目的とする。 
 

２ 日  程 

（１）秋ターム（9～11月）：憲法・刑法・民法の基本 3科目の通信指導 

達成目標は、入学予定の法学未修者について、上記 3科目に関し、択一式または○×式

の短答問題において答えとその理由を簡潔に記述させることにより、基本 3 科目の基本

的な知識の正確な理解を習得し、それを定着させることである。法学未修者は、担当教員

による丁寧な添削指導と答案返却により、自己の学力と弱点を知ることができ、その復習

を通じて自己の学力を向上させることができる。 
 
＊各科目について、事前学習用のテキスト・参考文献・担当者からのコメント等を一覧

にしてオリエンテーション時に配布する。 
 
＜第 1回オリエンテーション＞ 9 月 27 日（土）14：00 ～16：00  

 
 出  題 提出〆切 返  却 



熊本大学法曹養成研究科 分析項目Ⅰ 

－5-12－ 

憲法 9 月 29 日 10 月  6 日 10 月 13 日 
刑法 10 月 13 日 10 月 20 日 10 月 27 日 
民法① 10 月 27 日 11 月  3 日 11 月 10 日 
民法② 11 月 10 日 11 月 17 日 11 月 24 日 

＊ 11 月 19 日（水）16：30～17：30 、各科目の状況についての担当教員間での意

見交換会 
 

（２） （略） 
 

（３）春ターム（2～3 月）：憲法・刑法・民法・民事訴訟法・刑事訴訟法の基本 5科目の

対面指導 

達成目標は、入学予定の法学未修者について、上記 5科目に関し、担当教員との質疑応

答形式による対面指導により 1 年次前期の授業形式に慣れ、上記 5 科目の全体像・基本

構造の理解や法的思考の基本を習得させ、1年次前期の授業にスムーズについていける下

地をつくることである。 
 

（＜第 3 回オリエンテーション＞2 月 28 日（土）10：20 ～11：50 ＊出題への質問受

付も兼ねる） 
 
（前半） 2 月 28 日（土）～ 3 月  1 日（日） 
第 1 回 2 月 28 日（土）12：50 ～14：20 憲法① 
第 2 回 2 月 28 日（土）14：30 ～16：00 憲法② 
第 3 回 2 月 28 日（土）16：10 ～17：40 刑法① 
第 4 回 3 月  1 日（日）10：20 ～11：50 刑法② 
第 5 回 3 月  1 日（日）12：50 ～14：20 刑法③ 
第 6 回 3 月  1 日（日）14：30 ～16：00 刑法④ 
 

（中間） 3 月 14 日（土）～ 3 月 15 日（日） 
第 7 回 3 月 14 日（土）12：50 ～14：20 刑事訴訟法① 
第 8 回 3 月 14 日（土）14：30 ～16：00 刑事訴訟法② 
第 9 回 3 月 14 日（土）16：10 ～17：40 実務家教員・特別講義「法科大学院での勉強

方法」（仮題） 
第 10 回 3 月 15 日（日）10：20 ～11：50 民法① 
第 11 回 3 月 15 日（日）12：50 ～14：20 民法② 
第 12 回 3 月 15 日（日）14：30 ～16：00 民法③ 
 

（後半）  3 月 23 日（月）～ 3 月 24 日（火） 、3 月 26 日（木）～3 月 27 日（金） 
第 13 回 3 月 23 日（月）10：20 ～11：50 民法④ 
第 14 回 3 月 23 日（月）12：50 ～14：20 民法⑤ 
第 15 回 3 月 23 日（月）14：30 ～16：00 民法⑥ 
第 16 回 3 月 23 日（月）16：10 ～17：40 民法⑦ 
第 17 回 3 月 24 日（火）10：20 ～11：50 民法⑧ 
第 18 回 3 月 24 日（火）12：50 ～14：20 民法⑨ 
第 19 回 3 月 24 日（火）14：30 ～16：00 民事訴訟法① 
第 20 回 3 月 24 日（火）16：10 ～17：40 民事訴訟法② 

 
＜新入生・在学生ガイダンス＞3月 26 日（木）9：00 ～11：50   

第 21 回  3 月 26 日（木）13：00 ～17：00 
裁判傍聴、裁判官との意見交換会 
検察庁見学、検察官との意見交換会 
弁護士会・法律事務所見学、弁護士との意見交換会 

 
（出典：教務委員会資料より抜粋） 
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（資料・１－２－４）本研究科シラバス（左）と各回詳細シラバス（右） 

 
（出典：法曹養成研究科教育研究支援システム） 

 
（資料・１－２－５）平成 27年度課外ゼミ実施状況 

教員名 ゼミ名 開講曜日、時間 受講者数（概数） 

紺屋 博昭 
労働法演習エクステンデッ

ド 
火曜６限時間相当 ２名から４名 

岡本 洋一 

刑法ゼミ１年生用 各院生の要望による １～３名程度 

刑事訴訟法過去問ゼミ 
３年生対象。各自の要望に

よる 
２名 

梅澤 彩 家族法ゼミ 
隔週木曜 3限（夏休みを含

む） 
2 名 

平田 元 
刑事訴訟法重要判例検討ゼ

ミ 
火曜日 5 限 1 名 

德永 達哉 憲法ゼミ 

毎週月曜日 13 時～14 時 30

分 
1 名 

毎週水曜日 18 時～19 時 30

分 
4 名 

毎週木曜日 15 時～16 時 30

分 
1 名 

毎週金曜日 14 時～15 時 30

分 
3 名 

高木 康衣 会社法ゼミ１ 月曜日６限（隔週） 

４名（３年生１

名、２年生２

名、１年生１

名） 
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会社法ゼミ２ 
月曜日６限または木曜日６

限（毎週） 

３名（３年生２

名、法務学修生

１名） 

会社法ゼミ３ 水曜日４限（隔週） 
３名（２年生３

名） 

会社法ゼミ４ 水曜日２限（毎週） 
１名（法務学 修

生） 

会社法ゼミ５ 
月曜日３限などフレキシブ

ル（週一） 

１名（10～11 月

は休止、12 月よ

り復活） 

松原 弘信 松原民訴ゼミ 

毎週金曜日（６月～１２月

１１日、定期試験期間中や

補講等の休みあり） 

前期：原則４時限：午後２

時半～４時 

後期：２時限：午前 10 時

20 分～10 時 50 分 

５名 

原 啓章 過去問ゼミ（民事系） 
随時（月 2回程度） 

午後 6時～午後 8時程度 
5 名程度 

岡本 友子 民法ゼミ 

学生の都合に合わせて、隔

週金曜又は土曜 19 時～21

時 

１名 

渡辺 絵美 

刑事系科目（刑法、刑訴）

答練ゼミ 
毎週木曜日 13:30～15:00 3 名 

司法試験過去問ゼミ 随時開催 １名 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 
（水準）期待される水準を上回る。 
 
（判断理由） 
 本研究科は、養成する法曹の目的に従いカリキュラムを編成し、「法理論の基礎」、「法理

論の応用」に進み、さらにその後、「法実務の基礎」に至るよう段階的・系統的かつ完結的

に学べるよう工夫している。このため、履修モデルを呈示するとともに、履修条件や GPA 制

度を導入し、厳格な成績評価のもと、進級判定を行っている。また、「予習ゼミ」、「復習ク

ラス」等も新たに導入し、とりわけ法学未修者には特別の配慮をしている。この前提として、

シラバスの充実、インターネット環境などの整備を行うとともに、本学独自の法曹養成研究

科奨学金給付制度等を設け、自主学習を促す取組をしている。 
以上のことから、関係者から期待される水準を上回ると判断する。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

（観点に係る状況） 

学業の成果を判断する資料として、厳格な成績評価のもとでの単位取得状況がある(資

料・２－１－１)。法学未修者である１年生の単位取得状況は他の学年に比べやや低いが、

高学年ほど高くなっている。全体としては、厳格な進級判定による段階的・系統的な学習の

なか 90％近くあり、学業の成果としての単位取得状況は良好な水準にあるといえよう。も

っとも、以下のように、単位取得率は厳格な進級判定(GPA)との関係で進級・終了に直接結

び付くものではない。 

また、学習成果の状況を判断する資料として「標準修業年限内卒業(修了)率」及び「標準

修業年限×1.5 年内卒業(修了)率」がある(資料・２－１－２)。標準修業年限学位授与率は、

必ずしも一定していないが基調としては減少している。さらに、標準修業年限を超える学生、

すなわち一度でも原級留置した学生の標準修業年限×1.5(５年)内での学位授与率は減少

傾向にある。これは、平成 19 年度からの GPA を用いた厳格な成績評価・進級判定により、

入学者に対して、学習成果を厳しくチェックしていることによる。また、とりわけ後者の減

少傾向は、厳格な進級判定による留年率や退学率が増加していることを表している(資料・

２－１－３) 。このことは、反面で、法務博士学位取得者(修了者)は、厳格な成績評価、進

級要件をクリアし修了認定され、在学中各年次・各期に要求される学力を身につけているこ

とを意味している。 

もっとも、修了者の司法試験の結果は、徐々に復調の兆しがあるとはいえ、なお法学未修

者の合格率ともども、全国平均を下回る合格率であり(資料・２－１－４)、司法試験の結果

が本研究科の教育成果の全てではないとしても、この学力向上のため教育体制をなお一層

充実させる必要がある。そこで、前述したように、平成 26年度からはカリキュラムを改正

し、学生が習熟度に応じて柔軟に科目を選択することにより、学習成果を向上させることと

した。 

本研究科は、全学の取組として年２回実施されている学生による「授業改善のためのアン

ケート調査」と連携して、シラバス、レジュメ、授業の時間配分等の本研究科独自の項目を

付加して授業内容・方法についての学生による評価を行い、FD に資するよう、「学生の授業

目標の達成度」、「授業の有意義度」など授業の成果について分析する取組を行っている(資

料・２－１－５)。アンケートの調査結果は、FD 委員会により「集計結果」にまとめられ、

それぞれの項目について分析している。この「集計結果」は教授会に報告され、授業等の改

善に役立てられている。 

学生の「授業目標の達成度」について、平成 23 年度と平成 24 年度とを比べてみた場合、

研究科全体での質問項目の選択肢(選択肢の内容と評点は資料参照)の平均(以下「平均」と

いう)は、平成 23年度前期 1.92、後期 1.84、平成 24 年度前期 1.88、後期 1.91 であり、平

均 1.9 (「少し達成できた」)あたりで良好な状態で安定している。また、「授業の有意義さ」

についても、平成 23年度と平成 24年度とを比べてみた場合、平成 23 年度前期 1.61、後期

1.55、平成 24 年度前期 1.53、後期 1.48 であり、平均値が減少しており、良好に推移して

いる。「非常に有意義だった」と「有意義だった」を併せたパーセンテージも 90％以上で安

定している。以上から、学習の成果・効果は上がっていると思われる。 
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（資料・２－１－１）本研究科学生の単位取得状況 

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 
 
（資料・２－１－２）過去５年の「標準修業年限内の修了率」及び「標準修業年限×1.5 年内修

了率」 
年 
 
度 

標準修業年
限前の入学
者数 

標準修業年
限学位授与
件数 

標準修業年
限学位授与
率 

標準修業年限
×1.5 
前の入学者数 

標準修業年限
×1.5 
学位授与件数 

標準修業年限
×1.5 
学位授与率 

22 25 10 40.00% 37 28 75.68% 

23 35 9 25.71% 28 19 67.86% 

24 19 8 42.11% 25 16 64.00% 

25 16 6 37.50% 35 19 54.29% 

26 11 3 27.27% 19 9 47.37% 

27 9 6 66.67% 16 6 37.50% 

※法曹養成研究科の標準修業年限は 3 年 
※標準修業年限×1.5 = 4.5 ≒ 5 年 
※平成 22 年度の場合、「標準修業年限前の入学者数」は平成 20 年度入学者数を示す。 
※平成 22 年度の場合、「標準修業年限×1.5 年前の入学者数」は、平成 18 年度入学者数を示す。 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 
 
（資料・２－１－３）各年度の入学者に占める退学者（除籍者含む）数 

年度 入学者数 退学者数 退学率 

16 34 4 11.76% 

17 34 6 17.65% 

18 37 8 21.62% 

19 28 9 32.14% 

20 25 8 32.00% 

21 35 14 40.00% 

22 19 8 42.11% 

23 16 6 37.50% 

24 11 2 18.18％ 

25 9 2 22.22％ 

※学年進行完了分のみ記載   
（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
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（資料・２－１－４）本研究科修了者の司法試験合格状況 
〇司法試験の合格率   

年 度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

司法試験受験者数 34 39 49 49 43 38 

司法試験合格者数 7 4 6 7 3 7 

合格率（本学） 20.6% 10.3% 12.2% 14.3% 7.0% 18.4% 

合格率 

（全国平均） 
25.4% 23.5% 25.1% 26.8% 22.6% 23.1% 

 

〇法学未修者の司法試験の合格率     

年 度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

司法試験受験者数 33 36 47 46 41 35 

司法試験合格者数 7 3 6 7 3 7 

合格率 

（本学未修者） 
21.2% 8.3% 12.8% 15.2% 7.3% 20.0% 

合格率 
（全国未修者平均） 

17.3% 16.2% 17.2% 16.6% 12.1% 12.6% 

  （出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 
（資料・２－１－５）授業改善のためのアンケート調査結果の一部 

 
＊上記のほか、以下の調査結果データ保有。 

 
 
 

教員の声 予習文献・判例の範囲や量の適切度
授業の手段 レジュメや配付資料の適切度
双方向のやりとり 授業の時間配分
授業の目標の明示 補習を行った方がよいか
授業目標の達成度 受講者数の適切度
1週間あたりの授業時間外学習時間 オフィスアワーの活用
授業の有意義度 オフィスアワーでの教員の対応
シラバスの適当度
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  （出典：「授業改善のためのアンケート」実施報告書より作成） 
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（水準）期待される水準にある。 
 
（判断理由） 
 本研究科は、質の高い法曹養成を目的としていることから、学業の成果は厳格な成績評価

と修了判定によって判断される。この点、標準修業年限で修了する者の割合や「標準修業年

限×1.5 年内修了率」が減少している。これは、厳格な成績評価と進級・修了判定によって

学習成果を判断し、質の高い法曹養成を行い、高い能力を身につけた修了生を送り出してい

ることを意味する。また、学生に対する「授業改善のためのアンケート調査」によれば、「授

業目標の達成度」や「授業の有意義さ」について両者とも良好な状態にあると認められる。 
 さらに、本研究科は、この学業の成果の向上のために、改善の方策を絶えずとっている。 
 以上のことから、関係者から期待される水準にあると判断する。 
 
 

観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況） 
  本研究科は専門職大学院であり、修了して法務博士の学位を取得した者は、法曹三者(裁

判官・検察官・弁護士)だけではなく、企業法務、自治体法務などの道に進むために、司法

試験を受験している。本研究科修了生は修了後直ちに就職するものではないため、司法試験

合格率を就職率として示す(資料・２－２－１) 。これまで、司法試験は修了後５年間に３

度の受験が可能であったが、22 年度修了生から５年間で５回の受験が可能となり、多くの

修了生は現在法務学修生として受験準備中である。ここに示す司法試験合格率から、修了生

在学中の学習成果について早急な結論を出すことはできない。ただ司法試験合格者につい

ては、少なくとも法科大学院が目的とする教育成果をあげているといえよう。 

平成 22 年度からの修了者で司法試験に合格した 21人中、現在司法修習中の７名を除き、

就職先は、国家公務員(消費者庁)１名、弁護士 13人である。このうち１人は企業内弁護士

となっている。残りの弁護士 12 人すべてが九州・山口地域内の弁護士事務所で活動し、こ

のうち 10人は熊本県内である。ここから、本研究科は地方法科大学院として、地域に重要

な役割を果たしているといえる。この他にも、修了生のなかには、司法試験に合格しなくと

も、法律の専門知識を活かして、県庁、市役所、入国管理局、法務局、労働基準監督署、民

間企業に就職する者も出てきている（資料・２－２－２）。また、熊本市オンブズマンを補

佐する専門調査員として活躍する者もいる。 

この間の司法試験合格者と在学中の学業成果との関連を把握する取組として、司法試験

合格者と修了判定 GPA との関連の分析を挙げることができる。GPA 導入後、最初の修了とな

る平成 21年度以降の修了者で司法試験合格者は 24人いる。2.07 から 3.01 の幅はあるもの

の合格者の平均 GPA は 2.59 である。厳格な成績評価・進級判定のもとで、教育の成果を着

実に向上させていく取組が必要である。この中で、GPA を活かし教育改善・成果に結びつけ

るため、そして厳格な成績評価・進級判定をするために、平成 24 年度には GPA の基礎とな

る秀・優・良・可の成績について客観的判断基準を設定した(前掲資料・１－１－８、p６)。 
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（資料・２－２－１）過去６年の就職率及び就職希望者の就職率 
年度 修了者数 司法試験合格者数 司法試験合格率 
21 16 3 18.75% 

22 16 6 37.50% 

23 16 7 43.75% 

24 21 7 33.33% 

25 9 1 11.11% 

26 3 0 0 
＊就職率＝就職者数／卒業（修了）生数、就職希望者の就職率＝就職者数／就職希望者数 
＊法曹養成研究科は修了後直ちに就職ではないため、司法試験合格率を就職率とする。 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 
（資料・２－２－２）修了生の進路状況 

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 
（水準）期待される水準にある。 
 

（判断理由） 

 本研究科修了者の就職率(司法試験合格率)は、未だ確定したものではなく、多くの者が法

務学修生として、なお司法試験準備中であり、今後の成果が期待される。また、司法試験に

合格し法曹になった者の多くは、地元熊本・九州管内で活躍しており、この貢献は大であり、

地方法科大学院として、地元弁護士会をはじめとして官庁・経済界などから本研究科は期待

されている。 

 また、司法試験合格と GPA の関係を分析し参考としつつ、厳格な成績評価・進級判定との

関係の中で、教育の質向上の努力を絶えず行っている。 

 以上により、関係者から期待される水準にあると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

教育活動の状況について、教育の質の向上を図るために、「成績評価及び評価基準等につ

いて」を策定し、厳格な成績評価・進級判定を行うとともに、成績評価の異議申立て制度を

整備した（前掲資料・１－１－８～１－１－10、p６～８）。さらに、今期あらたに、ディプ

ロマ・ポリシー(DP)を定め（前掲資料・１－２－１、p９～10）、「学生カルテ」を導入した。

また、入学者選抜に関して、全国的に受験生が減少するなか、入試説明会、試験会場、受験

機会を増加させるとともに、新たな受験方式(面接重視)などの方策を実施し、入学学生の多

様化を図った。 

教育内容・方法をめぐって、シラバスの履修条件の記述を充実させ、新たに「共通的な到

達目標モデル項目」を追加し、学修の便宜を向上させ、段階的・体系的な教育実施体制を強

化した。また、とりわけ法学未修者のための取組として「予習ゼミ」(後に民法基礎ゼミ)と

「復習クラス」を新たに導入し、基礎的導入教育を充実させた。 

このように、第１期中期目標期間にはなかった新たな取り組みを行うことにより、重要な

質の変化があったと判断できる。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

該当なし 
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Ⅰ 社会文化科学研究科の教育目的と特徴 
 

１ 教育目的 

 社会文化科学研究科は、人文社会科学及び教授システム学等の知識とこれらを基盤とし

た実践知を駆使し、地域や行政・企業の多様な場で中核的人材として活躍する高度専門職業

人を養成するとともに、学際領域を含む諸学の研究教育拠点として、日本の学術を牽引し、

世界の知の発展に貢献する研究を推進し、それを担う研究者を養成することを目的とする。 

 

２ 特徴 

区分制大学院である本研究科は、博士前期課程に５専攻を設け、そこに高度専門職業人の

養成を主目的とする「専門職コース」と研究者等の養成を主目的とする「研究コース」を設

定することで、体系的履修を可能にするとともに、基礎的学術知を有する学部卒業生と実践

知が豊富な社会人学生とが相互に刺激を与え合うような学習環境を実現している。博士後

期課程には３専攻を設け、より高度でグローバルな研究能力、および地域に根ざした実践的

応用力を兼ね備えた高度専門職業人あるいは研究者を養成している。博士前期課程・後期課

程共に、社会人入試や柔軟な就学を可能にし、社会人学生や東アジアの留学生を多数受け入

れている。 

 

社会文化科学研究科の専攻の構成 

 

（出典:社会文化科学研究科ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                



熊本大学社会文化科学研究科 

－6-3－ 

 博士前期課程の各専攻の教育目的・特徴 

 

              （出典:社会文化科学研究科ウェブサイトから抜粋） 
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博士後期課程の各専攻の教育目的・特徴 

 

 （出典:社会文化科学研究科ウェブサイトから抜粋） 

 

 [想定する関係者とその期待] 

 博士前期課程の想定する関係者は、学部からの進学者、企業、官公庁、医療・福祉、教育、

NPO 等からの社会人、東アジアの留学生である。それらの関係者から、現代社会の諸課題に

俯瞰的視点から取り組む人材の育成、地域・社会の発展に貢献する高度専門職業人・研究者

の育成、企業（eラーニング事業、教育訓練部門等）等において「効果的・効率的・魅力的」

な教育・研修を実施できる人材の育成が期待されている。 

 博士後期課程の想定する関係者は、修士課程からの進学者、企業、官公庁、医療・福祉、

教育、NPO 等からの社会人、東アジアからの留学生である。それらの関係者から、教育・研

究分野を中心に、より高度な学識と研究能力を備えた高度専門職業人・研究者の育成が期待

されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

 
分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

 

（観点に係る状況） 

本研究科の教育に関わる事項は、コース・領域・専攻会議、各委員会、運営委員会を経て、

代議員会で議決され、審議事項に応じた分担と連携が機能している（資料・１－１－１）。

教授システム学専攻は、独立性を重視して代議員会組織を別途設置し、独自に審議・議決し

ている。ただし博士の学位論文審査等の重要事項に関しては、本研究科教授会で票決を行う。

このような運営組織が、学位審査の厳密さを初めとして、内部質保証システムに寄与してい

る。 

 

（資料・１－１－１）社会文化科学研究科運営組織 

 

                        （出典:社会文化科学研究科規則集） 
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 教育の実施体制は、代議員会と各委員会から構成されている。入試委員会、学生委員会に

ついては、博士前期・後期課程の各専攻長が構成員となっており、専攻間の調整を効率的に

行っている（資料・１－１－２）。さらに教育課程見直し WGが、各委員会と連携して、教育

実施体制の見直しをする役割を担っている（資料・ １－１－３）。 

 専任教員数は大学院設置基準の要件を満たしている。女性教員の割合は、博士前期課程・

博士後期課程共に約 20%で（中期計画における達成目標 15%）、女性教員の積極的参画を実現

している（資料・１－１－４）。  

 さらに、学内他部局の兼担教員および学外講師が各教育カリキュラムに協力し、教育・指

導体制の幅を拡げている（資料・１－１－５）。平成 20年４月から「社会人大学院教育支援

センター」（現在非常勤職員２名）が設置され、社会人学生等のサポートに大いに貢献して

いる（資料・１－１－６、後掲資料・１－２－28、31、p48～49）。 

 

（資料・１－１－２）教育に関する実施体制 

 

                         （出典:本学公式ウェブサイト） 
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（資料・１－１－３）社会文化科学研究科 教育課程見直しワーキング資料 

 

 

 

（出典：H23 年９月 28日 社会文化科学研究科代議員会報告資料より抜粋） 
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（資料・１－１－４）専任教員一覧（平成 27 年５月１日現在） 

 

（出典: 本学公式ウェブサイト） 

 

 

（資料・１－１－５）学内兼担講師・学外講師数 

 

 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

学内兼担

講師 

19 19 17 16 16 16 

学外非常

勤講師 

41 40 41 45 49 50 

＊共にリレー式講義などを含むのべ数 

（出典：人文社会科学系事務ユニット総務担当資料より作成） 
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（資料・１－１－６）社会文化科学研究科社会人大学院教育支援センター運営会議要項 

 
 （出典:社会文化科学研究科規則集） 
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博士前期課程は全体として総定員を満たしており（資料・１－１－７）、収容定員充足率

も適正である（資料・１－１－８）。博士後期課程は全体として総定員を満たしているが（資

料・１－１－９）、収容定員充足率の超過傾向が続くため（資料・１－１－10）対策を講じ

た結果、状況は徐々に改善されている（資料・１－１－11）。 

平成 27 年度に、熊本県や近隣市町村のニーズを探る「国立大学法人熊本大学人文社会系

地域連携会議」（資料・１－１－12）を設置し意見聴取して、定員の見直しや、ミッション

の再定義で評価された「交渉紛争解決・組織経営専門職コース」等を強化する再編が、具体

的に検討されている。 

 

（資料・１－１－７）H22～27 年度 修士・博士前期課程学生数 

 
研究科・専攻 入学定員 総定員 現  員 

H22年度 

社会文化科学研究科（修士）   4 
教授システム学専攻   4 
文化学専攻 18 36 46 
教授システム学専攻 15 30 42 
社会文化科学研究科（博士前期） 76 14 17
公共政策学専攻 13 23 22 
法学専攻 12 21 17 
現代社会人間学専攻 18 36 44 
文化学専攻 18 36 46 
教授システム学専攻 15 30 42 

H23年度 

社会文化科学研究科（修士）   1 
教授システム学専攻   1 
社会文化科学研究科（博士前期） 76 14 16
公共政策学専攻 13 23 20 
法学専攻 12 21 18 
現代社会人間学専攻 18 36 47 
文化学専攻 18 36 40 
教授システム学専攻 15 30 43 

H24年度 

社会文化科学研究科（博士前期） 76 14 18
公共政策学専攻 13 23 17 
法学専攻 12 21 25 
現代社会人間学専攻 18 36 53 
文化学専攻 18 36 47 
教授システム学専攻 15 30 43 

H25年度 

社会文化科学研究科（博士前期） 76 14 18
公共政策学専攻 13 23 15 
法学専攻 12 21 20 
現代社会人間学専攻 18 36 58 
文化学専攻 18 36 43 
教授システム学専攻 15 30 50 

H26年度 

社会文化科学研究科（博士前期） 76 14 17
公共政策学専攻 13 23 16 
法学専攻 12 21 14 
現代社会人間学専攻 18 36 57 
文化学専攻 18 36 46 
教授システム学専攻 15 30 45 

H27年度 

社会文化科学研究科（博士前期） 76 14 16
公共政策学専攻 13 23 12 
法学専攻 12 21 10 
現代社会人間学専攻 18 36 47 
文化学専攻 18 36 45 
教授システム学専攻 15 30 51 

（出典:熊本大学データ集 2010～2016） 
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（資料・１－１－８）修士・博士前期課程収容定員充足率 

 

（出典:熊本大学データ集 2010～2016） 

 

 

（資料・１－１－９）平成 22年～27 年 博士後期課程学生数 

 

 
研究科・専攻 入学

定員 
総定員 現員 

H22年度 

社会文化科学研究科（博士後期） 15 45 91 
人間・社会科学専攻 6 18 41 
文化学専攻 6 18 22 
文化学専攻（後期３年博士）    
文化学専攻（博士後期）    
教授システム学専攻 3 9 14 
公共社会政策学専攻   14 

H23年度 

社会文化科学研究科（博士後期） 15 45 93 
人間・社会科学専攻 6 18 46 
文化学専攻 6 18 21 
文化学専攻（後期3年博士）    
文化学専攻（博士後期）    
教授システム学専攻 3 9 18 
公共社会政策学専攻   8 

H24年度 

社会文化科学研究科（博士後期） 15 45 91 
人間・社会科学専攻 6 18 45 
文化学専攻 6 18 22 
文化学専攻（後期3年博士）    
文化学専攻（博士後期）    
教授システム学専攻 3 9 21 
公共社会政策学専攻   3 

H25年度 

社会文化科学研究科（博士後期） 15 45 87 
人間・社会科学専攻 6 18 43 
文化学専攻 6 18 21 
文化学専攻（後期3年博士）    
文化学専攻（博士後期）    
教授システム学専攻 3 9 21 
公共社会政策学専攻   2 

H26年度 

社会文化科学研究科（博士後期） 15 45 78 

人間・社会科学専攻 6 18 34 
文化学専攻 6 18 22 
文化学専攻（後期３年博士）    
文化学専攻（博士後期）    
教授システム学専攻 3 9 22 

H27年度 

社会文化科学研究科（博士後期） 15 45 80 
人間・社会科学専攻 6 18 34 
文化学専攻 6 18 22 
教授システム学専攻 3 9 24 

（出典:熊本大学データ集 2010～2016） 

 

 

年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

収容定員充足率 117% 115% 127% 127% 122% 113% 
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（資料・１－１－10）博士後期課程収容定員充足率 

    （出典:熊本大学データ集 2016） 

 

平成 22 年度に博士後期課程の入学者選抜方法等を検証し、合格者数と定員超過が問題点

として挙げられた（資料・１－１－10、11）。そこで平成 24年度入試から、入学試験を２回

から１回の実施に変更し、専攻間調整を行なった。その結果、合格者数と定員超過が徐々に

抑制されている。 

 

（資料・１－１－11）博士後期課程の入試選抜方法の検証と改善 

入試委員会議事要録（平成 22年 5月 14 日） 

 

入試委員会議事要録（平成 22年 7月 29 日） 

 

 

                           （出典: 入試委員会資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年度                    H21 年度

（参考） 

H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

収容定員 

充足率 

211% 158% 184% 202% 193% 173% 178% 
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（資料・１－１－12）国立大学法人熊本大学人文社会系地域連携会議要項 

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット総務担当資料） 
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修士・博士前期課程では、入学者全体に占める社会人の割合は平均して 40%強、留学生の

割合は 30％弱で、合わせて 70%程度を占める（資料・１－１－13、１－１－14）。これは、

７つの専門職コースを配置して、社会人と東アジアの留学生の入学を促進していることに

よる（資料・１－１－17）。博士後期課程では、入学者全体に占める留学生の割合は平均し

て 18％、社会人の割合は 75%で、合わせて 90%強であり、地域社会の人材育成と教育のグロ

ーバル化に貢献している（資料・１－１－15、１－１－16）。社会人特別選抜入試、夜間・

土日開講、社会人大学院教育支援センターなど、社会人の就学環境に特別に配慮している

（資料・１－１－18、後掲資料・１－２－28、p48）。 

 

（資料・１－１－13）平成 22～27 年度 修士・博士前期課程入学者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料） 
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（資料・１－１－14）平成 22～27 年度 修士・博士前期課程社会人と留学生の割合 

  社会人（％） 留学生（％） 合計（％） 

平成 22 年度 61 22 83 

平成 23 年度 43 34 77 

平成 24 年度 38 23 61 

平成 25 年度 40 33 73 

平成 26 年度 37 31 68 

平成 27 年度 44 30 74 

平均 44 29 73 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料） 

 

（資料・１－１－15）平成 22～27 年度 博士後期課程入学者数 

年度 募集人員 募集人員 志願者数 受験者数 合格者数 受験倍率 入学者 内社会人 内留学生 

 

平成22年度 

人間・社会科学 6 26 24 20 1.2 20 18 1 
文化学 6 7 6 5 1.2 5 5 0 
教授システム学 3 8 8 5 1.6 5 5 0 

合計 15 41 38 30  30 28 1 

 

平成23年度 

人間・社会科学 6 9 9 9 1.0 8 7 1 
文化学 6 12 11 5 2.2 5 4 0 
教授システム学 3 8 8 5 1.6 5 5 0 

合計 15 29 28 19  18 16 1 

 

平成24年度 

人間・社会科学 6 11 10 6 1.7 5 3 2 
文化学 6 8 8 8 1.0 8 6 1 
教授システム学 3 8 8 5 1.6 4 4 0 

合計 15 27 26 19  17 13 3 

 

平成25年度 

人間・社会科学 6 11 10 10 1.0 10 4 2 
文化学 6 7 7 5 1.4 5 2 2 
教授システム学 3 4 4 3 1.3 3 3 0 

合計 15 22 21 18  18 9 4 

 

平成26年度 

人間・社会科学 6 8 8 7 1.1 7 7 1 
文化学 6 10 10 8 1.3 8 4 3 
教授システム学 3 8 7 3 2.3 3 2 0 

合計 15 26 25 18  18 13 4 

 

平成27年度 

人間・社会科学 6 9 7 6 1.2 6 2 3 
文化学 6 9 9 4 2.3 4 4 2 
教授システム学 3 8 8 3 2.7 3 3 0 

合計 15 26 24 13  13 9 5 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料） 

 

（資料・１-１-16）平成 22～27 年度 博士後期課程社会人と留学生の割合 

  社会人（％） 留学生（％） 合計（％） 

平成 22 年度 93 3 96 

平成 23 年度 89 6 95 

平成 24 年度 76 18 94 

平成 25 年度 50 22 72 

平成 26 年度 72 22 94 

平成 27 年度 69 38 107* 

平均 75 18 93 

    *社会人である留学生を含む 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料） 
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（資料・１－１－17）博士前期課程における７つの専門職コース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：社会文化科学研究科ウェブサイト） 

 

（資料・１－１－18）博士前期課程・博士後期課程 社会人学生への柔軟な対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：社会文化科学研究科ウェブサイト） 

 

平成 23 年 11 月、平成 26 年 12 月、平成 27 年 10 月に、本研究科主催の入学説明会を開

催し、教育カリキュラム、学位授与の要件、社会人・留学生への経済・教育支援体制、修了

後の進路等に関して、入学希望者に広報し、個別相談に応じた（資料・１－１－19）。 
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（資料・１－１－19）社会文化科学研究科への招待 2015（平成 27 年） 

 

（出典: 社会人大学院教育支援センター作成資料） 

 

平成 25 年度から学期毎に全授業科目を公開対象とする「オープンクラスウィーク」方式

により授業参観が実施されている（資料・１－１－20）。授業参観者と授業公開者の双方が

報告書を提出して自分の授業を客観的に見直し、授業改善に役立っている。 

平成 24 年度に実施された「授業改善のためのアンケート」の結果（資料・１－１－21）

は、概ね適切な授業が行われ、満足しているという評価であった。また平成 21年度から毎

年、シニア教授による授業方法等報告を FD研究会として実施し、その結果を冊子として発

行することで、経験豊富な教員の優れた授業実践を知ることになり、授業改善に役立ってい

る（資料・１－１－22）。 
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（資料・１－１－20）社会文化科学研究科授業参観実施要領 

 
（出典: FD 委員会資料） 
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（資料・１－１－21）平成 24年度「授業改善のためのアンケート」分析結果について 

 

（出典: FD 委員会資料） 

 

（資料・１－１－22）『知の技法の伝承』シリーズ（H22-27 年度） 

 

 タイトル（総頁数） 

H22 年度 「日常世界と法の世界の架橋を求めて」吉田勇（35 頁） 

「近代について」渡辺京二（37 頁） 

「西洋化としての近代」渡辺京二（25頁） 

H23 年度 「防災から共災へ」高橋隆雄（38頁） 

「フランス革命再考」渡辺京二（38 頁） 

H24 年度 「心をめぐる古代的表現」森正人（50頁） 

「危機の時代を考える－石牟礼道子の思想」岩岡中正（33頁） 

H25 年度 「形而上学と大学改革」岡部勉（34 頁） 

H26 年度 「人の行動予測と知覚・認知の心理学」渡邊 功（35頁） 

H27 年度 ‘Theory in Practice’ Through Praxis and Professional 

Discourse, Terry Laskowski (44 頁) 

（出典：FD 委員会編『知の技法の伝承』②～⑪） 

 

教授システム学専攻は代議員会・専攻会議の下に、FD・教員評価ワーキンググループを設

置している。外部資格 ELP（e ラーニング・プロフェッショナル）の取得（平成 22〜25 年度

実績 58 名）（後掲資料・２－１－13、p57）、修了時のコアコンピテンシー充足度（資料・１



熊本大学社会文化科学研究科 分析項目Ⅰ 

－6-20－ 

－１－23）等を集積し、教育成果や効果を定期的に検証し、教育や学生支援方法の改善に役

立てている。 

 

（資料・１－１－23）修士課程平成 22〜27 年度修了者のコンピテンシー充足度（自己評価） 

 
（出典：「平成 22〜27 年度修了者コンピテンシーの充足度に関する自己評価」から作成） 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

各種委員会・代議員会・教授会などの効果的な運営・審議体制により内部質保証システム

を機能させており、多様な教育を可能にする教育組織編成や教育体制における工夫、オープ

ンクラスウィーク方式による授業参観やシニア教授による FD 研究会を通して、教育の質の

改善・向上を図っている。 

 入学試験結果においては、社会人と留学生の割合が、博士前期課程では 70％、博士後期

課程では 90%を超えており、地域社会への貢献と教育のグローバル化に大いに貢献している。

説明会開催等の広報活動、博士後期課程の入学者選抜方法の見直しによって、博士前期・後

期課程共に、全体として定員を充足している。 

「国立大学法人熊本大学人文社会系地域連携会議」を開催し、第二期中期目標・計画期間

中に、ミッションの再定義で評価されたコース等の強化を含む、本研究科の全体的な教育課

程の見直し、教育組織の再編成に着手している。以上により、教育実施体制に関しては期待

される水準を上回ると判断した。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

 

「入学者受入方針」（資料・１－２－１、１－２－２）によって、専攻ごとに求める人材

を明らかにし、「学位授与の方針」によって、コースごとに詳細な学位授与の要件を定め（資

料・１－２－３、１－２－４）、「カリキュラム編成方針」によって、習得すべき知識や能力

が示されている（資料・１－２－５、１－２－６）。これらは相互の整合性を考えて作成さ

れ、すべてウェブ公開されている。 

さらに平成 27年度には、「カリキュラム編成方針を踏まえた教育プログラムの検証」が実

施され、コース・領域毎の授業科目が正しく編成され、適切に実施されている（資料・１－

２－７）。 

 

（資料・１－２－１）博士前期課程 現代社会人間学専攻の「入学者受入方針」 

 
（出典: 本学公式ウェブサイト） 
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（資料・１－２－２）博士後期課程 人間・社会科学専攻の「入学者受入方針」 

  
（出典: 本学公式ウェブサイト） 
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（資料・１－２－３）博士前期課程 現代社会人間学専攻の「学位授与方針」 
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（出典: 本学公式ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料・１－２－４）博士後期課程 人間・社会科学専攻の「学位授与方針」 
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熊本大学社会文化科学研究科 分析項目Ⅰ 

－6-27－ 

 
（出典: 本学公式ウェブサイト） 
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（資料・１－２－５）博士前期課程 現代社会人間学専攻の「カリキュラム編成方針」 
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（出典: 本学公式ウェブサイト） 
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（資料・１－２－６）博士後期課程 人間・社会科学専攻の「カリキュラム編成方針」 
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（出典: 本学公式ウェブサイト） 
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（資料・１－２－７）カリキュラム編成方針を踏まえた教育プログラムの検証 

管理台帳の具体

的方策等に対応

する当該年度の

実施内容 

目標とする達成

状況・到達点 

評価指標 

（エビデンス） 

検証結果 

（部局としての取り纏め） 

昨年度策定したカ

リキュラム編成方

針を踏まえて、各

教育プログラムの

検証を行い、結果

に基づき大学院

教育プログラムの

更なる充実に向け

てその方策を検討

する。 

社会のニーズに

対して十分な学

修成果が得られ

ていること。 

各研究科等にお

いて、課題改善に

向けた取り組み

があること。 

学修成果の検

証結果 

議事要録等 

本研究科では、各専攻が、広範囲な学術領域及

びそれらを融合して構築される諸領域において、

学際的な研究の発展を担うために必要な知識・

能力を修得できるカリキュラムを編成し、それら

は学生・社会のニーズに応え、学術の発展に寄

与するものとなっている。また、（１）「高度な専門

的知識・技能および研究力」、（２）「学際的領域

を理解できる深奥な教養力」、（３）「グローバル

な視野と行動力」、（４）「地域社会を牽引するリ

ーダー力」という四つの「習得すべき知識・能力」

に対応して、教育プログラム（カリキュラム）は、

①特別研究 I、②個別の演習や実習③特別研究

II、研究経過報告会、プロジェクト研究などにお

いて、適切に編成されている。以上、博士前期課

程および後期課程の各専攻ごとに平成 27 年度

学生便覧、時間割表などを用いて検証した結

果、研究科全体としては特に大きく改善すべき

点はない。ただし今後は、「スーパーグローバル

大学創生事業」や「地（知）の拠点整備事業」を

念頭に置いて、カリキュラムの再編成を検討する

必要がある。 

 

（出典: 社会文化科学研究科 第２期中期計画・平成 27 年度計画報告書より抜粋） 
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 博士前期課程では複数指導制をとり、学修計画書・研究計画書、タームペーパーなどの提

出や特別研究Ｉの履修を義務づけ、修士論文執筆に至るまでの研究が体系的かつ段階的に

進められるように設定している（資料・１－２－８）。 

また、長期履修制度、一年在学コース、昼夜開講制、土曜日開講、夏期集中講義、eラー

ニングによる授業などを設定して、社会人や留学生などの多様なニーズに応えている（資

料・１－２－９～１－２－11）。 

 

（資料・１－２－８）学修・研究指導体制（博士前期課程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：社会文化科学研究科ウェブサイト） 

  

（資料・１－２－９）履修の方法（博士前期課程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：社会文化科学研究科ウェブサイト） 
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（資料・１－２－10）東アジア・ビジネス・コミュニケーション専門職コース履修モデル

（長期履修） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典: 平成 27 年度博士前期課程学生便覧） 
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（資料・１－２－11）公共政策専門職コース（１年在学コース）履修モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典: 平成 27 年度博士前期課程学生便覧） 

 

博士後期課程では複数指導体制をとり、学生には毎年の研究計画書提出、研究経過報告会

への参加が義務づけられている。さらに博士論文の提出には、予備論文の執筆および予備審

査の合格を要件とし、段階的指導を可能にしている（資料・１－２－12）。 

また、長期履修制度、昼夜開講制、土曜日開講、夏期集中講義、eラーニングによる授業

などを設定して、社会人を初めとする多様なニーズに応えている（資料・１－２－13）。 

毎年度専攻単位で開催される「研究経過報告会」（１・２年次は全員参加）では、通常の

主・副指導教員に加え、他の関連分野教員からの指導も受けられる（資料・１－２－14）。

また学位論文公開発表会が専攻または領域単位で公開実施され、学位論文審査の公開性を

維持している。 
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（資料・１－２－12）研究指導の方法（博士後期課程）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：社会文化科学研究科ウェブサイト） 

 

（資料・１－２－13）履修の方法（博士後期課程）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：社会文化科学研究科ウェブサイト） 

 

（資料・１－２－14）博士後期課程研究経過報告会実施状況 

 

 

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料） 
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博士前期課程のいくつかの特徴的なコースは、ミッションの再定義でも特に評価された。

例えば、現代社会人間学専攻の「交渉紛争・組織経営専門職コース」では、全国的にも珍し

い、医療・福祉、調停、カウンセリング、企業・NPO 等の分野における紛争解決の専門職を

養成する教育課程を編成している。このコースは、先端倫理学研究コース等の他コースと、

生命環境倫理論、環境マネジメント等、一部の科目を共有化しており、複眼的な教育課程を

体系的に提供し、シンポジウム・セミナー・ワークショップ等を積極的に開催している（資

料・１－２－15、１－２－16）。 

教授システム学専攻では、eラーニング専門家に必要な知識やスキルを取得するため、教

育設計学（ID）、情報通信技術、知的財産権、マネジメントの４領域を、e ラーニングで学

べる構成となっている（資料・１－２－17、１－２－18）。 

 

（資料・１－２－15）博士前期課交渉紛争・組織経営専門職コース案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典: 社会文化科学研究科ウェブサイト） 

 

（資料・１－２－16）交渉紛争解決・組織経営専門職コース 

 

  H22 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

シンポジウム・ 

セミナー・ワーク 

ショップ等 

2 2 2 17 10 9  

 

（出典：交渉紛争解決・組織経営専門職コース・交渉紛争解決学領域 作成資料） 
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（資料・１－２－17）ID を中心とした４つの I 

 

（出典：教授システム学専攻ウェブサイト） 
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（資料・１－２－18）全国から受講可能なオンライン大学院 

 
（出典：教授システム学専攻ウェブサイト） 
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博士前期課程歴史学研究コースと文化行政・学芸員専門職コースは、古文書資料の保護と

活用について地域社会で学び直すために、「インターンシップ」（H22～H27 年度）を行って

いる （資料・１－２－19、１－２－20）。 

 

（資料・１－２－19）「インターンシップ」のシラバス（博士前期課程歴史学研究コース） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典: 平成 25 年度博士前期課程授業計画書） 

 

（資料・１－２－20）「インターンシップ」報告書 

 

年度 タイトル 

H22 年度 2010 年度 古文書学実習調査報告書Ⅵ（42 頁） 

H23 年度 2011 年度 古文書学実習調査報告書Ⅶ（51 頁） 

H24 年度 2012 年度 古文書学実習調査報告書Ⅷ（71 頁） 

H25 年度 2013 年度 古文書学実習調査報告書Ⅸ（36 頁） 

H26 年度 2014 年度 古文書学実習調査報告書Ⅹ（73 頁） 

H27 年度 2015 年度 古文書学実習調査報告書Ⅺ（37 頁） 

 

（出典：『古文書学実習調査報告書』Ⅵ～Ⅺ） 
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博士前期課程では、多様なフィールドワーク型の授業を毎年一定数提供し、貴重な実践研

究の場となっているが、ニーズの増加から H26-27 年度には開講数が増加している（資料・

１－２－21、１－２－22）。 

 

（資料・１－２－21）博士前期課程におけるフィールドワーク型授業 

 

H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

4 4 4 4 5 8 

（出典：熊本大学シラバスシステム） 

 

（資料・１－２－22）平成 27年度のフィールドワーク型授業科目のシラバス例 

  

（１）言語調査実習 

 
（出典：熊本大学シラバスシステム） 
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（２）民俗学調査実習 

 

 
（出典：熊本大学シラバスシステム） 
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（３）芸術学調査実習 

 
（出典：熊本大学シラバスシステム） 

 

博士前期・後期課程共通で、複数教員の指導の下、複数の学生が自主的に学際的な共同研

究を行う授業科目「プロジェクト研究」を毎年開講しており（資料・１－２－23）、これに

関するインターンシップ、フィールド調査等のための予算も措置されている。プロジェクト

ごとの研究成果は、『社会文化科学研究科学際的共同研究の拡充・推進プロジェクト報告書』

で共同執筆され（後掲資料・２－１－８、p56）、学生は実践的な学際的共同研究の方法を学

ぶことができる。 

 

（資料・１－２－23）「プロジェクト研究」採用プロジェクト数 

 

年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ数 11 13 11 11 17 ９ 

（出典：人文社会科学系事務ユニット総務担当資料） 
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博士前期課程では、コース別院生研究室とともに、自習室・コンピュータ室・図書室等

の共用スペースが十分に確保され、博士後期課程でも、共通院生室で個別に PC付机が貸

与されている。これらの整備は、主に H23～25 年度にかけて段階的に進められ、週末や夜

間の利用も可能であり、学生の主体的学習、授業時間外の学習を促進している（資料・１

－２－24～１－２－27）。 

 

（資料・１－２－24）博士前期課程・後期課程の院生研究室面積・PC 台数 

 院生数 面積 PC の台数 

前期 163 名 602 ㎡ 34 台 

後期 74 名 97 ㎡ 37 台 

（出典：人文社会科学系事務ユニット総務担当資料より作成） 

 

（資料・１－２－25）コース別院生室・自習室・コンピュータ室・図書室等配置図（１） 

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット総務担当資料） 
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（資料・１－２－26）コース別院生室・自習室・コンピュータ室・図書室等配置図（２） 

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット総務担当資料） 
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（資料・１－２－27）コース別院生室・自習室・コンピュータ室・図書室等配置図（３） 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット総務担当資料） 

 

 

社会人大学院教育支援センターを中心に、社会人学生への援助や情報提供が行われ（資

料・１－２－28）、学生の満足度も高い（資料・１－２－29）。「社会人大学院生のニーズア

ンケート」（平成 24, 26 年度実施）では、教育・研究施設、社会人学生への支援体制とも

に、「大変満足している」「概ね満足している」が約 70%以上を占めており、満足度が高い結

果となっている（資料・１－２－29～１－２－31）。 
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（資料・１－２－28）社会人大学院教育支援センターによる学習支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典: 社会人大学院教育支援センター作成資料） 

 

（資料・１－２－29）教育・研究施設、社会人学生に対する支援体制への満足度（H24 年度

調査） 

（出典: 社会人大学院生ニーズ調査結果報告 H24 年度調査より抜粋） 

 

 

 

 

 

  教育・研究施設 社会人に対する支援体制 

大変満足している 3 3 

おおむね満足している 6 7 

あまり満足していない 2 2 

不満 2 2 
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（資料・１－２－30）教育・研究施設、社会人学生に対する支援体制への満足度（H26 年度

調査） 

（出典: 社会人大学院生ニーズ調査結果報告 H26 年度調査より抜粋） 

 

（資料・１－２－31）社会人学生に対するサポート 

 

 

（出典: 社会人大学院生ニーズ調査結果報告 H26 年度調査より抜粋） 

 

学生への経済支援は、TA 制度、博士課程奨学金、授業料免除等により行われ、学生が安

定して就学できる環境を促進している （資料・１－２－32、１－２－33）。また、国際奨学

事業により、学生の海外での調査研究、国際学会での発表等を促進し（資料・１－２－32）、

留学生の経済支援（資料・１－２－34）も様々に行なうことで、継続的に学生のグローバル

化を推進している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  教育・研究施設 社会人に対する支援体制 

満足している 4 4 

わからない 1 0 

満足していない 0 1 
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（資料・１－２－32）経済支援の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典: 社会文化科学研究科ウェブサイト） 
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（資料・１－２－33）熊本大学大学院博士課程奨学金（KDS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典:本学公式ウェブサイト） 
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（資料・１－２－34）留学生に対する奨学金実績 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料） 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

本研究科では、「入学者受入方針」に沿って、「学位授与の方針」が明確かつ具体的に定め

られ、またそれに対応した「カリキュラム編成方針」も定められている。それらに基づいて、

多様な地域・社会のニーズに応え、国際的通用性のある学際的な教育課程、系統的な履修モ

デル・科目が構築されている。この点は、「カリキュラム編成方針を踏まえた教育プログラ

ムの検証」（平成 27年度実施）によって検証済みである。 

ミッションの再定義において評価された交渉紛争・組織経営専門職コース（前期）、教授

システム学専攻（前期・後期）を初めとして特徴ある教育を提供し、多くの社会人と東アジ

アからの留学生を受け入れ、ローカルかつグローバルな教育を推進し続けている点は、関係

者の期待に応えている。 

 コース別・共用院生研究室、コンピュータ室・自習室、図書室等の一層の整備に加えて、

「社会人大学院教育支援センター」による手厚い学習支援により、学生の主体的学習を促す

取り組みが継続されている。また、経済的支援も概ね充実している。 

 以上から本研究科全体として、期待される水準を上回ると判断した。

 

  2010 2011 2012 2013 2014 2015 

  H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

学習奨励費 6 4 4 5 3  2 

学習奨励費（予約） 0 1 0 1 1 0 

学習奨励費（追加） 0 0 1 0 0 0 

ﾛｰﾀﾘｰ米山 2 2 4 1 1 3 

YWC（一時金） 1 2 1 0 0 0 

ｱｼｭﾗﾝ国際奨学金 0 0 1 0 0 0 

興南ｱｼﾞｱ奨学金 2 2 2 1 2 2 

水野弟次郎奨学金 1 0 2 0 1 0 

共立国際奨学金 0 1 0 0 0 0 

木村多美子奨学金 1 0 1 0 0 0 

ﾗｲｵﾝｽﾞｸﾗﾌﾞ奨学金 0 1 0 0 2 1 

JT アジア奨学金 0 0 0 0 1 1 

ﾛｰﾀﾘｰ寿崎 0 0 1 0 2 0 

橋谷奨学会 0 0 0 0 1 1 

合計 13 13 17 8 14 10 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

（観点に係る状況） 

 

単位取得率については、博士前期課程は平均して 82%であり、高く安定し適正である。

博士後期課程は、平成 27 年度はやや下がっているが、平均して 64%前後で推移しており全

体的に安定している（資料・２－１－１）。 

修了率については、博士前期課程（２年修了率）は、平均 68.1%であり（資料・２－１－

２）、博士後期課程（３年修了率）は平均 25.0%である（資料・２－１－３）。共に低めの数

値となっているが、これは社会人院生による長期履修者を多く含むという事情のためであ

る（資料・２－１－４、２－１－５）。 

 

（資料・２－１－１）単位取得率 

 

（出典: 2016 熊本大学データ集） 

 

（資料・２－１－２）博士前期課程の２年修了率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料から作成） 

 

（資料・２－１－３）博士後期課程の３年修了率 

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料から作成） 

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

84.0% 82.2% 82.0% 83.5% 82.1% 78.5%

74.3% 60.8% 62.8% 62.3% 71.9% 52.3%

社会文化科学研究科(博士前期課程)

社会文化科学研究科(博士後期課程)

〈参考資料：単位修得率の推移〉

学 部 等 名
単位取得率
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（資料・２－１－４）博士前期課程の長期履修者数（H22 年度～27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料から作成） 

 

（資料・２－１－５）博士後期課程の長期履修者数（H22 年度～27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料から作成） 
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 博士後期課程の学位授与数は、平成 24～25 年度をピークにやや減少傾向にある。これ

は、この時期に収容定員充足率を是正した結果に伴う変化と考えられる。学位審査は教授

会の議を経て厳正に行われ（前掲資料・１－１－２、p６）、適切に学位が授与されている

（資料・２－１－６）。 

 

（資料・２－１－６）博士・博士後期課程学位授与数（推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典: 2010-2016 熊本大学データ集） 

 

 平成 22 年度～27 年度には、日本学術振興会特別研究員に採用された博士後期課程院生

が合計３名いる。採用分野は、考古学（１件）、認知心理学（２件）で、これはきめ細かく

高度な専門的教育の成果である（資料・２－１－７）。 

 

（資料・２－１－７）H22-27 年度 日本学術振興会 特別研究員採用実績 

 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
人文学・社会科学 0 2 0 0 1 0 

（出典：日本学術振興会特別研究員 採用者一覧 H22-27） 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_siyoichirn.html 

 

「プロジェクト研究」に参加した博士前期課程・後期課程学生は、毎年度末に『社会文化

科学研究科学際的共同研究の拡充・推進プロジェクト報告書』を、学際的な共同研究の成

果として執筆している（資料・２－１－８、２－１－９）。 

また博士後期課程学生は、『熊本大学社会文化研究』において、査読を経た論文・翻訳等

を公表し（資料・ ２－１－10）、本研究科の“International Journal of Social and 

Cultural Studies”において、査読を経た英語論文を公表している（資料・２－１－11）。
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これらはすべて、熊本大学学術リポジトリにおいても公開されている。 

 

（資料・２－１－８）『社会文化科学研究科学際的共同研究の拡充・推進プロジェクト報告

書』掲載報告数 

年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

収録論文数 10 15 11 11 17 9 

（出典：『社会文化科学研究科学際的共同研究の拡充・推進プロジェクト報告書』H22-H27） 

 

（資料・２－１－９）平成 26 年度 『社会文化科学研究科学際的共同研究の拡充・推進

プロジェクト報告書』目次 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*基本的にプロジェクト担当教員との共著 

（出典：平成 26 年度 『社会文化科学研究科学際的 

共同研究の拡充・推進プロジェクト 報告書』） 
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（資料・２－１－10）学生の『熊本大学社会文化研究』掲載論文数 

年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

掲載数 15 13 10 11 6 8 

（出典：『熊本大学社会文化研究』Vol. 8-14） 

 

（資料・２－１－11）学生の英文ジャーナル掲載本数 

年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

掲載数 ３ ３ 5 １ １ 3 

（出典：“International Journal of Social and Cultural Studies,” Vol. Ⅲ-Ⅸ） 

 

 教授システム学専攻（博士前期課程・後期課程）では、積極的に国際会議や国内学会等

での発表を推奨し、特に国内学会の発表数は H25～26 年度におよそ倍増しており、特筆す

べき成果をあげている（資料・２－１－12）。 

 

（資料・２－１－12）教授システム学専攻 修了生・在学生の業績 

年度 学術論文 国際会議 国内学会 

H22 （2010） 4 6 31 

H23 （2011） 6 3 34 

H24 （2012） 0 3 36 

H25 （2013） 7 6 61 

H26 （2014） 8 2 70 

H27 （2015） 6 1 50 

          （出典: 教授システム学専攻ウェブサイト） 

 

本研究科の資格取得は、博士前期課程における、ELP（e ラーニング・プロフェッショ

ナル）資格、中・高等学校の教員免許の取得が中心である。資格取得者数は、平成 22 年

～26 年度の間で平均して 18 名程度であり、平成 21 年度（20 名）と同等の取得者数を維

持している （資料・２－１－13）。 

 

（資料・２－１－13）資格取得状況 

 

※申請により取得できる資格の取得者数 

課程 資格名 
在学・卒業(修了)者中の学生資格取得者数 

H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

博士前期課程 

eLP 資格 13 17 14 14 7 11 

教員免許全体 3 7 8 4 5 2 

中学校 0 3 3 4 4 2 

高校 3 4 8 4 5 3 

 

 ※教員免許全体＝教員免許取得者全体の実人数 

（出典: 2016 熊本大学データ集） 
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（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

単位取得率は博士前期課程においては概ね高く安定しており、博士後期課程においても

全体的に安定している。本研究科紀要・英文ジャーナルなどにおいて学生は順調に成果を

上げており、特にプロジェクト研究の報告書は、学際的な共同研究の成果として高く評価

できる。博士後期課程の学位授与数は、審査の厳正さを担保しながら一定のレベルを維持

し続けている。ELP（e ラーニング・プロフェッショナル）、中・高教員免許の資格取得者数

等も一定の水準を維持し順調である。以上を総合的に勘案して、全体として学業の成果が

上がっており、期待される水準を上回ると判断した。 
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観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況） 

 

博士前期課程における就職率は平均して約 86%、博士後期課程は平均して約 97%で推移

しており、共に就職率は高いレベルを維持している（資料・２－２－１、２－２－２）。こ

れは、本研究科の修了生が、関係者の期待に応える人材であることを示している。 

 就職を希望する博士前期課程修了生は、医療、福祉、公務員、教育、学習支援関係に就

職し、博士後期課程修了生は、教育、学習支援関係に就職する傾向がある（資料・２－２

－３）。こうした傾向から、博士前期課程の専門職コースの実践性および博士後期課程の専

門性が評価されていると判断される。 

修士・博士前期課程の進学率は、平成 22 年度以降、平均して 7.2%程度で推移し概ね安

定している（資料・２－２－４）。 

 

（資料・２－２－１）博士前期課程の就職率 

就職率 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 27 年度 

％ 89.1% 89.4% 97.6% 78.0% 79.5% 80.6% 

＊就職率=就職者÷就職希望者 

＊就職希望者=就職者＋教員採用試験準備者＋就職活動継続者 

 （出典:2016 熊本大学データ集より抜粋） 

 

（資料・２－２－２）博士後期課程の就職率 

就職率 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 27 年度 

％ 100.0% 90.9% 100.0% 93.8% 100.0% 100.0% 

＊就職率=就職者÷就職希望者 

＊就職希望者=就職者＋教員採用試験準備者＋就職活動継続者 

 （出典: 熊本大学平成 21 年度年報、2016 熊本大学データ集より抜粋） 
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（資料・２－２－３）就職状況 

 

 

 

（出典: 2016 熊本大学データ集より抜粋） 

 

 

 

 

a)修士・博士前期課程

＜産業別分類＞ (単位:人)

教育学

研究科

社会文化科学

研究科

自然科学

研究科
医学教育部

保健学

教育部
薬学教育部 計

29 29

1 239 6 15 261

10 10

3 1 40 44

3 1 1 5

1 1

1 1

1 5 2 5 14 3 30

22 7 11 3 43

2 2 48 1 1 54

1 6 11 18

2 2

29 25 394 13 17 20 498

※平成27年度実績

計

　製造業

　農・林・漁業・
　鉱業・建設業

　情報通信業、運輸業

  卸売業・小売業

　金融業・保険業

区分

　公務

　その他

　教育、学習支援業

　サービス業

　電気・ガス・
  熱供給・水道業

　不動産・飲食・宿泊業

　医療、福祉

b)博士（博士後期）課程

＜産業別分類＞ (単位:人)

社会文化
科学研究科

自然科学
研究科

医学教育部
保健学
教育部

薬学教育部 計

1 1

5 2 4 11

2 2

36 2 5 43

2 19 5 1 27

1 1 8 10

3 3

0

3 31 51 2 10 97

※平成27年度実績

計

　公務

　その他

区分

　農・林・漁業・
　鉱業・建設業

　製造業

  卸売業・小売業

　金融業・保険業

　教育、学習支援業

　不動産・飲食・宿泊業

　医療、福祉

　情報通信業、運輸業

　サービス業

　電気・ガス・
  熱供給・水道業
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（資料・２－２－４）修士・博士前期課程の進学率 

 

a)修士・博士前期課程 

①進学率の推移  

   (単位：％) 

進学率 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

社会文化科学研究科 7.2 5.4 9.0 7.9 7.9 6.0 

※進学率＝進学者÷卒業者 

 （出典: 2016 熊本大学データ集より抜粋） 

 

博士後期課程学生のうち、他大学等の教員を勤めながら社会人院生として修学する学生

が一定数在籍し（資料・２－２－５）、また、修了後に新たに大学に教員として常勤採用さ

れる修了生もいることから（資料・２－２－６）、本研究科の教育プログラムが地域の教育

力向上に貢献していると言える。 

 教育プログラムに関する修了予定者アンケートによれば、院生同士のコミュニケーショ

ン、グローバルな視点、専門的知識などが修了後の進路選択に役立ったという意見が見ら

れ、本研究科の教育プログラムが関係者の期待に応えていることを示している（資料・２

－２－７）。 

 

（資料・２－２－５）大学等に在職のまま修学した博士後期課程学生の数（修了・退学年

度ごと） 

H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

6 3 5 4 3 2 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料から抜粋） 

 

（資料・２－２－６）新たに大学に教員として常勤採用された博士後期課程学生の数（修

了・退学年度ごと） 

    * うち１名は留学生で海外の大学での採用 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料から抜粋） 

 

（資料・２－２－７）熊本大学卒業（修了）生、就職先、卒業（修了）予定者アンケート

結果  

 

博士前期課程（修了予定者） 

年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 合計 

合計 

人数 

2 3 2* 2 0 0 9 
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博士後期課程（修了予定者） 

（出典：熊本大学卒業（修了）生、就職先、卒業（修了）予定者アンケート結果データ集

平成 26 年度実施） 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 本研究科学生の就職率は博士前期課程で平均 86%、博士後期課程で平均 97%で、高い水準

を維持し続けており、特に教育・研究分野の人材育成に寄与し関係者の期待に応えている。

全体として、学業の成果としての進路・就職状況は期待される水準を上回ると考えられる。
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

   

博士後期課程の現員は全体として総定員を満たしているが、収容定員充足率の超過傾向

が継続していたため入試回数や選抜方法の見直しを行った（前掲資料・１－１－11、p12）。

その効果があって、第１期中期目標期間終了時点の水準（211％）と比べて、平均して 181%

と全体的に減少傾向にあることから（前掲資料・１－１－10、p12）、質の向上があったと

判断する。 

カリキュラムや支援制度（各種奨学金・社会人大学院教育支援センターなど）を特別に

設定することで、博士後期課程における社会人と留学生の割合が、第１期中期目標期間終

了時点の水準（79％）と比べて、平均 90%強と大きく増加していることから、重要な質の

向上があったと判断する （前掲資料・１－１－16、p15）。 

教員と院生が学際的な共同研究として行う「プロジェクト研究」の参加グループ数が、

第１期中期目標期間終了時点の水準（H21 年度 12 件）と比べて、同等の数を維持しつつ、

平成 26 年度には特に 17 件と増加している点から、重要な質の向上があったと判断する 

（前掲資料・１－２－23、p44）。 

 以上を総合的に勘案して、重要な質の変化があったと判断した。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 

日本学術振興会特別研究員に３名の学生が採用されており（前掲資料・２－１－７、p55）、

第１期中期目標期間終了時点の水準（１名）（第１期現況調査票資料５－１－A）より増加

していることから、重要な質の向上があったと判断する。 

 
*「大学等教職員８」には、「非常勤４」を含む 

（出典：H20 年度法人評価社会文化科学研究科現況調査表 資料５－１－A） 

 

教授システム学専攻（博士前期課程・後期課程）学生は、とりわけ多数の国内学会での

発表を行い、第１期中期目標期間終了時点の水準（29 件）と比べて、特に平成 25 年度（69

件）および 26 年度（70 件）は発表数が倍増していることから、重要な質の向上があった

と判断する （資料・２－１－12）。 

博士後期課程修了後に大学教員、研究・教育職として新たに専任として就職した学生が

８名おり（前掲資料・２－２－６、p61）、これは第１期中期目標期間終了時点の水準（４

名）（第１期現況調査票資料５－１－A）より倍増していることから、重要な質の向上があ

ったと判断する。 

 博士後期課程の就職率は、第１期中期目標期間終了時点の水準（81.3%）と比較して、平

均 97%でより高く安定している点で、重要な質の向上があったと判断する。（前掲資料・２

－２－２、p59）。 

以上を総合的に勘案して、重要な質の変化があったと判断した。 
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Ⅰ 理学部の教育目的と特徴 
 

１ 一学科制のメリットである理学全般を幅広く学修できる独自の教育カリキュラムを通

して、理学分野の確かな基礎学力に裏付けされた専門知識を身に付けさせることで理学

士の質を保証し、学生の主体的な活動を通して人間力・協調性を養い国際的な視野と感性

を有する人材の養成を目的とする。 

２ 上記の目的を達成するために、以下の人材養成の目標を設定した。 

① 理学に対する幅広い知識を有し、豊かな創造性を併せ持つ人材。 

② 理学のジェネラリストとして、他の研究領域や応用分野（医学や法学等）の社会環境

にも対応できる人材。 

③ 理学のスペシャリストとして、国際的に通用する能力を有し、科学立国及び地域文化

の創造に貢献する人材。 

３ そのためにアドミッションポリシー、ディプロマポリシー、カリキュラムポリシーを作

成し、本学部の特徴として以下のユニークな教育課程を編成した。 

 【入学時】 

 教育目標に合わせたアドミッションポリシーを挙げ、一括入試により学生は全て理学

科に入学する。 

【１，２年次】 

 理学全般の基礎を修得させ、学生の希望する専門領域への選択に時間と情報を充分与

える。１年次後期から、学生３名に対しチューター教員１名を当て、コース選択も含めた

細かい履修指導を行う。３年次進級時に、学生の希望により、５コースから１つを選択さ

せる。 

【３，４年次】 

 期待される理学士像に沿った各コースの科目相関を明示した履修モデルを提示するこ

とで、専門的知識の系統的な学修の機会を担保した。４年次へ進級した学生にのみ卒業研

究の着手を認めるなど、理学士としての専門性と創造性を考慮し質を保証した教育プロ

グラムを提供した。 

４ 上記の取組により、中期目標に記載された大学の基本的あるいは教育の質の向上に関

する目標に関し、理学部が求める学習成果に基づいた教育プログラムの不断の改革によ

り、創造的知性と実践力に重点を置いたカリキュラムの充実を図った。また卒業研究が学

士課程の集大成であることを強調し、教育の質を向上させてきた。 

５ ミッションの再定義における教育面での理学部の強みや特色、社会的役割には以下が

挙げられている。１）一括入試方式による一学科制を導入し、幅広い専門性を有する理系

のジェネラリストを養成する。２）研究者養成を目的とした英才教育プログラム制度

（Junior Research Fellow、以下 JRF と略す）を充実する。３）過疎地域において、小中

高と連携した総合的教育支援を通し、地域活性化に資する事業を展開する。４）授業開放

などを通して社会人の学び直しを推進する。 

 

 [想定する関係者とその期待] 

 受験生、在学生、保護者からは、一括入試とその後のコース自由選択による専門選択まで

の十分な時間、幅広い自然科学の基礎を身に着けた上での確かな専門性の積み上げ、教養力、

独創性、創造性の涵養、将来の進路を可能とする教育カリキュラムの提供、などが期待され

ている。 

 教育関係者からは、九州地区の理科数学教育関係者の輩出、最新の科学情報の提供や教育
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支援が、企業関係者からは、幅広い自然科学の基礎と確かな専門性を持った人材育成が、地

域社会からは、教育支援、学びなおし、情報提供などを通した社会貢献などが期待されてい

る。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

●教員組織編成や教育体制 

本学部では入試は一括した一学科で募集し、新入生は全員理学科に入学し、３年次進級時

に本人の希望に応じて５コースからの決定を行う（資料・１－１－１）。各コースに定員は

設けない。この実施体制により、基礎学力の充実と納得いく専門決定が可能となっている。 

教員は、数学と理科４分野の基本的な教育研究領域を網羅し、教育理念・目標を達成でき

るよう人事を行っている。充実した教員陣により、１，２年次では理科と数学全てを学ぶこ

とにより幅広い視野を養成し、３，４年次では専門領域の能力を深化させている。 

 全学の教養教育実施には、理学部は大きな役割を果たしている。教養教育の改革により、

平成 23 年度から開講科目がスリム化し、担当講義数が減少したが、平成 21 年度と比較し

て担当講義数の理系の教養科目に占める割合はむしろ上昇した（資料・１－１－２）。 

 

●多様な教員の確保 

学内センターや研究所等に所属の教員も兼任するなど多様な人材の確保に努めている

（資料・１－１－３）。実験、実習や演習を伴う授業は、平成 26年度では大学院生 160 人、

5,600 時間をティーチングアシスタント（TA）として採用した（資料・１－１－４）。また、

学内教員だけではカバーできない内容について、学外非常勤講師による集中講義を開講し

た（資料・１－１－５）。 

 

●入学者選抜方法 

 平成 19年度より実施した推薦入試は、アドミッションポリシー（資料・１－１－６）に

合致した受験生が減少したため平成 26年度入試から廃止した。グローバル化加速による英

語能力の重要性の増加を考慮し、前期日程入試科目に数学・理科の２教科３科目に加え英語

を課すことを平成 27 年度入試より実施し、全科目の配点を見直した（資料・１－１－７）。

入学直後に受験した TOEIC-IP スコアは分布および平均ともに上昇し、英語導入による成果

が有った（資料・１－１－８）。 

 

●教員の教育力や専門性の向上 

 理学部の運営実施体制（資料・１－１－９）の中で、学部長室の指示のもと、運営会議、

教務委員会及び FD委員会が中心となって、種々の取り組みを継続している。「授業参観」を

平成 15 年度より継続実施し、多くの教員が参観し、意見を担当教員に伝えるだけでなく、

終了後の意見交換会を通して優れた点を参加者の授業改善に生かすなど教育能力の向上に

努めた（資料・１－１－10）。科目担当教員には年度末に全学で実施している授業改善のた

めのアンケート等をもとにした授業実施報告書の提出を義務付け、授業改善に取り組んで

いる（資料・１－１－11）。授業参観が 12 年継続しているなど、これらの取組は長年実施し

ているため、授業改善のためのシステムとして確立している。 
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●教育プログラムの質保証と向上 

 「理学部理学科一学科制における学士課程教育の充実及び推進にむけて（提言）」（資料・

１－１－12）は、理学部学士課程教育推進ワーキングより平成 21 年度末に答申されて理学

部教授会で承認された。この中から順次改革案を理学部長室が起案し、理学部教授会等で審

議決定した（資料・１－１－13）。 

教育内容などの情報は、オープンキャンパス、大学説明会、公開講座、理学部案内、理学

部公式ウェブサイトなどを通して発信し多面的に展開した。 

 卒業目前の４年生による一学科教育プログラム制に対する意見や評価を調べるため、第

１期生より継続してアンケート調査（以下、４年生アンケートと略す）を実施してきた。回

収率は平均 90％以上である（資料・１－１－14）。このアンケートから学生の満足度を判断

すると、否定的な「不満足」「どちらかというと不満足」という回答は常に１割弱であり、

学生から一定の評価が得られている（資料・１－１－15）。 

 
（資料・１－１－１）一学科制の教育の流れ 

 
（出典：熊本大学理学部案内 2015） 
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（資料・１－１－２）平成 26年度における専任教員の教養教育の担当講義数 

 

（出典：教務委員会調査（平成 27年 10 月作成資料）） 
 
（資料・１－１－３）他部局所属の教員数 

 

（出典：理学系教員等名簿（平成 27 年４月１日付け資料）） 

 

（資料・１－１－４）TAの採用人数と時間数の推移（平成 21～27 年度） 

 

（出典：理学部教務担当資料（平成 27年 10 月作成資料）） 
 

（資料・１－１－５）集中講義の実績 

 
（出典：理学部教務担当資料（平成 27年 10 月作成資料）） 

 

 

 

分野  基礎セミナー  教養科目（理系） 理系基礎科目  
計  

講義科目  実験科目  
数学  

21 

2 27  

 
物理学  2 7 6 
化学  7 5 6 
地学  4 6 6 

生物学  8 4 6 
計  21 23 49 24 117 

全学開講数  97 26 65 24 212 
割合［％］  21.6（21.6）  88.5（78.9）  75.4（76.3）  100（100）  55.2 
※（ ）は平成 21 年度のデータ 

部局  教授  准教授  講師  助教  計  
沿岸域環境科学教育研究センター  2 2 －  －  4 

パルスパワー科学研究所  1 1 －  －  2 
大学院先導機構  －  2 －  －  2 

計  3 5 0 0 8 
 

年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

採用人数（人） 170 167 147 156 149 160 163 

総時間数（時間） 4,602 4,662 5,380 5,549 5,138 5,600 5,544 

 

年度 2010(H22） 2011(H23） 2012(H24） 2013(H25） 2014(H26） 2015(H27）

科目数 22 21 18 19 19 14

合計単位 29 26 24 25 21 17
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（資料・１－１－６）理学部アドミッションポリシー 

 

（出典：本学公式ウェブサイト） 
 
 
 
 

理学部アドミッションポリシー  
 
理学部 
数学と理科の各分野に対し幅広い興味と理解を有し、自然科学の諸課題に対し意欲的にチャレンジ

でき、多角的な視点から忍耐強く真理探究のできる次のような人を求めています。 
1. 物事の本質を見極めたいという強い意志を持った人 
2. 論理的思考ができる人 
3. 豊かな感性と洞察力を有する人 
4. 野外調査や長時間に及ぶ実験等に対し、忍耐強く取り組める人 
5. 広い視野をもち、応用力、実践力のある人 
6. わが国の理学研究の発展に貢献したいという意志をもった人 
7. 複数の学問にまたがる学問領域にも失敗を恐れず果敢に挑戦できる人 
8. 国際的に活躍する意欲のある人 

理学部では、数学と理科に関して、以下の内容を入学時点で習得しておくことを希望します。 
 
数学 
数学 I、数学 II、数学 III、数学 A, 数学 B (「数列」及び「ベクトル」)について、個々の項目の内

容をよく理解し、知識と技能を十分身につけておくこと。項目間のつながりを意識し、数学的思考

方法を習得しておくこと。また、数学のみならず理科においても、数学的に考察し処理する能力を

身につけておくこと。 
 
理科 
物理、化学、地学、生物から 2 科目以上を習得しておくこと。 
事物や自然現象についての観察、実験などを行い、自然や科学に対する関心や探究心を高め、探究

する能力と態度を身につけておくこと。基本的な概念や原理・法則を理解して、科学的な自然観を

養っておくこと。 
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（資料・１－１－７）入試制度の変遷 

 

 
（出典：入学者選抜要項） 

 

 

 

 

年度  変更点  変更前  変更後  備考  
H19 後期日程個別学力

検査 

２教科５科目計 10

題より２題選択  
２教科５科目より

２科目選択  
１学科制のアドミ

ッションポリシー

に沿った入試によ

り近づけるため  
推薦入試   新規導入  コミュニケーショ

ン能力にすぐれ、

学年のリーダーと

なれる優秀な学生

を選抜するため  
３年次編入学試験   廃止  理学科の教育カリ

キュラムに対応す

ることが困難であ

ることなど  
H20 推薦入試定員  10 名  15 名   
H26 推薦入試   廃止  ※ 参照  
H27 前期日程個別学力

検査教科  
数学，理科  数学，理科，外国

語  
国際性の観点をよ

り 明 確 に す る た

め、平成 25 年度に

決定した。同時に，

大学入試センター

試験も含めて配点

を見直した。 

前期日程大学入試

センター試験の配

点  

国語 100，社会 50，
数 学 100 ， 理 科

100，外国語 200 

国語 100，社会 50，
数 学 100 ， 理 科

100，外国語 100 
前期日程個別学力

検査配点  
数学 300，理科 300 数 学 200 ， 理 科

200，外国語 100 
 

※ 推薦入試で入学した学生に対して追跡調査（成績等および卒業時の指導教員への聞き

取り）を実施した。その結果、指導教員からは、コミュニケーション能力やリーダーシッ

プなどに関しては高い評価を得られ、推薦入試導入時に想定した特色ある学生を選抜でき

ていることがわかった。しかし、一方で、英語能力に欠ける点が指摘されたり、全般的に

成績が悪く途中退学した学生も数人いた。成績に関しては高校からの評定値などが判断基

準であり、高校からの推薦だけからでは大学入学後の学力を担保することが難しいことが

わかった。大学入試センター試験を課す等の入試方法の変更も検討したが、一般入試と異

なる特徴ある学生を選抜するのが難しくなることが予想された。現在の推薦入試方式では、

総合的能力を的確に判断することが困難であり、平成 26 年度入試より推薦入試を実施しな

いこととした。 
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（資料・１－１－８）理学部入学者の入学当時の TOEIC-IP スコアの推移 

 

 

（出典：TOEIC-IP スコアより作成） 

 
 
 
 
 

 

表．入学時における TOEIC－IP スコア（入試に英語を課す結果の前後）  
 Listening Reading Total 
2014（H26）年度入学者 222 192 414 
2015（H27）年度入学者 236 194 430 
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（資料・１－１－９）熊本大学理学部運営基本規則 

 

（出典：理学部規則集） 
 

熊本大学理学部運営基本規則 
 

（趣旨） 
第１条 この規則は、「学生や教員を元気づける教育体制の確立」及び「事務の簡素化・効

率 
化と学生指導の充実」という理念及び目的が達成されるよう、以下に示した基本方針を

定め、教職員の協力の下に円滑、かつ、安定的に理学部を運営するために必要な基本と

なる事項を定めるものとする。 
（基本方針） 
第２条 理学部を運営するための基本方針を次のように定める。 

(1) 教育・研究の組織運営体制の整備・充実 
(2) 教員の事務的負担の最小化・効率化 
(3) 各種委員会業務の整理と負担の軽減化、及び責任体制の明確化 
(4) 学生と教員の教育・研究交流の促進 
(5) 就職支援・広報活動の充実 
(6) 安全で衛生的な環境の維持 
(7) 社会貢献 
(8) 国際化の推進 
(9) 教員の個人活動評価及び学部評価に基づく改善の促進 

（実施体制） 
第３条 理学部長は、会議及び委員会等を全て掌握し、バランスのとれた運営を行うととも

に、最終責任を負うものとする。 
２ 役割及び責任の所在を明確にするため、次の会議等を置く。 

(1) 理学部長室 
(2) 運営会議 
(3) 教授会 
(4) 理学科会議 
(5) 各種委員会 
ア 教務委員会 
イ 学生委員会 
ウ 入試委員会 
エ 広報委員会 
オ ＦＤ委員会 
カ 就職委員会 
キ 安全委員会 
ク 評価委員会 

(6) 講座会議 
(7) 特定地域教育支援室 

３ 会議等に関し、必要な事項は別に定める。 
（学部運営の支援） 
第４条 各講座及び自然科学系事務は、理学部運営が教職員協力の下に円滑に実施されるよ

う、必要な配慮を行うとともに、お互いに連携を図りながら業務の遂行に努めるものと

する。 
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（資料・１－１－10）授業参観案内 

 
（出典：FD 委員長からの案内メール（平成 24 年度資料）） 

 

（資料・１－１－11）授業実施報告（書式） 

 

（出典：理学部教務担当資料（平成 24年度資料）） 
 

理学系教員各位  
 
                                    理学部 FD 委員長 高野 博嘉  
 
 日ごろより，FD 活動にご協力頂き感謝いたします。  
 今年度も前回と同様に、自らの講義の参考になるような、学生から高い評価を得ている授業について

参観を企画いたしました。  
 今年度後期は、地球環境科学と生命科学の２名の先生がお引き受け下さいました。  
 詳細は次のとおりですのでお知らせ致します。  
 
生命科学  
授業参観の科目：展開科目（ 3 年次）「分子遺伝学」，谷 時雄先生，火 1 限  
授業参観の実施日：平成 24 年 11 月 6 日（火） 8 時 40 分～ 10 時 10 分  
場所：理学部 3 号館 D201 講義室  
 
地球環境科学  
授業参観の科目：共通科目（ 2 年次）「基礎地球物質科学」，長谷中 利昭先生，木 4 限  
授業参観の実施日：平成 24 年 11 月 8 日（木） 14 時 30 分～ 16 時 00 分  
場所：理学部 2 号館 C329 講義室  
 
 これまでと同様に、授業参観を希望される先生方には、事前に資料等を配信致します。10 月 29 日（月）

までに、参観希望の授業名とともに、タイトルを授業参観希望としたメールを  
高野 (takano@kumamoto-u.ac.jp)までお送り下さい。  
 また、授業参観後に、授業担当者と参観者との意見交換会を行いたいと考えています。授業参観に  
出席された先生方におかれましては、意見交換会にも出席頂けると幸いです。  
よろしくお願い致します。  
 
高野 博嘉  
 

「平成 24（2012）年度後学期授業実施報告書」 

 
授業科目名：○○○○ 
時間割コード： 
担当教員：○○ □□ 
実施年度，学期，曜日，時限：2012 年度，後学期，○曜，△限 
 
1．実施状況 
（実際に行った授業内容を，シラバスに記載の「授業目標」「授業内容」 に対応させて記載する．） 
例：シラバスに記載の通りの授業内容を実施した． 
例：授業内容の項目のうち，「7.6. 3 変数関数の積分」は時間が足りずに講義できなかった． 
例：台風で講義が中止となったため補講を行った． 
例：多変数関数の微分積分について理解させ応用能力をつけることを目標としていたが，理解させるた

めに例題の説明に多くの時間を割いたため，演習に充てる時間が少なくなり，計算練習が十分ではなか

った． 
 
2．授業改善のためのアンケートの結果に対するコメント 
（Web 上で学生に公開しているものと同様のもので結構です．） 
 
3．今後の授業改善について 
（２のコメントの部分に記載されていれば、２と３をまとめても結構です．） 
例：学生からの評価も高く，特に改善を要する点はない． 
例：学生の理解度を上げるため，授業内容の削減を行う．具体的には・・・ 
例：学生の理解度を上げるため，事前学習・事後学習のための指南書を作成し，多くの課題を課すよう

にする． 
例：あまりにも分かりにくいという反応が多いため，黒板の字を大きくし，はっきりとしゃべるように

し，雑談を減らし，質問を無視しないよう心懸ける． 
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（資料・１－１－12）理学部理学科一学科制における学士課程教育の充実および推進にむけ

て（提言） 

 

（出典：理学部理学科一学科制における学士課程教育の充実 

および推進にむけて（提言）） 

 

（資料・１－１－13）質保証のための改善の経緯 

 

 

（出典：学生便覧より作成） 

平成 22 年 3 月 31 日に理学部学士課程教育推進 WG より、「理学部理学科一学科制におけ

る学士課程教育の充実および推進（素案）」に基づき今後，学部として，また，各教育プロ

グラムにおいて検討すべき事項を提言した。以下ではそれぞれの項目を挙げる。 
1. 教育プログラム選択時期（3 年次進級時）の見直し 
2. 理学士像・理学士力に基づく教育目的と目標（学習成果）の達成及び到達度可視化に

向けての取り組み 
3. コース化に向けた検討 
4. 理学概論の実施方法及び必修化の検討 
5. 教員免許に係る科目に関する対応 
6. チューター制度の見直し 
7. 基盤科目（1 年次）の単位未修得者への対応 

年度 事項  

平成２１年度  
在学期間を８年から６年に変更 *1 
卒業要件および 3 年次への進級要件の変更（理学共通科目数の必要

単位数を増やした） *2 

平成２２年度  

特別研究ＡおよびＢ（各３単位選択）を卒業研究（６単位必修）に

変更し、履修要件を設定  
1 年次の理系基礎科目（数学）の授業科目を到達度別クラス分けによ

り実施  
卒業要件の変更  

平成２３年度  

卒業研究を６単位から１０単位に変更し、履修要件を改訂  
理学展開科目と理学発展科目を理学専門科目として統合  
理学基盤科目を理学教養科目に名称変更  
プログラムをコースに名称変更  
卒業要件の変更（専門科目の充実） 

平成２４年度 

教養教育改革により理学教養科目が理系基礎科目として全学共通

教育に区分される *3  
理系英語の導入 

卒業要件の変更（教養教育の変更） 

教育職員免許状教科に関する科目の変更 

卒業研究履修要件の変更 

平成２５年度 4 年次進級要件の検討 *4 

 

*1：在学期間を８年から６年にするとともに、留年した学生に対して手厚い指導をするこ

ととした。 

*2：卒業研究の設置に伴い、４年次の科目の一部を３年次開講に、また、３年次開講科目

の一部を２年次開講にして、卒業研究に集中できる時間を確保した。この変更により各学

年の教育の質も向上している。 

*3：1 年次の共通カリキュラム（専門基礎）の位置づけは本来、全学共通教育であった。

本来の位置づけに変更し、理系基礎科目と名称を変更した。 

*4：卒業研究の履修要件を 4 年次への進級要件とし、4 年次を卒業研究のための、すなわ

ち理学部の卒業のための学年とし、質保証を確保した。 
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（資料・１－１－14）４年生、M2アンケートの回収率 

  

（出典：本学公式ウェブサイト） 

 

（出典：理学部教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月作成資料）） 
 

 

 

理学部 理学科 ４年生アンケートの集計と分析 

2015 年 7 月

熊本大学理学部

理学部 理学科 ４年生アンケートの集計と分析 

 
このアンケートは，卒業を目前にひかえた理学部理学科４年生(2015 年 3 月卒業生)が, 本学部の教育

システムである｢一学科による教育プログラム制｣に対してどのような意見をもち，どう評価しているの

かを調べるために本学部独自に実施したものである．全対象学生からのアンケート回答回収を目指して, 
各研究室にアンケート用紙必要部数を封筒に封入して配布し, 以下提出期限までに教務担当事務まで提

出依頼した.  
 
提出期限: 2015 年 2 月 13 日 (金) 
提出場所: 理学系教務係 

 
結果，162 名から回答を得ることができた．回収率は 89％であった．この報告書において回収したアン

ケートデータの集計とその分析を行った． 

アンケートの回収率

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

４年生 96% 100% 85% 94% 95% 89% 91%

Ｍ２ 100% 100% 84% 97% 93% 86% 85%
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（資料・１－１－15）４年生アンケート結果 B46，B51 

 

 

 

（出典：理学部理学科４年生アンケートの集計と分析（2014 年度卒業生） 
（平成 27年７月作成資料）） 

 

（水準） 期待される水準を上回る。 

（判断理由） 一括入試と本人の希望に応じたコース決定を行うユニークな一学科制は、幅

広い分野の教員を採用する人事と、多くの関係者の協力のもと維持発展してきた。特に、質

保証や学生の学修意欲をより向上させる制度変更や入学者選抜方法等の不断の改善は、第

１期終了時点より計画的に行ってきた。また、４年生アンケートなどを通して検証し、次の

改革につなげるという PDCA サイクルが働く実施体制が構築されている。これらのことより、

自然科学の基礎を身に付けた上での確かな専門性の積み上げを可能とする教育カリキュラ

ム実施体制が確立しているという観点から、想定する関係者の期待を上回ると判断した。 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

●体系的な教育課程 

理学部では学生像を作成し、それに対応したディプロマポリシー、カリキュラムポリシー、

アドミッションポリシーを設定した（資料・１－２－１、前掲資料・１－１－６、p７）。こ

れに従って、カリキュラムを編成し、体系的な教育課程を実現した。 

初年次の教育では、高校における理科の履修状況を考慮した既履修、未履修によるクラス

編成を行った。平成 22年度入学生より、数学では前期開講科目の成績評定を基にして、後

期開講科目を到達度に応じた３クラスに分けた。期末試験では下位のクラスから秀や優の

評定を受けた学生も現れた。これは初めに設定した目標を上回る成果である（資料・１－２
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－２）。 

理学科発足時に、卒業研究に相当する選択科目として「特別演習」を設定したが、卒業生

の質保証の観点から平成 22 年度入学生より「卒業研究」として必修化し、卒業研究着手要

件を設定し同時に全コースで卒業研究発表会を実施することとした。平成 26 年度入学生よ

り卒業研究着手要件を４年次への進級要件としたことで、卒業研究が卒業試験の代替とな

り、卒業生の質保証が可能となった（資料・１－２－３）。 

１年次全員に配布する「履修の手引き」には、各コースの教育目標と４年間の履修の流れ

や履修モデル及び科目相関等（資料・１－２－４）が明示されており、進路選択が的確にで

きるように配慮した。コースに定員を設けていないので、各コースの学生数は年度によって

変動している（資料・１－２－５）。的確な進路選択ができたことは４年生アンケートの結

果からわかる（資料・１－２－６）。 

入学時ガイダンスでは、学生便覧、教養教育の案内やシラバス等多くの資料を基に、教務

委員会が補足を加えた資料を作成し、わかりやすく履修指導した（資料・１－２－７）。さ

らに、教務委員長を中心に履修相談会（資料・１－２－８）も開催した。２年次以上のガイ

ダンスでも、教務委員会で資料（資料・１－２－９）を作成し、進級要件の確認や履修に関

する注意事項の説明などを行った。その他、オフィスアワーの設定や学部長室直通の電子メ

ールアドレスの設定等、多くの相談窓口を設け、学生への支援体制を強化した（資料・１－

２－10）。 

学際的には、全ての分野の講義を受講可能なカリキュラムを提供しており、特に理系基礎

科目や理学共通科目は他分野の授業を履修する機会となっている（資料・１－２－11）。 

 

●社会のニーズに対応した教育課程 

社会人に対しては授業開放（資料・１－２－12）で、小中高等の教員に対しては教育職員

免許更新講習（資料・１－２－13）や教員で組織された理科部会の講師派遣で貢献している。

児童・生徒に対しては、夢科学探検、スーパーサイエンスハイスクール（SSH）の体験学習

（資料・１－２－14）、特定の地域に対する教育支援事業（資料・１－２－15）、公開学習な

ど（資料・１－２－16）を通して科学の面白さを伝え、学習の動機づけを支援した。 

 

●学生の主体的な学習 

 入学時にはクラス担任を置いて学生生活全般に関する支援を行った（資料・１－２－17）。

加えて１年次 12 月から学生３名にチューター教員１名を配置し、２年次終了まで学修や生

活面の相談等についてクラス担任と連携しながら対応した（資料・１－２－18、19）。１，

２年次開講科目では、欠席調査を行い（資料・１－２－20）、学修面に問題がある学生を早

期に発見し、担任等が対応した。著しい成績不振者に対しては、学部長、学科長及び教務委

員長が直接面談（学部長面談）を行った（資料・１－２－21）。３，４年次生については、

各コースで卒業までの責任体制を保持している。自修室（資料・１－２－22）およびパソコ

ン室（資料・１－２－23）を設けることで学生の主体的な学修環境を確保した。 

 

●国際通用性のある教育課程 
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 学生が国際研究集会等に参加するために国際奨学金制度を設け、年間３～５名に渡航に

必要な旅費を援助している（資料・１－２－24、１－２－25）。留学生に関しては、担当教

員に加えて学生をチューターとして留学生全員に配置し、学修及び学生生活の支援を行っ

ている（資料・１－２－26）。 

 

●養成しようとする人材像 

授業形態は様々で（資料・１－２－27）、科目間の関連も含めて、効果的に連携するよ

うに、授業科目の組合せとバランスを考慮している。 

JRF を平成 24 年度より開始し、優秀な学生を選抜し、早い時期から専門に特化した教育

を実施することとした。JRF の学生から、理学部で初めて本学の大学院への飛び入学が実現

した。また２名が留学先で修得した専門教育の単位を理学部の単位として認定した（資料・

１－２－28）。 

 

（資料・１－２－１）理学部ディプロマポリシーとカリキュラムポリシー 

 

（出典：本学公式ウェブサイトより） 

 

学位授与の方針（ディプロマポリシー） 

 理学部は、学士課程教育において、「自然科学に対する幅広い知識と理解、および、豊か

な創造性と国際性を持ち、課題探求能力を備え、科学立国及び地域文化の創造に貢献でき

る」人材の育成を目的としている。このことを踏まえ、本学が定める学修成果を達成すべ

く編成・実施された教育課程を学修し、所定の単位を修得した者に、本学部の学位を授与

する。 

 

カリキュラム編成方針（カリキュラムポリシー） 

体系性：各分野の学問体系、および、1・2 年次（学士前期）に実施する共通カリキュラム

を基盤に編成する。 

段階性：基礎的な科目から学年進行に沿って発展的な科目を学修するよう編成している。 

個別化（進路への対応）：学年に従い学修を深化させるように、授業科目を配置し、個々の

履修コースの目的である将来の進路に即した科目履修を保証するよう編成している。 
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（資料・１－２－２）到達度別クラス編成後の成績分布 

・微分積分Ⅱ 

 
・線形代数Ⅱ 

 

 
（出典：理学部教務担当調べ（平成 26年作成資料）） 

 
（資料・１－２－３）卒業研究改善の経緯 

 

 

（出典：学生便覧より作成） 

 

H22-25 年度 

合計 
秀 優 良 可 不可 

A 
１１４ ７０ ４３ ５６ ２ 
４０％ ２５％ １５％ ２０％ １％ 

B 
１４ ６３ ６２ １０９ １３ 
５％ ２４％ ２４％ ４２％ ５％ 

C 
７ ２６ ４０ １１２ ６４ 
３％ １０％ １６％ ４５％ ２６％ 

 

H22-25 年度 

合計 
秀 優 良 可 不可 

A 
７１ ７１ ４７ ８１ １８ 
２５％ ２５％ １６％ ２８％ ６％ 

B 
３９ ５３ ５１ １１６ ２０ 
１４％ １９％ １８％ ４２％ ７％ 

C 
２９ ２６ ４９ ８９ ３４ 
１３％ １２％ ２２％ ３９％ １５％ 

 

※ 平成22年度入学生より、前期開講の微分積分Ⅰおよび線形代数Ⅰの評定を基に、

後期開講の微分積分Ⅱ、線形代数Ⅱのクラスを A（秀、優、良）、B（可）、C（不

可、履修放棄）に分けた到達度に応じた講義を開始した。 

※ クラス C は、内容の水準は下げずに到達度に応じた講義を行うことで、学生の

落ちこぼれを防ぎ、成績向上を目標とした。 

※ クラスＡは、他クラスより進んだ内容を取り扱い、知的欲求を満足させるよう

配慮した。 

※ 期末試験は３クラスで同じ内容の試験を実施し、到達度別クラス編成の効果を

検証した結果、微分積分、線形代数それぞれ、約 85％、90％の学生が合格し、

さらに、10％前後の学生が秀、優といった上位の評定を受けた。 

 

年度 事項  

平成２２年度  特別研究ＡおよびＢ（各３単位選択）を卒業研究（６単位必修）に

変更し、履修要件を設定  

平成２３年度  卒業研究を６単位から１０単位に変更し、履修要件を改訂  
卒業研究履修要件の変更 

平成２５年度 4 年次進級要件の検討 * 

 

*：卒業研究の履修要件を 4 年次への進級要件とし，4 年次を卒業研究のための，すなわち

理学部の卒業のための学年とし，質保証を確保した。  
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（資料・１－２－４）「履修の手引き」による履修指導 

各コースにおける教育目標（例：数学コース） 
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（資料・１－２－４）「履修の手引き」による履修指導（続き） 

理学科４年間の履修の流れ 
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（資料・１－２－４）「履修の手引き」による履修指導（続き） 

履修モデル 

 
 
  

学

学

生物学

細  胞  生  物  学 多細胞個体,細胞,生体高分子といったさまざま
なレベルの情報を統合して生命を理解する能力
を身につける履修例

生 物 多 様 性 学 生物の持つ多様性を個体群・種・生態系レベル
で理解する履修例

化 学 化 化学をベースに物質の性質や反応ならびに化学
物質の解析について理解する履修例

地 球 環 境

地 球 物 質 科 学 地球に存在する物質とその構造,成り立ちを理解
する履修例

地球環境変遷学
地球環境とそこに生きる生物の変遷と進化を理
解するための履修例科 学

地球惑星物理学 惑星としての地球とそこで起こる物理的,化学的
現象を理解する履修例

コース 履修モデル 概 要

数 学 数 数学を体系的に学ぶ履修例

物理学 物理学 現代物理学の基礎となる分野を体系的に学ぶ履
修例
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（資料・１－２－４）「履修の手引き」による履修指導（続き） 

科目相関図（数学） 
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（資料・１－２－４）「履修の手引き」による履修指導（続き） 

科目相関図（生物学） 

 
（出典：平成 27 年度 履修の手引き） 
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（資料・１－２－５）学生のコース選択の状況 

 
（出典：理学部教務担当調べ） 

 
 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H22 H23 H24 H25 H26 H27

コ
ー

ス
に

進
級

し
た

学
生

の
割

合
（

％
）

数学

物理

化学

地球

生物



熊本大学理学部 分析項目Ⅰ 

－7-24－ 

（資料・１－２－６）４年生アンケート結果 B31，B32，B33，B46 

 

 

 
 

 例年、「変更した」または「入学時点では希望はなかった」(つまり後で決めた)人が 45%程いる。一方、

変更しなかった学生もほぼ 55%は存在している。 

1，2 年次、特に 2 年次の教育内容によってコースを選択している学生が 82%であった。また、コース

紹介やチューター面談によって選択した学生も 15%ほど存在している。 
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（資料・１－２－６）４年生アンケート結果 B31，B32，B33，B46（続き） 

 
 

 
 

（出典：理学部理学科４年生アンケートの集計と分析（2014 年度卒業生） 
（平成 27年７月作成資料）） 

 
（資料・１－２－７）ガイダンス等の実施及び内容が確認できる資料（１年生ガイダンスの

手引き） 

 
（出典：理学部教務委員会資料より抜粋（平成 25年４月３日付け資料）） 

今年も、96%の学生が選択したコースが自分によってよかったと思って卒業している。 

平成 27 年度 熊本大学理学部理学科 1 年生ガイダンスの手引き 
 

理学部教務委員会

 
 このガイダンスは，新入生一人一人が熊本大学理学部の教育体制，カリキュラムなど

を十分理解し，大学生としての今後の学生生活を有意義に，実り多く過ごしていくため

に極めて重要な事柄について説明するものである．聞き逃したり誤解したりしたままで

は，直ちに重大な不利益に結び付くことがあるので，分らないことがあったらためらわ

ずにすぐに質問すること． 
 
１．配布物の確認 
２．理学部理学科の教育体制 
３．クラス構成 
４．学生への窓口，掲示板 
５．学部長へのダイレクトメール 
６．同窓会及び後援会について 
７．キャンパス配置 
８．授業科目構成（卒業要件単位表：「便覧」p.42） 

I.  教養教育（卒業要件 47 単位） 
II.  専門教育（卒業要件 66 単位） 

 III.  その他 
９．履修について 

I.  時間割表の作成（「案内」p.42〜43） 
II.  履修登録 
III. その他 

１０．その他注意事項 
１１．教員免許・学芸員資格について 
１２．大学院博士前期課程への飛び級制度 
１３．履修相談会 
１４．「TOEIC-IP」テストの実施 
１５．日程一覧 



熊本大学理学部 分析項目Ⅰ 

－7-26－ 

 
（資料・１－２－８）履修相談会（理学部ガイダンス日程表） 

 

（出典：理学部教務委員会資料（平成 25 年４月３日付け資料）） 
 
 
 
 

2013年度（平成25年度）　理学部ガイダンス日程表

9:00 全学教育棟E107

9：30頃 理学部講義室

新入生向け学芸員ガイダンス（希望者のみ） 13:00 13:30 C330（担当　小松　）

推薦入学者への課題返却 13:30 14:00 C123（担当　高宮）

担任の先生と話そう 13:00 14:30

先輩と会おう 13:00 16:00

入学式 10:00 11:00 熊本県立劇場

入部式 13:00 14:00 全学教育棟E107

新入生履修相談会 10:00
14:00まで
参加
（16:00）

全学教育棟
多目的会議室
（濱名・井上、戸田・高宗）

5月11日～12日 合宿研修

4月5日 金

4月3日 水

新入生ガイダンス

4月4日 木

月日 曜日 内容 開始時間 終了時間 場　　　所

※ １年生ガイダンス資料でも履修相談会を周知している。 
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（資料・１－２－９）２年次ガイダンス資料 

 
（出典：理学部教務委員会資料（平成 24 年４月６日付け資料）） 

 

2012 年 4 月 6 日

平成 24年度理学科 2年生ガイダンス資料 
教務委員会

 
１．配布物確認 

 授業計画書，2 年生ガイダンス資料，修得単位計算表，学部長へのダイレクトメールについて，

理学部書庫の利用について，問診票，X 線撮影票，その他各コースからの配布物 
 
２．日程確認 すべて掲示されている 

 健康診断 4/19（木） 午前男子，午後女子．学生証，問診票，X 線撮影票を持参すること 
 履修登録期間 4/6（金）～ 20（金） SOSEKI での登録 （以下略） 
 
３．履修関係 重要 

・2 年次では，自然科学各分野のより深い内容を含む，「共通科目」を主に履修する．教育プ

ログラムハンドブックの「共通科目の履修について」を参考にすること． 

  （以下略） 

 

４．卒業研究履修要件について 

 2010 年度入学者より卒業研究が必修になっている．4 年次で卒業研究を履修するための条件は

 各コースによって異なる． （以下略） 

 
５．教職免許及び学芸員資格取得希望者 

2 年生ガイダンス終了後，引き続き「教育職員免許状取得」に関するガイダンスを行い，さ

らにその終了後，C122 講義室において「学芸員資格取得」に関するガイダンス（小松先生）

を行うので，取得希望者は残ること． 
 
６．学外特別演習 

３年生の理学部展開科目に「インターンシップ A（１単位）」及び「インターンシップ B（２ 
単位）」がある． （以下略） 
 

７．学籍移動に関して 

 学籍移動に関しては，以下のように取り扱う方針である． 
（１）休学・退学・除籍等は学則にしたがって対応する． 

（以下略） 
 

８．その他注意事項 

・10 月 8（月），11 月 23 日（金），12 月 24 日（月）は授業日である．ただし掲示に注意するこ

 と． （以下略） 
 

９．チューター面談について 

 チューター面談を実施します．以上の内容をよく確認した上で履修計画を立てること．その上

でチューター面談を行い，履修相談をしてください． （以下略） 
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（資料・１－２－10）オフィスアワー、ホットライン 

 

 
http://www.sci.kumamoto-u.ac.jp/hotline/index.html 

（出典：本学公式ウェブサイト） 
 
（資料・１－２－11）共通科目における履修している分野数 

 

 
 

（出典：４年生アンケート結果より作成） 
 
（資料・１－２－12）授業開放実績 

 
（出典：熊本大学データ集を基に作成） 

 

オフィスアワー http://www.sci.kumamoto-u.ac.jp/forinternal/officehour.html 

ホットライン（学部長メールのアドレス：xyz-783@sci.kumamoto-u.ac.jp） 

2014 年度４年生アンケート「(B8) ２年次共通科目で履修した分野を選んで下さい．ただし，

情報処理概論と理学教養科目の統計学Ⅰ，Ⅱは除きます．（複数選択可）」より集計 

分野数 人数 

1 10 

2 70 

3 60 

4 18 

5 4 

合計 162 

 
1 人あたりの履修分野数は、平均して 2.6 分野 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

科目数 12 13 14 14 16 20
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（資料・１－２－13）更新講習の担当 

（出典：理学部教務担当資料を基に作成） 
 
（資料・１－２－14）SSH の体験学習 

 
（出典：SSH 担当者資料） 

 
 

H22 年度  H23 年度  H24 年度  H25 年度  H26 年度  H27 年度  
数学  数学  数学  数学  数学  数学  

化学・地学  物理・生物  化学・地学  物理・生物  化学・地学  物理・生物  
計２講座  計２講座  計２講座  計２講座  計２講座  計２講座  

※ 選択科目として、数学と理科の合計２講座を毎年開講している。  
 

年度 日付 研修

2008/7/8 宮崎北高校SSHサイエンス研修

2008/12/13 第二高校SSH体験学習

2009/7/7 宮崎北高校SSHサイエンス研修

2009/12/12 第二高校SSH体験学習

2010/7/6 宮崎北高校SSHサイエンス研修

2010/12/4 第二高校SSH体験学習

2011/7/19 宮崎北高校SSHサイエンス研修（台風のため中止）

2011/12/3 第二高校SSH体験学習

2012/7/11 宮崎北高校体験学習

2012/12/1 第二高校、熊本北高校SSH体験学習講座
2013 2013/12/14 第二、熊本北、宮崎北高校SSH体験学習講座
2014 2014/12/13 第二、熊本北、宇土高校SSH体験学習講座
2015 2015/12/5 第二、熊本北高等学校SSH体験学習講座

2012

2008

2009

2010

2011
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（資料・１－２－15）特定地域支援事業活動概要（平成 26年度） 

 
（出典：平成 26 年度特定地域教育支援室活動報告書） 

熊本大学理学部新入生合宿研修に高森高校から生徒が参加 

大学生との交流を通して大学を身近に感じ，進学意識を高めた 

高森高校の総合的な学習の時間の個別課題（調査研究）に協力して，韓国の英語教

育について，韓国からの留学生に質問に答えてもらった。 

第３学年夏季学習合宿における進路講演（鹿本高校） 

３年夏季学習合宿において，文系および理系の進学希望者に対して，生徒が取り組

むべき課題や大学に関する理解を深めさせ，大学進学に繋げることを目標として後

援を行った。 

南郷塾寺子屋（高森高校） 

教員６名，技術職員１名、学生１４名（内文学部留学生５名）が参加し，高森高校、

近隣中学校の生徒に対して、熊大生による夏休みの課題の補助、勉強の仕方の講話

を通して、勉学意欲や意識の向上を図る。午後からは近隣小学校の児童も参加し、

科学実験教室を行う。（平成 26 年度は台風接近のため中止） 

出張授業（鹿本高校） 

数学について出前授業を行った 

おもしろ・ふしぎ科学実験教室 with 阿蘇中央高校科学部 

教員３名，学生７名が参加し，阿蘇中央高校の文化祭にあわせて科学実験教室を阿

蘇中央高校の科学部と合同で開催した。近隣小中高校の児童・生徒，および保護者

などに対して、科学の面白さを紹介した。 

進路講演会および第１回会合（牛深高校） 

講演会１「看護医療の仕事について」 

講演会２「大学で学ぶ意義（学問の意義）」 

講演会終了後，牛深河浦地区の教育関係者と今後の活動に関して意見交換を行った。 

１・２年生対象進路説明会 

「熊本大学の学びの精神に触れる」（阿蘇中央高校） 

大学での教育や大学の授業，生活などについて，講演を行った。 

熊本大学訪問（熊本大学） 

高森高校の１，２年生１０名が熊本大学を訪問し、勉学意欲や進路意識の向上を図

る「熊本大学訪問」を実施した。この事業には文学部、医学部（保健学科）の協力

も得た 

「教育支援による地域活性化事業」情報交換会（高森高校） 

平成２６年度事業報告 

平成２７年度事業・運営計画 

来年度以降の本事業について，高森町教育委員会，高森町の小中高の教員と意見交

換を行った。 
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（資料・１－２－16）平成 26年度公開学習 

 

（出典：理学部年報より作成） 

 

（資料・１－２－17）学生のケア体制・チューターと担任の役割分担 

 
（出典：理学部運営会議資料（平成 19年１月 26日付け資料）） 

月日 名称等 

5/10 
地質の日イベント 

『熊本の大地』をテーマとした展示、展示説明会、体験イベント 

5/24,25 第 46 回国際化学オリンピックベトナム大会第 3 回強化訓練合宿 

5/31 干潟フェスタ 

11/16 公開実習「遺伝子を見てみよう」 

3/15 干潟観察会（八代海の干潟で学ぼう！） 

 

学生のケア体制・チューターと担任の役割分担 
 

平成１９年１月２６日 理学部運営会議

 
１．理学部における学生のケア体制を以下のように明確化する． 
 （１）担当 
   １年次：担任 
   ２年次：チューター 
   ３年時以降：各プログラム（講座）毎に定める． 
   留年生：学部長室 
 （２）担任の役割 
   新入生ガイダンスを担当する． 
   担当クラスの学生の相談窓口 
   履修登録完了調査・欠席調査などで不登校が懸念される学生への対応 
 （３）チューターの役割 
   進路指導とそれに伴う履修指導 
   担当の学生の相談窓口 
   履修登録完了調査・欠席調査などで不登校が懸念される学生への対応 
 （４）留年生へのケア 
   学部長面談による 
 （５）その他 
   学生と学部長による懇談会を設け，意見・要望を吸い上げる． 
 
２．担任の決め方 
 ・学生委員会に副委員長をおく． 
 ・副委員長は１年ごと講座持ち回りとする．ただし委員長を出す講座にあたったと

きは，その講座をとばして次の講座から出す． 
 ・講座選出の学生委員計５名と副委員長が担任を兼ねる． 
 ・２年生の担任は廃止する． 
 
注記：全学の学生委員の任期が２年で，学生委員長の任期もそれに合わせて２年とし

ているため，副委員長は１年任期とし，次期委員長を意味しない． 
 
３．チューターの決め方 
 ・学生の希望分野に応じてチューターを宛てるという方法も考えられるので，チュ

ーターを決める時期なども含めて次年度の検討課題とする． 
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（資料・１－２－18）チューター実施要項 

 

平成２７年度 １年生 第１回チューター面談 要領 
 
日時・場所 １２月１４日（月）午後６時から 各教員室にて 

１年生には直接先生の部屋を訪問するよう指示します。 
当日都合の悪い先生は，代替日を学生に掲示しますので，至急，教務担当 
までお知らせください。 
「学生指導控え」を面談の記録として残してください。 
また，万一，面談ができなかった学生がいた場合は，教務担当まで連絡してください。 

 
面談内容： 
１．学生の連絡先（電話番号，メールアドレス）を聞き，今後の連絡方法を確立する。 
２．これまでの単位修得状況に基づいて履修指導する。この時，卒業研究を履修するための要件があることを

説明する。 
３．志望コース，進路（大学院，就職，教職，学芸員）に関する相談を行う。 
４．2 年次開講共通実験の履修に関して相談を行う。 
５．資料をもとにジュニアリサーチフェロー（JRF）制度について説明する。 
６．その他，学生生活全般に関する相談とアドバイスを行う。 
７．第２回面談は４月上旬を予定していることを伝える。 

 
【以下，教員名や連絡先などは省略】 
 
学生の質問などに答えられない内容があれば下記窓口まで相談してください。 
 
履修に関しての質問等 … 各コースの教務委員 
 
セクハラ／アカハラ相談窓口： 
理学部セクシャルハラスメント相談員／学生委員長／ 
学生相談室（セクハラ相談員） 

 
トラブル（金銭，事件，被害，交通事故等）相談窓口： 
学生委員長／学生相談室／熊本県消費生活センター／ 
熊本県警ハイテク犯罪対策室 

 
学部長ダイレクトメール： 
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（資料・１－２－18）チューター実施要項（続き） 

 

理学部教員 各位 

Cc:理学部教務担当 

 

前略 

 

 今年度の理学部教務委員長を務めます○○です。今後1年，よろしくお願い致します。 

 

 早速ではありますが，新年度となりましたので，例年通り新2年生のチューター面談をお願い致します。本来は，

理学科会議の席でご説明してお願いすべきところではありますが，今月は10日に予定されておりそれを待つことは出

来ませんので，メールにてアナウンスを差し上げます。 

 

 明後日4月3日に行う2年生ガイダンスにおいて，「学生からチューター教員に連絡し，4月6日（月）から17日

（金）の間で面談して履修相談を行うこと。」と周知します。また，別途掲示も致します。ご担当頂いている学生から

連絡が入ることと思いますので，期間内にご対応頂くようお願い致します。 

 

 

2年生前期チューター面談 

 

期間：4月6日（月）～17日（金） 

内容：これまでの履修状況に基づく履修指導 

   志望コース，進路（大学院，就職，教職）に関する相談 

   その他学生生活一般における相談 

 

 期間内（17日まで）に学生から連絡が無かった場合，および面談の結果問題を 

抱えていると思われる学生がいた場合には，磯部までご一報下さい。また，これ 

までの「学生指導控」をお持ちと思いますので適宜活用し，今回の分もご記入・ 

保存するようお願い致します。 

 

 なお，履修登録期間は4月17日（金）までとなっていますので，面談が期限ぎ 

りぎりとなった場合には，期間内に確実に履修登録を済ませるようご指導下さい。 

 

以上，よろしくお願い致します。 

 

平成27年度理学部教務委員長 
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（資料・１－２－18）チューター実施要項（続き） 

 

（出典：チューター実施マニュアル（平成 27 年度教員へのメール資料）） 
 
 

                                   平成２７年９月１８日 
 
 
理学部教員  各位 
                            理学部教務委員長 
 
 
      ２年生の第３回チューター面談実施について（依頼） 
 
 ２年生の第３回チューター面談を、下記の日程で行うことが理学部教務委員 
会において了承されました。 
 本日、学生から教員へ連絡をとり、面談を受けるよう掲示を行いました。ま 
た、９月２５日の２年生ガイダンスでも周知いたします。 
 チューターの先生方には、学生から連絡が入るかと思いますので、よろしく 
ご対応の程お願いいたします。 
 また期間終了間近になっても学生から連絡がない場合は、念のため学生に連 
絡をして頂けませんでしょうか。 
 それでも連絡がとれない場合は、理学部教務担当までご連絡下さい。 
 学生へのご指導、およびその後の学生指導控の作成、どうぞよろしくお願い 
いたします。 
 
 出張などにより、別の日程で実施せざるを得ない場合は、理学部教務担当ま 
でお知らせください。追って学生に掲示いたします。  
 
                   記 
 
    実施期間  平成２７年９月２８日（月）から１０月９日（金） 
 
    以下に、平成 19年に作成されました「チューター実施マニュアル」の中から、 
 第３回面談に関する部分を抜粋したものを掲載します。 
 
第３回面談： 
  日時：10 月初旬，後期履修登録時期 
     （教務委員会で日程を定めるので、その期間内でチューター毎に学生と相談して設定する） 
 
  場所：各教員室 
 
  面談内容：プログラムの選択および 2 年次後期科目の選択について助言を行う。 
       共通科目（後期分）については履修計画を作成させ、それに承認を与える。 
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（資料・１－２－19）チューター記録 

 
（出典：理学部教務担当資料） 
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（資料・１－２－20）欠席者調査 

 
（出典：理学部教務担当資料） 

（資料・１－２－21）学部長面談記録 

 
（出典：理学部教務担当資料） 

 

************************ 

*****前年度資料***** 

************************ 

 
On 2011/05/17, at 11:16, 光永 正治 wrote: 

 

 理学教養科目，理学共通科目担当各位   Cc: 教務担当 山内様 

 （上記を担当されていない先生は削除してください．） 

  

 先日の理学科会議でもお知らせしましたように、欠席回数の多い学生の 

 調査をしますので、担当の先生方には以下の報告をお願いします。 

  

 対象科目：理学教養科目（旧基盤科目）と理学共通科目の実験・演習を含む

全て 

 対象学生：5月19日（木）時点で、3回以上欠席している全学生 

 報告内容：欠席者氏名、学生番号、欠席回数 

 報告先：理学部教務担当 

   szr-kyomu@jimu.kumamoto-u.ac.jp 

 締切：6月3日（金） 

  

 （理学教養科目欠席者についてはクラス担任、複数の理学共通科目 

 欠席者についてはチューターを通して指導していただきます。） 

  

 理学部教務委員長 

 光永 正治 

 

A サークル × バイト ×
2014/04/ 総取得単位 基礎セミ 1 情報 1 必修外国語 2 自由外国語 0 教養科目 4 社会連携科目 学際科目 進級

２回生２年 22 教養数学 4 教養理科 8 基盤実験 2 理学共通 0 教養必修 4 教養選択 4 卒業

成績不振 面談記録：

指導内容：

特記事項：

2014/5/2 総取得単位 基礎セミ 1 情報 1 必修外国語 2 自由外国語 0 教養科目 4 社会連携科目 学際科目 進級
２回生２年 22 教養数学 4 教養理科 8 基盤実験 2 理学共通 0 教養必修 4 教養選択 4 卒業

成績不振 面談記録：

指導内容：

特記事項：

次回 総取得単位 基礎セミ 情報 必修外国語 自由外国語 0 教養科目 社会連携科目 学際科目

0 教養数学 教養理科 基盤実験 理学共通 0 教養必修 0 教養選択 0
面談記録：

指導内容：

特記事項：

進級要件：教養必修4単位，理系基礎8単位（数学4，理科4），共通科目10単位
※ 共通科目担当者に履修の承諾を得つつあった。

※ 本人との面談後に判断することとした。

進級要件＋αを目指すべく履修指導（1年間でも進級要件を満たすことは可能）。希望コース：物理or化学

前期：統計学と共通科目中心に。英語C3と初修外国語は教養事務に確認
後期：理系基礎（数学3科目，理科4科目）と教養必修（情報2科目，英語A2,B2,C4）

途中挫折せず続けば問題ないと思われるが・・・

後期初めに風邪による体調不良とその後の生活時間の乱れで1カ月程度登校できず，授業を放棄。

平成24年度入学 アパート

現在は問題なし（4月初めのガイダンスも受けていない。受講登録もなし。）

保証人からも連絡あり。（連休前に連れに来ている。三者面談を希望。）

2013年後期登録するも全てX。

応答なし．保証人に成績不振と面談できない旨の連絡を教務担当係に依頼。
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（資料・１－２－22）自修室に関する掲示 

 
 

（出典：理学部教務担当資料（平成 26年４月３日付け資料）） 
 
（資料・１－２－23）パソコン室の概要 

 

（出典：理学部事務教務担当調べ） 

理学部学生 各位 

 

 小講義室を自修のために使用する際の 

使用時間について 

 

 理学部２号館の小講義室は、授業やゼミ等で使用している場合を除

き、自修のための使用を認めていますが、今後、自修室として使用で

きる時間を下記のとおりとします。 

使用は自修目的のみとします。安全管理及び防
犯のため、使用時間は厳守してください。 

 なお、時間外のグループ学修は、附属図書館のグループ学修室が利用

できます。希望者は、別紙グループ学修室の掲示を参照してください。
 

記 

1 使用できる時間 ８時～２０時まで 

２０時に施錠します。 

 

2  平成２６年４月７日（月）から適用します。 

 

3  自修室として使用できる講義室 

       Ｃ１２３小講義室（理学部２号館１階） 

       Ｃ２２８小講義室（理学部２号館２階） 

       Ｃ３３１小講義室（理学部２号館３階） 

   

  平成 26年４月３日   理 学 部 長 

理学部で管理しているパソコン室について 

場  所：自然科学研究科・理学部総合研究実験棟 ６階 601 室 

設  備：学生用パソコン ４８台 

教員用パソコン １台 

ネットワークプリンター ２台 

プロジェクター １台（教員用パソコンやノートパソコンと接続可能） 

※ 総合情報統括センター実習室と同じパソコンが導入されており、 

同じソフトウェア―が利用可能である。 

利用時間：平日 ８：00～20：00 

授業科目：コンピュータ物理学、物理実験Ａ、地球惑星環境学実験Ｄ 
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（資料・１－２－24）国際奨学金募集要項 

 
（出典：理学部教務担当資料） 

 
 

平成２５年度「熊本大学理学部国際奨学金」の募集について 

 

１．趣 旨 

理学部学生の国際的な学習・研究活動への参加機会を広く提供し、参加を支援することに 

よって、国際的視野と学習研究能力を高め、積極的な社会進出を動機付けることを目的とし 

て奨学金の支給を行う。 

 

２．応募資格 

    理学部に在籍する学部学生で、次の活動を目的とする者。 

ただし、他の経費から支給される場合は対象としない。 

 （1）国際学会への参加 

  （2）国際的な調査活動 

  （3）国際インターンシップ 

  （4）国際交流協定校での目標を定めた学習 

  （5）その他、国際的な学習・研究活動 

 

３．支給予定人数 

    第１次募集、第２次募集それぞれ２～３名程度とする。 

 

４．支給予定額 

    採用された者に対して１人当たり１５万円程度の奨学金を支給する。 

 

５．募集期間 

  第１次募集：平成２５年７月８日（月）～平成２５年７月１９日（金） 

  第２次募集：平成２５年１１月頃の募集予定 

 

６．対象となる国際活動の期間 

    平成２５年４月 ～ 平成２６年３月 

   ※ ４月以降、募集期間以前に行った活動についても対象とする。 

 

７．提出書類 

 （1）申請書（所定様式） 

  （2）指導教員からの推薦書（所定様式） 

  （3）学業成績証明書 

  （4）スコア証明書（TOEFL 又は TOEIC を受験した者のみ） 

(5) その他 

国際学会へ参加し発表する場合は、そのプログラム又は要旨を添付すること。 

     調査活動の場合は、先方からの招聘状又はこれに類するものを添付すること。 

 

８．提出先 

理学部教務担当（工学部１号館１階） 

 

９．選考方法 

  奨学生の選考は、提出された書類により、学業成績、外国語能力及び企画（研究計画、学会 

 報告等）の内容等を総合的に判定して行う。 

 

10．成果及び事業の報告 

奨学金を得て国際活動を行った学生は、帰国後速やかに成果報告書を理学部長に提出するも 

  のとする。また、帰国後に学内報告会等により成果を発表するものとする。 

 

問い合わせ先：理学部教務担当   平成２５年７月１日 掲示 
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（資料・１－２－25）国際奨学金実績 

 

（出典：理学部教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月作成資料）） 
 
 

国際奨学事業の実績

　　平成１７（2005）年度から実施している ① 国際学会での発表
　　過去５年間の理学部における実施実績はつぎのとおり ② 国際的な調査活動

③ 国際インターンシップ
④ 国際交流協定校での目標を定めた学習
⑤ その他

注意 海外語学セミナーは含めない

H22（2010） 学部（研究科）
学科又は

専攻
学年 国際活動の種類

活動
分類

渡航先 渡航期間 奨学金支給額 備考（経費区分）

1 理学部 理学科 4 国際学会参加 ② オーストラリア　ケアンズ Ｈ22年7月26日～Ｈ22年7月30日 200,000円 国際奨学事業経費

2 理学部 理学科 4 国際学会発表 ① インドネシア　ジャカルタ Ｈ22年10月18日～Ｈ22年10月24 日 151,000円 国際奨学事業経費

3 理学部 理学科 4 国際的な学習・研究活動 ② ロシア　イルクーツク Ｈ23年3月21日～Ｈ23年4月1日 200,000円 国際奨学事業経費

551,000円 国際奨学事業経費（60万円）

H23（2011） 学部（研究科）
学科又は

専攻
学年 国際活動の種類

活動
分類

渡航先 渡航期間 奨学金支給額 備考（経費区分）

1 理学部 理学科 4 国際学会参加 ① オーストラリア メルボルン H23.7.22～8.1 160,000円
国際奨学事業経費

理学部長経費

2 理学部 理学科 4 調査活動 ② ベトナム  ハノイ H23.9.28～10.9 160,000円
国際奨学事業経費

理学部長経費

3 理学部 理学科 4 国際学会参加 ① アメリカ  ボストン H23.11.12～11.20 160,000円
国際奨学事業経費

理学部長経費

4 理学部 理学科 4 国際学会参加 ① オーストラリア  メルボルン H23.7.22～8.1 160,000円
国際奨学事業経費

理学部長経費

5 理学部 理学科 4 国際学会参加 ① アメリカ  ボストン H23.11.12～11.20 160,000円
国際奨学事業経費

理学部長経費

800,000円
国際奨学事業経費（60万円）
理学部長経費（20万円）

H24（2012） 学部（研究科）
学科又は

専攻
学年 国際活動の種類

活動
分類

渡航先 渡航期間 奨学金支給額 備考（経費区分）

1 理学部 理学科 4 国際学会参加 ⑤ フランス H24.7.21～7.29 200,000円 国際奨学事業経費

2 理学部 理学科 4 国際的な共同研究 ② ベトナム　ハノイ、ホーチミン H24.10.2～10.6 108,141円 国際奨学事業経費

3 理学部 理学科 4 国際的な調査 ② ベトナム　ハノイ H24.6.17～6.24　　H24.9.29～10.10　 180,402円 国際奨学事業経費

488,543円 国際奨学事業経費（60万円）

H25(2013) 学部（研究科）
学科又は

専攻
学年 国際活動の種類

活動
分類

渡航先 渡航期間 奨学金支給額 備考（経費区分）

1 理学部 理学科 4 その他、国際的な学習・研究活動 ⑤ イギリス　オックスフォード H25年10月24日～H25年11月25日 150,000円
国際奨学事業経費
理学部長経費

2 理学部 理学科 4 国際学会参加 ① アメリカ　バークレー H25年6月9日～H25年6月16日 150,000円
国際奨学事業経費
理学部長経費

3 理学部 理学科 4 国際学会参加 ① アメリカ　サンフランシスコ H25年12月8日～H25年12月25日 150,000円
国際奨学事業経費
理学部長経費

4 理学部 理学科 4 国際学会参加 ① 韓国　釜山 H25年7月14日～H25年7月17日 26,745円
国際奨学事業経費
理学部長経費

476,745円
国際奨学事業経費（40万円）
理学部長経費（76,754円）

H26（2014） 学部（研究科）
学科又は

専攻
学年 国際活動の種類

活動
分類

渡航先 渡航期間 奨学金支給額 備考（経費区分）

1 理学部 理学科 4 その他、国際的な学習・研究活動 ⑤ 台湾　台北、台中 H26年7月16日～H26年7月26日 100,000円
国際奨学事業経費（100,000円）

理学部長経費（17,467円）

2 理学部 理学科 4 その他、国際的な学習・研究活動 ⑤ ロシア　イルクーツク H27年3月16日～H27年3月29日 150,000円 国際奨学事業経費

3 理学部 理学科 4 その他、国際的な学習・研究活動 ⑤ フィリピン　レイテ島、パナイ島H27年3月1日～H27年3月7日 150,000円 国際奨学事業経費

400,000円
国際奨学事業経費（40万円）
理学部長経費（17,467円）

H27（2015） 学部（研究科）
学科又は

専攻
学年 国際活動の種類

活動
分類

渡航先 渡航期間 奨学金支給額 備考（経費区分）

1 理学部 理学科 4 その他、国際的な学習・研究活動 ⑤ アメリカ　ホノルル H27年12月14日～H27年12月23日 225,000円 国際奨学事業経費

2 理学部 理学科 4 その他、国際的な学習・研究活動 ⑤ アメリカ　ホノルル H27年12月15日～H27年12月20日 225,000円 国際奨学事業経費

450,000円 国際奨学事業経費
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（資料・１－２－26）留学生に対するチューターの実績 

 
（出典：理学部教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月作成資料）） 

 

留学生に対するチューターの実績 （人）

H22（前期） H22（後期） H23（前期） H23（後期） H24（前期） H24（後期） H25（前期） H25（後期） H26（前期） H26（後期） H27（前期） H27（後期）

留学生 (*) (*) (*) 1 1 2 1 2 3 2 (*) 2

チューター 0 0 0 1 1 2 1 2 3 2 0 2

(*)　チューターを必要とする外国人留学生　：　該当なし

チューターの詳細

学年

H23（後期） 1

H24（前期） 2

2

1

H25（前期） 1

1

1

4

4

2

4

1

4

4

理学部理学科・数学コース

理学部理学科・数学コース

自然科学研究科博士前期課程 理学専攻

自然科学研究科博士前期課程 理学専攻
H25（後期）

H27（後期）

H24（後期）

所属身分・学科(専攻）

自然科学研究科・理学専攻・物理科学コース

自然科学研究科博士前期課程/数学専攻

自然科学研究科博士前期課程理学専攻

自然科学研究科博士前期課程理学専攻

  自然科学研究科博士前期課程理学専攻

自然科学研究科理学専攻
H26（後期）

理学部理学科

理学部理学科

自然科学研究科博士前期課程 理学専攻

H26（前期）

理学部理学科
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（資料・１－２－27）理系基礎科目および理学部の専門教育における授業形態上の特色 

 

（出典：理学部教務委員会資料より作成） 

 
 
 
 
 
 
 
 

授

業

科

目 

形態 授業形態の特徴 

理
系
基
礎
科
目 

講義 

高校での履修状況に応じたクラス編成の実施。 

中規模講義（50～100 人）できめ細かな学生指導ができるよう、

同一科目の複数クラス開講。それらの科目においては、共通教科

書の使用、同じ評価基準。 

AV 機材活用による理解の促進。 

遠隔学習支援・指導システム（e-Learning）による双方向性授業。 

実験 

十分な実験・演習ができるよう基盤実験用の専用実験室を確保す

ると共に、複数のグループに分かれて履修（4 実験科目に対し年

間 16 クラスの開講）。 

野外での観察が重要な分野においては、大学所有のバスを活用し

て基盤実験の一部でフィールド型授業（例えば、地学基礎実験の

阿蘇火山見学など）も実施。 

理
学
共
通
科
目 

講義 

前学期においては、全ての科目が履修可能なように、時間割上重

ならないように工夫。 

理学部および共通教育棟の講義室に設置されている液晶プロジ

ェクター等の AV 機材を活用した講義。 

実験 
各専門分野で習得すべき基礎的な実験手法習得のために、物理・

化学・地学・生物の各共通実験を開講。 

理
学
専
門
科
目 

講義 

実験 

演習 

実験・演習の比率の高い授業組合せを実施。 

個々の講義においては様々な工夫がなされている。 

授業改善アンケートを活用した授業の改善。 

国際的能力育成のための科学英語に関する教育を実施（科目名：

基礎講読、科学英語）。 

社会への応用能力の育成のためのインタ－ンシップも単位化。 

実験・演習では、A・RA を活用して少人数単位による実験・演習

を行っており、野外観察能力が不可欠な環境科学分野では、野外

巡検、地質調査法Ⅰ、Ⅱ、臨海実習Ⅰ、Ⅱ等の宿泊も伴うフィー

ルド型授業を実施。 

各分野の先端領域を知るために、他大学講師を招いて集中講義形

式の特別講義も開講している。 

卒
業
研
究 

少人

数教

育 

卒業生の質保証として重要な役割を担っている。 

主として研究室単位で、少人数、対話・討論型、研究発表型授業

を実施。卒業後の進路を念頭に置き、指導教員と学生との相互コ

ミュニケーションを通して学生の個別能力を引き出す指導がな

されている。 
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（資料・１－２－28）JRF に関する資料 

 
（出典：理学部教務担当調べ） 

（水準） 期待される水準を上回る。 
（判断理由） ４年生アンケートや授業改善アンケートをもとに不断の改善を実施してお

り（前掲資料・１－１－13、p12）、PDCA サイクルを回した改革を行ってきた。数学における

到達度別クラス編成では、下位クラスからも成績優秀者が現れており、当初の目標以上の成

果を得た。卒業研究の必修化では、着手要件の設定、４年次進級要件への変更と順次検証し

ながら改善を行い、卒業生の質保証に繋げた。チューター、学部長面談等の教育指導も実施

し、希望する保護者には面談を実施し、脱落する学生を減らすよう配慮した。JRF を実施し、

向上心のある学生が実力をつけ飛躍できる機会を提供し、長期留学や大学院への飛び入学

等の成果があった。以上より、幅広い自然科学の基礎と専門性を持った人材育成という観点

から、想定する関係者の期待を上回ると判断した。 

 

  

概要：理学部ジュニア・リサーチ・フェローは、学部教育の初期の段階から、理学専門に

特化した英才教育を行い、将来の研究者を養成することを目指すシステムです。優秀な学

生を各コースで選抜し、下記のような教育的措置が受けられます。ただし、進級・卒業要

件、単位等は学生便覧に従いますので、特例処置は認めません。 

 

採択された学生に対する教育的措置： 

1) 希望する教員（主任指導教員）のもとで 2 年次より研究室のゼミへの参加、研究指導

などの個別指導を受けることができる。 

2) 指導を希望する教員が未定の場合、採択決定後にコース教員との相談により主任指導

教員を決めることができる。 

3) 時間割が許す範囲で、当該学年に開講された専門科目以外に、空き時間を利用して上

級学年の専門科目の授業や学生実験を受けられるように配慮する。 

4) 3 年生に進級後、早期に卒業研究に着手することも可能とする。 

採択者数： 

年度 H24 H25 H26 H27 合計 

採択者数 ３ ２ ０ ３ ８ 

 

特記事項： 

 留学者 ２名 

 学部３年次進学者 １名 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

●履修・修了状況から判断される学習成果 

 熊本大学学士課程教育に期待される学習成果７項目のうち、理学部では専門教育におい

て主に、確かな専門性、社会的な実践力及び汎用的な知力に該当する科目を履修させている。

平成 23 年度入学者修得単位の分布（資料・２－１－１）に示される通り、確かな専門性に

分類される科目の履修が突出している。その内容は、単に確かな専門性に分類されるだけで

なく、理学全分野を基礎としつつ卒業研究に至る段階的、体系的科目群を含んでいる。中で

も、専門科目の基礎である理学共通科目は、卒業生アンケートによれば平均 2.6 分野を履修

しており（前掲資料・１－２－11、p28）、広い基礎に立脚する理学のスペシャリストを育成

するという目標を実現している。 

 一方、厳格な成績評価による質保証は、標準修業年限での卒業率低下につながる可能性が

ある。理学部では、標準修業年限内の卒業率は約９割から８割へと低下した（資料・２－１

－２）。これは、卒業研究の必修化と履修要件の設定などの教育課程改善の結果である（前

掲資料・１－１－13、p12）。 

 これら改正と平行して在学期間を６年とする改正も同時に行ったが、６年以内での卒業

率はほぼ９割を維持している（資料・２－１－２）。これは、成績不振者への学部長面談等

のきめ細かな指導の成果である。この改正により、３年次進級前に卒業を断念する学生が平

成 24年度以降増加した（資料・２－１－３）。その後も過渡的に退学・除籍者数が増加した

が、平成 27 年度は留年者在籍数が減少しており（資料・２－１－４）、教育目標を達成しつ

つ卒業率の低下を防ぐことができたと考える。 

 更に、履修状況や到達度に配慮したクラス編成を実施してきた。これにより、多様な背景

をもつ学生に対して、共通水準に達した理学士像を実現する環境を整えた。また、JRF 制度

による英才教育を行い、優秀な学生を輩出した。 

 

●資格取得状況等の状況から判断される学習成果 

 理系英語教育の充実により、TOEIC-IP スコアの分布は入学直後より２年次後期において

向上している（資料・２－１－５）。また、教員免許取得については、平成 24 年度入学者か

ら数学、理科共により高度な科目を広く履修することを課す改正を行った。この間、教員免

許の取得状況は高い水準を維持しており、中学・高校両方の教員免許を取得する学生も多い

（資料・２－１－６）。 

 

●学業の成果の達成度等に関する学生アンケート等の調査 

 卒業生アンケートでは、コース（プログラム）制に対する否定的な「不満足」、「どちらか

というと不満足」という回答は一貫して１割弱である（前掲資料・１－１－15、p14）。さら

に、主に修得されている「豊かな教養」及び「確かな専門性」に該当する科目（資料・２－

１－１）については約７割が身についたとしている（資料・２－１－７）。理学部が示す教

育目標は学生に理解され、一定の評価を得ると共に改善努力が成果を挙げている。 
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（資料・２－１－１）平成 23年度入学者平均修得単位数の、「熊本大学学士課程教育に期待

される学習成果」７項目の分布 

 
（出典：熊本大学 eポートフォリオシステム） 

 
（資料・２－１－２）学部・研究科ごとの標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業

年限×1.5」年内卒業（修了）率 
 

 

 
（出典：理学部教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月作成資料）） 

 

※ 図中の１～７の数字は以下の７つの学習成果に対応する。 

  １：豊かな教養，２：確かな専門性，３：創造的な知性，４：社会的な実践力， 

  ５：グローバルな視野，６：情報通信技術の活用力，７：汎用的な知力 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

標準修業年限内の
卒業（修了）率
（※１）

88% 85% 88% 84% 80% 80% 82%

「標準修業年限×１．５」
年内卒業（修了）率
（※２）

93% 89% 95% 88% 83% 90% 91%

※１ 標準修業年限内の卒業（修了）率＝標準修業年限で卒業（修了）した者の数／標準

年限前の入学者数 

※２ 「標準修業年限×１．５」年内卒業（修了）率＝Ａのうち、（標準修業年限×１．

５）年間に学位を取得した者の数／（標準修業年限×１．５）年前の入学者数 

（注）「標準修業年限×１．５」の算出において、端数がある場合は、１年として切り上

げる 
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（資料・２－１－３）退学・除籍者数及び留年者在籍者数 

 
（出典：熊本大学概要及び理学部教務担当資料を基に作成） 

 

（資料・２－１－４）入学者数、卒業者数、各年次在籍学生数及び学部在籍数合計 

 
（出典：熊本大学概要を基に作成） 
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（資料・２－１－５）平成 25年度入学者の TOEIC-IP スコア分布 

 
（出典：理系英語専門部会資料） 

 

（資料・２－１－６）教員免許取得者数 

 
（出典：理学部教務担当資料） 

 

  

資格取得状況

2010（H22） 2011（H23） 2012（H24） 2013（H25） 2014（H26） 2015（H27）

教員免許全体 49 63 61 59 50 83

（中学校） 19 30 26 13 11 25

（高等学校） 49 62 61 46 39 58
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（資料・２－１－７）４年生アンケート結果 B45a, B45b 

 
（出典：理学部理学科４年生アンケートの集計と分析（2014 年度卒業生） 

（平成 27年７月作成資料）） 
 

（水準） 期待される水準を上回る。 

（判断理由） 教養教育から卒業研究を含む専門教育に至る各段階において、カリキュラム

の充実と進級基準の整備等を行ってきた。教育水準の向上と厳格な適用を目指した規則改

正にもかかわらず、卒業率を高い水準で維持していることは、教育内容改善と学生への指導

が適切であることを示す。個々の教員の努力と教育実施状況についての現状把握、問題点の

認識とその解決のための変革といった PDCA サイクルが有効に働いている。このことは将来

の進路を可能とする教育が常に改善・実施されていることを示しており、想定する関係者の

期待を上回ると判断した。 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

●進路・就職状況等から判断される成果 

 理学部独自のキャリア教育として、企業の講師に講義を依頼する「理学概論」を２年生に

開講している（資料・２－２－１）。また、就職説明会などを行っており（資料・２－２－

２）、４年生アンケートの結果より好評であることがわかる（資料・２－２－３）。 

本学部の卒業生の半数以上が大学院に進学し、残りは教員や公務員志望者と企業就職者

とに分かれる。教員や公務員志望者の新卒採用は極めて少ないため、臨時採用などで経験を

積んだ後、採用される場合が多い。平成 22～26 年度の就職希望者の就職率は８割程度と低

いが、これは母数に教員志望の学生が含まれることに起因する。民間企業への就職希望者で

未決定者は少なく、就職率の変動は教員志望者の就職状況に左右される（資料・２－２－４）。 

業種別や職種別では、公務員や学校教育に多い以外は、広い業種および職種に分布してい

る。また、情報・金融を含むサービス関連企業の総合職としての就職も多い。これは一学科

制の特性と理科と数学の幅広い教育の成果の現れである（資料・２－２－５）。 

 

●卒業・修了生及び進路先・就職先等への意見聴取の結果とその分析 

 平成 24年度に実施したステークホルダーに対するアンケート調査において、理工系の学

生に身に付けて欲しい資質能力としては、独創性や想像力が１位に挙げられており（資料・

２－２－６）、それらの能力が重要視されている。本学部でも教育目標の１つとして豊かな

創造性の養成を挙げている。独創性や創造性を身に付けるためには、卒業研究を通した指導

が不可欠であり、卒業研究を必修化することにより、ステークホルダーからの要望に応えて

いる。 
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（資料・２－２－１）理学概論 

 

（出典：理学部教務委員会資料） 

 

（資料・２－２－２）就職説明会等の記録（平成 25 年度実績） 

 
 

（出典：理学部年報 就職委員会報告） 
 

２年生へ 

 

平成２７年度「理学概論」の後期開講について 

 

   金曜４限の理学概論は、下記の日程で開講予定です。 

   講義室 ： 理学部 3 号館 Ｄ２０１ 

 

  履修登録をしていない学生の聴講もできます。 

就職・採用活動全般に関わる状況及び，理学各分野と密接な関係を持つ企業等で 

活躍されている講師による講演です。必ず聴講して下さい。 

 

日 程         担 当  

9 月 25 日 髙宮理学部長   [注意] 13：00～14：30 全学教育棟Ｃ301 

10 月 9 日 （株）地域経済センター 取締役就職情報部長  秋田  重典 様 

10 月 16 日 （株）地域経済センター 取締役就職情報部長  秋田  重典 様 

10 月 30 日 （株）同仁化学研究所    顧問                  佐々本  一美 様 

11 月 13 日 西日本技術開発（株)  調査解析部長      西園  幸久 様 

11 月 27 日 （株）野田市電子   代表取締役社長     野田  三郎 様 

12 月 4 日 富士通（株）未来医療開発センター エグゼクティブリサーチャー 

      熊本大学名誉フェロー                     門岡  良昌 様   

12 月 11 日 （一財）化学及血清療法研究所 医薬安全管理部長 上野 哲郎 様 

 

                 平成２７年８月２４日 

                   理学部教務委員会 

日時 場所 ガイダンス内容 
H25 年 5 月 24 日（金） 
16：10~17：40 

工学部 2 号館 
223 講義室 

理学部 3 年生、M1 全員必参加 
就職ガイダンス 就活をはじめる前に！ 

H25 年 6 月 21 日（金） 
午後 6 時より 

理学部 
D-201 教室 

熊本経済就職セミナー 

H25 年 10 月 11 日（金） 
16：10～17：30 

工学部 2 号館 
223 教室 

理学部 3 年生・M1 全員必参加 
就職ガイダンス 就活を始める前に！ 

H25 年 11 月 8 日（金） 
14：30～16：00 

理学部 1 階 
C-122 教室 

理学部・工学部 B3 M1 対象 就職ガイダンス 
理工系学生のための就活応援講座 

 
理学部 HP  http://www.sci.kumamoto-u.ac.jp/career/index2.html （理学部教務担当）
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（資料・２－２－３）４年生アンケート結果 C3，C4 

 

 

 

 

（出典：理学部理学科４年生アンケートの集計と分析（2014 年度卒業生） 
（平成 27年７月作成資料）） 
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（資料・２－２－４）進学率、就職率（就職者数／卒業生数）、就職希望者の就職率（就職

者数／就職希望者数） 

 

 

 

 

（出典：熊大データ集を基に作成（平成 27年 10 月作成資料）） 

 

（資料・２－２－５）理学部卒業生進路調査結果（平成 22～27 年度） 

 

 

進学率（H21～27年度）

平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

卒業生数 188 180 193 181 172 182 185

進学者 115 101 104 102 100 100 108

進学率 61.2% 56.1% 53.9% 56.4% 58.1% 54.9% 58.4%

就職率（H21～27年度）

平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

卒業生数 188 180 193 181 172 182 185

就職者 58 53 59 54 48 70 66

就職率 30.9% 29.4% 30.6% 29.8% 27.9% 38.5% 35.7%

就職希望者の就職率（H21～27年度）

平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

就職
希望者数

61 66 75 67 57 74 68

就職者 58 53 59 54 48 70 66

就職率 95.1% 80.3% 78.7% 80.6% 84.2% 94.6% 97.1%
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（資料・２－２－５）理学部卒業生進路調査結果（平成 22～27 年度）（続き） 

 

 

 

（出典：理学部教務担当資料を基に作成（平成 28年 4 月作成資料）） 
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（資料・２－２－６）本学のステークホルダーに対するアンケート調査（平成 24年度実施） 

（出典：ステークホルダーに対するアンケート調査結果報告書） 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 進学率及び就職先分野から、スペシャリストとジェネラリストの育成という

本学部が掲げる教育目標を達成している。また、情報・金融を含む総合職への就職者も多く、

自然科学に関する幅広い知識を有機的に結び付け、直面する問題を解決する能力の涵養も

できていると判断する。また、独自のキャリア科目（理学概論）の開講や就職説明会が好評

である。このように、人材育成に関して想定する関係者の期待を上回ると判断した。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 

第２期中期目標期間内では、アドミッションポリシーに則した入試方法への変更（前掲資

料・１－１－７、p８）、卒業生の質保証の観点からの改革実施（前掲資料・１－１－13、p12）

など、多くの改善を行っている。例えば、推薦入試を廃止し、入学試験（前期日程）に英語

を課すなどの入学者選抜の変更や、以下のようなカリキュラムの改善などが挙げられ、重要

な質の変化が認められる。 

平成 21 年度末、一学科制に移行後の学生が初めて修士課程を修了したが、この際に６年

一貫教育の見直しを行い、理学修士像と理学士像を明確にした。それに基づき各分野の教育

プログラムを構築している点は大きな特徴であり強みでもある。更に２年次までの共通教

育における前期学士力とその後の各コースでの教育における後期学士力を区別し、それぞ

れに教育の目的・目標を設定することで到達度の検証と見直しが迅速かつ柔軟にできる体

制を取っている。一括入試による学生選抜と定員を設けない自己実現型コース選択に基づ

く一学科制の優れた点に加え、次に挙げる改善も質の向上に特に繋がった。 

進級基準や卒業研究の着手要件を厳格化し卒業生の質保証に重点を置いたカリキュラム

改革を行った。また、卒業年限を６年に短縮したことに対応するため、成績不振者に対し

て学部長面談を行い、問題の把握と対策を図るなどきめ細かい指導体制をとっている。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 

 第１期の状況に比べて、卒業研究の必修化や卒業研究着手要件の厳格化により学力があ

る程度ないと卒業研究に着手できないように教育のレベルを上げたが（前掲資料・１－２－

３、p17）、卒業率に変化はない（前掲資料・２－１－２、p44）。第１期の時には系統的な調

査を行っていなかった英語力に関しても入学者の TOEIC-IP スコアが向上し（前掲資料・１

－１－８、p９）、入試科目に英語を課したことも要因と考えられる。入学時に比べ２年次の

TOEIC 平均点が 40 点上昇しており（2013 年度入学者）、大学での理系英語の成果が上がっ

ている。卒業後は、50％以上の進学率を維持していると同時に、就職では幅広い分野からの

ニーズがあり多様な業種に就いている（前掲資料・２－２－５、p52）。さらに平成 24 年度

から行っている JRF の学生が海外留学や飛び入学を果たし、底上げと同時に優秀な学生を

輩出している。 
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Ⅰ 工学部の教育目的と特徴 
 

工学部では、社会と科学技術の関わりについての幅広い見識と豊かな専門知識を備え、人

間社会と地球環境との共生の実現を常に指向しながら、社会の持続的発展を技術面から支

える、人間性豊かな人材を育成することを教育の理念とし、その実現のために以下の教育目

的を設定している。 

１）多面的に物事を考える能力と素養を持つ人材を育成する。 

２）科学技術の在り方に関し、技術者としての倫理的判断力を備えた人材を育成する。 

３）技術者として必要な一般的及び専門的基礎学力を備えている人材を育成する。 

４）コミュニケ－ション力、情報システム技術活用能力、論理的思考能力、問題発見･

解決能力を備えた人材を育成する。 

５）学習した知識･技能･思考力を総合的に活用し、それらを新たな課題に適用し、解決

することができる創造性豊かな人材を育成する。 

 以上の教育目的を実現するために、教育目標を設定している（資料・１－１－１）。 

 

 

これらの教育目標は、日本技術者教育認定機構（JABEE: Japan Accreditation Board for 

Engineering Education）や ISO14001 の認定のための学習･教育目標と合致している。これ

らの第三者機関による教育プログラムの認定審査の受審を組織的に推進しており、平成 14

年以降、７学科中６学科が継続的に受審し、認定を受けているのが特徴である。 

さらに、「熊本大学工学部・大学院自然科学研究科工学系のミッションの再定義－過去･現

在、そして未来へ」では、工学部の人材育成、およびそのための教育に関するミッションを

（資料・１－１－１）工学部の教育目的及び目標 

（出典：学生便覧 2015 年度熊本大学工学部 p.２） 
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以下としている（資料・１－１－２）。 

１）では教育の国際標準を保証する JABEE 認定審査の継続的受審やグロ－バルリーダー

コースの設置、理数学生（平成 26年度からグロ－バル人材に変更）応援プログラムの運用

を行った。２）では平成 23 年以降、革新ものづくり教育センタ－（平成 27年７月からグロ

－バルものづくり教育センタ－に改組）でのものづくり教育プログラムの開発などを行っ

てきた。現在、グロ－バル人材基礎教育センタ－の設置、クォーター制の導入に対応した学

部から大学院博士前期課程までの６年一貫カリキュラムの設計など、継続的な PDCA（Plan、

Do、Check、Action）活動を行っている。 

 

 

  

（資料・１－１－２）工学部・大学院自然科学研究科工学系
のミッションの再定義 － 過去･現在そして未来へ 

教育に関するミッション 

１）国際的な視野に立つ幅広い知識と柔軟な応用能力を持つことのできる教育を実施し、高

級技術者の育成を行うとの教育方針の下、地域と国際社会に貢献する指導的役割を担

う高度な技術者および研究能力を有する先導的な人材育成の役割を果たす。 

２）学部を超え、大学を超え、国を超えたものづくりの協働教育や、大学院における授業の

全面英語化を取り入れた国際共同教育などの特色ある教育や国際的通用性のある認定

プログラムを積極的に推進してきた実績を活かし、６年一貫教育をベ－スにしてグロ

－バルに活躍できる工学系人材を育成する学部・大学院教育の構築を目指すとともに、

社会のニ－ズに対応した教育プログラムの開発・改善・充実を図る。 

 
（出典：工学部・大学院自然科学研究科工学系のミッションの再定義冊子資料） 
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[想定する関係者とその期待] 

 

工学部の教育の成果を享受する関係者は、受験生、在学生、一般市民や社会、教職員など

と想定される。 
 受験生および在学生は、上記の教育目標に沿った教育プログラムによって教育目的が達

成され、卒業時には社会で活躍するために必要な教養と技術を修得していることを期待し

ている。一般市民や社会は、工学部卒業生が修得した技術や能力を国民の幸福・福祉の向上、

自然環境の保全、国際交流の活発化などの面で発揮してくれることを期待していると考え

られる。教職員は、社会の要求や学生からの要望に基づいて、提供するプログラムが工学部

や各学科の教育目標に合致しているかを常に点検・評価しながら、教育の内容や方法を改善

することを求めている。 
 



熊本大学工学部 分析項目Ⅰ 

－8－5－ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

 

教員組織編成や教育体制の工夫とその効果 

 工学部は７学科、３附属施設、１寄附講座、技術部で構成され、平成 18年度以降、工学

部の教育は大学院自然科学研究科博士後期課程講座所属の教員の兼担で実施している。 

教育の実施体制としては、教育の実行を教務委員会とそれぞれの学科が、評価を授業改善

FD 委員会と JABEE 運営 WG が、計画と改善を教務、授業改善 FD 、入試実施、学生支援、広

報、就職連絡会議の各委員長と工学部における教育に関する最高決定機関である教育委員

会が行っている（資料・２－１－１）。これによって教育改善のための PDCA は確実に実行さ

れている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

（資料・２－１－１）工学部各種委員会名簿 

注：名前、電話番号などは削除している 

（出典：自然科学系事務ユニット作成資料） 
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実験や演習科目では大学院生を TA として雇用しており、平成 21 年度以降、TA の総時間

数、採用人数ともに増加させ、教育内容の理解・習熟を図っている（資料・２－１－２）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様な教員の確保の状況とその効果 

多様な教育能力を持った教員を確保するために、（資料・２－１－３）のような採用方法

を採用している。 

採用された教員は全て公募による採用であり、教授数の減少に合わせた准教授数の増加

や女性教員数の純増、特に上記２）による採用、教員が取得している学位以外の公的資格の

増加・多様化などの成果が上がっている（資料・２－１－４）。グロ－バルものづくり教育

センタ－の教育プログラムでは、ものづくり早期体験型実験･演習科目、ものづくり展開力

のための実習･演習科目など、特色のあるものづくり教育プログラムが開発・実施されてい

る。また、平成 24年度以降、３名の外国人教員を採用した。 

 

 

（資料・２－１－４）教員の構成 

 教授 准教授 助教 内、女性教員 学位以外の公的資格 

平成 21 年度 68 53 (4) 34 ４（0） 
一級建築士、第１級無線技士、

気象予報士、第１種情報処理技

術者、管理技術者資格、CAD 利

用技術者２級、水質関係第一種

公害防止管理者国家試験合格 

他 

平成 22 年度 72 52 (4) 32 ５（1） 

平成 23 年度 69 54 (3) 30 ７（4） 

平成 24 年度 62 55 (3) 31 ８（6） 

平成 25 年度 60 59 (3) 27 10（6） 

平成 26 年度 60 57 (3) 26 11（8） 

平成 27 年度 58 62 (2) 24 11（8） 

注１：准教授は( )内の講師数を含む 

注２：女性教員のうち、（ ）内の数字は「バッファリングによる女性研究者養成の加

速」事業による採用者数 

（出典：自然科学系事務ユニット作成資料） 

（資料・２－１－２）TAの総時間数と採用人数 
年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

総時間数(時間) 13,193 13,282 15,336 15,817 14,639 15,971 15,805 

採用人数 335 338 331 353 341 384 401 

 （出典：自然科学系事務ユニット作成資料） 
 

１）公募による教員募集 

２）文部科学省科学技術振興調整費女性研究者養成システム改革加速プログラム「バッファリングに

よる女性研究者養成の加速（熊本大学）」による女性に限定した教員公募 

３）応募資格に「国際的に活躍できる英語でのコミュニケ－ション力を有する」とした海外滞在経験

者の優遇 

４）レフリ－付き専門論文や国際会議論文などの論文だけでなく、著書、作品、実務で従事したプロ

ジェクトや作品、特許などの多様な業績の評価 

５）学位以外の公的資格取得者の評価 

（資料・２－１－３）教員の採用基準 

（出典：自然科学系事務ユニット作成資料） 
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入学者選抜方法の工夫とその効果 

 入学者選抜には推薦入試Ⅰ、推薦入試Ⅱ、理数大好き入試（平成 26 年度入試で終了）、一

般入試前期、一般入試後期、帰国子女入試、私費外国人留学生入試があり、全ての試験は入

試実施委員会、教務委員会などが連携して公正かつ厳格に実施されている。これらの入学者

の選抜方法についての情報は、工学部受験ガイドブック（資料・２－１－５）などで公開す

ると同時に、工学部説明会や高校訪問、研究室公開などで説明している（資料・２－１－６）。 

 

 

 入学者の選抜方法として特記すべきことは、①理数大好き入試と②機械システム工学科

の女子枠（推薦入試Ⅰ）である。①は、優秀な理数系に強い高校生を発掘するとともに、特

別プログラムを提供して、グロ－バル化や国際化にも通用する研究者・技術者を育てること

を目的としている。募集人数は各学科若干名（１～２名）であり、平成 22年度の試行で６

名が合格した。以降、資料・２－１－７のように、受験者数と合格者数ともにほぼ一定で、

理数大好き入試が定着してきた。これらの学生の大半が本プログラムの趣旨を満足する優

秀な成績で進級し、これまでに２名が３年生から大学院へ飛び級を果たした。 

 

（資料・２－１－７）理数大好き入試の受験者数と合格者数 

年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

合格者数 7 5 5 5 

受験者数 22 13 17 14 

注）合格者には２年次に一般から本プログラムへの転入者を含む 

（出典：自然科学系事務ユニット作成資料） 

 

  

②は、機械系分野では女性技術者の育成が急務となっており、その要請に応えるために、

（資料・２－１－５）工学部受験
ガイドブック 

（出典：平成 27 年度工学部受験ガイ
ドブック） 

（資料・２－１－６）平成 25年度 
熊本大学オ－プンキャンパス 

（出典：平成 25 年度熊本大学工学部
研究室公開資料） 
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機械システム工学科で平成 23 年度から開始した。平成 23 年度以降の受験者数と合格者数

について、定員は５名であり、この制度を始めた直後の受験生は多かったが、時間が経過す

るとともに減少している（資料・２－１－８）。 

 

（資料・２－１－８）機械システム工学科の女子高校生を対象とした推薦入試 Iの受験者

数と合格者数 

年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

合格者数 7 5 5 5 4 

受験者数 22 13 17 11 8 

（出典：自然科学系事務ユニット作成資料） 

 

その他、３年次への編入学制度（定員 35）の充実を図っている。また、国際編入学制度で

ある山東大学からの秋季編入学制度では、編入生と受け入れ学科の数も経年的に増加して

おり、学部の国際化･グロ－バル化に貢献している（資料・２－１－９）。平成 24年度生２

名は共に優秀であり、内１名が本学大学院に推薦制度で進学した。平成 25年度生１名も推

薦制度で本学の大学院に進学が決定している。 

平成 25 年度からはマレ－シア JAD（Japanese Associate Degree）プログラム修了生を対

象とした春季編入学制度を開始し、機械システム工学科へ１名の編入学生を受け入れた。当

該学生は成績優秀であり、推薦制度で平成 28 年度に本学大学院に進学が決定している。 

 

 

教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制の整備とその効果 

 教員の FD 活動として、１）工学部優秀教育者表彰の継続的実施、２）学生･教員相互触発

型授業の検討会の新規開催（資料・２－１－10）、３）授業参観の新規開催（資料・２－１

－11）、４）５大学連携教育シンポジウム（資料・２－１－12）の継続開催、５）Blended 

Learning 勉強会シリ－ズ（資料・２－１－13）、６）教員の教育の国際化推進のための FD研

修への参加促進（資料・２－１－14）、７）職員への実用英語 e－learning ライセンスの提

供を行っている。 

これらのうち、２）は、教員と学生が授業改善について一緒に討議するものである。また、

５）は、それを用いた教育の有効性や効率性を理解してもらうこと、Moodle などを利用す

る際の業務支援策を探ることを目的として、平成 25 年度より開始した。６）は、アルバ－

タ大学やカリフォルニア州立大学での英語による教授法の研修であり、平成 22年以降、の

教員を継続的に派遣している（資料・２－１－15）。 

工学部学生の実践英語の運用能力を向上させるために導入した英語 e－learning 教材

1,000 ライセンスの残りを本学の職員へ提供している。平成 25 年以降、延べ 188 人の職員

（資料・２－１－９）秋季編入学生および春季編入学生の推移 

編入学制度 学科 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

国際秋季編入学 
山東大学(中国) 

物質生命 0 0 0 0 

マテリアル 0 0 2 2 

機械システム 0 1 1 0 

建築 0 0 0 0 

社会環境 0 0 1 1 

情報電気電子 2 0 1 3 

数理 0 0 0 1 

小計 2 1 5 7 

国際春季編入学 
MJHEP（マレ－シ

ア） 

機械システム  1 2 

情報電気電子  0 1 

小計   1 3 

合 計 2 1 6 10 

（出典：平成 27 年 10 月学務ユニット作成資料） 
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が活用し、職員の英語能力向上にも貢献している。 

 

  （資料・２－１－10）第 12 回優秀教育者表彰
式および第 16 回学生・教員相互触発型授
業の検討会ポスタ－ 

（出典：平成 25 年度工学部授業改善・FD 委
員会 検討会ポスタ－） 

（資料・２－１－11）FD 活動としての「授
業参観」の取り組みへのお願い 

（出典：2013/08/09 FD 活動としての授業 
参観のへの取り組みへのお願いメ－ル） 

（資料・２－１－12）五大学連携教育シンポ
ジウムポスタ－ 

（資料・２－１－13）Blended Learning 勉強
会シリーズ１～e ラ－ニング活用による
教授法の再構築～ 

（出典：平成 26 年度 Blended Learning
勉強会ポスタ－） 

（出典：平成 26 年度五大学連携教育シンポ
ジウムポスタ－） 
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派遣・ 

参加人数 
派遣先・企画 

平成 22 年度 9 
カナダ･アルバ－タ大学やアメリカ・カリフォルニア州立大学フラトン校で

の英語による教授法の研修  
平成 23 年度 5 

平成 24 年度 6 

カナダ・アルバ－タ大学から講師を招聘した集中研修 

平成 25 年度 13 

平成 26 年度 3 
カナダ･アルバ－タ大学やアメリカ・カリフォルニア州立大学フラトン校で

の英語による教授法の研修  
平成 27 年度 2 

 

（資料・２－１－14）平成 25 年度熊本大学「教育の国際化推進のための FD 研修」募集
要領 

（出典：平成 25 年度熊本大学「教育の国際化推進のための FD 研究会」募集要領） 

（資料・２－１－15）教員の教育の国際化推進のための FD研修 

（出典：自然科学系事務ユニット作成資料） 
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(水準) 期待される水準を上回る 

 

(判断理由)  工学部７学科のうち５学科で日本技術者教育認定機構（JABEE: Japan 

Accreditation Board for Engineering Education）が認定した組織と実施体制で教育を実

施しており、物質生命化学科では ISO14001 を組み込んだ教育を実施している。教員採用に

おいては、多様な能力を持った教員を確保する仕組みが整備され、女性や外国人教員数の拡

大などを着実に実現してきた。入学者選抜には多様な選抜方法を導入し、それぞれの趣旨に

対応した教育プログラムを整備して教育を実践している。また、教員の教育力向上、職員の

専門性向上のための FD体制を整備し、実際に運用することによって、継続的に教育の質の

改善･向上を図っている。 

以上より、本学部の教育実施体制は想定する関係者から期待される水準を上回ると判断

する。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

 

体系的な教育課程の編成状況 

５学科の教育プログラムが JABEE によって、2002 年以降、継続認定を受けている。 

各学科とも JABEE の基準に従ってカリキュラムを設定し、それを基に各科目のシラバス

を適切に作成し、学生自身にも学習･教育目標に対す自身の達成状況を継続的に点検させる

仕組みを導入している。学習・教育目標は本学の学士課程教育に期待される学習成果に対応

している。これらは、教養教育の案内（資料・２－１－16）、学生便覧（資料・２－１－17）、

各学科の手引きなどに公表されている。 

 

 

 

  

（資料・２－１－16）教養教育の案内 （資料・２－１－17）学生便覧（抜粋） 

（出典：2014 年度学生便覧） （出典：2015 年度教育の案内） 
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社会や学生のニ－ズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

 工学部卒業生に対して実施している工学部卒業生に関するアンケ－トがある（資料・２－

１－18）。アンケ－トの分析結果より、実践力やコミュニケ－ション力、倫理観の不足が明

らかになり、エンジニアリング・デザイン教育プログラムの開発、工学英語の新規導入、工

学倫理教育の充実などを実施した。 

 また、インタ－ンシップ科目の充実、企業の最前線で活躍する技術者による特別講演会の

実施、エンジニアリング・デザイン教育プログラムの開発など、社会のニ－ズに対応したプ

ログラムを工夫している。これらの活動については、工学部附属グロ－バルものづくり教育

センタ－年次報告書に公開されている。 

 

 

 

国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

７学科中５学科が JABEE の認定を受けており、国際通用性のある教育プログラムが実施

されている。この他に、理系英語や工学英語の開講、課外の英語学習コ－ス EEC（Evening 

English Class）を開設している。また、ICAST（International Student Conference on 

Advanced Science and Technology）や３大学ワ－クショップ（中国山東大学・韓国亜洲大

学・熊本大学）への参加、国際ジョイントセミナ－への学部生の派遣など、国際通用性のあ

る人材育成を行っている。 

英語教育として、２年次に理系英語 C－３、C－４を開講し、３年次に e－learning シス

テムを活用した実践英語力の向上を目的とする工学英語 I、IIを開講している。並行して、

入学時から３年後期までの全ての学期末に TOEIC－IP 試験を受験させるシステムを構築し、

学生自ら英語能力の推移を時系列で評価できるようにした（資料・２－１－19）。入学年度

が異なる学生の１年次後期のスコアの平均値の差を検定したところ、物質生命化学科や社

会環境工学科、マテリアル工学科などではスコアの改善が見られた（資料・２－１－20）。 

（資料・２－１－18）工学部の卒業生に関する
アンケ－ト（平成 24 年時実施） 

（出典：工学部卒業生アンケ－ト）
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EEC では、実践英語能力向上のモチベ－ションが高い学生約 80 名を対象に、ネイティブ

教員による８つのクラスを設けている（資料・２－１－21）。 

 

 

 

（資料・２－１－20）入学年度が異なる学生の TOEIC－IP スコアの平均値の差

の検定 

 

      入学年度 

学科 
H25 と H26 H25 と H27 H26 と H27 

物質生命化学 0.77 2.10** 2.73** 

マテリアル工学 0.31 1.10 1.41* 

機械システム工学 0.98 1.20 0.22 

社会環境工学 2.13** 2.98** 0.75 

建築 0.17 0.42 0.57 

情報電気電子工学 1.29 0.69 0.59 

数理工学 0.78 0.39 0.25 

注：**、* は統計的に有意な差があることを示す 

（出典：工学部教育委員会資料） 

 

（資料・２－１－19 TOEIC－IP 試験実施要領 

（出典：工学部 TOEIC－IP 試験実施要領）
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養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

 理数学生応援プログラム、新入生基礎学力テストとステップアップコースの実施、学士課

程教育プログラムの検証がある。 

理数学生応援プロジェクトは、平成 21 年度文部科学省理数学生応援プロジェクト理数学

生育成支援事業に採択されたもので、理数分野に強く、国際的に活躍できる人材の育成を目

的とした特別教育プログラムである（資料・２－１－22）。本プログラムは平成 26年度入学

試験をもって終了し、以後はグロ－バル人材応援プログラムに名称を変更すると同時に、プ

ログラムを改訂して２年次からの転入によって人材を確保している。平成 27 年度は９人の

転入があった。 

新入生基礎学力テストは、新入生の理数分野の基礎能力を把握し、かつ高大接続補習教育

を行う必要がある学生を識別するための物理・化学・数学の基礎学力テストである。大学の

授業を理解する上で学力が不足していると判断された学生には、４月～６月の放課後にス

テップアップコースを実施して、弱点を強化している（資料・２－１－23）。 

（資料・２－１－21）平成 25年度後期
Evening English Class 募集要項 

（出典：平成 25 年度後期 Evening 
English Class 募集要項） 
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（資料・２－１－22）理数学生応援プロジェク
ト理数学生育成支援事業採択大学の取組 

（出典：理数学生応援プロジェクト理数学生
育成支援事業採択大学の取組） 

（資料・２－１－23）基礎学力テスト実施要領とステップアップコースの実施要領 

（出典：グロ－バル人材基礎教育センタ－専門委員会資料）
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学生の主体的な学習を促すための取組 

 夢科学探検やもの・クリ CHALLENGE など、学生が企画して実施する自主的な活動を通じ

て、主体的な学習を促す取り組みを行っている。 

 夢科学探検では、研究室一般公開や建築展、社会基盤計画企画案発表会などを行っている

（資料・２－１－24）。学生が行っている研究や実験、エンジニア・デザイン教育の演習の

成果をポスタ－や模型などを用いてわかりやすく説明することは、学習した成果を再認識

する良い機会であり、学生の主体性の育成に貢献している。工学部附属グロ－バルものづく

り教育センタ－が毎年主催するもの・クリ CHALLENGE は、テ－マ決めから製作、発表までを

自主学習体験させ、「ものづくり」、「想像力啓発」の成果のコンテストを行うものである（資

料・２－１－25）。１年生から４年生までの学生が自由に応募でき、学生の自主学習意欲の

促進を図っている。 

 その他、各学科は JABEE の基準に基づき独自に学生に学習・教育目標の達成度を継続的に

確認させることによって、自主的な学習を促す取り組みを行っている（資料・２－１－26）。 

 

 

 

 

 

 

  

（資料・２－１－24）平成 25年度夢科
学探検パンフレット 

（資料・２－１－25）平成 25年度もの
クリチャレンポスタ－ 

（出典：平成 25 年度夢科学探検パンフ
レット） 

（出典：平成 25 年度もの・クリ CHALLENGE
ポスタ－） 
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(水準) 期待される水準を上回る 

 

(判断理由) 体系的で国際通用性があり、かつ社会や学生のニーズに対応した教育プログ

ラムが適切に編成され、養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法により実施さ

れている。また、学生の主体的な学習を促すための取組が実施されている。これらは工学部

７学科のうち５学科で工学教育の第三者認証機関である JABEE（日本工学教育認定機構）の

認定を受けていること、物質生命化学科でも ISO14001 を組み込んだ独自の人材育成のため

の実施体制で教育プログラム（教育内容と教育方法を含む）の計画、実施、評価、改善を行

っていることからも明らかである。 

以上より、本学部の教育内容・方法は想定する関係者から期待される水準を上回ると判断

する。 

 

（資料・２－１－26）社会環境工学科の学生による
学習・教育目標の達成度チェックシステム 

（出典：平成 25 年度 JABEE 運営 WG資料）
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

 

履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

 学位授与方針の明確化のために、平成 24 年度より学生便覧に学位授与方針とカリキュラ

ム編成方針を示した（資料・２－２－１）。また、熊本大学学士課程教育に期待される学習

成果 7項目を工学部として達成すべき学習成果として明確化した。これらは JABEE の学習・

教育目標に対応したものとなっている。 

科目ごとの学習成果は GPA（Grade Point Average）による厳格な成績評価によって評価

されている。なお、最終学年終了時における各学科の GPA 値トップの学生を対象に、成績優

秀者表彰を行っている（資料・２－２－２）。 

（資料・２－２－２）に示すように、平成 21 年度には「確かな専門性」に分類される科

目の取得単位数が突出して多かったものの、平成 24 年度には「豊かな教養」や「汎用的な

知力」を含む科目の取得単位が増加するなど、バランスのとれた知識習得ができている。 

  

（資料・２－２－１）学生便覧 

（出典：平成 26 年度学生便覧） 
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（資料・２－２－３）成績優秀者表彰候補一覧 

（出典：平成 25 年度教授会資料）

平成 24 年度入学生 

平成 21 年度入学生 

（出典：熊本大学 eポ－トフォリオシステム） 

（資料・２－２－２）平成 21年度と平成 24年度入学者の学習成果 
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資格取得状況、学外の語学等の試験の結果、学生が受けた様々な賞の状況から判断される学

習成果の状況 

平成 22 年度から平成 26 年度に学部学生が研究発表や学習成果に対して受けた外部表彰

は経年的に増加し、６年間の総計は 112 人に上り、学部教育を通じて多くの優れた学習成果

が生み出されている（資料・２－２－４）。 

 資格取得状況については、社会環境工学科では、国家資格である技術士の平成 23年度ま

での取得者は 358 人にのぼる（資料・２－２－５）。また、建築学科では、毎年約 30名（学

生定員 56 名の 50％以上）の卒業生が一級建築士の資格を取得している（資料・２－２－

６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典：自然科学系事務ユニット作成資料） 

（資料・２－２－４）学部生の外部表彰数の推移 
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年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

取得者数 32 28 33 29 38 

（資料・２－２－５）自己点検書：熊本大学工学部社会環境工学科
社会環境工学プログラム引用裏付け資料１（２）－７ 蘇遙会
資格取得者数一覧 

（出典：2014 年社会環境工学プログラム JABEE 自己点検書）

（資料・２－２－６）一級建築士資格取得者数の推移 

（出典：建築学科からの提供デ－タを基に作成）
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学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケ－ト等の調査結果とその分析結果 

 学生の学業の成果の達成度や満足度を把握するために、工学部授業改善・FD 委員会で授

業アンケ－ト調査を実施しており、その詳細な結果は FD 活動報告書に公表されている（資

料・２－２－７）。授業評価に関する 13項目の質問に対する学生からの科目別の評価平均値

や標準偏差（資料・２－２－８）を全科目に対するそれらと比較したり、学生からのコメン

トを知ることにより、教員は学生からの評価を確認できる。また、教員は高い評価を得た科

目の授業参観をすることにより、授業方法の改善に役立てている。平成 27年度には全教員

がいずれかの授業を参観した。 

 

 

 

(水準) 期待される水準を上回る 
 

(判断理由) 学位授与方針を明確にし、その方針に基づいて授業が実施され、科目ごとに

GPA により厳格な成績評価が行われている。また、学生による授業アンケ－トから得られる

評価やコメント、高評価の授業への授業参観などによる授業改善を行っている。 

また、外部表彰数の増加や卒業後の技術士などの資格試験の取得状況から判断して、学業

の成果は上がっているといって良い。 

以上より、本学部の学業の成果は想定する関係者から期待される水準を上回ると判断す

る。 

 

  

（資料・２－２－８）授業アンケ－ト調査
質問と結果 

（資料・２－２－７）授業改善アンケ－ト
結果報告書 

（出典：平成 24 年度授業改善アンケ－ト
結果報告書） 

（出典：平成 27 年度授業改善アンケ－ト
調査を基に作成） 

Q1 授業の難易度はどうでしたか。(2.0，0.7) 
Q2 教員の声は聞き取りやすかったですか。(2.5，
0.7) 
Q3 授業の手段は有効でしたか。(2.0，0.7) 
Q4 教員との双方的なやりとりはどの程度行われ

ていましたか。(2.1，0.8) 
Q5 授業の目的はどの程度明示されていましたか。

(1.9，0.7) 
Q6 授業の目的をどの程度達成したと思いますか。

(2.0，0.7) 
Q7 1 週間当たり平均して、どの程度、授業時間外

の学習をしましたか。（3.1 時間） 
Q8 この授業はどの程度有意義でしたか。(2.0，0.7) 
Q9 この授業はシラバスに沿って行われましたか。

（はい＝9 割） 
Q10 意欲的に授業に取り組めましたか。（非常に意

欲的：7 割） 
Q11 授業内容に疑問が生じたとき、どのように対

処しましたか。（友達・友人に尋ねる：5 割） 
Q12 授業中、どのくらい集中できましたか。 
Q13 どの場所に座りましたか。（前方・中央：7 割） 

注）（ ）内の数値は回答の平均値や回答比率、または 5 点満点

評価点の（平均，標準偏差）を示す 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

 

進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の状況 

 学部生の大学院前期課程への進学割合は６割程度であり、残りが就職希望者であり、その

就職率は 95%程度である（資料・２－２－９）。 

卒業生の就職先は、産業別では製造業、鉱業・建設業、情報通信業、運輸業、公務員の順

に多く、専門性を活かすメ－カ－への就職割合が高い。地域別では、県内を含め九州が最も

多く、関東、関西、東海地方などの一流企業の技術力を支える中心的な人材として採用され

ている。このように、進路・就職状況は良好であり、卒業生の在学中の学業成果は社会から

の要請に合致するものである。 

 

 

 

在学中の学業の成果に関する卒業・修了生及び進路先・就職先等の関係者への意見聴取等の

結果とその分析結果 

全学の卒業生アンケ－トが卒業生の自己評価を調査している（資料・２－２－10）。一方、

工学部が独自に実施している卒業生に関するアンケ－ト（前掲資料・２－１－12、p12）で

は、卒業生に対する他者からの評価を行い、平成 24 年度以降は、リクル－タ－や卒業生に

インタビュ－する調査方法とした。 

 

（資料・２－２－９）工学部卒業生の就職・進学状況 

注：平成 27 年度については 2016 年 2 月末のデ－タであり、暫定的な数値である。 

 

（出典：キャリア支援ユニット資料より工学部教務作成資料）

男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計

A 卒業者数 465 81 546 470 70 540 482 83 565 486 73 559 447 90 537 478 94 572

B 就職希望者 161 50 211 158 42 200 172 40 212 158 35 193 121 50 171 152 58 210

C 就職者 156 48 204 152 39 191 158 39 197 149 34 183 118 49 167 147 56 203

D 就職率 96.9% 96.0% 96.7% 96.2% 92.9% 95.5% 91.9% 97.5% 92.9% 94.3% 97.1% 94.8% 97.5% 98.0% 97.7% 96.7% 96.6% 96.7%

E 進学者 289 28 317 287 25 312 284 31 315 309 33 342 315 38 353 309 33 342

F 公務員採用試験準備者 7 1 8 9 2 11 11 4 15 6 3 9 4 0 4 5 0 5

G 教員採用試験準備者 1 0 1 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2

H 就職活動継続者 4 2 6 5 2 7 14 1 15 9 1 10 3 1 4 3 2 5

I 専門学校・研究生等入学者 1 0 1 2 0 2 8 1 9 4 0 4 2 1 3 4 1 5

J その他 6 2 8 12 1 13 7 6 13 8 2 10 5 1 6 8 2 10

K 不明 1 0 1 2 0 2 0 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0

L 研修医 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― － － －

農・林・漁業・鉱業・建設業 16 6 22 35 10 45 30 6 36 16 5 21 20 15 35 17 8 25

製造業 55 18 73 51 15 66 46 7 53 59 7 66 42 12 54 52 20 72

電気・ガス・熱供給・水道業 6 0 6 4 0 4 8 1 9 5 0 5 1 3 4 3 0 3

情報通信業、運輸業 20 6 26 20 3 23 17 5 22 17 5 22 17 6 23 17 7 24

卸売業・小売業 1 2 3 0 1 1 5 1 6 5 2 7 2 1 3 4 0 4

金融業・保険業 1 4 5 2 1 3 5 2 7 4 4 8 4 6 10 3 3 6

不動産・飲食・宿泊業 2 0 2 0 0 0 3 4 7 5 0 5 0 0 0 0 0 0

医療、福祉 0 0 0 2 0 2 0 2 2 0 0 0 2 0 2 0 0 0

教育、学習支援業 3 3 6 2 1 3 4 1 5 2 1 3 0 0 0 2 1 3

サービス業 15 4 19 8 3 11 4 2 6 10 3 13 6 2 8 14 6 20

公務 35 5 40 28 5 33 36 7 43 26 7 33 23 4 27 34 10 44

その他 2 0 2 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 1 1 1 2

県内 39 18 57 42 17 59 22 14 36 30 9 39 22 14 36 26 17 43

九州 63 14 77 43 9 52 66 19 85 49 11 60 32 12 44 57 13 70

関西 11 2 13 14 4 18 19 2 21 12 4 16 10 3 13 10 3 13

東海 8 5 13 6 0 6 8 0 8 11 1 12 4 0 4 8 1 9

関東 32 6 38 42 9 51 38 3 41 40 9 49 42 19 61 36 19 55

その他 3 3 6 5 0 5 5 1 6 7 0 7 8 1 9 10 3 13

27年度

C
の
産
業
別
分
類

C
の
地
区
別
分
類

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
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平成 25 年度には 48 件の回答があった。卒業生への評価は、教養知識 3.7 点、専門知識

3.9 点、コミュニケ－ション能力 4.1 点、社会性 4.0 点（５．優れている～１．欠けている

の平均点）であり、教養知識に対する評価は中程度に留まっているものの、その他の項目は

概ね良好である。 

また、資料・２－２－11 の自由記述意見を参考に、グロ－バルものづくり教育センタ－

によるエンジニアリング・デザイン教育プログラムの開発、工学英語の導入、大学院教養科

目の開設などを第２期中に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料・２－２－10）卒業生アンケ－ト 

（出典：平成 24 年度熊本大学卒業生アンケ－ト） 

■卒業生への評価 
・コミュニケ－ション能力が他大学より劣っている 
・真面目すぎる 
・おとなしすぎる 
・自己表現が苦手 
■工学部教育に対する意見 
・即戦力育成のための座学、実践的カリキュラムが必要 
・社会性やコミュニケ－ション能力を育成する教育が必要 

（資料・２－２－11）工学部の卒業生に関するアンケ－トの自由記述

 

（出典：平成 25 年度工学部の卒業生に関するアンケ－ト）
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(水準) 期待される水準を上回る 

 

(判断理由) 学部卒業後の大学院への進学率は年度ごとに変動しているものの、例年６割

を維持している。就職率も毎年 95%と高水準にある。また、リクル－タ－や卒業生を対象と

した工学部の卒業生に関するアンケ－トでは、本学部卒業生の専門知識、コミュニケ－ショ

ン能力、社会性の評価点はそれぞれ 3.9、4.1、4.0 点（５．優れている～１．欠けているの

平均点）と高い評価が得られている。これらのことから判断して、在学中の学業の成果は上

がっていると言える。 

以上より、本学部の進路・就職の状況は想定する関係者から期待される水準を上回ると判

断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 

教員採用においては、学術的業績だけでなく、各種の資格や海外滞在経験のある教員や、

平成 22年度以降は文部科学省科学技術振興調整費女性研究者養成システム改革加速プログ

ラム「バッファリングによる女性研究者養成の加速」に従って女性教員を積極的に採用する

（前掲資料・２－１－４、p６）など、教育の実施体制は効果的、かつ多様なものとなって

きた。 

入学者選抜方法としては、通常の推薦入試や個別入試に加えて、国際編入学を含む３年次

編入試験制度の実施・拡充（前掲資料・２－１－９、p８）を行い、多様な学生の選抜を行

っている。また、教育の国際化推進のための FD研修や学生・教員相互触発型授業の検討会

（前掲資料・２－１－12～２－１－15、p９～10）など、多様な FD 活動を定期的に実施した

結果、教員の教育力、職員の専門性は向上してきている。 

 教育内容・教育方法については、教育プログラムが JABEE や ISO14001 の第三者機関審査

機関により、平成 22 年度以降継続認定されるなど、高い質が保証されている。 

 さらに、工学部附属グロ－バルものづくりセンタ－でのグロ－バルものづくり実践力の

協働教育事業（前掲資料・２－１－25、p17）や理数学生応援プロジェクト「高・大・大学

院連携型ステップ・アップ・プログラム」（前掲資料・２－１－22、p16）などの新たな教育

プログラムに取り組み、学生に対するエンジニアリング･デザイン力やグロ－バル性の強化

を図るための種々の教育活動を行ってきた。 

 以上より、本学部の教育活動において重要な質の変化があったと判断できる。 

 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 

在学生に対する授業改善アンケ－ト調査や卒業生に対する卒業生アンケ－ト調査により

教育成果の分析を行い、平成 21 年度入学生から平成 24 年度入学生への学部平均 GPA の改

善（前掲資料・２－２－２、p20）や外部表彰数の増加（前掲資料・２－２－４、p21）、専

門知識 3.9 点、コミュニケ－ション能力 4.1 点、社会性 4.0 点（５．優れている～１．欠け

ているの平均点）といった卒業生への高い評価といった教育成果が得られていることを明

らかにした。また、卒業生の高い大学院進学率や国家資格取得者の輩出などの成果が得られ

ている。さらに、６学科の教育プログラムが JABEE や ISO14001 などの第三者評価機関によ

る継続認定を受けることができた。これらの成果より、本学部の教育プログラムを修了した

卒業生の質の高さが保証され、設定した教育目標を達成する学習成果が上がっていると言

える。 

以上より、本学部の教育成果においても重要な質の変化があったと判断できる。 
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Ⅰ 自然科学研究科の教育目的と特徴 
 

１ 教育の目的 

 本研究科は、教育研究上の目的を「多様化する社会のニーズと学際的・融合的に進化す

る科学技術や学術研究に対して柔軟に対処し、堅実な基礎学力と広い分野にわたる応用能

力を備えた総合的・国際的視野を持つ実践的・創造的・国際的人材を育成することを目的

とし、国際的に魅力のある大学院を目指す」とし、この目的に沿った人材育成を効果的に

行うために、現在、博士前期課程９専攻と博士後期課程５専攻で構成されている。特徴と

しては、博士前期課程は学士課程と有機的に連携した構成とし、総合的視野のもとに問題

を解決し、広い分野で活躍することのできる高度専門職業人の育成を、博士後期課程にお

いては、学際的、総合的な研究能力と国際的視野を有する創造性豊かな研究者や高度専門

職業人の育成を目指している。 

 

２ 教育の特徴 

 専攻講座ごとに定められた教育目的に沿った専門科目群の配置に加えて、理学分野・工

学分野のミッションの再定義に掲げた「グローバルに活躍できる人材の育成」のために以

下の特徴的な教育プログラムを設定している。 

１）全専攻共通科目として Project-Based Learning(PBL)教育の一環であるプロジェクトゼ

ミナールを設け、学際的・融合的に進化する科学技術や学術研究に対して柔軟に対処でき

る能力を涵養している。 

２）総合科学技術共同教育センター（GJEC: Global Joint Education Center for Science 

and Technology）において、海外を含む学外機関と連携して教育・研究指導する体制を整

え、高度な異分野融合力を備えた人材育成のための基盤を構築している。 

３）GJEC に大学院教養教育科目を配置し、理学、工学の枠に縛られない多面的思考力を涵

養している。 

４）全て英語により教育・研究指導を行う国際共同教育プログラム（IJEP: International 

Joint Education Program for Science and Technology）を設置し、多くの留学生を受入

れると共に、日本人学生も留学生と交流することにより、国際人としての感性を涵養して

いる。 

５）起業家として必要な能力を備え、将来の研究開発リーダーとなり得る人材を育成する

ための Management of Technology（MOT）特別コースを設置している。 

６）グローバル COE「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」、「地下水リーダー育成国際

共同教育拠点」、「減災型地域社会のリーダー養成プログラム」により、創造性豊かな研究

者や環境リーダーを育成している。 

 博士前期課程及び後期課程の平成 22 年度から平成 27 年度までの６年間の平均収容定員

充足率は、それぞれ 115％と 127％で、ほぼ適正な範囲となっている（資料・１－１－20）。

過去６年間の標準修業年限における学位授与率は、博士前期課程が 91.0％、博士後期課程

が 60.4％である（資料・２－１－４）。就職率は、博士前期課程が 96.1％、博士後期課程

が 92.0％、就職先は博士前期課程で製造業が１位、博士後期課程で教育研究職が１位であ

る（資料・２－２－１、２－２－２）。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

１．留学生を含む在学生・受験生及びその家族：創造的な教育プログラムの提供、魅力的

な学生生活の支援、夢の実現へ向けた就職支援 

２．修了生、修了生の雇用者: 

（博士前期）確かな基礎学力を有し、熊本大学の特質を活かした実践的応用能力を有する

高度専門職業人の養成 

（博士後期）問題設定解決能力と国際的視野を持つ高度専門職業人、研究者の養成 

３．地域社会の関係者：地域の実情に通じた人材の養成



熊本大学自然科学研究科 分析項目Ⅰ 

9-3 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

 本研究科は、平成 21 年度段階で博士前期課程８専攻、 博士後期課程５専攻で構成され

ていた。平成 22年度に理学専攻数理科学コースと情報電気電子工学専攻応用数理分野を統

合して数学専攻を新設し、基礎・応用を兼ね備えた数学教育体制を整えた。平成 23年度に

は、理工融合型教育を目指した博士後期課程複合新領域科学専攻において連携講座以外の

３講座を１講座にし、「異分野融合実験」と「国際先導若手研究者合宿研修」を必修科目に

することで、分野横断的な先端技術を身につけた学生を輩出した。また、博士前期課程社

会環境工学専攻においても２コースを１コースに統合し、分野横断的な教育体制にした。

その結果、現在では、博士前期課程９専攻、博士後期課程５専攻で構成されている（資料・

１－１－１）。この他、総合科学技術共同教育センター（GJEC）において、海外を含む学外

機関から研究者等を招聘して協働で教育を行うことで（資料・１－１－２）柔軟で効果的

な教育体制を強化し、高度な異分野融合力を備えた人材の育成を行っている。また、平成

25 年度に減災型社会システム実践研究教育センターを設置し、減災型社会システムの構築

に資する人材の育成を行っている（資料・１－１－１、１－１－３）。 

 自然科学研究科における入試や教育等に関する審議は教授会及び代議員会で行ってきた

（資料・１－１－４、１－１－５）。これら審議事項の原案を作成する組織体として各種委

員会を設置し（資料・１－１－６）、それぞれの案件について審議・検討し、教授会および

代議員会に提案している。 

 研究指導教員数は、大学院設置基準を十分に満たしている(資料・１－１－７)。研究指

導に当たっては、主任指導教員に加え、少なくとも２人の教員を加えた複数教員での研究

指導体制を整えている（資料・１－１－８）。女性教員比率は、平成 21年度の 3.5％から平

成 27年５月１日現在で 8.4％に増加した（資料・１－１－９）。この増加に伴い、博士後期

課程入学者に占める女性の割合も増加していることから（資料・１－１－10）、女子学生が

進学しやすい環境が整いつつあると判断する。外国人教員数も平成 21 年度と比較して増え

ている（資料・１－１－11）。また、国内外から多くの非常勤講師を招いて学生の教育・研

究の協力を仰いでいる（資料・１－１－12）。このように、多様な教員を確保し、学生に幅

広い教育を提供している。 

 学生の募集に関しては、入学試験の案内を本学公式ウェブサイトで周知している（資料・

１－１－13）。また、留学生等を対象に 10 月入学のための入学試験を実施している（資料・

１－１－14）。入学試験に際しては、試験問題チェック体制、および「大学院入学試験のチ

ェックシート」による実施チェック体制を整えている（資料・１－１－15、１－１－16）。

講義・研究指導を全て英語で行う IJEP を設け、海外からの留学生受入れ体制を充実させて

いる（資料・１－１－17）。ダブルディグリープログラム（Double Degree Program: DDP）

も採用しており、この６年間で新たに８校と締結した（資料・１－１－18）。このように、

多様な学生受入体制を整えてきた。 

 入学者充足率、学生定員充足率は、平成 22 年度から 27 年度まで複合新領域科学専攻を

除いて充足している（資料・１－１－19、１－１－20）。複合新領域科学専攻で定員を満た

していない原因として、本専攻構成員の多くがパルスパワー科学研究所へ移籍したことが

挙げられる（資料・１－１－21）。IJEP に入学する留学生数は年々増加しており（資料・１

－１－22）、IJEP 以外の留学生も含めると在籍者数では毎年 100 名を越えている（資料・１

－１－23）。平成 23 年度には、DDP に初めて海外からの入学生を受入れ、平成 26 年度には

博士後期課程の日本人学生がこのプログラムに入学したことにより、このプログラムが実

質化した（資料・１－１－24）。社会人キャリアアップ教育を目的に社会人学生も数多く受

入れている（資料・１－１－25）。 

 教員の教育・研究指導のスキルアップを目的として、FD 講演会を開催している（資料・

１－１－26）。教員のアンケート結果から、教育・研究の改善に資するものであったことが

窺える（資料・１－１－27）。 



熊本大学自然科学研究科 分析項目Ⅰ 

9-4 

 履修登録者数 10名を越える科目については、学生による授業改善アンケートを実施して

いる（資料・１－１－28）。「授業の有意義度」に関する質問では、アンケートを開始した

平成 22 年度から有意義だったと回答する学生の割合が前学期、後学期ともに増加している

ことから（資料・１－１－29）、授業の改善が行われてきたことが窺える。 

 

（資料・１－１－１）平成 21年度と平成 27年度の自然科学研究科の専攻構成 

 

（出典：平成 21 年度と平成 27年度の自然科学研究科学生便覧を基に作成 

（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－１－２）総合科学技術共同教育センター（GJEC: Global Joint Education Center 

for Science and Technology） 

 

 

（出典：平成 27 年度自然科学研究科学生便覧より抜粋（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－１－３）減災型社会システム実践研究教育センターの理念と組織図 

 

 

（出典：減災型社会システム実践研究教育センター ウェブサイト 

[http://iresc.kumamoto-u.ac.jp/concept.html]より抜粋（平成27年10月14日付け資料）） 
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（資料・１－１－４）教授会での審議事項 

 

（出典：平成 26 年度以前の自然科学研究科教授会規則より抜粋 

（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

 

（資料・１－１－５）代議員会での審議事項 

 

（出典：平成 26 年度以前の自然科学研究科代議員会規則より抜粋 

（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－１－６）各種委員会と審議内容 

 

（出典：自然科学研究科各種委員会資料・を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

 

（資料・１－１－７）専任教員配置状況（平成 27年５月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自然科学研究科総務担当資料・および教務担当資料より抜粋 

（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－１－８）研究指導体制 

 

（出典：熊本大学大学院自然科学研究科規則より抜粋（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

 

（資料・１－１－９）女性教員比率の経年変化 

 

（出典：熊本大学データ集を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

 

（資料・１－１－10）博士後期課程に入学した学生に占める女性の割合 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 28年１月 11日付け資料）） 

 

 

（資料・１－１－11）外国人教員数の経年変化 

 

（出典：熊本大学データ集を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－１－12）平成 27年度非常勤講師任用 
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（出典：自然科学研究科人事担当資料を基に作成（平成 28年１月３日付け資料）） 
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（資料・１－１－13）入学試験案内 

 

（出典：本学公式ウェブサイト

[http://www.kumamoto-u.ac.jp/nyuushi/daigakuinnyushi/shizenkagaku]より抜粋 

（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－１－14）10 月入学募集要項 

 

（出典：本学公式ウェブサイト 

[http://www.kumamoto-u.ac.jp/nyuushi/daigakuinnyushi/shizenkagaku_file/h27shizen

kagaku4.pdf]より部分的に抜粋し作成（平成 28年１月１日付け資料）） 
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（資料・１－１－15）入学試験問題チェック体制 

 

 

（出典：自然科学研究科入試委員会資料・より抜粋（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－１－16）入学試験実施体制チェックシート 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋（平成 28 年１月５日付け資料）） 
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（資料・１－１－17）科学技術分野における国際共同教育プログラム 

 

（出典：自然科学研究科ウェブサイト 

[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/en/international_stud/international_joint.html

]より抜粋（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－１－18）ダブルディグリー合意文書締結校一覧 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 28年１月 12日付け資料）） 
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（資料・１－１－19）入学定員充足率 

 

（出典：自然科学研究科教授会資料を基に作成（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－１－20）学生収容定員充足率 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－１－21）複合新領域科学専攻における定員未充足の理由 

 

（出典：自然科学研究科教授会資料より抜粋（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－１－22）IJEP 入学者数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－１－23）留学生在籍者数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－１－24）ダブルディグリープログラム（DDP）入学者数・修了者数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 27年 12 月 26 日付け資料）） 

 

（資料・１－１－25）社会人学生数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－１－26）FD 講演会 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－１－27）FD 講演会に対する教員の声 

 

（出典：FD 講演会後に行ったアンケートの自由記述（自然科学研究科教務担当で保存）か

ら抜粋して作成（平成 28年１月 13日付け資料）） 

 

（資料・１－１－28）授業改善のアンケート実施要領 

 

（出典：教育会議で制定された「授業改善のためのアンケート実施要領」から抜粋して 

作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－１－29）授業改善アンケート結果 

 

（出典：平成 27 年度アンケート実施報告書（自然科学研究科）より抜粋して作成 

（平成 28年１月 13日付け資料）） 

 

(水準)  期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 各専攻の科目群に加えて、GJEC における学外機関との協働による講義・研究指

導体制、減災型社会システム実践研究教育センターにおける減災型社会システムの構築に

資する人材の育成、IJEP による全面英語による教育・研究指導体制等、多様な人材育成体

制を整えている。このような充実した教育体制を構築したことにより、入学者数も自然科

学研究科全体としては常に定員を充足し、かつ平成 21 年度に比べて多くの留学生を受入れ、

日本人学生も日々留学生と接することで国際的な感性を培う環境が整った。以上のことか

ら、ミッションの再定義に掲げた「グローバルに活躍できる人材の育成」を行う為の教育

実施体制が期待される水準を上回って構築されたと判断する。 

 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

 学位授与方針（資料・１－２－１）、及び学位審査基準（資料・１－２－２、１－２－３）

をウェブサイトに公表して学生に周知している。学位授与方針に沿った人材育成のために、

各専攻のコース・講座において教育目標を設定し、系統だった専門授業科目を配置し（資

料・１－２－４、１－２－５）、教育に当たっている。また、学生が学位を取得するまでの

ロードマップを学生便覧に掲載し周知している（資料・１－２－６、１－２－７）。 

 各専攻特有の科目群に加え、全専攻共通科目を開設している（資料・１－２－８、１－

２－９）。PBL 教育の一環であるプロジェクトゼミナールでは、27 のゼミナールを開設し（資

料・１－２－10）、博士後期課程学生は必ず１つを履修するように必修化している（資料・

１－２－９）。これらの科目群に加え GJEC では、海外を含む学外機関から研究者等を客員

教員として招聘し（前掲資料・１－１－12、p９）、分野横断型の講義を配置している。ま

た GJEC では、大学院教養教育科目を開設している（資料・１－２－11）。平成 25年度入学

者から博士前期課程の修了要件単位を 30 単位から 31 単位に増やし（資料・１－２－12）、

受講を強く指導したことにより、毎年多くの学生が受講している（資料・１－２－13）。更

に、グローバル COE「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」等の多様なプログラムを配

置して先導的な人材の育成を行っている（資料・１－２－14）。特に「地下水環境リーダー

育成国際共同教育拠点」では、水保全・管理技術を身につけた環境リーダーを育成した（資

料・１－２－15）。その他、他大学と単位互換協定を締結するなど（資料・１－２－16）、

多様化する情報社会において、学生が自ら必要とする科目群を受講できる体制を整えてい
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る。 

 英語での授業形態により全ての教育科目を３つのカテゴリに分類し（資料・１－２－17）、

時間割に記載して周知している。全てを英語で行うカテゴリⅢの科目を増やしたことが（資

料・１－２－18）、IJEP に入学する留学生の増加に繋がっている（前掲資料・１－１－22、

p15）。留学生が研究や生活面に不安がないようにチューター制度を導入するとともに（資

料・１－２－19）、留学生向けの英語でのアナウンスも行っている（資料・１－２－20）。

学生が主催する国際会議開催 (資料・１－２－21)や、留学生と日本人学生の交流の場（資

料・１－２－22）を設けることで、学生が主体的に国際交流活動をする機会を提供してい

る。このように、多くの留学生を受入れ、交流の場を整備することで、日本人学生も日々

留学生と接する機会が増え、このことにより日本人学生の国際的な感性が培われたことが

DDP への日本人学生入学に繋がった（前掲資料・１－１－24、p16）。 

 社会のニーズに対応した人材育成を行う MOT 特別教育コース（資料・１－２－14）では、

認定された単位が卒業要件に入らないにも関わらず多くの学生が受講している（資料・１

－２－23）。この他にも、教員によっては企業等と連携し、実社会に即した実践的な指導に

当たっているケースもある（資料・１－２－24）。  

 TA 制度や RA制度を活用し、より多くの学生に教育する側に立って物事を判断する訓練を

行う機会を提供している（資料・１－２－25、１－２－26）。 
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（資料・１－２－１）学位授与方針（博士後期課程理学専攻数理科学講座の例） 

 

（出典：本学公式ウェブサイト 

[http://www.kumamoto-u.ac.jp/kyouiku/curriculum/sizenkagaku/sizenkagaku-kouki/ri

gaku-suurikagaku]より抜粋（平成 28 年１月 19 日付け資料）） 
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（資料・１－２－２）自然科学研究科博士前期課程の学位審査基準 

 

（出典：自然科学研究科ウェブサイト 

 [http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/gakui/hyoka_kijun.html]より抜粋 

（平成 28年２月６日付け資料）） 
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（資料・１－２－３）自然科学研究科博士後期課程の学位審査基準 

 

 

（出典：自然科学研究科ウェブサイト 

 [http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/gakui/hyoka_kijun.html]より抜粋 

（平成 28年２月６日付け資料）） 
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（資料・１－２－４）教育目標と科目群（博士前期課程理学専攻生命科学コースの例） 

 

（出典：平成 27 年度自然科学研究科学生便覧を基に作成（平成 28 年１月 17 日付け資料）） 
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（資料・１－２－５）教育目標と科目群（博士後期課程理学専攻生命科学講座の例） 

 

（出典：平成 27 年度自然科学研究科学生便覧を基に作成（平成 28 年１月 18 日付け資料）） 
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（資料・１－２－６）ロードマップ（博士前期課程数学専攻基礎数理コースの例） 

 

（出典：平成 27 年度自然科学研究科学生便覧より抜粋（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－７）ロードマップ（博士後期課程理学専攻数理科学講座の例） 

 

（出典：平成 27 年度自然科学研究科学生便覧より抜粋（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－８）全専攻共通科目（博士前期課程） 

 

（出典：平成 27 年度自然科学研究科学生便覧より抜粋（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－２－９）全専攻共通科目（博士後期課程） 

 

（出典：平成 27 年度自然科学研究科学生便覧より抜粋（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－10）プロジェクトゼミナール一覧表 

 

（出典：平成 27 年度自然科学研究科学生便覧より抜粋（平成 27 年 12 月 26 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－11）GJEC 開講の全専攻共通科目 

 

（出典：平成 27 年度自然科学研究科学生便覧より抜粋（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－２－12）自然科学研究科における博士前期課程および博士後期課程の履修方

法および学位の授与 

 

（出典：熊本大学大学院自然科学研究科規則より抜粋（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－13）大学院教養教育科目の受講者数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 28年３月 13日付け資料）） 

 

（資料・１－２－14）自然科学研究科で行ってきた多様な教育プログラム 

 

（出典：自然科学研究科ウェブサイト（各プログラムのウェブサイトは図中に記載）の記

載事項を基に作成（平成 27 年 12 月 25 日付け資料）） 
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（資料・１－２－15）地下水環境リーダー育成国際共同教育拠点プログラム修了者数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 28年３月 13日付け資料）） 

 

（資料・１－２－16）６大学大学院研究科間での単位互換制度 

 

（出典：６大学大学院研究科単位互換制度協定書を基に作成 

（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－17）国際共同教育プログラム（IJEP）のための教育科目の講義形式によ

る分類 

 

（出典：自然科学研究科ウェブサイト 

[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/en/international_stud/international_joint 

.html]より抜粋（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－18）カテゴリⅢの科目数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－２－19）留学生へのチューター制度 

 

（出典：国際化推進センター資料より抜粋（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－20）留学生へのメールによるアナウンス 

 

（出典：自然科学研究科教務担当から平成 26 年８月 11日に配信されたメールを基に作成 

（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－２－21）学生が主催する国際会議（International Student Conference on 

Advanced Science and Technology：ICAST）のアナウンス 

 

（出典：自然科学研究科ウェブサイト 

[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/en/icast/callforpapers.html]より抜粋 

（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－22）日本人学生と留学生による自主的なセミナーを通した交流に関する

新聞記事 

 

（出典：熊本日日新聞[平成 26年４月 21日]より抜粋（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－２－23）MOT 特別教育コース受講者数及び修了者数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 28年３月 13日付け資料）） 

 

（資料・１－２－24）学外との共同で研究指導している例 

 

（出典：パルスパワー科学研究所 久保田弘教授の研究室の研究指導体制を引用 

（平成 24年 11 月 17 日付け資料）） 

 

（資料・１－２－25）TA の採用実績 

 

（出典：自然科学研究科人事担当資料を基に作成（平成 27年 10 月 14 日付け資料）） 
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（資料・１－２－26）RA の採用実績 

 

 

 

 

 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 28年３月 13日付け資料）） 

 

(水準)  期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 学位授与の方針に沿って各専攻で科目群を配置している他、プロジェクトゼミ

ナール等の全専攻共通科目、GJEC における学外機関との協働による教育・研究指導体制、

グローバル COE プログラム等の多様な教育プログラムの配置、他大学との単位互換制度、

および多くの非常勤講師による集中講義開講により、多様化する情報社会において、学生

が自ら必要とする科目群を受講できる体制を整え、自分の専門分野を俯瞰できる高度な異

分野融合力を備えた人材育成のための基盤が構築できていると判断する。IJEP では、全面

英語による教育・研究指導を行っている。英語により講義する専門教育科目数が増加して

いることもあり、留学生が安心して入学でき、また日本人学生も留学生との交流を通して

国際的感性を培っており、これが DDP への日本人学生の入学に繋がっている。ミッション

の再定義に掲げた「グローバルに活躍できる人材の育成」の観点からも、教育内容・方法

は期待される水準を上回っていると判断した。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

 単位取得状況は、全ての年度で高い割合を維持しており、学生は学力を適切に身につけ

ている（資料・２－１－１）。博士前期課程では、留年率・休学率が極めて低いが、博士後

期課程では、６年間の留年率の平均は 12.4％と平成 21 年度から改善されていない（資料・

２－１－２）。これは、博士号授与に対する厳格な成績評価のもたらす結果である。また、

休学率も高いが、これは社会人学生が業務繁忙で休学することが挙げられる。博士後期課

程における学位取得状況は、年度によって 69 人から 48 人と変動がある（資料・２－１－

３）。定員が 62 人であることから、入学者全員が学位を取得している訳ではないが、これ

は途中で職を得て退学して行くことが一番の原因である。修業年限内で学位を取得してい

る割合は、博士前期課程の場合、平成 22 年度から平成 27 年度の６年間の平均が 91.0％と

高いが、博士後期課程の場合、平均 60.4％と低い値である（資料・２－１－４）。しかし、

留年後および単位取得退学後での取得を加えるとほとんどの学生が学位を取得している。 

 会議での学生の発表件数、および論文の掲載数は毎年高い数を維持している（資料・２

－１－５）。（資料・２－１－６）に学生の受賞件数を、（資料・２－１－７）に具体的な受

賞名（授与団体名）の例を示している。主に学会等において優秀と評価された発表に対し

て授与されたものが多い。特に、受賞件数が平成 21 年度に比べ増加していることは特筆に

値する（資料・２－１－６）。 

 特筆すべきこととして、グローバル COE「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」（前

掲資料・１－２－14、p27）における教育に対し、優れた大学院教育に対して授与される

IEEE Kirchmayer Graduate Teaching Award が平成 25 年度に拠点リーダーである秋山教授

に授与されたことが挙げられる（資料・２－１－８）。 

 博士前期課程修了生へのアンケート調査（資料・２－１－９）によると、カリキュラム

や研究指導体制に対して満足したとする回答が平成 22 年度と比較し増加している。また、

専門科目以外の講義を受講したとする回答も多いことから、多様な科目群を用意した効果

があったと判断する。 
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（資料・２－１－１）単位取得状況 

 

（出典：学務情報システムのデータを基に作成（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 

 

 

（資料・２－１－２）留年・休学状況 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 28 年４月 21 日付け資料）） 
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（資料・２－１－３）学位取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 28 年３月 13 日付け資料）） 

 

（資料・２－１－４）修業年限内学位授与率（数値は％） 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料を基に作成（平成 28 年３月 13 日付け資料）） 
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（資料・２－１－５）学生の論文発表・学会発表件数 

 

 

 

 

 

 

（出典：熊本大学評価データーベースシステム（TSUBAKI）を各教員が確認し集計した結果

を基に作成（平成 28 年４月 25 日付け資料）） 

 

（資料・２－１－６）学生の受賞件数 

 

 

（出典：自然科学研究科総務担当資料を基に作成（平成 28 年３月 15 日付け資料）） 

 

（資料・２－１－７）学生の受賞名と授与学会・団体（平成 27 年度受賞分から一部抜粋） 

 

（出典：自然科学研究科教授会資料を基に作成（平成 28 年１月６日付け資料）） 
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（資料・２－１－８）大学院教育の国際評価 

 

（出典：グローバル COE「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」のウェブサイトに掲

載された News Letter [http://ppe.coe.kumamoto-u.ac.jp/ 

pdf/newsletter_no16_jp.pdf]より抜粋（平成 28 年１月 16 日付け資料）） 

 

（資料・２－１－９）博士前期課程学生の修了時に実施したアンケート結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフの右側の括弧内の数字は回答数を示している。 

 

（出典：平成 22 年度から平成 25 年度に理学専攻博士前期課程修了生に対して行ったアン

ケート結果から抜粋して作成（平成 27 年１月３日付け資料）） 
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(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 博士前期課程における修業年限内学位取得率は、平成 21 年度と比較して僅か

ではあるが増加している。博士後期課程においても、年度により多少の増減はあるが、平

成 21 年度を上回る年度が多かった。また、優秀な発表に対する受賞件数が増加しているこ

とは、期待される水準を上回ったと判断する根拠になる。特筆すべきは、グローバル COE

での教育が世界的に評価されたことが挙げられる。 

 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

 平成 22 年度から平成 27 年度までの平均就職率は、博士前期課程が 96.1％（資料・２－

２－１）、博士後期課程が 92.0％（資料・２－２－２）と高い値を維持している。 

 資料・２－２－１に示すように、博士前期課程の主な就職先は製造業が最も多く、大学

院で培った資質・能力を発揮できる職場に就職している。また、博士後期課程に進学する

学生も多い。一方、博士後期課程では、多くの学生が大学・企業の研究職に就いている（資

料・２－２－２〜２－２－４）。このことから、十分な資質を備えた研究者及び高度専門職

業人を養成できたと判断している。 
 平成 26 年度に実施した卒業生アンケート結果から、専門知識・技能、論理的思考力、課

題発見・対応能力、数的処理能力など自然科学の分野で必要となる能力を自然科学研究科

での教育により身につけたことが窺える（資料・２－２－５）。 

 地域別就職先としては、年度により違いはあるが、概ね 30％から 40％の学生が九州圏内

に就職しており、地域社会にも貢献している（資料・２－２－１、２－２－２）。 

 

 

（資料・２－２－１）博士前期課程修了後の進路状況 

 

（出典：熊本大学キャリア支援ユニットより資料提供（平成 28 年４月 21 日付け資料）） 
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（資料・２－２－２）博士後期課程修了後の進路状況 

 

（出典：熊本大学キャリア支援ユニットより資料提供（平成 28 年４月 21 日付け資料）） 

 

（資料・２－２－３）博士後期課程学生の就職状況をグラフ化した図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21〜27 年度進路支援委員会資料を基に、自然科学研究科で行った追跡調査 

結果を追記して作成（平成 28 年４月９日付け資料）） 
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（資料・２－２－４）主な就職先 

 

（出典：熊本大学キャリア支援ユニットより提供された資料を基に作成 
（平成 27 年 10 月 14 日付け資料）） 

 

（資料・２－２－５）平成 16 年度、平成 21 年度、平成 23 年度に熊本大学自然科学研究科

を修了した修了生に対して実施したアンケート結果 

各グラフの上に記載した能力をグラフの左側に記載したどのタイミングで身につけたか

に関する質問に対する回答結果 

（164 名の修了生からの回答。複数回答可としている。グラフの上の数字は回答数を示し

ている） 

（出典：平成 26 年度に全学 FD 委員会で実施したアンケート結果から抜粋して作成 

（平成 28 年１月３日付け資料）） 
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(水準)  期待される水準を上回る。 

 

(判断理由)ほとんどの学生が大学院で培った専門領域の知識・技術を十分に発揮できる職

場に就職している。特に博士後期課程学生の場合、就職難な状況にあって、ほとんどが大

学関係や企業の研究職に就いていることから、十分な資質を備えた研究者及び高度専門職

業人を養成したと判断する。また、大手・中央志向の現状にあっても九州圏内に就職する

学生が相対的に多いことから、地域への有能な人材の供給という観点からも「期待される

水準を上回る」と判断した。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 GJEC に大学院教養科目を配置し、博士前期課程での履修を強く指導するために修了要件

単位を 30 単位から 31 単位に増やした（前掲資料・１－２－12、p27）。第１期と比較して

多くの学生が大学院教養科目を受講していることから（前掲資料・１－２－13、p27）、学

際的領域を理解できる深奥な教養力を身につけさせ、多面的思考力を涵養する教育体制が

実質化した。また、全て英語で講義する専門科目数を平成 21 年度と比較して大幅に増やし

た（前掲資料・１－２－18、p28）。このことにより、IJEP やダブルディグリープログラム

等に入学する留学生が増え（前掲資料・１－１－22～１－１－24、p15～16）、留学生との

コミュニケーションを通して日本人学生の国際的感性を涵養する環境が充実した。ダブル

ディグリープログラムでは、締結した海外大学の数を平成 21 年度段階の３大学から平成

27 年度段階で 11 大学にした（前掲資料・１－１－18、p13）。海外協定校とダブルディグ

リー合意文書を締結するために、国際的に通用する質の高い教育プログラムを構築した。

平成 23 年度に協定校から初めてこのプログラムへの入学生を受入れた。その後、少しずつ

ではあるが入学生を受入れている。また、平成 26 年度と 27 年度には博士後期課程の日本

人学生がこのプログラムに入学したことにより（前掲資料・１－１－24、p16）、このプロ

グラムが実質化した。その他、グローバル COE「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」

や「地下水環境リーダー育成国際共同教育拠点」等の多様な教育プログラムを提供した（前

掲資料・１－２－14、p27）。特に、平成 22 年度から始まった「地下水環境リーダー育成国

際共同教育拠点」では、水保全・管理技術を身につけた環境リーダーを数多く育成した。

その中には、自国の水環境改善を目指して学んだ留学生も多数含まれ、国際貢献に資する

ものであった（前掲資料・１－２－15、p28）。以上のことから、「重要な質の変化があった」

と判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 単位修得率、留年・休学率、学位授与件数のどれも第１期中期目標期間終了時点と比較

して同等の値であった。標準年限学位取得率は僅かではあるが増加傾向にあった。優れた

発表に対して授与される賞の受賞件数が平成 21 年度に比べ増加している（前掲資料・２－

１－６、p36）。就職難の時代にあって、ほとんどの学生が職を得ることができ、中でも博

士後期課程学生は大学や企業の研究職に就いていることから（前掲資料・２－２－３、p39）、

十分な資質を備えた研究者及び高度専門職業人を養成していると判断している。グローバ

ル COE での教育成果が世界的に評価されたことは特筆に値する（前掲資料・２－１－８、

p37）。以上のことから、「重要な質の変化があった」と判断する。 
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Ⅰ 医学部の教育目的と特徴 
 

【目的】 

１ 医学部は、教育研究を通して得られた専門的な知識をそれぞれの学問分野の発展に資

すること、一般社会への情報提供、助言・指導等を通して分かりやすく還元することを目

的とするとともに、将来、医師・医療技術者として、専門分野の発展に寄与することがで

きる人材や専門的な知識を一般社会へ還元することができる人材の育成を目的とする。 

 

２ 医学科は、ミッションの再定義にしたがって、医学及び関連領域における社会的な使命

を強い倫理観をもって達成するために必要な科学的で独創性に富む思考力と人間性とを

涵養させつつ、医師に必要な基本的知識、技量を修得させ、生涯にわたって自己研鑽を積

むことのできる医師を育成することを目的とします。 
 
３ 保健学科は、ミッションの再定義にしたがって、生命や人間の尊厳に基づく心豊かな教

養及び高度な専門的知識・技術を備え、チーム医療のスタッフとして活動し、広く社会に

貢献できる資質の高い医療技術者を育成することを目的とします。 

 

【特徴】 

１ 医学部は、学士（医学）教育課程である６年制の医学科と学士（看護学・保健学）教育

課程である４年制の保健学科の２学科で構成され、医学科は 12学科目、保健学科は３専

攻からなる。（資料・１） 

 

２ 医学科は、将来国内外の医療を担う医師・医学研究者を養成することにある。医学科の

所定の課程を履修して取得できる資格は、医師国家試験受験資格であり、卒業後は全員が

医師国家試験を受験してその殆どが合格し、優秀な医師や医学者の道に進むことができ

る医学士の養成を実践している。 
 

３ 医学科は、講座がイコール学科目担当講座という制度から脱皮し、履修すべき教科目を

基に、複数の分野でも担当できる制度を整備したため、教育内容・カリキュラム等を柔軟

に改訂・改善できると共に、一つの学科目に対して様々な視点から教授できるようになっ

ている。また、最新の研究内容の紹介や診療スタイルにより近い実践的臨床教育を含む幅

広いカリキュラムを特徴とし、誠実で人間的バランスのとれた医師を育てる教育を実践

している。 

 

４ 保健学科は、所定の課程を履修することによって、国家試験受験資格等を取得できる。

看護学専攻では、看護師・保健師・助産師の国家試験受験資格、高等学校教諭一種免許（看

護）、養護教諭二種免許状である。放射線技術科学専攻では診療放射線技師の国家試験受

験資格、検査技術科学専攻では臨床検査技師の国家試験受験資格である。 

 

５ 保健学科は、附属病院を持つ総合大学である強みを活かし、高い実践能力とグローバル

な視点を備えたメディカルスタッフを育てる教育を実践している。また、看護学、放射線

技術科学、検査技術科学の３専攻を持つ強みを活かし、各職種間の相互理解やチーム医療

に関する理解を深める教育を実践している。 
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（資料・１）医学部教育組織 

（出典：医学部ウェブサイト） 
 
 

[想定する関係者とその期待] 

 

医学科では、想定される関係者として、在学生、教職員の他に、医療機関関係者や患者及

びその家族、更には地域住民を含め社会全体を対象とし、その期待に応えるために、豊かな

人間性と高い倫理観を持ち、医学およびその関連領域における社会的な使命を追及、達成し

うる人物を養成することが期待される。 
保健学科では、在学生、受験生とその家族、卒業生、卒業生を雇用する医療機関関係者、

ならびに地域医療の恩恵を受ける患者及びその家族、健康増進を願う地域住民等を関係者

として想定している。これらの関係者に対し、質の高い教育プログラムの実施、医療現場で

活躍できる人材の育成、医療技術の社会還元への期待に応えるべく、基本理念や教育目標に

基づいて医療人を養成することが期待される。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

医学科は、単一専攻科であり独自性のある教育組織を構成するとともに、専門科目は教員

が協力体制を組み、学士課程における教育目的が達成できる構成としている。医学科の教育

を担当する教員は生命科学研究部の教員組織に属し、更に附属病院を含めて他学部、学内共

同教育研究施設等と連携をとりながら高度な専門知識を学生に対して教育している。なお、

１、２年次の教養教育は教養教育実施機構の統括の下で実施している。 

また、平成 22年度には、医療人教育の充実を図るため、臨床医学教育研究センターを設

置し、新しい医学教育体制に即したカリキュラム改革、学生参加型の臨床医学教育及び診療

手技の実践教育等に取り組んでいる。 
FD 活動については、教員、研修医及び学生代表の共同参加による「医学教育ワークショ

ップ」を毎年実施し、教育におけるスキルアップや教育方法・内容の改善に向けた取り組み

を行っており、ワークショップにおけるテーマは、その後関係委員会等に引き継がれ、本学

科における OBE（教育成果）の作成や卒業試験の改革に至っている（資料・１－１－１）。 

なお、入学者選抜においては、アドミッションポリシーに即した入学希望者を確保するた

めに、実施方法等改善を適宜行っており、前期入試においては平成 26 年度からの面接試験

導入が影響しているものの、継続して高い志願倍率を維持している（資料・１－１－２、１

－１－３）。 

保健学科の教員組織は、各講座・各分野において独自性の高い専門教育を担う教育組織と

なっている。看護学専攻は１講座の看護学講座に５分野の構成となっている。放射線技術科

学専攻と検査技術科学専攻は１講座の医療技術科学講座に、それぞれ２分野の構成となっ

ている。平成 27 年度時点での専任教員数は 58(男：28、女 30)人、専攻別では、看護学専攻

30 人、放射線技術科学専攻（医用理工学分野・医用画像学分野）14人、検査技術科学専攻

（構造機能解析学分野・生体情報解析学分野）14人である（資料・１－１－４）。また、専

任教員の年齢構成分布は、25〜34 歳６人、35〜44 歳 12 人、45〜54 歳 18 人、55〜64 歳 22

人である（資料・１－１－５）。専任教員は、看護師、保健師、助産師、高等学校教諭（看

護）、診療放射線技師及び臨床検査技師の養成に必要な人数となっている。 

教育上の指導能力及び教育活動に関する定期的評価として、「授業改善のためのアンケー

ト」調査を実施し、授業科目毎に学生による評価を受けている。集計されたアンケート結果

は、全学のシステムで各教員へ提示され、教員は自己の教育評価を分析するとともにアンケ

ート結果に対するコメントを学生に公開し、教育改善に役立てている。また、質の向上のた

めにアンケートデータを経時的に分析し、毎年「授業改善のためのアンケート実施報告書」

としてまとめ、本学科の全教員に対する教育改善の啓発に役立てている。さらに、毎年５回

程度の FDセミナーを継続的に実施し、WebCT を多くの教員が活用するに至っている（資料・

１－１－６）。平成 25 年度からは、教員による授業参観も導入し、教員の授業改善に活用し

ている。 
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（資料・１－１－１）医学教育 FDワークショップ実施状況 

年 度 テーマ 参加人数 

平成 22 年度 熊本大学医学部における教育について、現状を認識し、改善

の提言を行うための礎とする。 

42 

平成 23 年度 未実施（FD 講演会を実施）   

平成 24 年度 診療参加型臨床実習の導入も含めた新たなカリキュラム改訂

にむけて、その問題点を指摘し、よりよいプログラムを構築

していく。 

37 

平成 25 年度 カリキュラム構築の基本であり、新たな医学教育の国際認証

制度でも重要とされている「成果基盤型医学教育（Outcome 

Based Education, OBE）」を理解し、熊本大学医学部医学科

の使命と教育成果の原案を作成する。 

32 

平成 26 年度 学生に教育成果を獲得させるための教育方略とその評価。 41 

平成 27 年度 臨床実習をデザインする。 45 

（出典：各年度医学教育 FD ワークショップ資料） 
 

（資料・１－１－２）医学科における入学者選抜方法の改編 

年度 入学者選抜方法の変更内容等 

H25 実施 
前期入試において、面接試験を導入。 

前期入試において、センター試験の生物を必須化。 

H26 実施 前期入試において、面接試験の配点を変更。 

H27 実施 
推薦入試Ⅱにおいて、センター試験成績の合否基準を変更。 

後期日程入試を廃止。 

（出典：各年度入学者選抜実施要項を基に生命科学系事務ユニットで作成） 
 

（資料・１－１－３）医学科入学試験実施状況倍率 

 前期日程 後期日程 
推薦入試Ⅱ 

(一般枠) 

推薦入試Ⅱ 

(地域枠) 

H21 8.4 11.0 3.0 - 

H22 7.3 15.4 3.5 1.4 

H23 8.2 13.5 3.2 2.6 

H24 9.8 17.9 4.6 2.2 

H25 8.1 12.0 2.4 1.6 

H26 5.4 9.0 2.4 2.0 

H27 6.7 12.3 2.9 2.0 

（出典：入試システムより抽出） 
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（資料・１－１－４）教員数一覧               平成 27 年４月１日現在 

部門名 講座名 分野名 教授 准教授 講師 助教 計 

環境 

社会 

医学 

看護学 

基礎看護学 1(1) 0(0) 1(1) 2(2) 4(4) 

看護教育学 1(1) 0(0) 0(0) 1(1) 2(2) 

臨床看護学 4(3) 3(3) 0(0) 4(4) 11(10) 

母子看護学 1(0) 1(1) 2(2) 2(2) 6(5) 

地域看護学 3(3) 2(2) 0(0) 2(2) 7(7) 

小計 10(8) 6(6) 3(3) 11(11) 30(28) 

先端生

命医療

科学 

医療技

術科学 

医用理工学 3(0) 2(0) 0(0) 2(1) 7(1) 

医用画像学 5(0) 1(0) 1(0) 0(0) 7(0) 

構造機能解析学 3(0) 0(0) 1(0) 2(0) 6(0) 

生体情報解析学 6(0) 0(0) 0(0) 2(1) 8(1) 

小計 17(0) 3(0) 2(0) 6(2) 28(2) 

 合計 27(8) 9(6) 5(3) 17(13) 58(30) 

（ ）は、女性で内数 

（出典：生命科学研究部（保健学系）教員定員現員表より集計） 

 

（資料・１－１－５）年齢別教員数一覧 

平成 27 年４月１日現在 

年齢区分 人数 割合 

25 歳～34歳 ６ 10.4% 

35 歳～44歳 12 20.7% 

45 歳～54歳 18 31.0% 

55 歳～64歳 22 37.9% 

計 58 100% 

（出典：保健学系教員名簿より集計） 
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（資料・１－１－６）保健学系 FDセミナー開催実績 

（出典：熊本大学データ集） 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

医学科は、教育目的を達成するための適切な教員配置及び体制がとられており、入学者選

抜方法の改善から、卒業時に身につけておくべき教育成果の設定まで、組織全体で医学教育

の質を向上させており、想定する関係者の期待に応えている。また、医師国家試験の合格率
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は平均的であるが、学問的自由と自律的行動を尊重しつつ、医師・医学研究者の養成に必要

な教育は提供されている。 

保健学科は、３専攻が目指す人材育成に向けて、学士課程における教育目的を達成する上

で適切な専任教員の構成となっている。「授業改善のためのアンケート」による調査結果や

教員による授業参観を教員の授業改善に活用している。したがって、教育組織及び教育改善

システムは良好な体制となっており、関係者の期待に応えている。 
以上のことから期待される水準を上回ると判断する。 

 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

医学科学生の基本的なニーズは、良き医師および優れた医学者になるための基礎能力を

６年間で身につけ、医師国家試験に合格することである。 

教養教育は人格形成およびプロ意識確立、さらには豊かな人間性と広い社会性を身に付

けるために重要不可欠な履修科目として位置付け、教養教育実施を重要視している。 

 医学科専門科目については、近年、我が国の医学部でも導入が進んでいる、卒業生が身に

つけておくべき能力（教育成果）を明確にした「成果基盤型医学教育(OBE)」（資料・１－２

－１）を取り入れ、各授業科目の役割を対応表により明示しており、学生は１・２年次は、

主に基礎医学科目、専門基礎科目の講義・実習を、３年次は前期に基礎医学科目を、後期か

ら４年次前期にかけて臨床医学科目を履修し、後期にはチュートリアル実習、臨床実習入門

コース、共用試験を行い、５年次からは臨床実習を履修する。 

 なお、2023 年度には米国で医療活動を行うためには国際的な基準で認証評価を受けた医

学部の出身者に限るとの発表を受けて、世界医学教育連盟のグローバルスタンダードに準

拠した医学教育の構造、過程及び教育成果を構成するために、臨床医学科目を低学年へ移行

し系統立てた時間割を編成すると供に、臨床実習の拡充に着手している。 

更に、主体的な学習を促すために、PBL（Problem Based Learning）方式の「チュートリ

アル実習」や、「早期体験臨床実習」においては、学習成果の発表を評価するなどの工夫を

行っている。 

 また、卒業試験においては、これまで授業科目毎に約２ヶ月の期間で行ってきたものを見

直し、各授業科目を統合して短期間で試験を実施することで、教育効果臨床実習の拡充を図

っている。 

授業内容については、教員による授業計画書のチェックや授業参観を行い教員相互に検

証するとともに、全学的に実施されている「授業改善のためのアンケート」を実施しており、

アンケート結果に対する担当教員からの意見改善策も提示している。 

特色ある教育プログラムとしては、平成 24 年度から文部科学省の「基礎・臨床を両輪と

した医学教育改革によるグローバルな医師養成」事業に採択されたプログラムで、基礎研究

の基盤を早期から培う「柴三郎プログラム」を構築している。（資料・１－２－２） 

これは基礎医学研究マインドを持った人材を輩出することを目的としたプログラムで、

高校生から生物・医学研究に興味を持つ人材を発掘・育成し（柴三郎 Jr.の発掘）、その後

医学部学生時代（プレ柴三郎コース）から大学院修了（柴三郎コース）までシームレスに研

究ができる環境を与え、研究を指導・支援するものである。プレ柴三郎コースの学生は従来

の３ヶ月間の基礎演習に加え、通年にわたり通常講義の合間を縫って担当講座での研究活

動を継続するものである。さらに科目等履修制度を充実させ、学部４年次からは、科目等履

修生として大学院の講義を聴講し、単位を早期取得できるシステムを導入している（資料・

１－２－３）。 

保健学科の専門教育は、専門基礎科目と専門科目、さらに専門基礎科目は各専攻共通の保

健医療系基礎科目と各専攻特有の専門基礎科目から構成されている。１年次の早い段階か

ら医療を意識した内容を取り入れるなど、体系的な教育課程の編成が行われている。他職種

の相互理解も重要と考え、「チーム医療演習」など、３専攻が合同で学習する体制を取り入

れている。また、国際的視野で活躍できるように、３専攻共通の保健医療系基礎科目「国際
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医療・保健活動論」を取り入れている。特に、看護学専攻では専門科目として「国際保健学

Ⅰ」「国際保健学Ⅱ」も導入し、国際的に活躍できる医療人の育成に取り組んでいる。各専

攻における「リサーチトレーニング」では国際的な研究能力の基礎が習得できるよう配慮し

ている（資料・１－２－４）。 

社会のニーズに対応するために、保健医療系基礎科目である生体防御学を開放科目とし

て、平成 22 年度から継続的に提供している。また、平成 27年度は、生体防御学以外に生体

機能学Ⅰや放射化学など７科目を開放科目として提供している。平成 22 年度と平成 25 年

度には研究生や科目等履修生も受け入れている。平成 23 年度から平成 25 年度までは特別

聴講学生や研究生として留学生も受け入れている（資料・１－２－５）。 

効果的な教育方法の工夫として、学位授与方針に基づき講義と演習あるいは実験を組み

合わせた効果的な学習指導を実現し、学生が知識を得て体験できるような授業形態を配慮

している（資料・１－２－４、１－２－６）。また、学生が各授業へ取り組みやすいように

保健学系 FD 委員会を中心として平成 24 年度のシラバスチェックを実施し改善に努めてい

る（資料・１－２－７）。 

保健学科学生の自主学習環境としては、A棟の自習室（３部屋）と第一情報演習室（パソ

コン 48 台）、B棟の第二情報演習室（パソコン 32台）、C棟の保健学図書室と学生閲覧室が

利用可能である。無線 LAN の環境も整備され利用しやすい環境となっている。学生の授業時

間以外の学習時間については、平成 23 年度の「授業改善のためのアンケート」から 54％の

学生が「1時間未満」、「全くしなかった」と回答し、平成 24 年度の同回答は 51％であった

（資料・１－２－８）。平成 26 年度は 48％と緩徐ながら経年的改善傾向にある（資料・１

－２－９）。科目別分析においては、学習時間の不足が指摘される科目は、平成 25 年度の 14

科目に対し、平成 26 年度は４科目であり、大幅な改善が見られる。何れも担当教員の指導

の結果によると考えられる。 

 

（資料・１－２－１）熊本大学医学部医学科教育成果 

 
熊本大学医学部医学科教育成果 

 

平成 26 年 6月 25 日医学科会議承認 

 

教育成果 

A. 豊かな人間性 

熊本大学医学部医学科学生は卒業時に、病める人たちやその家族の気持ちを理解した対応がとれる。 

1. 社会通念や一般常識に基づいて行動し、法規及び規則を遵守する。 

2. 患者及びその家族の立場を尊重し、誠実、利他的、共感的に対応できる。 

3. 患者及びその家族固有の心理的、社会的、文化的背景に配慮した対応ができる。 

4. 医学、医療に影響を及ぼす文化、社会的要因について説明できる。 

5. 組織のリーダーとして行動するために、どのような人間性が求められるかを理解する。 

 

B．基本的診療能力 

 熊本大学医学部医学科学生は卒業時に、医師となるにふさわしい、統合された知識、技能、態度に基づき、全身

を総合的に診療するための実践的能力を有する。幅広い疾患の診断論治療論を理解し、一部を実践できる。 

【基本的知識】 

1. 人の正常な構造と機能、発生、発達、成長、加齢、死、心理、行動について説明できる。 

2. 疾患の原因、病態、自然経過、危険因子と予防について説明できる。 

3. 治療の原理（薬物治療、放射線治療、外科治療など）について説明できる。 

4. 疫学、人口統計、環境、行動科学について説明できる。 

【医療の実践】 

5. 心理、社会的背景を含む患者の主要な病歴を、患者に配慮しつつ正確に聴取できる。 

6. 成人及び小児の基本的診察手技を適切に実施できる。 

7. プロブレムリストを立て、鑑別診断を行い、診療録（電子カルテ含む）を作成できる。 

8. 疾患の診断と治療に必要な臨床検査、検体検査、画像診断、病理診断を選択し、結果を解釈できる。 

9. 疾患の診断と治療について、患者の背景と医学的根拠に基き、優先順位を考慮して計画できる。 

10. 慢性疾患の長期的フォローアップやリハビリテーションに参加できる。 
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11. 救急医療、集中治療に参加できる。 

12. プライマリケアに参加できる。 

13. 緩和医療、終末期医療の概要を理解している。 

14. 患者教育の概要を理解している。 

 

C. 自己研鑚とプロフェッショナリズム 

熊本大学医学部医学科学生は卒業時に、医師あるいは医学者としてのキャリアを継続し、生涯にわたって自己学

習を継続することができる。高い倫理観をもって、生命の尊厳と人の命と健康を守る医師としての職責を深く認識

している。 

【自己研鑚】 

1. 自己の現状を適切に評価して、目標を設定できる。 

2. 自己の目標を達成するための方法を考え、自己学習ができる。 

3. 自らのキャリアをデザインし、自己の向上を図るため、達成に向けて学習を継続できる。 

【プロフェッショナリズム】 

4. 患者にとって最善の治療を提供する意識を持つ。 

5. 常に自分の知識、技能、行動に責任を持って患者に向き合うことができる。 

6. 倫理的問題を把握し、倫理的原則に基づいて行動できる。 

7. 医療に関連した法規（守秘義務を含む）を遵守する。 

8. 情報を適切に管理・利用することができる。 

 

D. チーム医療と信頼される医療の実践 

熊本大学医学部医学科学生は卒業時に、医療は患者を中心におき、多職種の医療構成員よりなるチームで実践さ

れることを理解する。患者やその家族、チーム医療構成員などと良好な信頼関係を築くためのコミュニケーション

能力を有する。患者に信頼されるために医療安全やインフォームドコンセントが重要であることを理解する。 

【コミュニケーション】 

1. 基本的なコミュニケーションスキルを理解し、実践できる。 

【チーム医療】 

2. 医療職種の専門性を理解し、チーム医療における役割について説明できる。 

3. 医師同士や他職種との信頼関係を築くために、コミュニケーションが重要であることを理解する。 

【患者に信頼される医療】 

4. 医療を実施する上で良好な患者-医師関係を構築できる。 

5. 患者及びその家族との良好なコミュニケーションを実践できる。 

6. インフォームドコンセントの重要性を理解する。 

7. 患者の安全性を確保した医療を実践できる。 

8. 医療の安全性と危機管理について説明できる。 

 

E．医科学研究 

熊本大学医学部医学科学生は卒業時に、旺盛な科学的探究心を有する。医学研究の基本を理解し、既存の研究成

果を論理的かつ客観的に評価できる。また、現代医学における問題抽出とそれを解決するための研究計画立案を倫

理原則に則って行える。 

1. 医学的発見の基礎となる科学的理論と方法論を理解する。 

2. 基礎および臨床研究に関する倫理的事項を理解する。 

3. 論文等から情報を適切に収集でき、未解決の医科学的問題を抽出し、仮説を立案できる。 

4. 立案した計画に基づき医科学の興味ある領域での研究を指導のもと実践できる。 

5. 新しい知見を明確に説明し、論理的かつ客観的に評価できる。 

 

F．国際的視野 

熊本大学医学部医学科学生は卒業時に、社会に対する幅広い視野を有し、本邦および国際社会における医療及び

保健の現状を理解する。 

1. 国際社会において、情報を共有するに足る英語力を有する。 

2. 国内および国際社会に貢献する意欲を持つ。 

3. 国際社会における医療及び保健の現状を理解する。 

4. 医学・医療の研究、開発が国際社会に貢献することを理解する。 

 

G．地域医療と社会貢献 

熊本大学医学部医学科学生は卒業時に、地域医療の現状と問題点を認識している。地域住民の健康増進に貢献す

るため、地域の保健・医療・福祉・介護及び行政との連携協力するための知識、技能、態度を有する。 

1. 各種保険制度など医療制度を理解する。 
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2. 患者と患者家族の健康の維持、増進のために地域の保健、福祉、介護施設の適正な活用が重要であること

を理解する。 

3. 地域の健康･福祉に関する問題を掌握し、疾病予防プランを立てるための知識を習得する。 

4. 地域医療の実践が社会貢献に必要であることを理解する。 

5. 医学・医療の研究開発が社会に貢献することを理解する。 

6. 熊本県固有の事例を通して、熊本県の地域医療を理解する。 
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（出典：熊本大学医学部医学科ウェブサイト） 

 

（資料・１－２－２）柴三郎プログラム概要 

 

（出典：柴三郎プログラムウェブサイト） 
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（資料・１－２－３）プレ柴三郎プログラム概要 

プレ柴三郎コース（先取り履修生）概要

 

プレ柴三郎コースは、本学医学部医学科の学生を対象としたコースです。本コースでは、医学部生の時に大学院
の単位が取得でき、医学・生命科学における解決すべき問題(研究テーマ)について深く追求することができま
す。以下の４つの特徴があります。 

① 基礎演習の充実：まず、プレ柴三郎に入る前の学部３年生での基礎演習についてですが、基礎演習を 3ヶ月
間から 9か月に延長します。学部 3年次前期に、ベーシックコースを設けて毎週水曜日(1〜4限)に基礎演習の配
属先分野で研究を実践し、研究に必要な科学的思考能力、基本的研究手技を習得。学部３年次後期は、従来の基
礎演習コースと新規に課題選定型コースを設定しております。課題選定型コースでは、学生自ら、現在解明され
ていない医学･生命科学研究の課題を設定し、どのような方法で解決するかプレゼンしてもらいます。プレ柴三
郎コースへの入学については学部４年次から可能ですが、課題解決のために国内外の研究機関で研究を実施した
方が良いと判断された学生には、学部４年生でなくても研究機関に派遣して研究が行えます。旅費、滞在費を援
助します。 

② 先取履修生：学部 4年次から、先取履修生として大学院の講義を受講し、大学院の単位を早期に履修するこ
とができます。修得した単位は、大学院に進学したときに、単位として認定されます。授業料は一切かかりませ
ん。 

③ e-ラーニング：先取履修生になった場合、大学院講義を e-ラーニングで受講できます。これにより自宅でも
下宿でもあるいは海外にいてもいつでも講義を受講できます。また受講後、e-ラーニングで試験を受けたり、レ
ポートを提出したりすることにより単位を取得できます。PC だけでなくすべてのスマートフォンに対応していま
す。 

④ 成果発表支援：研究成果を学会発表や論文発表する時、あるいは特許を出願する時は必要経費を支援しま
す。 

 

（出典：柴三郎プログラムウェブサイト） 
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（資料・１－２－４）保健学科の授業科目・単位数 

 

　　看護学専攻
(1)専門基礎科目 (2)専門科目

授業科目 単位数 必修 選択 授業科目 単位数 必修 選択

人体構造学I 2 ◎ 看護倫理 1 ◎
人体構造学Ⅱ 2 ◎ 看護教育学 1 ○

生体機能学I 2 ◎ 看護方法論Ⅰ 3 ◎
生体機能学Ⅱ 2 ◎ 看護方法論Ⅱ 2 ◎

生化学I 1 ○ 看護方法論Ⅲ 1 ◎
生体防御学 1 ◎ 看護方法論Ⅳ 1 ◎

遺伝学 1 ○ 基礎看護学実習Ⅰ 1 ◎
病原生物学I 1 ◎ 基礎看護学実習Ⅱ 2 ◎
臨床薬理学 1 ◎ 看護管理学概論 1 ◎

病理学I 2 ◎ フィジカル・メンタルアセスメント 2 ○
医学概論 1 ○ フィジカル・メンタルアセスメント演習 2 ○

臨床医学総論I 2 ◎ 実践看護学実習 2 ○
看護学概論 2 ◎ 成人看護学概論 1 ◎

救急医学概論 1 ○ 成人臨床看護学Ⅰ 1 ◎
チーム医療演習 1 ◎ 成人臨床看護学Ⅱ 1 ◎

社会福祉論 1 ◎ 成人臨床看護学Ⅲ 1 ◎
医事法 1 ◎ 成人臨床看護学Ⅳ 1 ◎

環境衛生学I 1 ○ 成人臨床看護学実習Ⅰ 3 ◎
保健衛生統計学 2 ◎ 成人臨床看護学実習Ⅱ 3 ◎ 　

医療外国語 2 ○ 精神保健看護学 1 ◎
国際医療・保健活動論 1 ◎ 精神臨床看護学Ⅰ 1 ◎

30 精神臨床看護学Ⅱ 2 ◎
看護・医療系英語Ⅰ 1 ◎ 精神看護学実習 2 ◎

看護・医療系英語Ⅱ 1 ◎ 小児保健看護学 1 ◎
保健医療福祉行政論Ⅰ 2 ◎ 小児臨床看護学Ⅰ 1 ◎
保健医療福祉行政論Ⅱ 1 ○ 小児臨床看護学Ⅱ 2 ◎

臨床医学総論Ⅱ 2 ◎ 小児看護学実習 2 ◎
臨床栄養学 1 ◎ 母性保健看護学 1 ◎

臨床検査医学概論 1 ○ 母性看護疾病治療学 1 ◎
放射線医学概論 1 ○ 母性臨床看護学 2 ◎

10 母性看護学実習 2 ◎
40 助産学概論 1 ○

備考 リプロダクティブ ヘルス/ライツⅠ 1 ○

リプロダクティブ ヘルス/ライツⅡ 1 ○
新生児学 1 ○

周産期運動生理学 1 ○
助産診断・技術学Ⅰ 2 ○

助産診断・技術学Ⅱ 2 ○
助産診断・技術学Ⅲ 2 ○

母性の心理・社会学 1 ○
母子援助論 1 ○

地域母子保健論 1 ○
助産管理論 2 ○
助産学実習 9 ○

公衆衛生看護学概論Ⅰ 1 ◎
公衆衛生看護活動論Ⅰ 1 ◎

地域統計情報論Ⅰ 1 ◎
健康教育論Ⅰ 1 ◎

ライフスタイルと健康援助論 1 ◎
住民健康学習論Ⅰ 1 ◎

住民健康学習論Ⅱ 1 ◎
地域特性健康論Ⅰ 1 ◎

学校・産業保健 1 ◎
国際保健学Ⅰ 1 ◎

在宅看護論 2 ◎
在宅ケア実習 2 ◎

公衆衛生看護学実習 5 ○
公衆衛生看護学概論Ⅱ 1 ○

公衆衛生看護活動論Ⅱ 2 ○
地域統計情報論Ⅱ 1 ○
健康教育論Ⅱ 1 ○

地域特性健康論Ⅱ 1 ○
国際保健学Ⅱ 1 ○

公衆衛生看護管理論 1 ○
老年看護学概論 1 ◎

老年生活ケア論 1 ◎
老年看護学 2 ◎

老年看護学実習 4 ◎
看護情報学 1 ○

緩和ケア 1 ◎
感染看護学 1 ◎

リサーチトレーニングⅠ 1 ◎
リサーチトレーニングⅡ 1 ◎

災害看護 1 ◎
看護技術の統合と医療安全 1 ◎

統合実習 2 ◎
117
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（出典：医学部規則） 

放射線技術科学専攻 検査技術科学専攻

(1)専門基礎科目 (1)専門基礎科目

授業科目 単位数 必修 選択 授業科目 単位数 必修 選択

人体構造学I 2 ◎ 人体構造学I 2 ◎

人体構造学Ⅱ 2 ◎ 人体構造学Ⅱ 2 ◎

生体機能学I 2 ◎ 生体機能学I 2 ◎

生体機能学Ⅱ 2 ○ 生体機能学Ⅱ 2 ◎

生化学I 1 ○ 生化学I 1 ◎

生体防御学 1 ○ 生体防御学 1 ◎

遺伝学 1 ○ 遺伝学 1 ◎

病原生物学I 1 ○ 病原生物学I 1 ◎

臨床薬理学 1 ○ 臨床薬理学 1 ○

病理学I 2 ◎ 病理学I 2 ◎

医学概論 1 ◎ 医学概論 1 ◎

臨床医学総論Ⅰ 2 ◎ 臨床医学総論I 2 ◎

看護学概論 2 ◎ 看護学概論 2 ◎

救急医学概論 1 ○ 救急医学概論 1 ◎

チーム医療演習 1 ◎ チーム医療演習 1 ◎

社会福祉論 1 ◎ 社会福祉論 1 ○

医事法 1 ○ 医事法 1 ◎

環境衛生学I 1 ◎ 環境衛生学I 1 ◎

保健衛生統計学 2 ○ 保健衛生統計学 2 ◎

医療外国語 2 ◎ 医療外国語 2 ◎

（削る） 国際医療・保健活動論 1 ○

国際医療・保健活動論 1 ○ 30

30 環境衛生学Ⅱ 1 ◎

応用数学Ⅰ 1 ◎ 環境衛生学実習 1 ◎

応用数学Ⅱ 1 ◎ 国際保健衛生学 1 ○

医用統計学 1 ○ 医療情報処理学 1 ◎

画像数学演習 1 ○ 医療工学 1 ◎

基礎物理学 2 ◎ 医療工学実習 1 ◎

放射線物理学I 2 ◎ 6

放射線物理学II 2 ◎ 36

放射線物理演習 1 ○ 備考

放射化学 2 ◎

放射化学実験 1 ◎

放射線計測学Ⅰ 1 ◎ (2)専門科目

放射線計測学Ⅱ 1 ◎ 授業科目 単位数 必修 選択

放射線管理・計測学実験 1 ◎ 臨床病態学概論Ⅰ 2 ◎

放射線生物学 2 ◎ 臨床病態学概論ⅠⅠ 2 ◎

医用工学Ⅰ 2 ◎ 臨床医学特論 1 ◎

医用工学Ⅱ 2 ◎ 人体構造学実習 1 ◎

医療情報基礎演習 1 ◎ 病理学ⅠⅠ 1 ◎

24 病理学実習 1 ◎

54 病理検査学 1 ◎

備考　 病理検査学実習 1 ◎

病理検査学特論 1 ○

血液検査学Ⅰ 1 ◎

(2)専門科目 血液検査学ⅠⅠ 1 ◎

授業科目 単位数 必修 選択 血液検査学実習Ⅰ 1 ◎

Ｘ線機器工学 2 ◎ 血液検査学実習Ⅰ I 1 ◎

ＣＴ検査技術学 2 ◎ 血液検査学特論 1 ○

超音波検査技術学 2 ◎ 生化学ⅠⅠ 1 ◎

画像機器工学実験 1 ◎ 生化学実習 1 ◎

Ｘ線検査技術学Ⅰ 2 ◎ 臨床化学Ⅰ 1 ◎

Ｘ線検査技術学Ⅱ 2 ◎ 臨床化学ⅠⅠ 1 ◎

ＭＲ検査技術学 2 ◎ 臨床化学実習 1 ◎

臨床医学総論Ⅱ 2 ◎ 臨床化学特論 1 ○

画像解剖学 2 ◎ 遺伝子検査学 1 ◎

画像診断学I 2 ◎ 遺伝子検査学実習 1 ◎

画像診断学II 2 ◎ 放射性同位元素検査学 1 ◎

診断画像技術学演習 1 ○ 放射性同位元素検査学実習 1 ◎

核医学機器工学 2 ◎ 分子病態学 1 ◎

核医学検査学 2 ◎ 分子生物学 1 ◎

核医学診断学 2 ◎ 生命工学概論 1 ○

核医学検査技術学演習 1 ○ 免疫検査学Ⅰ 1 ◎

放射線治療機器工学 2 ◎ 免疫検査学ⅠⅠ 1 ◎

放射線治療技術学 2 ◎ 免疫検査学実習 1 ◎

放射線腫瘍学 2 ◎ 免疫検査学特論 1 ○

放射線治療技術学演習 1 ○ 輸血検査学 1 ◎

デジタル画像処理論 2 ◎ 輸血検査学実習 1 ◎

デジタル画像処理演習 1 ◎ 病原生物学ⅠⅠ 1 ◎

医用画像情報学 2 ◎ 病原生物学実習 1 ◎

医用画像情報学実験 1 ◎ 病原生物検査学 1 ◎

医用画像情報学演習 1 ○ 病原生物検査学実習 1 ◎

放射線関係法規 2 ◎ 病原生物検査学特論 1 ○

医用安全管理学 2 ◎ 医動物学 1 ◎

撮影技術学実習 2 ◎ 医動物学実習 1 ◎

臨床実習Ⅰ 1 ◎ 生体機能学実習 1 ◎

臨床実習Ⅱ 7 ◎ 生理機能検査学Ⅰ 1 ◎

特別科

目
リサーチトレーニング(卒業研究) 4 ◎ 生理機能検査学ⅠⅠ 1 ◎

61 生理機能検査学ⅠⅠⅠ 1 ◎

備考　＊専門科目の選択科目から3単位以上を選択する。 生理機能検査学実習 1 ◎

生理機能検査学特論 1 ○

画像検査学 1 ◎

画像検査学実習 1 ◎

画像検査学特論 2 ◎

臨床検査総論Ⅰ 1 ◎

臨床検査総論ⅠⅠ 1 ◎

臨床検査総論実習 1 ◎

検査機器管理特論 2 ◎

検査情報管理特論 2 ◎

臨地実習 7 ◎

リサーチ・トレーニング 4 ◎

70

備考　＊専門科目の選択科目から4単位以上を選択する。

＊保健医療系基礎科目(各専攻共通)の選択科目より2単位以上を選択する。

＊専門基礎科目(放射線技術科学専攻)の選択科目より1単位以上を選択する。

＊保健医療系基礎科目(各専攻共通)の選択科目と専門基礎科目(検査技術

科学専攻)の選択科目より1単位以上を選択する。
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（資料・１－２－５）保健学科における外国人留学生受入状況 
身分 専攻 国籍 受入期間 

特別聴講学生 放射 韓国 2011.10.1～2012.9.30 

特別聴講学生 放射 韓国 2011.10.1～2012.9.30 
特別聴講学生 放射 韓国 2012.10.1～2013.9.30 

学部研究生 看護 中国 2013.10.1～2014.9.30 

特別聴講学生 放射 韓国 2013.10.1～2014.9.30 

（出典：留学生名簿から抽出） 
 
（資料・１－２－６）学位授与方針 

3．医学部保健学科の学位授与方針 
学位：学士（看護学）保健学科看護学専攻 

                            学士（保健学）保健学科放射線技術科学専攻  
学士（保健学）保健学科検査技術科学専攻 

 
【1】 学位授与の方針（3 専攻共通） 
  医学部保健学科は、学士課程において、「命の尊さを深く認識するとともに、豊か

な教養と人間性に裏付けられた倫理観および確かな専門知識と技術を基礎に、医療技術

の進歩や情報化に即応して、チーム医療に対応できる医療人、ならびに社会、医療を取

り巻く環境の変化に対応し、地域に根ざし、かつ国際的視野で健康の保持増進や生活の

質向上、疾病の予防や環境問題に取り組むことのできる医療人の育成」を目的としてい

る。このことを踏まえ、各専攻が定める学習成果を達成すべく編成・実施された教育課

程を学修し、医療従事者、教育・研究者として必要とする専門分野において所定の単位

と資質を取得した者に学位を授与する 
 
【2】 学習成果  
看護学専攻 
【豊かな教養】 
・人間の成長発達や人間の心理学的現象について必要な知識を説明できる 
・社会学や哲学を通し、人と環境との相互作用に関する知識を説明できる 
・自分の課題や関心において、自発的に学習することができる 
【確かな専門性】 
・看護学のメタパラダイムである人間、環境、健康・保健、看護に関する理論を説明で

きる 
・からだやこころの構造・機能、疾病に関する病態生理が説明できる 
・看護実践において必要とされる知識と技術を説明、実施することができる 
【創造的な知性】 
・看護学における課題を設定し、解決することができる 
・関心領域や社会的問題の事象に関し、討議することができる 
【社会的な実践力】 
・人との間で相互作用をし、相手のおかれている状況を理解し、説明できる 
・看護以外の社会における現象に関心をもち、一市民として参加することができる 
【グローバルな視野】 
・国際的に必要とされる英語を用いて看護学に関する現象を話すことができる 
・外国語運用能力を用い国際的な視野で看護学を構築するためのコミュニケーションが

実施できる 
【情報通信技術の活用力】 
・課題に応じて情報処理技術を駆使し、目的に対する情報分析を行うことができる 
【汎用的な知力】 
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・他分野の専門家と情報を交換し、自分の立場で意見を述べることができる 
・自分の関心領域に関する文献、図書を検討し、理解し、要約して人に伝えることがで

きる 
 
放射線技術科学専攻 
【豊かな教養】 
・医療における役割と現状について説明することができる 
【確かな専門性】 
・放射線技術科学における診療機器類の原理を理解し、活用することができる 
・放射線技術科学における画像検査技術と放射線治療技術を修得し、説明できる 
・法規制にしたがった放射線の安全な取扱いと管理ができる 
・撮影された画像と生体内部の臓器の関係を理解し、説明できる 
・画像診断の過程を論理的に理解し、説明できる 
【創造的な知性】 
・放射線技術科学領域における課題を見出し、その解決法を見出すことができる 
・スライドの作成から口頭による研究発表および論理的な討議を行うことができる 
・研究成果を明晰な論理の筋道と説得力ある表現を用いて、論文としてまとめることが

できる 
【社会的な実践力】 
・患者に不安を与えないような接遇ができる 
【グローバルな視野】 
・医療技術に関する英語の文献を読解することができる 
【情報通信技術の活用力】 
・実験データの処理や統計的処理のためにコンピュータを利用することができる 
【汎用的な知力】 
・保健学科の他の専攻の学生や医療施設の医療技術者と、医療技術に関するコミュニケ

ーションができる 
 
検査技術科学専攻 
【豊かな教養】 
・社会の一員として幅広い教養に裏付けられた豊かな人間性と広い社会的視野を持つ 
【確かな専門性】 
・臨床検査技術科学の基本的理論・概念について説明することができる  
・病気の診断治療や健康状態の把握に必要な医学的検査法に習熟している 
【創造的な知性】 
・臨床検査技術科学の最新動向について様々な情報源から自律的に学ぶことができる 
・課題に対する研究方法、解析技術等を理解し、柔軟な発想と論理的思考から仮説を検

証できる 
【社会的な実践力】 
・文化・社会に関する一般的な理解と関心を持ち、医療従事者としての職業観、倫理観

を培うことができる 
【グローバルな視野】 
・自然・生命・医学・医療に関する基本的な理解と広い視野を持っている 
・英語の文献を読解するとともに、英語による簡単なプレゼンテーションを行うことが

できる 
【情報通信技術の活用力】 
・ＩＴを利用し、情報の収集・分析や交換を行うことができる 
【汎用的な知力】 
・明晰な論理の筋道と説得力ある表現を用いて、情報や意見を伝えることができる 
【3】 カリキュラム編成方針 （3 専攻共通） 
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体系性：各分野の学問体系を基盤とし、国家資格取得に必要とする科目群で教育課程を

編成している 
段階性：基礎的な科目により幅広い知識を修得し、学年進行に沿って応用的・発展的な

らびに実務的な科目を学習できるよう編成している 
個別化（進路への対応）： 各年次に各専攻分野を構成する専門的な授業科目を置き、将

来の進路に則した科目履修を保証するように編成している 
 

（出典：平成 27 年度保健学科学生便覧） 

 
（資料・１－２－７）平成 24年度保健学科シラバスチェック結果 

評価項目 
合計点（総計

40 ポイント） 
達成率(%) 

(1) 授業形態 40 100.0 

(2) 授業の目標 

学習の到達目標 40 100.0 

学生を主体として 10 25.0 

文字数 38 95.0 

(3) 
授業内容 

 

項目や重要な概念 39 97.5 

15 回の授業内容・相互

関連 

23 57.5 

文字数 38 95.0 

(4) キーワード 36 90.0 

(5) テキスト 37 92.5 

(6) 参考文献 27 67.5 

(7) 評価方法 
評価方法および割合 14 35.0 

評価基準の明示 11 27.5 

(8) 履修上の指導（注意） 40 100.0 

(9) 事前学習 34 85.0 

(10) 事後学習 37 92.5 

※24 年度開講科目総数 361 科目、調査対象抽出科目数 40 科目（11%） 

（出典：平成 24 年度 医学部保健学科におけるシラバスチェックの実施報告書） 

 

（資料・１－２－８） 

平成 24 年度（2012 年度）授業改善のためのアンケート実施報告書（抜粋） 

設問 7「授業時間以外の学習をどの程度しているか」の問いに対しては、51％の学生

が「1時間未満」および「まったくしなかった」と答えている。一方、2011 年度の設

問 7の「授業時間以外の学習をどの程度しているか」に対する回答では 54％の学生が

「1時間未満」および「まったくしなかった」と答えていることから、2012 年度で

は、わずかに改善の傾向がみられるものの、依然として約半数の学生は授業時間以外

の学習時間が 1週間あたり 1時間未満であり、早急な対応策の検討が望まれる。授業

時間以外の学習強化については、学生の自主的な予習、復習に委ねることだけでは充

分な改善が期待できないことから、各授業時間内の小テストや、自学のためのレポー

トを効率的に活用するなどして、学生の自己学習促進に向けて教員が積極的に介入す

ることも今後は必要となるものと考えられる。これらの調査結果を、FD委員会から各

教員にフィードバックして、改善策への取り組みを促すことが必要と思われる。 

（出典：平成 24 年度(2012 年度)｢授業改善のためのアンケート｣実施報告書） 
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（資料・１－２－９） 

平成 26 年度（2014 年度）授業改善のためのアンケート実施報告書（抜粋） 

Q7 大学の授業の単位は,授業時間の 2 倍の時間外学習を前提として,取得できること

になっています。あなたは,この授業について 1 週あたり平均して,どの程度,授業時間外

の学習（予習・復習,資料収集,文献購読,レポート作成など）をしましたか。 
『1 時間未満』前期 37%、後期 38%、さらに、『全くしなかった』前期 11%、後期

10%と学習時間の不足が示唆された。2013 年度のアンケートでも同様の結果であった

が、後述の科目別分析においては、改善傾向が示唆された。 
（出典：平成 26 年度(2014 年度)｢授業改善のためのアンケート｣実施報告書） 

 

（水準） 
期待される水準を上回る。 
 

（判断理由） 
医学科は、医師国家試験の合格率は全国平均的ではあるが、高水準を維持している。また、

OBE の設定や統合卒業試験の導入により、教育内容・方法の工夫及び改善を行っており、医

学教育の質を確保している。したがって、教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成さ

れ、必要に応じて改編されている。 
保健学科は、広く医療に関する科目が学べる体系的な教育課程が編成され、学位授与方針

に基づいた講義と演習や実験を組み合わせた効果的な学習指導を展開するなど様々な教育

方法の工夫や改善が行われている。学生の主体的学習時間については、教員の指導の結果、

平成 26 年度に改善の傾向がみられた。 

以上のことから期待される水準を上回ると判断する。 

 

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

医学科では専門教育において、文部科学省が示す卒前医学教育のガイドラインである「医

学教育モデル・コア・カリキュラム」の内容を基本とした「成果基盤型医学教育」の導入に

より、医学教育の質を担保しており、学生による授業評価アンケートによる授業改善、厳格

な出欠席チェック、更に学生の科目習得度を適格に測定できる試験を行うことによって維

持している。 

また、柴三郎プログラムにおいては、学部在学中に科目等履修生として大学院科目を先取

履修するプログラムに毎年４～12 名の学生が登録し、学部卒業後には同プログラムの博士

課程に進学しており、基礎研究医の養成の成果が見られる。（資料・２－１－１） 

卒業予定者の評価については、問題作成から判定に至るまで各授業科目毎に実施してい

た従来の卒業試験に換え、問題作成こそ各科で行うものの、問題の点検・管理、試験の実施

及び合否判定までを、試験実施組織が一貫して行う、統合型卒業試験を導入することで、厳

格で高い信頼性と妥当性を確保している。 

卒業者の標準修業年限６年での卒業の割合は 80％前半から 90％前半を推移しており、医

師国家試験合格率は年度によっては変動があるものの、80％後半から 90％台を維持し、合

格者は全員が研修医として臨床研修を行っている。（資料・２－１－２、２－１－３） 

保健学科の学生は、ほとんどが標準修業年限の４年で全ての単位を取得し卒業している。

標準修業年限４年での卒業の割合は、平成 22 年度で 91.3%、平成 27年度で 88.2%と高い数

値を維持している（資料・２－１－４）。
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また、平成 22 年度から 27 年度までの国家試験の平均合格状況は、看護師 99.3%、保健師

97.9%、助産師 98.8%、診療放射線技師 94.2%、臨床検査技師で 94.7%と全国平均に比べても

高い数値を維持している（資料・２－１－５）。さらに、学業の達成度や満足度に関する定

期的評価として、全学的な「授業改善のためのアンケート」調査を実施し、学生から見た授

業の意義や難易度、目標の達成度、さらに、教員の熱意の程度を調査している。FD 委員会

ではアンケートデータを経時的に分析し、FD セミナー実施報告書としてまとめ、本学科の

全教員に対する教育改善の啓発に役立てている。（資料・２－１－６） 

 

（資料・２－１－１）柴三郎プログラム受入数 

年 度 柴三郎 Jr. プレ柴三郎プログラム 柴三郎プログラム 

平成 24 年度 8 4 - 

平成 25 年度 13 12 2 

平成 26 年度 23 6 2 

平成 27 年度 26 8 3 

（出典：各年度の柴三郎プログラム受入名簿を基に生命科学系事務ユニットで作成） 
 

（資料・２－１－２）医師国家試験合格者状況（新卒者） 

年 度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

受験者数(人) 87 104 98 102 103 92 107 

合格者数(人) 79 92 96 89 98 87 103 

合格率(%) 90.8 88.5 98.0 87.3 95.1 94.6 96.2 

（出典：医師国家試験合格状況資料） 
 

（資料・２－１－３）医学科卒業者の修業年別人数および６年での修業率 

年 度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

6 年での修業人数(a) 82 85 81 86 90 84 87 

年度全体の修業人数(b) 88 104 94 103 102 92 107 

修業率(%) * 93.2 81.7 86.2 83.5 88.2 91.3 81.3 

（出典：学籍簿を基に生命科学系事務ユニットで作成） 
 

（資料・２－１－４）卒業者の修業年別人数および４年での修業率 

年度（平成） H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

看護学専攻 84 79 75 69 67 67 60 

放射線技術科学専攻 38 33 35 34 32 35 35 

検査技術科学専攻 31 24 26 28 35 31 40 

４年での修業人数(a) 153 136 136 131 134 133 135 

年度全体の修業人数(b) 161 149 157 147 154 154 153 

修業率(%) * 95.0 91.3 86.6 89.1 87.0 86.4 88.2 

  ＊修業率は a/b×100 (%) で計算 

（出典：学籍簿を基に生命科学系事務ユニットで作成） 

 

（資料・２－１－５）平成 22年度から平成 27 年度までの国家試験合格状況 

 年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

看護師 

受験者数 72 71 70 67 68 70 69 

合格者数 72 70 69 67 68 69 69 

合格率(%) 100 98.6 98.6 100 100 98.6 100 

全国平均(%) 89.5 91.8 90.1 88.8 89.8 90.0 89.4 
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保健師 

受験者数 84 80 78 72 73 74 28 

合格者数 81 75 74 71 73 74 28 

合格率(%) 96.4 93.8 94.9 98.6 100 100 100 

全国平均(%) 86.6 86.3 86.0 96.0 86.5 99.4 89.8 

助産師 

受験者数 16 14 14 13 12 10 16 

合格者数 9 14 13 13 12 10 16 

合格率(%) 56.3 100 92.9 100 100 100 100 

全国平均(%) 83.1 97.2 95.0 98.1 96.9 99.9 99.8 

診療放射

線技師 

受験者数 39 36 39 35 35 42 37 

合格者数 39 35 38 31 34 39 34 

合格率(%) 100 97.2 97.4 88.6 97.1 92.9 91.9 

全国平均(%) 80.0 71.1 83.4 66.6 76.5 73.8 78.8 

臨床検査

技師 

受験者数 33 30 37 39 41 37 47 

合格者数 32 30 35 34 40 36 43 

合格率(%) 97.0 100 94.6 87.2 97.6 97.3 91.5 

全国平均(%) 67.8 67.0 75.4 77.2 81.2 82.1 76.4 

（出典：国家試験合格者を基に生命科学系事務ユニットで作成） 

 
（資料・２－１－６）授業改善のためのアンケート集計結果（抜粋） 

Ⅱ．平成 24(2012)年度前学期・後学期の集計結果の分析 

1．平均値および標準偏差に着目して特徴的な傾向をまとめる 

 前学期・後学期ともに、｢Q1．授業の難易度｣の平均値が 2.0 未満は認められなかっ

た。｢Q2.授業の聞き取りやすさ｣・｢Q3.授業手段の有効性｣・｢Q4.教員との双方向性やり

とり｣・｢Q5.授業目標の明示｣・｢Q6.学生の学習達成度｣のそれぞれの平均値が 2.5 以上

のものも認められなかった。｢Q8.授業の有意義度｣についても 2.5 以上ならびに｢Q7.自

己学習時間｣の平均値が 4.0 以上を示した科目は全く認められなかった。したがって、

概ね上記質問項目については良好な評価を得ているものと思われた。 

 

【授業目標の把握と達成度等】 

 2012 年度の設問 5「授業目標の明示」については 89％の学生が「十分明示されてい

た」および「少し明示されていた」という回答であった。また、設問 6「授業目標の達

成度」については、「十分に達成できた」および「少し達成できた」を合わせて 78％の

回答があった。2011 年度の同じ設問では 72％であったことから、やや改善傾向にある

ものと推察される。教員の指導体制の変更はないが、カリキュラム改正が行われた専攻

や一部授業内容が変更した科目もあるため、今後の推移をみていく必要がある。 

（出典：平成 24 年度(2012 年度)「授業改善のためのアンケート」実施報告書） 

 
（水準） 
期待される水準を上回る。 
 

（判断理由） 
医学科の教育は、「医学教育モデル・コア・カリキュラム（教育内容ガイドライン）」に基

づいており、効果的な教育内容となっている。また、成果基盤型医学教育や統合型卒業試験

などの導入により、医学教育の質が担保されている。その成果として、医師国家試験の合格

率については高い水準を維持している。 
保健学科の国家試験合格率は、全国平均を大きく上回り、毎年高い水準を維持している。

また、「授業改善のためのアンケート」における評価の改善傾向は、本学科におけるシラバ

ス改善の啓発や、教育方法の改善を促す FD活動の活性化とそれに伴う教員の教育に対する
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意識の変化が関与しているものである。具体的には、学生から見た授業の意義や難易度、目

標の達成度を明確にした。 

以上のことから期待される水準を上回ると判断する。 

 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

医学科の学生は、卒業後全員が医師国家試験を受験し、合格すると医師となり、２年間の

初期研修を行い、その後は附属病院やその他の病院に就職するコースと、大学院に進学する

コースが用意されている。また就職しても社会人大学院生として研究活動を行うこともで

きる。 

医学科の特徴として、医学生は全員医師となる単一職種を目指す集団であり、就職活動等

はしていないが、キャリア教育として男女共同参画や医師のプロフェッショナリズムなど

の講義も行っている。 

保健学科は、各専門分野の特性を生かした就職先であり、一部の卒業生は大学院に進学し

ている。平成 22 年度から平成 27 年度までにおける卒業時の進路決定率は、看護学専攻で

98.2%、放射線技術科学専攻で 96.5%、検査技術科学専攻で 97.2%と高い数値となっている

（資料・２－２－１）。就職先としては、多くが熊本県内あるいは九州・沖縄地区の国公立

や民間の病院、県市職員、企業などに就職している（資料・２－２－２）。 

 

（資料・２－２－１） 

・平成 22年度から平成 27 年度までの卒業生進路状況 

看護学専攻 

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

卒業生数 84 80 78 72 73 74 69 

就職者数 82 75 71 70 68 70 64 

進学者数 0 4 5 2 2 3 4 

進路決定率 97.6 98.8 97.4 100 95.9 98.6 98.6 

 
放射線技術科学専攻 

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

卒業生数 42 38 40 36 37 42 37 

就職者数 37 31 34 27 25 33 28 

進学者数 5 6 5 8 9 7 9 

進路決定率 100 97.4 97.5 97.2 91.9 95.2 100 

 
検査技術科学専攻 

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

卒業生数 34 31 39 39 44 38 47 

就職者数 27 27 34 30 34 28 35 

進学者数 5 4 5 7 9 8 10 

進路決定率 94.1 100 100 94.9 97.7 94.7 95.7 

（出典：卒業生の進路状況一覧より集計） 
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 （資料・２－２－２） 
・平成 27年度卒業生就職先一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：卒業生の進路状況一覧より集計） 
 

 

（水準） 
期待される水準を上回る。 
 

（判断理由） 
医師国家試験に合格した卒業生は、すべて初期研修を行っており、研修終了後は、附属病

院をはじめ、県内外の医療機関で医師として活躍している。 
保健学科各専攻の取り組みにより高い国家試験合格率、ならびに高い就職率を維持して

おり、保健学科卒業生に対する社会からの評価が高いことを示している。 
以上のことから期待される水準を上回ると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 

医学科では、平成 21 年度以降、基礎医学講座による実習の統合化、基礎・臨床講義の低

学年への移行、臨床実習の拡充・充実並びに新たな方式の卒業試験導入などの改革が行われ

ている。平成 27 年度には、近年世界的にもスタンダードとなりつつある成果基盤型医学教

育に沿った教育成果を設定し、医学教育の国際認証取得に向けたカリキュラムの改編を行

うなど、計画的に医学教育の実質化や質の向上へ取り組んでいる。また、平成 22 年度には、

臨床医学教育研究センターを設置し、新しい医学教育体制に即したカリキュラム改革や学

生参加型の臨床医学教育及び診療手技の実践教育等の改革も行っており、教育活動は順調

に実施されている。 

さらに、特色あるプログラムとして平成 24年度から実施している柴三郎プログラムにお

いても、恒常的に学生の参加があり、当初の計画どおり進行している。（前掲資料・２－１

－１、p20） 

保健学科は、各専攻分野において専門的な授業科目を置き、将来の進路に則した科目履修

を保証している。カリキュラムでは、他職種の相互理解も重要と考え、「チーム医療演習」

など、３専攻が合同で学習する体制を取り入れている。また、国際的視野で活躍できるよう

に、３専攻共通の保健医療系基礎科目「国際医療・保健活動論」を取り入れている。 

さらに、学生の授業評価である「授業改善のためのアンケート」を踏まえた授業改善への

取り組みは、担当科目において授業目標や授業方法、評価方法等を改善し、厳格で一貫した

成績評価の適用により質の向上を図っている。また、FDセミナーは、平成 21 年度は２回の

開催であったが、平成 22年度以降は毎年５回程実施している。教育能力の向上を目指して、

平成 25 年度から教員による授業参観も導入し、授業改善に役立てている。 

以上から重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 

医学科の教育成果について、カリキュラムの改編や統合卒業試験の導入により、学生に対

する教育の質が確保されるとともに、厳格な基準のもと進級・卒業判定が行われている。ま

た、最近５年間の国家試験合格率は、平成 21年度及び平成 23 年度を除き、高い水準を維持

しており、その合格者はすべて初期研修を行っている（資料・２－１－２）。さらに、基礎

医学研究者の養成においても、学士課程の柴三郎受講者が、引き続き博士課程の同プログラ

ムへ進学しており、当初の期待どおりに着実に成果が出ている。 

 

保健学科の教育成果の状況を反映する指標の一つである平成 22 年度から平成 27 年度の

国家試験の平均合格状況は、看護師 99.3%、保健師 97.9%、助産師 98.8%、診療放射線技師

94.2%、臨床検査技師で 94.7%と平成 21 年度と同様に全国平均を上回る高い数値を維持して

いる。また、就職率も平成 21 年度と同様に 100％に近い高い数値を維持している。進学者

は、平成 21 年度は 10 人であったが、平成 22 年度以降は年々増え 20 人程度が進学してい

る。さらに、授業改善アンケート及び FD セミナーの実施によって教育改善が図られている。 

以上から重要な質の変化があったと判断する。 
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Ⅰ 医学教育部の教育目的と特徴 
 

１．大学院医学教育部は、大学院教育に特化した教育組織であり、２年制修士課程（医科学

専攻）と４年制博士課程（医学専攻）により構成される。 

 

２．ミッション再定義を踏まえ、修士課程では、「新しい医学・医療領域にも対応できる研

究者と教育者の育成とともに、高度の専門知識をもって医学・生命科学の分野で活躍でき

る高度専門職業人の育成」を、博士課程では、「医学・生命科学専門分野における国際的

研究能力を有する研究者、教育者ならびに高度専門職業人、あるいは高度医療専門医師の

育成」を目的としている。 

 

３．基礎医学研究医を養成するため、高校〜医学部〜大学院までシームレスに研究指導を行

う大学院プログラム「柴三郎プログラム」を構築し、教育を実践している。本プログラム

により、学部学生でありながら大学院単位を先取り履修したり、国際雑誌に成果発表した

り、文部科学省主催のサイエンス・インカレで文部科学大臣賞を受賞するなど、際だった

成果を挙げている。本プログラムは、文部科学省の「基礎・臨床を両輪とした医学教育改

革によるグローバルな医師養成」事業に採択され、中間評価で最高評価を得ている。 

医学・薬学などを基盤とする「健康生命科学」の知識を持ちつつ、九州・アジアの社会

的ニーズを理解し、地域と世界を結びつけて、グローカル（グローバル＋ローカル）に様々

な課題を解決できる人材を育成する「HIGO プログラム」を構築し、生命科学だけでなく

社会文化科学の専門的知識を有し、地域やアジアでの諸問題を解決できるリーダーを養

成している。本プログラムは、文部科学省のリーディング大学院プログラムに採択されて

いる。 

このように、医学教育部では従来の大学院が輩出していた研究者だけでなく、大学院教

育改革を目指して数多くの外部資金を獲得し、本学独自の独創性の高い人材育成プログ

ラムを構築し、幅広い人材育成に努めている。また、国際化推進のためのカリキュラム改

革や支援体制の整備など、積極的な改革を実践していることが特徴である。 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

在学生、修了生からは、国際的な研究能力を身につけ、修了後には国際水準の研究者、

教育者、または高度専門職業人として活躍できるようになることを期待されている。将来、

医学教育部を入学希望している高校生、大学生、若手研究者からは、医学教育部で実施さ

れている教育内容や研究内容の説明、明確なアドミッションポリシーの設定、厳格な入学

試験が期待されている。研究機関、企業、および地域社会からは、研究の発展、高度の知

識および思考力を持った人材の輩出、研究成果の社会への還元が期待されている。海外の

研究者からは、海外への国際的な研究者および高度専門職業人の輩出と、外国人留学生を

通した教育・研究交流が期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

１. 教員組織編成や教育体制の工夫と効果、多様な教員確保の状況とそれらの成果 

医学教育部は大学院教育に特化し、修士課程と博士課程に社会人や留学生を含む学生が

在籍している。大学院生命科学研究部他、複数の教員組織が教育を担当する。平成 20 年

度より大学院教育の実質化を行い、講義・演習での学際的な知識・技術の習得とマンツー

マンの研究指導実践を実施している。組織体制は最終審議機関である医学教育部教授会と

下位委員会で構成し、適切な教育課程・方法を検討している。教員の所属する組織が学生

と異なることで医学教育部の垣根を越えた幅広い連携が可能となり、多様な教員の確保と

専門性の高いプログラムを設定することができる。教育プログラムの実施体制として、専

門性のある人材を育成するために専門分野に特化した独創性の高いプログラムを実施し、

特に平成 24 年度からは、HIGO プログラムおよび柴三郎プログラムを開設し実施している

（資料・１－１－１～１－１－４）。 

 

（資料・１－１－１）医学教育部の概略 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 
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（資料・１－１－２）専任教員一覧（平成 27 年５月１日現在） 

（出典：共通様式調査） 

 

（資料・１－１－３）医学教育部の組織体制 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－１－４）専門分野の人材育成プログラム一覧 

プログラム名称 内容 

エイズ制圧を目指した研究

者養成プログラム 

「エイズ制圧のためのトランスレーショナル研究者育成コース」と「エ

イズ先端研究者育成コース」の２つのサブコースを設置し、トランスレ

ーショナル研究を推進する能力を有した研究者・エイズ専門医の育成と

高病原性微生物を取り扱う能力を備えた研究者の育成を行う。 

平成 22～27 年度入学数：博士課程 38 名。 

発生・再生医学研究者育成コ

ース 

発生・再生医学に関する学際的な諸領域を包括的に理解して、将来の再

生医療を実践する上で解決すべき諸問題に挑む先導的な研究者、医師、

専門家の育成を行う。 

平成 22～27 年度入学数：博士課程 16 名。 

がん博士育成プログラム 研究とがん医療の臨床実習を共に行い、がん医療に携わる医療人として

必須の様々な知識を重点的に習得することができる。 

平成 22～27 年度入学数：博士課程 45 名。 

代謝・循環情報医学エキスパ

ート育成プログラム 

代謝・循環器疾患の臨床病態を熟知した生命科学研究者、リサーチマイ

ンドを有する高度専門臨床医、優れた病態知識を有する疫学・保健医療

専門家の育成を行う。 

平成 22～27 年度入学数：博士課程９名。 

専任教員数

みなし専任 教授

男 56 37 30 32 155 77 52 74 151

女 1 5 1 10 17 2 1 14 16

男 58 37 31 32 158 75 53 80 155

女 1 5 1 10 17 2 1 13 15

研究指導
補助教員

設置基準
上必要専
任教員数

専任教員1
人当たりの
在籍学生

数

研究指導教員合計

別掲（大学院のみ）

合計助教 助手

職名

講師教授 准教授

医学専攻 60

医科学専攻 12

学科・専攻等名
性別
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グローカルな健康生命科学

パイオニア養成（HIGO）プロ

グラム 

九州・アジアの社会的ニーズを理解し、地域と世界を結びつけて、諸課

題の解決に挑戦できるグローカル（グローバル＋ローカル）な健康生命

科学パイオニアとしてのリーダーを育成するため、大学・行政・産業界

が連携した大学院教育プログラムである。社会文化科学に精通した人材

育成を目指し海外インターンシップも展開しているのが特徴である。本

プログラムは、文部科学省のリーディング大学院プログラムに採択され

ている。平成 24～27 年度入学数：修士課程６名、博士課程 18 名。 

柴三郎プログラム 高校〜大学〜大学院まで一貫して基礎医学・生命科学研究が実践できる

本学独自のプログラムである。医学科学生の時に、先取り履修生として

大学院の講義を聴講し単位を修得できる。また大学院と初期臨床研修を

平行して実践することを可能とすることにより、学部学生の時から大学

院修了まで研究をシームレスに継続できるシステムを構築した。本プロ

グラムは、文部科学省の「基礎・臨床を両輪とした医学教育改革による

グローバルな医師養成」事業に採択され、中間評価で最高評価である「S」

評価を得ている。 

平成 25～27 年度入学数：博士課程７名。 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

２. 入学者選抜方法の工夫と効果 

修士課程では推薦・一般入試、博士課程では進学者・一般・社会人・外国人留学生入試を

実施している。入試情報はウェブサイトに公開し情報を簡便に入手でき、ウェブサイトによ

る合格発表も実施し受験生の利便性を図っている。年に２回の入試説明会で適切な情報提

供を行っている。説明会には修士課程への希望者が多く参加しており、HIGO プログラムの

説明も同時に実施している。柴三郎プログラムは熊大病院群卒後臨床研修プログラム説明

会などに積極的に参加し広く情報を提供している。平成23年度から外国の志願者にはIELTS

などグローバル英語試験評価を入学試験の英語試験として利用し、インターネット面接と

の併用で海外在住の受験生が来日せずに受験可能となり、留学生の利便性が向上した。平成

25 年度より入学試験の英語試験として TOEFL-ITP を導入した。入学者の定員に対する充足

率は修士課程では概ね 100％を超えていたが、H26 年度以降は 100%を割っており、入試説明

会の開催回数を増加するなど対策を行った。博士課程は十分な学生の確保ができている。外

国人留学生は、平成 22～27 年度には修士課程９名、博士課程 80 名が入学しており、特に国

費留学生特別枠 20名が入学した。グローバル英語試験評価を英語の試験に取り入れたこと

で、海外からの受験生が簡便となり、さらに年に複数回実施される試験間の差が少なくなり、

より客観的で国際通用性のある選抜方法となった。また、入学した学生の英語能力を判断す

る材料ともなった（資料・１－１－５～１－１－７）。 
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（資料・１－１－５）入試説明会の参加人数の年度別一覧表 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－１－６）入学試験実施状況 

 

（次ページに続く） 

実施年度
参加者数

第1回
（5月）

参加者数
第2回
（11月）

参加者数
合計

22 54 12 66

23 35 20 55

24 41 35 76

25 26 12 38

26 23 21 44

27 20 11 31

過去6年間の医科学専攻(修士課程)入学試験実施状況

年度 募集日程 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 定員充足率

推薦 18 18 18 16

第1期 13 13 11 10

第2期 8 8 7 7

合計 39 39 36 33 1.65

推薦 13 13 13 13

第1期 10 10 10 6

第2期 4 4 4 4

合計 27 27 27 23 1.15

推薦 8 8 8 8

第1期 15 14 14 11

第2期 8 8 7 5

合計 31 30 29 24 1.20

推薦 11 11 11 11

第1期 18 17 16 16

第2期 9 9 9 8

合計 38 37 36 35 1.75

推薦 7 7 7 6

第1期 8 8 6 6

第2期 4 4 3 3

合計 19 19 16 15 0.75

推薦 7 7 6 6

第1期 6 6 5 3

第2期 5 5 4 4

HIGOプログラム留学生 1 1 1 0

合計 19 19 16 13 0.65

２７年度

２６年度

２２年度

２３年度

２４年度

２５年度
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（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－１－７）外国人留学生（正規生）の入学者数（国費・私費別） 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

３. 教員の質を保証するための工夫と効果 

大学院教育を担当する教員に対し、医学教育部は独自の教員資格審査を厳格に実施し、一

定水準の教育・研究能力を有する科目担当教員を十分に確保した。教員の教育力向上・専門

性向上のため、大学院教育 FD講演会を毎年実施している。講演会には多くの教員が聴講し

教育や体制の改革へとつながった。特に平成 26・27 年度の研究倫理に関する講演は学生の

過去6年間の医学専攻(博士課程)入学試験実施状況

年度 募集日程 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 定員充足率

第1期（進学者含む） 14 14 14 13

第2期 56 56 56 56

第3期 6 6 6 6

10月入学留学生 5 5 5 5

国費留学生優先配置 10 10 6 6

合計 91 91 87 86 0.98

第1期（進学者含む） 27 27 27 24

第2期 33 33 33 33

第3期 7 7 7 7

10月入学留学生 5 5 5 5

国費留学生優先配置 10 10 6 6

合計 82 82 78 75 0.85

第1期（進学者含む） 17 17 17 16

第2期 53 51 50 49

第3期 10 10 10 10

H24.10月入学 4 3 3 3

国費留学生優先配置 9 9 6 6

中国国家高水平 1 1 1 1

合計 94 91 87 85 0.97

第1期（進学者含む） 14 14 14 14

第2期 52 50 49 47

第3期 11 11 11 11

H25.10月入学 4 4 4 4

HIGOプログラム留学生 3 3 2 2

合計 84 82 80 78 0.89

第1期（進学者含む） 15 15 15 13

第2期 43 43 43 43

第3期 24 24 24 24

H26.10月入学 8 8 8 8

HIGOプログラム留学生 8 8 5 4

中国国家高水平 1 1 1 1

合計 99 99 96 93 1.06

第1期（進学者含む） 9 9 9 7

第2期 41 39 38 38

第3期 23 23 22 22

H27.10月入学 4 4 4 4

HIGOプログラム留学生 9 8 4 4

ミャンマー留学生 2 2 2 2

国費留学生優先配置 5 5 4 4

合計 93 90 83 81 0.92

２２年度

２７年度

２３年度

２４年度

２５年度

２６年度

国費 私費 計 国費 私費 計

H22 7 8 15 0 1 1 H22 5
H23 7 7 14 0 1 1 H23 4
H24 7 4 11 0 3 3 H24 6
H25 2 7 9 0 3 3 H25 募集なし
H26 4 11 15 0 0 0 H26 募集なし
H27 4 12 16 0 1 1 H27 4
合計 31 49 80 0 9 9 合計 19

博士 修士 国費特別枠
留学生数

（優先配置）
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みならず教員の研究倫理への啓蒙として有用であった。大学院セミナーは医学教育部にお

ける教員 FD 活動の一環であり、各教員は年２回以上出席するように周知している。優秀な

教育活動を実施している教員に対して教育活動表彰を推薦し、教育活動の活性化を促進し

ている。平成 22～26 年度には６グループ 10 名の教員の表彰が行われ、学生への研究指導

促進へとつながった。多様な教員を確保するため学外機関と大学院連携講座を締結してい

る。平成 27 年度までに６機関８分野と締結した。連携大学院講座に多くの学生が所属し多

様な人材の育成に寄与している。平成 26 年４月より医薬品医療機器総合機構（PMDA）との

連携大学院を実施し、平成 25 年度には PMDA との連携大学院締結に向けてのキックオフシ

ンポジウム・調印式を実施し、産官学連携のトランスレーショナルリサーチ推進に大きく寄

与した（資料・１－１－８～１－１－14）。 

 

（資料・１－１－８）教員資格審査基準（抜粋） 

 

（出典：医学教育部教員資格審査基準） 

 

 

 

 

 

 

大学院医学教育部を担当する教員の資格審査基準 

                                    平成 １９ 年 ８   月 １日 

                                    大学院医学教育部教授会承認 

                                           一部改正 平成１９  年 １２ 月２６日 

                            一部改正 平成２０  年  ３ 月２６日 

一部改正 平成２１  年 １１ 月２５日 

一部改正 平成２３  年  ２ 月２３日 

一部改正 平成２６ 年  ８ 月２７日 

 

 大学院医学教育部を担当する教員の資格審査については、大学院教育委員会で審議して、その結

果を大学院教育部教授会に附議し、同教授会が決定する。原則として以下の諸要件への適合性を検

討し、下記２の大学院教員判定基準の(1)～(6)、または(7)を目安にして判定する。なお、本基準

については、平成19年度から初めて適用するため、今後、必要に応じて修正できるものとする。 

また、審査過程で審議した重要な事項については記録して、覚書として残すものとする。 

 

１．要件 
 

(1) 専門分野に関する博士の学位を有すること。 
 
(2) 専門分野に関する学術論文を継続的に発表していること。 
 
(3) 教育・研究・診療に関連した外部獲得資金を相応に獲得していること。 
 
(4) 大学教員あるいは国公立・民間研究所の職員として一定期間以上の教育・研究経験を有する

こと。（大学院、学部、短期大学での科目担当経験ほか、および国公立・民間研究所におけ

る研究業務等について申請者ごとに個別に判定する。なお、特任教員や非常勤教員等として

の教育・研究経験も評価の対象とする。） 
 
(5) 専門分野の教育・研究に関連した高度の知識、特殊な技術・技能や資格を有すること。 
 
(6) 専門診療分野に関連した専門医を取得するなど、高度の診療技術を有すること。 
 
(7) 学術研究に関連した知的財産を所有していること。 
 
(8) 専門分野の学会、研究会あるいは学術集会等において、重要な学術的あるいは社会的な 

    貢献をしていること。 

(9) 教育・研究・診療において国際交流を通じて、国際的な貢献をしていること。 
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（資料・１－１－９）教員資格審査による科目担当教員数一覧（平成 28 年１月１日現在） 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－１－10）大学院 FD 講演会実施一覧 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－１－11）大学院セミナー教員参加者数 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

 

 

 

 

 

 

年度 タイトル
参加者数
（教職員）

備考

22 組織的な若手研究者に向けて 40

23 医学生にとって魅力ある大学院プログラムとは 34

24
熊本発　基礎研究医養成

（柴三郎プログラムキックオフ・シンポジウム）
33

25
臨床研究者の育成と臨床研究の推進

（臨床研究支援センターキックオフ・シンポジウム）
54

参加者数には学生も

含む

26
研究倫理に関して

（発生医学研究所　研究倫理に関する特別講義）
200

27 研究画像の処理スキルについて 31

ＦＤセミナー一覧

H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計

32 21 25 33 28 5 144

23 22 27 20 33 40 165

55 43 52 53 61 45 309

医学・生命科学セミナー

名医に学ぶセミナー

合　計

平成22年度～平成27年度　大学院セミナー　教員出席数

科目区分 判定区分 教員数
講義科目 可 73
演習科目 可 117

研究指導科目 ○合 103
研究指導科目 合 93

修士課程
科目区分 科目 判定区分 教員数

講義、演習科目 理論、特論、演習 可 117
コースワーク、実習科目 可 84

研究指導科目 実践Ⅰ ○合 101
研究指導科目 実践Ⅰ 合 89
研究指導科目 実践Ⅱ ○合 99
研究指導科目 実践Ⅱ 合 89
臨床指導科目 実践Ⅲ ○合 20
臨床指導科目 実践Ⅲ 合 41

博士課程
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（資料・１－１－12）教育活動表彰者一覧 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－１－13）連携大学院データ 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

年度 表彰者 表彰理由

教授1名

平成２０～２２年度の３年に渡って、医学教育部長に就任され、この間に大学院修士および
博士課程のカリキュラムの改革、eラーニングシステムの構築、大学院ＦＤ活動の推進、留学
生の受入に関わる入学制度、カリキュラムならびに広報活動の整備を統括された。また組
織的な若手研究者の海外派遣事業、頭脳循環を活性化する若手研究者海外派遣プログラ
ムなどの大学院教育支援プログラムの採択ならびに運営に貢献するとともに、国内外の大
学等の教育・研究組織との単位互換制度や交流協定の締結による、大学院教育の全国展
開と国際化を実現された。さらに大学院教育に関わる各種の評価の実施、ＴＡ，ＲＡ，ＫＷ
Ｓ，ＫＤＳなどの雇用および奨学制度を整備され、各種の大学院学生へのインセンテイブの
付与を実現された。また、大学院教育に関する教授会等の会議の迅速化と簡素化を実現さ
れ、大学院教育の発展と推進に多大の貢献をされた。

教授3名

大学院教育委員会においてA教授はＦＤ部会長として、B教授は入試広報部会長として、ま
たC教授は国際化部会長として、下記の取り組みについて大きく貢献した。A教授は、毎年
開催している大学院ＦＤ講演会の立案と実行、ならびに平成２１年度に入試説明会を大幅に
改革し実施することに貢献された。B教授は、数多い入試について膨大な問題の検討を担
当し、さらに医学教育部のＨＰ等の整備による広報活動に貢献された。C教授は、国費留学
生の優先配置や中国高水平留学生の受入態勢の整備、医学教育部のＨＰの英文化、さら
に組織的な若手研究者の海外派遣プログラムの運営等に貢献された。

教授1名

平成１９～２３年度に大学改革推進事業に選定された「九州がんプロフェッショナル養成プラ
ン」のコーディネーターとして、九州１３大学と連携した大学院教育改革を推進した。平成２０
年度に大学院医学教育部博士課程のカリキュラムを全面的に改定した際に、がん医療に関
する専門的な知識及び技能を有する医師を養成し、質の高いがん医療の均てん化を図るこ
とを目的として、「がん博士育成プログラム」（専門医育成コース）ならびに「がん専門医ブ
ラッシュアッププログラム」（インテンシブコース）を立案し設置した。また、より効果的かつ効
率的な教育を実現するために、連携大学間で他大学の講義を受講できるeラーニングシステ
ムを構築し、単位互換のための体制を整備した。このような取組は、がん専門医の養成を目
的とした博士課程カリキュラムの充実に多大なる貢献をした。

教授1名

平成19～23年度に採択された、グローバルＣＯＥ「細胞系譜制御研究の国際的人材育成ユ
ニット」の拠点リーダーを務め、この中で大学院学生の教育について、以下の点で大きく貢
献した。１）ジュニア・リサーチアソシエイト（Jr RA）としての大学院生の雇用による就学支
援、２）完全英語化定期セミナーの開催や研究実施計画書の提出など英語によるコミュニ
ケーション能力の涵養、３）国際学術集会の主催ならびに国際学会への大学院生の派遣に
よる国際化の推進、４）複数の事業担当者による研究指導の実現、５）医学教育部「発生・
再生医学研究者育成コース」の担当と推進。このようなグローバルＣＯＥにおける取組は、
教員の個人研究の推進のみならず、大学院生の教育レベルの向上と国際化の推進に大き
く貢献した。

H24 募集なし

H25 教授3名

大学院における教育改革、国際化推進、研究指導において、たぐいまれなリーダーシップを
もって、その推進に励み、下記のような顕著な功績を挙げて来られました。候補者らは「エイ
ズ制圧をめざした研究者養成プログラム」（平成１８年度・魅力ある大学院教育イニシアティブ
採択）に基づき、国内外から大学院学生を受け入れてHIV感染症/AIDSに関する組織的な
大学院教育を実施し、Translational Researchを推進する研究者・エイズ専門医の育成、さら
にHIV-1などの高病原性微生物を取り扱う能力を備えた研究者の育成に大きく貢献されまし
た。また、すべての講義と実習および研究指導を英語で実施し、さらに国際シンポジウムを
毎年開催して大学院生に研究発表の機会を与えるなど、国際的な環境での組織的かつ分
野横断的な大学院研究教育システムを構築し率先して、その実践に励んで来られました。
このような実績をベースとして、グローバルCOEプログラム（エイズ制圧を目指した国際教育
研究拠点、H20‐24年度）の採択を導かれ、特色ある大学院教育プログラムの実質化と、そ
の運営、留学生の獲得に積極的に務め、顕著な功績を築き上げて来られました。さらに特
筆すべきこととして、H22年度からこれまでに１２名の卒業生（うち国費留学生４名）が博士
の学位を取得しております。また、２７名がエイズ学教育コースに所属しており、そのうち１５
名が留学生（国費９名、私費６名）となっており、大学院教育の国際化、留学生教育におい
て卓越した成果を挙げておられます。

H26 教授1名

大学院生が筆頭著者の論文をCell Stem Cell及びDevelopmental Cellに発表した。
前者は長年不可能であった試験管内での腎臓組織誘導にiPS細胞を用いて成功したという
報告であり、全国のメディアで報道され、学生は国際幹細胞学会の口頭発表及びtravel
award、日本腎臓学会では会長賞に採択された（内定時は学生、学会開催時には卒業して
おり助教）。またこの成果は熊本大学の広報に頻用されており、７月中に複数の新聞広告に
も掲載予定である。後者は性分化を制御する新たな機構についてであり、大学院早期修了
及び優秀学生として表彰された。
さらにリーディング大学院HIGOの運営委員としても貢献した。

H22

H23

医学教育部における大学院連携講座一覧 H27.9.1現在

分野名 連携先機関名 開始年月 客員教授 客員准教授
臨床国際協力学 国立病院機構熊本医療センター H18.4 1 2
生体機能評価学 国立水俣病総合研究センター H20.4 0 2
循環器先進医療学 国立循環器病研究センター H24.4 4 0
エイズ学IX 国立国際医療研究センター H19.4 1 0
エイズ学X 国立国際医療研究センター H19.4 1 0
エイズ学XI 国立感染症研究所 H24.4 1 0
エイズ学XII 国立感染症研究所 H24.7 0 1
腫瘍治療・トランスレーショナルリサーチ学 国立がん研究センター H25.4 2 1
レギュラトリーサイエンス学 医薬品医療機器総合機構（PMDA） H26.4 0 0
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（資料・１－１－14）連携大学院に所属する学生数、年度別総数 

 

 （出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

４. 大学院教育改革のための外部資金獲得 

大学院教育改革を目指し、次に掲げる多くの外部資金で積極的な改革を実践した（資料・

１－１－15）。 

 

（資料・１－１－15）獲得外部資金一覧 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

５．教育プログラムの質向上のための工夫と効果 

教育課程の質保証・質向上のため、資料のような工夫を行った。授業改善アンケートやカ

リキュラム改善のためのアンケートでは教員にフィードバックし改善を促した。シラバス

チェックではシラバスにある記載内容を確認し、不備があるものについては改善を行った。

授業参観では教員同士の講義を確認することで、各教員の講義のスキルアップにつながっ

た（資料・１－１－16～１－１－22）。 

 

 

年度 連携大学院所属学生数 博士課程全体学生数
22 5 297
23 6 297
24 10 308
25 16 336
26 25 337
27 22 334

獲得資金 期間
対象

（修士・博士）
内容

金額（合計)　千円
（H22年度～H27年度）

九州がんプロフェッショナル養成プラン H19年度～H23年度 9,630

九州がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン H24年度～H28年度 12,505

組織的な大学院教育改革推進プログラム「臨床・
基礎・社会医学一体型先端教育の実践」

H20年度～H22年度 博士

代謝・循環器医療もしくは発生医学・再生医療のいずれかに軸足を置
きつつ、深く関連する両領域を俯瞰し連携させることができる臨床医・
研究者・高度医療専門職業人を養成するため、上記の２つの教育
コースのカリキュラムを連携させ、基礎・臨床・社会医学一体型の教
育を実現した。

29,560

グローバルCOEプログラム「細胞系譜制御研究
の国際的人材育成ユニット」

H19年度～H23年度 博士

からだの成り立ちや臓器の形成と修復を司る、様々な種類の細胞の
もとになる細胞（幹細胞）から変化していく様子を細胞の系譜として捉
える概念である「細胞系譜制御」に関する大学院教育を実現した。大
学院学生、博士研究員および教員が、集い会って相乗的に能力を引
き出すリエゾンラボを構築し、教育の国際化や若手人材の雇用を推進
した。

1,118,597

グローバルCOEプログラム「エイズ制圧を目指し
た国際教育研究拠点」

H20年度～H24年度 博士

日本において、グローバルな視点で研究を行う欧米諸国と並ぶレベ
ルのエイズ学教育研究拠点を設立し、国際的に活躍できるエイズの
研究者、医療従事者の体系的・組織的な育成を実現した。特に英語
による授業と国際共同研究の推進により、国際化を推進した。

1,076,146

組織的な若手研究者等海外派遣プログラム H22年度～H24年度 修士・博士

大学院学生を、海外の研究機関に派遣して国際的な共同研究を推進
するとともに、海外の研究者との連携を深め、さらに海外の研究環境
の良い所を修得させることにより、熊本大学における生命科学研究の
国際的な発展を実現した。

42,700

医学・医療の高度化の基盤を担う基礎研究医の
養成（柴三郎プログラム）

H24年度～H28年度 博士

優れた基礎研究医の育成を目的として、医学部学生を大学院の講義
を先取り履修することを可能とした。また、卒後臨床研修と大学院博
士課程の１，２年次を並行して行えるプログラムを構築し、学部と大学
院修了までの研究のシームレス化を実現している。

72,200

博士課程教育リーディングプログラム（HIGOプロ
グラム）

H24年度～H30年度 修士・博士

HIGO（Health life science: Interdisciplinary and Glocal Oriented）プロ
グラムは、医学・薬学等を基盤とする健康生命科学の専門的知識と
研究マインドをもち、九州という地域性と世界観（主にアジア）を連結し
た国際・地域社会（グローカル社会）における課題とニーズを捉えて、
健康増進と疾病対策のために最新の知見と科学技術を活用する次世
代の医療人・専門職業人を養成するものである。

1,397,749

医師免許を有し保険医登録をしている博士課程学生に対して、最先
端のがん研究、医療と臨床実習を共に行う教育システムを構築した。

博士
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（資料・１－１－16）教育プログラム質向上のための工夫一覧 

教育プログラム質向

上のための工夫 

対象 概要 

カリキュラム改善の

ためのアンケート 

博士 医学部独自にカリキュラム改善のためにアンケート調査

を実施した。教員にフィードバックし改善を促した。

（資料・１－１－17） 

授業改善アンケート 修士 本学全学で行われているものを利用し、修士課程の講義

について学生よりアンケートを実施した。教員にフィー

ドバックし改善を促した。（資料・１－１－18） 

授業参観 博士 e ラーニングを用いての授業参観を実施した。授業参観

を実施した教員より良かった点および改善を要する点が

指摘され、教員で情報を共有し改善を促した。 

（資料・１－１－19、資料・１－１－20） 

シラバスチェック 修士 

博士 

平成 25 年度には大学院教育委員会において全てのシラ

バスについてシラバスチェックを実施し科目毎に不備を

抽出し各担当教員に改善を促した。 

（資料・１－１－21、資料・１－１－22） 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－１－17）カリキュラムに関するアンケート調査（抜粋） 

 

（出典：医学事務チーム教務担当作成カリキュラムに関するアンケート調査集計表） 
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（資料・１－１－18）授業改善のためのアンケート結果（平成 26 年度前期実施分） 

 

 （出典：授業改善のためのアンケート集計データ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答科目数： 12科目

回答者数： 52人

質問No. 質問文

１

非常に

難しかった

２

少し難しかった

３

ちょうど

よかった

４

少し易しかった

５

非常に

易しかった

無効 平均

2 22 28 0 0 0 2.50

１

非常に聞き取り

やすかった

２

聞き取りやす

かった

３

聞き取り

にくかった

４

非常に聞き取り

にくかった

無効 平均

10 37 5 0 0 1.90

１

非常に

有効だった

２

有効だった

３

あまり有効では

なかった

４

全く有効では

なかった

無効 平均

6 40 5 0 1 1.98

１

十分に

行われていた

２

少し行われて

いた

３

あまり行われて

いなかった

４

全く行われて

いなかった

無効 平均

13 23 15 0 1 2.04

１

十分に

明示されていた

２

少し明示されて

いた

３

あまり明示されて

いなかった

４

全く明示されて

いなかった

無効 平均

23 21 8 0 0 1.71

１

十分に

達成できた

２

少し達成できた

３

あまり達成できな

かった

４

全く達成できな

かった

無効 平均

8 35 9 0 0 2.02

１

3時間以上

２

2時間以上

3時間未満

３

1時間以上

2時間未満

４

1時間未満

５

全くしなかった
無効 平均

1 5 23 15 7 1 3.43

１

非常に有意義

だった

２

有意義だった

３

あまり有意義

ではなかった

４

全く有意義では

なかった

無効 平均

15 28 8 0 1 1.86

Q5 授業の目標は，どの程度明示されていましたか。

Q8 全体として,この授業はどの程度有意義でしたか。

Q6
あなた自身は，授業の目標をどの程度達成したと思
いますか。

Q7

大学の授業の単位は,授業時間の2倍の時間外学習を前

提として,取得できることになっています。あなたは,この

授業について1週あたり平均して,どの程度,授業時間外

の学習（予習・復習,資料収集,文献講読,レポート作成な

ど）をしましたか。

Q2 教員の声は，聞き取りやすかったですか。

Q3
授業の手段（教科書・プリント,板書,

PowerPoint,ビデオ等）は，有効でしたか。

Q4

この授業において，教員との双方向的なやりとり(授
業中の質疑応答,受講生へのレポートへの教員のコ
メント,質問カードの利用など）が,どの程度行われて
いましたか。

「授業改善のためのアンケート」

回答

Q1 授業の難易度は，どうでしたか。

　　平成26年度前学期

　　医学教育部
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（資料・１－１－19）授業参観実施要領 

 

（出典：平成 25 年度医学教育部における授業参観実施要領） 

 

（資料・１－１－20）授業参観実施状況 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

大学院医学教育部における授業参観実施要領 
 
(趣旨) 

第 1 この要領は、大学院医学教育部 (以下「本教育部」という)において行う授業参観

の実施に関し必要な事項を定める。 
 

   (授業参観の実施形態) 
第 2 授業参観は、講義科目（オムニバス形式）の e ラーニング授業の相互視聴により

行うものとする。   
 
(授業参観を実施する時期) 

  第 3 授業参観は、原則として、通年で実施する。 
 
(授業参観を実施する授業科目の選定方法) 

  第 4 博士課程の「理論」科目の中から、大学院教育委員会(以下「委員会」という。)
が年度ごとに６科目を指定する。  

 
   (授業参観の実施方法) 
  第 5  

(1) 担当する「理論」科目の他の教員による e ラーニング授業を一つ選択し視聴する。

該当する e ラーニング授業がない等の事情がある場合は、担当する「理論」科目

のうち対面講義により実施される授業を実施教員と相談の上で参観することで

代替しても良い。  
(2) 科目主任は、特定の授業に参観者が集中しないよう予め科目内で調整を行う。 
(3) e ラーニング授業を視聴した教員は、参考になった点やアドバイス等を記載した

授業視聴報告書を教務担当に提出する。教務担当は当該報告書を授業実施教員に

送付する。対面講義を参観した場合も同様とする。 
(4) 授業視聴報告書を受け取った授業担当教員は、報告書から参考になった点等を記

載した授業公開報告書を教務担当に提出する。 
   
   (授業参観後の意見交換) 
  第 6   
   (1) 「理論」科目ごとに上記報告書の内容を共有し、意見交換を行う。 
   (2)  意見交換後、科目主任は、授業参観報告書をまとめ、教務担当に提出する。 
    

(報告書の作成) 
   第 7 委員会は、授業参観報告書をもとに、授業参観実施報告書を作成し、授業参観の

課題等について教授会に報告する。 
 

 (雑則) 
  第 8 この要領に定めるもののほか、授業参観の実施に関し必要な事項は、委員会の議

を経て、教育部長が別に定める。 

年度 科目名 良かった点 改善を要する点

細胞機能制御学理論
e-learningのコンテンツで、日本語版と英語版を別々に作成しアッ
プすることは、日本人ならびに留学生にとって理解しやすい

今後の課題として、e-learningの場合、教員がどうしても講義内容
のupdateを滞りがちになる。2〜3年毎にupdateをするように喚起す
ることが必要である。

発生再生医学理論 知識の有無だけではなく、研究者の立場になって考えさせる質問 専門外やnon-MDの学生のために、略語の丁寧な説明が必要

腫瘍先端医学理論Ⅱ なし
e-learningが主体の科目であるため、授業の臨場感に乏しいのは
やむを得ない。

機能再建医学理論 先生方みなさん素晴らしい講義をされていた なし

生体分子情報学理論
身近な話題から話を始め、話す速度もゆっくりと平易な言葉を用い
て高度な話に移っていくこと。

スライド１枚の情報量が多すぎる場合

神経機能科学理論
導入部で講義のポイントを明示し、また重要な用語の定義を明確
に述べるなど、話を明快に進める工夫がなされている。

e-ラーニング教材ではポインターでスクリーンを指しても画面にはう
つらないので、PC内で示す方法をとられてはどうか。

代謝循環制御学理論 分かりやすい英語で、授業として良い構成となっている。
画面は講義者の撮影に終始していた。これが必要か疑問。講義者
が動いて学生と対話する場合は、講義者を追うことは出来るのか。

腫瘍先端医学理論I
特に他領域の腫瘍についても系統的に学習でき、参観した側にも
役立った。

大学院生の積極的な受講が望まれる。

医療情報・倫理学理論
最新・現在の知見だけでなく、歴史・実際のイベントやside effect
にも言及していること

なし

環境社会医学理論
国際比較や都道府県比較があり、日本人学生、留学生双方が興
味を持つ内容であること

スライドの文字が小さい部分があり、e-ラーニングでは文字がつぶ
れていてやや読みにくいことがあること

H25
（4科目）

H26
（4科目）

H27
（2科目）
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（資料・１－１－21）シラバスチェック実施要領（抜粋） 

 

（出典：医学教育部におけるシラバスチェック実施要領） 

 

（資料・１－１－22）シラバスチェック実施結果（平成 25年度） 

（出典：平成 25 年度医学教育部シラバスチェック実施報告書） 

 

大学院医学教育部におけるシラバスチェック実施要領 
(趣旨) 

第 1 この要領は、大学院医学教育部 (以下「本教育部」という)において行うシラバス

チェックの実施に関し必要な事項を定める。 
 
(実施体制) 

  第 2 シラバスチェックは、本教育部大学院教育委員会 FD・カリキュラム部会が主体

となって、大学院教育委員会(以下「委員会」という。)が行う。 
   

(実施対象) 
第 3 シラバスチェックの対象は、本教育部のシラバスに掲載されている講義科目及び

実習科目とする。 
   

(シラバスチェックの項目及び観点) 
  第 4 シラバスチェックは、次の各号に掲げる項目について、当該各号に定める観点か

ら行う。 
   (1) 授業形態 どのような授業形態(講義、演習、実験・実習など)をとるのか明示さ

れているか。 
(2) 授業の目標 学習の到達目標について、具体的に、分かり易く記載されているか。

(3) 授業内容 
 イ) 授業で取り上げる項目や重要な概念が、分かり易く記載されているか。 
 ロ) 各回の授業の内容や、その相互の関連が示されているか。 

 (4) キーワード キーワードが適切に記載されているか。 
(5) 参考書 
 イ) 必要に応じて、適切な参考書が明示されているか。 
 ロ) 参考書の著者、出版社、出版年などの書誌情報は示されているか。 

 (6) 評価基準と方法 
イ) 評価基準が記載されているか。 
ロ) 評価の方法(質疑応答、小テスト、レポートなど)及び採点の方法が記載されて

いるか。 
 (7) 履修上の注意 オフィスアワーについて、教員ごとに問い合わせ先などが記載さ

れているか。 
 (8) 事前学習 授業に臨むにあたって、予習など事前に必要なことが記載されている

か。 
(9) 事後学習 授業後の復習など、事後に必要な事が記載されているか。 
 

 (評価値・集計及び分析) 
第 5 第 4 各号の各項目に対する評価値は、記載内容が当該各号に定める観点への合致

の度合いに応じ、次のとおりとする。 
 

評語 評価の基準 
A 観点に合致している 
B 観点に概ね合致しているが改善を要する 
C 観点に合致してない 
－ 評価の項目・観点に該当しない 

 
 観点ごとに各評語の度数分布を分析し、B 評価及び C 評価の割合が高い観点を抽出する。
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（水準）期待される水準を上回る 

 

（判断理由） 

大学院教育の実質化とともに専門分野の人材育成プログラムを実施した。特に HIGO プ

ログラムは、グローカルな健康生命科学パイオニアのリーダーを育成するために修士課程

から博士課程までの一貫した教育を行い、大学・行政・産業界が連携してセミナーやイン

ターンシップを実施し、海外へのインターンシップを展開するなど、国際水準の教育者・

研究者の育成を大きく推進した。柴三郎プログラムでは基礎医学・生命科学研究の出来る

医師の養成を目指すための大学院教育を開始した。入学試験の改革によりグローバル英語

試験評価を入学試験の英語の試験に取り入れたことで、国際通用性のあるシステムを構築

した。さらに、連携大学院の提携推進を通して多様な教員の確保を行うなど、教育の質の

向上を行った。大学院教育改革を目指して数多くの外部資金を獲得し、積極的な改革を実

践した。また、教育内容および方法を向上するためシラバスチェックなど様々な取り組み

を実施した。 

以上の理由から、想定する関係者の期待を上回ると判断する。 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

１．教育課程編成状況の工夫とその効果 

医学教育部には修士課程と博士課程がある。修士課程は４年制学部からの入学で、医学・

生命科学研究に特化した教育を行う。博士課程は修士課程より進学し医学・生命科学研究を

飛躍させると共に、医学部医学科からの進学者で高度の医学・生命科学の知識を持つ高度専

門職業人の育成を目指している。アドミッションポリシーを一部修正し入試説明会やウェ

ブサイトで周知した。また、修士・博士課程のそれぞれにカリキュラムポリシーを設置し、

授業の実質化と研究指導体制の整備、並びにディプロマポリシーを設置し修了要件を明確

化したこと、及び専門性のある人材を育成するために前述の専門分野に特化した独創性の

高いプログラムを実施した。さらに、平成 25 年度より修士課程の外国人 10 月入学および

平成 24 年度より博士課程の日本人 10 月入学を開始し多様な社会のニーズに対応した（資

料・１－２－１～１－２－６、前掲資料・１－１－４、p４～５）。 

 

（資料・１－２－１）医学教育部の概要 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 



 

－11-17－ 

（資料・１－２－２）修士課程カリキュラム  

授業科目名 単位数 授業科目名 単位数 

A 必修科目 
A1 生体構造学 
A2 生体機能学  
A3 社会医学総論 
A4 臨床医学総論 
A5 生命倫理学  
A6 医科学演習   
A7 医科学研究 

 
 

 

 
2 
2 
2 
2 
1 
8 
8 
 

 

 

 

 

 

B 選択科目 
 B1 臨床病理学 
 B2 感染免疫学 
 B3 代謝情報学 

   B4 脳神経科学 
   B5 遺伝再生医学 
   B6 医療情報学 
   B7 実験動物学 
 B8 基礎放射線学 

   B9 解剖学実習 
C1 大学院医学実験講座 
C2 医科学セミナー（医学・生命

科学セミナーおよび名医に学

ぶセミナー） 

 

1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 

 

修了要件  必修科目 25 単位  選択科目 5 単位以上  合計 30 単位以上 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－２－３）博士課程基本カリキュラム 

授業科目名 単位数 授業科目名 単位数 

   必修科目 

１．講義科目 

A1 医療情報・倫理学理論 

２．研究指導科目 

実践Ⅰ 

 

 

 

2 

 

10 

 選択科目 

B1 生体分子情報学理論 

B2 細胞機能制御学理論 

B3 造血免疫制御学理論 

B4 感染病態制御学理論 

B5 神経情報科学理論 

B6 神経機能科学理論 

B7 発生再生医学理論 

B8 環境社会医学理論 

C1 先端診断医学理論 

C2 先端治療医学理論 

C3 代謝循環制御学理論 

C4 発達生育医学理論 

C5 腫瘍先端医学理論 I 

C6 腫瘍先端医学理論 Ⅱ 

C7 機能再建医学理論 

C8 がん治療学理論 

C9 緩和ケア学理論 

C10 臨床研究理論 

D1 医学・生命科学セミナー 

D2 名医に学ぶセミナー 

D3 医学・生命科学演習 

D4 Translational Research(TR) 

   セミナー 

 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

1 

選択必修科目Ⅰ 

（下記のいずれか１つを選択） 

コースワーク科目 

１）医学実験講座 

２）集学的がん治療学・緩和ケア学実習 

               

 

 

 

2 

2 

選択必修科目Ⅱ 

（下記のいずれか１つを選択） 

１．研究指導科目 

実践Ⅱ 

２．臨床指導科目 

実践Ⅲ 

 

 

 

8 

 

8 

修了要件  必修科目 12 単位  選択必修科目 I 2 単位 選択必修科目Ⅱ 2 単位 

       選択科目 8 単位以上 合計  30 単位以上 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 



 

－11-18－ 

（資料・１－２－４）アドミッションポリシー 

 

（出典：本学公式ウェブサイト） 

（資料・１－２－５）カリキュラムポリシー 

（出典：本学公式ウェブサイト） 
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（資料・１－２－６）「専攻の人材育成像ならびに学位授与の方針」ディプロマポリシー 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

専攻の人材育成像並びに学位授与の方針（博士課程） 

 
人材育成の目的： 

 医学又は生命科学の幅広い知識及び深い思考力を備えた、専門分野における国際的研究能

力を有する研究者若しくは教育者又は高い研究志向及び問題解決能力を有する高度医療専

門職業人を育成することを目的とする。 
 
学位授与の方針： 

（１） 学位授与の要件 
 当該課程の標準修業年限４年以上在学し、３０単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を

受けた上、博士論文の審査および最終試験に合格することを課程修了の要件とする。ただし、

在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、当該課程に３年以上在学すれ

ば足りるものとする。 
 学位申請には、学位論文（Thesis）と、本人が筆頭（第１）著者となっている関連論文１

編以上の提出を必要とする。所定の単位を修得し学位論文を提出した者について、学位論文

の審査及び最終試験を行う。 
 学位論文審査と最終試験は、審査委員長１名、審査委員 2 名以上により構成される審査委

員会により行われ、その報告を受けて医学教育部教授会での審議によって合否が決定され

る。 
 

学位論文（Thesis）の審査基準 
１）単なる関連論文の写しや邦訳ではなく、研究の基礎となった文献的事実を含む研究

の背景、研究の目的と基本的なストラテジー、詳細な実験方法、実験結果とその解

釈、文献的考察を含む深い論考、研究の意義等に関する総括等について十分な論述

がなされていること。 
２）学位論文の作成要領にしたがって作成されていること。 

 
関連論文の認定基準 
１）医学教育部が定める「学位申請のための欧文雑誌」に登録された雑誌に掲載された欧

文論文であること。 
２）学位論文（Thesis）に直接関わる内容を含み、その一部を構成すること。 
３）学位申請者が筆頭（第１）著者であること。申請者と他研究者との equal contribution

による共著論文にあっては、論文中にそのことが明記されていれば共に第１著者と

みなす。ただし、次項に定める場合を除き、他の著者が当該論文を学位論文の関連論

文にしている場合は、これを学位申請のための関連論文とすることはできない。 
４）申請者と他研究者との equal contribution による共著論文であって、論文が掲載さ

れた学術誌の Impact Factor(IF)を共同第１著者の数で除した数値が、5.0 以上の場

合、あるいは当該研究分野の上位 10%にランキングされている学術誌に発表されて

いる場合、既に他の第 1 著者が関連論文として学位を取得していても、学位申請の

ための関連論文にすることができる。 
５）関連論文における学位申請者の所属として、熊本大学が記載されていること。 
６）関連論文における共著者または謝辞に、熊本大学大学院医学教育部の研究指導者が

含まれていること。 
７）Short communication の類を関連論文にする学位申請者は、投稿論文を事前に医学

事務チーム教務担当へ提出すること。その後、内容について、大学院教育委員会が事

前審査を行い、可否を決定する。 
 

専攻の人材育成像並びに学位授与の方針（修士課程） 

 
人材育成の目的： 

 医学又は生命科学の知識及び思考力を備えた、専門分野における高度な研究能力を有す

る研究者、教育者又は高度専門職業人を育成することを目的とする。 

 
学位授与の方針： 

（１） 学位授与の要件 
 当該課程の標準修業年限２年以上在学し、所定の単位（必修２５単位、選択５単位、合

計３０単位以上）を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終

試験に合格することを課程修了の要件とする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績

を上げた者については、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 
 修士論文審査と最終試験は、審査委員長１名、審査委員 2 名以上により構成される審査

委員会により行われ、その報告を受けて医学教育部教授会での審議によって合否が決定さ

れる。 
 

修士論文の審査基準 
１）研究の背景と目的、実験方法、実験結果とその解釈、文献的考察を含む論考等に

ついて十分な論述がなされていること。 
２）修士論文の作成要領にしたがって作成されていること。 
 
最終試験は、口頭試問（公開発表）により行い、以下の基準により評価する。 
１）研究の内容について十分に理解し説明できること。 
２）研究の内容に関して提起される論点について論理的に考察できること。 
３）当該研究分野に関する専門的な知識を有すること。 
４）関連する研究分野に関する基礎的な知識を有すること。 

 
（２） 修得すべき知識・能力 
① 高度な専門知識・技能及び研究力 
・医学・生命科学に関する専攻分野の専門的な知識を持ち、学術論文を通して知識を更新

することができる。 
・医学・生命科学に関する専攻分野の研究課題について、基本的な研究手法を習得し、適

切な研究計画を立案し、研究結果を正しく解釈できる。 
 
② 学際的領域を理解できる深奥な教養力 
・基礎医学、臨床医学、社会医学に関する普遍的な知識を持っている。 
・生命倫理、医療倫理、臨床倫理、研究倫理に関する普遍的な知識を持っている。 
・医学・生命科学に関する領域複合的な課題を解決するための方法を立案できる。 

 
③ グローバルな視野と行動力 
・グローバルな視野から医学・生命科学に関する国際的な研究活動の推進に参画できる。 
・環境、保健、医療制度に関する知識とグローバルな視野を持ち、国際的なヘルスプロモ

ーションの推進に参画できる。 
 
④ 地域社会を牽引するリーダー力 
・修得した医学・生命科学の専門知識を活かして、地域の環境・健康・医薬品産業など

の推進を牽引できる。 
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２．社会のニーズに対応および国際通用性のある教育課程の編成と実施上の工夫 

前述の特徴的な専門プログラムを設定している。特に九州・アジアの社会的ニーズを理

解し、地域と世界を結びつけてグローカルに諸課題に挑戦できる健康生命科学パイオニア

育成プログラムとして HIGO プログラムを平成 24年より実施している。修士から開始する

６年コースと博士から開始する４年コースがあり、大学・行政・産業界が連携してセミナ

ーやインターンシップを実施し、海外へのインターンシップを展開している。平成 27 年

度に初めて HIGO コース修了により学位を取得することができ、社会へ還元することとな

った。また、セミナーには HIGO プログラム以外の学生や教員にも広く門戸が開かれてお

り、その他の学生の教育にも貢献した（前掲資料・１－１－４、p４～５、資料・１－２

－７～１－２－10）。 

 

（資料・１－２－７）HIGO プログラムのウェブサイト 

 

（出典：HIGO プログラムウェブサイト） 

 

（資料・１－２－８）HIGO プログラムのカリキュラム 

 

（出典：HIGO プログラムパンフレット） 
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（資料・１－２－９）企業・行政セミナー一覧 

  １）企業セミナー 

 

（次ページへ続く） 

日程 所属 職等 タイトル・話題など
HIGOの趣旨に合うキー

ワード

25/3/8 熊本日日新聞社　 論説委員
なぜいま水銀が地球環境問題なのか？－水銀問題にこだ

わって取材する理由

「グローカル」「環境問

題」

25/7/4 第一三共 癌研３G Planned Happenstance - Academia or Industry?
「リーダー養成」「出口

教育」

25/9/26
協和発酵キリン（株）CSR

推進部

リスク管理グ
ループマネー
ジャー

企業研究者のキャリアパスとＣＳＲ
「出口教育」「社会貢

献」

25/10/11 タカラバイオ 営業部部長 バイオテクノロジーという技術を売る
「グローカル」「最先端
研究」「リーダー養成」

25/10/18 アッヴイ合同会社 人事部長

1.「バイオ医薬品企業アッヴィのグローバル経営戦略と組
織・人事面 での課題」
2.「グローカリゼーションとキャリア構築」　（学生への
事前希望調査の結果）

「グローカル」「経営」

「人材像」「リーダー養
成」

25/10/23 株式会社A-commerce　 代表取締役
中国・東南アジアビジネスを通じて～エリアごとの現状把
握とアプローチ方法～

「グローカル」「起業」
「経営」

25/11/1 メルクセローノ 　

クリニカル

クオリティ
マネジメント
マネージャー

グローカルキャリアパスとして治験モニター職（CRA）
を選ぶ

「グローカル」「出口教
育」「人材像」

25/11/6 中京大学　総合政策学部 教授
イスラム圏の食品市場開拓のハードルになるハラル制度に
ついて

「グローカル」「経営」

25/11/7
25/11/8

持田製薬株式会社
取締役執行委
員

11/7　個別化医療の潮流における医薬品研究開発につい
て
11/8　HIGOﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの学生達を対象に英語での
discussion（交流）

「出口教育」「最先端教
育」「人材像」

25/11/14 日本銀行　 熊本支店長 日本銀行と最近の日本経済について
「経営」「社会文化科学
（経済、政策）」

25/11/22
日本元気塾塾長/一橋大学イ
ノベーション研究センター

教授 Innovation in Japan
「グローカル」「イノ
ベーション」

25/11/28 アステラス製薬（株）
製剤研究所所
長先端薬学教
授

製薬企業において製剤研究者が患者のためにできること
「最先端研究」、「健康
生命科学」

25/11/29 株）同仁化学研究所 常務取締役 酸化ストレス研究のための試薬開発
「最先端研究」「グロー
カル」「健康生命科学」

25/12/5 産業総合研究所
知的財産部
次長

活力のある経済社会をつくるには －知的財産は競争力の源
泉である―

「イノベーション」「社
会文化科学（経済、政
策）」「産学官連携」
「グローカル」

25/12/6 第一三共 先端薬学教授　 自然免疫を利用した医薬品研究開発
「最先端研究（ワクチ
ン）」、「健康生命科
学」

25/12/6 第一三共 先端薬学教授　
第一部： 国内外におけるワクチンの現状およびその果たし
てきた功績　第二部： 企業が求める研究者の視点

「最先端研究（ワクチ
ン）」「健康生命科学」
「リーダー養成」「グ

ローカル」

25/12/12 久光製薬㈱製剤研究所 所長　 貼付剤の開発
「最先端研究」、「健康
生命科学」

25/12/13 株）ネオモルガン研究所　
創業者・最高

顧問
進化研究におけるパラダイムシフト；－進化を加速する－　

「リーダー養成」「最先

端研究」「出口教育」

25/12/19 大塚製薬
前・本社開発

部長

１. ４０年間のビジネス経験～ブランドグライダー論を中
心に～　２.「食と健康」に係わる法律・制度・産業～最近
の話題を中心に～

「出口教育」、「健康生

命科学」

26/5/22 熊本日日新聞 論説委員 水俣条約とジャーナリズム
グローカル、マスコミ、
出口教育

26/5/30 アッヴィ合同会社 人事部長
アッヴィのグローバル経営 戦略と組織・人事面での課題お
よびグローカリゼーションとキャリア構築

グローカル・グローバ
ル・リーダー養成

26/6/13 JN Biosciences LLC
創業者（アメ
リカで起業）

シリコンバレーのバイオベンチャーで働く
グローバルリーダー養
成、起業

26/10/3 岩手県立大学総合政策学部 准教授
昨年のハラルの講師、並河先生からのご紹介頂いた若手研
究者。ハラル」について社会的政治的文脈からの話、院生
との議論に適任。

グローカル（アジア）・
社会文化科学（宗教・異
文化コミュニケーショ

ン）

26/10/31 日本カーギル
輸入食品アド
バイザー

1. 日清食品タイ工場での勤務経験、生活、文化、障壁、語
学力の習得等　2.輸入・輸出あれこれ, 3. 女性のキャリア

グローカル（アジア）・
語学力習得・人材養成

26/11/13
KKTくまもと県民テレビ
報道局

アナウンス部
専門部長

命を伝えるということ

26/11/21 EQ partners
創業者、取締
役

「グローバルビジネスで活躍できる人材・リーダー」「グ
ローバルリーダーの資質と磨き方」　など

グローバル・リーダー養
成

26/12/17
世界銀行
人間開発局教育セクター

業務担当

国際機関とは？
グローバル人材とは？
グローバルに活躍するために必要なスキルは？
世界で日本が、日本人が果たすべき役割は？

グローバル

27/1/30 サントリーホールディングス
キャリア開発
部
課長

「国際競争力をもつグローバル人材」として、「グローバ
ルな環境に求められる人材とは、イノベーティブ、クリエ
イティブな活動を行うために必要なスキルは？実際に活躍
までのアクションプランは？

ビジネス、グローバル

27/2/19
バングラディッシュ・グラ
ミングループ

Managing
Director

1.グラミン銀行が支援するマイクロ・
クレジットシステムを通じた貧困対策、
女性労働力の活用など。
2. バングラデシュと日本企業（ユニクロなど）との連携に

ついて
3. 途上国の課題解決に向けたソーシャルビジネスの展開に
ついて

ビジネス・グローカル

27/5/28
アジア法務サポートセン
ター

代表理事、
弁護士

国際契約について
グローカル（アジア）・
社会文化科学（法律）

27/10/8
協和発酵キリン（株）
 CSR推進部

マネージャー 企業研究者のキャリアパスとCSR （パート2）
企業運営、社会貢献、
企業の社会的責任

27/11/5
株式会社 東京大学エッジ

キャピタル(UTEC)
プリンシパル ベンチャーキャピタルによる新産業の共同創出

医薬、ビジネス、
ベンチャービジネス、
URA

27/11/19
熊本市観光文化交流局
MICE推進課

主幹 熊本市の東アジア戦略について
グローカル（熊本・九
州、アジア）、地方行政
担当者、リーダー

27/11/26
第一三共株式会社
研究統括部研究企画G

主査
学びは続くよ、どこまでも  

– Planned Happenstanceのすすめ –

医薬、オープンイノベー
ション、Planned
Happenstance

27/12/17 近畿大学医学部 講師
博士号の活かし方～ライフサイエンス系博士よ、したたか

に、しなやかに生きよう

医薬、ポスドク問題、
博士人材のキャリア、
科学コミュニケーショ
ン、科学技術政策等

28/1/14 日本科学未来館
科学コミュニ

ケーター
はじめよう！伝わる科学コミュニケーション グローバル、グローカル

科学コミュニケーション

28/2/23
NPO法人

九州バイオマスフォーラム
副理事長

農業を生業とする女性リーダーとしての日本の今後。食、

農業に関する危機。農業を新たな起業の選択とするすす

め。農業を通して世界的に活躍することは可能か?

グローカル（熊本・九
州、アジア）、
グローバル（アジア以外
の海外）、
マスコミ、国際貢献、ビ
ジネス

【平成２４年度】

【平成２６年度】

【平成２５年度】

【平成２７年度】
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２）行政セミナー 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

日程 所属 職等 氏名 タイトル・話題など
HIGOの趣旨に合うキー

ワード

日本社会事業大学　 理事長 潮谷　義子 "認知症"の現状と課題 医療・保健・福祉行政

熊本県健康福祉部　 医監 岩谷　典学 熊本県の行政医師の立場から
医療・保健・福祉行政／
人材像・キャリアパス／
文理・分野横断型の実務

25/5/30 熊本市 市長 幸山　政史 熊本市の現在（いま）と未来（あした） リーダー養成

公益法人くまもと地下水財団 事務局長 今坂　智恵子 世界が認めた熊本地域の持続的な地下水保全 環境問題

熊本市環境局　環境政策課　 主査 菅本　康博 微小粒子状物質（PM2.5)について 環境問題

健康福祉子ども局　
健康づくり推進
課長補佐

高本　佳代子
市民の健康増進に関する取り組み～ネットワークで進めるヘル
ス・プロモーション～

医療・保健・福祉行政／
文理・分野横断型の実務

健康福祉子ども局
健康福祉政策課

課長 井上　隆 我が国の公的医療保険，そして熊本市のコクホ
医療・保健・福祉行政／
文理・分野横断型の実務

健康福祉子ども局
障がい保健福祉課

課長 進士　順和 熊本市における障がい保健福祉施策について
医療・保健・福祉行政／
文理・分野横断型の実務

健康福祉子ども局 次長 中熊　秀光
くまもと医療都市２０１２グランドデザイン～安心を支え、未
来を拓く「医療拠点都市」～

医療・保健・福祉行政／
人材像・キャリアパス／
文理・分野横断型の実務

健康福祉子ども局
医療政策課

課長 米納　久美 安全と安心のための保健衛生
医療・保健・福祉行政／
人材像・キャリアパス／
文理・分野横断型の実務

25/11/15
厚生労働省東京検疫所　食品監
視課

専門官 小野澤　由子 輸入食品の安全性の確保について
食品衛生／人材像・キャ
リアパス

25/12/26

26/3/20 在日オーストラリア大使館 首席公使 Tom Connor オーストラリアと近隣地域: インド太平洋における課題と機会 グローカル（アジア）

26/5/16
内閣官房行政改革推進本部事務
局

次長 藤城　眞 政府部門の現状、役割、未来とこれからの社会
グローカル
社会文化科学

26/5/16
中国中共中央編訳局比較政治研
究センター

所長 何　増科 国家統治の現代化及び中国の政治体制改革
グローカル（アジア）
社会文化科学

26/7/31 国境なき医師団(MSF)
東アジア地域プ
ログラムマネー
ジャー

アイザック・チクワナ

Humanitarian Action under Fire
1. 東南アジア、アフリカの新興国や紛争地域でのMSF国際医
療支援活動について
2.資源制約下、危機的状況で求められるリーダーシップや異文
化適応力など
3. MSFが求める人材像について

グローカル（アジア）

26/8/7 上天草市　保健課
課長
課長補佐

尾崎　忠男
濱崎　裕慈

1.地域医療（へき地医療）における地域包括ケア
2.持続可能な医療・介護に向けた多職種連携の取り組みについ
て

グローカル
社会文化科学(公共政策）

26/10/16 ペシャワール会 事務局長 福元 満治

「国際共生とNGO-アフガニスタンに命の水を　国際協力の
28年」
1. 異文化理解や国際協力のあり方
2. 差別や貧困問題等への関わり

グローカル
社会文化科学

26/11/28
九州経済産業局　地域経済部新
産業戦略課

課長 名垣　眞一
九州ヘルスケア産業推進協議会(HAMIQ)における
ヘルスケア産業の振興について（仮）

産官学連携、グローカル
（九州）、健康生命科学

26/12/19
アジア太平洋立命館大学
アジア太平洋学部

教授 Timothy Lee
Medical Tourism of Southeast Asian Countries with
Some on Government Support in the Industry（仮）

グローカル・グローバル

26/12/19 立教大学観光研究所 研究員 李　彰美 韓国における医療観光の現状（仮） グローカル（アジア）

27/1/23 元UNICEF広報官、早稲田大学 非常勤講師 澤　良世
「国際機関で働くということ：UNICEFでの経験と現在の活
動」(仮)

グローバル

27/2/13
国際医療ボランティアNGO
ジャパンハート

代表 吉岡　秀人
1. ミャンマー、カンボジア、ラオスにおける小児医療や災害孤
児の支援活動
2.国際NGOの運営やマネジメント戦略に関して

健康生命科学、グローカ
ル（アジア）

27/6/4 香港大学 教授 Albert H. Y. Chen
The “Umbrella Movement” and the Struggle for
Democracy in Hong Kong: The Story of “One Country,
Two Systems

グローカル（熊本・九
州、アジア）
社会文化科学（法律）

27/6/25 熊本市国際交流振興事業団 事務局長 八木  浩光 真の国際化を目指して

グローカル（熊本・九
州、アジア）、グローバ
ル（アジア以外の海
外）、国際貢献

27/10/1
独立行政法人 宇宙航空研究開
発機構（JAXA）広報部　報
道・メディア課

参事 吉崎 泉 国際宇宙ステーションの仕事 グローバル

27/10/22 熊本市 市長 大西 一史 熊本市の目指す「地域主義」とは グローカル
地域行政

２７/１２/３
モンタナ州政府

駐日代表事務所
駐日代表 坂口 マコ 地域、人をつなぐ、つなげる仕事

グローカル（熊本・九
州、アジア）、グローバ
ル（アジア以外の海
外）、国際貢献、ビジネ
ス

２７/１２/１０ 日本医療研究開発機構 執行役 菱山 豊 Policy on Biomedical Research  in Japan

医薬、科学技術政策（ラ
イフサイエンス）、社会
文化科学（生命倫理、公
共政策）

２８/１/２１
鹿児島大学大学院理工学研究科

（理科系）地球環境科学専攻
教授 佐藤 正典 生物学の視点から海辺の環境を見つめ直す

グローカル（熊本・九
州、アジア）、環境問
題、環境行政

２８/２/1 北海道大学国際本部

特任教授

シニアアドバイ

ザー

玉城 英彦
国際舞台で、己を見失わないために

― 国連WHOにおける経験を基に ―

グローカル（熊本・九
州、アジア）、グローバ
ル（アジア以外の海
外）、医薬、
国際貢献

【平成２７年度】

【平成２４年度】

【平成２５年度】

【平成２６年度】

25/6/27

25/3/21

25/6/28

第３回熊本知識者円卓会議（熊本版ダボス会議）
ホテル日航熊本　5F天草の間  「日本、そして熊本は世界に対して何をなすべきか？」

          ディスカッサント：
　　        　       甲斐　隆博（株式会社肥後銀行取締役頭取）
            　   　　蒲島　郁夫（熊本県知事）
 　              　　幸山　政史（熊本市長）
 　　             　 田川　憲生（ホテル日航熊本社長）
 　　             　 谷口　功（大学コンソーシアム熊本会長・熊本大学長）
　　              　 大学コンソーシアム熊本の１４大学長
　　             　  県内大学等の留学生・日本人学生

              ※ HIGOプログラムからは以下3名が参加し、発表を行った。
　　　　　　　　羅　歓（基礎コース／医学教育部　M2）
                              「日本から世界へ、質の高い医療と看護サービスの普及」
　　　　　　　　Okoro Ezinne Kaosisochukwu（基礎コース／医学教育部　M1）
                              「熊本そして日本はグローバル社会に対して何をすべきか？」
　　　　　　　　呉花　楠（基礎コース／医学教育部　M1）
                              「九州の国際都市、KUMAMOTOを目指して」

リーダー養成
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（資料・１－２－10）HIGO プログラム海外インターンシップ実施状況 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

３．養成しようとする人物像に応じた効果的な教育方法の工夫 

前述の特徴的な専門プログラムを設定している。特に平成 24 年度より基礎研究医養成

のため「柴三郎プログラム」を新設し、医学部から大学院修了まで初期臨床研修と平行し

て研究をシームレスに継続できるシステムを構築した（前掲資料・１－１－４、p４～

５、資料・１－２－11～１－２－13）。 

 

（資料・１－２－11）柴三郎プログラムについて 

 

（出典：柴三郎プログラムウェブサイト） 

 

年度 実施場所（都市） 実施国 参加学生数
25 上海 中国 6
25 ワシントンDC アメリカ 5
26 ワシントンDC アメリカ 3
26 テキサス アメリカ 1
26 ハイデルベルク ドイツ 1
27 ハノイ ベトナム 5
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（資料・１－２－12）柴三郎プログラムの概要 

（出典：柴三郎プログラムウェブサイト） 

 

（資料・１－２－13）柴三郎プログラム入学者数 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

４．学生の主体的な学習を促すための取組 

修士・博士課程は主体的に研究を行い修士論文あるいは学位論文を完成させなければい

けない。さらに博士課程において所定の単位を修得し優れた研究成果を上げ早期に学位論

文を完成させた学生は、在学期間短縮により修了することができ、より主体的に質の高い研

究に取り組む意欲へとつながっている。一方で、仕事・育児・介護などで充分な研究時間を

確保できない学生のため長期履修制度を整備し、仕事などと平行して社会人大学院生が自

分のペースで主体的に研究を実施することが可能となり、多くの学生の学位取得に結びつ

いている。平成 20年度より eラーニングシステムを開始し、日本語と英語による eラーニ

ングを順次整備しており、実施率は平成 27 年度末には 72.2％まで上昇した。また、平成 23

年には、がん博士育成プログラムの一環として全国 e ラーニングクラウド大学間協定の締

結を行い、専門的な講義の受講が可能となったことに加え、研究倫理など研究者行動規範教

育へ取り組むために e ラーニングを中心に効果的な講義を準備し平成 26 年度より実施し

た。eラーニングは個々の時間に合わせて主体的に学習を行うサポートとなった（資料・１

－２－14～１－２－16）。今後は、修士課程の英語による eラーニングを整備し留学生への

対応を充実する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入学年度 24 25 26 27
柴三郎プログラム
（博士課程学生）

－ 2 4 7

プレ柴三郎プログラム
（医学部生による大学
院科目先取履修）

4 12 6 8
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（資料・１－２－14）在学期間短縮制度に関する要件 

 

（出典：博士課程シラバス） 

 

（資料・１－２－15）長期履修制度 

 

（出典：博士課程学生募集要項より抜粋） 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

【在学期間短縮制度】 

 所定の単位を修得し優れた研究成果を上げ学位論文を早期に完成させた学生は、希望に応じ

て｢在学期間短縮に関わる学位審査｣を受け、博士号学位を取得することができる。 

 

在学期間短縮により修了できる時期は、以下のとおりです。 

４月入学者             １０月入学者 

１）３学年修了時（３月）       １）３学年修了時（９月） 

２）４学年 ６月           ２）４学年 １２月 
３）４学年 ９月           ３）４学年  ３月 
４）４学年１２月           ４）４学年  ６月 

 当該審査の関連論文に関する要件については、医学教育部が定める「学位申請のための欧文

雑誌」に登録された雑誌に掲載された欧文論文であり、以下の①または②のいずれかを満たす

発表論文に基づいて学位論文が作成されていること。なお、IF がボーダーラインにある論文に

ついても、申請者による研究成果の発表や質疑に対する応答などを総合的に判断して、合格と

判定できるものとする。 

① IF が 5.0 以上の学術雑誌、あるいは、各研究分野における学術雑誌のうち、その IFが上位の

10％にランクされている学術雑誌に、第１著者として論文を１編以上発表していること、あ

るいは発表予定（in press）であること（IF と該当学術雑誌の検索方法の詳細については医

学事務チーム教務担当へ照会するか、医学教育部 HP:以下※を参照のこと）。なお、共同第１

著者が複数存在する論文については、IF を共同第 1著者の数で除した数値をもって上記の評

価の対象とする。また、複数の共同第１著者が当該論文を関連論文として用いて、異なった

観点より学位論文（Thesis）を執筆することにより、学位を申請できるものとする。また短

報論文（short communication 等）については、論文の内容を検討したうえで認定の可否を決

定する。 

② IF が 2.5以上の学術雑誌、あるいは、各研究分野における学術雑誌のうち、その IF が

上位の 40％にランクされている学術雑誌に、第１著者として論文を２つ以上発表しているか、

発表予定（in press）であること。あるいは、第 1著者として発表した、２報以上の論文の IF

の総和が、5.0 以上であること。共同第１著者による論文は１つまでは認めるが、それ以外に、

１人で第１著者となっている論文を 1 編以上発表している必要がある。なお、共同第１著者が

複数存在する論文については、IF を共同第 1著者の数で除した数値をもって評価の対象とする。

また、複数の共同第１著者が当該論文を関連論文として用いて、異なった観点より学位論文

（Thesis）を執筆することにより、学位を申請できるものとする。２編の論文のうち短報論文

（short communication 等）1 編までは、論文の内容を評価したうえで関連論文として認める。

 ２．長期履修制度 

     本教育部では、職業を有している等の事情により、標準修業年限（４年）を超えて一定の期間（最大８年

まで）にわたり計画的に教育課程を履修し、修了することを願い出た者については、審査の上許可することがありま

す。この制度の適用者は「長期履修学生」といい、当該学生の授業料支払総額は、標準修業年限による修了者と同じ

になります。この制度の詳細については、目次の下段に示した医学事務チーム教務担当までお問い合わせ下さい。 

長期履修学生数（新規）一覧
年度 修士課程 博士課程 合計
22 0 5 5
23 0 4 4
24 0 3 3
25 1 4 5
26 0 2 2
27 0 6 6
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（資料・１－２－16）eラーニングに関する資料 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

５．学生への支援体制 

国際通用性のある研究者育成のため海外での発表・研究の支援を実施した。特に「組織的

な若手研究者等海外派遣プログラム」及び「頭脳循環を活性化する若手研究者海外派遣プロ

グラム」では多くの学生の海外への派遣を実施した。希望する博士学生には「プロジェクト

経費支援」を通じて研究費の補助を行った。若手研究者育成のためにリエゾンラボおよび

COE ジュニア・リサーチアソシエイトを設置し学生の積極的な研究活動を支援した。生活基

盤を補助する経済支援は、博士課程奨学金給付制度（KDS）および博士課程奨学制度（KWS）

を学生に周知し推薦を行った。ティーチングアシスタント（TA）は修士課程を中心に雇用し

経済支援し、雇用した学生を e ラーニング撮影補助などの教務補佐員とし医学教育部の教

育体制向上に寄与した。健康相談、生活相談、進路相談、各種ハラスメントの相談等のため

に、学生委員会やハラスメント相談員を設置し必要な相談・助言が出来る体制を整備してい

る。また、平成 25年度からは医学教育部のあるキャンパスに健康相談室を設置し学生の健

康相談にも対応している（資料・１－２－17～１－２－21）。 

 

 

 

（資料・１－２－17）組織的な若手研究者等海外派遣プログラム採択状況 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

 

 

組織的な若手研究者等海外派遣プログラム採択学生数一覧

年度 修士課程 博士課程 計
22 3 4 7
23 6 23 29
24 1 14 15
計 10 41 51

プログラム採択期間：平成22年3月から平成25年3月
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（資料・１－２－18）博士課程奨学金給付制度（KDS）採択者数 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－２－19）博士課程奨学制度（KWS）採用者数 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・１－２－20）ティーチングアシスタント（TA）採用状況 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

博士課程奨学金給付制度（KDS）採択状況　平成22年度～平成27年度

一般枠 私費留学生枠

年度 採択者数
採択者のうち

留学生
年度 採択者数

22 19 2 22

23 17 1 23 3

24 19 0 23.10月 4

25 18 2 24 6

26 17 1 24.10月 5

27 17 0 25 5

25.10月 2

26 9

26.10月 1

27 8

27.10月 1

※私費留学生枠は、平成23年度より開始。
※10月入学は、私費留学生枠のみ。また、採択者数に内定者を含む。

年度 前期採用者 後期採用者 合計 備考

22 20 22 42

23 35 35 70

24 46 44 90

25 44 46 90

26 40 46 86

27 38 39 77

※合計は延べ人数

博士課程奨学制度（KWS）採用者数　平成22年度～平成27年度

年度 修士課程学生 博士課程学生 合計 備考

22 59 40 99

23 35 19 54

24 41 41

25 45 45

26 39 39

27 20 20

※TAは平成24年度より、修士課程学生のみを対象とした。

ティーチングアシスタント（TA）採用者数　平成22年度～平成27年度



 

－11-28－ 

（資料・１－２－21）健康相談室（学生相談室）の設置 

 

（出典：本学公式ウェブサイト） 

 

 

（水準）期待される水準を上回る 

 

（判断理由） 

ディプロマポリシーなどの明確化を行い学生へ周知した。また、授業、シラバス、ウェブ

サイトでの情報を英語化し、留学生の利便性の向上を行ったことに加え、10 月入学制度を

拡充し留学生のみならず多彩な社会のニーズに則した教育課程を創出した。さらに、基礎研

究医を養成するための「柴三郎プログラム」の構築、及び eラーニングを大幅に増強し、在

宅でも効果的に講義を受講できるようになったことに加え、他機関の e ラーニングを活用

することでより専門性の高い講義を受講することを可能にした。さらには、国際通用性のあ

る研究者育成のため、学生の海外派遣を支援するプログラムを実施した。 

以上の理由から、想定する関係者の期待を上回ると判断する。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

１. 履修・修了状況 

修士課程では入学者数に対する修業年限（２年）以内の修了者数の割合は 85～97%と高い

修了率であった。博士課程の入学者数に対する修業年限（４年）以内の修了者数の割合は概

ね 60%前後である。社会人大学院生が多いことが修業年限内に修了できない原因の一つと考

えられる。ただし、留学生が多く含まれる 10 月入学において修了率は 82%と高い。厳格な

方法で学位審査が行われ、平成 22～27 年度の学位授与数は、修士で 158 名、博士では課程

博士で 311 名、論文博士で 56名の合計 367 名である。このうち、博士課程における在学期

間短縮による早期修了者は 22 名である。また、留学生の学位授与数は博士課程で 50 名で

ある。多くの国際的研究能力を有する研究者もしくは高度医療専門職業人の輩出に貢献し

た（資料・２－１－１～２－１－４）。 

 

（資料・２－１－１）標準修業年限内の修了率及び標準修業年限×1.5 年内修了率 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・２－１－２）学位授与数 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

修士課程

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度
入学者数 24 39 33 23 24 35
修業年限（2年）以内修了者数 21 33 31 20 21 34
修業年限1.5（3年）以内修了者数 21 33 32 21 21 34
標準修業年限内修了率 88% 85% 94% 87% 88% 97%
標準修業年限1.5以内修了率 88% 85% 97% 91% 88% 97%

博士課程

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 20年度 21年度 22年度 23年度
入学者数 96 74 66 57 75 64 8 6 9 11
修業年限（4年）以内修了者数 59 45 44 33 51 33 7 6 8 7
修業年限1.5（6年）以内修了者数 66 49 47 39 53 34 7 6 8 7
標準修業年限内修了率 61% 61% 67% 58% 68% 52% 88% 100% 89% 64%
標準修業年限1.5以内修了率 69% 66% 71% 68% 71% 53% 88% 100% 89% 64%

入学年度

入学年度
4月入学

4月入学

10月入学

課程博士 論文博士 博士合計

修士 修士（医科学） 33 - - -

博士（医学） - 47 11 58

博士（生命科学） - 2 0 2

修士 修士（医科学） 31 - - -

博士（医学） - 46 12 58

博士（生命科学） - 0 0 0

修士 修士（医科学） 21 - - -

博士（医学） - 43 6 49

博士（生命科学） - 3 0 3

修士（医科学） 21 - - -

修士（健康生命科学） 2 - - -

博士（医学） - 59 10 69

博士（生命科学） - 1 1 2

修士（医科学） 33 - - -

修士（健康生命科学） 2 - - -

博士（医学） - 56 8 64

博士（生命科学） - 2 0 2

修士（医科学） 15 - - -

修士（健康生命科学） 0 - - -

博士（医学） - 51 8 59

博士（生命科学） - 1 0 1

博士（健康生命科学） - 0 0 0

22

23

24

25

博士

博士
年度 課程 学位名称 修士

27

博士

博士

修士

博士

博士

修士

26

修士

博士
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（資料・２－１－３）在学期間短縮による修了者数 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・２－１－４）外国人留学生への学位授与一覧 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

２. その他の学習成果 

医学教育部では学生の学会・会議への発表および論文発表を推進し、博士課程において

は学会発表を演習の単位に設定している。修士および博士課程の学生はいずれも国際学会

へ多くの発表を行った。学術雑誌の論文発表は修士・博士課程ともに非常に多くなされ、

博士課程学生において国内および国際学会賞を延べ 88名が受賞し、新聞記事に掲載され

た学生も複数おり、学術領域のみならず社会に広く認知される研究を実施した。HIGO プロ

グラムにおいては、企業・行政セミナーやインターンシップによる単位取得が行われてい

る。また、多くの優秀な研究が実施され、特に柴三郎プログラムでは国際雑誌に成果発

表、文部科学省主催のサイエンス・インカレで文部科学大臣賞を受賞するなど、際だった

成果を挙げている（資料・２－１－５～２－１－７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

早期修了者（在学期間短縮）数

医学教育部博士課程

3年 3年3ヶ月 3年6ヶ月 3年9ヶ月

22 1 0 0 0 1

23 0 0 0 0 0

24 1 0 1 1 3

25 1 1 1 0 3

26 8 1 1 0 10

27 0 2 0 3 5

合計 11 4 3 4 22

年度
在学期間

合計

○留学生学位取得状況（H22年度からH27年度）
博士課程
年度／区分 国費 私費 計 備考

22年度 2 0 2
23年度 1 2 3
24年度 8 3 11
25年度 8 3 11
26年度 6 7 13
27年度 5 5 10

計 30 20 50
遡及修了含む



 

－11-31－ 

（資料・２－１－５）論文掲載、国際学会（会議）発表状況データ 

論文掲載データ 

 

国際学会（会議）発表データ 

 
（出典：大学院入試説明会資料） 

 

（資料・２－１－６）学生の受賞状況データ 

 
（出典：大学院入試説明会資料） 
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（資料・２－１－７）学生に関する記事 

（出典：HIGO プログラムウェブサイト） 
 

（平成 26 年度受賞） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：文部科学省ウェブサイト） 
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（出典：発生医学研究所ウェブサイト） 

 
（出典：本学公式ウェブサイト） 
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３. 学業の成果の達成度・満足度 

学生の学業成果達成度や満足度を調査するため、授業改善アンケート、カリキュラム改善

のためのアンケート、留学生アンケートを実施した。双方向のやり取りや有意義の程度など

の学生の意見を教員にフィードバックしアンケート結果を元に順次問題点の改善に着手し

ている（前掲資料・１－１－16～１－１－18、p12～13、資料・２－１－８）。 

 

（資料・２－１－８）留学生アンケート調査集計表（平成 24 年度実施） 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（水準）期待される水準を上回る 

 

（判断理由） 

修士課程における修業年限内の修了率は高く適切な指導がなされたと判断する。一方で、

博士課程では修業年限内の修了率はやや低下するが、これは社会人大学院生が含まれてい

たためと考えられる。留学生の修了率は高く概ね適切な指導がなされたと判断する。学位授

与者は５年間で修士 158 名、博士 367 名であり、全て厳格な審査が行われた。多くの学会発

表や論文発表を通じて優れた研究を公表した。さらに平成 24 年度より HIGO プログラムお

よび柴三郎プログラムを開始しており、多様な人材の育成が実施できる体制となった。 

以上の理由から、想定する関係者の期待される水準を上回ると判断する。 

 

優先配置に伴う申請書作成のための留学生アンケート調査結果（集計表） 

 

調査対象留学生：エイズコース、発生再生コース、代謝循環コース所属の留学生 計３０名 

 

２．業績について（集計結果） 

（１）研究成果 

 １）論文発表数 

筆頭著者    １１件 

うちレフェリー付 ２件 

共著者     ２９件 

うちレフェリー付 １件 

２）学会・会議等発表回数 

筆頭演者 ４７件 

共同演者 ２４件 

知的財産 ０件 

その他（国際交流や社会貢献など） ３件 

 

３．大学院修了後の予定について 

１） 在住する（予定の）国について 

① 母国 １７名 

② 日本  ７名 

③ その他 ４名（アメリカ、カナダ） 

未記入 １名 

未定  １名 

２） 修了後の職位が確保されているか 

① 確保されている １０名（Assistant Professor、Lecturer、 Research fellow or Research 

assistant, Medical Doctor） 

② 未定である   １９名 

未記入      １名 

３）修了後の職種について（希望も含む）複数回答あり 

① 病院・医療機関         ３名 

② 本学で引き続き研究者      ９名 

③ 本学以外で研究者（ポスドク） １３名 

④ 教員・教育者         １１名 

⑤ 民間企業での技術開発      １名 

⑥ その他（国際的な研究組織）   １名 

未定              ２名 

４） 修了後の職場の性格について（希望も含む）複数回答あり 

① 国公立機関 ２７名 

② 民間企業   １名 

③ その他    １名（私立大学） 

未定     １名 

 

４．カリキュラムについて 

（１） 講義には、１科目を平均して、どの程度出席しましたか。 

１） 毎回（１５回） １５名 

２） １０～１４回  １３名 

３）  ５～ ９回   １名 

未記入      １名 

（２） 受講した講義の内容は理解できましたか。 

１） よく理解できた  ２１名 

２） おおむね理解できた ８名 

未記入       １名 

（３） 教員との双方向的なやりとりが、どの程度図られていましたか。 

１） 非常に図られていた   １４名 

２） 図られていた       ９名 

３） あまり図られていなかった ６名 

未記入          １名 

（４） 全体として、講義はどの程度有意義でしたか。 

１） 非常に有意義だった   １４名 

２） 有意義だった      １３名 

３） あまり有意義ではなかった ２名 

未記入          １名 

 

５．日本人学生との交流について 

（１） 日本人学生との交流は、うまく行っていると思いますか。 

１） 非常にうまく行っている  １４名 

２） うまく行っている     １２名 

３） あまりうまく行っていない  １名 

４） 全くうまく行っていない   ２名 

未記入           １名 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

１．進路・就職状況などから判断される在学中の学業の成果 

修了者の進路状況を定期的に把握している。修士課程修了者の約 37%が博士課程へ進学し

ており、修士課程から博士課程への一貫した教育が実施されている。修士課程修了者の約

59％は就職を希望しているが、実際に就職できた学生の割合はそのうち約 84%であった。博

士課程においては、就職希望者の就職率は約 98%と極めて高い数字であり、医学教育部で育

成した人材が社会に還元されている。留学生の修了後の進路は母国に帰国して活動を継続

する者、あるいは日本で更なる研究を推進する者など様々であり、多様な人材を輩出してい

る（資料・２－２－１、２－２－２）。 

 

（資料・２－２－１）医学教育部の進学率、就職率及び就職希望者の就職率 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・２－２－２）医学教育部修了者の主な就職先 

 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

修士課程

修了年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

修了者数 33 31 21 23 35 15
進学者数 18 12 9 9 8 2
就職者数 11 16 8 11 20 13
就職希望者数 14 18 10 14 25 13
その他の数 2 1 2 0 2 0
進学率 55% 39% 43% 39% 23% 13%
就職率 33% 52% 38% 48% 57% 87%
就職希望者の就職率 79% 89% 80% 79% 80% 100%

博士課程

修了年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

修了者数 49 46 46 60 58 52
進学者数
就職者数 45 37 33 58 53 44
就職希望者数 45 38 35 58 53 47
その他の数 4 8 11 2 5 3
進学率
就職率 92% 80% 72% 97% 91% 85%
就職希望者の就職率 100% 97% 94% 100% 100% 94%

※その他の数には、未就職者や未進学者等を含む

修士課程

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

博士課程

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

熊本大学医学部附属病院、水俣市立総合医療センター、がん研有明病院　等

熊本大学医学部附属病院、Meiji Seika ファルマ、久光製薬株式会社、福岡大学病院　等

熊本大学医学部附属病院、熊本大学大学院生命科学研究部、天草地域医療センター　等

熊本県総合保健センター、九州大学医学部附属病院、熊本大学大学院生命科学研究部　等

熊本大学大学院生命科学研究部、サイトサポート・インスティテュート株式会社　等

SRL・メディサーチ、日本赤十字社九州ブロック血液センター、セントマザー医院　等

熊本大学医学部附属病院、サイトサポート・インスティテュート株式会社、WDB、リプロセル　等

熊本大学医学部附属病院、国立病院機構熊本医療センター、熊本中央病院　等

熊本大学医学部附属病院、天草地域医療センター、九州看護福祉大学　等

熊本大学医学部附属病院、水俣市立総合医療センター、株式会社オンチップ　等

セルバンク、川澄化学工業、藤安醸造、グラクソ・スミスクライン、化学物質評価研究機構　等

熊本大学医学部附属病院、熊本再春荘病院、参天株式会社　等
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２．卒業・修了生及び進路先・就職先等の関係者への意見聴取等の結果とその分析結果 

修了生に対して学業に関するアンケートを実施した（資料・２－２－３）。また、指導教

員から個別に、就職活動支援体制の要望や改善に対する意見聴取を行った。その結果、特に

修士課程の修了生より、在学中における就職支援活動の充実と、企業等に就職している修了

生からの助言を受けやすくするためのネットワーク作りの要望があった。このような意見

を受け、平成 27 年度より修士課程学生の就職活動を支援する体制整備の一環として、就職

支援セミナーを開催した。また、修士課程修了者のネットワーク作りを含めた支援体制の構

築を進めている（資料・２－２－４、２－２－５）。同様の取り組みについて、留学生が帰

国後に利用できる修了生ネットワーク作りなどの支援体制の構築を進めている。 

 

（資料・２－２－３）修了者アンケート（修士課程） 

（出典：平成 26 年度全学実施修了予定者アンケートより抜粋） 
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（資料・２－２－４）修士課程学生を対象とした就職支援セミナーの開催案内 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

（資料・２－２－５）修士課程修了者のネットワーク作りへ向けた修了者リスト作成依頼 

（出典：医学事務チーム教務担当資料） 

 

 

平成27年度医学教育部修士課程夏期セミナー開催について 

 
 

                                            大学院教育委員長 

                                             富澤 一仁 

                                            大学院学生委員長 

                                             興梠 博次 

 

 

 

大学院学生委員会では、修士課程大学院生のキャリアパスを支援することを目的としまして、今年

度より修士課程の学生を対象に夏期セミナーを開催するはこびとなりました。 

 

今年度は、本教育部・修士課程を修了後、博士課程（HIGOプログラム）に進学しました呉花 楠氏

（放射線診断学分野）に、「HIGOプログラムに進学した理由と修了後の将来ビジョンについて」と題

して講演していただきます。 

また、企業セミナーとしまして「企業における研究開発と必要とする人材」と題して、同仁化学研

究所の佐々本常務ならびに川澄化学工業株式会社の吉川研究開発部長にご講演いただきま

す。 

 

セミナー終了後は、親睦を目的とした懇親会（大学院生は、参加費無料！）を開催いたしま

す。修士の学生さん同士なかなか交流する機会が無いと思いますので、この機会にぜひ親睦

を深めていただきたく存じます。 

 

多くの皆様の参加をお待ちしております。 

 

 

 

記 

 

 
日時：2015 年 7月 31日（金）17：00〜 

場所：セミナー 医学教育図書棟３階 第２講義室 

   懇親会  医学教育図書棟６階 大会議室 

 

17：00〜17：05 医学教育部長（or 学生委員長挨拶） 

17：05〜17：30 講演 

         呉花 楠氏〔博士課程（HIGO プログラム）１年〕 

        「HIGO プログラムに進学した理由と修了後の将来ビジョンについて」 

17：30〜18：00 企業セミナー「企業における研究開発と必要とする人材」 

        ① 吉川 吉治氏（川澄化学工業株式会社 研究開発部長） 

        ② 佐々本 一美氏常務（同仁化学研究所 常務） 

 

18：00〜19：30 懇親会 

 

                                   以上 

 

 

 

 

 

 

 

就職活動・進路について 

「相談できる相手がいない」「学生への就職先の紹介・斡旋が少ない」 

などの不安を抱いていませんか？ 

 

 

 

 

 

キャリア支援ユニット（黒髪キャンパス）では、企業経験を持つスタッフらが 

就職・キャリア形成の支援活動を行っています。 

今回は、同ユニット長で、元リクルート社の日和田 伸一氏を迎え、 

以下のセミナーを開催します！ 

「就職のプロ」の話を通じて、素朴な疑問・不安を解消し、 

“自分らしい将来”を描いてみませんか？ 

 

なお、参加を希望される方は、１１月６日（金）までに 

医学事務チーム教務担当までメールにてご連絡願います。 

 

 

 

医学教育部学生を対象とした就職支援セミナー 

日 時：平成２７年１１月２０日（金） １７：００～１８：３０ 

場 所：医学教育図書棟３階 第２講義室 

内 容：１．大学院学生委員長挨拶 

２．キャリア支援ユニット長講話 

    （元リクルート社  日和田 伸一氏） 

３．質疑応答 

連絡先：医学事務チーム教務担当 

（Tel:096-373-5025 内線:5028 

 Mail:iyg-igaku@jimu.kumamoto-u.ac.jp） 

 

医学教育部学生を対象とした 

就職支援セミナーを開催します！ 

  

                                                                        

大学院医学教育部修士課程修了生の連絡票リストの作成と同リストの運用に 

ついて 

 

 

目的： 大学院医学教育部修士課程に在籍している大学院生が、本教育部修士課

程修了生から、企業、研究機関あるいは行政機関などの有益な情報を得

ることにより、キャリアパス形成に必要な知識や理解を深めることを支

援する。 

 

運用方法：① 大学院医学教育部修士課程修了生に修了生連絡票リストへの登録

を依頼する。 

 

 ② リストへの登録について同意が得られた修了生の連絡票から成る

連絡票リストを作成する。連絡票には、修了生の氏名、修了年、勤務

先（住所、電話番号、メールアドレスを含む）、仕事内容などが記載

されている。 

  

 ③ ②の連絡票は、教務が管理・保管する。 

 

 ④ 大学院医学教育部修士課程に在籍している大学院生は、教務にお

いて勤務先と性別、修士修了年時だけ掲載したリストを閲覧できる。 

 

 ⑤ 大学院医学教育部修士課程に在籍している大学院生は、④のリス

トの中から連絡を取りたい修了生がいた場合は、教務に申し込む。 

 

 ⑥ ⑤の申し込みを受けた教務は、申し込みを行った大学院生に修了

生の連絡票を閲覧させる。 

 

 ⑦ 修士大学院生は、連絡票に記載されている連絡先に連絡し、修了

生から情報を得る。修士大学院生は、入手した個人情報については、

厳重に管理することとし、第 3者に情報を供与しない。 

 

 ⑧ 卒業生から修了生連絡先リストから削除の依頼があった場合、教

務は速やかに同卒業生の修了生連絡先リストから企業名と卒業生情報

を削除する。 

 

 

 

熊本大学大学院医学教育部修士課程を修了された皆様 

 

 

拝啓 

 

まだ長雨の季節ですが、修了生の皆様には益々ご健勝のこととお慶び申し上げ

ます。 

本年 4 月より、大学院医学教育部長を拝命しました西村です。本日は、修了生

の皆様にお願いがありましてメールを差し出した次第であります。 

 

修了生の皆様は修士学生の時に就活で、大変ご苦労されたと思います。その理

由として、医学教育部では就活を支援する制度が十分に整ってなかったり、また医

学教育部の同門会（OB 会）組織のようなものがないため OB を頼って就活するとい

うことが困難だったりしたことなどが挙げられると思います。 

 

大学院医学教育部教授会としましては、これまでの就活支援の不備を反省しま

して、修士課程大学院生の就職活動を支援する制度を充実することとしました。 

その一つといたしまして、在学生が修了生から、修了生が所属している勤務先

の詳細、採用方法、あるいは面接のコツなどの有用な情報を入手できるようなシス

テムを構築したいと考えております。方法といたしましては、在学生が、修了生の

皆様と連絡が取れるように修了生の勤務先の住所、電話番号、メールアドレスなど

の情報（個人の住所やメールアドレスではありません）を掲載した連絡票を教務で

管理させていただきます。在学生は、企業名とその企業に在籍している修了生の性

別と修士課程修了年度を記載している修了生連絡先リストを教務で閲覧できるよ

うにします。連絡を取りたい修了者につきまして教務に申し込むと、教務から連絡

票に記載された連絡先を周知するというシステムを構築いたします。お送りいた

だきました情報は、本件以外には使用いたしません。 

 

後輩達のためにご協力のほど、よろしくお願い申し上げます。本件につきまし

てご賛同いただけましたら、添付の情報ファイルに加筆の上、本メールに返送して

いただきたく存じます。 

本件につきまして、ご不明な点、ご質問がございましたら熊本大学・生命科学

系事務ユニット医学事務チーム 教務担当までご連絡下さい。 

 

敬具  

 

平成 27 年６月○日(○) 

 

熊本大学大学院医学教育部 

教育部長 
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（水準）期待される水準を上回る 

 

（判断理由） 

修士課程の約 37％は博士課程へ進学しており、一貫した教育を実施している。修士課程

修了後の就職率は希望者の約 84%と高いが、さらなる就職支援を実施するため平成 27 年度

より修士課程の学生を対象とした就職支援活動ならびに修了後のネットワーク作りを推進

した。一方で、博士課程では極めて高い就職率であり人材の社会への還元を実施している。

留学生の卒業後の支援を今後推進するためのネットワーク構築を進めているところである。 

以上の理由から、想定する関係者の期待される水準を上回ると判断する。
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 

第１期中期目標期間中の平成 20年度に大学院教育の実質化及び新カリキュラムへの移行

を行った（前掲資料・１－２－１、p16）。平成 23年度より、このカリキュラムで学んだ学

生が課程を修了し、研究者及び高度医療専門職業人として多数の人材を輩出した（前掲資

料・２－１－２、p29）。 

第１期中期目標期間後には、（１）平成 24年度より博士課程への 10月入学制度を日本人

に拡充するなど社会のニーズに則した入学選抜方法の改革（前掲資料・１－１－６、p６～

７）、（２）平成 25 年度にアドミッションポリシーの修正（前掲資料・１－２－４、p18）を

行い、求める人材の明確な提示、（３）カリキュラムポリシーおよびディプロマポリシーの

明確化による人材育成像の具体化（前掲資料・１－２－５、１－２－６、p18～19）、（４）

授業科目の e ラーニングコンテンツの促進など多様な学生の単位取得の支援体制の充実化

（前掲資料・１－２－16、p26）、（５）連携大学院の提携の推進を通した多様な教員の確保

（前掲資料・１－１－13、p10）、に取り組んだ。さらに、特色ある取り組みとして、下記の

２つのプログラムに取り組んだ。すなわち、国際社会のリーダーとしてグローカルに活躍で

きる行政・産業界と連携した人材を育成するため、平成 24年度に HIGO プログラムを創出・

運営し、新たな大学院教育を行った（前掲資料・１－２－７、１－２－８、p20）。 

また、基礎研究医を養成するため「柴三郎プログラム」を通じて、医学部から大学院修了

まで初期臨床研修と平行して研究をシームレスに継続できるシステムを平成 24 年度に構築

した（前掲資料・１－２－12、p24）。 

 

その他、国費留学生・特別枠の獲得による国費および私費留学生の積極的な受け入れや授

業・シラバス・ウェブサイト情報の英語化を実施しており、国際化の一層の対応を行った。

また、大学院教育改革を目指して数多くの外部資金を獲得し、積極的な改革を実践した。さ

らに、学生の積極的な海外への派遣を支援するプログラムを実施した。 

 
以上より、重要な質の変化があったと判断する。 

 
（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 

平成 22 年度から 27年度にかけて修士 158 名、博士 367 名（内、課程博士 311 名）が学位

を取得した（前掲資料・２－１－２、p29）。平成 20 年度の大学院教育の実質化および新カ

リキュラムへの移行により、学会発表を演習の単位に設定した結果、当該規定が該当する博

士課程の学生のみならず、修士課程の学生も積極的な学会発表を行った（前掲資料・２－１

－５、p31）。さらにそれらの成果が多くの論文業績として結実した。これらのことから、国

際化に対応できる人材を育成し、社会へと輩出した。 

一方、第１期中期目標期間中には、在学生に対する就職活動の支援体制が整っているとは

言いがたい状況であった。第２期中期目標期間では、大学院修了後の修了生のネットワーク

作りを推進するとともに、さらに就職支援活動体制の確立を推進している。 
 
 以上より、重要な質の変化があったと判断する。 
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Ⅰ 保健学教育部の教育目的と特徴 
 

１．教育目的 

  博士前期課程では、学士課程における専門教育をさらに高度化・専門分化し、「人間の

尊厳を軸とした高い倫理観を基盤とした豊かな人間性を備え、高度な専門知識を持ち、医

療現場でリーダーシップを発揮できる高度専門職業人及び教育者・研究者を養成する」こ

とを目的としている。博士後期課程では、博士前期課程における看護学、医用放射線科学

及び検査技術科学の各分野の知識・技術をより発展させ、かつ統合することにより、「幅

広い視野と専門性に立脚した教育・研究能力を兼ね備え、さらに研究チームやチーム医療

のリーダーとしての役割を担える人材」すなわち「医療現場における高度な医療専門職業

人及び研究能力に優れた人材」を養成することを目的とすると共に「高等教育機関におけ

る教育・研究者」を養成する。 

 

２．ミッションの再定義 

○ 看護系の大学院教育においては、チーム医療の中で重要な役割を担い、かつ地域のニ

ーズに対応する分野を中心に看護の質改善に貢献できる専門看護師（精神・在宅・がん）

を育成するとともに、看護系大学の急激な増加に対して、大学院において社会人を受け

入れ、看護教育に貢献できる看護教員を育成する。 

○ 先端医療で必要な、高度な専門知識・技術と国際的視野を持ち、熊本を中心とした九

州内の基幹病院で指導的な立場に立つ医療技術者や、医療技術の改善・開発に携わる人

材及び医療技術教育者を育成する。また、附属病院を持つ総合大学である強みを活かし、

学内外の医学・工学分野との連携による診断や検査、治療に関する共同研究等を積極的

に推進し、医療技術の向上に寄与する。 

 

３．特徴 

附属病院を持つ総合大学であることが強みであり、学内外の医学・工学分野との連携

による診断や検査、治療に関する共同研究を積極的に推進し、医療技術の向上に寄与で

きる。また、附属病院や地域との連携による新たなケアモデルやケアプログラム等の開

発・研究を推進し、社会的課題の解決に向けて貢献できる。 

看護学分野は、精神看護学領域、看護教育学領域、母子・女性健康科学領域、成人・

がん看護領域、在宅看護学領域、国際看護学領域の６つの領域からなる。「精神看護専門

看護師」、「在宅看護専門看護師」、「がん看護専門看護」の受験資格のための科目、「高等

学校教諭専修免許（看護）」の取得のための科目、「看護師等養成所の専任教員」を目指

す学生のための科目を開講し学生の期待に応えている。 

医用放射線科学分野は、高度な画像診断・画像解析・治療技術を習得し、先端技術に

も対応できる実践的指導者や教育・研究者の養成を目標に、基礎放射線技術学領域と臨

床放射線技術学領域の２つの専門領域からなる。博士前期課程修了後には、医学物理士

の受験資格が取得できる。 

検査技術科学分野は、高度な臨床検査技術である分子生物学的手法や免疫学、血液学、

生理機能学、病理学、臨床化学などに基づいた解析法を習得し、あらゆる分野に専門的

に適合できる実践的指導者や教育・研究者の養成を目標とする。病態情報解析学領域と

生体情報解析学領域の２つの専門領域からなる。 

 

[想定する関係者とその期待] 

関係者として①在学生、②修了生、③修了生の雇用者（医療機関、教育機関、企業等）④

医療を受ける国民を想定している。①在学生には将来の希望を達成するための質の高い教

育プログラムや研究環境への期待、②修了生には大学との連携による各専門能力の更なる

強化への期待、③修了生の雇用者には修了生が各々の分野において高度専門職業人として

リーダーシップを発揮できる人材の育成への期待、④国民には高度な医療技術と患者に寄

り添う人間性を兼ね備えた人材の育成への期待がある。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

保健学教育部は、平成 20年４月に看護学、医用放射線科学及び検査技術科学の１専攻３分野か

らなる修士課程（平成 22 年度から博士前期課程）が設置、平成 22 年４月に１専攻１分野の博士

後期課程が設置され、それぞれ、修士（保健学又は看護学）及び博士（保健学又は看護学）の学位

を授与する（資料・１－１－１～１－１－３）。 

仕事との両立や研究時間の捻出などに不安を抱えている社会人学生に対しては、Skype 等を利

用した遠隔研究指導や図書館の開館時間延長を実施することで、効率的に研究指導を進めること

ができた。 

保健学教育部では、基本理念及び目的を明文化し、各分野においても教育目標・目的を具体的

に定めている（資料・１－１－４）。教育目標を達成するために専任教員に加え、学内兼担教員、

非常勤講師による教育体制を整備している。また、月１回開催される大学院教育委員会により教

育課程の編成や学生の修学指導などについて検討し、教育の質の保証を機能させている。 

保健学教育部には平成 27年度時点で専任教授 27人、専任准教授７人及び専任講師３人の計 37

人が、看護学分野に 16人、医用放射線科学分野に 11 人、検査技術科学分野に 10人が配置されて

おり、総数及び各分野担当におけるバランスとともに教育課程遂行に適切な状態にある。そのう

ち、博士前期課程に 28 人、博士後期課程に 25人のマル合教員（合教員を含む。）を配置している

（資料・１－１－５）。保健学教育部の授業科目や研究指導を担当する教員は、大学院保健学教育

部を担当する教員の資格審査基準に基づき厳格に審査されており、大学院教育を担当するにふさ

わしい質の高い人材を配置している（資料・１－１－６）。その結果、37 人中 23 人が男性教員、

14 人が女性教員であり、医師、獣医師、看護師、診療放射線技師、臨床検査技師など多様な人材

が確保されている。各分野の専門資格を有する人材を確保することで国民が学位取得者に期待す

る高度専門医療を担う人材を育てることができる。   

保健学教育部にふさわしい学生を選考するため、入学者選抜要項に基づき、適切な学生を選抜

している。大学院の充足率は常に 150％程度であるが、入学者充足率の維持ならびに質の高い学生

確保に向けて、選抜方法のあり方について入試委員会で議論を重ねている。博士前期課程及び博

士後期課程入試の合格基準では、筆記試験及び口述試験のそれぞれの得点が 60%以上とし、筆記試

験及び口述試験いずれにおいても基準に達した者の中から合格者を選抜して入学者の学力を担保

している（資料・１－１－７）。 

保健学系 FD 委員会では毎年５回程度の FD セミナーを継続的に実施している。講演の内容は熟

練教員による体験談、新任教員による新しい視点での教育活動、あるいは、学生に対するアンケ

ートの結果報告であり、教育への効果的な改善に役立てている（資料・１－１－８）。教育能力の

向上を目指して、平成 25年度から教員による授業参観を導入し、教員相互の意見交換を行い、授

業参観実施報告書を作成することによって各教員の授業改善に役立てている（資料・１－１－９）。 

教授会・大学院教育委員会（Plan）、教員(Do)、FD 委員会(Check)、大学院教育委員会（Act）の

PDCA サイクルを機能させ、教育内容、教育方法の改善に取り組み教育の質を確保している（資料・

１－１－10）。授業アンケート調査を実施し、大学院生のニーズに応じ教育内容や教育方法の改善

に取り組んでいる。アンケート結果をまとめて FDセミナーで教員に講演し、教員同士の意見交換

により教育の質の向上を担保している。また、博士後期課程の学生によるパネルディスカッショ

ンを「大学院教育での学びと期待」というテーマで実施し、学生からのフィードバックを得て教

育プログラムの質の向上を図っている。 
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（資料・１－１－１）博士前期課程の学位 
専 攻 分 野 学 位 

 
保健学専攻 

看護学分野 修士（看護学） 
医用放射線科学分野 

修士（保健学） 
検査技術科学分野 

・博士後期課程の学位 
専 攻 分 野 学 位 

保健学専攻 保健学分野 博士（看護学） 
博士（保健学） 

（出典：保健学教育部学生便覧） 
 

（資料・１－１－２）学位授与方針（博士前期課程） 
 

研究科・教育部名称： 大学院保健学教育部 

課程区分： 博士前期課程 

専攻名称： 保健学専攻 

人材育成の目的： 

保健学・医療の分野において、生命・医療倫理を基盤とした専門的知識・技能を有し、国際的視野をもっ

て現代社会で活躍する高度専門職業人、地域社会を牽引するリーダーの育成を目指す。 

学位授与の方針： 

（１） 学位授与の要件 

本課程に 2 年以上在学して、30 単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文又は特

定課題研究の成果の審査及び最終試験に合格すること。 

ただし、在学期間については、本課程に 1年以上在学すれば足りるものとする。（修業年限特例の適応） 

 学位審査は、主査 1名、副査 2名以上により構成される審査委員会により行われ、その報 

告に基づき、保健学教育部教授会で審議を行い、合否を判定する。 

（２） 修得すべき知識・能力 

① 高度な専門的知識・技能及び研究力 

看護学・医用放射線科学・検査技術科学の分野において、学士課程教育の基盤の上に高度な知識を持ち、

幅広い視野で問題解決できる実践能力を有し、生涯を通して学習を継続する力と新たな知識を常に習得す

る姿勢・態度を示す。また研究活動において、情報を駆使して、アイデアを発展させ、応用する創造力を修

得している。  

② 学際的領域を理解できる深奥な教養力 

看護学・医用放射線科学・検査技術科学の分野において、高度で普遍性のある教養を身につけ、知識を統

合する能力を有し、自らの知識や理解を適用する際の社会的、倫理的責任を考慮しつつ、他分野と連携し複

雑な課題を解決できる能力を修得している。 

③ グローバルな視野と行動力 

看護学・医用放射線科学・検査技術科学の分野において、現代社会が直面する医療問題の解決に挑戦する

ために、世界の多様な文化・歴史・制度を理解し、国際的に通用する専門知識・技能及び自らの考えをも

ち、それらを専門家に対しても、一般の人々にも、明確に伝えることができるコミュニケーション力を修得

している。 
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④ 地域社会を牽引するリーダー力 

看護学・医用放射線科学・検査技術科学の分野において、自らの知識、技能、そして問題解決能力を、専

門分野及びより広い学際的な領域で発揮して、地域における指導的人材として活躍できる知識・能力を修

得している。 
 

 
・学位授与方針（博士後期課程） 
 

研究科・教育部名称： 大学院保健学教育部 

課程区分： 博士後期課程 

専攻名称： 保健学専攻 

人材育成の目的： 

保健学・医療の分野において、生命・医療倫理を基盤とした専門的知識・技能を有し、国際社会でリーダ

ーシップを発揮するグローバルな研究者、研究マインドを備えた先導的高度専門職業人の育成を目指す。 

学位授与の方針： 

（３） 学位授与の要件 

本課程に 3 年以上在学して、12 単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査

及び最終試験に合格すること。 

ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げたと認める者については、本課程に 2年以上在学すれば

足りるものとする。（修業年限特例の適応） 

 学位審査は、主査 1名、副査 2名以上により構成される審査委員会により行われ、その報 

告に基づき、保健学教育部教授会で審議を行い、合否を判定する。 

（４） 修得すべき知識・能力 

① 高度な専門的知識・技能及び研究力 

保健学（看護学・医療技術科学）分野の体系的な知識とその分野の研究に必要な技術と方法を修得し、将

来を予測し、必要とされる高い専門性を見極め、深い洞察力と総合的な判断力をもって自律的な研究活動が

でき、その成果を以て知識基盤社会に貢献できる知識・能力を修得している。 

② 学際的領域を理解できる深奥な教養力 

保健学（看護学・医療技術科学）分野において、高度で普遍性のある教養を基盤とし、自らの知識や理解

を研究に適用する際の社会的、倫理的責任を考慮しつつ、俯瞰的視野をもって学術の新たな地平を切り拓く

知識・能力を修得している。 

③ グローバルな視野と行動力 

保健学（看護学・医療技術科学）分野における独創的な研究により、学問分野の先端知識を創造し、その

成果を国内外に発表し、グローバル社会における知識の最前線の拡大に貢献できる応用力と行動力を修得

している。 

④ 地域社会を牽引するリーダー力 

保健学（看護学・医療技術科学）分野において、学術及び専門的な観点により、知識社会における産業、

文化、教育、医療福祉などの振興に寄与する先端的研究者及び研究マインドをもつ高度な専門職業人とし

て、地域社会のリーダーとなる知識・能力を修得している。 
 

（出典：学位授与方針） 
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（資料・１－１－３）博士前期課程 授業科目・単位 
科目 

区分 
授業科目の名称 

単位数 

必 修 選 択 

保
健
基
礎
科
目 

医療倫理学 2   

医療情報管理学特論   2 

保健研究方法論   2 

教育工学基礎論   2 

環境保健科学特論   2 

国際比較医療疫学特論   2 

保健健康運動論   2 

専
門
科
目 

看
護
学
分
野
科
目
（※
看
護
共
通
科
目
） 

看護理論＊                      ※ ○ ＃ ＊    2 

看護研究＊                      ※ ○ ＃ ＊   2 

アドバンスト・フィジカル・アセスメント          ○ ＃ ＊   2 

看護管理論                         ○ ＃ ＊   2 

コンサルテーション論                   ○ ＃ ＊   2 

精神障害者ケースマネージメント支援論          ○   2 

最新臨床薬理学                      ○ ＃ ＊   2 

最新病態生理学                      ○ ＃ ＊   2 

精神障害者制度・法律特論                    ○   2 

精神科診断学                               ○   2 

精神看護高度実践援助論Ⅰ                   ○   2 

精神看護高度実践援助論Ⅱ                   ○   2 

精神科薬物療法                             ○   2 

精神療法                                   ○   2 

リエゾン精神看護学                          ○   2 

認知症治療看護援助論                       ○   2 

精神科救急・急性期治療看護援助論            ○   2 

役割開発実習                               ○   2 

精神科診断・治療実習                        ○   2 

精神看護直接ケア実習                        ○   2 

精神看護サブスペシャリティ実習                ○   2 

相談・調整実習                              ○   2 

看護教育学特論    2 

看護継続教育特論     2 

看護教育学演習   2 

地域母子保健支援論   2 

女性健康学特論   2 

女性健康科学特論   2 

女性健康科学演習   2 

臨床看護実践特論  2 

臨床看護実践演習  2 

在宅ケアマネジメント論                          ＃  2 

在宅看護アセスメント論                          ＃  2 

在宅看護援助論特論                            ＃  2 

在宅看護管理論                                ＃  2 

在宅看護学実習Ⅰ                              ＃  2 
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在宅看護援助方法論Ⅰ                          ＃   2 

在宅看護援方法助論Ⅱ                          ＃  2 

在宅医療実践援助論                            ＃  2 

在宅看護学実習Ⅱ                              ＃  2 

在宅看護学実習Ⅲ                              ＃  3 

在宅看護学実習Ⅳ                              ＃  3 

がん看護病態生理学                        ＊  2 

臨床がん看護学特論                               ＊  2 

がん看護援助論                                   ＊  2 

緩和ケア論                                        ＊  2 

がんリハビリテーション看護論                         ＊  2 

がん看護援助活用論                               ＊  2 

がん看護実践技術演習                             ＊  2 

がん看護直接ケア実習                              ＊  2 

がん診断・治療実習                                ＊  2 

がん看護役割開発実習                             ＊  2 

がん看護サブスペシャリティ実習                      ＊  2 

がん看護専門看護師実践実習                       ＊  2 

国際看護学特論  2 

国際看護学演習  2 

看護学特定課題研究                       ○ ＃ ＊  6 

看護学特別研究 10  

専
門
科
目 

医
用
放
射
線
科
学
分
野
科
目 

磁気共鳴学特論   2 

医用画像工学特論   2 

医用画像解析学特論   2 

画像診断技術学特論   2 

分子機能画像解析学特論   2 

機能画像診断技術学特論 

 
  2 

放射線治療技術学特論   2 

磁気共鳴学演習   2 

医用画像情報学演習   2 

画像診断技術学演習   2 

医用機能画像解析学演習   2 

放射線治療技術学演習   2 

医用放射線科学特別研究 10   

専
門
科
目 

検
査
技
術
科
学
分
野
科
目 

形態・機能解析学特論   2 

血液検査科学特論   2 

分子免疫学特論   2 

広域感染症学特論   2 

神経生理学特論   2 

分子機能生理学特論   2 

機器分析学総論   2 

分子解析検査学特論   2 

形態・機能解析学演習   2 

感染・免疫検査学演習   2 
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高次生理機能解析学演習   2 

先端分析検査学演習   2 

検査技術科学特別研究 10   

１．授業科目名に※を付した科目は、看護共通科目を示す。 
2．授業科目名に○を付した科目は、精神看護専門看護師に必要な科目を示す。 
3．授業科目名に＃を付した科目は、在宅看護専門看護師に必要な科目を示す。 
4．授業科目名に＊を付した科目は、がん看護専門看護師に必要な科目を示す。 

（出典：保健学教育部学生便覧） 

 

（資料・１－１－４）保健学教育部の基本理念・目的 

（出典：保健学教育部学生便覧） 
 

（資料・１－１－５）保健学教育部担当教員数 

                 平成 27 年４月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )は内数で女性、[ ]は内数で博士前期課程マル合教員（合教員を含む） 

{ }は内数で博士後期課程マル合教員（合教員を含む） 

（出典：生命科学研究部（保健学系）教員定員現員表より集計） 

 

 

 

 

 

 基本理念・目的 

博士前期課程 

博士前期課程では、学士課程における専門教育をさらに高度化、専門分化

し、「保健・医療・福祉領域の包括的、先端的な教育・研究を通して保健学

の学問体系を確立し、その成果を社会に還元することにより、国民の健康と

福祉の発展に貢献する」ことを基本理念とし、「人間の尊厳を軸に高い倫理

観を基盤とした豊かな人間性を備え、高度な専門的知識を持ち、医療現場で

リーダーシップを発揮できる医療専門職業人及び教育・研究者を養成する」

ことを目的としている。 

博士後期課程 

博士後期課程では、博士前期課程における、看護学、医用放射線科学及び

検査技術科学の各分野の知識・技術をより発展させ、かつ統合することによ

り、「保健学の学問体系を確立し発展させること」を基本理念とし、人間の

健康の維持・増進や地域医療の質の改善と向上を念頭に置き、「幅広い視野

と専門性に立脚した教育・研究能力を兼ね備え、さらに研究チームやチーム

医療のリーダーとしての役割を担える人材」すなわち「医療現場における高

度医療専門職業人」および「高等教育機関における教育・研究者」を養成す

ることを目的としている。 
 

 教授 准教授 講師 計 

看護学講座 看護系 
10(8) 

[8]{7} 

4(4) 

[1]{1} 

2(2) 

[0]{0} 

16(14) 

[9]{8} 

医療技術科学講座 

放射系 
8(0) 

[7]{7} 

3(0) 

[2]{1} 

0(0) 

[0]{0} 

11(0) 

[9]{8} 

検査系 
9(0) 

[9]{9} 

0(0) 

[0]{0} 

1(0) 

[1]{0} 

10(0) 

[10]{9} 

計 
27(8) 

[24]{23} 

7(4) 

[3]{2} 

3(2) 

[1]{0} 

37(14) 

[28]{25} 
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（資料・１－１－６）大学院保健学教育部を担当する教員の資格審査基準 
 

大学院保健学教育部を担当する教員の資格審査基準 
 

平成２５年 １月２３日 

大学院保健学教育部教授会承認 

平成２５年 ５月２２日 一部改正 

 

大学院保健学教育部を担当する教員の資格審査については、所属講座長（専攻主任）を通し

て提出された申請書等を大学院教育委員会で審議して、その結果を大学院保健学教育部教授

会に附議し、同教授会が決定する。原則として以下の諸要件への適合性を検討し、下記２の「大

学院教員資格の判定基準」の(1)～(７)、または(８)を目安にして判定する。なお、審査過程で審議

した重要な事項については記録して、覚書として残すものとする。 

 

1. 要件 

(1) 専門分野に関する博士の学位を有すること。 

(2) 専門分野に関する学術論文を継続的に発表していること。 

(3) 教育・研究・医療に関連した外部獲得資金を相応に獲得していること。 

(4) 大学教員として一定期間以上の教育・研究経験（大学院、学部あるいは短期大学での科目

担当経験ほかを個別に判定）を有すること。 

(5) 専門分野の教育・研究に関連した高度の知識、特殊な技術・技能や資格を有すること。 

(6) 学術研究に関連した知的財産を所有していること。 

(7) 専門分野の学会、研究会あるいは学術集会などにおいて、重要な学術的あるいは社会的な

貢献をしていること。 

(8) 教育・研究・医療において国際交流を通じて、国際的な貢献をしていること。 

 

2. 大学院教員資格の判定基準 

(1) Ｄ（博士後期課程）およびＭ（博士前期課程）ともに、「○合」判定は講師、准教授ならびに教

授に対して行う。 

(2) 「Ｄ○合」の判定基準については、『４．「Ｄ○合」の判定基準について』で詳細に規定する。 

(3) 「Ｄ合」は、上記「要件」の(1)を満たし、他の３要件以上を満たしていること。 

(4) 「Ｄ可」は、上記「要件」の(1)を満たし、他の２要件以上を満たしていること。 

(5) 「Ｍ○合」は、上記「要件」の(1)、（2）を満たし、他の 2 要件以上を満たしていること。 

(6) 「Ｍ合」は、上記「要件」の(1)、（4）を満たし、他の 1 要件以上を満たしていること。  

(7) 「Ｍ可」は、上記「要件」の(2)、(4)を満たし、他の 1 要件以上を満たしていること。 

(8) 上記の基準を基本として判定するが、これを満たさない場合においても特定の要件について

卓越した実績がある場合には、これを慎重に審議した上で重点的に評価して、基準を満たす

と判定できるものとする。この際の審議内容については必ず記録を取り、覚書として保存するこ

とにより、その後の審議の際に参考とする。 

(9) すでに「Ｄ○合」、「Ｄ合」あるいは「Ｄ可」の審査結果を受けているものは、自動的にそれぞれ

「Ｍ○合」、「Ｍ合」あるいは「Ｍ可」とする。 

 

3. 参考とする基準と留意事項 

(1) 特に、倫理・社会医学、歴史の浅い専門分野や新設の科目については、その特殊性を十分

に考慮して判定すること。 

(2) 学術論文とは、当該教員の貢献度が高いと認められ、かつピアレビューによる審査システム

を有する専門分野に関連した学術研究誌に掲載された、単著あるいは共著の著書・総説・原
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著論文であること。 

① 学術論文掲載誌の性格（国際的な学術研究誌や審査システムの有無など）を考慮する

こと。 

② 単著、共著、編著、主筆、共同執筆、分担執筆、名目共同執筆などを区別すること。 

③ 蓄積された学術研究に関する論文業績数については、ピアレビューによる査読システム

を経て発表された学術論文のみを対象とする。 

④ 「合」および「可」の判定に関しては、論文が研究従事年数の 1／2 以上であることを、概

ねの基準として判定する。 

⑤ 学会等での研究発表や学術講演などは、学術研究業績には分類・加算せず、参考とし

て取り扱う。 

(3) 教育・研究・医療に関連した外部獲得資金については、教育、研究あるいは医療に関する新

しい取り組みについて、国の関係省庁、地方自治体、財団および民間企業ほかから、相応

の資金的援助を受けていること。 

(4) 教育・研究経験は、大学院、学部あるいは短期大学を含み、目安として、 

① 教授は、准教授歴 2 年に相当する経験を有すること。 

② 准教授は、講師（専任）歴 2 年に相当する経験を有すること。 

③ 講師（専任）は、助教または助手歴 2 年に相当する経験を有すること。 

(5) 専門分野の教育・研究に関連した、特殊な技術や技能、資格や卓越した知識などの多様な

経験や能力を十分に考慮すること。なお、審査に際して、必要に応じて申請者より認定書な

どの公式文書の提出を求める。 

(6) 学術研究に関連した知的財産については、研究成果を実用化するために、特許や実用新

案などの知的財産の出願または所有をしていること。 

(7) 専門分野の学会活動等において、重要な学術的および社会的な貢献をしていることについ

ては、教育・研究関連活動以外に下記のような、専攻分野に関する実務経験や社会的活動

を十分に評価すること。 

① 全国的または国際的な学会などにおいて、公選理事、役員あるいは委員などとして学

会活動の推進に貢献していること。 

② 学術的に重要な全国的または国際的な学会、あるいは研究集会などの主催者として、

学術集会の開催に貢献していること。 

③ 専攻分野に関連する国・府県レベルの審議会委員などとして、行政ほかに貢献している

こと。 

④ 学術研究業績に対して、全国的あるいは国際的な組織による顕彰の受賞を受け、業績

が社会的にも高く評価されていること。 

(8) 教育・研究・医療において国際交流を通じて、国際的な貢献をしていることについては、申請

者の海外留学経験、外国人留学生の教育、外国人研究者との共同研究や学術・医療上の

交流などを通じて、教育・研究・医療の国際化によるレベルアップや国際協力に貢献してい

ること。 

(9) その他 

 

４． 「D○合」の判定基準について 

（1） 上記 2 の教員資格の判定基準に従って、「D 合」の基準を満たしていることを必要とする。 

（2） 研究業績のうち、学術論文は、最近 10 年間に発表されたものを対象として評価する。このよ

うな学術論文が 15 編以上あること、かつ指導領域の学術論文が 10 編以上あることを概ねの

基準とする。ただしこれらの論文は、第１著者、第 2 著者、Lａｓｔ author あるいは

Corresponding author、本人の貢献度が高いと考えられる学術論文であること。 

 

（出典：保健学教育部教授会資料） 
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（資料・１－１－７）博士前期課程入学試験実施状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２７年度

看護学 14 (11) 14 (11) 10 (10) 10 (10)

医用放射線科学 13 (1) 13 (1) 11 (1) 10 (1)

検査技術科学 7 (2) 7 (2) 6 (1) 6 (1)

  合      計 16 34 (14) 2.1 34 (14) 27 (12) 1.3 26 (12)

平成２６年度

看護学 13 (11) 13 (11) 9 (9) 9 (9)

医用放射線科学 9 (2) 9 (2) 9 (2) 8 (2)

検査技術科学 6 (2) 6 (2) 6 (2) 6 (2)

  合      計 16 28 (15) 1.8 28 (15) 24 (13) 1.2 23 (13)

平成２５年度

看護学 11 (7) 10 (6) 9 (6) 9 (6)

医用放射線科学 9 (0) 9 (0) 8 (0) 8 (0)

検査技術科学 4 (1) 4 (1) 4 (1) 4 (1)

  合      計 16 24 (8) 1.5 23 (7) 21 (7) 1.1 21 (7)

平成２４年度

看護学 10 (7) 10 (7) 9 (7) 8 (6)

医用放射線科学 7 (1) 7 (1) 7 (1) 6 (0)

検査技術科学 5 (3) 5 (3) 5 (3) 4 (3)

  合      計 16 22 (11) 1.4 22 (11) 21 (11) 1.0 18 (9)

平成２３年度

看護学 22 (18) 22 (18) 13 (11) 13 (11)

医用放射線科学 8 (4) 8 (4) 7 (3) 7 (3)

検査技術科学 7 (3) 7 (3) 7 (3) 6 (2)

  合      計 16 37 (25) 2.3 37 (25) 27 (17) 1.4 26 (16)

平成２２年度

看護学 17 (16) 17 (16) 11 (10) 11 (10)

医用放射線科学 12 (1) 12 (1) 8 (1) 7 (1)

検査技術科学 9 (5) 9 (5) 6 (3) 4 (2)

  合      計 16 38 (22) 2.4 38 (22) 25 (14) 1.5 22 (13)

平成２1年度

看護学 9 (8) 9 (8) 9 (8) 8 (8)

医用放射線科学 6 (1) 6 (1) 6 (1) 5 (0)

検査技術科学 4 (0) 4 (0) 4 0 3 (0)

  合      計 16 19 (9) 1.2 19 (9) 19 (9) 1.0 16 (8)

入学者数

保健学
16 2.1 1.3

専 攻 名  分  野  名 募集人員 受験者数

1.0

1.5

1.4

1.0

1.1

1.2

合格者数 倍率

保健学
16 1.8

博士前期課程入学試験実施状況（過去６年間）

（　）は女性で内数

保健学
16 1.2

志願者数
志願
倍率

保健学
16 1.4

保健学
16 1.5

保健学
16 2.4

保健学
16 2.3
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・博士後期課程入学試験実施状況 

（出典：入試システムより抽出） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度

保健学 6 10 (4) 1.7 9 (3) 9 (3) 1.0 9 (3)

  合      計 6 10 (4) 1.7 9 (3) 9 (3) 1.0 9 (3)

平成２６年度

保健学 6 11 (4) 1.8 11 (4) 9 (3) 1.2 9 (3)

  合      計 6 11 (4) 1.8 11 (4) 9 (3) 1.2 9 (3)

平成２５年度

保健学 6 8 (6) 1.3 7 (5) 6 (4) 1.0 5 (3)

  合      計 6 8 (6) 1.3 7 (5) 6 (4) 1.0 5 (3)

平成２４年度

保健学 6 12 (9) 2.0 12 (9) 9 (6) 1.3 9 (6)

  合      計 6 12 (9) 2.0 12 (9) 9 (6) 1.3 9 (6)

平成２３年度

保健学 6 7 (3) 1.2 7 (3) 6 (3) 1.2 6 (3)

  合      計 6 7 (3) 1.2 7 (3) 6 (3) 1.2 6 (3)

平成２２年度

保健学 6 12 (8) 2.0 12 (8) 9 (6) 1.3 9 (6)

  合      計 6 12 (8) 2.0 12 (8) 9 (6) 1.3 9 (6)

（　）は女性で内数

合格者数 倍率 入学者数

保健学

専 攻 名  専  攻  名 募集人員 志願者数
志願
倍率

受験者数

保健学

保健学

保健学

保健学

保健学
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（資料・１－１－８）保健学系 FDセミナー開催実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料１－１－８）保健学系 FD セミナー開催実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：大学データ集） 
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（資料・１－１－９）平成 26年度授業参観実施報告書（抜粋） 

 

５．まとめ 

（１）講義の内容 

全般的に保健学教育部博士後期課程にふさわしい、優れた講義内容であった。学生の関心を

ひきつけるための取り組みや工夫も多く見られ、参観者の参考になった。参観者だけでなく、

公開者にとっても授業改善を意識する機会となった。 

 

（２）授業改善のための提案 

スライドや配布資料、動画の活用、双方向の授業形態など、より深い理解を目的とした授業改

善への取り組みについて継続的議論が必要である。特に、要旨を明確にすること、スライド中

の文字の見やすさ、話し方は意識するべき注意点と考えられた。 

 

（３）授業参観についての課題 

保健学教育部における授業参観は本年度が初の試みであり、3専攻の異なる専門性を考慮し

て、共通科目の集中講義を授業参観の対象とした。受講学生１名のみという特殊な状況であっ

たが、多くの教員が有益との感想であった。有意義な授業参観は全ての参加者の教育能力向上

に寄与し、授業改善に繋がると考えられる。担当教員および参観者の負担を増やさない配慮や

工夫のうえで、授業参観の継続が求められる。 

 

（出典：平成 26 年度授業参観実施報告書） 

 

（資料・１－１－10）教育の実施体制と自己点検・評価体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：現体制を基に作成） 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 博士前期課程に 28人、博士後期課程に 25人のマル合教員（合教員を含む。）を配置

しており、保健学教育部の教育課程の遂行に必要な教員数（設置申請時の教員数以上）を十分に

確保している。医療の専門資格を有する多様な人材が厳格な審査を経て採用されており、質の高

い人材が確保されているということが優れている。大学院教育委員会、FD委員会などを通して教

育プログラムの質も保障されている。以上から想定する関係者の期待を上回ると判断する。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

保健学教育部では、学位授与方針に基づき、修了要件を定め、博士前期課程では授与する学位

は修士（保健学又は看護学）である。博士後期課程では博士（保健学又は看護学）としている（前

掲資料・１－１－２、p４）。授業科目は博士前期課程では、３分野共通の保健基礎科目（７科目

14 単位）と各分野に必要な科目を開講している。看護学分野では、看護共通科目に加え、実践的

指導や教育・研究者を目指す学生に対応した専門科目（57科目 114 単位）及び看護学特別研究（10

単位）を開講している。医用放射線科学分野及び検査技術科学分野では、実践的指導及び教育・

研究者を目指す学生に対応した専門科目（12 科目 24 単位）及び医用放射線科学・検査技術科学特

別研究（10単位）を開講している。看護学分野では、「精神看護専門看護師」、「在宅看護専門看護

師」、「がん看護専門看護師」の受験資格のための科目や「高等学校教諭専修免許（看護）」の取得

のための科目及び「看護師等養成所等の専任教員」を目指す学生のための科目を設定している。

また、医用放射線科学分野では医学物理士の受験資格が取得できる科目を設定している。（前掲資

料・１－１－３、p６） 

社会人学生の学業と仕事の両立を支援するため夜間開講、長期履修制度を設けている。長期履

修制度を利用している学生は、平成 22 年度から平成 27年度までに博士前期課程で 18名、博士後

期課程で 15 名である（資料・１－２－１）。また、社会人学生に対しては、夜間や土日の研究指

導に加え、「Skype」（インターネットテレビ電話サービス）等を活用して対話形式で効果的な研究

指導を行っている。 

国際通用性のある教育・研究者及び高度専門職業人を養成するため、博士前期課程では保健基

礎科目として「国際比較疫学特論」を、看護学分野では「国際看護学特論」及び「国際看護学演

習」を開講している。学内の国際奨学金などを利用して、国際学会での発表を支援し、国際的な

視野を養うよう指導している。その結果、研究のために海外の大学に短期留学する学生（１名）

や英語論文の発表、海外での学会発表する学生が増えており成果が上がっている。（資料・１－２

－２、１－２－３） 

保健学教育部では、講義・演習及び実習等の多様な授業形態を採用し、講義で受けた内容を演

習・実習で確認できるように、組合せとバランスに配慮した授業科目を開講し、少人数による意

見交換、思考力を深めるための討議、ロールプレイングなどを行い、知識を基に思考を深めるこ

とができる工夫として、英文科学雑誌から自分のテーマに関係した論文を選び、その内容を紹介

するという演習スタイルの科目（分子免疫学特論、臨床検査医療科学演習等）を設定している（資

料・１－２－４）。履修に必要な情報が記載されたシラバスを全授業科目について作成しており、

学生は学務情報システム（SOSEKI）でシラバスを参照できるようになっている。さらに、FD 委員

会ではシラバスチェックを行い、学生が各授業へ取り組みやすいようにシラバスの改善に努めて

いる。 

医療関係の研究者に必要とされる倫理性と高い研究スキルを身につけるために、医療倫理・保

健研究方法論の講義を保健基礎科目として行っている（資料・１－２－５）。 

さらに教育・研究能力向上のためにティーチング・アシスタント（TA）を大学院教育委員会が

募集して教育補助者として活用している。平成 22年度から 27 年度までに延べ 159 名が TAとして

参加している（資料・１－２－６）。 

学生の学習意欲向上のため、平成 25 年度から論文発表・学会発表などを点数化して、その成績

優秀者を学長表彰（前期・後期課程各１名）並びに教育部長表彰（前期課程：各分野１名、後期課

程：１名）している（資料・１－２－７）。 
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（資料・１－２－１）夜間開講規則 
(教育方法の特例) 

第 25 条 研究科又は教育部において教育上特別の必要があると認めるときは、夜間その他特

定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことがで

きる。 
                          （出典：熊本大学大学院学則の抜粋） 
・保健学教育部の夜間開講時間 
６限 18:00～19:30    ７限 19:40～21:10 

（出典：保健学教育部時間割） 
・長期履修規則 
(長期にわたる教育課程の履修) 

第 9 条の 2 研究科又は教育部は、研究科又は教育部の定めるところにより、学生が、職業を

有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履

修し課程を修了することを希望する旨を申し出たときは、その計画的な履修を認めることがで

きる。 
                             （出典：熊本大学大学院学則） 
・長期履修規則 
(長期にわたる教育課程の履修) 

第 7 条 学生が、職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間にわた

り計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申し出たときは、教授会の議

を経て、その計画的な履修を認めることがある。 

 前項の規定により計画的な履修を許可された者(以下「長期履修学生」という。)が当該長期

履修の期間について変更することを願い出たときは、教授会の議を経て、その長期履修の期間

の変更を許可することがある。 

 前 2 項に定めるもののほか、長期履修学生の取扱いに関し必要な事項は別に定める。 
                       （出典：熊本大学大学院保健学教育部規則） 
・博士前期課程長期履修者数        
入学年度 長期履修期間 人数 

H21 
3 年 ４人（看護） 

4 年 ２人（看護） 

H22 
3 年 ３人（看護） 

4 年 １人（検査） 

H23 
3 年 ３人（看護２人、放射１人） 

4 年 ２人（看護） 

H24 
3 年 １人（看護） 

4 年 １人（看護） 

H25 
3 年 ２人（看護） 

4 年 １人（看護） 

H26 
3 年 ２人（看護） 

4 年 １人（看護） 

H27 
3 年 １人（看護） 

4 年 ０人 

（出典：大学院長期履修申請者一覧） 
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・博士後期課程長期履修者数 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 

（出典：大学院長期履修申請者一覧） 
 
（資料・１－２－２） 英語論文発表数 
 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

英語論文数 ３ ５ 10 ４ 10 11 

（出典：保健学系教員からの調書を集計） 
 
（資料・１－２－３）学生の海外での学会発表・参加者数一覧 

 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

前期課程 0 7 8 7 7 10 ３ 

後期課程 － 0 1 2 4 ３ １ 

（出典：学生の海外渡航届け綴りより集計） 

 

 

 

 

 

入学年度 長期履修期間 人数 

H22 6 年 １人（看護） 

H23 
4 年 ５人（看護３人、放射２人） 

6 年 １人（看護） 

H24 4 年 ２人（看護） 

H25 
4 年 １人（看護） 

5 年 １人（看護） 

H26 
4 年 １人（看護） 

5 年 １人（看護） 

H27 
4 年 １人（看護） 

5 年 １人（看護） 
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（資料・１－２－４）シラバス（分子免疫学特論） 

（出典：学務情報システム） 
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シラバス（臨床検査医療科学演習） 

（出典：学務情報システム） 
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（資料・１－２－５）シラバス（医療倫理学） 

（出典：学務情報システム） 
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シラバス（保健研究方法論） 

（出典：学務情報システム） 

 

 

（資料・１－２－６）ティーチングアシスタント(TA)の採用実績 
  H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

看護系学生 ４ ４ ７ ８ ５ ６ ５ 

放射系学生 ８ ８ 14 11 13 14 15 

検査系学生 ５ ５ ８ ８ ８ ９ 11 

計 17 17 29 27 26 29 31 

（出典：TA 任用一覧） 
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（資料・１－２－７）業績評価票 

（出典：保健学教育部各種様式より） 

点数 件数 小　計

1 50

50

20

25

10

10

5

15

10

10

5

15

5

8 2

在学年数 年

平成　　　　年　　　　月　　　　日 指導教員名　[　　　　　　　　　　　　　　　 　　]　　印

　ものに限る。

・対象となる業績はすべて、当該課程の在学期間中(本票を提出する日まで：平成  年 月  日まで）に挙げた

学籍番号 氏　名

共著者（第３著者まで）

学位論文

7

評価項目

修士論文又は特定課題研究

研究論文の学会発表 （対象：発表日が平成  年 月  日までのもの）　 ※30点を限度とする。

2
impact factor あり

共著者（第３著者まで）

上記のとおり相違ないことを証明します。

・＊業績評価点は、評価項目（2）～（6）の合計点を在学年数で除した点（年間平均点）とする。

・業績内容を証明できる書類（コピー可）を添付すること。

合計点
（(2)～(6)の合計点を記入）

ティーチングアシスタント（１年１件）

6

専攻分野に関連したその他の研究業績　（対象：出願日が平成  年 月  日までのもの）

筆頭者

学会発表に対する賞（筆頭者のみ）

熊本大学大学院保健学教育部学生業績等評価票

【博士前期課程用】

研究論文の誌上発表（査読あり） （対象：受理日（accepted date）が平成  年 月  日までのもの）

研究論文の表彰 （上記の誌上発表あるいは学会発表を対象とし、表彰日が平成  年 月  日までのもの）

誌上発表に対する賞（筆頭者のみ）

業績評価点＊

国際学会（筆頭者のみ）

対象施設に採択された実
践プログラム、特許または
実用新案等

専攻分野に関連した著書、その他の著作物（筆頭者のみ）（対象：受理日が平成  年 月  日までのもの）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※30点を限度とする。

共著者（第３著者まで）

全国学会（筆頭者のみ）

学業成績

ＧＰＡ＝「｛（秀の単位数×4）＋（優の単位数×3）＋（良の単位数×2）＋（可の単位数×1）｝
／（総修得単位数）」×5                               ※学業成績（GPA）は20点を限度とする。

筆頭者

共著者（第３著者まで）

3

5

4

筆頭者

筆頭者
impact factor なし
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(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 看護学分野では、「精神看護専門看護師」、「在宅看護専門看護師」、「がん看護専門看

護師」の科目を設定し、医用放射線科学分野でも医学物理士の受験資格が得られる科目を設定し、

国民が期待する高度な専門的技術と知識を持つ高度職業専門人を養成するために工夫して科目設

置している。また、社会人学生に対する対面での研究指導を行うため、夜間や土日の研究指導に

加え、「Skype」（インターネットテレビ電話サービス）等を活用して対話形式で効果的な研究指導

を行っている。さらに、英語論文の発表・海外学会での発表、海外大学への学生の派遣など学内

の国際奨学金などにより学生を支援し、国際的な視野を養成、国際社会で活躍する研究者を育成

している。以上から想定する関係者の期待を上回ると判断する。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

博士前期課程（修士）の修了予定者は、ほぼ全員が学位を取得している（資料・２－１－１）。

そのうち、精神看護専門看護師の受験資格取得者総数は 14名、医学物理士の受験資格取得者数は

１名である。また、平成 25 年度には初めて博士号授与者を３名輩出し平成 26 年度は２名、平成

27 年度は３名の授与者であった。大学院修了者の修業年数は長期履修者を除きほぼ全員が博士前

期課程では標準修業年限の２年、博士後期課程では標準修業年限の３年で修了している（資料・

２－１－２）。 

熊本大学国際奨学事業などにより、毎年４～７名の国際学会発表を支援しており（資料・２－

１－３）、本教育部における国際学会発表や英語論文発表の実績は経年で増加している（前掲資料・

１－２－２、前掲資料・１－２－３、p17）。英文誌での論文発表は、平成 22 年度から平成 27 年

度まで 43報行われている（前掲資料・１－２－２、p17）。これらのことから学生の英語によるコ

ミュニケーション力が身についていると考えられる。博士後期課程の医療技術科学系コースでは、

公表主論文として筆頭著者である英語論文の提出を求めている。 

FD 活動として、学生から見た学業の達成度や満足度を評価するために、「大学院授業・研究環境

改善のためのアンケート」を実施している。平成 25 年度の調査結果では授業内容、研究テーマ、

研究指導に関して概ね良好な評価が得られた（資料・２－１－４）。 

 

（資料・２－１－１）修了予定者と学位記授与者（博士前期課程） 
 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

修了

予定

者 

学位

記授

与者 

修了

予定

者 

学位

記授

与者 

修了

予定

者 

学位

記授

与者 

修了

予定

者 

学位

記授

与者 

修了

予定

者 

学位

記授

与者 

修了

予定

者 

学位

記授

与者 

修了

予定

者 

学位

記授

与者 

博士前期課

程 
19 19 16 15 21 21 23 22 17 17 16 16 17 16 

 
・修了予定者と学位記授与者（博士後期課程） 
 H25 H26 H27 

修了予定者 学位記授与者 修了予定者 学位記授与者 修了予定者 学位記授与者 

博士後期課程 3 3 2 2 3 3 

 

（出典：修了判定資料から抽出） 

 

 

（資料・２－１－２）修了者の修業年限 
博士前期課程（修士課程含む） 

修了年度 修業年数 看護学 医用放射線科学 検査技術科学 計 

H27 

2 年 2 7 5 14 

3 年 0 0 0 0 

4 年 3（3） 0 0 3（3） 

合計 5（3） 7 5 17（3） 

 

修了年度 修業年数 看護学 医用放射線科学 検査技術科学 計 

H26 

2 年 4 6 4 14 

3 年 0 1（1） 0 1（1） 

4 年 1（1） 0 0 1（1） 

合計 5（1） 7（1） 4 16（2） 
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修了年度 修業年数 看護学 医用放射線科学 検査技術科学 計 

H25 

2 年 3 5 4 12 

3 年 3（2） 1（1） 0 4（3） 

4 年 1（1） 0 0 1（1） 

合計 7（3） 6（1） 4 17（4） 

 
修了年度 修業年数 看護学 医用放射線科学 検査技術科学 計 

H24 

2 年 9 6 4 19 

3 年 3（2） 0 0 3（2） 

4 年 1 0 0 1 

合計 13（2） 6 4 23（2） 

 
修了年度 修業年数 看護学 医用放射線科学 検査技術科学 計 

H23 

2 年 5 7 4 16 

3 年 1（1） 1 0 2（1） 

4 年 4（4） 0 0 4（4） 

合計 10（5） 8 4 22（5） 

 

修了年度 修業年数 看護学 医用放射線科学 検査技術科学 計 

H22 

2 年 4 4 3 11 

3 年 3(3) 0 0 3(3) 

4 年 0 0 0 0 

合計 7(3) 4 3 14(3) 

 

修了年度 修業年数 看護学 医用放射線科学 検査技術科学 計 

H21 2 年 9 8 2 19 

 合計 9 8 2 19 

（ ）は長期履修者で内数 
 

 

博士後期課程 

修了年度 修業年数 保健学専攻 

27 年度 

3 年 1 

4 年 1 

5 年 1 

26 年度 

3 年 1 

4 年 0 

5 年 1（1） 

計 2（1） 

25 年度 

3 年 1 

4 年 2（2） 

計 3（2） 

（ ）は長期履修者で内数 
 
（出典：大学院修了者の修業年数別人数） 
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（資料・２－１－３）国際奨学事業受給者数 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

国際奨学事業受給者数 ４ ４ ２ ７ ６ ３ 

（出典：国際奨学事業選考委員会議事要旨より抽出） 

 

（資料・２－１－４）大学院授業・研究環境改善のためのアンケート結果報告（抜粋） 

６．総括 

 1)E-mail を使用した今回の大学院アンケート調査の総回収率は 54％であった(紙媒体での前年度の総回収

率：18％)。 

 2)授業内容、研究テーマ、研究指導に関しては、前期、後期課程ともに概ね良好な評価が得られた。 

 3)研究成果に関しても、満足していないからこそ、研究が遂行できることを反映した結果と思われた。 

 4) 研究環境に関しては、前期課程では不満を持つ学生が約 20％認められたが、後期課程で不満を持つもの

は 

10％以下で、さらにどちらでもないが約 70％を占めていた。 

 5)大学院修了後の進路に関しては、前期、後期ともほぼ同じ回答率であり、約 20％の学生が不安を感じてい

るとの結果となった。教員による更なるケアが必要と思われた。 

 6)大学院への進学理由は、前期・後期共に研究技術やその研究を遂行するための専門知識の習得が多かった。 

 7)修了後の進路に関しては、①前期課程では臨床現場で経験を積みながら研究の継続を希望する学生が多く、

②後期課程では、大学教員や研究職を目指す者が多かった。 

 8)前期、後期課程共に、研究を遂行するうえで必要な情報収集や情報処理に関して不満を持つ学生が多かっ

た。 

 9)前期課程の半数以上の学生においては、特に教員(大学院)に要望を求める者はいなかった。 

 10)前期課程の学生で、後期課程への進学を希望する学生が約 12％(2～3 名/年に相当)であり、今後、博士課

程への進学をプロモートする方策を考えていくことが急務である。 
（出典：H25 年度 第４回保健学系 FD セミナーの概要） 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 保健学教育部の発足後、修士号は平成 22 年度より毎年の授与、博士号は平成 25年度

より２～３名に授与という状況であり、ほぼ全員が修業年限内で修了し学位授与されているとい

う理由から優れている。国際学会での発表や英文誌への掲載など国際的な活動が経年で増加傾向

にある。以上から想定する関係者の期待を上回ると判断する。 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

保健学教育部の博士前期課程では、平成 22 年度より毎年 20 名程度が終了し、３～４名が進学

し、後は就職となっている（資料・２－２－１）。平成 22 年度から平成 27年度までの６年間の修

了者 109 名のうち９名が教職者として就職し、他は熊本大学附属病院を含む多くの医療機関に就

職している。医療機関に就職しているもののうち 73 名は看護師、保健師、助産師、診療放射線技

師、臨床検査技師など医療技術者として勤務している。13 名の進学者は保健学教育部の博士後期

課程に進学しており、進学率は約 12％である。 

博士後期課程修了者は、平成 25 年度の３名、26 年度の２名、27 年度の３名であるが、本学の

助教、私立大学の助教、附属病院の技師などとして勤務している。 

修了者及び進路先・就職先の関係者への意見聴取は、大学全体で意見聴取を実施している。ま

た、病院実習の折などに病院関係者と意見交換しおおむね好評を得ている。平成 22 年度～平成 26

年度の本教育部博士前期課程修了者のうち 13 名が進学者で、そのうち本教育部博士後期課程への

進学者は 11 名である。博士後期課程での学業成績が優秀であることから博士前期課程での教育効
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果が上がっていることが確認できている。博士後期課程修了者は大学の助教などとして活躍して

おり教育・研究者を養成するという教育効果があがっている。 

 

（資料・２－２－１）博士前期課程修了者の進路状況 
 修了者 就職者 進学者 その他 

H27 17 17(1)<2> 1 0 

H26 16 13(1)<1> 3 0 

H25 17 13<1> 2 2 

H24 23 21<7> 1 1 

H23 22 19(1)<3> 4 0 

H22 14 11 3 0 

H21 19 17(3)<1> 3 2 

  ※（ ）は、社会人として進学した者で内数（就職者と進学者の両方にカウント） 
    ※＜ ＞は、教職に付いた者で内数 

（出典：修了者進路状況から集計） 
 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 博士前期課程の修了者は高度専門職業人のほか、教職に就いたものが９名、本学博士

後期課程への進学者が 13名で教育・研究者を育成するという目的を達成している。博士後期課程

修了者の進路も研究者、教育者及び医療従事者であることから高等教育機関における教育・研究

者を養成するという目的を達成している。以上から想定する関係者の期待を上回ると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

保健学教育部は、平成 20年４月に修士課程として設置され、平成 21年度に初めて 19名

の修了者を輩出した。その後、平成 22 年度から平成 27 年度までに計 109 名の修了者を輩

出した。平成 22 年４月には、修士課程の学年進行終了に合わせ博士後期課程が設置され、

博士前期課程と博士後期課程に再編した。教育課程の編成では、平成 22年度には看護学分

野において「精神看護専門看護師」、平成 25年度には「がん看護専門看護師」、「在宅看護専

門看護師」の受験資格のための科目を設置した。 

平成 21年度と比較して、現在は博士後期課程が設置され、教育方法も夜間・土日、「Skype」

（インターネットテレビ電話サービス）等を活用し、対話形式で研究指導を行うなど工夫し

て博士号授与者を輩出していることから高度専門職業人、教育・研究者を育成するという目

標を達成している。また、看護学分野では高度な医療を望む国民の期待に応えるために、博

士前期課程に専門看護師養成関連の新しい科目を設置した。これらのことから、重要な質の

変化があったと判断する。 

 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

平成 22 年度から平成 27 年度の６年間で博士前期課程から後期課程への進学者が 13 名、

同じく教職に就職した者が９名で、前期課程の目標である教育・研究者を養成する目標が達

成できている。また、修士号取得者の多くが医療機関に就職し、高度専門職業人を育てると

いう目標も十分達成できている。平成 25年度には３名の博士号を保健学教育部として初め

て授与し、平成 26 年度には２名、平成 27年度には３名に授与した。これらの修了生には大

学の助教、附属病院の技師となったものを含んでいる。大学院生に対して平成 22 年度から

平成 27 年度までの６年間で 26名の国際会議での発表支援を行った。また、大学院生は、英

文誌での論文の発表も行えるなど学習成果も上がっている。 

高度な専門的技術と知識を持つ高度専門職業人である専門看護師や医学物理士の受験資

格取得者を継続的に養成・輩出している。さらには、本教育部における国際学会発表や英語

論文発表の実績が経年で増加したことで、国際通用性のある教育・研究者及び高度専門職業

人を養成・輩出している。 

平成 21 年度には存在しなかった博士後期課程の修了生を輩出することで、医療関係者が

期待する「医療現場でリーダーシップを発揮する医療専門職業人、高等教育機関における教

育・研究者を養成する」という目的を平成 27 年度までに達成した。このことから、重要な

質の変化があったと判断する。 
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Ⅰ 薬学部の教育目的と特徴 
 

１ 薬学部の理念・目標 

 薬学部では、"薬学は医薬を通して人類の健康に貢献する総合科学である"との理念の

もと、医薬品の創製・生産・管理、環境・保健衛生及び薬剤師の職能等に関わる基礎知

識を修得させ、生命科学を基盤とする高度の'薬学的思考力'と倫理観を備えた創造性豊

かな人材を育成することを目的としている。 

 

２ 薬学科（６年制課程）の教育目標 

豊かな人間性、柔軟な社会性、医療における倫理観を育みながら、医療系薬学及び衛生･

社会系薬学を中心とした応用的学問を修得し、高度化する医療において薬物治療の指導

者となる資質の高い薬剤師、疾病の予防及び治療に貢献する臨床研究者として活躍する

人材を育成することを目的としている。 

 

３ 薬学科（６年制課程）の特徴 

医学部附属病院の全面的な協力体制のもと、全国で唯一「医学生の臨床実習（ポリク

リ）と連携した臨床参加型実務実習」、医学系教員によるカリキュラム等を導入してい

る。 

 

４ 創薬･生命薬科学科（４年制課程）の教育目標 

独創的な発想力、探究心、創薬マインドを育みながら、物理系薬学、化学系薬学、生物

系薬学を中心とした基盤的学問を修得し、創薬科学や生命薬科学分野の先端的研究者、医

薬品等の開発･生産･管理の場で先導的役割を担う研究者、技術者及び医薬品情報担当者

等として活躍する人材を育成することを目的としている。 

 

５ 創薬･生命薬科学科（４年制課程）の特徴 

大学院とリンクして研究者養成を目指す本学科では、自由度の大きなカリキュラムを

特徴としている。薬学及び自然科学領域において最も基本的な科目のみを必修科目とし、

多くの科目を選択科目とすることにより、個人個人の興味の方向性により様々な組み合

わせの授業を選択できるシステムとなっている。 

 

６ ６年制課程と４年制課程の併置の目的と意義 

九州中央部に位置する国立大学薬学部として、南日本地域における薬剤師と創薬研究

者のニーズに応えるために６年制課程と４年制課程を併置した。両課程共通カリキュラ

ムを通して学生が互いに刺激しあうことによる教育効果が期待される。 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

関係者として、在学生、卒業生、卒業生の雇用者（医療機関、製薬企業、医療行政等） 

を想定している。在学生は将来の目標を達成するための質の高い教育プログラムや研究環
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境への期待、卒業生は大学との連携による専門能力の更なる向上への期待、卒業生の雇用

者は高度専門職業人としてリーダーシップを発揮できる人材の育成への期待があると想

定される。特に、本学部は国立大学薬学部の中で日本最南端に位置し、九州南部･沖縄の医

療を先導する中心的リーダーの養成が強く求められている。さらに、本学部の卒業生は、

製薬研究･開発の中枢で活躍しており、今後も優秀な人材の供給が期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 
分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

（観点に係る状況） 

１．教員組織編成や教育体制の工夫とその効果 

生命科学研究部所属 18 分野、薬学部所属臨床系２分野、薬学部附属の創薬研究センター、

育薬フロンティアセンター、薬用資源エコフロンティアセンターのそれぞれに、設置基準を

上回る人数の教員が配置され、各学科における複数の講義･演習･実習の実施に寄与してい

る（資料・１－１－１、１－１－２）。専任教員には薬学科の教育担当として５名の実務家

教員が含まれる。さらに、発生医学研究所、生命資源研究・支援センター、大学院先導機構、

イノベーション推進機構、国立がん研究センター、医薬品医療機器総合機構に所属の薬剤師

および医師の実務経験者、理工学部出身生命科学研究者、知財専門家、行政官などを含めた

多彩な特質を持った教員からなる複合的な教育組織が本学部の特徴である（資料・１－１－

３）。 

 

（資料・１－１－１）  薬学部の教育担当組織 

 

 
（出典：薬学部組織関係資料） 

 

（資料・１－１－２） 教員（専任教員）数（平成 27 年５月現在） 

学科・専攻等名 
性

別 

職名 
総 

合計 

設置基準上 

必要専任 

教員数 

専任教員1人 

当たりの 

在籍学生数 
教授 

准教

授 
講師 助教 助手 合計 

薬学科 
男 14 10 3 16 1 44 

48 22 8 
女 2 0 0 2 0 4 

創薬・生命 

薬科学科 

男 3 3 2 0 0 8 
10 8 16 

女 1 1 0 0 0 2 

合計 20 14 5 18 1 58 58   

（出典：熊本大学データ集） 

 

（資料・１－１－３） 寄附講座･協力講座･連携講座一覧（平成 27 年４月現在） 

種別 分野名 教員配置 

寄附講座 病態薬効解析学 教授１、助教１ 

協力講座 臨床薬物動態学 教授１、准教授１ 
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病態遺伝子解析学 教授１、准教授１、助教１ 

転写制御学 教授１、助教１ 

臓器形成学 教授１、准教授１ 

病態遺伝学 教授１、准教授１ 

資源開発学 教授１、助教１ 

バイオ情報学 准教授１、助教１ 

幹細胞制御学 教授１、准教授１、助教１ 

資源開発学 教授１、助教１ 

連携講座 トランスレーショナルリサーチ学 教授１ 

（出典：平成 27 年度学生便覧） 

 

授業は専任教員に加えて高度な専門性を有する人材を非常勤講師として任用している

（資料・１－１－４）。特別実習（卒業研究）については基幹講座、協力講座が学生を受入

れ、研究指導を行っている（資料・１－１－５）。 

 

（資料・１－１－４） 授業科目の担当状況（平成 27 年度） 

薬学科 
講義科目 実習科目（実務実習・特別実習を除く） 

教員数 科目数 単位数 
担当時間数 
（割合%） 

教員数 科目数 単位数 
担当時間数 
（割合%） 

専任 42 60 105 1527(88.5%) 44 14 18 712(98.9%)  

非常勤（学内） 5 4 6 70 (4.1%) 0 0 0 0 (0%) 

非常勤（学外） 14 7 12 128 (7.4%) 1 1 4 8 (1.1%) 

計 61 65* 113* 1725 (100%) 45 14* 18* 720 (100%) 

         

創薬・生命薬科

学科 

講義科目 実習科目（実務実習・特別実習を除く） 

教員数 科目数 単位数 
担当時間数 
（割合%） 

教員数 科目数 単位数 
担当時間数 
（割合%） 

専任 43 46 89 1293 (88.9%) 41 14 16 640(100%) 

非常勤（学内） 6 4 8 72 (4.9%) 0 0 0 0 (0%) 

非常勤（学外） 10 5 7 90 (6.2%) 0 0 0 0 (0%) 

計 59 49* 95* 1455 (100%) 41 14 16 640 (100%) 

* 複数教員の担当する科目があるため、合計の数値は一致しない。 

（出典：薬学部時間割、薬学部非常勤講師任用計画（教授会資料）、薬学部学生便覧） 
 
（資料・１－１－５） 特別実習（卒業研究）研究室配属人数の推移 

年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

学科 薬科学

科 

創薬・

生命薬

科学科 

薬科学

科 

創薬・

生命薬

科学科 

薬科学

科 

創薬・

生命薬

科学科 

薬科学

科 

創薬・

生命薬

科学科 

薬科学

科 

創薬・

生命薬

科学科 

薬科学

科 

創薬・

生命薬

科学科 

基幹講座 38 33 41 28 36 32 47 31 52 26 47 36 

寄附講座 1 2 2 0 0 3 0 3 1 2 0 0 

協力講座 15 2 13 6 19 3 11 2 1 8 1 6 

（出典：平成 22〜27 年度薬学部教授会資料） 

 

２．多様な教員の確保の状況とその効果 

 教員の年齢分布について見てみると、助教では 25 歳～34 歳、准教授では 35 歳～44 歳、

教授では 45 歳～64歳に年齢層のピークがあり、若手教員から熟練教員まで適度な年齢バラ

ンスで構成されている（資料・１－１－６）。薬学科には、医療現場での実務経験豊富な専
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任教員（実務家教員）７名（教授３名、准教授２名、講師１名、助教１名）を配置している。

薬学部の専任教員 58 名のうち女性教員は６名（教授３名、准教授１名、助教２名）であり、

外国人教員は１名（助教）所属している。また、医師、企業勤務経験者、私立大学教員経験

者、理工学系学部出身者など、多様な背景を有する教員を確保している。その効果として、

ポリクリ実習、病態生理解剖学、製剤学、卒業前総括講義、各教員の特色を活かした演習科

目、発生医学研究所および生命資源研究・支援センター教員による発生・生殖学、分子生物

学など、「薬学教育モデル・コアカリキュラム 平成 25年度改訂版」（後述）で求められて

いる本学部独自の授業科目による多彩な教育を実現した。 

  

（資料・１－１－６） 教員の年齢分布（平成 27年５月現在） 

年齢区分 
職名 

教授 准教授 講師 助教 助手 合計 

～24 歳 0 0 0 0 0 0 

25～34 歳 0 0 1 10 1 12 

35～44 歳 1 9 4 6 0 20 

45～54 歳 10 4 0 1 0 15 

55～64 歳 10 1 0 0 0 11 

65 歳～ 0 0 0 0 0 0 

合計 21 14 5 17 1 58 

（出典：薬学部事務関係資料） 

 

３．入学者選抜方法の工夫とその効果  

 平成 23 年度〜25 年度入学者選抜については一般選抜前期日程･後期日程入試の２回を実

施してきたが、異なる選抜方法で入学した学生について入学後の成績などの追跡調査を行

った結果等を踏まえ、平成 26年度入学者選抜からは後期日程を廃し推薦入試Ⅱ（センター

試験を課す）を新たに導入した。 

 前期日程試験の倍率は推薦入試Ⅱ導入の前後で変動していない。推薦入試Ⅱでは創薬・生

命薬科学科において平成 26 年度の倍率が低く、合格者が定員 10 名に達しなかったが、平

成 27年度では復帰した（資料・１－１－７）。推薦入試Ⅱの導入がもたらす効果について、

今後数年間の動向をみて検証する必要がある。 

 薬学科と創薬・生命薬科学科の在学者数は適正に維持されている（資料・１－１－８）。 

 

（資料・１－１－７） 入学試験の倍率と入学者数 

  
年度（平成） 

23 24 25 26 27 

薬学科 

前期日程 

募集人員 45 45 45 45 45 

受験者数 203 219 310 293 284 

合格者数 48 48 48 48 47 

倍率 4.2 4.6 6.5 6.1 6 

入学者数 47 46 48 48 47 

後期日程 

募集人員 10 10 10 ― ― 

受験者数 68 65 108 ― ― 

合格者数 11 12 11 ― ― 
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倍率 6.2 5.4 9.8 ― ― 

入学者数 11 12 8 ― ― 

推薦入試Ⅱ 

募集人員 ― ― ― 10 10 

受験者数 ― ― ― 56 54 

合格者数 ― ― ― 10 10 

倍率 ― ― ― 5.6 5.4 

入学者数 ― ― ― 10 10 

創薬・生命

薬科学科 

前期日程 

募集人員 25 25 25 25 25 

受験者数 62 78 90 74 72 

合格者数 30 28 28 30 27 

倍率 2.1 2.8 3.2 2.5 2.7 

入学者数 28 26 27 30 25 

後期日程 

募集人員 10 10 10 ― ― 

受験者数 17 35 37 ― ― 

合格者数 10 15 13 ― ― 

倍率 1.7 2.3 2.8 ― ― 

入学者数 10 12 11 ― ― 

推薦入試Ⅱ 

募集人員 ― ― ― 10 10 

受験者数 ― ― ― 9 21 

合格者数 ― ― ― 8 10 

倍率 ― ― ― 1.1 2.1 

入学者数 ― ― ― 8 10 

（出典：平成 23～27 年度 入学試験に関する調査・統計） 

 

（資料・１－１－８） 在学者数（平成 27 年５月現在） 

 定員 総定員 1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 5 年次 6 年次 計 

薬学科 55 330 
59 63 59 51 60 55 347 

107% 115% 107% 93% 109% 100% 105% 

創薬・生命薬科学科 35 140 
39 38 41 35 - - 153 

111% 109% 117% 100% - - 109% 

%は定員に対する在学者 

（出典：本学公式ウェブサイト http://www.kumamoto-

u.ac.jp/daigakujouhou/kihonjoho/gakuseisu） 

 

４．教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制の整備とその効果 

FD 委員会では、e-Learning、e-portofolio の活用法、学生のメンタルヘルス、カリキュ

ラム構築等について教職員を対象とした FD を行った。環境維持保全のために ISO14001 活

動で構築してきた PDCA サイクルを、教育の質保証と向上のための PDCA サイクルへと方向

転換するための説明会を FD として行った（資料・１－１－９）。 

また平成 25 年度後学期より教員相互の授業見学を開始し、原則として全教員が各学期１

回参加することとした。 

免疫学の授業及び育薬フロンティアセミナーが平成 25、26 年度に２年連続で熊本大学教

育活動表彰のグランプリを受賞したことは教員の教育力の水準が向上していることを示す

ものである。 

 

（資料・１－１－９） 薬学部において開催された FD ミーティングの主な内容 
1. 薬学科５年次生の長期実務実習における e-Portofolio および e-Learning 活用法の実例紹介：内部教員３名に
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よる講演および質疑応答（平成 22 年度） 

2. 学生のメンタルヘルスと授業における対応について：保健管理センター教員による講演および質疑応答（平成

22 年度） 

3. ISO14001 による PDCA サイクルの体制を活用した教育活動のデータ収集とそれによる第三者評価への対応：担

当者による説明と質疑応答（平成 24 年度） 

4. 学生のメンタルヘルスと授業における対応について（平成 24 年度） 

5．平成 25 年度 FD ミーティング（平成 25 年度） 

6．薬学部学生の現状について（平成 25 年度） 

7．薬学部１年生の現状について（平成 26 年度） 

8．カリキュラム構築に向けて（平成 26 年度） 
（出典：薬学部 FD委員会資料） 

 

授業改善のための学生アンケートは、平成 16 年度後期から毎年全学的に実施されている。

授業の難易度、声の聴きとりやすさ、授業の手段の有効性、授業の双方向性、授業の目標の

明示、授業の意義の各項目において、５段階評価で上位２段階程度を維持しており、FD、授

業見学の効果が現れている（後掲資料・２－１－３、２－１－４、p24）。 

 

５．教育プログラムの質の保証・質の向上のための工夫とその効果 

薬学部では平成 13 年度から 26 年度まで、環境に配慮した ISO14001 による PDCA サイク

ルに基づく教育研究活動の推進に取り組んできた。平成 25 年度からは本学部の内部質保証

を推進することを目標とし、ISO 部会を目標・評価委員会の内部に組織し、自己点検･評価

及び改善に向けて部局全体で教育活動のデータを収集することを ISO 部会の主な任務とし

た。このように、PDCA サイクルを基盤とする ISO の機能を教育プログラムの質保証に活用

する体制を構築した（資料・１－１－10）。 

 

（資料・１－１－10）  ISO 部会による PDCA サイクルを基盤とした教育の質保証体制 

 

（出典：目標・評価委員会により作成） 
 
 平成 18年度より４年制（創薬･生命薬科学科）と６年制（薬学科）の２学科制を開始し、

教育プログラムの有効性･妥当性について検証しつつ、平成 23 年度に６年制の学年進行が

完了し、学部教育プログラムの完成に至った。また、６年制薬学教育の指針となる「薬学教
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育モデル・コアカリキュラム 平成 25年度改訂版」（新コアカリ）が公表され、平成 27 年

度以降の入学者に適用されることとなった。そこで、新コアカリの項目に対して現行科目に

過不足がないか検討しカリキュラムの見直しを行った（資料・１－１－11）。 

 

（資料・１－１－11） 新コアカリ-現行科目対照表によるカリキュラムの見直し（抜粋） 
薬学教育モデル・コアカリキュラム 熊本大学薬学部の現行科目 

Ｅ 医療薬学 

扱っている科目 少し扱っている科目 

E1 薬の作用と体の変化 

GIO 疾病と薬物の作用に関する知識

を修得し、医薬品の作用する過程を理

解する。 

（1）薬の作用 

GIO 医薬品を薬効に基づいて適正に

使用できるようになるために、薬物の生

体内における作用に関する基本的事項

を修得する。 

【① 薬の作用】   

1. 薬の用量と作用の関係を説明でき

る。 

薬理学概論(1 後)、生化学 II(1 後)、生

化学 III(2 前)、薬理学 I(2 前)、製剤学

II(4 前)、薬物処方学(5 前)、病院実務実

習(5 通) 

解剖生理学概論(1 前)、微生物化学 I(2

後)、微生物化学 II(3 前)、製剤学 I(3 後) 

2. アゴニスト（作動薬、刺激薬）とアンタ

ゴニスト（拮抗薬、遮断薬）について説

明できる。 

薬理学概論(1 後)、生化学 II(1 後)、生

化学 III(2 前)、薬理学 I(2 前)、薬理学

II(2 後)、薬理学 III(3 前)、病院実務実習

(5 通) 

微生物化学 I(2 後)、微生物化学 II(3

前)、製剤学 I(3 後)、製剤学 II(4 前) 

3. 薬物が作用するしくみについて、受

容体、酵素、イオンチャネルおよびトラ

ンスポーターを例に挙げて説明できる。 

薬理学概論(1 後)、生化学 II(1 後)、生

化学 III(2 前)、薬理学 I(2 前)、薬理学

II(2 後)、薬理学 III(3 前)、病院実務実習

(5 通) 

薬理学概論(1 後)、微生物化学 I(2 後)、

微生物化学 II(3 前)、製剤学 I(3 後)、生

体機能化学(3 後)、製剤学 II(4 前) 

4. 代表的な受容体を列挙し、刺激ある

いは遮断された場合の生理反応を説

明できる。 

解剖生理学概論(1 前)、生化学II(1 後)、

生化学 III(2 前)、薬理学 I(2 前)、薬理学

II(2 後)、薬理学 III(3 前)、病院実務実習

(5 通) 

微生物化学 I(2 後)、微生物化学 II(3

前)、腫瘍治療学(4 前) 

5. 薬物の作用発現に関連する代表的

な細胞内情報伝達系を列挙し、活性化

あるいは抑制された場合の生理反応を

説明できる。（C6(6)【細胞内情報伝達】

1）～ 5) 参照） 

解剖生理学概論(1 前)、生化学II(1 後)、

生化学 III(2 前)、薬理学 I(2 前)、薬理学

II(2 後)、薬理学 III(3 前)、病院実務実習

(5 通) 

微生物化学 I(2 後)、微生物化学 II(3

前)、腫瘍治療学(4 前) 

6. 薬物の体内動態（吸収、分布、代

謝、排泄）と薬効発現の関わりについて

説明できる。 

薬剤学 I(3 前)、製剤学 I(3 後)、製剤学

II(4 前)、臨床薬物動態学(4 前)、薬物処

方学(5 前)、病院実務実習(5 通)、 

微生物化学 I(2 後)、微生物化学 II(3

前)、薬物治療学 III(4 前)、事前学習 

7. 薬物の選択（禁忌を含む）、用法、用

量の変更が必要となる要因（年齢、疾

病、妊娠等）について具体例を挙げて

説明できる。 

薬剤学 I(3 前)、臨床薬物動態学(4 前)、

薬理学 I(2 前)、薬理学 II(2 後)、薬理学

III(3 前)、病院実務実習(5 通) 

微生物化学 I(2 後)、微生物化学 II(3

前)、製剤学 II(4 前)、薬物治療学 III(4

前)、漢方概論(4 前)、事前学習 

8. 薬理作用に由来する代表的な薬物

相互作用を列挙し、その機序を説明で

きる。（E4（1）【①吸収】5.【③代謝】6.【④

排泄】5.参照） 

薬剤学 I(3 前)、製剤学 I(3 後)、医薬品

情報管理学(3 後)、臨床薬物動態学(4

前)、地域薬局学(4 前)、病院実務実習

(5 通) 

微生物化学 I(2 後)、微生物化学 II(3

前)、製剤学 II(4 前)、薬物治療学 III(4

前)、事前学習 

9. 薬物依存性、耐性について具体例を

挙げて説明できる。 

薬理学 I(2 前)、薬理学 II(2 後) 製剤学 I(3 後)、病院実務実習(5 通) 

【② 動物実験】   

1. 動物実験における倫理について配

慮できる。（態度） 

生物系薬学実習 III(薬理学)(3 前) 生物系薬学実習Ⅳ(環境衛生薬学)(3

前) 
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2. 実験動物を適正に取り扱うことがで

きる。（技能） 

生物系薬学実習 III(薬理学)(3 前) 生物系薬学実習Ⅳ(環境衛生薬学)(3

前) 

3. 実験動物での代表的な投与方法が

実施できる。（技能） 

生物系薬学実習 III(薬理学)(3 前) 生物系薬学実習Ⅳ(環境衛生薬学)(3

前) 

（出典：教育委員会資料） 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

薬学部所属の教員に加え、学協施設、協力講座等に所属する、多彩な特質を持った教員か

らなる教育組織を整え、本学部独自の多彩な授業科目による教育を行っている。教員の教育

力向上のための FDを行い、授業改善のためのアンケートで良好な評価を得ている。 

入学・収容定員に則した適正人数の学生を確保している。優秀な学生の確保を目的として

平成 26 年度から後期日程入試を廃し推薦入試Ⅱを導入した。 

12 年間行ってきた ISO14001 の活動を基盤とし、目標評価委員会と ISO 部会を合体させ、

教育活動状況のデータ収集と PDCA サイクルを連携させる体制を構築した。 

平成 18 年度に開始した新２学科制の学年進行を滞りなく完了した。平成 27 年度以降入

学者を対象として大改訂された新コアカリに対応したカリキュラムの見直しを行った。 

よって、期待される水準を上回ると判断する。 

 

観点 教育内容・方法 

（観点にかかる状況） 

１． 体系的な教育課程の編成状況 

学習成果基盤型教育を行うため、薬学概論、早期体験学習をはじめとする基礎科目、本学

独自の臨床教授、先端薬学教授、学協施設教員による学際的講義を含む専門科目、医学生と

合同でチーム医療を身につけるポリクリ実習で特徴づけられる実務実習や参加型学習とア

ドバンスト教育、３年次という早い学年から始め研究マインドを養成する卒業研究へと科

目を展開的に配したカリキュラムを編成した（資料・１－２－１）。創薬・生命薬科学科で

は将来の進路に応じた多様性ある履修が可能なように、専門教育に選択科目を多く設定し

た。学年が進むに従い、基礎知識（Knowledge）、応用（Application）、実践（Practice）の

順に授業科目を配列したラセン型カリキュラムとした（資料・１－２－２）。 

 

（資料・１－２－１） カリキュラム概要 

薬学科 

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 5 年次 6 年次 

教養教育（導入科目、情報科
目、理系基礎科目、外国語科

目、教養科目など） 

卒業研究 

実習 
実務準備実
習/共用試験 

実務実習 
アドバンスト

教育 

早期体験学習 実習 
専門科目 専門科目 専門科目 専門科目 

専門科目 専門科目 

 

創薬・生命薬科学科 

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 
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教養教育（導入科目、情報科目、
理系基礎科目、外国語科目、教養

科目など） 

卒業研究 

実習  

早期体験学習 実習 
専門科目 専門科目 

専門科目 専門科目 

（出典：薬学部ウェブサイト） 

 

（資料・１－２－２） ラセン型カリキュラムと薬学科カリキュラムマップ 

 

ラセン型カリキュラム 

薬学科カリキュラムマップ 

 

（出典：平成 27 年度薬学部教育委員会資料） 

 

２． 社会のニーズに対応した教育課程の編成･実施上の工夫 
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 最新の医療情報を教育に反映するという社会ニーズへの対応として、２年任期の臨床教

授、先端薬学教授の制度を導入し、医療現場や創薬企業の第一線で活躍する医師、薬剤師、

研究者、国際医療活動を行う NPO 法人主催者などを招聘した（資料・１－２－３）。 

チーム医療に薬剤師が参加し薬物治療の最適化と安全性担保に寄与するという社会のニ

ーズに対応し、医師や看護師と接するチーム医療教育のため５年次に行う実務実習のなか

に、医学生の臨床実習（ポリクリ）と連携した実習を組み込んだ（資料・１－２－３）。 

東日本大震災以降、地球環境の維持保全が社会のニーズとなっていることに対応し、平成

13 年度に環境マネジメントシステム ISO14001 の認証を取得し、環境教育に取り組んでき

た。平成 20年度には、この取組をもとにした「エコファーマを担う薬学人養成プログラム」

が文部科学省「質の高い大学教育推進プログラム」に採択された。文部科学省プログラムが

終了後も各種講演会に加えて医学部附属病院や学会スタッフボランティア、次世代創薬研

究者養成塾など、エコファーマプログラムの新展開を図り、履修者には単位を認定している

（資料・１－２－４）。また春と秋に「薬用植物野外観察会」、月例の「薬用植物園観察会」、

「漢方勉強会」、「漢方とハーブの研究会」を実施した。これらの活動には、外部の薬剤師も

受講者として参加している（資料・１－２－５）。 

 さらに、個々の授業科目の中で様々な外部との接触を行い、社会のニーズにタイムリーな

対応を実現している。１年次前期に行う薬学概論 Iでは、様々な領域の外部講師のオムニバ

ス講義を実施し、幅広い視野を養うとともに、リアルタイムの各領域のニーズや問題点を教

授している（資料・１－２－６）。また、１年次前期の早期体験実習では、学生が薬局、病

院及び企業を主体的に訪問し最新の設備・技術や実地について学ぶとともに、訪問先の指導

者を交え発表会を実施し、相互の交流を行っている（資料・１－２－７）。 

 

（資料・１－２－３） 社会のニーズに対応した教育の工夫 

臨床薬学教授、先端薬学教授 

臨床薬学教授 陣内秀昭（陣内内科院長） 

 川原尚行（NPO 法人ロシナンテス理事長） 

先端薬学教授 高濱和夫 

 安達邦知（田辺三菱製薬） 

ポリクリ実習 

平成２６年度ポリクリ実習日程（９月１日～１０月３１日） 

腎臓内科・神経内科 

 担当医・担当者 内 容 

月 
担当教員、腎臓内科助教、講

師、薬学部教員 

オリエンテーション、検尿実習、血液透析講義・見学 

腎組織講義、カルテ閲覧・症例演習 

火 

腎臓内科教授、担当医 

神経内科担当医 

薬学部教員 

総回診、症例検討会、カルテ閲覧・症例演習 

神経超音波検査、神経内科講義 

水 
神経内科教授、担当医 

薬学部教員 

神経内科カンファレンス、神経内科 DVD 学習 

カルテ閲覧・症例演習、神経補助検査の見方 

木 
腎臓内科助教 

薬学部教員 

カルテ閲覧・症例演習、糖尿病食試食 

酸塩基平衡講義、カルテ閲覧・症例演習 

金 
腎臓内科教授、助教 

薬学部教員 

電解質異常講義、症例総括・発表 

カルテ閲覧・症例演習 

代謝内科・神経内科 

 担当医・担当者 内容 
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月 
神経内科教授、当教員 

薬学部教員 

オリエンテーション、代謝・神経内科講義 

新患紹介・病棟回診 

火 

代謝内科教授、講師、教員 

薬学部教員 

外来眼底検査実習、甲状腺講義・実習 

頸動脈エコー講義・実習 

カルテ閲覧・症例演習、病棟回診 

水 
担当栄養士 

薬学部教員 

カルテ閲覧・症例演習、電子カルテ症例演習 

集団栄養指導、カルテ閲覧・症例演習 

木 
代謝内科教授 

薬学部教員 

講義（DVD 水・電解質）、カルテ閲覧・症例演習 

糖尿病食試食、糖尿病講義、病棟カンファレンス 

金 
代謝内科教員、担当医 

薬学部教員 

内分泌講義、カルテ閲覧・症例演習 

症例検討会 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

（資料・１－２－４） エコファーマプログラムの単位認定 

エコファーマプログラムの修了認定基準 

１．エコファーマ推進部会が指定する実習単位の 5割以上を習得していること。ただし、早期体験学習、分析化学実

習、環境衛生薬学実習は必須とする。 

２．エコファーマ推進部会が指定する講義（薬学科：56 単位、創薬・生命薬化学科：講義 41 単位）および演習（8単

位を上限とする）のうち 26 単位以上を習得していること。ただし、医療倫理学 I、医療倫理学Ⅱ、衛生薬学 I、毒性・

環境薬学は必須とする。 

３．エコファーマプログラムとして開催された講演会・ワークショップに 10 時間以上出席していること。 

４．エコファーマプログラムとして開催された活動等に5回以上参加していること。ただし、ボランティアやインター

ンシップなど長期間にわたる活動については、期間に応じた回数分とみなす。 

５．エコファーマプログラムとして開催された活動の後に、2回以上の情報発信（報告会での口頭もしくはポスター発

表）を行っていること。 

６．自治会が行う ISO 活動に積極的に参加していること。 

「エコファーマプログラムの修了認定について」（平成 26 年 4月 23 日改訂版教授会承認） 

平成 26 年度にエコファーマプログラムとして開催された講演会・ワークショップ、活動等 

講演会・ワークショップ、活動等 種類 実施日 参加人数 

禁煙支援シンポジウム 講演会・ワークショップ H26.4.26 4 

早期体験学習・AED 講習 活動等 H26.5.27 85 

UCLA 夏季研修 活動等 H26.8.6−9.3 7 

医学部附属病院ボランティア 活動等 H26.8.25−29 7 

企業研修 活動等 H26.9.19 5 

 講演会・ワークショップ H26.9.26 19 

 講演会・ワークショップ H26.10.29 11 

科学体感フェア 2014 活動等 H26.11.9 7 

学会スタッフ体験 活動等 H26.11.15−16 7 

薬学検定 3級 活動等 H26.11.30 10 

特別講演会（赤池紀生） 講演会・ワークショップ H27.1.16 1 

特別講演会（高濱和夫） 講演会・ワークショップ H27.2.10 7 

第 8 回次世代創薬研究者養成塾 講演会・ワークショップ H27.3.18 4 

（出典：平成 27 年度エコファーマ説明会資料） 
 
（資料・１－２－５） 社会のニーズに対応した活動 

薬用植物園観察会 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

開催回数 11 11 10 11 11 11 

漢方勉強会 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

不開示情報

不開示情報
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開催回数 11 8 9 9 11 11 

漢方とハーブの研究会 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

開催回数 9 10 12 10 11 11 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

（資料・１－２－６） 薬学概論 I 外部講師一覧（平成 27 年度１年次前期） 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

（資料・１－２－７） 早期体験学習訪問先（平成 27 年度１年次前期） 

熊本県保健環境科学研究所 のぞみ薬局 熊本大学医学部附属病院 

熊本市環境総合センター セントラルファーマシー長嶺 熊本赤十字病院 

化学及び血清療法研究所 南熊本調剤薬局 熊本中央病院 

久光製薬 くまもと中央薬局 済生会熊本病院 

水俣病資料館、ほっとはうす   

新日本科学   

中富記念くすり博物館   

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

３． 国際通用性のある教育課程の編成･実施上の工夫 

語学力を身につけるため、TOEIC 受験、国際学会奨学金制度、海外研修、学生海外派遣な

どの取組を、全学年を通じて行っている（資料・１－２－８～１－２－10）。平成 27年度か

ら熊本大学がスーパーグローバル大学に採択されたことを受け、薬学部では平成 27年度か

ら創薬・生命薬科学科入学者を対象に、英語による授業、国際教育を行う PLEASED プログラ

ムを開始した。分野ローテーションが好評であり、グローバルに活躍する研究者の養成が期

待される（資料・１－２－11）。 

 

（資料・１－２－８） 語学教育の編成･実施上の工夫例 

1 年次 

TOEIC-IP の受験を課し、成績評価に反映されている。希望者には、学部主導の TOEIC 受験を実施してい

る。H24 年度には 4名、H25 年度には 2名、H26 年度には 3名 H27年度には 1名が TOEIC の成績を外部試

験として英語科目の単位認定を行った。 

1〜2 

年次 

グローバル化する世界にあって、自立・自律する学生の語学力、国際会話力を育成するために、「読

む」，「書く」，「聞く」，「話す」の要素を取り入れた「必修外国語科目」（8単位）及び「自由選択外国語

科目」（10 単位）を、2年次までの教養教育科目の履修要件としている。 

3 年次 
「薬学英語 I,II（必修）」が開講され、外国人教員を含む本学部教員によって薬学専門英語を身につけ

る教育が行われている。 

3 年次 

以降 

研究室に所属するため、指導教員や大学院生の協力のもとで、研究室毎に定期的に行われているセミナ

ーでの英語文献の紹介、英語テキストの輪読、学会や講演会への参加・発表を通じて、学生自身の研究

テーマを遂行する上で必要な専門的な英語力を日常的に身につける機会が提供されている。 

全学年 
文部科学省 平成 20 年度 質の高い大学教育推進プログラム「エコファーマを担う薬学人育成プログラ

ム」の一環として、将来、国際社会に貢献できる人材を養成するために、学部生のラオス及びドイツに

 財団法人永井祈念薬学国際交流財団 理事長 

 化学及び血清療法研究所 主任 

 熊本赤十字病院 薬剤部 係長 

 昭和薬科大学薬学部 教授 

 熊本県健康福祉部健康薬務衛生課 参事 

 ニプロ株式会社 常務取締役 医薬品総括本部長 

 熊本赤十字病院社会課長、熊本県臓器移植コーディネーター 

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報
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おける海外研修を平成 22 年度に実施した。 

全学年 

平成 21 年度から「国際学会奨学金制度」対象者を大学院生から学部学生にも広げたことによって、学

部学生が国際学会に参加する機会が増え、国際的に通用する英語力を身につける動機付けになっている

（資料 A1-2-3-2）。 

全学年 

平成 22～27 年度は、学部学生が国際学会に参加し、学内における学会参加報告会では、英語でのプレ

ゼンテーション及び質疑応答が毎年行われた。また、国際協定校に 2名が長期海外派遣をしている（資

料 A1-2-3-3）。 

（出典：平成 27 年度薬学部教育委員会資料） 

 

（資料・１－２－９） 国際学会奨学金制度の対象学部生数及び渡航国 

年度（平成） 対象学部学生数 渡航国 

21 13 オーストラリア、アメリカ、ポルトガル、韓国 

22 18 アメリカ、オーストラリア 

23 8 オーストラリア、アメリカ、マレーシア 

24 11 中国、オーストラリア、スーダン、アメリカ 

25 6 タイ、アメリカ、韓国 

26 2 アメリカ 
27 10 タイ、アメリカ 

（出典：平成 27 年度薬学部教育委員会資料） 

 

（資料・１－２－10） 交流協定校への学生海外派遣実績 

所属 学年 派遣先 派遣期間 

創薬・生命薬科学科 ２年 モンタナ大学（アメリカ） 
平成 23 年 8月 22 日〜 

平成 24 年 5月 11 日 

薬学科 ２年 リーズ大学（イギリス） 
平成 23 年 10月 3日〜 

平成 24 年 6月 25 日 

（出典：平成 27 年度薬学部教育委員会資料） 

 

（資料・１－２－11） 平成 27年度 PLEASED プログラム参加状況 

参加状況 

学生 A B C D Ｅ 

分野ローテーション１ 生化学 微生物薬学 薬物活性学 天然薬物学 遺伝子応用学 

分野ローテーション２ 生命分析学 構造解析学 生命分析学 薬剤情報分析学 製剤設計学 

演習参加回数 10 9 10 4 6 

HIGO セミナー参加回数 2 1 1 2 0 

TOEFL/TOEIC 645 630 700 620 未返却 

演習参加分野 

生命分析学 

遺伝子応用学 

生化学 

  

  

微生物薬学 

生命分析学 

遺伝子応用学 

  

  

薬物活性学(3) 

生命分析学(2) 

微生物薬学(2) 

天然薬物学(2) 

遺伝子応用学(1) 

天然薬物学 

微生物薬学 

遺伝子応用学 

  

  

遺伝子応用学 

 

 

 

 

学生からのコメント 

学生 コメント 

A 

Pleased プログラムに参加して良かったと思う点 

・今後、研究室配属先として興味をもっている研究室をメインに研究室ローテや演習に参加すること

ができ、非常に有意義であった。 

・当初は何を目的とするのか分からなかった活動や意味を大いに理解できた。 

・非常に広く深く学生を受け入れるシステムであった。 

・研究室毎に研究内容が違っていたり、また研究室によってはレポートの書き方の重要さを唱え、何

度も添削してくれた研究室もあった。 
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・「習い性となる」という諺のように、私のような駆け出しが研究に必要な心構えを身につけるには打

ってつけだった。 

・本プログラムによって、今後ますます薬学研究に没頭できる環境の実現に期待したい。 

Pleased プログラムで改善されると良いな、と思う点 

・明確なカリキュラムと参加目的（到達目標）、今後との繋がり、などを明示してほしかった。 

（例）なぜ、TOEIC/TOEFL の試験を受講する必要があったのか、なぜ HIGO プログラムに参加する

必要があったのか、など。 

・次年度からは、実践的かつ焦点を絞った活動になると思うので、少しでも考えるヒントが明示され

るとありがたい。 

B 

分野ローテーションは研究室の雰囲気がわかり、とてもよかった。 

分野ローテーションの分野数、日数、時期は問題ない。 

演習に関しては、分野でやる内容や時間がかなり異なるので前もって情報が欲しい 

演習の 10 回の回数が多い。最初は非常に面白かったが、後の方は回数をこなすだけのマンネリと

なった。 

HIGO のセミナーに１回参加したが、全く内容がわからなかった。 

PLEASE に関する情報が学生間でかなり差があったため、一度 PLEASE の学生達で集まって情報

交換を行った。 

英会話を学べるところがあっても良いかもしれない。 

C 

・分野ローテーションは現行の通りで問題ない。 

・演習は後期だけで 10 回こなすのは大変だった。また後期だけでは選択肢が限定されるので、前

期から始められれば良かった。前期から始められるのであれば、10 回の演習参加については問題

ないと考えている。 

・HIGO セミナーは、参加した１回については日本語の講演だったので、特に違和感なく聴けた。 

(質問)成績 10 位以内は分野優先配属とする件で、最初のミーティングの際に「今年はプログラム生

が 5 名いるので、優先成績枠についても考えるべき（11 位以下まで広げる？）」との意見が出た覚

えがあるが、それについてはどうなっているのか？ 

（質問）TOEIC/TOEFL-ITP の成績が著しく悪かった場合にプログラム生から外されることはあるの

か？ 

D 

・分野ローテーションは、実験にも参加させていただき、実際に研究室でやっていることを体験でき

たので、興味のある研究室を知る上で非常に役に立った。今後もいくつかの見学を控えているので

楽しみだ。 

・演習は、専門的な用語が多く理解するのが難しかった。しかし、どのような研究が行われているの

か分かったので良かった。演習で発表される研究の概要を示してもらえるとありがたかった。 

・HIGO セミナーは各方面から様々な方が講義してくださっていて参加したい講義がいくつもあった。

しかし、授業の都合上、ほとんど行けなかったので残念だ。 

・希望としては、英語に触れる機会がもっと欲しい。特にスピーキング力をつけたいので、そのような

授業やイベントがあればうれしい。 

E 

分野ローテーションは、実験などを見せていただいたり、実際に体験させてもらったりと、研究室でど

のようなことをしているか知るうえで、とても参考になった。特に、セミナーへの参加は、研究をする

にあたって、自分の今の知識と、研究室の先輩方の知識のギャップを知ることができ、配属までに

まだまだ学習が必要なのを実感した。自分に今できることをしっかりこなして、準備ができた状態で

三年生を迎えなければならないと感じている。 

HIGO セミナー、そして各分野の演習は、授業の関係や、情報収集不足で、あまり参加することがで

きなかった。今後は、自分の授業の予定の管理と合わせて、セミナーや、演習に積極的に参加し

て、足りない部分を補いたいと思う。今年参加させて頂いた演習は、やはり知識のレベルが高く、理

解するのがかなり難しかった。参加させていただいたが、レポートにまとめる際、内容が難しく、まと

め方について悩んでいる。ＴＯＥＩＣでは、私は、スピーキング＆ライティングという今まで経験したこ

とがない形式の試験を体験することができた。記号選択形式のリーディングやリスニングに比べて、

自分自身の表現力を試すいい機会だったと思う。やはり、話すことについては、自分はまだまだ未

熟だと思ったので、これから勉強をしていきたい。 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

４． 養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

大学卒業後に必要とされる社会人基礎力（ジェネリック・スキル）を早くから養成するた

め、「ジェネリック・スキル概論」を１年次後期に配置している。リテラシー（知識を活用
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して未知の問題を解決する力）とコンピテンシー（周囲の状況に柔軟に対応する力）をみる

テストを全員に課し、自分の強み、弱みを知るとともにジェネリック・スキルの涵養を図っ

ている（資料・１－２－12）。 

 

（資料・１－２－12） 「ジェネリック・スキル概論」シラバス 

科目名：ジェネリック・スキル概論 

科目ナンバー  開講年次 1 年生 

年度・学期 2015 年 後期 曜日・時限 火曜 4 限 

担当教員  単位数 1 単位 

選択/必修  授業回数 8 

時間割所属 薬学部 (44) 時間割コード 01600 

学修成果とその割合 

豊かな教養 20% 

確かな専門性 0% 

創造的な知性 20% 

社会的な実践力 20% 

グローバルな視野 20% 

情報通信技術の活用力 0% 

汎用的な知力 20% 

詳細情報 

使用言語  日本語による講義 + 日本語のテキスト 

授業の形態  その他 

授業の方法  対面授業、グループ学習 

授業の目的  
薬学生に必要な心構え、ジェネリック・スキル、キャリアプランなどを身につけ、今後の学

生生活に活かす。 

授業の概要  

薬学生としての心構え、リテラシー、コンピテンシー、キャリアプランについて学ぶ。 

現代の高等教育は、グローバル化した「知識基盤社会」において、活躍する人材を育成する

ことが求められている。専門的な知識の習得とともに、社会人として活 躍できる能力（ジ

ェネリック・スキル）を、学生に身につけさせることが重要である。そうした能力は「学士

力」や「社会人基礎力」と表現される。本授業で は、ジェネリック・スキルを育成するた

め、薬学生の心構え、キャリアプラン、接遇とコンピテンシーなどの講義および演習ならび

にジェネリック・スキルを客観的に評価するため、PROG テスト実施し、自分の強みを認識

して、今後の学生生活に活かして頂きたい。 

到達目標  
各講義および客観的なジェネリック・スキルの評価結果を踏まえて、自分の強みおよびキャ

リアプランについて説明できるようになる。 

評価方法・基準  授業態度（15%）、プログ試験受講状況（50%）、e-Portofolio でのレポート提出（35%） 

各回の授業内容 

回 授業テーマ 内容概略 

1 ジェネリック・スキル概論ガイダンス ジェネリック・スキル概論の概要説明 

2 薬学生の心構え（１） 薬学生の心構え（１）：薬剤師の観点から 

3 薬学生の心構え（２） 薬学生の心構え（２）：大学教員の観点から 

4 PROG テスト（ジェネリック・スキルテスト） PROG テスト（ジェネリック・スキルテスト） 

5 人材教育について 人材教育について 

6 キャリアプラン キャリアプランについて 

7 接遇とコンピテンシーについて 接遇とコンピテンシーについて 

8 PROG テスト結果解説 PROG テスト結果解説 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

５． 学生の主体的な学習を促すための取組 

 授業改善のためのアンケートにより学生の授業時間外学習時間を調査した。平成 22 年

度～24 年度の１科目の１週あたりの授業時間外学習時間は１～２時間で、平成 24 年度を

計算すると平均 59分であった（資料・１－２－13）。 
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（資料・１－２－13）  １科目の１週あたり授業時間外学習時間に関するアンケート 

質問文 

大学の授業の単位は、授業時間の２倍の時間外学習を前提として、取得できることになっています。

あなたは、この授業について１週あたり平均して、どの程度、授業時間外の学習（予習・復習、資料

収集、文献購読、レポート作成など）をしましたか。 

回答選択肢 1. 3 時間以上、2．2～3時間、3．1～2時間、4．～1時間、5. 全くしなかった 

回答 

（選択肢 

番号の 

平均） 

平成 22 年度 
前期 3.13 

後期 3.11 

平成 23 年度 
前期 2.95 

後期 2.93 

平成 24 年度 
前期 3.67 

後期 3.53 

 

平成 24 年度授業             回答科目数 27 科目 回答者数 1、577 人 

年度 

（平成） 

回 答 
平均 

学習時間 3 時間以上 
2 時間以上 

3 時間未満 

1 時間以上 

2 時間未満 
1 時間未満 

全く 

しなかった 
無効 

24 59 192 342 693 289 2 59 分 

平均学習時間：59 分 (0.98 時間) 

平均学習時間 平成 24 年度の概算式： 

(3.5×59＋2.5×192＋1.5×342＋0.5×693＋0×289)/(1577－2) ＝ 0.98（59 分） 

（出典：授業改善のためのアンケ－ト） 

 

 実務実習における学生の主体的な学習を実習先の指導と大学の教員が双方から支援・指

導するツールとして e-portofolio を積極的に活用している。e-learning、課題解決型学習

等による学生の主体的学習を促す、事前･事後の学習内容をシラバスに記載するなどの取組

を行っている（資料・１－２－14、１－２－15）。「e-learning を利用した双方向型授業の

取組と継続的な社会貢献実習への取組」で平成 25年度熊本大学教育活動表彰グランプリを

受賞した免疫学の授業をはじめ多くの授業で e-learning を活用している。実習科目や演習

科目に課題解決型学習を取り入れ、能動的学習態度の育成を図っている。 

 

（資料・１－２－14） 学生の主体的学習促進の方策、支援例 

１）薬学部専門科目（演習・特別実習を除く）の 59%が授業時間外の主体的学習支援に e-learning system (WebCT、 

Moodle、 e-Portofolio) を活用していた。 

 WebCT、 Moodle を利用している科目（eラーニング推進機構 2013 資料） 

 講義（30 科目） 

 薬物治療学Ⅰ、Ⅱ、分子生物学、創薬学Ⅱ、医薬統計学、実習前総括講義、有機化学Ⅰ、生化学Ⅰ、Ⅲ、

 生薬学Ⅰ、Ⅱ、病態生理解剖学、臨床検査学、薬局方概論、薬物治療学演習、遺伝子機能応用学演習、薬理 

   学 IⅡⅢ、製薬概論、解剖生理学概論、免疫学、分析化学Ⅰ、医療倫理学ⅠⅡ、物理化学Ⅱ、細胞生物学、薬 

学概論Ⅱ、薬理学概論、衛生薬学Ⅱ 

 実習（8科目） 

  創薬・天然物化学実習、創薬天然物化学実習、化学系薬学実習ⅡⅢ、病院実務実習、創薬生化学実習、

 医薬品合成学実習、生物系薬学実習Ⅱ 

 e-Portofolio を利用している科目（2014 年 e-Portofolio 資料） 

   早期体験学習、薬学概論、医療倫理学ⅠⅡ、実習前総括講義、実務準備実習、薬局実務実習、病院実務実習 

２）「e-learning を利用した双方向型授業の取組と継続的な社会貢献実習への取組」で H25 年度熊本大学教育活動表彰

グランプリを受賞した免疫学（遺伝子機能応用学分野 首藤剛准教授）の方策と支援について例示する。 

 WebCT を活用し、毎回の授業で学習した内容について学生に問題解答を促した。問題の内容には、授業中に出てき
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た資料を参照して解けるもののみならず、教科書を読まないと解けないものを敢えて含ませることで、学生の時間

外学習を促した。  

 本講義では、WebCT により回収した学生の意見や感想に全て返信し、興味深い意見は講義中に取り上げて、学生と

の双方向的なやりとりを促進した。全学生に解答するのは大変な作業ではあるが、手間をかけた分学生のモチベー

ション維持に繋がった。 

３）その他の授業における学生の主体的学習促進の方策、支援例 

 授業のプリントやスライドを WebCT に掲載して予習・復習に活用させる（生薬学ⅠⅡ、薬物治療学ⅠⅡ） 

 授業で扱うプリントを事前に配布して、その一部は穴埋め形式として予習を促す。授業の資料は Moodle に掲載し、

常時メールでの質問を受け付けている（毒性・環境薬学） 

 授業開始時に Wake-up Question を配布し、授業中に要点をドリル形式で確認しながら解答させる。Wake-up 

Question の最後に、コメント欄を設けて、学生からの質問や意見を求めて細やかに回答することで学生の気付き

を促す。授業終了時に Homework（次週の授業で扱う症例に関する質問）を出題し、学生の予習を促す（臨床検査

学） 

 医療倫理の基本事項を示説した後に課題を与え、小グループ討論・発表・議論を繰り返す。その一連の学習を通じ

て、学生のコンピテンシーを養い、学生の主体的学習が促進している（医療倫理学ⅠⅡ） 

 授業の最後に課題を与え、次の授業時間に答え合わせ・討論を行っている。また、その学習の支援として WebCT 上

に参考資料を掲載している。（製剤学Ⅰ、薬局方概論、物理化学Ⅱ） 

 学生に課題（英語の研究論文）を与え、授業時間外にその課題をまとめて授業時間中に討論を行う（製剤設計学演

習ほかの演習科目） 

 授業時間外を使って発表準備を行い、学部外の指導者の参加を促すため、授業時間外（土曜日午後）に発表会を実

施している（早期体験学習、薬局・病院実務実習） 

 実習に関するレポートを課し、時間外に作成させている（物理系薬学実習ほかの基礎実習科目） 

（出典：教員へのアンケート調査結果、eラーニング推進機構資料、平成 27年度シラバス） 

 

（資料・１－２－15） シラバスに記載された事前･事後の学習内容 

科目 事前・事後の学習内容 

薬物治療学 I 

(事前）授業範囲のテキスト・プリント･WebCT に掲載されているスライドで予習をする。1回目

を通すだけ(15 分程度）で、授業の理解度や面白さが全く違います。ぜひ予習をして下さい。

（事後）テキストと配布プリント･授業のスライドや参考資料(WebCT)で授業内容を再確認し、

病態生理解剖学・薬理学･臨床検査学など他の教科と関連させて知識の整理をする。症例検討で

は、授業で症例問題の解き方を説明するので必ず復習して下さい。総合学習対策として、過去

の国家試験問題を解き、理解する。 

有機化学 I 
(事前）高校化学の「有機化合物」以外のところこそ大切です。復習をしておいてください。

（事後）わからないところは、早いうちに質問して解決してください。個人に合わせた説明

で、理解度は確実に上がります。 

病態生理解剖学 

(事前）授業の予定範囲の教科書の「模範解答」の部分だけでも読んでおくこと。1回目を通す

だけで、授業の理解度や面白さが全く違います。ぜひ予習をして下さい。授業の最後の４回

（症候と病態）は、皆さんに発表してもらいますので、講義の内容と関連付けながら早めに準

備をして下さい。（事後）毎回の授業内容を教科書と授業スライド(WebCT）で復習すると理解が

深まります。学習する内容が多いので、試験の直前になって勉強をしても間に合いません。ま

た、筆記試験は、授業の範囲から薬剤師６年制に対応した CBT 形式の問題も出しますので、十

分に知識の整理をしておくことが重要です。 

臨床検査学 

(事前）これまで薬学で学んだ内容（特に、生理学、薬理学、薬剤学、生化学など）を、柔軟に

引き出せる準備をしておいてほしい。（事後）Wake-up question や Follow-up question は、そ

の日の授業のエッセンスにあたるものです。確実に自分のものにしてほしい。本授業の内容

は、今後開講される「薬物治療学」、「臨床薬物動態学」などの講義に必須の事項であるので、

確実に修得していただきたい。 

薬局方概論 

(事前）１～５年次までに学んだことを教科書などを用いて十分に復習しておくこと。また、各

授業の前週に課題問題が設定されるので、翌週の授業までに必ず解いておくこと。（事後）解け

なかった問題について十分に復習しておくこと。また、その他の問題についても積極的に解答

し、理解を深めること。 

解剖生理学概論 

(事前）毎回の講義内容について、テキストを読んでおく。特に、高校のときに生物を勉強して

いない人は、図書館やインターネットでより簡単な教材を参考にして、事前に予習しておく。

(事後）講義で出てきた物質名、病名、その機序等を、図等を活用して、自分なりにまとめてお

く。「生体の構造と機能」の理解なくして、薬学や医療は語れないほど、基本的な知識となりま

す。また、興味を持った分野の英語論文を読むことを勧めます。 
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分析化学 I 

(事前）高校のときに生物を履修していない学生は、事前に予習しておくこと。また、１年次に

開講された「生化学 IⅡ」、２年次前期に開講される「生化学Ⅲ」、「分子生物学」などは、本講

議を理解する上で基盤となる講議であるため、きちんと復習しておくこと。（事後）配付資料の

内容に関して、毎回、参考図書等と対比させて復習することで、より理解が深まると思われる

ので、こまめに復習することを奨める。特に毎回の授業の最後に配布する「練習問題」を用

い、事後学習を実施する。（WebCT を用いる） 

創薬生化学実習 

(事前）毎回、講義の初めに、前回の講義の内容に関する小テスト（クイズ）を行い、学習を確

認するので、予め準備をしておく。(事後）本講義で学修する各種分析手法は、薬学、生命科

学、医療薬学等、いずれの分野に進むにしろ、今後の学習基盤となるものであるので、しっか

りと理解できるよう事後学習することが重要である。 

医療倫理学Ⅱ 

(事前）医療倫理に関係する報道や著書、身近な出来事に関心を持つ習慣を身につけて下さい。

日々の努力によって、小グループ討論の中身が深まります。（事後）毎回学習した内容を、e-

portofolio に整理・蓄積していくことで、生涯にわたって生命の尊厳を認識し、医療倫理を尊

重する態度を身につけて下さい。 

（出典：平成 27 年度シラバス） 

 

 基礎学力不足の学生に対して各授業で配慮する他に、担任や指導教員が、学習状況や生活

全般に関する個別指導を実施している（資料・１－２－16）。また、授業で学習する内容の

明確化、ビデオ教材等の活用、早期からの研究室配属など、学生の主体的な学習を促すため

の取組を行っている（資料・１－２－17）。 

 

（資料・１－２－16） 学力不足の学生への対応 

 低学年の授業（病態生理解剖学、解剖生理学概論、分析化学 I、免疫学など）では、特に高校で生物を履修して

いない学生対して、シラバスの事前・事後学習で学習方法を指導し、学生の理解を助けるための画像や動画を用

いた授業を多く取り入れ、全ての質問に答える努力がなされている。 

 物理を高校で履修していない学生に対しては、物理化学Ⅱで、毎回、授業で学んだこと、分からなかったこと、

感想などを記述する小レポートを課し、各人に必要な学習を本人が理解する助けとしている。 

 病態生理解剖学（1年次）では、最初の小テストの成績不良者に対して面接を行い、生活上の問題が無いか、学

習上の問題点は何かなどについて、個々の学生と話合い対策を立て、必要に応じて担任に連絡している。また、

低学年の専門科目では、3回連続して欠席した学生は学務に連絡して個別に対応している。 

 2 年次と、5年次の成績が担任や配属研究室の指導教員に送付され、成績不良者に対して個別に細やかな指導が実

施される。 

 薬学科 6年次には、国試模擬試験の成績不良者に対して補講を実施している。 

（出典：教員へのアンケート（具体的な授業資料は平成 25年度 ISO 資料）） 

 

（資料・１－２－17） 学生の主体的な学習を促すための取組 

 多くの教科で、授業で学習する内容を薬学コアカリキュラムの観点から明確にすることで薬学科の学生の主体的

な学習を促し、さらに、解剖生理学概論や免疫学等では、基礎研究の面白さに関するビデオ教材等を活用するこ

とで、創薬・生命薬科学科の学生の学習意欲を高めるように工夫している。 

 H26 年度から、両学科共に早期（3年次始め）から各人が希望する研究室に配属し、実験に従事したり先輩と共に

学習することで、其々の興味に応じた研究や学習に主体的に取り組めるように配属時期を変更した。 

（出典：平成 27 年度シラバス、平成 25年度教授会資料） 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

 薬学の基盤的内容に本学独自の内容を加え、学年進行に伴い基礎科目、応用科目、実践科

目を体系的に配したラセン型カリキュラムを編成した。 



熊本大学薬学部 分析項目Ⅰ 

－13-21－ 

 社会のニーズに応えるため、臨床教授、先端薬学教授の制度を導入し、医療現場で活躍す

る医師、薬剤師、企業の第一線研究者、NPO 法人主催者などを招聘し、本学部独自の授業科

目、演習科目を新設した。 

 文部科学省「質の高い大学教育推進プログラム」に採択された「エコファーマを担う薬学

人養成プログラム」の終了後も、引き続き各種講演会、ボランティア活動など積極的な展開

を続けている。 

 熊本大学がスーパーグローバル大学に採択されたと同時に、英語による授業、国際教育を

行う薬学部独自の PLEASED プログラムを開始した。 

 社会人基礎力を養成するための新規授業科目「ジェネリック・スキル概論」を１年次後期

に開設した。 

 これらの新たな取組から、期待される水準を上回ると判断する。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

 

（観点に係る状況） 

１． 履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

 平成 23 年度～27 年度の標準修業年限内の卒業率は、薬学科 84-93％、創薬･生命薬科学

科 83-97％であった。平成 23年度～27年度の標準修業年限×1.5 内の卒業率は、薬学科 86-

98％、創薬･生命薬科学科 83-100％であった（資料・２－１－１）。 

 

（資料・２－１－１） 入学年度別卒業率 

薬学科 

入学年度（平成） 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

入学者数（一般・私費留学生） 58 57 57 56 56 58 58 56 58 57 

入学者数（国費留学生） 1 0 0 1 0 1 0 1 0 0 

入学者合計 59 57 57 57 56 59 58 57 58 57 

卒業者数 57 52 50 51 50 0 0 0 0 0 

うち標準修業年限内 55 50 48 49 47 ― ― ― ― ― 

卒業年度（平成） 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 

うち標準修業年限＋1年の者 2 2 2 1 1 ― ― ― ― ― 

うち標準修業年限＋2年の者 0 0 0 1 2 ― ― ― ― ― 

うち標準修業年限＋3年の者 0 0 0 0 0 ― ― ― ― ― 

標準修業年限内の卒業率 0.93 0.88 0.84 0.86 0.84 ― ― ― ― ― 

標準修業年限×1.5 内の卒業率 0.98 0.91 0.86 0.88 0.00 ― ― ― ― ― 

 

創薬・生命薬科学科 

入学年度（平成） 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

入学者数（一般・私費留学生） 39 35 38 36 37 38 38 39 38 35 

入学者数（国費留学生） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

入学者合計 39 35 38 36 37 38 38 39 38 36 

卒業者数 36 30 38 30 34 38 32 ― ― ― 

うち標準修業年限内 35 29 37 30 34 37 32 ― ― ― 

卒業年度（平成） 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

うち標準修業年限＋1年の者 1 1 1 0 0 0 0 ― ― ― 

うち標準修業年限＋2年の者 0 0 0 0 0 0 0 ― ― ― 

標準修業年限内の卒業率 0.90 0.83 0.97 0.83 0.92 0.97 0.00 ― ― ― 

標準修業年限×1.5 内の卒業率 0.92 0.86 1.00 0.83 0.92 0.97 0.00 ― ― ― 

 

補註：標準修業年限内の卒業率：標準修業年限で卒業／標準年限前の入学者数 

補註：標準修業年限×1.5 内の卒業率：（標準修業年限×1.5）年間に学位を取得した者の数／(標準修業年限×1.5)

年前の入学者数 

補註：転部学生は計上していない。 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

２．資格取得状況、学外の語学等の試験の結果、学生が受けた様々な賞の状況から判断され

る学習成果の状況 

 平成 18 年度～22 年度までの本学部新卒者の薬剤師国家試験合格率は全国平均を下回っ

ていたが、薬学教育６年制導入後初めて国家試験が行われた平成 23年度を境にほぼ全国平

均に転じ、国家試験の難易度が上がった平成 26年度以降は全国平均を上回る合格率を維持
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している（資料・２－１－２）。 

 

（資料・２－１－２） 薬剤師国家試験合格状況 

年度（回） 区分 
熊本大学薬学部 全国 

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 

第 95 回 

平成 21 年度 

全体 47 22 46.8% 6,720 3,787 56.4% 

新卒 4 0 0% 1,318 523 39.7% 

既卒 43 22 51.2% 5,402 3,264 60.4% 

第 96 回 

平成 22 年度 

全体 29 11 37.9% 3,274 1,454 44.4% 

新卒 0 0 0% 155 52 33.6% 

既卒 29 11 37.9% 3.119 1,403 45.0% 

第 97 回 

平成 23 年度 

全体 65 55 84.6% 9,785 8,641 88.3% 

新卒 54 50 92.6% 8,583 8,182 95.3% 

既卒 11 5 45.5% 1,202 459 38.2% 

第 98 回 

平成 24 年度 

全体 62 49 79.0% 11,288 8,929 79.1% 

新卒 51 48 94.1% 9,664 - - 

既卒 11 1 9.1% 1,624 - - 

第 99 回 

平成 25 年度 

全体 68 41 60.3% 12,019 7,312 60.8% 

新卒 49 37 75.5% 8,822 6,219 70.5% 

既卒 9 3 33.4% 2,517 1,003 39.9% 

その他 10 1 10.0% 680 90 13.2% 

第 100 回 

平成 26 年度 

全体 77 57 74.0% 14,316 9,044 63.2% 

新卒 49 37 75.5% 8,446 6,136 72.7% 

既卒 17 15 88.2% 5,260 2,794 53.1% 

その他 11 5 45.5% 610 114 18.7% 

第 101 回 

平成 27 年度 

全体 69 57 82.6% 14,949 11,488 76.9% 

新卒 49 45 91.9% 8,242 7,108 86.2% 

既卒 14 9 64.3% 6,185 4,201 67.9% 

その他 6 3 50.0% 522 179 34.3% 

＊平成 23 年度から薬学科卒。 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

平成 26 年度の薬学科の学生が筆頭著者である論文数は６報、共著者である論文数は 37

報、創薬･生命薬科学科の学生が共著者である論文数は２報で、全て査読付外国語論文であ

った。実務実習で半年間にわたり研究室を離れる薬学科（定員 55名）の筆頭・共著合計 45

報という論文数は、研究志向の強さを反映しているということができる。 

平成 26 年度の薬学科の学生の国内学会発表数は 43回、国際学会発表数は３回、創薬･生

命薬科学科の国内学会発表数は 25回、国際学会発表数は３回であった。 

 

３． 学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査結果とその分析結果 

 学生による授業改善のためのアンケートを実施した（資料・２－１－３）。授業の目標を

どの程度達成したか（Q６）については「２．達成できた」、授業はどの程度有意義だったか

（Q８）については「２・有意義だった」に近い平均値であった（資料・２－１－４）。 

 平成 24年度、27 年度に薬学部卒業予定者に対してアンケートを行った（資料・２－１－

５、２－１－６）。「確かな専門性」「創造的な知性」「生命に関わる職業人にふさわしい行動・

態度をとることができる」「プレゼンテーションにより、情報・意思の伝達を行うことがで

きる」の項目について、身に付いたと回答する者が多かった。英語については、日常会話の
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能力が身に付いたと回答する者は少なかったものの、研究に必要な英語を利用できる能力

が身に付いたと回答する者が多かった。職業人、研究者としての能力が身に付いたことが学

業の成果であるということができる。 

 

（資料・２－１－３） 授業改善のためのアンケート実施要領（質問項目） 

質問 質問文 回答 
Q1 授業の難易度は、どうでしたか。 1. 非常に難しかった ～ 5. 非常に易しかった 

Q2 教員の声は、聞き取りやすかったですか。 
1. 非常に聞き取りやすかった ～ 4. 非常に聞き取りにく

かった 

Q3 
授業の手段（教科書・プリント、板書、PowerPoint、
ビデオ等）は、有効でしたか。 

1. 非常に有効だった ～ 4. 全く有効ではなかった 

Q4 

この授業において、教員との双方向的なやりとり(授
業中の質疑応答、受講生へのレポートへの教員のコ

メント、質問カードの利用など)が、どの程度行われて

いましたか。 

1. 十分に行われていた ～ 4. 全く行われていなかった 

Q5 授業の目標は、どの程度明示されていましたか。 
1. 十分に明示されていた ～ 4. 全く明示されていなかっ

た 

Q6 
あなた自身は、授業の目標をどの程度達成したと思

いますか。 
1. 十分に達成できた ～ 4. 全く達成できなかった 

Q7 

大学の授業の単位は、授業時間の２倍の時間外学

習を前提として、取得できることになっています。あな

たは、この授業について１週あたり平均して、どの程

度、授業時間外の学習（予習・復習、資料収集、文献

購読、レポート作成など）をしましたか。 

1. 3 時間以上、2．2～3 時間、3．1～2 時間、4．～1 時間、

5. 全くしなかった 

Q8 全体として、この授業はどの程度有意義でしたか。 1. 非常に有意義だった ～ 4. 全く有意義ではなかった 

Q9 
【薬学部固有の質問】この授業は、薬学教育モデル

コアカリキュラムに沿って行われましたか。 
1．そう思う、2．どちらかといえばそう思う、3．どちらかとい

えばそう思わない、4．そう思わない、5．わからない 

Q10 
【薬学部固有の質問】この授業はシラバスに沿って

行われましたか。 
1．そう思う、2．どちらかといえばそう思う、3．どちらかとい

えばそう思わない、4．そう思わない、5．わからない 

（出典：授業改善のためのアンケート結果公開システムより抜粋） 

 

（資料・２－１－４） 授業改善のためのアンケート結果（回答項目の平均値） 

質問 
年度（平成） 

22 23 24 25 26 
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

Q1 2.13 1.99 2.17 2.13 2.17 2.08 2.21 2.13 2.16 2.16 
Q2 1.92 1.83 2.06 1.73 1.71 1.85 1.86 1.71 1.70 1.83 
Q3 1.91 1.89 2.02 1.82 1.80 1.95 1.86 1.79 1.78 1.90 
Q4 2.06 1.96 1.95 1.69 1.91 2.06 1.80 1.58 1.92 1.96 
Q5 1.87 1.78 1.85 1.67 1.67 1.81 1.67 1.56 1.65 1.73 
Q6 2.24 2.2 2.19 2.07 2.24 2.24 2.09 2.10 2.19 2.20 
Q7 3.13 3.11 2.95 2.93 3.67 3.53 3.33 3.36 3.61 3.66 
Q8 1.90 1.86 1.95 1.76 1.79 1.86 1.81 1.71 1.82 1.91 
Q9         1.50 1.61 
Q10         1.55 1.64 

（出典：授業改善のためのアンケート結果公開システムより抜粋） 
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（資料・２－１－５） 薬学部卒業予定者アンケート（平成 24年度実施） 

アンケート項目 薬学科 創薬・生命薬科学科 

豊かな教養 言語、歴史などを学ぶことによ

り、外国と日本の文化について比

較することができる 

十分身についた 0% 

身についた 40% 

身につかなかった 40% 

全く身につかなかった 20% 

十分身についた 0% 

身についた 46% 

身につかなかった 54& 

全く身につかなかった 0% 

英語による日常会話の質疑応答

ができる 

十分身についた 7% 

身についた 20% 

身につかなかった 53% 

全く身につかなかった 20% 

十分身についた 0% 

身についた 15% 

身につかなかった 69% 

全く身につかなかった 15% 

確かな専門性 化学、物理、生物に関する基本的

事項を理解し説明することがで

きる 

十分身についた 40% 

身についた 60% 

身につかなかった 0% 

全く身につかなかった 0% 

十分身についた 38% 

身についた 54% 

身につかなかった 8% 

全く身につかなかった 0% 

製剤、薬剤、薬物治療に関する基

本的事項を理解し説明すること

ができる 

十分身についた 33% 

身に付いた 67% 

身につかなかった 0% 

全く身につかなかった 0% 

十分身についた 15% 

身についた 54% 

身につかなかった 23% 

全く身につかなかった 8% 

数学・統計学に関する基本的知識

を修得し、それらを薬学領域で応

用することができる 

十分身についた 7% 

身についた 60% 

身につかなかった 33% 

全く身につかなかった 0% 

十分身についた 8% 

身についた 46% 

身につかなかった 46% 

全く身につかなかった 0% 

病院と薬局での薬剤師業務の概

要と社会的使命を理解し実践す

ることができる 

十分身についた 93% 

身についた 7% 

身につかなかった 0% 

全く身につかなかった 0% 

 

医薬品創製と製造の各プロセス

に関する基本的事項を理解し説

明できる 

 十分身についた 23% 

身についた 54% 

身につかなかった 23% 

全く身につかなかった 0% 

ゲノム情報の利用に関する基本

的事項を理解し説明することが

できる 

 十分身についた 38% 

身についた 46% 

身につかなかった 15% 

全く身につかなかった 0% 

医療および薬事関係法規に関す

る基本的事項を理解し、それらを

遵守できる 

十分身についた 33% 

身についた 67% 

身につかなかった 0% 

全く身につかなかった 0% 

十分身についた 15% 

身についた 15% 

身につかなかった 46% 

全く身につかなかった 23% 

創造的な知性 研究課題の達成までの研究プロ

セスを体験し、研究活動に必要な

基本的知識を理解し実践できる 

十分身についた 27% 

身についた 73% 

身につかなかった 0% 

全く身につかなかった 0% 

十分身についた 31% 

身についた 62% 

身につかなかった 8% 

全く身につかなかった 0% 

社会的な実践力 生命に関わる職業人にふさわし

い行動・態度をとることができる 

十分身についた 40% 

身についた 53% 

身につかなかった 7% 

全く身につかなかった 0% 

十分身についた 31% 

身についた 62% 

身につかなかった 8% 

全く身につかなかった 0% 

地球環境保護活動により地球環

境を守る重要性を自らの言葉で

表現できる 

十分身についた 27% 

身についた 60% 

身につかなかった 13% 

全く身につかなかった 0% 

十分身についた 23% 

身についた 38% 

身につかなかった 38% 

全く身につかなかった 0% 

グローバルな視

野 

日本の国際社会における位置づ

けを、政治、経済、地理などの観

点から説明できる 

十分身についた 7% 

身についた 33% 

身につかなかった 47% 

全く身につかなかった 13% 

十分身についた 0% 

身についた 31% 

身につかなかった 46% 

全く身につかなかった 23% 

学術誌、雑誌、新聞の読解、およ

び医療現場、学術会議などで必要

とされる英語を利用できる 

十分身についた 13% 

身についた 60% 

身につかなかった 27% 

十分身についた 8% 

身についた 54% 

身につかなかった 38% 
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全く身につかなかった 0% 全く身につかなかった 0% 

情報通信技術の

活用力 

コンピューターやインターネッ

トの利用法を理解し、情報の収

集・発信ができる 

十分身についた 33% 

身についた 67% 

身につかなかった 0% 

全く身につかなかった 0% 

十分身についた 31% 

身についた 62% 

身につかなかった 8% 

全く身につかなかった 0% 

汎用的な知力 プレゼンテーションにより、情

報・意思の伝達を行うことができ

る 

十分身についた 20% 

身についた 80% 

身につかなかった 0% 

全く身につかなかった 0% 

十分身についた 23% 

身についた 77% 

身につかなかった 0% 

全く身につかなかった 0% 

（出典：平成 27年９月熊本大学ファカルティ・ディベロップメント委員会資料、平成 24年

度熊本大学卒業（修了）生、就職先、卒業（修了）予定者アンケートデータ集) 

 

（資料・２－１－６） 薬学部卒業予定者アンケート（平成 27年度実施） 

アンケート項目 薬学科 創薬・生命薬科学科 

豊かな教養 言語、歴史などを学ぶことによ

り、外国と日本の文化について比

較することができる 

身に付いた 14% 

どちらともいえない 55% 

身に付かなかった 30% 

未回答 0% 

身に付いた 43% 

どちらともいえない 52% 

身に付かなかった 4% 

未回答 0% 

英語による日常会話の質疑応答

ができる 

身に付いた 6% 

どちらともいえない 53% 

身に付かなかった 41% 

未回答 0% 

身に付いた 26% 

どちらともいえない 39% 

身に付かなかった 35% 

未回答 0% 

確かな専門性 化学、物理、生物に関する基本的

事項を理解し説明することがで

きる 

身に付いた 65% 

どちらともいえない 22% 

身に付かなかった 12% 

未回答 0% 

身に付いた 61% 

どちらともいえない 39% 

身に付かなかった 0% 

未回答 0% 

製剤、薬剤、薬物治療に関する基

本的事項を理解し説明すること

ができる 

身に付いた 86% 

どちらともいえない 10% 

身に付かなかった 4% 

未回答 0% 

身に付いた 61% 

どちらともいえない 35% 

身に付かなかった 4% 

未回答 0% 

数学・統計学に関する基本的知識

を修得し、それらを薬学領域で応

用することができる 

身に付いた 37% 

どちらともいえない 51% 

身に付かなかった 12% 

未回答 0% 

身に付いた 22% 

どちらともいえない 61% 

身に付かなかった 17% 

未回答 0% 

病院と薬局での薬剤師業務の概

要と社会的使命を理解し実践す

ることができる 

身に付いた 90% 

どちらともいえない 4% 

身に付かなかった 6% 

未回答 0% 

 

医薬品創製と製造の各プロセス

に関する基本的事項を理解し説

明できる 

 身に付いた 30% 

どちらともいえない 70% 

身に付かなかった 0% 

未回答 0% 

ゲノム情報の利用に関する基本

的事項を理解し説明することが

できる 

 身に付いた 48% 

どちらともいえない 48% 

身に付かなかった 4% 

未回答 0% 

医療および薬事関係法規に関す

る基本的事項を理解し、それらを

遵守できる 

身に付いた 82% 

どちらともいえない 10% 

身に付かなかった 8% 

未回答 0% 

身に付いた 43% 

どちらともいえない 43% 

身に付かなかった 13% 

未回答 0% 

創造的な知性 研究課題の達成までの研究プロ

セスを体験し、研究活動に必要な

基本的知識を理解し実践できる 

身に付いた 67% 

どちらともいえない 27% 

身に付かなかった 6% 

未回答 0% 

身に付いた 78% 

どちらともいえない 13% 

身に付かなかった 9% 

未回答 0% 

社会的な実践力 生命に関わる職業人にふさわし

い行動・態度をとることができる 

身に付いた 80% 

どちらともいえない 8% 

身に付いた 65% 

どちらともいえない 30% 



熊本大学薬学部 分析項目Ⅱ 

－13-27－ 

身に付かなかった 12% 

未回答 0% 

身に付かなかった 4% 

未回答 0% 

地球環境保護活動により地球環

境を守る重要性を自らの言葉で

表現できる 

身に付いた 51% 

どちらともいえない 33% 

身に付かなかった 16% 

未回答 0% 

身に付いた 35% 

どちらともいえない 56% 

身に付かなかった 13% 

未回答 0% 

グローバルな視

野 

日本の国際社会における位置づ

けを、政治、経済、地理などの観

点から説明できる 

身に付いた 6% 

どちらともいえない 61% 

身に付かなかった 33% 

未回答 0% 

身に付いた 17% 

どちらともいえない 30% 

身に付かなかった 52% 

未回答 0% 

学術誌、雑誌、新聞の読解、およ

び医療現場、学術会議などで必要

とされる英語を利用できる 

身に付いた 41% 

どちらともいえない 41% 

身に付かなかった 18% 

未回答 0% 

身に付いた 35% 

どちらともいえない 52% 

身に付かなかった 13% 

未回答 0% 

情報通信技術の

活用力 

コンピューターやインターネッ

トの利用法を理解し、情報の収

集・発信ができる 

身に付いた 71% 

どちらともいえない 18% 

身に付かなかった 10% 

未回答 0% 

身に付いた 83% 

どちらともいえない 17% 

身に付かなかった 0% 

未回答 0% 

汎用的な知力 プレゼンテーションにより、情

報・意思の伝達を行うことができ

る 

身に付いた 71% 

どちらともいえない 22% 

身に付かなかった 6% 

未回答 0% 

身に付いた 57% 

どちらともいえない 43% 

身に付かなかった 0% 

未回答 0% 

（出典：平成 27年９月熊本大学ファカルティ・ディベロップメント委員会資料、平成 24年

度熊本大学卒業（修了）生、就職先、卒業（修了）予定者アンケートデータ集) 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

両学科の履修･修了状況は良好である。新卒者の薬剤師国家試験合格率は、薬学教育６年

制が導入された平成 26年度に初めて全国平均を上回り、以降これを維持している。 

学生の学会発表や論文掲載状況は特に薬学科で良好で、研究志向を反映している。 

授業改善のためのアンケートの結果、学業の成果の達成度や満足度に関して良好な結果

が得られている。卒業予定者アンケートの結果、職業人、研究者として必要な素養において

良好な達成度が明らかになった。 

よって、期待される水準を上回ると判断する。 

 

観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況） 

１．就職率（就職者/就職希望者）・進路状況・進学率 

平成 21 年度～27 年度の薬学部の就職率は薬学科に関しては平成 24 年度の未就職者２名

（就職率 96.2％）を除くと他の４年間はすべて 100％であった。創薬･生命薬科学科に関し

ては５年連続 100％であった（進学者含む）。平成 23 年度～25 年度の薬学科卒業生 160 名

中 110 名、68.75％が病院・薬局の薬剤師職に就き、女性 64名、男性 46名と女性の方がや

や多かった。薬剤師職に就いた割合は平成 23 年度で 67.9％、24年度で 64.2％、25 年度で

76.5％と一貫して他の職についた割合に比べて最多であった。一方、この３年間で薬学科の

30 名（27％）が企業に就職しており、その 77％（23 名）が男性であった。公務員はこの３
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年間で５名、すべて男性であり、進学者はこの３年間で５％にあたる８名、男女４名ずつで

あった。 

創薬・生命薬科学科は平成 21年度～25年度の５年間、173 名の卒業生のうち 85％の 147

名が本学大学院に進学、７名が他大学大学院に進学、５名が企業に就職している（資料・２

－２－１～２－２－３）。 

本学部で開催された合同会社説明会に参加した病院、薬局、企業・官公庁に対して、本学

部薬学科の学生を採用したい理由についてアンケートを行ったところ、病院、薬局、企業・

官公庁の全てが、本学部薬学科学生は学習意欲、課題解決能力、薬学に関する知識の３点に

おいて優れているために採用したいと考えていること、さらに、学会での発表能力（病院）、

コミュニケーション能力（薬局、企業・官公庁）、研究能力（企業。官公庁）において優れ

ていると認識されていることが明らかになった（資料・２－２－４）。 

 

（資料・２－２－１） 薬学部の就職･進路状況 

 

 

（出典：薬学部教授会資料） 
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（資料・２－２－２） 平成 26年度薬学科の進路内定先 

 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度 薬学科の進路内定先 （卒業者・・・５１名）

性別 進路 決定進路先名称 性別 進路 決定進路先名称

男 病院 医療法人 井上会 篠栗病院 女 病院 社会福祉法人 恩賜財団 済生会熊本病院

男 病院 熊本赤十字病院 女 病院 医療法人財団聖十字会 西日本病院

男 病院 唐津赤十字病院 女 病院 社会福祉法人 恩賜財団 済生会熊本病院

男 病院 独立行政法人国立病院機構九州グループ 女 病院 熊本赤十字病院

男 病院 鹿児島厚生連病院 女 病院 株式会社麻生 飯塚病院

男 病院 鹿児島大学附属病院 女 病院 地方独立行政法人 広島市立病院機構

男 病院 熊本大学医学部附属病院 女 病院 独立行政法人地域医療機能推進機構 宮崎江南病院

男 薬局 総合メディカル株式会社 女 病院 株式会社麻生 飯塚病院

男 薬局 ファーマライズ ホールディングス株式会社 女 病院 社会福祉法人 恩賜財団 済生会熊本病院

男 薬局 株式会社ミズ 女 病院 医療法人財団聖十字会 西日本病院

男 薬局 JR九州ドラッグイレブン株式会社 女 薬局 日本調剤株式会社

男 薬局 株式会社下川薬局 女 薬局 株式会社ファーマダイワ

男 薬局 総合メディカル株式会社 女 薬局 あっぷる薬局

男
企業

（製薬）
大塚製薬株式会社 女 薬局 株式会社マツモトキヨシ

男
企業

（製薬）
アストラゼネカ株式会社 女 薬局 総合メディカル株式会社

男
企業

（製薬）
Meiji Seika ファルマ株式会社 女 薬局 総合メディカル株式会社

男
企業

（製薬）
ゼリア新薬工業株式会社 女 薬局 総合メディカル株式会社

男 自営業 女 薬局 総合メディカル株式会社

男 資格試験受験準備 女 薬局 株式会社ファーマダイワ

女 薬局 株式会社ファーマダイワ

女 薬局 株式会社ファーマダイワ

女 薬局 総合メディカル株式会社

女 薬局 株式会社下川薬局

女 薬局 株式会社下川薬局

女 薬局 株式会社ファーマダイワ

女
企業

（製薬）
ノバルティス ファーマ株式会社

女
企業

（製薬）
アストラゼネカ株式会社

女 崇城大学 研究員

女 資格試験受験準備（マレーシアへ帰国）

【進学】 男性３名、女性０名、計３名

性別 進路 決定進路先名称

男（３名） 進学 本学大学院
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（資料・２－２－３） 平成 26年度創薬･生命薬科学科の進路内定先 

 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

（資料・２－２－４） 合同会社説明会（平成 28年３月）に参加した病院、薬局、企業・

官公庁に対するアンケート 

質問 熊本大学薬学部薬学科の学生を採用したい理由を教えて下さい 

病院 

（37 事業所） 

 

薬局 

（28 事業所） 

 

企業・官公庁 

（19 事業所） 

 

（出典：薬学部教授会資料） 

 

平成２６年度 創薬・創薬生命薬科学科の進路内定先 （卒業者・・・３８名）

【就職】 男性１名、女性０名、計１名

性別 進路 決定進路先名称

男 企業（製薬） サノフィ株式会社

【進学】 男性２２名、女性１５名、計３７名

性別 進路 決定進路先名称 性別 進路 決定進路先名称

男（２１名） 進学 本学大学院 女（１４名） 進学 本学大学院

男（１名） 進学 他大学大学院 女（１名） 進学 本学大学院（医学教育部）
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（水準） 

期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

 第１期中期目標期間終了時以降も、薬学科においても創薬・生命薬科学科においても、就

職希望者の就職率は実質的に 100％を維持している。近年多くの薬学部が全国的に新設され、

薬学部卒業生が約 8,000 名から約 14,000 名に増加したにもかかわらず病院、薬局、企業か

らの求人がそれに見合うだけ増加していない現在、就職率 100％を継続的に維持することは

至難のことである。 

 病院、薬局、企業・官公庁へのアンケートの結果、本学部卒業生を採用したい理由として、

薬学に関する知識、課題解決能力、学習意欲に優れていることを一様に挙げている。 

 よって、期待される水準を上回ると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

 

（１） 分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

さらなる優秀な学生の確保のため、第１期中期目標期間に行っていた後期入試を廃して

平成 25 年度実施分より推薦入試Ⅱを導入した。 

第１期中期目標期間には独立していた ISO 委員会を目標・評価委員会の内部に ISO 部会

として取り込むという見直しを行い、ISO 活動を通して教育活動状況を効率的に把握し PDCA

サイクルを駆動させる新体制を構築した。 

第２期中期目標期間になって、６年制課程を対象とする薬学教育モデル・コアカリキュラ

ムの大改訂を受け、薬学の基盤的内容と本学独自の内容を体系的に配したラセン型カリキ

ュラムを構築した。 

第２期中期目標期間、平成 27 年度から国際通用性のある教育を行う「PLEASED プログラ

ム」を開始した。 

第１期中期目標期間以降もエコファーマプログラムを維持し、各種講演会、ボランティア

活動などを企画し、新たな展開を図った。 

以上の理由から、重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２） 分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

新卒者の国家試験合格率は第１期中期目標期間には全国平均を下回っていたが、平成 23

年度から全国平均を上回っている。 

第１期中期目標期間に引き続き学生の学会発表や論文掲載の件数は良好で、特に薬学科

において研究志向がみられる。 

授業改善のためのアンケート結果から学業の成果の達成度や満足度に関する良好な結果

が得られている。卒業予定者アンケートの結果から職業人、研究者として必要な素養におい

て良好な達成度がみられた。 

第１期中期目標期間に引き続き就職率･進路状況･進学率は優れた状態を維持している。

病院、薬局、企業・官公庁へのアンケートの結果、本学部卒業生は薬学に関する知識、課題

解決能力、学習意欲に優れているために求人において採用したいと一様に述べている。 

 以上の理由から、重要な質の変化があったと判断する。 
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Ⅰ 薬学教育部の教育目的と特徴 

 

１ 薬学教育部の理念・目標 

薬学教育部は創薬・生命薬科学専攻（博士前期・後期課程）と医療薬学専攻（博士課程）

からなり、ミッション再定義を踏まえ、学士課程教育で培われた基礎薬科学、生命科学、

医療系薬学および衛生･社会系薬学の素養を基盤にして、各専門分野で自立し、かつ指導

性を発揮できる高度な薬の専門家および生命科学者の育成を目指している。 

 

２ 創薬・生命薬科学専攻の教育目標 

創薬・生命薬科学専攻に設置したメディシナルケミストリー、バイオファーマ、ドラッ

グデリバリー、ライフサイエンスコースの４コースでは、医薬品創製の現場で主導的役割

を果たすゲノム創薬と基盤的創薬の研究者・技術者の育成、先端的な生命科学分野及び環

境科学分野の研究者・技術者の育成を目標としている。 

 

３ 医療薬学専攻の教育目標 

医療薬学専攻に設置した臨床薬学コースと医療薬科学コースの２コースでは、臨床の

現場で薬の本質を深く理解した医療の担い手として医薬品の適正使用に貢献できる高度

な指導的臨床薬剤師の育成、疾病の予防および治療に貢献する臨床研究者の育成を目標

としている。 

 

４ 薬学教育部の特徴 

薬学教育部では、臨床教授・先端薬学教授を任命し、国際的に活躍できる人材を育成す

るため大学院生を海外の大学や企業に派遣する等の取組により、先端的・実践的な大学院

教育を推進している。また、社会人および外国人を対象とした大学院入学試験を増加させ、

社会人および外国人の大学院生の受け入れを推進している。 

 

[想定する関係者とその期待] 

 関係者として、薬学教育部大学院生、大学院修了生、就職先の教育機関、研究機関、企業、

病院、薬局等を想定しており、研究者･薬剤師等の高度な専門業務に従事するために必要な

能力とその基盤となる人格･学識を身につけ、修了後のキャリアパスを拓き、社会に貢献で

きる学生の養成が期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

（観点に係る状況） 

１ 教員組織編成や教育体制の工夫とその効果 

 大学院設置基準に規定される必要な専任教員数を上回る数の教員を確保している（資料・

１－１－１）。教員は原則として教授、准教授、講師、又は助教の内３名の教員からなる分

野に所属し、２連携講座、１協力分野を含む 25の分野は薬学教育部を構成する医療薬学専

攻と創薬・生命薬科学専攻の２専攻に割り振られている（資料・１－１－２）。 

 平成 25 年度に国立がん研究センターとの大学院連携講座「腫瘍治療･トランスレーショ

ナルリサーチ学」を開設した（資料・１－１－３）。 

 また、薬学教育部の各専攻と分野を対応させる教育体制により、各コースの育成する人材

像に対応した大学院教育を行っている（資料・１－１－４）。 

 

（資料・１－１－１） 薬学教育部の専任教員数（平成 27 年５月１日現在） 

課程 

学科・ 

性

別 

職名 

総
合
計 

設
置
基

準
上
必

要
専
任

教
員
数 

専
任
教

員
1
人

当
た
り

の
在
籍

学
生
数 

その他 

専攻等名 教
授 

准
教

授 

講
師 

助
教 

助
手 

合計 研究指 
導教員 

研
究
指

導
補
助

教
員 

合
計 

  

み
な

し
専
任 

  

教 
授 
(内 
数) 

博士 
前期 

創薬・生命薬科学
専攻 

男 17 12 4 15 0 48 0 
55 14 1 

44 17 4 48 

女 4 1 0 2 0 7 0 6 4 1 7 

合計 21 13 4 17 0 55 0 55   

博士・ 
博士 
後期 

創薬・生命薬科学

専攻（博士後期） 
男 9 5 3 8 0 25 0 

32 9 1 
22 9 3 25 

女 4 1 0 2 0 7 0 6 4 1 7 

医療薬学専攻（博

士） 
男 8 7 1 7 0 23 0 

23 9 1 
19 8 4 23 

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 21 13 4 17 0 55 0 55   

 （出典：熊本大学ウェブサイト） 

 

（資料・１－１－２） 専攻・コースと教員所属分野との関係 

薬学部 

薬学科 

（６年） 

薬学教育部 博士課程 

医療薬学専攻 

（４年） 

    臨床薬学コース、医療薬科学コース 

    創薬基盤分子設計学分野、薬物活性学分野、製剤設計学

分野、薬物治療学分野、薬剤情報分析学分野、臨床薬物動

態学分野、臨床薬理学分野、薬剤学分野 
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薬学部 

創薬・生命薬科学科 

（４年） 

薬学教育部 博士前期課程 

創薬・生命薬科学専攻 

（２年） 

薬学教育部 博士後期課程 

創薬・生命薬科学専攻 

（３年） 

 

  メディシナルケミストリーコース、バイオファーマコース、ドラッグデ

リバリーコース、ライフサイエンスコース 

 

  遺伝子機能応用学分野、生体機能分子合成学分野、機能分子構造解析学

分野、病態遺伝子解析学分野、薬物機能評価学分野＊、分子薬化学分野、

構造生命イメージング分野、天然薬物学分野、微生物薬学分野、生命分析

化学分野、薬学生化学分野、転写制御学分野、臓器形成学分野、病態遺伝

学分野、腫瘍治療トランスレーショナルリサーチ学分野＊、環境分析化学分

野＊＊、薬物送達学分野            （＊連携講座、＊＊協力講座） 

 

（出典：薬学教育部教授会資料） 

 

（資料・１－１－３） 国立がん研究センターとの連携大学院 

名称 腫瘍治療・トランスレーショナルリサーチ学分野 
対象 大学院薬学教育部創薬・生命薬科学専攻博士前期課程及び後期課程 

概要 

腫瘍に対する治療方法の開発ならびに診断方法開発のためのトランスレーショナルリサーチを推進す

る、先端的な大学院教育と研究を新たな連携によって効率良く実現する。 
1)腫瘍病態解明のための基礎的・臨床的研究に深く精通した人材の育成。2)新医薬品の開発、臨床研究

及び治験に精通した人材の育成。3)これらのプロジェクトの推進を支援する優秀な人材の育成。 
教員 国立がん研究センターの職員を定員外教員の非常勤講師として任用 

授業科目 
特別実験Ⅰ（腫瘍治療・トランスレーショナルリサーチ学分野）（6 単位） 
特別実験Ⅱ（腫瘍治療・トランスレーショナルリサーチ学分野）（6 単位） 

（出典：薬学部教育委員会資料） 

 

（資料１－１－４） 薬学教育部各コースの育成する人材 

専攻 コース 育成する人材 

医療薬学 

臨床薬学 医療現場において先導的薬剤師として活躍する人材 

医療薬科学 

受託臨床試験機関（CRO）、試験実施機構管理機関（SMO）、医

薬品製造受託機関（CMO）、大学・研究所などにおいて、研究・

開発者、治験コーディネータ、教員・研究員等として活躍する

人材 

創薬・生命薬科学 

メディシナルケミストリー 
医薬品のターゲットを発見し、医薬品の合成を行うメディシナ

ルケミストリー（化学系創薬）の研究者 
バイオファーマ 医薬品の探索を行うバイオファーマ（生物系創薬）の研究者 

ドラッグデリバリー 
医薬品の体内動態評価、製剤化および薬物送達を行うドラッグ

デリバリー（医療系創薬）研究者 

ライフサイエンス 
発生学や遺伝学などの生命資源学を専門基盤とし、創薬につい

ての素養も有するラウフサイエンス（生命科学）の研究者 

（出典：薬学教育部ウェブサイト） 

 

２ 多様な教員の確保の状況とその効果 

 薬学教育部で教育に携わっている 55名の専任教員の年齢分布についてみると、助教では

25 歳～34歳、准教授では 35 歳～44歳、教授では 45 歳～64 歳に年齢層のピークがあり、若

手教員から熟練教員まで適度な年齢バランスで構成されている（資料・１－１－５）。うち

女性教員は６名（教授３名、准教授１名、助教２名）であり（前掲資料・１－１－１、p３）、

外国人教員は１名（助教）である。 

 薬学教育部では、生命科学研究部薬学系 18 分野、薬学部所属臨床系２分野、寄附講座１

分野、薬学部附属の３センター、発生医学研究所２分野、生命資源研究･支援センター３分
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野からなる複合的な教育組織が連携して大学院教育を行っている（資料・１－１－６）。こ

の教育組織には医師、企業勤務経験者、私立大学教員経験者、理工学系学部出身者が含まれ、

多様な背景を有する教員を確保している。 

熊本大学が提案した「グローカルな健康生命科学パイオニア養成プログラム HIGO (HIGO
プログラム)」が平成 24年度「博士課程教育リーディングプログラム(複合領域型)」に採択

された。これは国内外の企業、行政機関でのインターンシップ、企業・行政セミナー等を通

じてグローバルに活躍する健康生命科学の専門家の育成を目的とするもので、医学教育部、

薬学教育部全教員に加えて政策創造研究教育センター、大学院社会文化科学研究科をはじ

めとする学内他部局教員、熊本県知事、熊本市長をはじめとする多彩な学外教員が参画して

いる（資料・１－１－７）。 

創薬・生命薬科学専攻、医療薬学専攻において多様な教員の特色を活かした授業や体験

型・参加型教育・研究指導を行っている（資料・１－１－８）。その効果として学生の積極

性が養われ、海外に渡航して国際学会で発表する大学院生が多い（後掲資料・１－２－12、

p７）。 

 

（資料・１－１－５） 薬学教育部教員の年齢構成（平成 27年５月１日現在） 

課程 年齢区分 
職名 

教授 准教授 講師 助教 助手 合計 

博士前期

課程 

～24 歳 0 0 0 0 0 0 

25～34 歳 0 0 1 10 0 11 

35～44 歳 1 9 3 6 0 19 

45～54 歳 10 4 0 1 0 15 

55～64 歳 10 0 0 0 0 10 

65 歳～ 0 0 0 0 0 0 

合計 21 13 4 17 0 55 

博士・博士

後期課程 

～24 歳 0 0 0 0 0 0 

25～34 歳 0 0 1 10 0 11 

35～44 歳 1 9 3 6 0 19 

45～54 歳 10 4 0 1 0 15 

55～64 歳 10 0 0 0 0 10 

65 歳～ 0 0 0 0 0 0 

合計 21 13 4 17 0 55 

（出典：熊本大学ウェブサイト） 

 

（資料・１－１－６） 薬学教育部の研究･教育組織 
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（出典：薬学教育部組織関係資料） 

 

（資料・１－１－７） 学内外の HIGO プログラム担当者 

学内他部局プログラム担当者 

熊本大学政策創造研究教育センター教授 上野眞也 

熊本大学政策創造研究センター准教授 河村洋子 

熊本大学大学院社会文化研究科准教授 石原明子 

熊本大学名誉教授、客員教授 高橋隆雄 

熊本大学顧問、名誉教授 小野友道 

学外プログラム担当者 

横浜市立大学教授  

東京工業大学教授  

熊本県知事  

熊本市市長  

熊本市前市長  

熊本商工会議所会頭  

熊本経済同友会代表幹事  

熊本日日新聞社編集委員、熊本大学客員教授  

株式会社同仁化学研究所技術顧問  

一般財団法人科学及血清療法研究所部長  

第一三共株式会社主任研究員  

（出典：HIGO プログラムパンフレット） 

 

（資料・１－１－８） 多様な教員による教育指導 

発生医学研究所、生命資源研究･支援センター教員の専門性を活かした授業 

動物実験学特論、生殖発生学特論、臓器形成学特論、病態遺伝学特論、神経機能科学理論、発生再生医学理論、先端

診断学理論、発生学実習、生命資源学実習 

HIGO プログラム担当者（薬学教育部以外）による授業 

HIGO 行政セミナーⅠ・Ⅱ、HIGO 企業セミナーⅠ・Ⅱ、HIGO 公共政策演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、HIGO 技術マネジメント演習、

HIGO 中国語講座、HIGO 英語講座、HIGO 日本語講座、HIGO 造血免疫制御医学理論、HIGO 感染病態制御学理論、HIGO 先

端治療医学理論、HIGO 発達生育医学理論、HIGO 腫瘍先端医学理論、HIGO 機能再建医学理論、HIGO がん治療学理論、

HIGO 緩和ケア学理論 

参加型、体験型授業 

科学英語プレゼンテーション演習、実践インターンシップ、研究型インターンシップ、メディシナルケミストリー課

題実習、バイオファーマ課題実習、ドラッグデリバリー課題実習、ライフサイエンス課題実習、HIGO 行政インターン

シップⅠ・Ⅱ、HIGO 企業インターンシップⅠ・Ⅱ、HIGO 海外インターンシップⅠ・Ⅱ 

（出典：熊本大学シラバスシステム） 

 

３ 入学者選抜方法の工夫とその効果 

 薬学教育部では、主に他大学出身者に対する推薦入試、日本人学生、社会人、外国人に対

する一般入試、２次募集、３次募集の計 11回の試験（資料・１－１－９）を、アドミッシ

ョンポリシー（資料・１－１－10）を明示して実施している。また、HIGO プログラムの選抜

試験は、実地試験およびインターネット試験にて実施している（資料・１－１－11）。その

効果として、外国人の大学院入学者が増加した（後掲資料・１－２－13、p７）。 

 創薬･生命薬科学専攻の定員充足率は良好であるが、医療薬学専攻の充足率は 100%を下回

っており、4年間の大学院を学生支援面での改善、社会人院生における仕事と学業の両立の

ための支援が必要である（資料・１－１－12）。 

 

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報

不開示情報
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（資料・１－１－９） 平成 27年度大学院入試実施状況 

課程・専攻 選抜区分 募集人員 
博士前期課程 
創薬・生命薬科学専攻 

推薦入試 ６名 
１次募集（一般、外国人、社会人） 35 名 
２次募集（一般、外国人、社会人） 若干名 
３次募集（一般、外国人、社会人） 若干名 

博士後期課程 
創薬・生命薬科学専攻  

１次募集（進学者、一般、外国人、社会人） 10 名 
２次募集（一般、外国人、社会人） 若干名 
３次募集（一般、外国人、社会人） 若干名 

博士課程 
医療薬学専攻 

推薦入試 ８名 
１次募集（一般、外国人、社会人） 若干名 
２次募集（一般、外国人、社会人） 若干名 
３次募集（一般、外国人、社会人） 若干名 

（出典：熊本大学ウェブサイト） 

 

（資料・１－１－10） 入学者受入方針（アドミッションポリシー AP） 

アドミッションポリシー 
 

薬学教育部の理念・ミッションに沿った教育・研究を行い、各分野における基盤的研究および最先端の研究を通

して薬学および生命科学の将来を担う高資質な人材を育成するため、本教育部では次のような学生を求めます。 

 

 深い人間愛と国際性を涵養できる学生 

 科学的探求心や知的好奇心が旺盛な学生 

 多様な社会のニーズに即応できる、柔軟性豊かな学生 

 自らの将来に対するビジョンと信念を有する学生 

 問題提起能力および問題解決能力に優れる学生 

 

創薬・生命薬科学専攻アドミッションポリシー 
薬学教育部の理念・ミッションに沿った教育・研究を行い、各分野における基盤的研究および最先端の研究を

通して薬学および生命科学の将来を担う高資質な人材を育成するため、本教育部では次のような学生を求めま

す。 

 

 深い人間愛と国際性を涵養できる学生 

 科学的探求心や知的好奇心が旺盛な学生 

 多様な社会のニーズに即応できる、柔軟性豊かな学生 

 自らの将来に対するビジョンと信念を有する学生 

 問題提起能力および問題解決能力に優れる学生 

 創薬科学・生命科学やその基礎となる科学に強い関心をもち、医薬品の研究者・開発者、生命科学研究

者あるいは教育者など、創薬科学や生命科学を通して社会に貢献しようという意欲を有する学生 

 

医療薬学専攻アドミッションポリシー 
薬学教育部の理念・ミッションに沿った教育・研究を行い、各分野における基盤的研究および最先端の研究を

通して薬学および生命科学の将来を担う高資質な人材を育成するため、本教育部では次のような学生を求めま

す。 

 

 深い人間愛と国際性を涵養できる学生 

 科学的探求心や知的好奇心が旺盛な学生 

 多様な社会のニーズに即応できる、柔軟性豊かな学生 

 自らの将来に対するビジョンと信念を有する学生 

 問題提起能力および問題解決能力に優れる学生 

 医療・健康・環境やその基礎となる科学に強い関心をもち、研究者・教育者あるいは薬剤師など医療薬

学・臨床薬学の関わるさまざまな領域で指導的立場に立って社会に貢献しようという意欲を有する学生 

（出典:熊本大学ウェブサイト） 
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（資料・１－１－11） 平成 27年度 HIGO プログラム選抜試験状況 

選抜区分 出願期間 試験日 合格者発表 
医学教育部 HIGO 基礎・４年コース留学生入学試験 
HIGO プログラム選抜試験 

6 月 10 日～6 月 16 日 7 月 4 日 7 月 24 日 

薬学教育部 HIGO 基礎・４年コース留学生入学試験 
留学生対象大学院推薦入試 
HIGO プログラム選抜試験 

6 月 10 日～6 月 16 日 7 月 4 日 7 月 24 日 

大学院入学者対象 HIGO プログラム選抜試験 4 月 6 日～4 月 9 日 4 月 18 日 5 月 1 日 
医学教育部 HIGO 基礎・４年コース留学生入学試験 
HIGO プログラム選抜試験 

2 月 25 日～3 月 2 日 3 月 10 日 3 月 18 日 

（出典：熊本大学ウェブサイト） 
 

（資料・１－１－12） 専攻等別の学生定員と入学者数（単位：名） 

創薬・生命薬科学専攻 博士前期課程     
区分 定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

平成 27 年度４月入学 35 45 43 39 36 

平成 27 年度 10 月入学 若干名 0 0 0 0 

平成 26 年度４月入学 35 37 37 33 31 

平成 26 年度 10 月入学 若干名 1 1 1 1 

平成 25 年度４月入学 35 30 30 29 28 

平成 25 年度 10 月入学 若干名 4 4 4 4 

平成 24 年度 4 月入学 35 35 35 35 35 

      
創薬・生命薬学専攻 博士後期課程     

区分 定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

平成 27 年度４月入学 10 11 11 11 9 

平成 27 年度 10 月入学 若干名 6 6 6 6 

平成 26 年度４月入学 10 12 12 12 12 

平成 26 年度 10 月入学 若干名 0 0 0 0 

平成 25 年度４月入学 10 12 12 12 11 

平成 25 年度 10 月入学 若干名 3 3 3 2 

平成 24 年度 4 月入学 10 12 12 12 12 

平成 24 年度 10 月入学 若干名 2 2 2 2 

      
医療薬学専攻 博士課程      

区分 定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

平成 27 年度 10 月入学 若干名 0 0 0 0 

平成 27 年度４月入学 8 8 8 8 8 

平成 26 年度 10 月入学 若干名 2 2 2 1 

平成 26 年度４月入学 8 11 10 6 6 

平成 25 年度４月入学 8 7 7 7 7 

平成 24 年度 4 月入学 ８ 8 8 8 7 

（出典：熊本大学ウェブサイト） 

 

４ 教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制の整備とその効果 

 FD 委員会は、ISO 14001 内部監査およびグループミーティングや各種 FDを開催し、教育

方法等の質の向上に努めている（資料・１－１－13）。また、教員相互の授業見学を、平成

25 年度後学期より実施し、原則として全教員が各学期に１回参加することとした。 



熊本大学薬学教育部 分析項目Ⅰ 

－14-9－ 

その結果として授業改善のためのアンケート（後掲資料・２－１－６、２－１－７、p24）

において、全ての質問において良好な結果が出ており、各教員の専門により近い内容の大学

院教育において FDの効果がよく現れていると言える。 

 

（資料・１－１－13） 薬学教育部で開催された FDミーティングの主な内容 

（１） 学生のメンタルヘルスと授業における対応について：保健管理センター教員による講演および質疑応答（平

成 22 年度） 

（２） 薬学教育部の新設専攻について：平成 24 年度に新設される大学院２専攻の設置趣旨。カリキュラム構成、

人材育成目標等に関して、大学院教務委員長（兼 FD 委員会委員長）が説明、その後質疑応答（平成 22 年度） 

（３） 従前より実施している環境 ISO14001 について、今後の薬学教育第三者評価への対応と連動できるように、

平成 24 年度より薬学部全体の環境目標の中に教育関連のチェック内容を従来よりも多く盛り込むこととなっ

た。このことについてのミーティングが２回実施され、担当者より説明があり、質疑応答が行われた。（平成

24 年度） 

（４） 学生のメンタルヘルスと授業における対応について（平成 24 年度） 

（５） e-ラーニング等次期システムに関する意見交換会（平成 25 年度） 

（６） 新しい e-ラーニングシステム Moodle 説明会（平成 25 年度） 

（７）薬学教育部学生の現状について（平成 25 年度） 

（８）カリキュラム構築に向けて（平成 26 年度） 

（出典:薬学部･薬学教育部教授会資料） 

 

５ 教育プログラムの質の保証・質の向上のための工夫とその効果 

平成 13 年に ISO14001 を認証取得して以来、平成 26 年度まで環境教育および環境に配慮

した PDCA サイクルに基づく教育研究活動の推進に取り組んできた。平成 25 年度からは薬

学教育部の内部質保証を推進することを目標とし、ISO 部会を目標・評価委員会の内部に組

織し、自己点検評価及び改善に向けて部局全体で教育活動のデータを収集することを ISO 部

会の主な任務とした。これにより PDCA サイクルを基盤とする ISO の機能を教育プログラム

の質保証に活用する体制が構築された（資料・１－１－14）。 

 

（資料・１－１－14） ISO 部会による PDCA サイクルを基盤とした教育の質保証体制 

 

（出典:目標・評価委員会により作成） 
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（水準） 

 期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

創薬・生命薬科学専攻の４コース、医療薬学専攻の２コースを各分野で分担し、各コース

のキャリアパスに対応した大学院教育を行っている。 

国立がん研究センターとの連携講座の設置により腫瘍治療・トランスレーショナルリサ

ーチ学の充実を図った。 

発生医学研究所教員、生命資源研究・支援センター教員、および HIGO プログラムの学外

教員を特徴とする多彩な教員が大学院教育に参画し、特色ある授業を行った。 

一般入試に加えて社会人入試、HIGO プログラムとリンクした外国人入試を積極的に取り

入れている。 

ISO 部会を目標・評価委員会に組み込むことにより、PDCA サイクルを基盤とした教育の質

保証体制を構築した。 

よって、期待される水準を上回ると判断する。 

 

 

観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

１ 体系的な教育課程の編成状況  

薬学教育部２専攻の教育目的を実現するための教育課程の編成・実施方針をカリキュラ

ムポリシー（資料・１－２－１）に、各専攻を修了する際の学位授与方針をディプロマポリ

シー（資料・１－２－２）に定めている。 

 各コースに対応した履修モデルを提示し（資料・１－２－３）、キャリアパスに対応して

学生が体系的に授業に取り組み、単位を修得するのに役立てている。 

 

（資料・１－２－１） 薬学教育部の教育課程の編成･実施方針（カリキュラムポリシー 

CP） 

医療薬学専攻カリキュラムポリシー 

 （１）医療・健康・環境やその基礎となる科学に強い関心をもち、高い問題提起能力および問題解決能力を修

得し、研究者・教育者あるいは薬剤師など医療薬学・臨床薬学の関わるさまざまな領域で指導的立場に立

って社会に貢献しようという意欲を有する人材を育成する。さらに、"地域社会に開かれた大学院"とし

て、社会人に門戸を開き、薬剤師の資質向上を目指した生涯教育を実施する。 

 （２）社会が求める実践的な高度専門職業人は、いわゆる特定分野の深い知識・技能に加え、薬学全般に通じ

ている人間でなければならないという考えに基づき、創薬科学、生命科学、生命倫理、医薬品開発、臨床

試験、論文作成技術、副作用被害、医療訴訟などの幅広い知識・技能を持ち、かつ臨床および企業等の現

場での実践的能力を身につけ、将来、それらを病院、薬局、製薬企業、CRO、SMOや大学・研究所で活かせ

る先導的薬剤師および臨床現場の薬剤師業務を理解する基礎薬学研究者、製薬企業等での医薬品製造研究

者・臨床開発者、治験コーディネーター、大学等での教員・研究員として活動する人材を育てる。 

 （３）卒業した大学の学部によらず（１）,（２）を効果的に実現するために、６年制学部を卒業し先導的薬剤

師の養成を目指す「臨床薬学」コースおよび医療の分かる研究開発者および教育者の養成を目指す「医療

薬科学」コースの２コース制とする。 

 （４）自らの研究の成果と意義を国際的な水準で議論し、必要に応じて、自らが国際共同研究の展開に寄与で

きる能力を養う。 
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 （５）専門分野にとらわれない分野横断的な学修ができるカリキュラムを実施し、常に未知の分野の研究に

も、果敢に挑戦できる素地を形成する。 

（６）自らの研究の成果と、人や自然や社会との共生のために、強い責任感と高い倫理性をもって、自らの研

究を深化させていく力を育てる。 

 

創薬・生命薬科学専攻カリキュラムポリシー 

 （１）社会が求める創薬および生命科学のスペシャリストを養成すること。そのため、４コース制を導入し、

特定のカリキュラムを実施する。すなわち、 

    ・医薬品の体内動態評価、製剤化および薬物送達を行うドラッグデリバリーコース（医療系創薬研究者

の養成） 

    ・医薬品の探索を行うバイオファーマコース（生物系創薬研究者の養成） 

    ・医薬品のターゲットを発見し、医薬品の設計・合成を行うメディシナルケミストリーコース（化学系

創薬研究者の養成）  

    ・発生学や遺伝学などの生命資源学を専門基盤とし、創薬についての要素も含むライフサイエンスコー

ス（生命科学研究者の養成） 

 （２）特定の専門領域だけでなく、より俯瞰的かつ実践的な人材や国際化に対応できる人材を養成するため、

各コースを担当する教員が連携して演習形式の授業を行うとともに、多様なシンポジウム・講演会・セミ

ナーに参加し、自分の専門分野以外の研究動向についての知識を増やし、討論を通して理解を深めるため

の授業科目を配置する。 

（３）優れた倫理観と環境マネジメント能力をもち、地域ならびに国際社会に積極的に貢献できる行動力を養成す

るために、生命倫理学、英語でのプレゼンテーションや論文作成のための演習などの授業科網目を導入す

る。 

（出典：熊本大学ウェブサイト） 

 

（資料・１－２－２） 薬学教育部の学位授与の方針（ディプロマポリシー DP） 

医療薬学専攻 

 （１） 本学大学院薬学教育部の定める期間在学して、教育部の教育と研究の理念や目的に沿った研究指導を受

け、かつ所定年限内に教育部が行う博士論文の審査及び最終試験に合格し、課程を修了することが学位授与

の要件である。その審査及び最終試験では、自らの研究の成果と意義を国際的な水準で議論できることが評

価に際し、重要な要件である。 

 （２） 博士課程の学生は、授業科目のうちから、32単位以上を修得する必要があり、履修しようとする授業科

目は、専門分野にとらわれない分野横断的なものとなっていることが望ましい。 

 （３） 研究者として自立して活動し、また高度な専門業務に従事するために必要な能力とその基盤となる学識

を身につけていることが、修了に際し、強く考慮される。 

（４） 研究が、高い倫理性と強固な責任感とをもって実施され、人や自然との共生にかなったものとなってい

ること。 

 

創薬・生命薬科学専攻 

 （１） 本学大学院薬学教育部の定める期間在学して、教育部の教育と研究の理念や目的に沿った研究指導を受

け、かつ所定年限内に教育部が行う修士または博士論文の審査及び最終試験に合格し、課程を修了すること

が学位授与の要件である。修士の審査及び最終試験では、自らの研究の成果と意義を科学的かつ論理的に議

論できることが評価に際し、重要な要件である。博士の審査及び最終試験では、自らの研究の成果と意義を

国際的な水準で議論できることが評価に際し、重要な要件である。 

 （２） 博士前期課程の学生は、授業科目のうちから、34単位以上を修得する必要があり、履修した授業科目

は、各コース特定の専門分野に加えて、専門分野にとらわれない分野横断的なものとなっていることが望ま

しい。 

 （３） 博士後期課程の学生は、授業科目のうちから、16単位以上を修得する必要があり、履修した授業科目

は、社会で薬の専門家の高度専門職業人として即戦力となりうる特定分野の深い知識・技能に加え、幅広い

知識・技能を持ち、かつ研究者専門分野にとらわれない分野横断的なものとなっていることが望ましい。 

 （４） 研究者として自立して活動し、また高度な専門業務に従事するために必要な能力とその基盤となる学識

を身につけていることが、修了に際し、強く考慮される。 

（５） 研究が、高い倫理性と優れた倫理観と環境マネジメント能力をもち、地域ならびに国際社会に積極的に

貢献できるものになっていることは、修了に際し、考慮される。 

（出典：熊本大学ウェブサイト） 
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（資料・１－２－３） 薬学教育部の各コースの履修モデル 

・医療薬学専攻 博士課程の履修モデル 

学生は２コースの中のいずれか一つのコースを必ず選択し、各コースの授業科目（計 12 単位以上）に加え、共

通科目の中の必修科目である生命倫理学特論、医療薬学論文研究、医療総合演習、医療実践演習、医療特別実

験（計 18 単位）、およびその他の選択科目のうちから、次の履修モデルに従って計 32 単位以上を修得する。 

コース 人材育成目標 区分 授業科目（単位数） 
合計 

単位数 

臨床薬学 

専門薬剤師・認

定薬剤師の養成

支援 

共通 

科目 

生命倫理学特論（2）、医療薬学論文研究（2）、医

療総合演習（2）、医療実践演習（2）、医療特別実

験（10）、副作用被害・医療訴訟特論（2）、薬剤

疫学特論（2） 

38 単位 
コース 

科目１ 
専門薬剤師実習（8） 

コース 

科目２ 

地域医療連携特論（2）、医療経営学特論（2）、専

門薬剤師特論（2）、TDM 演習（2） 

医療全般に渡る

指導的薬剤師 

共通 

科目 

生命倫理学特論（2）、医療薬学論文研究（2）、医

療総合演習（2）、医療実践演習（2）、医療特別実

験（10）、臨床開発演習（2）、治験コーディネー

ト演習（2） 

38 単位 
コース 

科目１ 
実践臨床薬学実習（8） 

コース 

科目２ 

地域医療連携特論（2）、医療経営学特論（2）、プ

ライマリケア実習（2）、医薬品治験開発特論（2） 

医療薬科学 

製薬企業の研

究・開発者 

共通 

科目 

生命倫理学特論（2）、医療薬学論文研究（2）、医

療総合演習（2）、医療実践演習（2）、医療特別実

験（10）、副作用被害・医療訴訟特論（2）、臨床

開発演習（2）、薬剤疫学特論（2） 
34 単位 

コース 

科目 

医療薬科学特論（2）、医療薬科学課題実習（2）、

再生医療特論（2）、医薬品製造・臨床調剤実習

（2）、実践インターンシップ講座（2） 

CRO、SMO、CMO、

治験コーディネ

ート従事者 

共通 

科目 

生命倫理学特論（2）、医療薬学論文研究（2）、医

療総合演習（2）、医療実践演習（2）、医療特別実

験（10）、治験コーディネート演習（2）、臨床開

発演習（2） 34 単位 

コース 

科目 

医療薬科学特論（2）、医療薬科学課題実習（2）、

実践インターンシップ講座（2）、医薬品製造・臨

床調剤実習（2）、医療 ICT 演習（2） 

大学・研究機関

での教育・研究

者 

共通 

科目 

生命倫理学特論（2）、医療薬学論文研究（2）、医

療総合演習（2）、医療実践演習（2）、医療特別実

験（10）、副作用被害・医療訴訟特論（2）、臨床

開発演習（2）、薬剤疫学特論（2） 34 単位 

コース 

科目 

医療薬科学特論（2）、医療薬科学課題実習（2）、

再生医療特論（2）、トランスレーショナル基礎講

座（2）、医療 ICT 演習（2） 

 

・創薬･生命薬科学専攻 博士前期課程の履修モデル 

学生は 4コースの中のいずれか一つのコースを必ず選択しなければならないことから、各コースの授業科目

（計 12 単位）に加えて、共通科目の中の必修科目である薬学実践演習、薬学総合演習、特別実験Ⅰ（計 14 単
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位）およびその他の選択科目から下記の履修モデルに従って、計 22 単位以上を修得する。なお、下記の（ ）

内の数字は単位数を表す。 

コース 区分 授業科目（単位数） 単位数 

バイオファーマ 

コース 

共通科目 

特別実験Ⅰ（6）、薬学実践演習（4）、薬学総合演習

（2）、生命環境倫理学特論（2）、ケーススタディ演

習（2）、科学英語プレゼン演習（2）、医薬品安全学

特論 （2）、生体機能学特論（2）、医薬品スクリーニ

ング学特論（2） 

22 単位以上 

コース別授

業科目 

ゲノム創薬学特論（2）、遺伝子特論（2）、分子生物

学特論（2）、生化学特論（2）、生体機能分子学実習

（2）、薬効解析学実習（2） 

12 単位 

メディシナル 

ケミストリー 

コース 

共通科目 

特別実験Ⅰ（6）、薬学実践演習（4）、薬学総合演習

（2）、生命環境倫理学特論（2）、ケーススタディ演

習（2）、科学英語プレゼン演習（2）、有機化学特論

（2）、物性化学特論（2）、医薬品情報学特論（2） 

22 単位以上 

コース別授

業科目 

有機合成学特論（2）、天然物化学特論（2）、NMR 生

命創薬学特論（2）、X線結晶構造解析学特論（2）、

先端有機化学実習（2）、先端物理化学実習（2） 

12 単位 

ドラッグ 

デリバリー 

コース 

共通 

科目 

特別実験Ⅰ（6）、薬学実践演習（4）、薬学総合演習

（2）、生命環境倫理学特論（2）、ケーススタディ演

習（2）、科学英語プレゼン演習（2）、臨床医学特論

（2）、薬物動態学特論（2） 

22 単位以上 

コース別授

業科目 

薬物送達学特論、DDS マテリアル特論、先端医療学特

論、医療薬学特論、薬物体内動態実習（2）、ドラッグ

デリバリー実習（2） 

12 単位 

ライフサイエンス 

コース 

共通 

科目 

特別実験Ⅰ（6）、薬学実践演習（4）、薬学総合演習

（2）、生命環境倫理学特論（2）、科学英語プレゼン

演習（2）、動物実験学特論（2）、ケーススタディ演

習（2）、医薬品スクリーニング学特論（2） 

22 単位以上 

コース別授

業科目 

病態遺伝子解析学特論（2）、生殖発生学特論（2）、

臓器形成学特論（2）、病態遺伝学特論（2）、発生学

実習（2）、生命資源学実習（2） 

12 単位 

 

・創薬・生命薬科学専攻 博士後期課程の履修モデル 

学生は各コースの課題実習（2単位）に加え、共通科目の中の必修科目（計 14 単位）を含む計 16 単位以上を修

得する。 

人材育成目標 区分 授業科目（単位数） 合計単位数 

創薬科学・生命科学 

研究者・教育者 

共通 

科目 

特許演習（2）、起業・大学教員演習（2）、市場調

査演習（2）、臨床開発演習（2）、特別実験Ⅱ（6） 16 単位 

コース科目 課題実習（2） 
 

（出典:薬学教育部学生便覧） 

 

２ 社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

 薬学教育部に対して、優れた研究能力と臨床薬剤師としての職能を併せ持つ人材の育成

が社会的に期待され、そのため各コースで履修モデルを提示している（前掲資料・１－２

－３、p12～13）。さらに、社会的および職業的自立を図るために必要な能力を培うための
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配慮として、医療提供施設との緊密な連携を図りながら教育･研究を実施している（資

料・１－２－４）。 

平成 29 年度までに４年制学部に入学し、卒業後、大学院創薬・生命薬科学専攻まで進学

した者には、一定の条件を満たせば薬剤師国家試験受験資格が与えられる経過措置が定め

られている。また、経過措置に必要な単位を取得する際には長期履修を認めている（資料・

１－２－５）。 

 

（資料・１－２－４） 社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培うための医療

提供施設との連携体制 

相手方分野名 研究題目 

代謝内科学 ２型糖尿病の新規治療法の開発 

臨床検査学 家族性アミロイドポリニューロパチーの新規治療法の開発 

皮膚病態治療再建学 強皮症治療薬の設計と合成に関する研究 

脳神経外科学 脳卒中治療薬の設計と合成に関する研究 

病態情報解析学 家族性アミロイドポリニューロパチー治療薬の設計と合成に関する研究 

細胞病理学 マクロファージの泡沫化を予防・改善する天然薬物ならびにマクロファージの分化誘導物質の

探索研究 

病態情報解析学 
（臨床検査医学） 

家族性アミロイドポリニューロパチーのプロダクト診断 

病態情報解析学 トランスサイレチンのアミロイド形成過程に与えるHSAの影響 

消化器内科 アルブミン酸化度を指標とした肝炎患者の酸化ストレス評価 

病態情報解析学 トランスサイレチンのアミロイド線維形成におよぼすシクロデキストリンおよびそのデンドリマー

結合体の抑制効果 

病態情報解析学 家族性アミロイドポリニューロパチーの遺伝子治療におけるラクトシル化デンドリマー/シクロデ

キストリン結合体の有効利用 

医学部附属病院薬剤部 
腎臓内科学 
代謝内科学 
医学部附属病院先端医療

支援センター 

個別化医療をリードする育薬フロンティアセンター研究拠点形成 

消化器内科 アルブミン酸化度を指標とした肝炎患者の酸化ストレス評価 

分子遺伝学 薬剤性肝障害の発症における小胞体ストレス関連因子の機能解明 

泌尿器病態学 薬物の透析性に関する検討ドリペネムの透析患者の薬物動態，透析性について 

腎臓内科学 塩酸セベラマーによる便秘に対する下剤の適正使用に向けた検討 ～３．血液透析患者を対

象とした塩酸セベラマーと下剤の併用における便秘改善効果の検討～ 

（出典:熊本大学ウェブサイト） 

 

（資料・１－２－５） 長期履修適用者数 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 
医療薬学専攻 1名 0名 0名 0名 
創薬・生命薬科学専攻 2名 3名 2名 3名 

計 3名 3名 2名 3名 

（出典:薬学教育部教務関係資料） 

 

３ 国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

 HIGO プログラムでは、アジアからの留学生の受け入れ、海外医療行政・アジア諸国の健

康産業のニーズなどを知る実践的な機会として、海外インターンシップ、企業・行政セミナ

ー・インターンシップ等を行っている （資料・１－２－６～１－２－８）。平成 25年度 HIGO
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プログラムにおける薬学教育部コース生は 12 名（日本人９名、外国人３名）、薬学教育部準

コース生は６名（日本人５名、外国人１名）であった（資料・１－２－９）。 

 海外との大学間・部局間交流協定を締結し、研修生を派遣し、また大学院留学生を受け入

れている（資料・１－２－10、１－２－11）。薬用資源エコフロンティアセンターでは業務

として国際連携を定め、トルコとの間で平成 27年度オープンパートナーシップ二国間学術

協定（日本学術振興会およびトルコ科学技術研究会議）に採択された。 

 また、国際学会への参加を支援する制度（熊本大学国際奨学事業、平成 22～24 年度 JSPS 

組織的な若手研究者等海外派遣プログラム等）を活用し、多くの大学院生を海外に派遣して

いる（資料・１－２－12）。留学生の受け入れ数はほぼ一定している（資料・１－２－13）。 

 

（資料・１－２－６） HIGO プログラムのカリキュラムマップ 

 

（出典：HIGO プログラム運営委員会資料） 

 

（資料・１－２－７） HIGO プログラムで行った海外インターンシップ 

日程 実施場所 

2015.9.7.～9.20. ベトナム（ハノイ大学、ベトナム政府） 

2014.11.17.～11.21. ニューメキシコ大学 

2014.9.29.～9.27 テキサス大学エルパソ校 

2014.9.18.～9.26. ワシントン DC 

2014.9.16～9.22. Sovereign 大学（アリゾナ） 

2014.7.14.～7.25. シンガポール国立大学 

2013.9.29.～10.5. ワシントン DC 

2013.8.4.～8.11 上海 

（出典：HIGO プログラムウェブサイト） 
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（資料・１－２－８） HIGO プログラムで行ったワシントン DCインターンシップ 

日程 2014.9.18～9.26 

参加者 HIGO プログラム学生８名、特任准教授１名 

１日目 Research and Entrepreneurship (1) 

午前 研修施設にて によるプロストンの企業に関するレクチャー 

午後 Halcyon House から S&R 財団による 起業家支援プログラム Halcyon Incubator

についての説明とラウンドディスカッション 

２日目 Research and Entrepreneurship (2) 

午前 International Institute of Global Resilience にて、 による起業精神について

のレクチャー 

午後 ガイザースバーグ によるワクチン開発に関する研究内容と事業展開について

のレクチャー、その後、研修施設にて によるアメリカ特許システムと起業精神につい

てのレクチャー 

３日目 Field Work 

ワシントン DC およびその周辺の公共・文化・歴史・芸術・政治に関する施設を見学 

４日目 Global Career 

午前 NIH の臨床試験施設を訪問し、NIH が実施している治験に関する説明と施設見学、NIH 職員との意見

交換 

午後 世界銀行にて から世界銀行の概要について、 から西アフ

リカで大流行しているエボラ出血熱に対する世界銀行のアクションについて、 から

公衆衛生に関わる世界銀行の取組みについてのレクチャー 

５日目 Emergency Management (1) 

午前 International Institute of Global Resilience にて、 からバイオテロを例とした

リクスマネジメントについて、 から、バイオテロに関しての詳細な説明と、その対処

法、実際の対応例などについてのレクチャーと意見交換 

午後 メリーランド州立大学ボルチモアカウンティ校にて から災害リスクマネジメン

ト時における公衆衛生的な視点と、活動の具体についてのレクチャー、その後に各出身国代表による母国

における 危機管理などについてプレゼンと意見交換 

６日目 Emergency Management (2) 

午前 バージニア州フォールズチャーチの Fire Station にて、IAEM（International Association of 

Emergency Managers）の説明、消防団の特徴、American Trauma Society, ICS についてのレクチャー、

Gallaudet 大学 による聴覚障碍者に対する危機管理対応についてのレクチャ

ー、スタッフとの意見交換 

午後 モントゴメリー郡 Emergency Operations Center にてアメリカ合衆国連邦緊急事態管理庁公認トレ

ーナーであり、メリーランド大学教授の を交え、実際の危機管理に関するレクチャ

ーやそれらを実施している施設見学と、意見交換 

（出典：HIGO プログラムウェブサイト） 

 

（資料・１－２－９） 平成 25年度 HIGO プログラムのコース生と準コース生 

コースの種類 日本人 外国人 合計 

薬学教育部コース生 9 名 3 名 12 名 

薬学教育部準コース生 5 名 1 名 6 名 

（出典：HIGO プログラム運営委員会資料） 

 

（資料・１－２－10） 薬学教育部との交流実績のある大学間交流締結校 

国名 大学名 

インドネシア スラバヤ工科大学（Institut Teknologi Sepuluh Nopember） 

ネパール ポカラ大学（Pokhara University） 

韓国 亜洲大学校（Ajou University） 

トルコ エーゲ大学（Ege University） 

（出典：薬学教育部事務関係資料） 
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（資料・１－２－11） 部局間交流協定締結校 

国名 大学名 

中国 哈爾浜医科大学（Harbin Medical University） 

中国 広西医科大学（Guangxi Medical University） 

中国 温州医科大学（Wenzhou Medical College） 

ラオス ラオス保健科学大学薬学部（University of Health Science, Lao PDR, Faculty of Pharmacy） 

スーダン 国立薬用植物・有用植物研究所（Medicinal and Aromatic Plants Research Institute） 

アメリカ合衆国 
セント・ジョーンズ大学薬学大学院（College of Pharmacy and Allied Health Professions, 

St. John’s University） 

アメリカ合衆国 
ジョージア州立大学炎症・免疫・感染研究センター（Georgia State University Center for 

Inflammation, Immunity & Infection） 

スーダン ハルツーム大学薬学部（University of Khartoum, Faculty of Pharmacy） 

（出典：薬学教育部事務関係資料） 

 

（資料・１－２－12） 学生海外派遣数 

（１）熊本大学国際奨学事業 

年度 平成 21 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

 ７名 14 名 ３名 ２名 １名 3 名 8 名 

（２）国際学会・会議 発表数 

年度 平成 21 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

博士課程 ― ― ― ０名 ２名 3 名 3 名 

博士後期課程 20 名 37 名 24 名 10 名 ８名 9 名 10 名 

博士前期課程 14 名 23 名 27 名 11 名 15 名 6 名 12 名 

（出典:薬学教育部教務関係資料） 

 

（資料・１－２－13） 留学生の受入数 

博士前期課程 

 ４月入学 １０月入学 計 
平成 21 年度 1 1 2 
平成 22 年度 0 0 0 
平成 23 年度 1 1 2 
平成 24 年度 0 0 0 
平成 25 年度 1 3 4 
平成 26 年度 0 1 1 
平成 27 年度 0 0 0 

博士後期課程 

 ４月入学 １０月入学 計 
平成 21 年度 0 1 1 
平成 22 年度 2 0 2 
平成 23 年度 1 0 1 
平成 24 年度 1 1 2 
平成 25 年度 2 2 4 
平成 26 年度 4 0 4 
平成 27 年度 1 1 2 

（出典:薬学教育部教務関係資料） 

 

４ 養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

 各コースのキャリアパスに対応した養成する人材像に応じた履修モデルを提案している

（前掲資料・１－２－３、p12～13）。 
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臨床薬学コースでは、社会が求める即戦力としての先導的薬剤師を養成するために、臨

床現場における１年にわたる実践的・先端的実習を実施している。また、専門的授業の受

講、国内外での学会発表および国際専門雑誌への論文投稿等を推進している。 

 創薬・生命薬科学専攻博士前期課程では、４コースの専門分野に特化した講義･演習･実習

科目を開設した。また、博士後期課程では、自主的な問題設定・問題解決能力を身につけさ

せるため、博士論文に直結する実験に加えて、企画書・研究計画書の作成とプレゼンテーシ

ョンを行う課題実習、特許、市場調査、臨床開発、ベンチャー起業に関する演習科目を開設

した。 

 

５ 学生の主体的な学習を促すための取組 

 薬学教育部の学年歴に合宿研修やインターンシップなど、学生の主体的な学習を促すた

めのスケジュールを組み込んだ（資料・１－２－14）。 

毎年７月に行う「九州薬科学研究教育連合大学院生合宿研修」は九州の薬学系国立３大学

の院生が３大学の教員、招待講演者とともに九重の研修所に３泊４日で合宿し、参加学生が

ディスカッションの活発さを競い合うもので、主体的な学習へのモチベーションを高める

取り組みで、平成 27 年度の合宿研修では優秀者 10 名中５名が本学大学院生であった（資

料・１－２－15）。 

HIGO プログラムでは学生が自ら企画立案する「企画・提案型インターンシップ」を取り

入れ、学生の主体的な取組を促している（資料・１－２－16）。 

 

（資料・１－２－14） 学年歴、年間スケジュール等 

月 行  事 

４月 前学期開始 

入学式、入部式 

オリエンテーション 

前学期授業開始 

学生定期健康診断 

７月 大学院薬推薦入試 

HIGOプログラム選抜試験 

九州薬科学研究教育連合大学院生合宿研修 

８月 夏季休業 

カリフォルニア大学ロスアンゼルス校研修 

HIGOプログラム海外インターンシップ 

大学院一般入試 

１０月 後学期開始 

１１月 開学記念日 

１２月 学位論文提出 

冬季休業 

１月 国際的活動支援奨学事業選考会 

２月 学位審査 

２月末～３月 大学院発表会 

３月 大学院薬学教育部博士後期課程、博士課程入学者選考、卒業式 

（出典:薬学教育部長作成資料） 

 

（資料・１－２－15） 第10回九州薬科学研究教育連合合宿研修プログラムと優秀者 

日程 平成 27 年７月 17 日（金）～７月 20 日（月） 
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実施場所 九州地区国立大学 九重共同研修所（大分県玖珠郡九重町） 

１日目 13:30～14:00 受付 

14:00～14:20 オリエンテーション 

14:20～14:30  ビデオレター「第10回九州薬科学研究教育連合主催九重合宿研修を開催

するにあたり」 

14:30～15:35 各グループ内での研究内容の紹介（ミニプレゼン）・自己紹介 

15:45～16:40 先端研究講義１ 座長 三隅将吾（熊大院薬） 

甲斐広文（熊大院薬）「薬学研究者よ、運を運びたければ足を運べ」 

16:55～17:50 創薬研究講義 座長 甲斐広文（熊大院薬） 

（理化学研究所 脳科学総合研究センター神経タンパク質研究チーム 副チームリーダー）

「アルツハイマー病の予防・治療・診断法の確立を目指して」 

18:00～19:00 夕食 

19:30～19:45 スモールグループディスカッション（SGD）に関する説明 

19:45～21:00 SGD１ 

討論課題１ 人口減少に伴う社会的・薬学的課題を考える 

現状認識、問題点の抽出と整理、改善策のグループ案の作成 

21:00～22:30 討論会（研修所） 

２日目 7:30～8:30 朝食 

9:00～10:50 SGD１（継続）（資料は10:40までに提出 

10:55～11:50 討論課題１について、グループ発表および全体討議 SGD１ 

12:00～13:00 昼食 

13:00～15:00 SGD２ 

討論課題２ 薬学研究者が社会貢献できることは何か？ 

15:15～16:10 先端薬学講義２ 座長 （理研） 

（九大院薬）「分子時計を基盤にした創薬・育薬」 

16:25～17:20 教育講義 座長 甲斐広文（熊大院薬） 

（国立研究開発法人産業総合研究所 ベンチャー開発・技術移転センター長）「革新的な研究

成果の事業化のために―知財ライセンスとベンチャー創業―」 

17:25～17:50 記念写真撮影１（全体撮影） 

17:50～18:30 SGD２（継続） 

19:15～21:00 交流会（ホテル） 

３日目 7:30～8:30 朝食、掃除 

8:40～9:35 企業戦略講義１ 座長 （長大院医歯薬） 

（中外製薬 創薬化学研究部）「分子標的抗がん剤の開発研究」 

9:45～10:35 企業戦略講義２ 座長 三隅将吾（熊大院薬） 

（富山化学工業 綜合研究所 第三研究部 部長）「日本初の創薬を目指して―日本の創薬の

歴史と富山化学の創薬を中心に―」 

10:45～11:40 企業戦略講義３ 座長 （九大院薬） 

（アステラス製薬）「患者の明日を変える創薬～抹消選択的新規アンドロゲン受容体拮抗剤の

合成研究～」 

11:40～11:50 記念撮影２（班ごと） 

12:00～14:00 昼食、自由時間 

14:00～16:00 SGD２（継続）（資料は15:45までに提出） 

16:00～17:00 討論課題２について、グループ発表および全体討論 

17:15～17:45 SGD３ 討論課題１および２に対するグループとしての修正案作成 

17:45～18:30 夕食 

18:45～21:00  SGD３ 討論課題１および２に対するグループとしての修正案作成 

21:00～22:30 討論会（研修所） 

４日目 7:30～8:30 朝食 

9:00～9:55 先端研究講義３ 座長 三隅将吾（熊大院薬） 

（長大院医歯薬） 

「臨床化学への薬学的アプローチ」 

10:05～11:20 SGD３ 討論課題２の修正案についてグループ発表 

11:20～11:55 全体討論、連絡 

総括 甲斐広文（熊大院薬） 

12:00～12:30 修了式、記念撮影３、解散 

優秀者 

氏名 大学名 分野名 
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 九州大学 分子衛生薬学分野 

 熊本大学 遺伝子機能応用学分野 

 熊本大学 遺伝子機能応用学分野 

 熊本大学 環境分子保健学分野 

 熊本大学 分子薬化学分野 

 熊本大学 薬学生化学分野 

 長崎大学 医薬品合成化学分野 

 長崎大学 医薬品合成化学分野 

 長崎大学 薬用植物学分野 

（出典：九州薬科学研究教育連合主催平成27年度大学院生合宿研修第10回記念概要集） 

 

（資料１－２－16） HIGOプログラム企画・提案型インターンシップ募集要項 

平成27年度企画・提案型インターンシップ募集要項 

【目的】 

HIGOプログラムは、「医学・薬学・社会文化科学に関する高度の専門的知識を基礎とし、アジアと地域社会の仕組

みと産業界のニーズを理解し、それらを解決できる人材」を育成します。そのためには、座学で得た専門知識を実

社会での実践を通して深め、実践的能力を獲得すると共に、さらなる職業観・使命感の涵養のための経験や気付き

を得ることが重要です。 

インターンシップは、実務現場での経験を通じて、社会や職業、業務についての認識を深め、自分の将来像を明確

化すること目的としています。これまでHIGOプログラムでは、行政、企業、海外における画一的なインターンシッ

プを実施してきました。しかし将来像は、皆さんそれぞれであることを考慮し、皆さん個人の趣向や将来に見合っ

たインターンシップを「企画・提案型インターンシップ」として実施します。 

 

【募集内容】 

このプログラムは、自ら企画・提案する行政・企業・海外におけるインターンシップを対象とし、短期、長期の区

分に応じて審査を行います。（短期は2週間程度、長期は2週間を超えるもので、3カ月までを目安としますが、内容

に応じて判断します）。 

皆さんの将来像に繋げるものであれば、本件に申請することができます。 

 

【助成募集締切】 

平成２７年９月３０日（水） 

【提出先】 

リーディングプログラム推進チーム 

【申請決定までのプロセス】 

期間内に提出された申請は、書類審査にて１次選考した後に、プレゼンテーションによる２次選考を行います。イ

ンターンシップの受入先とやりとりする前に、メンターやリーディングプログラム推進チーム等に必ず相談して下

さい。 

【募集人数】 

短期、長期のいずれも若干名 

【応募資格】 

熊本大学HIGOプログラム生 

【助成額】 

助成額は、申請内容毎に判断します。なお、助成金については研修終了後の後払いになります。 

【修得単位数】 

本インターンシップで修得できる単位数は１単位です。 

（出典：HIGOプログラム平成27年度企画・提案型インターンシップ募集要項） 

 

（水準） 

 期待される水準を上回る。 
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（判断理由） 

 体系的な教育課程の編成について、創薬・生命薬科学専攻の４コース、医療薬学専攻の２

コースにおいて、カリキュラムポリシーとディプロマポリシーに基づき、キャリアパス形成

に沿った履修モデルを提唱し、実質化された大学院教育を行っている。 

国際通用性のある教育課程の編成・実施について、国内外でのインターンシップの開催を

はじめとしてリーディング大学院 HIGO プログラムを強力に推進し、また海外各大学等と部

局間交流協定の締結を推進した。 

学生の主体的な学習を促すための取組として、九州薬科学研究教育連合研修合宿、HIGO プ

ログラム「企画・提案型インターンシップ」を行っている。 

以上のように本学独自の取り組みが成果を挙げていることから、期待される水準を上回

ると判断する。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

（観点に係る状況） 

１ 履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

 大学院進学後の留年・休学・退学者は、平成 22年度、23年度に多く見られたがそれ以

降は減少傾向にある（資料・２－１－１）。学位取得者についてみると、退学・除籍、単

位取得退学者を除くとほぼ全員が標準修業年限内または標準修業年限×1.5 年内に学位を

取得している（資料・２－１－２）。外国人留学生への学位授与件数も安定している（資

料・２－１－３）。以上のことから、学位取得状況は良好である（資料・２－１－４）。 

 

（資料・２－１－１） 留年･休学･退学の状況（単位：名） 

博士前期課程 
年度 平成 21 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

留年 2 2 1 4 2 1 1 

休学 5 9 3 2 4 2 2 

退学・除籍 9 11 3 1 2 2 0 

 

博士後期課程・博士課程 
年度 平成 21 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

留年 1 3 0 3 2 1 3 

休学 5 3 5 1 0 1 2 

退学・除籍 3 3 3 3 0 3 1 

単位取得退学 1 0 1 1 1 2 0 

（出典:薬学教育部教務関係資料） 

 

（資料２－１－２） 修了者の修業年数別人数および標準修業年限内の修了率及び標準修

業年限×1.5 年内修了率 

課程 入学 修了 
年度（平成） 

21 22 23 24 25 26 27 

博士前期 

4 月 

入学者数 90 39 30 32 28 31 36 

修業年限[2 年]以内修了者数 78 30 27 31 28 29 ― 

修業年限×1.5[3 年]以内修了者数 80 31 28 31 28 ― ― 

標準修業年限内修了率 0.86 0.75 0.87 0.97 1.00 0.94 ― 

表分修業年限 1.5 以内修了率 0.88 0.78 0.90 0.97 1.00 ― ― 

10 月 

入学者数 2 1 1 0 4 1 0 

修業年限[2 年]以内修了者数 1 0 1 0 4 ― ― 

修業年限×1.5[3 年]以内修了者数 1 0 1 ― 4 ― ― 

標準修業年限内修了率 0.50 0 1.00 ― 1.00 ― ― 

表分修業年限 1.5 以内修了率 0.50 0 1.00 ― 1.00 ― ― 

博士後期 

4 月 

入学者数 14 16 14 12 11 12 9 

修業年限[3 年]以内修了者数 11 11 11 11 5 ― ― 

修業年限×1.5[4 年]以内修了者数 12 13 12 11 ― ― ― 

標準修業年限内修了率 0.79 0.69 0.79 0.92 0.45 ― ― 

表分修業年限 1.5 以内修了率 0.86 0.81 0.86 0.92 ― ― ― 

10 月 

入学者数 2 0 1 2 3 0 7 

修業年限[3 年]以内修了者数 2 ― 1 2 ― ― ― 

修業年限×1.5[4 年]以内修了者数 2 ― 1 2 ― ― ― 

標準修業年限内修了率 1.00 ― 1.00 1.00 ― ― ― 

表分修業年限 1.5 以内修了率 1.00 - 1.00 1.00    
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（出典:薬学教育部教務関係資料） 

 

（資料・２－１－３） 外国人留学生への授与件数 

課程 学位 
年度（平成） 

21 22 23 24 25 26 27 

博士前期  1 2 1 1 1 2 3 

博士後期 博士（薬/生命科学） 2 1 0 3 1 1 2 

（出典:薬学教育部教務関係資料） 

 

（資料・２－１－４） 学位授与件数 

入学 課程 学位 
年度（平成） 

21 22 23 24 25 26 27 

4 月 
博士前期 

修士（旧カリキュラム） 79 85 2 - - - - 

修士（新カリキュラム） - - 30 28 29 25 28 

修士（HIGO プログラム生） - - - - 3 3 2 

博士後期 博士（薬/生命科学） 13 17 13 13 13 7 7 

10 月 
博士前期 

修士（旧カリキュラム） 0 3 1 - - - - 

修士（新カリキュラム） - - 0 0 1 - 1 

修士（HIGO プログラム生） - - - - 0 - 3 

博士後期 博士（薬/生命科学） 1 2 3 2 0 - 1 

（出典:薬学教育部教務関係資料） 

 

２ 資格取得状況､学外試験等の結果､学生の受賞状況から判断される学習成果の状況 

 学生の査読論文掲載状況及び学会発表状況、受賞状況、日本学術振興会特別研究員採用状

況は、平成 23年度が最も活発であるが、平成 22年度から 26年度までの５年間、ほぼ一定

の水準を維持しており、研究者養成教育の成果が現れている（資料・２－１－５）。 

 

（資料・２－１－５） 学生の欧文査読論文掲載状況、学会発表状況、受賞状況および日本

学術振興会特別研究員採用状況 

 年度（平成） 

21 22 23 24 25 26 27 

欧文査読付論文数 60 71 118 92 61 55 65 

うち筆頭の論文数 ― 27 70 47 28 30 40 

国際学会発表数（筆頭のみ） 34 41 49 10 22 13 15 

国内学会発表数（筆頭のみ） 165 180 166 176 93 111 125 

各種学会賞等の受賞者数 5 10 7 22 8 10 9 

日本学術振興会特別研究員（DC1/DC2）採用者数 6 12 11 9 8 6 10 

        （出典:薬学部教務関係資料） 

 

３ 学業の成果の達成度や満足度に関するアンケート等の調査結果とその分析結果 

 授業改善のための学生アンケートを実施している（資料・２－１－６、２－１－７）。そ

の結果、全ての質問において良好な結果が出ており、特に Q６「あなた自身は授業の目標を

どの程度達成したと思いますか」に対する回答が、薬学部では２を越えているのに対し、薬

学教育部では 2 以下であることから、大学院での達成度が高いことが分かる。また Q８「全

体としてこの授業はどの程度有意義でしたか」に対する回答が 1.5 前後であり、学部よりも

満足度が高いことが分かる（薬学部現況調査表 資料・２－１－４、p24）。 
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（資料・２－１－６） 授業改善アンケート実施要領（質問項目） 

質問 質問文 回答 
Q1 授業の難易度は、どうでしたか。 1. 非常に難しかった ～ 5. 非常に易しかった 

Q2 教員の声は、聞き取りやすかったですか。 
1. 非常に聞き取りやすかった ～ 4. 非常に聞き取りにく

かった 

Q3 
授業の手段（教科書・プリント、板書、PowerPoint、
ビデオ等）は、有効でしたか。 

1. 非常に有効だった ～ 4. 全く有効ではなかった 

Q4 

この授業において、教員との双方向的なやりとり(授
業中の質疑応答、受講生へのレポートへの教員のコ

メント、質問カードの利用など)が、どの程度行われて

いましたか。 

1. 十分に行われていた ～ 4. 全く行われていなかった 

Q5 授業の目標は、どの程度明示されていましたか。 
1. 十分に明示されていた ～ 4. 全く明示されていなかっ

た 

Q6 
あなた自身は、授業の目標をどの程度達成したと思

いますか。 
1. 十分に達成できた ～ 4. 全く達成できなかった 

Q7 

大学の授業の単位は、授業時間の２倍の時間外学

習を前提として、取得できることになっています。あな

たは、この授業について１週あたり平均して、どの程

度、授業時間外の学習（予習・復習、資料収集、文献

購読、レポート作成など）をしましたか。 

1. 3 時間以上、2．2～3 時間、3．1～2 時間、4．～1 時間、

5. 全くしなかった 

Q8 全体として、この授業はどの程度有意義でしたか。 1. 非常に有意義だった ～ 4. 全く有意義ではなかった 

（出典：授業改善のためのアンケート結果公開システムより抜粋） 

 

（資料・２－１－７） 実施状況･調査結果（アンケート項目の平均値） 

質問 
年度（平成） 

22 23 24 25 26 
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

Q1 2.12 2.44 2.28 2.00 2.64 2.82 2.43 2.17 2.04 2.25 
Q2 1.58 1.50 1.52 1.13 1.64 1.50 1.57 1.63 1.69 1.50 
Q3 1.81 1.64 1.62 1.50 1.55 1.73 1.52 1.63 1.62 1.75 
Q4 1.73 1.56 1.60 1.25 2.36 1.14 1.81 1.67 1.69 1.25 
Q5 1.88 1.67 1.57 1.25 1.36 1.45 1.38 1.79 1.58 1.38 
Q6 2.12 2.02 1.90 2.00 1.80 1.64 1.76 2.17 2.04 2.25 
Q7 2.81 3.05 3.08 3.38 2.55 3.64 2.19 3.96 3.27 3.13 
Q8 1.69 1.51 1.57 1.38 1.55 1.50 1.43 1.83 1.54 1.38 

（出典：授業改善のためのアンケート結果公開システムより抜粋） 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

 留年・休学、退学者は平成 24 年以降減少傾向にあり、それ以外の学生はほぼ全員が標準

修業年限×1.5 年内に学位を取得している。 

 学生の査読論文掲載数は一定の水準を保っており、平成 23 年度には学生筆頭だけでも 70

報超の論文が受理されている。学生の各種学会賞の受賞者数は、毎年 10件程度の高い水準

を維持している。日本学術振興会特別研究員（DC1/DC2）の採用状況についても、毎年８名

以上の採用者を保っている。 

 授業改善のためのアンケートの結果、学業の成果の達成度や満足度に関して良好な結果

が得られている。 

よって、期待される水準を上回ると判断する。 
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観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況） 

１ 就職率（就職者/就職希望者） 

 大学院博士前期課程は平成 24 年の博士前期課程に１名の未就職者がいたのみで、この年

だけが就職率 95.5％であり、その他の５年間はすべて就職率 100％であった。大学院博士後

期課程は平成 21～26 年度、一貫して就職率 100%であった（資料・２－２－１）。就職率は

きわめて良好である。 

 

２ 就職・進路状況・進学率 

大学院博士前期課程では、平成 23〜25 年度の卒業者 94 名中 59.6%の 56 名が企業に就職

し、25.5%の 24 名が博士後期課程に進学している。 

 大学院博士後期課程では、平成 21～25 年度で 75 名中、企業就職者が 31.7%の 23 名、ポ

スドクが 28％の 21名、薬剤師職に就いた 11名中、病院 10 名、薬局１名であった。このほ

かに教職員７名であった（資料・２－２－１）。 

 

（資料・２－２－１） 薬学教育部の就職･進路状況（H21～H27） 

 
（出典:薬学教育部教務関係資料） 

 

３ 主な就職先・進学先 

 博士前期課程のほとんどの学生が、博士後期課程に進学している。また、就職先は、製薬、

医薬品関係、病院及び薬局が多い状況である（資料・２－２－２）。 

本教育部で開催された合同会社説明会に参加した企業・官公庁に対して、アンケートを行

ったところ、本教育部学生は学習意欲、薬学に関する知識、研究能力、課題解決能力におい
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て優れているために採用したいと考えていることが明らかになった（資料・２－２－３）。

これは研究者としての資質をもつ人材の養成に成功していることを意味する。 

 

（資料・２－２－２） 薬学教育部の主な就職先・進学先（平成 21 年度～27 年度） 

博士前期課程 

主な進学先 

熊本大学大学院(51) 

主な就職先 

【企業】 

化学及血清療法研究所(14) 

新日本科学(7) 

小野薬品工業㈱(4) 

久光製薬㈱(4) 

大正製薬㈱(3) 

ライオン㈱(3) 

中外製薬㈱(2) 

日本たばこ産業㈱(2) 

日本製薬㈱(2) 

㈱メディサイエンス・プラニング(2) 

帝人㈱(2) 

大鵬薬品工業㈱(2) 

（独）医薬品医療機器総合機構(2) 

旭化成㈱(1) 

アステラス製薬㈱(1) 

アストラゼネカ㈱(1) 

㈱アールテック・ウエノ(1) 

クインタイルズ・トランスナショナル・ジャパン㈱(1) 

クラシエ製薬㈱(1) 

ゼリア新薬工業㈱(1) 

第一三共㈱(1) 

ダイヤ製薬㈱(1) 

東和薬品㈱(1) 

富田薬品㈱(1) 

バイエル薬品㈱(1) 

持田製薬㈱(1) 

和光純薬工業㈱(1) 

花王㈱(1) 

佐藤製薬㈱(1) 

㈱再春館製薬所(1) 

㈱三和化学研究所(1) 

千寿製薬㈱(1) 

大塚製薬㈱(1) 

沢井製薬㈱(1) 

鶴原製薬㈱(1) 

日産化学工業㈱(1) 

日本臓器製薬㈱(1) 

北里第一三共ワクチン㈱(1) 

祐徳薬品工業㈱(1) 

㈱フォレストホールディングス(1) 

富士フィルム㈱(1) 

三菱化学メディエンス㈱(1) 

興人フィルム＆ケミカルズ㈱(1) 

住友化学㈱(1) 

ナカヤマ精密㈱(1) 

ピアス㈱(1) 

味の素冷凍食品㈱(1) 

南日本ハム㈱(1) 

㈱アイロム(1) 

東京 CRO㈱(1) 

㈱中外臨床研究センター(1) 

イーピーエス㈱(1) 

㈱ACRONET(1) 

サイトサポート・インスティチュート㈱(1) 

㈱イービーミント(1) 

シミック㈱(1) 

㈱こうゆう(1) 

四谷大塚提携塾 英進館(1) 

日本生命保険相互会社(1) 

【病院】 

済生会熊本病院(5) 

熊本赤十字病院(4) 

国立病院機構九州ブロック(3) 

熊本大学医学部附属病院薬剤部(3) 

鹿児島大学医学部附属病院(3) 

国家公務員共済組合連合会熊本中央病院(2) 

荒尾市民病院(1) 

高邦会 高木病院(1) 

（独）国立病院機構(1) 

佐賀大学附属病院薬剤部(1) 

産業医科大学(1) 

慈愛会 今村病院(1) 

杉村病院(1) 

倉敷中央病院(1) 

大分市医師会アルメイダ病院(1) 

大分大学医学部付属病院(1) 

大雄会病院(1) 

福岡徳洲会病院(1) 

篠栗病院(1) 

阿久根市民病院(1) 

医師会病院(1) 

植村病院(1) 

九州臨床薬理クリニック(1) 

九州大学病院(1) 

熊本セントラル病院(1) 

熊本リウマチ内科(1) 

朝日野総合病院(1) 

国立がん研究センター中央病院(1) 

日本赤十字社和歌山医療センター(1) 

福岡県立精神医療センター大宰府病院(1) 

福岡市立病院機構(1) 

悠紀会病院(1) 
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大牟田市立病院(1) 

【薬局】 

日本調剤㈱(7) 

綜合メディカル㈱(4) 

アップル調剤(1) 

クオール㈱(1) 

シモカワ薬局(1) 

スギ薬局(1) 

㈱ファーマダイワ(1) 

佐賀北薬局(1) 

出町薬局(1) 

同仁堂(1) 

福永薬局(1) 

(有)大村調剤薬局(1) 

【学校教育】 

熊本大学（技術職員）(2) 

熊本大学（教員）(1) 

熊本県立湧心館高等学校(1) 

東海大学医学部(1) 

【公務員】 

熊本県職員(6) 

熊本市職員(4) 

厚生労働省九州厚生局麻薬取締部(3) 

宮崎県職員(2) 

警視庁(1) 

佐賀県庁(1) 

鹿児島県職員(1) 

福岡県職員(1) 

苓北町職員(1) 

ガーナ共和国保健省職員(1) 

博士後期課程 

主な就職先 

【企業】 

小野薬品工業㈱(3) 

久光製薬㈱(2) 

旭化成ファーマ㈱(1) 

アステラス製薬㈱(1) 

㈱新日本科学(1) 

㈱再春館製薬所(1) 

クインタイルズ・トランスナショナル・ジャパン㈱(1) 

サノフィ・アベンティス㈱(1) 

スギ生物科学研究所㈱(1) 

大正薬品工業㈱(1) 

富士製薬工業㈱(1) 

吉田製薬㈱(1) 

三洋貿易㈱(1) 

大正製薬㈱(1) 

中外製薬㈱(1) 

日本たばこ産業㈱(1) 

武田薬品工業㈱(1) 

北里第一三共ワクチン㈱(1) 

KYONGBO Pharmaceutical(1) 

シスメックス㈱(1) 

公益財団法人名古屋まちづくり公社(1) 

【病院】 

熊本赤十字病院(4) 

江南病院(1) 

熊本済生会病院(1) 

大分市医師会アルメイダ病院(1) 

岡山大学病院(1) 

大分大学医学部附属病院(1) 

獨協医科大学付属病院(1) 

【薬局】 

阿蘇りんどう薬局(1) 

（出典:薬学教育部教務関係資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



熊本大学薬学教育部 分析項目Ⅱ 

－14-28－ 

（資料・２－２－３） 合同会社説明会（平成 28年３月）に参加した企業・官公庁に対す

るアンケート 

質問 熊本大学薬学教育部創薬・生命薬科学科の学生を採用したい理由を教えて下さい 

企業・

官公庁 

（19 事

業所） 

 

（出典：薬学部教授会資料） 

 

（水準） 

 期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

 平成 21年度から 27 年度まで、就職率は 100％を維持しており、企業、病院、薬局、公務

員、大学と多彩な職種に就職している。 

 企業・官公庁へのアンケートの結果、本教育部部卒業生を採用したい理由として、学習意

欲、薬学に関する知識、研究能力、課題解決能力に優れていることを一様に挙げている。 

 よって、期待される水準を上回ると判断できる。 

 
 
 

0 2 4 6 8 10 12 14

地元医療への貢献心が高い

グローバルな視野を持っている

リーダーシップがとれる

学会などにおける発表能力が高い

コミュニケーション能力が高い

目標を設定し計画を実行する能力が高い

課題解決能力が高い

研究能力が高い

薬学に関する知識が豊富である

学修意欲（モチベーション）が高い



熊本大学薬学教育部 

－14-29－ 

Ⅲ 「質の向上度」の分析 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 第２期中期目標期間になって国立がん研究所との連携講座の設置によりレギュラトリー

サイエンスプログラムの充実を図った。 

第１期中期目標期間に引き続き発生医学研究所教員、生命資源研究・支援センター教員、

および HIGO プログラム学外教員を特徴とする多彩な教員が特色ある授業を行っている。 

第１期中期目標期間に引き続き一般入試に加えて社会人入試、外国人入試を取り入れ、社

会人、外国人の積極的な受け入れを図っている。 

第２期中期目標期間になって ISO 部会を目標・評価委員会に組み込み、PDCA サイクルを

基盤とした教育の質保証体制を構築した。 

 第１期中期目標期間に引き続き創薬・生命薬科学専攻の４コース、医療薬学専攻の２コー

スにおいて体系的なカリキュラムを構築し、キャリアパス形成に沿って実質化された大学

院教育を行っている。 

 第２期中期目標期間になって国内外でのインターンシップの開催など、リーディング大

学院 HIGO プログラムを強力に推進する一方、海外各大学等と部局間交流協定を積極的に締

結した。 

 第１期中期目標期間に引き続き学生の主体的な学習を促すための取組として、九州薬科

学研究教育連合研修合宿、HIGO プログラム「企画・提案型インターンシップ」を行ってい

る。 

 以上の理由から、重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２）分析析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 第１期中期目標期間に引き続き留年・休学、退学者は平成 24年以降減少傾向にあり、そ

れ以外の学生はほぼ全員が標準修業年限×1.5 年内に学位を取得している。学生の査読論文

掲載数は一定の高い水準を保っている。学生の各種学会賞の受賞者数は、毎年高い水準を維

持している。日本学術振興会特別研究員（DC1/DC2）の採用状況についても、毎年８名以上

の採用者を保っている。 

学生アンケート結果から、大学院開講科目はいずれも学生にとって学業の達成度や満足

度が高い。 

 就職率は、毎年 100％で良好であり、多彩な職種に就職している。企業・官公庁へのアン

ケートの結果、本教育部部卒業生を採用したい理由として、学習意欲、薬学に関する知識、

研究能力、課題解決能力等、研究者としての資質に優れていることを一様に挙げている。 

 以上の理由から、重要な質の変化があったと判断する。 

 



 

正誤表 学部・研究科等の現況調査表（教育） 

 

熊本大学薬学部 

 

 頁数・行数等 誤 正 

1 
１３－１２頁・ 

資料 1-2-3 

 

臨床薬学教授 

 

 

臨床教授 

 

2 
１３－１４頁・ 

資料 1-2-6 

 

財団法人永井祈念薬学国際交流財団 

 

 

財団法人永井記念薬学国際交流財団 
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